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第 4 章 方法書、準備書に対する意見及び事業者の見解 

4.1 方法書に対する住民等意見の概要及び事業者の見解 

本事業に係る環境影響評価方法書に対する環境の保全の見地からの意見は、487

通であり、意見の概要とそれに対する事業者の見解は、以下のとおりです。 

 

1 対象事業の目的及び内容 

主な意見の概要 事業者の見解 

(1) 対象事業の目的 
(ｱ) 事業の目的及び必要性が十分に説明されてい
ない。 

 
事業の目的及び必要性等については、方法書等及び

準備書に記載しました。 
 

(ｲ) 米軍が新たな基地を造って何をしようとして
いるのか明らかにすべきである。 

事業の目的及び必要性等については、方法書等及び
準備書に記載しました。 
 

(ｳ) 1996年の県民投票及び1997年の名護市民投票
による基地建設反対の意思表示やSACO決定を巡る経
緯を含め、本事業計画に至った経緯が示されていな
い。 

本事業は、在日米軍再編に係る日米間の協議過程に
おいて決まった計画であり、平成8年12月の「沖縄に関
する特別行動委員会」(SACO)の計画とは異なるものか
ら、過去の計画については、記載していません。 

(ｴ) 必要性のレベルの低い事業のためには、与える
環境負荷の評価はより厳しく行うべきであり、また、
代替案や代償措置等の決定に当たっては、これらの
事業の必要性との衡量が必要である。 

代替施設建設事業については、環境影響評価法等に
基づき適切に予測・評価及び保全措置の検討を行い、
準備書に記載しました。 
 

(ｵ) 航空機の騒音やヘリの運用について「周辺に影
響を及ぼさないようにすることとしている」とある
が、こう考える根拠やどのように検討したのか等の
結果が示されていない。 

普天間飛行場代替施設における飛行経路について、
環境基準を満足するよう有視界飛行における飛行経路
は周辺の集落から離れた海上を考えていること、また、
計器飛行における進入経路は周辺の集落などを極力通
過しないこととしており、航空機騒音の検討結果につ
いては、準備書に記載しました。 

(ｶ) 環境影響の問題と実施しようとする事業との
関係に関する必要で十分な言及がない。 

方法書等では、環境影響評価法等に基づき、必要事
項(対象事業に係る環境影響評価の項目並びに調査、予
測及び評価の手法等)を記載しました。 
当該事業が環境に及ぼす影響(予測)等については、

準備書に記載しました。 
(ｷ) 国民の税金を使って行うこの事業が、国民にと
ってどんな意味があり、必要性があるのかを説明し
てほしい。  

事業の目的及び必要性等については、方法書等及び
準備書に記載しました。 
 

(2) 対象事業の内容 
ア 位置 
(ｱ) キャンプ・シュワブ沿岸部を対象地域とした理
由とそれに至る経緯、また、当該場所を埋め立てる
こととなった必要性や理由等も示すべきである。 

 
 
事業の目的及び必要性等については、方法書等及び

準備書に記載しました。 
 

(ｲ) 辺野古沿岸域は、沖縄県の「自然環境の保全に
関する指針(沖縄島編)」で評価ランクI(自然環境の
厳正な保護を図る区域)とされていることから、そこ
で本事業を行うのは不適当であり、他の候補地を検
討すべきである。 

方法書第2章に記載してあるとおり、平成18年4月7
日に防衛庁長官と名護市長及び宜野座村長との間で、
同年5月11日に防衛庁長官と沖縄県知事との間で、普天
間飛行場代替施設を辺野古崎とこれに隣接する大浦湾
と辺野古湾の水域を結ぶ形で設置し、2本の滑走路をV
字型に配置することに合意したところです。 

(ｳ) 辺野古海域は竜巻、漏斗雲の発生地域であり、
塩害もあり空港には適さない。 

辺野古沿岸域周辺の調査については、追加・修正資
料(修正版)に基づき環境調査を行っており、結果を準
備書に記載しました。 

(ｴ) 推定地層断面(図-3.1.4.6)で示された断層に
は、第四系を切る活断層の可能性があり、恒久的な
飛行場建設を回避すべき場所である。 
 

既存文献等によると、沖縄島北部において目立った
活断層は確認されていません。 
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1 対象事業の目的及び内容 

主な意見の概要 事業者の見解 
イ 滑走路等の運用 
(ｱ) V字型滑走路は着陸用と離陸用に分けるとされ
ているが、そのような協定が地元との間で結ばれた
としても、米軍が協定を守る保証はない。例えば、
伊江島飛行場での訓練に行く場合に、迂回して辺戸
岬を回る方法が本当に可能なのか。飛行経路に関し
て米軍は、陸地上空を飛行する場合もあり得るとし、
地元に情報を開示すべきであると主張したと伝えら
れている。 

方法書等及び準備書に記載したとおり、基本的には、
周辺地域上空の飛行を回避する方向で対応するとの観
点から、方法書等に示したとおりの飛行経路を考えて
いますが、飛行時における緊急事態等の場合など飛行
中に予測できないことが起こりうる場合においてま
で、集落上空の飛行を制限するようなことは現実的で
はないと考えており、また、訓練の形態等によっては
集落上空を飛行することもあり得るものと考えていま
す。しかし,こうしたケースは本当に必要性が認められ
ると言うことにおいて得心しない限り、住宅地上空を
飛ぶということはないようにしたいと考えています。

(ｲ) 環境影響評価を実効的なものにするためには、
米軍の運用実態まで踏み込んだ検討が必要である。

環境影響評価を実施する上で必要な条件について可
能な限り資料収集した上で、環境影響評価法等に基づ
き予測・評価を行い、その結果等を準備書に記載しま
した。 

ウ 航空機の種類、飛行ルート、訓練の内容等 
(ｱ) 航空機の機種、機数、飛行ルート、飛行回数、
飛行高度、訓練形態、使用頻度、時間帯行動範囲等
の具体的記述がないことから、航空機騒音を始めと
した正確な環境影響評価を行うことは不可能であ
る。 

 
航空機騒音の予測・評価については、その根拠も含

め準備書に記載しました。 
 
 
 

(ｲ) 「短距離で離発着できる航空機」も内容が不明
確であり、オスプレイやFA-18の運用も可能と認識せ
ざるを得ない。 

方法書等に記載してあるとおり、短距離で離発着で
きる航空機としてはC-35及びC-12を想定しており、準
備書についても同様に記載しました。 

(ｳ) 機数制限の可否、自衛隊や外国籍の航空機等も
代替施設を利用するのか等を厳密にすべきである。
普天間基地の代替施設であれば、同基地で離着陸の
実績のある航空機の運用について、全て検証すべき
である。 

方法書等に記載してあるとおり、普天間飛行場代替
施設に配備される航空機の種類は、現時点において、
基本的には普天間飛行場に現在配備されている航空機
のうち、平成18年5月1日の「米軍再編のための日米ロ
ードマップ」において岩国飛行場を拠点とすることと
されているKC-130以外のものを想定しており、具体的
には、回転翼機としてCH-53、CH-46、UH-1及びAH-1を、
短距離で離発着できる航空機として、C-35及びC-12を
想定しており、当該機種を前提として、環境影響評価
を行いました。 

(ｴ) 北部訓練場や伊江島訓練場への飛行や地域の
上空で展開される訓練等についても明記されていな
い。 

飛行経路については、準備書に記載しており、それ
以外のものを具体的に示すことは困難です。 
 

エ 個々の施設配置計画等 
(ｱ) 飛行場の面積、2本の滑走路の幅が明記されて
おらず、飛行場の所要、格納庫エプロン地区、飛行
場支援施設、燃料関連施設、兵舎の建設計画、埋立
工法等についても、具体的に記述されていない。 

飛行場の面積や滑走路の幅、主な飛行場施設やその
配置、施工計画については、準備書に記載しました。
 
 
 

(ｲ) 対象事業の内容が予測の前提となる程度の具
体性を有しておらず、具体的な内容がわからないの
であれば、それが明らかになるまで環境影響評価の
手続に入るべきではない。 

対象事業の内容や予測の前提となる諸条件につい
て、準備書に記載しました。 
 
 
 

(ｳ) 評価書の段階で全て明確になるというのなら、
方法書でその旨を記述すべきである。 

日米間で協議中のものや現在検討中のものも含め、
現時点において示すことが出来る対象事業の内容につ
いて準備書に記載しました。 
 

(ｴ) この事業は、玉突きで辺野古ダムや陸上部まで
事業範囲となり、環境変化を伴うこととなるが、工
事実施区域等が明確に示されていない。 

対象事業の範囲については、環境影響評価法等に基
づく「公有水面の埋立て」及び「飛行場の設置」に係
る部分と、工事に伴う、埋立土砂発生区域と作業ヤー
ドに係る部分となり、事業実施区域について準備書に
記載しました。 

(ｵ) 新たな施設は建設後、さらに増改築されるか明
確にすべきである。 

飛行場施設の計画については準備書に記載しまし
た。 



4-1-3 

1 対象事業の目的及び内容 

主な意見の概要 事業者の見解 
(ｶ) 滑走路の形状をV字型に限定すべきではない。 方法書等に記載したとおり、普天間飛行場代替施設

については、周辺地域上空の飛行ルートを回避してほ
しいとの地元要望を踏まえ、平成18年4月7日に防衛庁
長官と名護市長及び宜野座村長の間で、普天間飛行場
代替施設の建設場所について、2本の滑走路をV字型に
配置することに合意し、同年5月、日米安全保障協議委
員会において承認されたものです。 

(ｷ) 滑走路2本の計画であれば、4本の進入灯の設置
が不可避であるが、進入灯の設置場所、設置数等が
明示されておらず、また、生態系に影響を与えるこ
ととなる進入灯について環境影響評価を実施しない
理由を示されたい。 

周辺地域上空の飛行ルートを回避してほしいとの地
元要望を踏まえた基本合意により、進入を１方向のみ
としていることから、進入灯は方法書に示してあると
おり、2箇所としました。 
また、進入灯設置による影響について、予測・評価

を行い、準備書に記載しました。 
(ｸ) 発着が想定される戦闘機に必要な施設(アレス
ティング・ギア(着陸拘束装置))の説明がない。 

普天間飛行場代替施設に配備される機種は、回転翼
機及び短距離で離発着できる航空機であり、戦闘機を
運用する計画を有していません。 

(ｹ) 大浦湾側及び辺野古沿岸側の突起物は桟橋施
設、装弾場施設と想定されるが、これら施設の説明
がない。 

飛行場施設の諸元等については準備書に記載しまし
た。 
 

(ｺ) 大浦湾側及び辺野古沿岸側の突起物ではどの
ような船が運用されるのか。 

飛行場施設の諸元等については準備書に記載しまし
た。 
 

(ｻ) 大浦湾側には軍港を建設するのか否かと燃料
桟橋の位置、規模、構造、水深等を明らかにし、そ
の事業計画を公表すべきである。 

飛行場施設の諸元等については準備書に記載しまし
た。 
 

(ｼ) 燃料関連施設には埠頭・桟橋も示されており、
ジェット燃料の積み降ろしが行われるものと推察さ
れるが、その使用形態が環境影響を予測しうるほど
明確に示されていない。また、この桟橋を使用する
船種、頻度等も環境影響評価の対象となる。 

飛行場施設の諸元等については準備書に記載しまし
た。 
 
 
 

(ｽ) 燃料庫、弾薬庫、洗機場等の規模、安全性、環
境汚染物質の有無などが明らかにされなければ、環
境への評価ができない。 

飛行場施設の諸元等については準備書に記載しまし
た。 
 

(ｾ) 戦闘機装弾場を設置するのであれば、爆発の危
険もあり、環境への影響の調査、予測、評価の観点
から、設置の有無を明示する必要がある。 

飛行場施設の諸元等については準備書に記載しまし
た。 
 

(ｿ) 燃料関連施設、飛行場支援施設、格納庫・エプ
ロン地区等の位置、構造等が不明である。エンジン
調整時に発する爆音は構造物の位置や高さなどによ
っても変化し、洗機場はその位置等により洗浄剤の
飛散状況も変わるため、それらを明らかにした上で
評価する必要がある。 

飛行場施設の諸元等については準備書に記載しまし
た。 
 
 
 
 

(ﾀ) 飛行機種や飛行場所により使用する洗浄液も
異なることから、洗浄液の種類・内容及びその廃液
の行方を明示すべきである。 

 環境影響評価を実施する上で必要な条件について、
可能な限り資料収集に努め、主務省令等に基づき予
測・評価を行い、準備書に記載しました。 

(ﾁ) 機体洗浄のための化学薬品や廃水など海洋汚
染を引き起こすことが懸念されるので、維持管理の
仕方を明示すべきである。 

 環境影響評価を実施する上で必要な条件について、
可能な限り資料収集に努め、主務省令等に基づき予
測・評価を行い、準備書に記載しました。 

オ 護岸、作業ヤード、埋立土砂等 
(ｱ) 護岸構造及び護岸の位置、作業ヤードの位置及
び規模等の事業計画を公表すべきである。 

 
事業の内容や工事の施工計画について、準備書に記

載しました。 

(ｲ) 延長約4800mの護岸の必要性とケーソン式護
岸・傾斜堤式護岸の具体的位置も示されたい。 

事業の内容や工事の施工計画について、準備書に記
載しました。 

(ｳ) 標準的な護岸の概念図だけでは、周辺の自然に
及ぼす影響等の調査・予測・評価を行うことは不可
能であり、具体的な内容の検討について、方法書の
段階で明らかにすべきである。 

 事業の内容や工事の施工計画、環境影響の予測・評
価について、準備書に記載しました。 
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1 対象事業の目的及び内容 

主な意見の概要 事業者の見解 
(ｴ) ケーソン式護岸の材質が不明であり、護岸の耐
震性や津波・高潮に対する対策についても明確にさ
れたい。 

事業の内容や工事の施工計画について、準備書に記
載しました。 
 

(ｵ) 護岸の形状によっては、大浦湾内の潮流が変化
し、内湾の閉鎖性が更に高まることによる環境への
影響が予測されるため、護岸断面図(特に大浦湾側の
ケーソンの高さ、基礎捨石・被覆ブロックの勾配、
基底水深等)を示すべきである。 

事業の内容や工事の施工計画、環境影響の予測・評
価について、準備書に記載しました。 
 
 
 

(ｶ) 作業ヤードの位置、規模(埋立てや浚渫の面
積)、土砂量、工法等を示すべきである。 

事業の内容や工事の施工計画について、準備書に記
載しました。 

(ｷ) 作業ヤードの工事については、当該事業と一体
となったものであり、作業ヤードの環境影響評価を
行う必要がある。 

事業の内容や工事の施工計画、環境影響の予測・評
価について、準備書に記載しました。 
 

(ｸ) 大浦湾海域や辺野古地先水域には重要な生態
系が存在し、一時的な作業ヤードのために安易に環
境を変えてよい性質のものではない。 

事業の内容や工事の施工計画、環境影響の予測・評
価について、準備書に記載しました。 
 

(ｹ) 工事中において海上ヤードの仮設等で景観に
変化を与える工作物が設置されるか具体的に記述す
べきである。 

事業の内容や工事の施工計画、環境影響の予測・評
価について、準備書に記載しました。 
 

(ｺ) 大浦湾作業ヤードに隣接する浚渫区域の目的、
規模等の説明がない。 

事業の内容や工事の施工計画について、準備書に記
載しました。 

(ｻ) 埋立土量の購入材は何を使用するのか。建設現
場からの「残土」や埋戻し材などとしてリサイクル
されている建設廃材が使用されないようにすべきで
ある。埋立用材とその成分、調達先、量等について
も具体的な記載を求める。 

埋立土砂については、現段階において確定しており
ませんが、沖縄県内の砂材等の購入のほか、県内にお
ける砂材の年間採取量や採取場所等を調査し、また、
浚渫土を含む建設残土の受け入れや、県外からの調達
等も含め、具体的に検討を行いました。 

(ｼ) 埋立用土砂の購入材の所在地、運搬手段、経路
を明記し、土砂の採取、運搬も方法書で取り上げる
べきである。 

埋立てに用いる土砂については、現段階において確
定しておりませんが、沖縄県内の砂材等の購入のほか、
県内における砂材の年間採取量や採取場所等を調査
し、また、浚渫土を含む建設残土の受け入れや、県外
からの調達等も含め、今後、工事着手までに具体的に
検討を行うこととしています。 

(ｽ) 埋立土砂発生区域及び浚渫区域における環境
変化の規模・内容や埋立用の大量の購入材の種類が
不明である。 

事業の内容や工事の施工計画、環境影響の予測・評
価については準備書に記載しました。 
また、埋立てに用いる土砂については、現段階にお

いて確定しておりませんが、沖縄県内の砂材等の購入
のほか、県内における砂材の年間採取量や採取場所等
を調査し、また、浚渫土を含む建設残土の受け入れや、
県外からの調達等も含め、今後、工事着手までに具体
的に検討を行うこととしています。 

(ｾ) 埋立土砂発生区域については、土地の形状を変
化させ、赤土流出などの問題も考えられることから、
その区域での工事内容を具体的に明らかにすべきで
ある。 

事業の内容や工事の施工計画、環境影響の予測・評
価について、準備書に記載しました。 
 

(ｿ) 辺野古ダム周辺について「埋立土砂発生区域」
とあるだけで、土砂を採掘した後どうするのかの説
明がない。 

事業の内容や工事の施工計画、環境影響の予測・評
価について、準備書に記載しました。 
 

(ﾀ) サンゴ礁の縁と溝は、互いに複雑に入り組み、
埋立てに必要とされる土砂や崩落予防の処置にも困
難が予測されるが、これらのことについて何ら示さ
れていない。 

事業の内容や工事の施工計画、環境影響の予測・評
価について、準備書に記載しました。 
 

(ﾁ) 美謝川の付け替えを行うのであれば、工事計画
を示した上で、水質・水象の調査地点、予測地点等
の審査を受け、付け替えによる河川への環境影響評
価を行う必要がある。 

事業の内容や工事の施工計画、環境影響の予測・評
価について、準備書に記載しました。 
 
 

カ その他 
(ｱ) 緑化計画、供用時の汚水排水処理計画・雨水排
水処理計画、廃棄物処理計画等を公表されたい。 

事業の内容や工事の施工計画、環境影響の予測・評
価について、準備書に記載しました。 
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1 対象事業の目的及び内容 

主な意見の概要 事業者の見解 
(ｲ) サンゴ礁破壊による沿岸環境の悪化、埋立地及
び周辺海域の生態系の破壊等の環境悪化に対する方
策が示されていない。 

環境影響の予測・評価及び必要な環境保全措置等に
ついて、準備書に記載しました。 
 

(ｳ) 埋立用の土砂の一部を埋立土砂発生区域から
搬入するとしているが、工事により、米軍の訓練等
で過去から蓄積された有害物質が掘り起こされ、流
出・拡散する可能性があり、これについての具体的
な検討がなされていない。 

環境影響の予測・評価及び必要な環境保全措置等に
ついて、準備書に記載しました。 
 
 
 

(ｴ) 既存施設を撤去する際には、アスベストが拡散
するおそれがあるが、アスベストによる被害の対策
が示されていない。 

アスベストによる被害の対策については、関係法令
に基づき適切に処置します。 
 

(ｵ) 埋立てのために美謝川流域の土砂を使う計画
だが、赤土の発生や米軍基地からの汚染が心配され
るため、川流域の土砂の成分評価を実施されたい。

辺野古沿岸域周辺の調査について、追加・修正資料
(修正版)に基づき環境調査を行っており、結果を準備
書に記載しました。 

(ｶ) どの程度のゴミが出て、どのように処理するの
か。 

環境影響の予測・評価について、準備書に記載しま
した。 
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2 対象事業が実施されるべき区域及びその周囲の概況 

主な意見の概要 事業者の見解 

(1) 自然的状況 
(ｱ) 地震に関する断層、活断層についての記載がな
い。 

 
既存文献等によると、沖縄島北部においては、目立

った活断層は確認されておりません。 
(ｲ) 動植物に関する調査で示された既存資料の有
効性が疑われると同時に、継続した調査の資料もな
いことから、1年や2年の調査で評価を行うことなく
数年程度以上をかけた環境調査を行うべきである。

調査期間について、「公有水面の埋立て又は干拓の
事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る
調査、予測及び評価を合理的に行うための手法を選定
するための指針、環境の保全のための措置に関する指
針等を定める省令(平成10年6月12日、農林水産省、運
輸省、建設省令第1号)」(以下「主務省令」という。)
等により設定しました。 
当該現地調査期間における調査結果や文献資料等及

び専門家の意見を踏まえて所要の予測は可能と考えて
おり、環境影響の予測・評価及び必要な環境保全措置
等について、準備書に記載しました。 

(ｳ) 国によるものだけでなく、自然保護団体等の民
間機関等による調査結果も加えられるべきである。
もし既存のデータがなく、これから調査するのであ
れば、単に見出された種数を列挙するだけでなく、
自然環境の調査に数年以上かけて、環境と生物種の
関係を把握することが必要である。 

既存資料について、全県的な調査資料や文献等も参
考にし、環境と生物種の関係を把握しました。 
 
 
 

(ｴ) 「どこに何がいる」というだけの内容では、当
該海域の生態系が持つ地域特性を把握したものとは
言えない。 

対象事業が実施されるべき地域及びその周囲の概況
について、刊行物等で公になっている情報を可能な限
り準備書に記載しており、生態系は十分把握できたも
のと考えています。 

(ｵ) 事業が生態系に与える影響の把握として、個々
の場所にある個々の生物群集としてのみ捉えられて
いるが、生態系は全てが密接に繋がり合っているの
であり、そのことが記述されていない。 

海域・陸域を問わず生態系全体を常に視野に入れた
調査を行い、調査で得られた結果を踏まえて整理解析
を行いました。 
また、主要な生物及び生物群集間の相互関係等に及

ぼす改変の程度を踏まえ、類似の事例や既存の知見等
を参考にした上で準備書に記載しました。 

(ｶ) 辺野古海域の地域生態系全体を把握するため
には、この地域が外洋に面する辺野古サンゴ礁生態
系と大浦湾内生態系という2つの生態系からなると
いう認識が不可欠であるが、この認識が示されてい
ない。 

辺野古海域の地域生態系全体を把握するため、辺野
古サンゴ礁生態系及び大浦湾内生態系も考慮した上
で、事業実施区域及び大浦湾を含む海浜部を含めた範
囲を調査地域として設定しました。 

(ｷ) 環境省が平成13年に選定した「日本の重要湿地
500」に「沖縄本島東沿岸(辺野古、漢那)」及び「大
浦湾及び大浦川」が含まれ、開発計画等における配
慮を事業者に促すとされていることが記載されてい
ない。 

事業実施区域周辺が自然の豊かな地域であるとの認
識の下、建設事業の実施が及ぼす環境影響について適
切に予測・評価するとともに環境保全措置についても
検討するなど環境影響評価法等に従って適切に実施
し、その結果について準備書に記載しました。 

(ｸ) 引用されている那覇防衛施設局(当時)の平成9
年の調査の方法がどのようなものか記載されていな
いので不明だが、例えば「a)潮間帯生物」にある種
数を見ると、一般に沖縄の潮間帯で見られる種数よ
りも少な過ぎる。プランクトン類、魚卵等について
も同様である。原因は、調査・採集方法に欠陥があ
るか、調査範囲が小さ過ぎるか、調査地点が非常に
片寄っているか等が考えられる。これらのデータを
「現況」として比較しないでほしい。 

方法書においては、既存の資料(全県的な調査資料や
文献等)を基に記載しました。 
辺野古沿岸域周辺の調査については、追加・修正資

料(修正版)に基づき環境調査を行っており、結果を準
備書に記載しました。 
 
 

(ｹ) 建設予定地には800種以上の貝種があるとさ
れ、これらを記した文献が載せられていない。 

方法書においては、既存の資料(全県的な調査資料や
文献等)を基に記載しました。 
辺野古沿岸域周辺の調査については、追加・修正資

料(修正版)に基づき環境調査を行っており、結果を準
備書に記載しました。 

(ｺ) 潮間帯生物と底生生物という区分は、区分けの
規準が異なるのであって、同列に扱うべきではない。
後者は潮間帯以外の底生生物という意味なのか。ま
た、種数を列記しただけでは、生物環境や生態系を
把握したとは言えず、今後の変化の予測もできない。

方法書においては、既存の資料(全県的な調査資料や
文献等)を基に記載しました。 
辺野古沿岸域周辺の調査については、追加・修正資

料(修正版)に基づき環境調査を行っており、結果を準
備書に記載しました。 
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2 対象事業が実施されるべき区域及びその周囲の概況 
主な意見の概要 事業者の見解 

(ｻ) トカゲハゼは、絶滅危惧種で日本では沖縄島の
中城湾と大浦湾に分布が限られ、大浦湾内の生息地
が本種の北限であるとの記載がない。 

方法書においては、既存の資料(全県的な調査資料や
文献等)を基に記載しました。 
辺野古沿岸域周辺の調査については、追加・修正資

料(修正版)に基づき環境調査を行っており、結果を準
備書に記載しました。 

(ｼ) 本方法書でも動植物の調査は春夏秋冬や繁殖
期、渡りの時期等を考慮して設定すると書かれてい
るが、陸上動植物に係る「調査期間」の設定につい
て説明を求める。この調査は調査期間の設定が不自
然で不十分であり参考にできる基礎資料とはなりえ
ない。 

調査期間については、主務省令等により設定しまし
た。 
当該現地調査期間における調査結果や文献資料等及

び専門家等の意見を受けて行いました。陸上動植物に
及ぼす影響の予測・評価及び環境保全措置等について、
準備書に記載しました。 

(ｽ) 「サンゴ礁の分布は礁池、礁縁とともに被度5%
未満」となっているが、サンゴ礁の状態というのは
刻々と変化し、条件さえ整えば十分に健全なサンゴ
礁に回復する可能性を持っていることから、自然保
護団体等の調査結果とも比較検討すべきである。 

辺野古沿岸域周辺の状況について、追加・修正資料

(修正版)に基づく環境調査結果及び既存資料等を踏ま

え、準備書に記載しました。 

 

(ｾ) 大浦湾でアオサンゴが発見された事実を踏ま
えれば、辺野古沿岸域周辺で「サンゴ礁の分布は被
度が5%未満」との記述は誤りである。大浦湾周辺海
域(安部)は貴重なサンゴの生息域であり、工事によ
りサンゴが影響を受ける。 

方法書においては、既存の資料(全県的な調査資料や
文献等)を基に記載しました。 
辺野古沿岸域周辺の調査については、追加・修正資

料(修正版)に基づき環境調査を行っており、結果及び
予測・評価を準備書に記載しました。 

(ｿ) 海藻草類について、那覇防衛施設局(当時)の調
査結果のみが取り上げられ、民間団体等の調査結果
が引用されていない。また、環境省「ジュゴンと藻
場の広域的調査報告書」(2002～2006)の藻場に関す
る調査結果すら引用されていないため、ホソウミヒ
ルモが注目種としてリストアップされていない状況
となっている。さらに、海藻草類の面積と種構成の
記述のみで、種毎の分布情報が記載されておらず、
種によって生息環境や動態が異なることから、海草
の正確な分布図を作成すべきである。 

方法書においては、既存の資料(全県的な調査資料や
文献等)を基に記載しました。 
辺野古沿岸域周辺の調査については、追加・修正資

料(修正版)に基づき環境調査を行っており、結果を準
備書に記載しました。 
 
 

(ﾀ) 辺野古海域は、沖縄島において最も大きな海草
藻場を有する3カ所のうちの1つであり、生物多様性
保全の観点、日本のジュゴンの保護増殖の観点から
も、当地域の位置づけ・重要性等を記述すべきであ
る。 

辺野古海域の海草藻場について、追加・修正資料(修
正版)に基づき環境調査を行っており、既往のジュゴン
等の調査結果と合わせた上で予測・評価を行い、準備
書に記載しました。 

(ﾁ) 民間の調査結果が取り上げられていないこと、
ジュゴンが環境省「レッドリスト」改訂版(2007年8
月3日)や国際自然保護連合(IUCN)で絶滅危惧種IA類
等に分類されていること等が記述されていない点な
ど、客観性に欠け、ジュゴンの生息状態を無視した
内容となっており、これらの点やジュゴン個体群の
存続を確実にするために役立つ適切な対策を講じる
ことが求められていること(IUCN2000)等も記述すべ
きである。 

ジュゴンについては事業実施区域における非常に重
要な種と考えており、レッドリスト(環境省版)の分類
について、準備書に記載しました。 
 
 
 

(ﾂ) 被度の低い藻場の疎生域を把握することが困
難な航空写真を基にした藻場のデータを環境の特性
として記述することは、藻場の分布域を過小評価す
るおそれが高いだけでなく、主に藻場の疎生域で採
餌するとされているジュゴンの活動も見過ごす可能
性があり、本アセスの方法書としては不適切である。

方法書においては、既存の資料(全県的な調査資料や
文献等)を基に記載しました。 
 辺野古沿岸域周辺の調査については、追加・修正資
料(修正版)に基づき環境調査を行っており、結果を準
備書に記載しました。 
 

(ﾃ) 日本産ジュゴンについて、民間機関や国が沖縄
島で行った調査結果を総合的に判断し、説明すべき
である。 

方法書においては、既存の資料(全県的な調査資料や
文献等)を基に記載しました。 
ジュゴンについては、追加・修正資料(修正版)に基

づき環境調査を行っており、既存の資料等及び専門家
等の助言を踏まえて予測・評価を行い、結果を準備書
に記載しました。 
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2 対象事業が実施されるべき区域及びその周囲の概況 
主な意見の概要 事業者の見解 

(ﾄ) ジュゴンが海草を食べた量が、成体で1日約
30kg程度食べるとされているのに比して少ないと書
かれているが、食べた量が少ないと判断する学術的
根拠を明確にし、また、少ないことでジュゴンの採
餌行動にどういうことが言えるのか、明確に記載す
べきである。 

方法書においては、既存の資料(全県的な調査資料や
文献等)を基に記載しました。 
辺野古沿岸域周辺の調査については、追加・修正資

料(修正版)に基づき環境調査を行っており、結果を準
備書に記載しました。 

(ﾅ) 辺野古沿岸域は沖縄県の「自然環境の保全に関
する指針」で「評価ランクI(自然環境の厳正な保護
を図る区域)」に分類されており、このような良好な
自然環境を保全する観点から評価されるべきであ
り、評価の手法についてこのことを明らかにすべき
である。 

事業実施区域周辺がご指摘のように自然の豊かな地
域であるとの認識の下、建設事業の実施が及ぼす環境
影響について適切に予測・評価するとともに環境保全
措置についても検討するなど環境影響評価法等に従っ
て適切に実施し、その結果について準備書に記載しま
した。 

(2) 社会的状況 
(ｱ) 騒音の事前調査が不十分であり、現在の航空機
騒音の状況を具体的に記述すべきである。 

 
環境影響評価を実施する上で必要な条件について可

能な限り資料収集した上で、環境影響評価法等に基づ
き予測・評価を行い、その結果等を準備書に記載しま
した。 

(ｲ) 普天間飛行場の騒音被害の状況が見えない上、
移設先の騒音関係についても記述されていない。騒
音に係る各種基準・規制を明確に設定する必要があ
る。 

航空機騒音に係る環境基準は、航空機騒音から生活
環境を保全し、人の健康の保護に資する上で維持する
ことが望ましい基準として、環境基本法に基づき設定
しています。 

(ｳ) 辺野古、大浦湾周辺の特性について、この一帯
には既に軍事基地等が存在し、様々な被害・公害が
あるにもかかわらず、それについては触れられてい
ない。辺野古、久志周辺における弾薬処理の騒音、
ヘリ訓練から生じる騒音、辺野古海域での水陸両用
車の訓練による海草藻場の破壊等についても言及さ
れていない。 

方法書においては、既存の資料(全県的な調査資料や
文献等)を基に記載しました。 
辺野古沿岸域周辺の調査については、追加・修正資

料(修正版)に基づき環境調査を行っており、結果を準
備書に記載しました。 
 

(ｴ) 周辺の保育園、小・中・高校、高専等に通園・
通学する子供たちへの影響について触れられていな
い。 

方法書においては、既存の資料(全県的な調査資料や
文献等)を基に記載しました。 
辺野古沿岸域周辺の調査については、追加・修正資

料(修正版)に基づき環境調査を行っており、結果を準
備書に記載しました。 

(ｵ) 海・山を含む自然が辺野古の人々の精神的な支
柱となっており、「人と自然との触れ合いの活動の
場」の項で、観光施設やレクリエーション施設のみ
が挙げられていること等は問題である。 

方法書においては、既存の資料(全県的な調査資料や
文献等)を基に記載しました。 
人と自然との触れ合いの場に係る利用形態等への価

値については、ヒアリング等により把握し、準備書に

記載しました。 

(ｶ) 埋蔵文化財包蔵地名が示されているが、具体的
な位置が不明である。本事業実施区域の海底には、
遺跡もあると聞くが、その場所と名前を記すべきで
ある。 

方法書においては、既存の資料(全県的な調査資料や
文献等)を基に埋蔵文化財包蔵地名及びその位置図を
示しました。 
準備書においては、既存資料の他、名護市教育委員

会へのヒアリング等を踏まえ記載しました。 
(ｷ) 牧場の存在が記述されていない。 方法書においては、既存の資料(全県的な調査資料や

文献等)を参考とし、方法書第3章において図示しまし
た。 
準備書においても同様に記載しました。 
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3 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法 

主な意見の概要 事業者の見解 

(1) 影響要因及び環境要素の抽出 
(ｱ) 大気質、騒音、生態系等各々の環境影響評価の
項目の選定理由が、抽象的で意味不明である。 

 
方法書においては、主務省令等に対応した内容とし

ました。 
準備書においては、予測及び評価等に必要な事業諸

元を踏まえ、選定理由を記載しました。 
(ｲ) 方法書には、地域の環境特性、事業特性等から、
保全上重要な環境要素や問題となる環境影響等につ
いて検討した結果を記載しなければならないが、影
響要因の欠落や不明瞭な前提が散見される。「影響
要因」が確定されていない状況で、影響を予測・評
価することは不可能である。 

方法書段階では主務省令等に基づき、既に決定され
ている内容に係るものに限り記載しました。 
準備書においては、予測及び評価等に必要な事業諸

元を踏まえ、影響要因を記載しました。 
 
 

(ｳ) 工事及び供用後に必要な上水をどう確保する
のかが対象にされていないので、検討の対象に含め
るべきである。 

工事及び供用後の給水についても検討し、環境影響
評価を行いました。 
 

(ｴ) 新基地建設等によって、辺野古ダムと辺野古浄
水場の処理能力が限界を超え、ダムと浄水場の廃止
が伝えられているなど、海兵隊員の増員に伴う環境
の変化等の問題が考慮されていない。 

キャンプ・シュワブの人員が増加することに伴う環
境への影響(上水道施設計画、汚水排水施設計画等)に
ついても考慮して、予測・評価し、準備書に記載しま
した。 
 

(ｵ) 日常的な軍事訓練や多数の兵士が駐留するこ
とによる事件・事故の増加、地域の治安の悪化、軍
事施設が身近にある精神的影響、地域の経済に与え
る影響など、社会環境に与える影響は多大であり、
社会環境への影響を追加すべきである。 

環境影響評価の項目については、環境影響評価法等
に基づき、知事意見等を踏まえた上で必要な項目を選
定しました。 
 
 

(ｶ) 県民世論をどのように環境影響評価の際に考
慮するのかという視点が欠落している。 

 環境影響評価法等に基づき、方法書等及び準備書に
ついて、環境保全の見地からの意見を有する者は、当
該意見を述べる機会を設けており、事業者としては、
当該意見を配意等しながら、環境影響評価手続を行っ
ていきます。 

(2) 環境影響評価の項目の選定 
(ｱ) 環境影響評価の項目の選定理由の「環境影響評
価の項目」の欄に記載されているのは環境要素、影
響要因のみで、これらに対応する評価項目が記載さ
れていない。 

 
方法書においては、主務省令等に基づき記載しまし

た。 
 
 

(ｲ) 作業ヤード区域と埋立土砂発生区域、また、進
入灯や燃料桟橋等は本事業において重要な「影響要
因」であるにも関わらず、本方法書において欠落ま
たは軽微に扱われている。これらは、影響要因の区
分でそれぞれ独立した項目として扱うべきである。

本事業に伴う影響要因について区分を細分化し、影
響を受けるおそれのある環境要素の抽出及び環境影響
評価の項目について検討を行い、追加・修正資料に記
載しました。 
 
 

(ｳ) 動物および生態系の影響要因として、工事用船
舶及び供用時運航する船舶が欠落している。また、
弾性波による地質調査を行うのであれば、ジュゴン
に対する影響が考えられるため、調査も影響要因と
して記載すべきである。 

動物及び生態系の影響要因として、船舶の影響は、
工事中及び存在供用時の影響要因の中に含みました。
 

(ｴ) 現在ある隊舎の移転先の環境負荷の記載がな
く、油の汚染、重金属汚染についても触れられてい
ない。 

 油の汚染、重金属汚染など、一般的な有害物質等は
関係法令を遵守し処理されることから環境へ影響を与
えることはないと考えました。 

(ｵ) 「重要な種及び注目すべき生息地」とあるが、
基準は何か。水産有用種とも考えられるが、それだ
けでは不十分である。 

 天然記念物対象種、レッドリスト(環境省版)該当種、
改訂版沖縄県データブック該当種等としました。 

(ｶ) ヘリコプター等の飛行による電波障害が発生
すると予想されるため、沖縄県環境影響評価条例の
環境項目である電波障害も予測評価項目とすべきで
ある。 

 電波障害については、環境影響評価の項目として選
定し、追加・修正資料(修正版)に記載しました。 
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3 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法 
主な意見の概要 事業者の見解 

(ｷ) 評価の項目の選定の記載で、公有水面の埋立て
においては歴史的・文化的環境への影響が選定され
ていないが、影響はないのか。海底遺跡もあると聞
いており、そのことを記載すべきである。また、飛
行場及びその施設の設置においても、当該地域に重
要な遺跡があると聞いており、歴史的・文化的環境
への影響が「一時的」ではなく、恒久的なものであ
るので、その点からの記載を求める。さらに、第三
者機関を設置し、専門的意見等を反映させて、その
保存について検討することを記載すべきである。 

 環境要素及び環境要因の項目は、主務省令及び沖縄
県環境影響評価技術指針の参考項目及び参考手法を基
本としました。 
 海底遺跡については、その存在が確認されていませ
ん。 
 なお、埋蔵文化財等の取り扱い等については関係機
関と必要な協議・検討を行っていきます。 

(ｸ) 温室効果ガスについての環境影響について記
載がないのは何故か、本事業による温室効果ガスの
排出量とその削減について環境影響評価を行うべき
である。 

工事中の温室効果ガスについては、工事の施工計画
等を踏まえ、燃料消費から CO2 換算することで予測は
可能ですが、具体的に評価することは困難なことから、
環境影響評価の項目としては選定していません。 

(3) 一般的事項 
ア 調査 
(ｱ) 「調査に当たってはジュゴン、藻場、サンゴ類
を含む環境に十分配慮」とあるが、具体的に誰がど
のように判断、配慮し、影響が生じた場合にはどう
対処するのか等を記述すべきである。遺跡などが発
見された場合も同様である。 

 
 
 調査の手法等については、専門家等に助言を受け、
ジュゴン、藻場、サンゴ類を含む環境に十分に配慮し
た方法としました。なお、現地調査に当たっては、調
査による影響をできるだけ回避するよう環境に十分配
慮し実施しました。 

(ｲ) 動植物については、数年以上かけて調査を行っ
た後に評価を行うべきである。 

 調査期間については、主務省令等に基づき設定した
ものであり、当該現地調査期間における調査結果や文
献資料等及び専門家等の助言を踏まえて予測・評価を
行い、準備書に記載しました。 

(ｳ) 環境調査を行う位置、設置機器等の詳細図、調
査方法等が具体的に示されていない。 

 調査地点や範囲は、調査地域の特性及び各環境要素
の変化の特性を踏まえて、環境影響を予測・評価する
ために必要な情報を適切かつ効果的に把握する場所と
して設定し、追加・修正資料(修正版)に記載しました。

(ｴ) 海域生物、陸域生物全般について、代替施設建
設に直接掛かる場所とその直近における調査地点
数・ライン数が少な過ぎるため、必要十分な期間・
頻度・地点数またはライン数をとることが求められ
る。 

 調査地点及び調査ライン数は、検討を行い、追加・
修正資料(修正版)に記載しました。 

(ｵ) 辺野古地域は竜巻が発生するが、山と気流の関
係などの調査項目がなく、気象条件を踏まえると、
調査期間は3年以上とすべきである。 

 辺野古沿岸域周辺の調査については、追加・修正資
料(修正版)に基づき環境調査を行っており、結果を準
備書に記載しました。 

イ 予測 
(ｱ) 使用する飛行機の種類や数量・頻度などの情報
も示されずに予測するのは不可能である。 

 
 環境影響評価を実施する上で必要な条件について、
可能な限り資料収集に努め、主務省令等に基づき予
測・評価を行い、準備書に記載しました。 

(ｲ) ターミナルビル、管制塔、駐機場、格納庫、整
備工場、弾薬庫、弾薬装填場、作業ヤードなどの建
設に伴う環境影響負荷を予測するとともに、運用時
にこれらの施設から排出される洗浄水や汚染物質等
の種類、量などを予測することも重要である。 

 環境影響評価を実施する上で必要な条件について、
可能な限り資料収集に努め、主務省令等に基づき予
測・評価を行い、準備書に記載しました。 

(ｳ) 軍事空港供用後の演習等による影響を予測す
るためには、演習の内容、予想される騒音、汚染物
質、事故の可能性とその被害などについて、影響を
予測する方法とともに記述すべきである。 

 環境影響評価を実施する上で必要な条件について可
能な限り資料収集した上で、環境影響評価法等に基づ
き予測・評価を行い、その結果等を準備書に記載しま
した。 

(ｴ) 軍港を造るのであれば、船の運航による環境へ
の影響も調査、予測、評価する必要がある。 

 工事中の船舶及び供用後のタンカー等の航行の影響
について、予測・評価を行い、準備書に記載しました。
なお、護岸の一部を船舶が接岸できる構造として整備
しますが、恒常的に兵員や物質の積み卸しを行う機能
を有するようないわゆる軍港を建設することは考えて
いません。 
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3 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法 
主な意見の概要 事業者の見解 

(ｵ) 対象事業により影響を及ぼすと予想される地
域が名護市と宜野座村だけであり、狭すぎる。普天
間基地所属部隊の運用実態から代替施設での運用を
類推して予測する必要がある。 

 対象事業により影響を及ぼすと予想される地域につ
いては、環境省総合環境政策局編「環境アセスメント
技術ガイド 大気・水・土壌・環境負荷」において、大
気質に係る調査範囲の目安を、煙源の種類が航空機の
場合、最大着地濃度距離及び設定方法を 1,000m へ上昇
するまでの水平距離として、対象範囲を 10km 程度とし
ていることを踏まえ設定しました。 

ウ 評価 
(ｱ) 生物群集の内容、調査項目には、(1)不十分な
既存の調査結果・文献調査、(2)調査手法の不適切な
選択、(3)調査頻度が不明瞭(時期、期間、回数)、(4)
調査地点の問題(密度、予測される生態系の空間構造
との関係)、(5)生物群集と周辺の物理化学的環境と
の関係に関わる評価の欠落の問題がある。 

 
 方法書においては、調査内容・項目について、過去
の他省庁の実績や、専門家等の助言も踏まえて設定し
ましたが、さらに検討を行い設定したものを追加・修
正資料(修正版)に記載しました。 

(ｲ) 沖縄の海の状況は季節によって変わるので、一
時期のデータのみに頼るべきではない。 

 海域の環境調査及び海域生物調査は、各環境要素の
季節変動等の特性を踏まえて、必要な情報を適切かつ
効果的に把握できる期間、時期に実施しました。 

(ｳ) 「調査項目の選定」、「調査の目的と方法」、
「環境への影響予測」、「保全に関する評価」のそ
れぞれを関連づける基本的、論理的な考え方が不明
瞭又は欠落している。調査項目の選定は、対象地域・
海域の普遍性、特殊性を盛り込んだものではなく、
調査の目的と方法、環境への影響予測では、予測の
目標が示されていないため、調査結果を基にどのよ
うな方法、論理で影響を予測し、保全に対する評価
を行うのか不明である。 

 評価は、予測の結果を受け保全対策を講じ、影響が
回避、低減されているかという観点から行うとともに、
国や地方公共団体により基準や目標が示されている場
合には、その目標値との整合性の観点から評価を行い、
準備書に記載しました。 

(ｴ) 工事・存在によって引き起こされる無機環境
(地形、波浪、潮流、堆積、水質等)の変化が生物群
集に与える影響も重要であることから、このような
視点に立って、評価を行うべきである。 

 海域生物については、工事による水の濁り、騒音等
による影響、埋立地・飛行場施設の存在による地形、
潮流、水の汚れ等の変化による影響、及び施設の供用
時における水の汚れ等による影響について予測、評価
を行い、準備書に記載しました。 

(ｵ) 動植物・生態系の場合、そのものに対する直接
的・間接的な影響の他に、複数の要因による相乗的
な影響、時間の経過とともに蓄積していく影響があ
るにもかかわらず、これらの点が考慮されていない。

 直接的・間接的な影響、複数の要因による相乗的な
影響、時間の経過とともに蓄積していく影響などにつ
いては、適切に予測・評価を行い、準備書に記載しま
した。 

(ｶ) 自然環境や生態系、野生生物への影響は、回
避・低減や代償措置、環境基準で評価されるもので
はなく、保全目標を明確にした上で、影響を予測し、
保全目標が達成できるかどうか評価する必要があ
る。 

 事業の実施に伴う評価については、環境保全目標ク
リア型ではなく、事業者の実施可能な範囲において、
いかに回避、低減、代償等を講じたかという環境影響
評価法等の主旨に従い評価を行い、準備書に記載しま
した。 

(ｷ) 工事中、存在、供用に至るまでの全てにおいて、
沿岸生態系の破壊及び影響が回避できないことは明
らかだが、これらの保全基準又は目標について、ど
のように整合を図るのかが示されていない。 

 事業の実施に伴う回避、低減、代償等の評価につい
ては、予測結果及び環境保全措置等の内容を踏まえ検
討し、準備書に記載しました。 

(ｸ) 「評価の手法の選定」の記載が抽象的で、どの
ような環境保全措置をとるのか、予測評価の結果、
どのような基準でゼロ・オプションも含めた措置を
取るのか等、具体的に書くべきである。 

 具体の評価については、事業計画等を踏まえ、予測
評価の結果から講じる保全措置の内容等について検討
を行い、準備書に記載しました。 

(ｹ) 環境省の「環境アセスメント制度のあらまし」
によれば、「複数案の比較検討や実行可能なより良
い対策となっているかどうかの検討などにより、環
境影響が回避され、よりよい事業計画にしていくこ
とが期待される」等とあり、本事業についても、こ
うした視点に立脚して予測・評価されたい。 

 予測・評価に必要な事業諸元を示した上で、調査及
び予測・評価を行い、準備書に記載しました。 

(ｺ) 予測・評価手法は、調査結果と過去の知見に基
づいて「定性的」に影響を評価するとしか記載され
ておらず、予測の仕方と評価の仕方を具体的に設定
してから、調査の計画を立てるべきである。 

具体の調査・予測及び評価の内容については、準備
書に記載しました。 
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3 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法 
主な意見の概要 事業者の見解 

(ｻ) 環境も生物も、場所や種毎に、影響に関する予
測と評価のポイントは異なり、具体的に何を予測す
るのか、調査項目毎に予測の目標を明確にすべきで
ある。 

具体の調査・予測及び評価の内容については、準備
書に記載しました。 

(ｼ) 辺野古沿岸域は、沖縄県の「自然環境の保全に
関する指針(沖縄島編)」で「評価ランクI」(自然環
境の厳正な保護を図る区域)に分類されており、この
ような地域の環境特性を踏まえた上で、評価すべき
である。 

 事業区域周辺がご指摘のように自然の豊かな地域で
あるとの認識の下、建設事業の実施が及ぼす環境影響
について適切に予測・評価するとともに環境保全措置
についても検討するなど環境影響評価法等に従って適
切に実施し、その結果について準備書に記載しました。

(ｽ) 絶滅のおそれのある種に悪影響を与えるおそ
れがある場合には、その価値が極めて高いことを前
提とした評価を厳格に行う必要がある。 

 具体の評価については、事業計画等を踏まえた予測
評価の結果から、講じる保全措置の内容等について準
備書に記載しました。 

(ｾ) 現在米軍が使用中・開発中の軍用機種は全て使
用される可能性があり、また、平常時ではなく、緊
急時に予想される飛行ルート・回数・時間帯などか
ら環境への影響を想定し、評価すべきである。 

 環境影響評価を実施する上で必要な条件について可
能な限り資料収集した上で、環境影響評価法等に基づ
き予測・評価を行い、その結果等を準備書に記載しま
した。 

(ｿ) 周辺住民生活にとって騒音等の評価はもとよ
り、生活全般にわたり社会的影響を含めて評価すべ
きである。 

 環境影響評価の項目については、環境影響評価法等
に基づき選定しており、自然環境以外に、人と自然と
の触れ合いの活動の場、歴史的・文化的環境等につい
ても環境影響評価の対象としました。 

(ﾀ) 予測の不確実性にどのように配慮するのか示
すべきである。 

 予測の不確実性について検証を行い、事後調査を行
う項目を選定し、内容を準備書に記載しました。 

(ﾁ) 本事業に伴う影響要因に供用時も含まれるの
であれば、事後アセスの実施も含め、いつまで、本
事業のアセスを行うのか明記されたい。 

 影響要因には「施設等の存在及び供用」を含めまし
た。事後調査の実施期間等について、準備書に記載し
ました。 

(ﾂ) 建設そのものによる環境影響評価だけでなく、
完成後の施設利用によってどのような環境負荷が生
じるのかを予測し評価しなければならない。 

 影響要因には「施設等の存在及び供用」を含めまし
たので、建設そのものによる環境影響評価だけでなく、
完成後の施設利用によってどのような環境負荷が生じ
るのかについても予測・評価を行い、準備書に記載し
ました。 

(ﾃ) 環境保全措置が遵守されているかどうか、事後
に調査し再評価する内容について具体的に書くべき
である。 

 予測の不確実性について検証を行い、事後調査を行
う項目を選定し、内容を準備書に記載しました。 

(ﾄ) 北部振興事業により、どの地域に人口の増加が
見込まれるか予測し、それにともなう将来的な環境
アセスを検討する必要がある。 

 北部振興事業と本事業には事業としての関連性はあ
りません。よって、本事業の環境影響評価法等に基づ
く環境影響評価項目には該当しません。 

(ﾅ) 事前調査の内容をアセスに反映させるには、こ
れまでの調査概要とこれからの調査計画との関係を
示すことが必要だが、方法書にはこの記述がないの
で、それを行うことは不可能である。 

 平成 19 年 6月から平成 20年 3月までの調査(以下、
「現況調査」という。)の内容については、準備書では
既存の資料として扱い、予測・評価の参考としました。

(ﾆ) 事業者の主観的判断で、評価の手法の選定は適
正になされているというお座なりな評価で済まされ
る危険性が大きいと考えられる。「環境影響の程度
は極めて小さいと判断されることから、環境の保全
への配慮が適正になされていると評価した。」とい
うお馴染みの評価で事足りるとされる危惧がある。

 専門家等の助言を受け、評価を行い、準備書に記載
しました。 

(4) 大気質 
(ｱ) 使用する具体的な機種、飛行ルート、使用時間
帯、使用頻度、離着陸訓練等が明確でなければ、騒
音や大気汚染などの予測がつかない。特に騒音や夜
間訓練は、市民生活はもとより、野生動物への影響
も大きく、この点が明確にされる必要がある。 

 
環境影響評価を実施する上で必要な条件について可

能な限り資料収集した上で、環境影響評価法等に基づ
き予測・評価を行い、その結果等を準備書に記載しま
した。 



4-1-13 
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主な意見の概要 事業者の見解 

(ｲ) 海上運航する作業船の種別、回数、運航時間を
開示願うとともに、発生源からの距離、風向、風力
等を検討の上、調査予測地点にカヌチャベイリゾー
トを加えられたい。 

 大気質の調査地点は、事業実施区域周辺の環境影響
を受けるおそれがある地域の環境影響を予測・評価す
るために必要な地点として選定しましたが、検討を行
い、調査地点を追加し、追加・修正資料に記載しまし
た。 
 また、予測・評価は、調査の結果を踏まえ、気象条
件、発生源の状況等を十分に考慮し、適切に行い、そ
の結果等について準備書に記載しました。 

(5) 建設作業騒音 
(ｱ) 調査地点について、集落とキャンプ・シュワブ
内の10地点の他に「辺野古集落沖合の10km範囲内の
海域2地点を含む12地点」としているのはなぜか。

  
建設作業騒音の調査地点については、辺野古集落沖

から進入してくる作業船の騒音を考慮し選定したもの
です。 

(ｲ) 代替施設の工事の場合だけでなく、仮設工事や
作業ヤード、海上ヤードの設置の場合も建設作業音
の発生が予想されるため、カヌチャベイリゾートを
調査・予測地点に加えられたい。 

 建設作業騒音の調査地点については、作業区域から
の距離及び音の伝搬特性を踏まえ、所要(騒音に係る環
境影響を予測評価)の情報を適切かつ効果的に把握で
きる地点として選定したものですが、検討を行い、調
査地点を追加し、追加・修正資料に記載しました。 
 なお、調査の結果を踏まえ、建設機械の稼働状況や
発生源の位置等を十分に考慮し、適切に予測・評価を
行い、準備書に記載しました。 

(ｳ) 予測対象時期について「騒音レベルが最大とな
る時期」となっているが、工事期間中は常時調査を
行い、その記録をとって、どの時期が最大かを把握
すべきである。また、影響が小さい時期から数段階
で予測すべきである。 

 工事中の予測の時期について、主務省令第 10 条で
は、「工事の実施による環境影響が最大となる時期そ
の他の予測に適切かつ効果的な時期・・・」となって
おり、主務省令等に従って適切に実施することとしま
した。 
 なお、工事中や供用時の事後調査について、準備書
に記載しました。 

(ｴ) 工事前の1年以上の状態と工事に伴う輸送その
他の騒音、振動又は環境破壊について予測比較する
こと。 

 建設作業騒音及び建設作業振動の調査期間等につい
ては、音及び振動の伝搬特性を踏まえ、所要(騒音及び
振動に係る環境影響を予測評価)の情報を適切かつ効
果的に把握できる期間等として設定しています。 
 当該調査期間における調査により、本環境影響評価
の建設作業騒音及び建設作業振動の予測評価に必要な
情報は得られました。 
 なお、予測・評価に関しては、建設機械の稼働状況
や発生源の位置等を十分に考慮し、適切に予測及び評
価等を行い、その結果等について準備書に記載しまし
た。 

(6) 道路交通騒音 
道路交通騒音の予測対象時期が「施設の供用が定常
状態」となっているのは納得できず、建設作業騒音
のときと同様、訓練等が「最大となる時期」とすべ
きである。 

 工事中の予測の時期について、主務省令第 10 条で
は、「工事の実施による環境影響が最大となる時期そ
の他の予測に適切かつ効果的な時期・・・」となって
おり、主務省令等に従って適切に実施しました。 
 なお、工事中や供用時の事後調査について、準備書
に記載しました。 

(7) 航空機騒音 
ア 全般 
(ｱ) 正確な騒音予測の観点から、特に米軍の計画を
明確にすべきである。これに係る米軍との協議や米
軍からの情報開示についても明らかにされるべきで
ある。 

  
 
環境影響評価を実施する上で必要な条件について可

能な限り資料収集した上で、環境影響評価法等に基づ
き予測・評価を行い、その結果等を準備書に記載しま
した。 

(ｲ) 昼夜別の騒音規制の設定がなされていないな
ど騒音に係る環境基準や規制、対策等が明確にされ
ていないため、これらを明確に記述すべきである。
また、普天間飛行場の騒音被害の状況が明確に記さ
れていない。 

 環境影響評価を実施する上で必要な条件について可
能な限り資料収集した上で、環境影響評価法等に基づ
き予測・評価を行い、その結果等を準備書に記載しま
した。 

イ 調査 
(ｱ) 騒音被害まで把握可能な調査は不可能ではな
いのか。 

 
 環境影響評価を実施する上で必要な条件について可
能な限り資料収集した上で、環境影響評価法等に基づ
き予測・評価を行い、その結果等を準備書に記載しま
した。 
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(ｲ) 普天間飛行場の騒音実態を調査し、それに基づ
いて代替施設の騒音を予測すべきである。特に、難
聴等の健康被害、低体重児の出生、幼児の問題行動
の多発等も含めて予測・評価を行うべきである。 

 環境影響評価を実施する上で必要な条件について可
能な限り資料収集した上で、環境影響評価法等に基づ
き予測・評価を行い、その結果等を準備書に記載しま
した。 

ウ 予測 
(ｱ) 基地建設後の航空機数や演習頻度が方法書に
記載されておらず、これでは騒音を正確に予測する
ことが不可能である。 

 
 環境影響評価を実施する上で必要な条件について可
能な限り資料収集した上で、環境影響評価法等に基づ
き予測・評価を行い、その結果等を準備書に記載しま
した。 

(ｲ) 航空機騒音の予測の方法として調査地点や時
期が明記されていない等、予測等に当たっての最低
限の必要な情報が含まれていない方法書は、撤回又
はやり直すべきである。 

 騒音(環境騒音)の調査地点及び期間等については、
方法書等及び準備書に記載しました。 

(ｳ) 航空機騒音の予測対象時期が「施設の供用が定
常状態」となっているが、適切に予測できる時期に
ついて、具体的に記述すべきである。 

 米軍が使用する飛行場は、民間空港とは異なり、飛
行回数は運用状況により変動することから、予測・評
価に当たっては、普天間飛行場について、騒音の影響
が最大である時期として、平成元年以降騒音発生回数
が最も多い時期(年度)の飛行回数をとらえ、予測・評
価を行い、準備書に記載しました。 

(ｴ) 航空機騒音の予測対象時期が「施設の供用が定
常状態」となっているのは納得できず、建設作業騒
音のときと同様、訓練等が「最大となる時期」とす
べきである。 

 米軍が使用する飛行場は、民間空港とは異なり、飛
行回数は運用状況により変動することから、予測・評
価に当たっては、普天間飛行場について、騒音の影響
が最大である時期として、平成元年以降騒音発生回数
が最も多い時期(年度)の飛行回数をとらえ、予測・評
価を行い、準備書に記載しました。 

(ｵ) 夜間や早朝の騒音についても、特に項目に上げ
て予測・評価すべきである。 

 航空機騒音の WECPNL 値の算定式では、飛行回数の取
扱いに当たって、深夜(午後 10時～12 時)又は早朝(午
前 0 時～7 時)の時間帯の飛行回数については 10 倍、
夜間(午後 7時～10時)の時間帯の飛行回数については
3 倍とし、昼間(午前 7 時～午後 7 時)の飛行回数との
和を飛行回数とすることとなっており、夜間や早朝の
飛行も考慮した上で、航空機騒音の予測コンターを作
成し、準備書に記載しました。 

エ 評価 
(ｱ) 予測・評価に当たっては、固定翼やヘリの機種
毎の予測・評価、離着陸やホバリング等の場合の予
測・評価、風向・風速別の予測・評価等を加味する
ことを要望する。また、普天間飛行場の騒音状況等
を加えたり、70W以下の騒音コンターの作成、時間帯
補正等の騒音レベルでの予測・評価等についても行
うべきである。 

 
 航空機騒音の予測・評価は、普天間飛行場の飛行経
路、飛行回数、時間帯、対象航空機の音響データ等に
基づき、代替施設における飛行経路、飛行回数、対象
機種等を適切に設定し行いました。 
 また、WECPNL 値のコンター図については、環境基準
を踏まえるとともに予測精度や予測結果の検証の困難
性等にも留意し、70W 以上のものを準備書に記載しま
した。また、時間帯補正等価騒音レベル（Lden）につ
いても準備書に記載しました。 

(ｲ) 代替施設における航空機数、機種、飛行経路、
訓練の内容・頻度等が明確でないため、これらを明
確にした上で正確な騒音等の予測・評価を行うべき
である。 

 環境影響評価を実施する上で必要な条件について可
能な限り資料収集した上で、環境影響評価法等に基づ
き予測・評価を行い、その結果等を準備書に記載しま
した。 

(ｳ) 民航機と異なる軍用機、特にヘリや将来配備が
見込まれるオスプレイの騒音等の特質に着目した予
測、評価のやり方を明確にすべきである。 

 環境影響評価を実施する上で必要な条件について可
能な限り資料収集した上で、環境影響評価法等に基づ
き予測・評価を行い、その結果等を準備書に記載しま
した。 

(ｴ) 航空機の騒音が人体や精神面、また、すべての
生態系にどのような影響を与えているのかが不明で
ある。 

 環境影響評価を実施する上で必要な条件について可
能な限り資料収集した上で、環境影響評価法等に基づ
き予測・評価を行い、その結果等を準備書に記載しま
した。 

(ｵ) 航空機騒音の予測・評価に当たっては、カヌチ
ャベイリゾートを加え予測・評価されたい。 

 航空機の飛行経路及び集落等の分布状況を考慮し
て、環境影響の程度を予測できる地点として、予測地
点にカヌチャベイリゾートも選定しています。 
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(ｶ) 航空機の具体的な機種名、使用頻度を示さなけ
れば、騒音や墜落の危険度など、供用時の影響を評
価することが不可能である。 

 航空機騒音の予測・評価については、その根拠も含
め準備書に記載しました。 

(8) 建設作業振動 
(ｱ) 汀間と安部の中間に位置するカヌチャベイリ
ゾートを調査予測地点に加えられたい。 

 
 建設作業振動の調査地点については、作業区域から
の距離及び振動の伝搬特性を踏まえ、所要(振動に係る
環境影響を予測評価)の情報を適切かつ効果的に把握
できる地点として選定したものですが、検討を行い、
調査地点を追加し、追加・修正資料に記載しました。
 なお、調査の結果を踏まえ、建設機械の稼働状況や
発生源の位置等を十分に考慮し、予測・評価等を行い、
準備書に記載しました。 

(ｲ) 予測対象時期について「振動レベルが最大とな
る時期」となっているが、工事期間中は常時調査を
行い、その記録をとって、どの時期が最大かを把握
すべきである。 

 工事中の予測の時期について、主務省令第 10 条で
は、「工事の実施による環境影響が最大となる時期そ
の他の予測に適切かつ効果的な時期・・・」となって
おり、主務省令等に従って適切に実施しました。 
 なお、工事中や供用時の事後調査について、準備書
に記載しました。 

(9) 低周波音 
(ｱ) 低周波音による騒音の特殊性について何ら具
体的な考慮がなされておらず、単に音圧レベルの予
測をするだけの調査にとどまることが懸念される。

 
 低周波音による騒音の特殊性については、類似事例
等を調査し検討を行っており、その結果について準備
書に記載しました。 

(ｲ) 作業ヤード、海上ヤード、代替施設間の大型作
業船の運航時における低周波音の発生についても、
再検討、予測・評価すべきである。 

工事中の低周波音の解析手法については、文献や事
例の収集に努めましたが、工事で用いる建設機械や資
機材運搬車両・船舶の周波数別の騒音パワーレベルが
文献等に記載されておらず、予測条件に必要な基礎デ
ータが得られなかったことから、予測・評価は行って
いません。 

(ｳ) 低周波音は水中の生物等に影響を与えること
はないのか。 

 低周波音が水中の生物等に及ぼす影響の予測方法に
ついては、類似の事例や専門家等の助言等を参考にし、
予測・評価を行い、準備書に記載しました。 

(ｴ) 低周波音の予測対象時期が「施設の供用が定常
状態」となっているのは納得できず、建設作業騒音
のときと同様、訓練等が「最大となる時期」とすべ
きである。 

 米軍が使用する飛行場は、民間空港とは異なり、飛
行回数は運用状況により変動することから、予測・評
価に当たっては、普天間飛行場について、騒音の影響
が最大である時期として、平成元年以降騒音発生回数
が最も多い時期(年度)の飛行回数をとらえ、予測・評
価を行い、準備書に記載しました。 

(ｵ) 航空機運航における予測・評価に当たっては、
カヌチャベイリゾートを調査・予測地点に加えるこ
ととし、低周波音の発生状況(周波数帯等)を検討し、
調査、予測・評価されたい。 

 低周波音の調査地点については、作業区域からの距
離及び低周波音の伝搬特性を踏まえ、所要(低周波音に
係る環境影響を予測評価)の情報を適切かつ効果的に
把握できる地点として選定したものですが、検討を行
い、カヌチャベイリゾートも調査・予測地点に追加し、
予測・評価を行い、その結果を準備書に記載しました。

(10) 水の汚れ 
(ｱ) 予測地域、予測地点、予測対象時期について、
より具体的に記すべきである。 

 
 水の汚れの予測について、準備書に記載しました。

(ｲ) 飛行場供用時に航空機を洗った排水や燃料流
出等の影響も予測できるのか。 

 航空機の洗浄水を含む、必要な水の汚れに係る環境
影響について、予測・評価を行い、準備書に記載しま
した。 

(ｳ) 使用する飛行機の種類や数量・頻度が示されて
いないが、供用時における水の汚れをどう予測する
のか。 

 使用する航空機の種類・機数・離発着回数について
準備書に記載しました。 
 また、供用時における水の汚れについて予測・評価
を行った結果を準備書に記載しました。 
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3 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法 
主な意見の概要 事業者の見解 

(ｴ) 飛行場供用時における水の汚れをどう予測す
るのか(他の項目についても同様の意見)。水質変化
をCOD(Chemical Oxygen Demand:化学的酸素要求量)
に関する数値シミュレーションだけで予測すること
は不十分であり、機体の洗浄等に用いる界面活性剤
などの薬物の影響をどう評価するのか記述すべきで
ある。 

 軍用機から生じる廃油やその他化学物質については
各種法令を遵守し処理することから、環境への影響を
与えることはないと考えています。 

(ｵ) サンゴ、海藻草類の生息・生育に与える海水汚
濁、海底状態変化による影響について、最大の悪影
響を推定すべきであり、民間等の評価も集めて示す
べきである。 

 サンゴ類や海藻草類への影響については、工事中は
工事による水の濁り等の発生量が最大になる時期を予
測時期とし、また、施設の存在時については造成面積
が最大になる時期とするなど、各影響要因が最大にな
る時期を予測時期としました。 
 なお、施設の供用時においても、利用により発生す
る負荷量等の影響が的確に把握できる時期を選定しま
した。 

(ｶ) 新基地建設に伴う米軍人の増加による治安、生
活環境への影響が予想され、水問題で被る損失はい
かなるものか考えるべきである。 

 社会・経済等に関する事項は、環境影響評価の対象
ではないことから、評価の対象とはしません。 

(ｷ) 測定地点について、瀬嵩・安部間にも潮流漂砂
量の測定地点を加え、砂の流れる方向や粒径分布な
ど物理的な性質を明らかにするために、トレーサー、
捕砂器を用いた予測を行われたい。 

 調査地点については、検討を行い追加し、追加・修
正資料(修正版)に記載しました。 

(11) 土砂による水の濁り 
サンゴ・藻・海藻類の育成に与える海水汚濁、海底
状態変化による影響について、最大の悪影響を推定
すべきである。 

 サンゴ類や海藻草類への影響については、工事中は
工事による水の濁り等の発生量が最大になる時期を予
測時期とし、また、施設の存在時については造成面積
が最大になる時期とするなど、各影響要因が最大にな
る時期を予測時期としました。 
 なお、施設の供用時においても、利用により発生す
る負荷量等の影響が的確に把握できる時期を選定しま
した。 

(12) 水象 
(ｱ) 大浦湾や辺野古沿岸周辺を対象として、コンピ
ュータを活用したシミュレーションを実施し、水の
流れを明確にし、生態系への影響を事前評価すべき
である。 

 
 流れの変化及び波浪の変化については、数値シミュ
レーションにより予測・評価を行い、生態系への影響
の程度、範囲について準備書に記載しました。 

(ｲ) 埋立てによる海流変化によって、海水の停滞す
る部分や新たな流れが起こった部分が与える現在の
生態系への影響は計り知れない。 

 埋立てによる流れの変化、及びそれに伴う水の汚れ
等の変化を数値シミュレーションにより予測・評価を
行い、生態系への影響の程度、範囲を準備書に記載し
ました。 

(13) 地形・地質 
(ｱ) 有害物質が土壌に流れ生態系をおびやかして
いると想像できるため、枯葉剤の事実を調査し、陸
域・海域への影響を教えてほしい。 

 
 本事業の実施が枯葉剤等を含む有害物質により土壌
汚染に係る環境影響を及ぼすことは考えられません。

(ｲ) 海蝕崖の調査地点にキャンプ・シュワブ側の海
蝕崖及び瀬嵩宮の海蝕崖を加えられたい。 

 海蝕崖の調査地点においては、地形及び地質の特性
を踏まえ、重要な地形及び地質に係る環境影響の予
測・評価を行うために必要な情報の一つである陸域か
らの供給土砂量を調査する地点として設定しました
が、検討を行い、調査地点を追加し、追加・修正資料
に記載しました。 

(14) 塩害 
農作物及び植物への塩害の可能性及びその程度につ
いて、カヌチャベイリゾートも調査し、予測・評価
されたい。 

 農作物及び植物への塩害に係る環境影響の予測・評
価を行うために必要な情報を適切かつ効果的に把握で
きる地点として設定しましたが、検討を行い、調査地
点を追加し、追加・修正資料に記載しました。 

(15) 海域生物 
ア 全般 
(ｱ) チャイロキヌタ(タカラガイの一種)は、沖縄で
は瀬嵩周辺でしか確認されていないとされ、代替施
設建設によりその生息地が消失する可能性があるの
で、方法書で取り上げるべきである。 

 
 
方法書においては、既存の資料(全県的な調査資料や

文献等)を基に記載しました。 
貝類を含む海域生物については、詳細なインベント

リー調査を行い、その結果を準備書に記載しました。
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3 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法 
主な意見の概要 事業者の見解 

(ｲ) 代替施設の建設等により、潮流・潮汐、流速、
底質・水質、砂の流動等が変化し、海草やサンゴ類、
魚類などの生育・生息状況に影響を与える可能性が
高いが、それらの予測・評価手法が記されていない。

 海草、サンゴ類、魚類等への影響については、地形
の変化、水の汚れ、土砂による水の濁り及び潮流の変
化等、生育・生息環境の変化を踏まえ、文献調査、類
似の事例や専門家等の助言等も踏まえ、予測、評価を
行い、準備書に記載しました。 

イ 調査 
(ｱ) 多くの項目で予測地域・予測地点が具体的に示
されておらず、例えば、作業ヤード設置場所等でも
調査地点を設けて、影響を予測すべきである。 

 
 調査地点については、検討を行い、調査地点を追加
し、追加・修正資料に記載しました。 
 また、調査の結果を踏まえ、予測・評価を行い、準
備書に記載しました。 

(ｲ) 魚卵・稚仔の調査について、採集ネット口径を
表示すべきである。 

 採集ネット口径については、45cm のネットを用い、
2連で行ったことを準備書に記載しました。 

(ｳ) 底生動物の調査手法について、スミスマッキン
タイヤ型採泥器による小面積の調査では、生物の多
様性を調査することはできず、再検討すべきである。
貝殻の場合、死骸も調査対象とすべきである。また、
調査に用いるふるいのメッシュサイズ(近年は1mm)
についても、明記すべきである。 

 底生動物の調査手法として、スミスマッキンタイヤ
型採泥器による採取は標準的に用いられている手法で
す。ふるいのメッシュサイズは、標準的な目合 1mm を
用いました。 
 また、貝類の死骸の調査は、生貝が得られにくいも
のや過去に生存していたものを把握するのに有効なこ
とから、インベントリー調査を含めて、干潟生物、潮
間帯生物の調査の過程で、必要なものについては採取
してデータの解析に活用しました。 

(ｴ) スミスマッキンタイヤ型採泥器は泥底向きで
あり、礫底が多いとされる辺野古崎周辺海域のサン
ゴ礁域では不適であり、方法を見直すべきである。

 スミスマッキンタイヤ型採泥器で底質が採取できな
い場合は、ダイバーが潜水し、手動型採泥機を用い底
質を採取しました。 

(ｵ) 陸産貝類(カタツムリ)や葉上性貝類(海藻草類
の葉上に生息)等の動物についても調査が必要であ
る。 

 方法書において、海藻草類の潜水目視観察時には、
海藻上の浮泥の堆積状況や付着藻類の状況を観察する
ことを記載しました。また、海域生態系の項目に係る
調査についての記述にもあるとおり、インベントリー
調査の中で貝類等の藻場内動物についても対応しまし
た。 
 また、陸産貝類については、両生・爬虫類、オカヤ
ドカリ類、オカガニ類、オキナワアナジャコ等の調査
を行う中において、合わせてその出現種を確認してお
り、その結果を整理し、準備書に記載しました。  

(ｶ) 大浦湾側・埋立予定地直下の調査地点数が少な
過ぎる。代替施設・作業ヤードを含めた大浦湾内で
の調査地点数を30地点程度とし、各地点では、25×
25cm、深さ20cmの方形区を5個得ることが必要であ
る。 

 海域生物(底生動物)の調査地点は、検討を行い、調
査地点を追加し、追加・修正資料(修正版)に記載しま
した。 
 また、底生動物の調査方法は、標準的手法であるス
ミスマッキンタイヤ型採泥器による採取により行うこ
ととしましたが、干潟域の底生動物については、調査
地点 1カ所につき 30cm×30cm の方形枠を 4点設置し、
方形枠内の堆積物を深さ 20cm 採取し、分析しました。

(ｷ) 漂砂量、流れの状況、海藻草類それぞれの連動
性がない上、海藻草類については、埋立予定地直下
において藻場が受ける影響についての定量的な調査
が記載されているのみで、これでは、ウミガメとい
った海生生物への影響を評価することはできず、調
査方法等が不十分である。 

 ウミガメ類への影響については、事業区域周辺での
ウミガメ類の生息状況を踏まえ、特に産卵・上陸活動
に影響を与える海岸地形の変化、波浪、潮流等の変化
を総合的に解析することによって予測・評価を行い、
準備書に記載しました。 

(ｸ) ウミガメ上陸位置が基地計画区域に隣接して
おり、ウミガメ、ジュゴン、サンゴ、海草の全てが
生態系を構成していることから、調査項目を単品扱
いとするのではなく、相互の関連も視野に入れた検
討が必要である。 

 海域生物については、注目種等に係る環境影響を予
測、評価するとともに、生態系の構造及び機能を把握
し、生態系に及ぼす影響の予測・評価を行い、準備書
に記載しました。 

(ｹ) 海草類の持つ特性をより明確にするため、海藻
草類の葉上に生息する貝類を含む動物の調査を追加
すべきである。これらの動植物は、通常の底生動物
とは異なった方法を用いる必要がある。 

 方法書において、海藻草類の潜水目視観察時には、
海草上の浮泥の堆積状況や付着藻類の状況を観察する
ことを記載しました。 
 また、海域生態系の項目に係る調査についての記述
にもあるとおり、インベントリー調査の中で貝類等の
藻場内動物についても対応しました。 
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3 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法 
主な意見の概要 事業者の見解 

(ｺ) 調査に当たり、時期、時間等については、スケ
ジュール調整等を行うことをお願いする。 

 調査に当たっての時期、時間等については、関連す
る機関や団体等と調整等を行い実施しました。 

(16) サンゴ類 
ア 調査 
(ｱ) 調査時期・場所等が明記されておらず、環境へ
の影響を正しく評価することはできない。 

 
 
 季節変動の少ないサンゴ類の生息状況を把握するた
め、初回の調査においてサンゴ類の生息分布状況調査
を行い、群体数・大きさ・白化現象や食害を及ぼすオ
ニヒトデ等の状況については 4 季に渡り調査を行いま
した。また、幼群体の加入状況についても調査を行い
ました。 
 調査場所について、ライン調査の調査位置は明記し
ましたが、スポット調査地点等については、ライン調
査の結果を踏まえ、サンゴ類の分布状況を考慮して設
定しました。 

(ｲ) 連結式着床具の具体的な個数・設置場所が不明
なため、場所の選定が妥当かどうか専門家等の判断
ができない。調査測線に作業ヤードが含まれていな
いため、作業ヤード設置場所にも調査測線を設けて
影響を予測すべきである。 

 連結式着床具による幼群体調査の地点は、検討を行
い設定しており、具体的な地点については追加・修正
資料(修正版)に記載しました。 
 また、作業ヤード設置場所について、陸上作業ヤー
ド設置場所である大浦湾西岸海域及び辺野古地先水面
はいずれも干潟域でありサンゴ類の生息が確認されて
いませんが、海上ヤード設置予定場所の大浦湾中央海
域についてはサンゴ類の生息状況を把握するため調査
測線を設定し、追加・修正資料に記載しました。 

(ｳ) マンタ法は秒速2mほどの速度で移動しながら
調査する方法であるが、詳細までは分からず、スポ
ット法やライン法も表面的で簡便な調査方法であ
り、ライン調査29測線、スポット調査120地点の調査
では不十分である。また、サンゴ被度が低い沖縄島
周辺海域をライン調査で正確に測ることは不可能で
ある。さらに、詳細な状況を把握するための定点観
察地点について、「事後調査でのモニタリング観察
を考慮した代表的な地点」とされているが、場所選
定が妥当かどうか判断がつかない。 

 調査地点及び調査ラインは、検討を行い追加し、追
加・修正資料に記載しました。 
 また、定点観察調査地点は、スポット調査地点 128
地点から調査海域を代表するサンゴ群生地を詳細に観
察できる地点を選定し、調査地点の選定理由、調査結
果について準備書に記載しました。 
 
 
 

(ｴ) サンゴ・海藻草類のスポット調査については、
カヌチャベイリゾートへの事前のヒアリングを含め
決定されたい。 

 サンゴ・海藻草類のスポット調査に係る調査地点は、
マンタ法による確認などの結果を踏まえた上で決定し
ました。 

イ 予測 
建設場所や設備等の詳細が示されていない段階で、
サンゴなどの海域生態系に及ぼす影響を「定性的」
「定量的」に予測することは不可能である。 

 建設場所や飛行場施設の計画については準備書に記
載しました。 
 これらの条件を基に予測・評価を行い、結果につい
て準備書に記載しました。 

ウ 評価 
(ｱ) サンゴ礁生態系については、地形、地質、活断
層、潮流、波浪、気象、生物相など総合的な調査に
基づいて、生態系を構成する要素、その間の関係性、
全体像について、できるだけ定量的に解明した上で、
影響を予測する必要がある。また、潮流の変化や生
物の生息域の分断により、影響を受ける範囲は辺野
古、大浦湾周辺の狭い海域に止まらないことが予想
されるが、方法書では、上位性、典型性、特殊性等
から注目される構成種の調査のみであり、サンゴ礁
生態系への影響予測という観点から調査が設計され
ているわけではない。 

 
 サンゴ礁生態系の基盤となる地形や波浪、流況、地
質、水質等の環境条件を把握し、その上でサンゴ礁生
態系の構造及び機能について調査し、予測・評価を行
い、準備書に記載しました。 
 
 
 
 
 
 

(ｲ) 赤土流出や白化現象等により健全さを失って
いるという琉球列島の造礁サンゴ類の特質を踏ま
え、現在の生サンゴの被度のみで評価するのではな
く、健全な状態であったと考えられる1970年前後の
調査結果等を基に潜在的なサンゴ生息場を把握し、
その回復可能性を含めて評価する必要がある。 

 サンゴ類の現況については既存の資料から現在まで
の変遷を把握し、サンゴ生息場としてのポテンシャル
を考慮し、予測・評価を行い、準備書に記載しました。
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(ｳ) 調査・評価方法で、具体的に造礁サンゴ類の何
に着目すべきかの基準、「影響を適格に把握できる
時期」をどのように選択するのか等を記すべきであ
る。「注目すべき規模」という記述も、大きさが明
記されておらず、そもそも群生の大きさで価値が判
断できるものではない。 

 調査・予測方法については、方法書に記載しました。
 また、群生の大きさのみで価値を判断し調査するも
のではなく、群生の特殊性等も勘案しました。 
 
 
 

(ｴ) 施設の供用時の予測時期について「利用により
発生する負荷量等の影響が適格に把握できる時期」
とされているが、負荷量を把握するには訓練や設備
内容等が示されないままでは不可能である。 

 環境影響評価を実施する上で必要な条件について、
可能な限り資料収集に努め、主務省令等に基づき予
測・評価を行い、準備書に記載しました。 
 

(ｵ) 大浦湾で確認されたアオサンゴ群集の分布状
況や規模、周辺の物理化学的環境特性を精査した上
で、影響を評価する必要がある。 

 大浦湾に分布する貴重な生物群生地(アオサンゴ等
の注目すべきサンゴの群生地など)については、海域生
物・生態系調査、サンゴ類調査により、それらの種の
分布状況、生態及び生息環境の状況について把握し、
予測・評価を行い、準備書に記載しました。 

(ｶ) 大浦湾で発見されたアオサンゴ群落をどのよ
うに保護していくのか、その対策を記すべきである。

 大浦湾に分布する貴重な生物群生地(アオサンゴ等
の注目すべきサンゴの群生地など)については、海域生
物・生態系調査、サンゴ類調査により、それらの種の
分布状況、生態及び生息環境の状況について把握し、
予測・評価を行い、準備書に記載しました。 

(17) 海藻草類 
ア 調査 
(ｱ) 曳航式の水中ビデオによって撮影できる範囲
は限られていること等から、深場のウミヒルモ類を
調査するには、スキューバーダイビングによる丁寧
な調査が必要である。 

 
 
 潜水による調査では危険性が伴う場所を中心に水中
ビデオ撮影でカバーしました。 
 また、定点観察や水中ビデオカメラ遠隔調査範囲で
も比較的浅いところでは、潜水調査も実施しました。

(ｲ) 調査ラインについて、埋立が予定される地域で
8本のみでは少な過ぎ、特に海草藻場が最も発達して
いる辺野古漁港とキャンプ・シュワブ沿岸にかけて
は、わずか2本であり、最も海草藻場の現存量及び多
様性が高いエリアについては、全く空白となってい
る。辺野古漁港から辺野古崎の間には少なくとも50m
間隔でラインを設定すべきである。 

調査地点及び調査ラインは、検討を行い追加し、追
加・修正資料に記載しました。 
 
 
 
 
 

(ｳ) スポット調査地点が示されておらず、調査方法
についても、現存量や種多様性を測定するスケール
(調査面積及び採集点の間隔=解像度)が記載されて
おらず、定量的な比較、予測評価をどう行うのかが
不明である。 

 スポット調査地点は、ライン調査、マンタ調査及び
現況調査の結果を参考に決定しました。 
 また、調査方法については、サンゴ類でのスポット
調査と同様に、5m×5m の範囲で海藻草類の出現種、被
度、海草上の浮泥の堆積状況や付着藻類の状況を潜水
観察するとともに、別途坪刈り調査を行い、種ごとの
生育量を把握し、準備書に記載しました。 

(ｴ) 海藻草類の生態の把握のためには、最低限、四
季毎の調査を行うべきであり、底質の攪乱による海
草の動態把握のためには、台風通過後も調査を行う
必要がある。海草の現存量の変動は海草藻場内であ
っても微少な環境条件に応じて異なる変動パターン
を示すこと等から、場所毎の海草藻場の変動の非同
調性とその原因を明らかにしない限り、海草藻場の
変動予測は不可能である。このため、より詳細な空
間スケールで海草藻場の動態調査を少なくとも5年
以上行うことが必要である。 

 海藻草類の調査時期について、基本は繁茂期と衰退
期の 2 季ですが、今回の調査では 4 季に調査を行いま
した。 
 また、海草藻場の変動について、既存の調査結果を
参考にして可能な限り把握に努め準備書に記載しまし
た。 
 
 
 
 

(ｵ) 「一部坪刈り」とあるが、度を超えた坪刈りは
海草藻場の破壊を招くおそれがあるため、坪刈りに
よる海草のサンプリングは必要最小限に止めるべき
である。 

 海藻草類の坪刈りによるサンプリングについては、
環境への影響を考慮し必要最小限に止めました。 
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(ｶ) 調査エリアの面積に対してライン調査29測線、
スポット調査120地点というのはあまりにも少なく、
正確な分布図を作成できるとは考えられない。また、
調査地点の数を決めた根拠とスポット調査の具体的
な位置が示されておらず、妥当な調査であるかの判
断ができない。 

調査地点及び調査ラインは、検討を行い追加し、追
加・修正資料に記載しました。 

(ｷ) 調査期間について示されていないが、台風等気
象条件が藻場に与える影響も年毎に異なること等を
考えると、調査期間は最短でも3年以上とすべきであ
る。 

 海藻草類の調査時期について、基本は繁茂期と衰退
期の 2 季ですが、今回の調査では 4 季に調査を行いま
した。 
 また、海草藻場の変動については、既存の調査結果
を参考にして可能な限り把握に努め準備書に記載しま
した。 

イ 評価 
(ｱ) 藻場の変化を明らかにするための調査方法と
予測の方法、どのような結果が得られれば、影響が
ある、ないといった判断をするのか基準を明記すべ
きである。 

 
 調査、予測の結果を基に、影響が回避・低減されて
いるかという観点から評価を行い、準備書に記載しま
した。 

(ｲ) 辺野古周辺海域は、日本のジュゴンの小個体群
にとって大変重要な繁殖地と考えられているが、沖
縄島以外のジュゴン生息の可能性のある地域まで調
査範囲を広げることにより、日本の小個体群全体に
与える影響を正確に予測・評価すべきである。 

 海草藻場の減少がジュゴンに及ぼす影響について
は、海域生物調査で得られた結果を整理解析し、藻場
生態系構造及び機能、注目種の分布状況や生態、生息・
生育環境、主要な生物及び生物群集間の相互関係等に
及ぼす改変の程度を踏まえ、類似の事例や専門家等の
助言等を参考に予測を行い、準備書に記載しました。

(ｳ) ジュゴンの餌である藻場の減少が他の動植物
へどのような影響を与えるのかの説明がない。 

 海草藻場の減少がジュゴン以外の動植物に及ぼす影
響については、海域生物調査で得られた結果を整理解
析し、藻場生態系構造及び機能、注目種の分布状況や
生態、生息・生育環境、主要な生物及び生物群集間の
相互関係等に及ぼす改変の程度を踏まえ、類似の事例
や専門家等の助言等を参考に予測を行い、準備書に記
載しました。 

(18) ジュゴン 
ア 調査 
(ｱ) 今の現況調査を含め、これまでの国の調査、既
存資料等の活用だけでも、かなりの調査は可能であ
り、これらを有効に活用すべきである。 

 
 
 既往の調査結果や既存資料等を有効に活用し、検討
を行い、準備書に記載しました。 
 

(ｲ) 沖縄とは状況が異なる海外のジュゴンの生態
を調べても、それをそのまま沖縄のジュゴンの生態
に当てはめて評価することはできない。 

 海外のジュゴンは、沖縄のジュゴンの行動特性とは
必ずしも同じとは言えないかもしれませんが、同様の
種(カイギュウ目ジュゴン科)としての生物学的な機能
特性等から参考にできる部分があると考え、海外の情
報について調査しました。 
 なお、予測・評価に当たっては専門家等の助言を得
ながら行い、準備書に記載しました。 

(ｳ) ジュゴン及び生息地に対する水の濁り・流れや
波浪の変化、騒音、夜間照明等の影響を評価するた
めの基礎的なデータは、どのような調査から得られ
るのか。 

 ジュゴンに及ぼす環境影響については、「土砂によ
る水の濁り」、「水の汚れ」、「水象」、「地形・地質」及
び「海域生物」の各環境要素に関わる調査及び海外の
事例を基礎データとしました。 

(ｴ) 配備される航空機が明らかでない上、普天間レ
ベルの航空機騒音のジュゴンに対する影響は他地域
でも見られないものであり、文献による調査のみで
は不十分である。 

 ジュゴンに及ぼす環境影響については、現地調査結
果及び既往文献・資料調査結果及びヒアリング等によ
って得られた情報、並びに海外での類似事例等も踏ま
え、専門家等の知見も聞きつつ、予測・評価を行いま
した。 

(ｵ) 調査期間等について「必要な情報を適切かつ効
果的に把握できる期間等を設定」とされているが、
もっと長期間の調査を行うこと、結果はその平均を
とること、見通しはどうかなど具体的に記述すべき
である。 

 調査の結果及び過去の他省庁の事例等により、事業
者としては予測・評価に必要な情報が得られたと考え
ています。 
 

(ｶ) 沖縄本島全域の調査期間が「毎月5日間」とい
うのは短く、期間を十分とって調査すべきである。

 これまでの環境省等の調査では平均 3 日程度の調査
により 1 頭発見できていることから、毎月 5 日間の調
査としましたが、検討を行い、毎月 2 日間追加しジュ
ゴンの生息状況を把握しました。 
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(ｷ) ジュゴンは一定の広がりをもった同一藻場内
で場所を移動しつつ海草を利用することや海草群落
が台風の通過等により影響を受けることなどから、3
年以上の継続調査が不可欠である。 

 調査の結果及び過去の他省庁の事例等により、事業
者としては予測・評価に必要な情報が得られたと考え
ています。 
 

(ｸ) ジュゴンの妊娠期間は13～15カ月、出産間隔は
3～7年とも言われており、10年以上にわたる調査計
画を立てるべきである。 

 調査の結果及び過去の他省庁の事例等により、事業
者としては予測・評価に必要な情報が得られたと考え
ています。 

(ｹ) 工事、船舶の運航、航空機の運航などがジュゴ
ンの身体・行動に及ぼす影響、ストレスについての
調査には言及されていない。 

 ジュゴンに及ぼす環境影響については、工事による
水の濁りや騒音による影響、埋立による地形変化に伴
う生息域の変化、及び飛行場施設の供用時における航
空機騒音、水の汚れ等について予測・評価を行い、準
備書に記載しました。 

(ｺ) 航空機の機種、利用頻度等が明らかにされない
中で、調査を行っても、定性的・定量的な影響予測
をしたことにはならない。 

 環境影響評価を実施する上で必要な条件について、
可能な限り資料収集に努め、主務省令等に基づき予
測・評価を行い、準備書に記載しました。 

(ｻ) 航空調査の実施の意義はあるものの、方法書に
記載されているように、調査が「海域が静穏である
日の日中」に限定されるとすれば、夕方から明け方
にかけての利用状況を把握することは困難である。

 夕方から明け方にかけては、ジュゴンの利用する可
能性がある海草藻場周辺に、来遊を確認するための機
器を複数設置し、来遊状況について確認をしました。
 

(ｼ) 沖縄本島全域の調査を毎月5日間、嘉陽の食跡
確認を毎月1～2回程度行うとされ、辺野古よりも周
辺海域に重点を置いた調査内容となっており、辺野
古の重要性を過小評価する可能性が高い。ジュゴン
が度々目視されている嘉陽沖での調査を重点化すべ
きである。 

 ジュゴンの生息状況を把握するための航空調査は、
毎月 5日間、沖縄島全域について調査を実施し、更に、
ジュゴンの確認事例が多い金武湾から辺野古地先、嘉
陽地先を経て天仁屋崎沖までの沿岸域を重点化域とし
て、毎月 2日間、調査しました。 
 また、食跡調査は、辺野古地先と嘉陽地先は、いず
れも月 2 回程度調査することとしており、辺野古の重
要性を過小評価する調査計画にはなっておりません。

(ｽ) ジュゴンは音に敏感であるため、ヘリによる追
跡調査について、ジュゴンの不自然あるいは突発的
な行動の判断基準を設け、追跡の影響を受けている
と判断された場合には追跡を中断するなど、海上に
おけるジュゴンの調査は慎重に行うべきである。ま
た、ジュゴンに影響を与えない高度で撮影ができる
ような撮影機材と撮影技術を向上させるべきであ
る。 

 航空機等による飛行高度は、これまでジュゴンにス
トレスを与えていないとされている 300m 程度までと
しました。 
 また、個体識別可能な写真を撮影するための追跡調
査については、低高度(約 150m)で飛行しますが最小限
の時間とし、可能な限りジュゴンにストレスを与えな
いように配慮しました。 

(ｾ) ジュゴンについて、騒音に関する項目がない
が、建設作業騒音の項目で述べられた「海域2地点」
以外でも慎重に調査を行い、海上作業ヤードを設置
するのであれば、その周辺での調査も必要である。
また、同項目の「予測地点」は集落とキャンプ・シ
ュワブ内とされており、海上が含まれておらず、こ
れはジュゴンに与える影響を無視したものである。

 海域での騒音については、海域生物調査において代
替施設設置予定地周辺に 3 地点を設置しているととも
に、ジュゴンの海草藻場への来遊を確認するための機
器によっても測定されており、ジュゴンに及ぼす騒音
の影響の検討に必要な情報が得られたものと考えてい
ます。 
 

(ｿ) 航空調査について、これまでテレビ局等により
何度も撮影されていることから、こうした調査は不
要である。 

 航空調査は、沖縄島全域の沿岸海域及び海草藻場の
利用状況の調査範囲を対象として、ジュゴンの個体識
別データ及び連続位置データを得て、移動範囲を把握
するとともに、他の事例等と併せて生息範囲及び個体
数を推定することを目的としており、本事業がジュゴ
ンに及ぼす影響を予測、評価するに当たって必要な調
査と考えました。 

(ﾀ) マンタ法の具体的な方法が示されておらず、食
跡の調査方法として適切か判断ができない。調査員
は、事前に食跡の見分け方について現場で専門家か
らアドバイスを受けるとともに、マンタ法による調
査では、2人の調査員をボートで引っ張り、曳航船の
速度も予め現場で疎生域での食跡確認が可能な速度
を確かめた上で設定し、不明瞭な食跡も見落とさな
いようにすべきである。また、観察ルートの間隔も
5m程度にし、かつ食跡確認可能な透明度及び海況で
の実施を条件にする必要がある。 

 本調査でのマンタ法では、測線間隔を 10m 程度とし、
2 人の潜水調査員を約 2 ノットで曳航しており、食跡
確認は可能と考えました。 
 また、調査は、食跡確認が可能な透明度及び海象条
件において実施しており、適正であったと考えていま
す。 
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(ﾁ) マンタ法は、秒速2mほどの速度で移動しながら
調査する方法であるので、サンゴ礫上の海草の地上
部のみを食べたような食痕を発見することは困難で
ある。それを補うために、方法書でも記載されてい
るように、定点区画法による定期調査を行うことが
必要だが、その設置場所や設置数が記載されていな
い。 

 定点区画調査は、天仁屋崎から金武湾、伊計島まで
の沿岸海域のリーフ内の海草藻場を対象範囲として、
マンタ法による結果及び航空写真結果を参考にして、
定点区画の設置位置や設置数を決定しました。 
 
 

(ﾂ) 100m×100mの定点観測地点には、ジュゴンが誤
飲する可能性のあるものやジュゴンの行動を変化さ
せるものを置いてはならない。 

 ジュゴンが誤飲するようなものは設置しませんでし
た。 
 

(ﾃ) ジュゴンの目撃例が多い海域における食跡調
査はスノーケリングによる遊泳調査を実施し、確認
例の少ない海域ではマンタ法を実施するなど調査方
法を再検討する必要がある。 

 マンタ法は、防衛施設庁(平成 12 年)、環境省(平成
13～15 年)で食跡確認の実績があり、有効な方法と考
えています。 
 

(ﾄ) 「藻場周辺への来遊確認のための機器」の詳細
や設置位置、「確認された個体の追跡調査」の方法、
「ROV(遠隔操作無人探査機)」の仕様と活用例等を具
体的に記載すべきである。 

 調査地点や範囲は、調査地域の特性及び各環境要素
の変化の特性を踏まえて、環境影響を予測し、評価す
るために必要な情報を適切かつ効果的に把握する場所
として設定しており、調査位置等については追加・修
正資料(修正版)において具体的に記載しました。 

(ﾅ) 音声受信機器を設置し行われる調査方法は、タ
イなどのジュゴンの個体数が多い地域で試験されて
いるに過ぎず、沖縄のようにジュゴンの密度が低い
地域では不確実性が高い。ビデオカメラ、パッシブ
ソナー等は、ジュゴンの行動を変化させる可能性が
高く、妥当性を欠くものである。ジュゴンが来遊し
ていないとの間違った判断がなされる可能性があ
る。 

 ジュゴンの調査方法については、現時点で考えられ
る現実的で有効な方法を可能な限り選定しました。 
 来遊を確認するための機器は、設置間隔を十分に確
保してあることから、ジュゴンの行動を阻害すること
はないと考えました。 
 
 

(ﾆ) 方法書で述べられている「機器の複数設置」は、
現況調査で設置された機器のことを指しており、方
法書前に実施された現況調査はアセス法違反であ
る。 

 現況調査については環境影響評価とは別個に、海域
の現況を調査するものであり、調査に必要な手続きを
行い実施しました。 

(ﾇ) 「同一個体の確認データを蓄積して移動範囲を
把握」とあるが、目視で数回しか見つかっていない
現状では不可能である。 

 航空機等で確認したジュゴンを引き継いで追跡し、
個体識別可能な写真を撮影しながら追跡することによ
り、移動範囲を把握しました。 

(ﾈ) 工事がジュゴンの生息地に及ぼす影響を調べ
るために行う調査は示されておらず、生息状況と藻
場の利用状況を調査するのみで、工事の影響や基地
の存在・供用に着目した調査にはなっていない。 

 ジュゴンへの環境影響の予測・評価は、現地調査及
び既往文献資料調査結果やヒアリング等によって得ら
れた情報並びに海外での類似事例等を踏まえ、専門家
等の助言も受けつつ行い、準備書に記載しました。 

イ 予測 
(ｱ) 予測の手法について、「生息環境の改変の程度
を踏まえ、類似の事例や既存の知見等を参考に、対
象事業の実施等がジュゴンに及ぼす影響を定性的に
予測」とあるのみで、どのような調査、予測をする
のか具体的に記述すべきであり、また、予測は十分
行うべきである。 

 
 ジュゴンへの環境影響の予測・評価は、現地調査及
び既往文献資料調査結果やヒアリング等によって得ら
れた情報並びに海外での類似事例等を踏まえ、専門家
等の助言も受けつつ行い、準備書に記載しました。 
 なお、その手法及び結果も併せて準備書に記載しま
した。 

(ｲ) ジュゴンの場合、どれぐらいの騒音、土砂、排
水、水質汚濁、水の流れ、波浪の変化、夜間照明等
が影響し、ストレスになるのかといった基準が存在
せず、工事、供用時におけるジュゴンへの影響をど
のような手法で予測するのか。 

 ジュゴンへの環境影響の予測・評価は、現地調査及
び既往文献資料調査結果やヒアリング等によって得ら
れた情報並びに海外での類似事例等を踏まえ、専門家
等の助言も受けつつ行い、準備書に記載しました。 
 なお、その手法及び結果も併せて準備書に記載しま
した。 

(ｳ) 予測の段階でジュゴンが影響を受けるおそれ
があると認められれば、工事等は中止すべきである。

 予測・評価の結果から、ジュゴンに対し、事業者と
して可能な限りの環境保全措置を検討し、準備書に記
載しました。 

ウ 評価 
(ｱ) 海草藻場やジュゴン等への影響評価について、
方法書に記述された評価の手法の選定では不十分で
あり、基準・目標と調査・予測の結果との間に整合
が図られていない場合はどうするかなど、より具体
的に記述すべきである。 

 
 評価の手法について検討を行い、環境要素の区分毎
に整理し、環境保全に係る基準・目標とともに追加・
修正資料(修正版)に記載しました。 
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(ｲ) 埋立て、山林の伐採、赤土、土砂、農薬等の流
入やかつて沖縄で行われていたダイナマイト漁、混
獲など既にジュゴンの存続を脅かす負の条件が存在
する中で、代替施設が新たに建設されればどのよう
な影響を与えることとなるのかを調べることこそ
が、環境影響評価のあるべき姿である。 

 ジュゴンの希少性と保全の必要性を十分踏まえて、
予測・評価を行い、準備書に記載しました。 
 
 
 

(ｳ) ジュゴンにとっての辺野古海域の位置づけを
行い、本事業の影響評価を行うべきである。 

 ジュゴンの生息状況及び海草藻場利用状況の調査結
果をもとに、辺野古海域におけるジュゴンの生息場所
及び餌場としての特性を検討し、予測・評価を行い、
準備書に記載しました。 

(ｴ) 工事提案者は供用時のジュゴンの被害レベル
を明確にした上で、対応の正否を評価すべきである。

 予測・評価の結果から、ジュゴンに対し、事業者と
して可能な限りの環境保全措置を検討し、準備書に記
載しました。 

(ｵ) ジュゴンのハビタットを総合的に評価する
Habitat Evaluation Procedure(HEP)や個体群存続可
能性分析(PVA: Population Viability Analysis)な
どの手法を使用して、「事業を行わなかった場合」
及び「事業を実施した場合」の絶滅リスクの定量的
な影響予測等を行うべきである。また、調査の方法
は、この予測を行う上で必要となる情報を入手でき
るよう計画すべきである。 

ジュゴンの調査に際しては、年間を通じた生息個体
数、行動及び生息環境の把握を詳細に行い、その調査
結果に基づいて、事業計画によるインパクトの程度と
照らして、現存するジュゴンの保全の観点から予測・
評価し、準備書に記載しました。HEP や PVA の手法は
用いませんでしたが、そのことについて専門家等から
の指摘もなく、適正な調査及び予測がなされていると
考えています。 

(ｶ) ジュゴンの個体数を安全なレベルにまで回復
させるとの視点から、どのような影響があるかを見
るべきである。 

 予測・評価の結果から、ジュゴンに対し、事業者と
して可能な限りの環境保全措置を検討し、準備書に記
載しました。 

(ｷ) 事業の影響予測にあっては、不確定性が大きい
ことを考慮した調査方針、影響回避低減の方針を示
すこと。 

 予測・評価の結果から、ジュゴンに対し、事業者と
して可能な限りの環境保全措置を検討し、準備書に記
載しました。 

(ｸ) 辺野古の周辺海域には未だに混獲のおそれの
ある漁網が存在しており、本事業が始まれば辺野古
海域から追い出されたジュゴンが混獲事故に遭遇す
る危険性があり、これを回避するための方法の考え
方を記すべきである。 

 予測・評価の結果から、ジュゴンに対し、事業者と
して可能な限りの環境保全措置を検討し、準備書に記
載しました。 

(ｹ) 方法書の前に行われている現況調査がジュゴ
ンとその生息環境に既に影響を与えている可能性が
あるので、この点についても検討すべきである。 

 現況調査の実施に当たっては、ジュゴンを含む自然
環境に十分配慮して実施しており、ジュゴンとその生
息環境に与える影響はないものと考えました。 

(ｺ) 具体的な建設位置や航空機の機種等が明確に
示されていない状況下で、航空機騒音がジュゴンに
与える影響を予測・評価することは不可能であるこ
とから、方法書を撤回すべきである。 

 建設場所や飛行場施設の計画等については準備書に
記載しました。 
 これらの条件を基に予測・評価を行い、準備書に記
載しました。 

エ 保全 
(ｱ) ジュゴンの保全対策をどうするのかが、サンゴ
礁生態系への影響予測、評価とともに、この方法書
の重要なテーマとならなければならない。 

 
 予測・評価の結果から、ジュゴンに対し、事業者と
して可能な限りの環境保全措置を検討し、準備書に記
載しました。 

(ｲ) 保護計画保護区の設置が必要であることを考
慮した調査方法を示すこと。 

 予測・評価の結果から、ジュゴンに対し、事業者と
して可能な限りの環境保全措置を検討し、準備書に記
載しました。 

(ｳ) ジュゴンの生存環境を回復させるのに相当す
る措置を講じた後でなければ、正式なアセス手続を
行うことは許されない。 

 予測・評価の結果から、ジュゴンに対し、事業者と
して可能な限りの環境保全措置を検討し、準備書に記
載しました。 

(19) 陸域動物 
(ｱ) 調査対象に陸産貝類(カタツムリ)を含めるべ
きであり、その調査方法としては、昆虫類に準拠し、
目撃法、任意採集法、ツルグレン法とすべきである。

 
 陸産貝類については、両生・爬虫類、オカヤドカリ
類、オカガニ類、オキナワアナジャコ等の調査を行う
中において、併せてその出現種を確認した結果を準備
書に記載しました。 

(ｲ) 鳥類については、陸域、海域(島)における繁殖
状況、生息状況にどのような影響を及ぼすのかを予
測する必要がある。特に、長島などに営巣するアジ
サシ類にとって、軍用機による演習が及ぼす影響を
きちんと予測すべきである。 

 鳥類に係る環境影響を予測する中で、陸域、海域(島)
における繁殖状況、生息状況への影響も予測を行うと
ともに、平島、長島においても、現況の把握のための
鳥類を含むその他の動物及び植物の調査を実施してお
り、アジサシ類に及ぼす影響についても適切に予測・
評価を行い、準備書に記載しました。 
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(20) 陸域生態系 
(ｱ) 調査期間、調査頻度、調査方法の詳細が不明で、
科学的に適当であるか評価できない。 

 
 陸域生態系の調査について、検討を行い、追加・修
正資料(修正版)に記載しました。 

(ｲ) 上位性としてツミ、ミサゴ、典型性としてアジ
サシ類を選んでいるが、それらの行動圏を示すだけ
では、生態系調査ではなく、行動圏と埋立範囲が重
ならないので生態系への影響はない等という予測も
成り立たない。 

 事業の実施が生態系に及ぼす環境影響について、陸
域生物調査で得られた結果を整理解析し、工事工程や
施工計画等の内容、類似の事例や既存の知見等も踏ま
え、予測・評価を行い、準備書に記載しました。 

(ｳ) ツミ、ミサゴ等の選定調査について、営巣木の
特定までできるのか、また、定点観測とあるが、定
点では不十分であり、組織的に変更すべきである。

 陸域生態系の調査について、検討を行い、追加・修
正資料(修正版)に記載しました。 
 

(ｴ) 訓練飛行による騒音の強さとその影響につい
て、調査と予測の手法を示すべきである。 

 騒音の予測について、検討を行い、追加・修正資料(修
正版)に記載しました。 

(ｵ) 騒音や夜間訓練は、市民生活はもとより、野生
動物への影響も大きく、この点が明確にならなけれ
ば評価はできない。 

 環境影響評価を実施する上で必要な条件について、
可能な限り資料収集に努め、主務省令等に基づき予
測・評価を行い、準備書に記載しました。 

(ｶ) 動植物・生態系の場合、そのものに対する直接
的・間接的な影響の他に、複数の要因による相乗的
な影響、時間の経過とともに蓄積していく影響があ
ると考えられるが、これらの点が考慮されていない。

 直接的・間接的な影響、複数の要因による相乗的な
影響、時間の経過とともに蓄積していく影響などにつ
いて、予測・評価を行い、準備書に記載しました。 
 

(21) 海域生態系 
ア 調査・予測 
(ｱ) 文献調査とインベントリー調査だけで生態系
を把握することは不可能であり、環境条件と生物と
の関係、各生物の種間関係等が複雑に関係し合うの
が生態系であり、どこまでどのように把握すること
を目的としているのか不明である。 

 
  
海域生物調査で得られた結果を整理解析し、海浜生

態系、干潟生態系、藻場生態系、サンゴ礁生態系の構
造及び機能、相互間の関係についての情報と対象事業
の特性に基づき、注目種の分布状況や生態、生息・生
育環境、主要な生物及び生物群集間の相互関係等を把
握しました。 

(ｲ) 大浦湾で発見されたクマノミ等のハビタット
やアオサンゴなどの貴重種等を調査すべきである。

 大浦湾に分布する貴重な生物群生地(アオサンゴ等
の貴重生物の群生地など)については、海域生物・生態
系調査、サンゴ類調査により、それらの種の分布状況、
生態及び生息環境の状況について調査し、準備書に記
載しました。 

(ｳ) 名護市以北の海洋にはジュゴン、ウミガメの
他、クジラ、イトマキエイ等の大型海洋生物の生息
が確認されており、沿岸北域で公平・公正かつ十分
なヒアリングが行われ、保護されることを望む。 

 本環境影響評価は、対象事業の実施が及ぼす環境影
響について評価したものであり、事業海域周辺におい
て生息が確認されているジュゴン、ウミガメ類につい
ては、本事業による影響の予測・評価を行い、環境保
全措置を準備書に記載しました。 

(ｴ) 埋立てに使用する土砂のうち、購入する約1900
万m3について、この土砂による生態系への影響をど
のように予測しているか。 

 埋立土砂の運搬に関しては環境影響評価の対象とし
ましたが、土砂の採取における環境影響評価は、採取
事業者において、必要に応じ、適正に実施されるもの
と考えました。 

イ 評価 
(ｱ) 辺野古海域の地域生態系全体を把握するため
には、本事業の対象地が外洋に面する辺野古サンゴ
礁生態系と大浦湾湾内生態系という2つの生態系の
境界付近に位置すること等を認識した上で、内容を
組み立て直す必要がある。 

 
 辺野古海域の地域生態系全体を把握するため、辺野
古サンゴ礁生態系及び大浦湾内生態系も考慮した上
で、事業実施区域及び大浦湾を含む海浜部を含めた範
囲を調査地域として設定しています。 

(ｲ) 「海域生態系、干潟生態系、藻場生態系、サン
ゴ礁生態系」等のサブシステムを代表する生物種等
を選び、典型種、上位種等として、それらに対する
影響予測を行うべきである。 

それぞれの生態系の構造及び機能、相互間の関係に
ついての情報と対象事業の特性に基づき、注目種(上位
性、典型性、特殊性)の分布状況や生態、生息・生育環
境、主要な生物及び生物群集間の相互関係に及ぼす改
変の程度を踏まえ、海域生態系に及ぼす影響の予測を
行い、準備書に記載しました。 
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3 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法 
主な意見の概要 事業者の見解 

(ｳ) 「調査すべき情報」には、「上位性、典型性、
特殊性など注目種の生態、他の動植物との関係、生
息・生育環境の把握を目的として」と記述されてい
るにもかかわらず、「調査の基本的な手法」には、
インベントリー調査(目録調査)しか記述されておら
ず、問題である。また、生態系の構造と機能の環境
評価を行うとしながら、具体的にどのような項目を
調査するかが明らかでない。指標は何か。一般的に
は、生産性、栄養塩循環、食物網構造に対する攪乱
による耐性、攪乱後の回復速度及びこれらの安定性
等が生態系の構造や機能の指標として使われる場合
が多いが、方法書では、それらに関わる解析方法が
全く示されていない。これらの指標の導出には、環
境調査や動植物調査等の結果を利用することが不可
欠であるが、その点についても言及がない。 

 海域生態系の調査について、検討を行い、それぞれ
の生態系の構造及び機能、相互間の関係についての情
報と対象事業の特性に基づき、注目種(上位性、典型性、
特殊性)の分布状況や生態、生息・生育環境、主要な生
物及び生物群集間の相互関係に及ぼす改変の程度を踏
まえ、海域生態系に及ぼす影響の予測・評価を行い、
準備書に記載しました。 
 
 
 
 

(ｴ) 各々別個の調査項目として挙げられている「漂
砂量」、「流れの状況」、「海藻草類」間の連動性
がない上、海藻草類に関しては、埋立予定地直下の
藻場が受ける影響についての定量的な予測を行うこ
としか記載されておらず、これでは、ウミガメとい
った海生生物への影響を評価することはできず、不
十分な調査・予測方法といえる。 

 ウミガメ類への影響については、事業区域周辺での
ウミガメ類の生息状況を踏まえ、特に産卵・上陸活動
に影響を与える海岸地形の変化、波浪、潮流等の変化
を総合的に解析することによって予測・評価を行い、
準備書に記載しました。 
 また、ウミガメ類以外の海生生物についても、生息
環境の改変の程度を踏まえて予測・評価を行い、準備
書に記載しました。 

(22) 景観 
(ｱ) 眺望点評価やフォトモンタージュでは不十分
であり、現時点の沿岸域の模型を作成し、同様に同
じ大きさで新たに基地を建設した場合の模型を作成
し、それらを公表して周辺住民に景観度合を評価し
てもらうことが必要である。 

 
 フォトモンタージュに加え、模型を作成しています。
 
 
 
 

(ｲ) コンピューターグラフィック、モンタージュ等
で景観変化の予測・評価を行われたい。また、工事
中において海上ヤードの仮設等で景観に変化を与え
る工作物が設置されるのか記述されたい。また、飛
行物及びその他の施設の夜間照明における景観の変
化を調査、予測・評価されることを望む。 

 景観の予測・評価については、飛行物及びその他の
夜間照明における景観の変化を含め、構造物の位置、
形態、色彩等を踏まえた上でフォトモンタージュ法に
より予測を行い、準備書に記載しました。 
 また、工事中における海上ヤードの設置による景観
の変化についても予測・評価を行い、準備書に記載し
ました。 

(23) 人と自然との触れ合いの活動の場 
(ｱ) 辺野古のサンゴ礁のクチや岩等は文化遺産で
あり、これらを改変等することによる地域社会、住
民への影響を予測する手法を書き込むべきである。
また、地域社会、住民への影響は、歴史的な視点と
将来の展望を含めて評価する必要がある。 

 
 地域住民の普遍価値(自然性、眺望性等)と固有価値
(固有性、歴史性等)については、場の改変の程度の予
測結果及びヒアリング調査による価値の変化に関する
認識把握等の結果を踏まえて予測・評価を行い、準備
書に記載しました。 

(ｲ) カヌチャベイリゾートが行っている遊覧船や
マリンアクティビティ等は地元住民等と共有し創り
上げた財産であること等を踏まえると、今後の予
測・評価の中で、作業ヤード、海上ヤード設置につ
いては現況調査を踏まえ検討計画されたい。 

 人と自然との触れ合いの活動の場の特性や主要な人
と自然との触れ合い活動の場の分布、利用の状況及び
利用環境の状況等に係る調査結果を踏まえ、作業ヤー
ド及び海上ヤード設置の影響についても予測・評価を
行い、準備書に記載しました。 

(24) 歴史的・文化的環境 
平島、長島など辺野古の島々は、沖縄の人々の生活、
信仰等と密接に結びついており、代替施設の建設が
信仰生活にどのような影響を与えるのか、幅広くヒ
アリング・調査すべきである。 

 歴史的・文化的環境に係る環境影響に関しては、地
元住民へのヒアリング調査等により、人々が活動・利
用を通じて場に対して感じている価値観を踏まえ予
測・評価を行い、準備書に記載しました。 

(25) 廃棄物等 
(ｱ) 赤土流出問題、有害化学物質、廃棄物、事故、
海洋への流出問題等が想定されるところ、弾薬庫、
燃料庫、機体洗浄場等を含め、これらに関連する説
明やアセス方法が欠けている。 

 
 事業の内容や工事の施工計画について、準備書に記
載しました。 

(ｲ) どの程度のゴミが出て、どのように処理するの
か、機体の洗浄にどのような洗浄液を使ってどこに
流すのか。 

 事業の内容や工事の施工計画について、準備書に記
載しました。 
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4 環境影響評価の手続、進め方等に関するもの 
主な意見の概要 事業者の見解 

(1) 全般 
(ｱ) 方法書の作成・縦覧等のスコーピング作業は、
事業計画により良い環境配慮を組み込んでいくため
に行うものであり、自治体による方法書拒否という
姿勢に対し、法律上問題ないという理由で同作業を
進めるのは、環境影響評価法を形骸化する行為であ
り、撤回すべきである。 

 
 環境影響評価法等に基づき、方法書を作成し送付し
たものです。 
 今後とも地元自治体の理解を得つつ手続きを進めて
まいります。 

(ｲ) 事業者が強引に手続を進行させようとすれば、
公告縦覧後に自治体が適切な意見を述べる機会を奪
うこととなり、かかる状況が解消されるまで環境影
響評価手続を停止すべきである。 

 環境影響評価法等に基づき、方法書を作成し送付し
たものです。 
 今後とも地元自治体の理解を得つつ手続きを進めて
まいります。 

(ｳ) 事業者は、科学的・合理的な観点で新たな方法
書を作成し、説明会を開催するなど、広く情報を公
開し、多くの市民、専門家、自治体等の意見を求め
るべきである。 

 環境影響評価法等に基づき、適切に手続きを進めて
まいります。 

(ｴ) 地元で説明会も行われないこのような環境影
響評価手続のやり方は、やり直すよう求める。 

 環境影響評価法等に基づき、適切に手続きを進めて
まいります。 

(ｵ) 軍民共用空港の方法書(2004年4月)とほぼ同様
の内容で、当時寄せられた多くの市民・専門家の意
見や沖縄県知事の意見等が生かされていない。 

 平成 18 年 5 月 30 日の閣議決定により、代替施設の
建設位置を沿岸域と決定したことから、新たに方法書
を作成したものです。 
 なお、今回の方法書に対して寄せられた意見につい
ては、十分に配意して手続きを進めてまいります。 

(ｶ) 現況調査を強行し、沖縄ジュゴンの生態を無視
し、サンゴを損傷し、その報告を行わないまま、方
法書の公告縦覧はすべきではない。 

 現況調査は、ジュゴンを含む自然環境に十分配慮し、
実施しました。 

(ｷ) 事業者が先に現況調査を行った後に、方法書に
ついて意見を聴取するということは、本来の環境影
響評価法の手続が骨抜きとなり、現況調査の結果を
同法上の環境現況調査に取り込むことも違法であ
る。 

 キャンプ・シュワブ周辺の自然環境を幅広く把握す
るために行った現況調査は、環境影響評価法等に基づ
く調査とは別に行ったものです。 
 なお、現況調査の結果については、既存資料の一つ
として予測・評価の参考としています。 

(ｸ) 自治体などが合意していない中、やり直し等で
予算的に大きな無駄が生じる可能性がある。 

 地元自治体の理解が得られるよう努力してまいりま
す。 

(ｹ) 方法書には、現在実施している事前調査と環境
影響評価手続との関係を明示していないので、この
点の説明責任を果たすべきである。 

 キャンプ・シュワブ周辺の自然環境を幅広く把握す
るために行った現況調査は、環境影響評価法等に基づ
く調査とは別に行ったものです。 
 なお、現況調査の結果については、既存資料の一つ
として予測・評価の参考としています。 

(ｺ) ジュゴンを保護指定する文化財保護法、水産資
源保護法、鳥獣保護法のそれぞれの法律の目的に照
らし合わせ、どのように整合を図るのかが示されて
いない。 

 評価の手法については、国または関係する地方公共
団体の環境の保全に関する施策等と整合が図られてい
るかについて検討を行い、準備書に記載しました。 

(ｻ) 大浦湾でアオサンゴ群が発見された点を考慮
すれば、方法書の修正又は撤回が必要である。 

 大浦湾のアオサンゴ群落について、調査において把
握し、準備書に記載しました。 

(2) 方法書の公告・縦覧方法等 
(ｱ) 方法書の縦覧方法が閉鎖的で、縦覧場所も少な
く、縦覧期間が短すぎる。沖縄だけの問題ではない
ので、方法書をインターネット上に公開し、英語版
も作成し、沖縄県2紙に広告するなど、事業者として
の説明責任を果たすべきである。 

 
 縦覧方法等については、環境影響評価法及び条例で
定められた方法に従って実施しました。 
 なお、インターネット上の公開については、追加・
修正資料を当局及び沖縄県のホームページに掲載して
おり、今後も公開していきたいと考えています。 

(ｲ) 準備書作成以前に、方法書に対する住民意見の
内容の公開、それによる方法書の修正経過の報告等、
適切な回数の住民参加の機会を設けるべきである。

 方法書に対する住民意見については、その意見の概
要及び事業者の見解を準備書に記載しました。 
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4 環境影響評価の手続、進め方等に関するもの 
主な意見の概要 事業者の見解 

(3) 環境影響評価の実施体制等 
(ｱ) 代替施設を使用するのは米軍であることから、
環境影響評価の段階から米国の主体的参加を得なけ
れば、使用後の環境影響は予測・評価できない。 

 
 普天間飛行場代替施設は、日米安全保障条約に基づ
き日本国政府が提供する施設であるため、代替施設建
設に係る環境影響評価についても提供する日本政府の
責任において実施するものです。よって、本事業に係
る環境影響評価は、我が国の環境影響評価法等に基づ
いて実施し、必要に応じて米軍とも調整し、適切に実
施してまいります。 
 なお、代替施設が在日米軍に提供された後には、在
日米軍はその活動に際し、日米の関係法令上の基準の
うち、より厳しい基準を選択するとの基本的な考えの
下に作成されている在日米軍の環境管理基準(JEGS)に
基づいて厳格な環境管理活動を行い、適切な対応がな
されることとなっています。 

(ｲ) 環境影響評価として成立させるためには、手続
中できるだけ早期に、施設の運用方法など環境影響
の予測に十分な情報を施設の使用者である米軍から
入手する手立てとその見通しを方法書に明記すべき
である。 

 対象事業の内容や予測の前提となる諸条件につい
て、準備書に記載しました。 
 

(ｳ) 沖縄ジュゴン訴訟における日米共同作業を認
めた最終弁論やIUCNの勧告に基づき、米国に対し環
境影響評価に協力するよう要請し、日米それぞれの
法律に則り、作業を進めるべきである。 

 本事業に係る環境影響評価は、我が国の環境影響評
価法等に基づいて実施し、必要に応じて米軍とも調整
し、協力を得ながら、適切に実施しているところです。

(ｴ) 環境影響評価を行うには、専門的知見を持ち必
要な助言を行う複数の科学者の参加が必要である。

 専門家等の助言も受けて、調査、予測及び評価を行
いました。 

(ｵ) 環境影響評価を行う専門家の名前や所属を方
法書の中で明記することにより、住民がアセスに関
わる専門家の資質を確認し、アセスにおける責任の
所在も明らかにすることが可能となる。 

 環境影響評価の実施に当たっては必要に応じて専門
家等の助言を受けつつ、予測・評価を行い、準備書に
記載しました。 
 なお、専門家等の氏名の公表については考えており
ません。 

(ｶ) 事業計画が協議会でオーソライズされていな
い段階で環境影響評価を開始するのは不適切であ
る。 

 平成18年4月7日に防衛庁長官と名護市長及び宜野
座村長との間で、同年 5月 11 日に防衛庁長官と沖縄県
知事との間で、普天間飛行場代替施設を辺野古崎とこ
れに隣接する大浦湾と辺野古湾の水域を結ぶ形で設置
し、2 本の滑走路を V 字型に配置することに合意した
ところです。これを踏まえ環境影響評価法等に基づき
適切に実施しているところです。 

(4) 環境影響評価の在り方等 
(ｱ) 現状維持、事業の中止・縮小、代替案の検討等
を含む環境影響評価を行う必要がある。環境省が戦
略的アセスの導入を行おうとする中、もう一方の政
府の側でも、先進的なアセスを心がけるべきである。

 
 現在の環境影響評価法等に基づき適切に実施してい
るところです。 

(ｲ) 複数の代替案の比較検討や影響の不確定性の
考慮は世界的には当たり前であり、ジュゴンと環境
保護の国内外の世論、環境アセスの常識に従い確実
に対応するよう求める。 

 現在の環境影響評価法等に基づき適切に実施してい
るところです。 

(ｳ) リーフ上埋立案からキャンプ・シュワブ沿岸埋
立案に変更された本事業こそ戦略的アセスが必要で
あり、複数案の中から沿岸部にV字型滑走路を計画し
ていることの妥当性を住民とともに議論すべきであ
る。 

 平成18年4月7日に防衛庁長官と名護市長及び宜野
座村長との間で、同年 5月 11 日に防衛庁長官と沖縄県
知事との間で、普天間飛行場代替施設を辺野古崎とこ
れに隣接する大浦湾と辺野古湾の水域を結ぶ形で設置
し、2 本の滑走路を V 字型に配置することに合意した
ところです。これを踏まえ環境影響評価法等に基づき
適切に実施しているところです。 

(ｴ) 基地という施設は、住居環境、観光リゾート産
業、地場産業への負荷の大きい施設であるが、再移
転は現実的ではない。詳細な事後調査、環境モニタ
リングの実施及び公開を要望する。 

 事後調査等の内容について、準備書に記載しました。
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4 環境影響評価の手続、進め方等に関するもの 
主な意見の概要 事業者の見解 

(ｵ) 事業実施後10年程度の期間の事後アセスが必
要と考える。ジュゴンを始めとする貴重な自然環境
を保全するためにも、事後アセスの実施を本方法書
に明記してほしい。 

 予測の不確実性について検証を行い、事後調査を行
う項目を選定し、内容を準備書に記載しました。 

(ｶ) 憲法の立場に立ち、公僕の精神に立って、平和
的な立場、自然を守り通すという立場から、徹底的
に事業を見直すべきである。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(5) 方法書の撤回等 
(ｱ) 辺野古崎には1500年前の貝塚(埋蔵文化財)が
あり、歴史的にも価値のある場所に滑走路を建設す
るような方法書の撤回を求める。 

 
 埋蔵文化財等の取扱いについては、関係機関と必要
な協議・検討を行っていきます。 

(ｲ) 絶滅危惧II類のオキナワギクの群落に作業ヤ
ードを設置する計画の方法書の撤回を求める。 

 作業ヤード等の設置に伴うオキナワギク等貴重種に
及ぼす影響及び保全措置については、準備書に記載し
ました。 

(ｳ) 住環境への基地による影響はどのようなもの
だったのか、住民投票、自治体の意見書等、検討に
値する膨大な資料があるが、全く参考にされておら
ず、このような方法書は認められない。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ｴ) 戦略の変化に伴い機種や配備数等に変化が生
じ、長期的な予測が困難となるだけでなく、短期的
にも作戦行動等によって機数等にばらつきがあるの
で、どのような性格の基地になるのか特定できず、
アセスは不可能であり、アセスを厳正に行えば軍事
基地は建設不可能である。 

 環境影響評価を実施する上で必要な条件について、
可能な限り資料収集に努め、主務省令等に基づき予
測・評価を行い、準備書に記載しました。 

(ｵ) オスプレイの配備は環境に大きな影響を与え
るので、機種が明らかにならない限り、正しい評価
は不可能である。 

普天間飛行場代替施設の使用を予定している航空機
の種類等については、準備書に記載しました。 

(ｶ) アオサンゴ群体も確認され、絶滅危惧種とされ
るジュゴンやトカゲハゼ等の生態系の宝庫である大
浦湾沿岸域には、どのような方法書も成立しない。

 当該事業が海域生物に及ぼす環境影響について、予
測・評価を行い、準備書に記載しました。 

(ｷ) 戦争行為に備える軍隊の基地である限り、現在
及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保は不可
能である。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ｸ) 軍事基地については、軍事機密の壁に阻まれ、
日本政府は事業内容を把握できないため、適正にア
セスを行うことはそもそも不可能である。 

 環境影響評価を実施する上で必要な条件について、
可能な限り資料収集に努め、主務省令等に基づき予
測・評価を行い、準備書に記載しました。 

(ｹ) 米軍基地内は米軍の管理下に置かれ、基地がで
きれば勝手な使用がされ、どのような有害物質が使
用されるか規制しようがないのが実態であり、その
ような基地の影響評価は不可能である。 

 普天間飛行場代替施設は、日米安全保障条約に基づ
き日本国政府が提供する施設であるため、代替施設建
設に係る環境影響評価についても提供する日本政府の
責任において実施するものです。よって、本事業に係
る環境影響評価は、我が国の環境影響評価法等に基づ
いて実施し、必要に応じて米軍とも調整し、適切に実
施してまいります。 
 なお、代替施設が在日米軍に提供された後には、在
日米軍はその活動に際し、日米の関係法令上の基準の
うち、より厳しい基準を選択するとの基本的な考えの
下に作成されている在日米軍の環境管理基準(JEGS)に
基づいて厳格な環境管理活動を行い、適切な対応がな
されることとなっています。 

(ｺ) この事業は、米公文書から明らかなように、普
天間飛行場の代替施設ではないため、事業の目的・
名称・内容の全てが間違っており、本方法書は撤回
されるべきである。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 
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5 現況調査に関すること 

主な意見の概要 事業者の見解 

(ｱ) 環境影響評価法の手順を逆転させ、自然環境を
破壊する違法な環境現況調査は中止すべきである。

キャンプ・シュワブ周辺の自然環境を幅広く把握す
るために行った現況調査は、環境影響評価法等に基づ
く調査とは別に行ったものです。 

(ｲ) 現況調査のデータをアセス法に基づく環境現
況調査に反映させるとしているが、アセス法に基づ
かない違法な手段による調査データは、全く効力を
もたない。 

 キャンプ・シュワブ周辺の自然環境を幅広く把握す
るために行った現況調査は、環境影響評価法等に基づ
く調査とは別に行ったものです。 
 なお、現況調査の結果については、既存資料の一つ
として予測・評価の参考としました。 

(ｳ) 事前調査が環境現況調査の一部として位置付
けられることはないとの前提で、方法書の妥当性が
検討されるべきである。 

キャンプ・シュワブ周辺の自然環境を幅広く把握す
るために行った現況調査は、環境影響評価法等に基づ
く調査とは別に行ったものです。 
 なお、現況調査の結果については、既存資料の一つ
として予測・評価の参考としました。 

(ｴ) 環境影響評価法の趣旨を逸脱した事前調査の
調査結果をどのように利用するのかという点につい
ては、改めて方法書において、説明責任を果たすべ
きである。 

キャンプ・シュワブ周辺の自然環境を幅広く把握す
るために行った現況調査は、環境影響評価法等に基づ
く調査とは別に行ったものです。 
 なお、現況調査の結果については、既存資料の一つ
として予測・評価の参考としました。 

(ｵ) 県の環境影響評価審査会では、事前調査の手
法、調査範囲、機器の種類・設置箇所、調査の時間
帯等は公開審議することを要求する。 

キャンプ・シュワブ周辺の自然環境を幅広く把握す
るために行った現況調査は、環境影響評価法等に基づ
く調査とは別に行ったものです。 
 なお、現況調査の結果については、既存資料の一つ
として予測・評価の参考としました。 

(ｶ) 海上自衛隊の掃海母艦までくり出し、住民をお
どしてまで事前調査するやり方は、かつての沖縄戦
を想起させるなど、許されるべきものではない。 

 現況調査については、民間業者による他、海上自衛
隊が協力し、その有する潜水能力を活用し機器設置作
業を行ったものです。 

(ｷ) 事前調査の機器自体のジュゴンに与える影響
が不明な上、設置場所が明らかにされず、調査の科
学的有効性も検証不可能である。 

 来遊を確認するための機器は、設置間隔を十分に確
保しており、ジュゴンの行動を阻害することはないと
考えています。 

(ｸ) 事前調査の調査期間・地点・頻度・手法の詳細
を明らかにし、これらに対しても環境影響評価を実
施すべきである。 

 キャンプ・シュワブ周辺の自然環境を幅広く把握す
るために行った現況調査は、環境影響評価法等に基づ
く調査とは別に行いました。 
 なお、現況調査の結果については、既存資料の一つ
として予測・評価の参考としました。 

(ｹ) サンゴの連結式着床具の設置地点は、海流、波
浪などの条件について検討を行い、選定されるそう
だが、事前調査の進め方を見ていると、これらの条
件を満たしているとは思えない。 

 連結式着床具の設置位置の設定に当たっては、サン
ゴ礁生態系の基盤となる地形や波浪、流況、地質、水
質等の環境条件を考慮し、選定しました。 

(ｺ) 事前調査の内容をアセスに反映させるには、こ
れまでの調査概要とこれからの調査計画との関係を
示すことが必要だが、方法書にはこの記述がないの
で、事前調査結果を準備書に反映させることはでき
ない。 

キャンプ・シュワブ周辺の自然環境を幅広く把握す
るために行った現況調査は、環境影響評価法等に基づ
く調査とは別に行いました。 
 なお、現況調査の結果については、既存資料の一つ
として予測・評価の参考としました。 

(ｻ) 方法書が検討される前に、ジュゴンをディスタ
ーブした可能性のある事前調査が行われており、こ
れによって、ジュゴンとその生息環境に既に影響を
与えてしまった可能性があるので、この点について
も検討すべきである。 

 現況調査は、ジュゴンを含む自然環境に十分配慮し
実施しました。 
 
 

(ｼ) 現在実施されている調査がどうしても必要な
調査だったのか、この時期やらなければならなかっ
たのか、疑問である。 

 キャンプ・シュワブ周辺の自然環境を幅広く把握す
るために行いました。 
 

(ｽ) 環境影響評価法の違反行為である環境調査を
即時中止し、同調査によるサンゴの破壊等の環境被
害の検証を環境省とともに行い、復旧を速やかに行
うよう要請する。 

 キャンプ・シュワブ周辺の自然環境を幅広く把握す
るために行った現況調査は、環境影響評価法等に基づ
く調査とは別に行いました。 
 また、サンゴ類を含む自然環境に十分配慮し実施し
ました。 
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5 現況調査に関すること 
主な意見の概要 事業者の見解 

(ｾ) サンゴ着床具による調査方法は未確立のもの
であるとともに、ジュゴンの数が少ない沖縄ではパ
ッシブソナーを用いた調査やジュゴンを警戒させる
ビデオカメラも不向きであり、生物が逃げてしまう
ライン調査も不適であること等から、正確に自然環
境を調査することは不可能である。 

 サンゴ類及びジュゴンの調査方法については、現時
点で考えられる現実的で有効な方法を可能な限り選定
しました。 
 来遊を確認するための機器は、設置間隔を十分に確
保していることから、ジュゴンの行動を阻害すること
はないと考えています。 

(ｿ) 今行われている環境調査は環境影響評価法に
基づかない違法なものであり、サンゴ破壊やジュゴ
ンの行動ルートに機器が設置されているなど問題が
多いことから、調査結果を本アセスに使用すべきで
はない。現況調査によって破壊されたサンゴが回復
した後に、本事業のアセスに則った環境調査を年数
をかけて慎重に行うべきである。 

 キャンプ・シュワブ周辺の自然環境を幅広く把握す
るために行った現況調査は、環境影響評価法等に基づ
く調査とは別に行いました。 
 なお、現況調査の結果については、既存資料の一つ
として予測・評価の参考としました。 
 

(ﾀ) ジュゴンが、その生態に詳しくない自衛隊が設
置した調査器具によって近づかなくなったら問題で
あり、現況調査を中止すべきである。 

 現況調査は、ジュゴンを含む自然環境に十分配慮し
実施しました。 
 

(ﾁ) 海上自衛隊等による現況調査の手法は、ジュゴ
ンの生態を無視して、ジュゴンの海草藻場への進入
時間に行われたことから、自然環境に配慮したとは
言えない。 

 現況調査は、ジュゴンを含む自然環境に十分配慮し
実施しました。 
 

(ﾂ) 現況調査の結果、調査方法に問題ありとされた
場合は、当該調査も方法書も不適切な調査方法がと
られているということになる。サンゴの損傷状況の
調査が遅れていることや器材の設置箇所数・設置密
度に関して十分な説明がなされていない点も問題で
ある。 

 キャンプ・シュワブ周辺の自然環境を幅広く把握す
るために行った現況調査は、環境影響評価法等に基づ
く調査とは別に行いました。 
 なお、現況調査の結果については、既存資料の一つ
として予測・評価の参考としました。 
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6 方法書や現況調査に関するもの以外のもの 

主な意見の概要 事業者の見解 

(1) 代替施設の建設に関わる意見 
(ｱ) 日本の宝ともいうべき生物多様性に満ち溢れ
た海域に埋立も含む巨大な基地を建設することは許
されない。 

 
 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ｲ) 危険性と騒音等により移設が求められている
施設を、ジュゴンの重要な生息海域の中心に建設す
ることは、日本産ジュゴンの保全の観点から、容認
できない。 

 予測・評価の結果から、ジュゴンに対し、事業者と
して可能な限りの環境保全措置を検討し、準備書に記
載しました。 

(ｳ) 塩害、騒音、有毒化学物質等によって周辺の自
然環境とやんばるの森は壊滅状態になり、県民の生
活に欠かせない水源は破壊され、飛行場使用による
騒音、大気汚染等への影響は計り知れないものがあ
る。 

 調査地域については、代替施設の建設工事や飛行場
及びその施設の供用により環境影響を受けるおそれが
あると認められる地域を設定しました。そのうち、広
範に及ぶ要素としては供用における航空機の運航が対
象となりますが、航空機騒音や航空機による大気汚染
が及ぼす環境影響について、音の伝搬特性や大気の拡
散特性を踏まえて調査地域を設定しました。 

(ｴ) 大浦湾は、ジュゴン、トカゲハゼ等の絶滅危惧
種やクマノミが生息する自然豊かな地域であり、ハ
ゼ、コブシメ、ウミガメの産卵回遊が見られるこの
海で、埋立は許されるものではない。 

 事業区域周辺が自然の豊かな地域であるとの認識の
下、本事業の実施が及ぼす環境影響について適切に予
測・評価するとともに環境保全措置についても検討す
るなど環境影響評価法等に従って適切に実施し、その
結果について準備書に記載しました。 

(ｵ) 埋立に伴い、サンゴやジュゴン、貝類などの生
態系を破壊することとなり、CO2吸収に効果が認めら
れているサンゴ礁の破壊に対し代償となる手立ては
ない。また、サンゴ礁は、天然の波除の機能を果た
しており、これらの破壊は沿岸の海岸線に与える影
響が大きい。 

 サンゴ礁生態系の基盤となる地形や波浪、流況、地
質、水質等の環境条件を把握し、その上でサンゴ礁生
態系の構造及び機能について予測・評価を行い、準備
書に記載しました。 

(ｶ) リーフは生活の一部であり、地域、文化の損失
が心配され、自然を壊すことは経済にも文化にも影
響し、豊かな沖縄を未来に残していくためにも、飛
行場の建設自体を中止すべきである。 

 歴史的・文化的環境に係る環境影響に関しては、地
元住民へのヒアリング調査により、人々が活動・利用
を通じて場に対して感じている価値観を踏まえて予
測・評価を行い、準備書に記載しました。 

(ｷ) 北部ダムの近くで新たな米軍基地建設を進め
ることは、水質の悪化につながり、ダムにペイント
弾を投げ込むような米軍を北部に移動させるような
基地建設は県民の利益に反する。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ｸ) 辺野古の海上基地とやんばるのヘリパッド、既
存演習場が一体となった演習の激化は明らかで、辺
野古への基地建設は、攻撃される危険をも増大させ
ることとなる。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ｹ) 観光に訪れる人々は年々増える可能性があり、
基地の存在はこの観点からもマイナスである。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ｺ) 辺野古漁港の両側の砂浜を埋め立てることは、
地域住民とレジャーを行う人の自然との交わりを妨
げ、人々の潤いある生活を壊すことになる。また、
沿岸漁業が衰退するのは確実である。 

 地域住民の普遍価値(自然性、眺望性等)と固有価値
(固有性、歴史性等)への影響については、場の改変の
程度の予測結果及びヒアリング調査による価値の変化
に関する認識把握等の結果を踏まえて予測・評価を行
い、準備書に記載しました。 

(ｻ) 陸地か沖合か、V字型か否かに関わらず、土台
基地をもってくること自体が間違っている。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ｼ) 嘉手納基地の騒音等に悩まされてきた者にと
って、民間地を飛び、命を脅かす情報が欠落してい
る新基地建設に反対する。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ｽ) 基地を置くことによって生じる女性への暴力
や、環境汚染による健康被害が深刻なものになるこ
とは、世界中で基地を置くことになった地域の調査
から明らかである。 

 社会・経済等に関する事項は、環境影響評価の対象
ではないことから、評価の対象とはしませんでした。
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6 方法書や現況調査に関するもの以外のもの 
主な意見の概要 事業者の見解 

(ｾ) 普天間基地は、イラク等に派遣されている米海
兵隊の出撃基地であり、基地が侵略戦争のために使
われていることに対し、沖縄の住民は戦後一貫して
反対し、基地撤去を求めている。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ｿ) 沖縄は、北の方に住んでいる人から見れば、南
国の楽園であり、そのようなところに軍事基地は相
応しくない。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ﾀ) 基地建設費に日本国民の税金を浪費すること
も問題である。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ﾁ) 沖縄国際大学へのヘリ墜落事故のように、飛行
場周辺住民への被害は62年もの間こうした状況にあ
り、受忍の限度を超えており、速やかに返還すべき
であり、代替施設は必要ない。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ﾂ) 普天間飛行場の危険性の除去が委員会で合意
されたとのことだが、この意見を尊重するなら、ま
ずは同飛行場の即時閉鎖を実行すべきであり、基地
を造ってからという理屈は矛盾している。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ﾃ) 人類の平和と生物種の存続は国民の命と幸せ
に密接につながっていることを政府は真摯に考える
べきであり、危険な普天間基地を直ちに返還せよ。

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ﾄ) 辺野古の新基地建設を拒否した名護市民投票
結果(1997年12月)と県民の8割が反対しているとい
う現状から、国は即刻基地建設を中止すべきである。

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ﾅ) 1997年に県知事と合意した15年使用期限、軍民
共用飛行場の要件が削除されているが、何時の時点
で県と合意がなされたのか。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ﾆ) 名護市民投票で示された市民多数の意思や県
民の75%以上が反対している事実が無視されており、
民主国家では許されない暴挙である。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ﾇ) 土壌汚染、大気汚染、爆音、劣化ウラン弾・ク
ラスター爆弾の使用等の対策について説明責任があ
る。 

 環境影響評価を実施する上で必要な条件について、
可能な限り資料収集に努め、主務省令等に基づき予
測・評価を行い、準備書に記載しました。 

(ﾈ) 新基地のために子孫に苦しい思いを引き継が
せたくない。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ﾉ) 代替施設の建設及びそれに日本政府が関与す
ることは憲法に違反している。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ﾊ) 本事業は、ワシントン条約、国連環境計画、環
境基本法、環境影響評価法、文化財保護法、水産資
源保護法、鳥獣保護法、沖縄県環境基本条例に違反
するものである。 

 本事業は、関係法令に基づいて適切に環境影響評価
を行っていきます。 

(ﾋ) 作業の進め方が強引過ぎ、作業者自身の安全へ
の配慮がない。 

 作業における安全対策については適切に行いまし
た。 

(ﾌ) シュワブ基地内には文化遺跡が埋まっている
とされている。名護市教育委員会の文化財調査に協
力し、その遺跡を公開すべきである。 

 埋蔵文化財等の取扱いについては、関係機関と必要
な協議・検討を行っていきます。 
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(2) その他 
(ｱ) 戦争は最大の環境破壊だと言われ、基地建設も
盛大な環境破壊であり、政府・防衛省の姿勢は、日
米同盟を優先し、住民の生活を犠牲にし、環境保護
をないがしろにするものである。 

 
 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ｲ) 基地が建設されると、そこから大量の炭酸ガス
が排出されるため、軍事基地を造らず、今ある基地
を縮小する、このことが炭酸ガス排出量減少への貢
献である。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ｳ) 米国は、先制攻撃戦争等を継続し、在沖米軍も
出撃して、多くの人の生活と自然を破壊してきたた
め、沖縄がこれらのために使用されるのは苦痛であ
る。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ｴ) 環境影響評価の調査で得られるサンプルの中
には貴重なものが含まれている可能性が高く、得ら
れたサンプルは、地域の博物館等に標本として登
録・保管すべきである。 

 貴重性を考慮し、保存方法を検討します。 

(ｵ) 早急に軍事力からの脱却を図り、平和で持続可
能な循環型社会になることを望む。政府は武力によ
らない和平に向けて努力し、米国に進言すべきであ
る。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ｶ) 国防問題及び外交問題は、環境問題に優先する
ものではない。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 

(ｷ) 日本は、アジア諸国を始めとする全世界の国々
と日本の安全保障のため、自主独立の立場から、強
力に対話外交を推進すべきである。 

 政府としては、平成 18年のロードマップに従い、普
天間飛行場代替施設建設事業を実施しているところで
あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響評価法
等に基づき適切に行っていきます。 
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4.2 方法書に対する知事意見及び事業者の見解 

4.2.1 沖縄県環境影響評価条例に基づく知事意見及び事業者の見解 

本事業に係る環境影響評価方法書に対する沖縄県環境影響評価条例に基づく知

事意見は、36項目233件であり、それに対する事業者の見解は以下のとおりです。 

 

【総括的事項】  
知事の意見 事業者の見解 

1 項目及び手法等の選定に係る総括的事項 
(1) 事業者において環境影響評価準備書(以下「準備
書」という。)を作成するまでの間に決定される当該
事業の具体的な内容を考慮して、方法書の知事意見を
勘案し住民等の意見に配意して環境影響評価の項目
及び手法を再検討すること。 
 なお、具体化した事業の内容、選定した項目並びに
調査、予測及び評価の手法と検討した内容について
は、調査の着手前に県及び審査会に報告・協議した上
で最終的に決定し、その結果を公表すること。 

 
知 事 意 見 ( 平 .19.12.21 付 文 政 第 700 号 及 び

平.20.1.21付文政第777号)を踏まえ、その時点におい
て示すことが出来る対象事業の内容、方法書に記載し
た環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手
法について検討を加え、追加・修正資料として取りま
とめたものを文化環境部長宛に報告を行い、ホームペ
ージ上に掲載するとともに、関係自治体等において閲
覧に供しました。 
 さらに、追加・修正資料に対する文化環境部長から
の意見(平.20.3.4付文政第819号)を踏まえ、検討を行
い、修正版を取りまとめ、県知事宛に送付し、ホーム
ページ上に掲載するとともに、関係自治体等において
閲覧に供しました。 

(2) 準備書においては、方法書から追加、修正等した
事業内容等も含めて、前記(1)により検討した結果を
記載すること。 

方法書及び追加・修正資料における記載内容を修
正、整理し直した内容も含め、前記(1)より検討した
結果を準備書に記載しました。 

2 事業の内容について 
(1) 対象事業に係る飛行場の使用を予定する航空機
については、想定されるものも含め具体的な機種及び
数を明らかにすること。 

 
普天間飛行場代替施設の使用を予定する航空機の

種類等については、準備書に記載しました。 

(2) 代替施設等の面積等について 
ア 飛行場区域、工事用仮設道路及び美謝川の切替え
については、その位置、規模・面積、構造、形状等及
びその設定根拠を具体的に明らかにすること。 

 
飛行場区域、工事用仮設道路及び美謝川の切替えに

ついては、その位置、規模、面積等について準備書に
記載しました。 

イ 滑走路の幅について明らかにすること。 滑走路の幅については、準備書に記載しました。
ウ 滑走路の長さ、位置・向き及び前記イについて、
その設定根拠を明らかにすること。なお、滑走路の長
さについては、代替施設での使用が予定されている航
空機の必要離発着滑走路長を示した上で明らかにす
ること。 

飛行場施設の諸元等については、準備書に記載しま
した。 

(3) 代替施設の運用について、次のとおり明らかにす
ること。 
ア 航空機の機種別の運用の方法(飛行経路、飛行経
路別の使用比率、時間帯別離着陸回数、風向別滑走路
使用比率、進入・離陸角度、運航時間帯) 

 
 
普天間飛行場代替施設における基本的な運用の考

え、予測の諸条件については、準備書に記載しました。

イ 進入灯、燃料桟橋、格納庫・エプロン、飛行場支
援施設、燃料関連施設(燃料輸送のためのパイプライ
ンを設置する場合にあっては当該パイプライン施設
を含む)、機体洗浄施設、駐機場、航空障害灯、無線
施設、照明、航空機装弾場等の位置、規模・面積、構
造、形状、高さ、色彩等の設定根拠及びこれら施設の
利用内容 

飛行場施設の配置計画や施設の規模等については、
準備書に記載しました。 

ウ 供用時における代替施設に関係する車両や船舶
の種類及び数 

代替施設供用時において使用される車両や船舶等、
予測の前提の諸条件について準備書に記載しました。

エ 代替施設における米軍の活動内容 代替施設に配備されることとなる第36海兵航空群
の任務としては、航空機により全天候下で強襲作戦等
の支援を行うことであると承知しており、代替施設に
おいては、こうした任務に基づいた活動が行われるも
のと考えています。 



4-2-2 

【総括的事項】  
知事の意見 事業者の見解 

オ 供用時の給排水計画、廃棄物処理計画 給排水計画については、普天間飛行場等からの米軍
再編に伴う基地内人口の増加等も考慮し計画してお
り、計画の概要について準備書に記載しました。 
 廃棄物処理計画については、現在の普天間飛行場に
おける実態等も可能な限り踏まえ、予測・評価を行い、
準備書に記載しました。 

(4) 工事計画の概要について 
ア 代替施設(進入灯及び燃料桟橋を含む)、工事用仮
設道路(設置及び撤去)及び美謝川の切替えの工事に
ついては、工法、工事工程、造成計画(施工区分、造
成規模、地盤高、代替施設陸域部分における切土盛土
の区分、赤土等流出防止対策(発生源対策、濁水処理
対策))、運土計画、重機投入計画、資機材搬入計画、
給排水計画、工事関係車両台数、建設機械台数、緑化
計画、廃棄物処理計画その他の工事計画についても年
次・月ごとに具体的に明らかにすること。 

 
 代替施設本体及び関連区域の工事計画(施工計画)
等について、準備書に記載しました。 

イ 当該事業の実施に伴い、移設等が必要になる施設
がある場合は、移設等の時期、場所、工事の内容等に
ついて明らかにすること。特に、辺野古漁港及び漁港
関連施設については、工事用仮設道路や進入灯の設置
により移設が必要になると考えられるので、この点に
ついても明らかにすること。 

当該事業の実施に伴い移設が必要な施設について、
準備書に記載しました。 
なお、辺野古漁港等については、当該事業の実施に

より漁港機能を損なわないように、進入灯などの施設
及び工事用仮設道路について計画をしたところです。

3 具体的建設場所の位置等の確定について 
(1) 代替施設等の具体的建設場所の位置の確定に当
たっては、代替施設等に係る環境影響評価等に対し述
べた本意見を十分に勘案し、適切に対応すること。

  
方法書において示した位置(以下、「事業計画案」

という。)を基本とし、東側へ100m移動したケース、
南側へ50m移動したケース、南側へ100m移動したケー
ス、西側へ100m移動したケース、西側へ200m移動した
ケース及び名護市試案と呼ばれるケースについて、航
空機騒音、水象(潮流)、サンゴ及び海藻草類等、環境
への影響の低減について比較検討を行い、その結果を
準備書に記載しました。 
なお、検討の結果、現在の事業計画案は、環境へ及

ぼす影響の変化が相対的に小さく具体的な検討対象
とされた３ケース（南側50m移動、100m移動、西側100m
移動）と比較して、消失する海域の面積、海草類藻場
及びホンダワラ類藻場の面積の減少が若干小さい傾
向が認められました。このような検討結果に加え、事
業者としては、施工性等の実行可能性を含め、総合的
に勘案して、現在の事業計画案により、準備書を作成
することとしました。 

(2) 工事用仮設道路及び美謝川の切替え事業につい
て、その必要性及び位置、規模・面積、構造、形状等
の設定根拠を明らかにすること。その際は、これら事
業の複数案について、環境影響評価の結果を比較検討
した上で、最も環境への影響が回避・低減される案を
選定すること。 
 なお、以上の複数案に係る検討の経緯について明ら
かにすること。 

代替施設本体、作業ヤード、海上ヤード、浚渫区域
及び埋立土砂発生区域については、調査の結果等を踏
まえ、現在の事業計画案に基づき、環境への影響を適
切に予測するとともに、変化の傾向を把握するための
案について予測・評価を行うなど、環境の新たな改変
を可能な限り回避・低減させるなど、有効となる環境
保全措置を検討しました。 
また、環境保全措置の検討に当たっては、大浦湾西

岸海域及び辺野古地先水面の作業ヤードについて、フ
ローティングドック、代替施設の埋立地の一部、また
は既に改変されている陸域等を利用してのケーソン
及び護岸用ブロック等の製作並びに埋立土砂発生区
域の縮小等も含め、環境への影響を可能な限り回避・
低減するように検討し、準備書に記載しました。 
大浦湾西岸海域に計画していた作業ヤードについ

ては、環境への影響を考慮し取り止めることとしまし
た。 
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4 複合的・相乗的な環境影響について 
 当該事業に係る環境影響評価においては、飛行場及
びその施設の設置の事業、公有水面の埋立ての事業、
その他関連区域における事業並びに当該事業以外の
事業活動その他の地域の環境を変化させる要因によ
りもたらされる当該地域の将来の環境の状況(将来の
環境の状況の推定が困難な場合及び現在の環境の状
況を勘案することがより適切な場合にあっては、現在
の環境の状況)を明らかにできるよう整理し、これを
勘案して予測を行い、それぞれの環境影響の複合的・
相乗的な影響を考慮すること。 

飛行場及びその施設の設置の事業、公有水面の埋立
ての事業、関連区域における事業並びに当該事業以外
の事業活動その他の地域の環境を変化させる要因に
よりもたらされる当該地域の将来の環境の状況を勘
案し、予測・評価を行い、準備書に記載しました。

5 環境影響評価の項目について 
(1) 工事用仮設道路、美謝川切替え、進入灯、燃料桟
橋等の事業や、当該事業の実施に伴い移設等が必要な
施設がある場合はその事業に伴う影響要因について、
影響要因の細区分として方法書の表-4.2.1.1に追加
し、より細やかで的確な環境影響評価を行うこと。

  
 本事業に伴う影響要因について区分を細分化し、影
響を受けるおそれのある環境要素の抽出及び環境影
響評価の項目について検討を行い、追加・修正資料に
記載しました。 
 また、選定した環境影響評価の項目について、工事
施工計画や施設利用計画等に応じ、予測・評価を行い、
準備書に記載しました。 

(2) 当該事業に関係する車両及び船舶による影響に
ついて 
ア 方法書における「資材及び機械の運搬に用いる車
両の運行」に係る項目の環境影響評価においては、工
事関係者の通勤等に用いる車両の走行による影響を
含めること。なお、資機材を海上運搬する場合は、運
航する船舶の数、ばい煙排出濃度等の排出諸元及び騒
音レベルを明らかにした上で、運搬船舶の運航による
影響も含めること。 

 
 
「資材及び機械の運搬に用いる車両の運行」に伴う

道路交通騒音等の予測を行う際の予測条件としての
走行台数には、工事関係者の通勤等に用いる車両も考
慮し、また、資機材運搬船舶については、工事施工計
画等からその種類及び数等を把握し、運搬船舶の運航
による影響について予測・評価を行い、準備書に記載
しました。 

イ 方法書における「飛行場の施設の供用」に係る項
目の環境影響評価においては、米軍関係車両による交
通量の増加等の影響を含めること。 
 なお、供用時における代替施設に関係する運航船舶
のばい煙排出濃度等の排出諸元及び騒音レベルを明
らかにした上で、船舶の運航による影響も含めるこ
と。 

「飛行場の施設の供用」に伴う道路交通騒音等につ
いて、可能な限り予測条件としての走行台数の資料収
集に努め、米軍関係車両による交通量の増加等の影響
も考慮して予測・評価を行い、準備書に記載しました。
供用時における代替施設に関係する運航船舶につ

いて、可能な限り資料の収集に努め、運航による影響
について予測・評価を行い、準備書に記載しました。

(3) 方法書において「飛行場の施設の供用」に係る項
目として選定しているもののうち、水質(水の汚れ・
底質)、動物、植物、生態系、廃棄物等においては、
航空機の点検整備、洗浄等に使用される薬剤、油等の
成分、使用量、処理方法等を明らかにした上で、航空
機の点検整備・洗浄等の影響要因による環境への影響
について環境影響評価を行うこと。また、その際は、
当該影響要因による底質の変化による動植物等への
影響についても項目として選定すること。 

航空機の点検整備、洗浄等に使用される薬剤、油等
の成分、使用量、処理方法等について、可能な限り資
料の収集に努め、環境への影響について予測・評価を
行い、準備書に記載しました。 
なお、点検整備・洗浄等に伴う排水については、日

本側の排水基準と米側の排水基準を比較の上、より厳
しい排水に係る水質基準を選定し、その排水基準を満
たすよう適切に処理されることとなります。 

(4) 航空機の飛行により電波障害による影響が考え
られることから、航空機の運航時におけるフラッター
障害について、環境影響評価の項目として選定するこ
と。 

フラッター障害について検討を行い、環境影響評価
の項目として選定し、追加・修正資料(修正版)に記載
しました。 

(5) 代替施設等の工事中及び供用時における温室効
果ガスの排出量、エネルギー使用量の程度及びそれら
の削減の程度について、環境影響評価の項目として選
定すること。 

工事中の温室効果ガスについては、工事の施工計画
等を踏まえ、燃料消費から CO2換算することで予測は
可能ですが、具体的に評価することは困難なことか
ら、環境影響評価の項目としては選定していません。

(6) 環境影響評価の項目の選定に当たっては、名護市
及び宜野座村における土地利用計画に関する情報等
も含めて、より詳細に地域特性を把握し、その結果か
ら予測において勘案すべき将来の環境状況を推定す
るとともに、把握した地域特性の内容及び推定した将
来の環境の状況について明らかにすること。 

 土地利用計画に関する情報等も含めて、より詳細に
地域特性を把握し、その結果から予測において勘案す
べき将来の環境状況を推定するよう努め、把握した地
域特性の内容及び推定した将来の環境状況について、
出来る限り明らかにし、準備書に記載しました。 
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(7) 環境影響評価の項目の選定理由については、細区
分も含む影響要因ごとに記載すること。 

 本事業に伴う影響要因について区分を細分化し、影
響を受けるおそれのある環境要素の抽出、環境影響評
価の項目及び選定理由について検討を行い、追加・修
正資料に記載しました。 

6 環境影響評価の手法について 
(1) 重点化手法について 
ア 選定した項目のうち、地域特性及び事業特性を踏
まえて、環境保全上、特に配慮が必要と考えられる重
要な項目については、当該項目に係る調査及び予測の
手法について重点化すること。また、重点化した手法
やその検討結果、重点化手法の選定の過程及び理由に
ついて明らかにすること。 

 
 
 環境影響評価の項目として選定したもののうち、例
えばジュゴンやサンゴ類といった、地域特性及び事業
特性を考慮して、環境保全上、特に配慮が必要と考え
られる重要な項目については、当該項目に係る調査及
び予測の手法について重点化することとし、追加・修
正資料に記載しました。 

イ 航空機騒音及び低周波音については、地元住民の
最大の関心事であることから、重点化手法により、環
境影響評価を実施すること。また、それらに係る環境
保全措置については、十分に検討した上で策定するこ
と。 

航空機騒音については、WECPNLによる予測だけでは
なく、時間帯補正等価騒音レベルやピーク騒音レベル
を用いて予測し、低周波音については、予測地点を追
加するなどしました。また、環境保全措置については、
十分に検討した上で策定し、準備書に記載しました。

(2) 調査地点・予測地点及び調査時期・予測時期につ
いては、地域特性と併せ、飛行経路、資機材運搬車両
等の走行経路、供用時の米軍関係車両の走行経路等を
考慮して、また、生活環境(家畜等の人の生活に密接
な関係のある財産並びに人の生活に密接な関係のあ
る動植物及びその生育環境を含む。)に最も大きな影
響が生じると考えられる地点・時期も考慮して設定す
ること。 

 調査の地点・時期については、地域を代表する地点、
特に影響を受ける恐れのある地点、特に保全すべき対
象の存在する地点等の観点及び沖縄県環境影響評価
技術指針等を踏まえ、設定しました。 
 予測の地点・時期については、工事施工計画や施設
運用計画等の内容を考慮し、設定しました。 

7 調査の手法について 
(1) 調査の手法、地域、地点、期間については、具体
的に記載するとともに、その設定根拠及び妥当性につ
いて明らかにすること。 

 
 調査の手法、地域、地点、期間等について、追加・
修正資料(修正版)に具体的に記載しました。 

(2) 調査の手法の重点化に当たっては、当該事業に係
る環境影響評価が科学的・客観的に行われるよう、調
査結果を整理・解析する際の精度・縮尺を十分に検討
し、それに応じた調査回数、地点数、期間を設定する
こと。 

 調査の手法の重点化に当たっては、当該事業に係る
環境影響評価が科学的・客観的に行われるよう、調査
結果を整理・解析する際の精度・縮尺を十分に検討し、
それに応じた調査回数・調査地点数・調査範囲等を設
定し、追加・修正資料に記載しました。 

(3) 調査の手法を既存文献調査、ヒアリング・アンケ
ートとする項目については、当該手法の妥当性及び予
測、評価において必要とされる水準が確保されること
を科学的に説明すること。また、出典、ヒアリング・
アンケートの内容等を整理すること。なお、ヒアリン
グ・アンケートは、地域住民等を含め幅広く実施する
こと。 

 調査手法を既存文献調査等とする項目については、
当該手法の妥当性及び予測、評価において必要とされ
る水準が確保されることを適切に説明するとともに、
出典等の内容等をわかりやすく整理し、準備書に記載
しました。 
 また、ヒアリング等については、地域住民等を含め、
幅広く実施しました。 

(4) 調査結果をどのように整理し、解析するかによっ
て、予測の精度や不確実性の程度が異なってくるもの
であることから、適切な調査結果の整理・解析の手法
を選定するとともに、その具体的な内容についても示
すこと。 

 調査の項目毎に適切な調査結果の整理・解析の手法
を選定するとともに、その具体的な内容について準備
書に記載しました。 

(5) 調査に当たっては、本意見を十分踏まえた調査期
間を設定するとともに、調査そのものの実施に伴う環
境への影響が小さい手法を十分検討し慎重に調査す
ること。 

 調査期間等について、項目毎に検討を行い、適切に
設定しました。 
 また、調査に当たっては、環境への影響が小さい手
法を検討し、慎重に行いました。 

(6) 大気質、騒音・振動・低周波音、景観に係る調査
地点については、辺野古集落には標高の高い地区と低
い地区があることを踏まえ設定すること 。 

 調査地点については、地域を代表する地点、特に影
響を受けるおそれのある地点、特に保全すべき対象の
存在する地点等の観点に加え、辺野古集落には標高の
高い地区と低い地区があることを踏まえ設定し、追
加・修正資料に記載しました。 

8 予測の手法について 
(1) 予測の前提、手法、地域、地点、対象時期等につ
いては、具体的に記載するとともに、その設定根拠及
び妥当性について明らかにすること。 

 
 予測の前提、手法、地域、地点、対象時期等につい
ては、工事施工計画及び施設利用計画等を踏まえ、準
備書に記載しました。 
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(2) 予測の手法については、重点化として、当該事業
の実施による環境影響の程度を定量的に把握できる
手法を選定すること。なお、当該事業の実施による環
境影響の程度を定量的に把握することが困難で定性
的に把握する手法を選定した場合や、重点化の手法が
存在しない場合には、その客観的な理由を明らかにす
ること。 

 予測に当たっては、当該事業の実施による環境影響
の程度を可能な限り定量的に把握できる手法を選定
しました。 
 なお、定量的に把握することが困難で定性的に把握
する手法を選定した場合や、重点化の手法が存在しな
い場合には、その客観的な理由を準備書に記載しまし
た。 

(3) 代替施設の建設により、キャンプ・シュワブの運
用状況が変化するおそれがあることから、当該事業以
外の事業活動その他の地域の環境を変化させる要因
によりもたらされる当該地域の将来の環境の状況を
勘案して予測を行うこと。 

キャンプ・シュワブの運用状況の変化の程度や当該
事業以外の事業活動その他の地域の環境を変化させ
る要因によりもたらされる当該地域の将来の環境の
状況についても可能な限り把握し、予測を行い、準備
書に記載しました。 

(4) 予測の手法として「事例の引用または解析」を選
定する場合においては、当該事業と活用する事例につ
いて、地域特性及び事業特性に関する類似性から、そ
の妥当性を十分に検討すること。 

「事例の引用または解析」の選定の際には、当該事
業と活用する事例について、地域特性及び事業特性に
関する類似性から、その妥当性を十分に検討しまし
た。 

(5) 予測対象時期等について 
ア 当該事業に係る環境影響の予測対象時期につい
ては、前記5(1)の影響要因の細区分に基づき、適切な
時期を設定すること。 

 
当該対象事業に係る予測対象時期については、工事

施工計画及び施設運用計画等を踏まえたうえで、適切
な時期を設定しました。 

イ 予測対象時期として「航空機の運航、飛行場の施
設の供用が定常状態であり、適切に予測できる時期」
としている項目については、定期便等の就航する民間
空港と異なる代替施設において、どのような状態を示
すのか具体的に明らかにすること。 

 予測対象時期については、「航空機の運航、飛行機
の施設の供用が定常状態であり、適切に予測できる時
期」としている項目については、施設の供用開始後、
部隊の人員、航空機等が配置され、通常の運用が開始
された状態であり、飛行回数については、民間空港と
は異なり運用状況による変動が大きいことから、普天
間飛行場について、騒音の影響が最大である時期とし
て、平成元年以降騒音発生回数が最も多い時期(年度)
の飛行回数をとらえ、予測・評価を行い、準備書に記
載しました。 

9 評価の手法について 
(1) 環境影響の回避・低減に係る評価の手法におい
て、「対象事業の実施による選定項目に係る環境要素
に及ぶおそれがある影響が、実施可能な範囲でできる
限り回避され、又は低減されているか否か」の評価に
当たっては、幅広い環境保全対策を対象として、複数
案を時系列に沿って若しくは並行的に比較検討する
方法及び実行可能なよりよい技術が取り入れられて
いるか否かについて検討する方法により、項目ごとに
評価すること。 

 
環境影響の回避・低減に係る評価の手法における

「実施可能な範囲でできる限り回避され、又は低減さ
れているか否か」の評価に当たっては、提案する環境
保全対策を対象について、実行可能なよりよい技術が
取り入れられているか否かについて検討し、評価を行
いました。 
 
 
 

(2) 国又は地方公共団体の環境保全施策との整合性
に係る評価の手法については、地域や事業の種類によ
って基準・目標が異なる項目があること、また、動植
物等のように、種や群落個別の特性等を考慮して評価
における環境保全目標等を設定しなければならない
項目があることから、評価の手法については、項目ご
とに適切な手法を具体的に検討すること。 
 その際は、「沖縄県環境基本計画」等との整合が図
られているかについても評価の手法として選定する
とともに、規制基準値等については、環境影響評価を
行うまでもなく当然守るべきものであることを考慮
し、「基準又は目標との整合性の検討」に係る適切な
評価の手法を選定すること。 

国又は地方公共団体の環境保全施策との整合性に
係る評価の手法については、「沖縄県環境基本計画」
等との整合が図られるよう、項目ごとに適切な手法を
具体的に検討するとともに、地域の環境保全目標を達
成するために、規制基準値等に係る事項について、実
行可能な範囲内で可能な限り低減しているかどうか
の観点から評価する手法を選定し、追加・修正資料に
記載しました。 
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【総括的事項】  
知事の意見 事業者の見解 

10 専門家等の助言について 
 事業者が、方法書についての知事意見を勘案すると
ともに住民等の意見に配意して環境影響評価の項目
及び手法を選定する際、並びに準備書を作成するまで
の間に決定される当該事業の具体的な内容を考慮し
て、選定した環境影響評価の項目及び手法を改めて見
直す際には、専門家その他の環境影響に関する知見を
有する者(以下「専門家等」という。)の助言を受け、
当該助言の内容及び当該専門家等の専門分野を明ら
かにすること。 

 
環境影響の予測・評価を行う際には専門家等の助言

を受けており、当該助言の内容及び当該専門家等の専
門分野について準備書に記載しました。 

 

 

【大気質関係】  
知事の意見 事業者の見解 

11 窒素酸化物・浮遊粒子状物質・硫黄酸化物につい
て 
(1) 気象の状況に係る調査として名護特別地域気象
観測所等における風向・風速等の気象観測記録等の情
報を整理・解析するとしているが、大気質の大気拡散
式による予測計算式に用いる気象条件として、同観測
所等における気象観測記録等の情報を用いる場合に
おいて、当該事業実施区域周辺の気象の代表性につい
て検証を行う場合にあっては、それぞれの測定場所の
地形条件や測定高さ等を考慮して検証すること。 

 
 
大気質の予測を行う場合の気象条件において、当該

事業実施区域周辺の気象の代表性について検証を行
う場合には、当該事業における発生源と気象調査地点
との位置関係より代表性を考慮しました。 

(2) 大気質の予測条件である風向・風速については、
平均風向・風速だけではなく、予測対象時期における
風配図や超過確率による解析も行い、予測条件を設定
すること。 
 なお、風況の解析に当たっては、当該事業実施区域
が沿岸域で海陸風の影響も大きいと考えられること
から、時間帯ごとの風向・風速の予測条件についても
解析すること。 

大気質の予測条件である風向・風速については、平
均風向・風速だけではなく、予測対象時期における風
配図や超過確率による解析も行い予測条件を設定し
ました。また、風況の解析に当たっては、時間帯ごと
の風向・風速の予測条件についても解析しました。

(3) 予測の基本的な手法として、プルームモデル及び
パフモデルでの計算による大気拡散式による方法を
挙げているが、プルームモデルの基本的な式は、風速
及び拡散係数が空間的に一様であることを前提とし
ていること、また、パフモデルについても、基本的な
式は高さ方向に風向・風速・拡散係数が一定であるこ
とを前提としているものであることから、当該事業実
施区域が沿岸域であること、背後陸域に広い平坦地は
なく、国道329号から陸域側は丘陵地が広がっている
複雑な地形であることを考慮して、プルームモデル及
びパフモデルの適用性について確認するとともに、当
該地域に適した他の大気拡散式の適用についても検
討すること。 
 なお、代替施設の存在・供用時の予測の際には、必
要に応じ埋立土砂発生区域の地形変化についても考
慮すること。 

 大気質の拡散予測を行う際には、プルーム及びパフ
式の適用性を確認するとともに、当該地域に適した他
の大気拡散式の適用についても検討しました。 

(4) 大気質に係る予測においては、軍用航空機や軍用
車両の大気汚染物質の排出原単位が民間航空機や民
間車両と異なると考えられることから、適切な原単位
を使用すること。 

 大気汚染物質の予測を行う際の排出原単位につい
ては、所要の原単位を米側等から収集するなど、適切
な予測が行えるように努めました。 

12 粉じん等について 
(1) 粉じん等に係る予測の基本的な手法として、事例
の解析により得られた経験式により行うとしている
が、予測に当たっては、当該経験式の本事業への適用
性について、十分に検討すること。 

 
 粉じん等に係る予測に際しては、経験式の本事業へ
の適用性について検討しました。 
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【大気質関係】  
知事の意見 事業者の見解 

(2) 粉じん等の調査、予測地点については、代替施設
及びその他関連区域の位置並びに資機材運搬車両の
走行経路等を踏まえ、これらの周辺の集落及び陸域生
物の生息・生育状況を考慮し、追加すること。 

 粉じんの調査地点については、住居等の環境保全対
象が存在する地域において、地域を代表する気象の状
況が得られるように、地形的な要因も考慮して、事業
実施区域周辺の大気質の状況が把握できる代表地点
並びに特に影響を受ける恐れのある地点として、代替
施設に近い辺野古の 3地点、安部集落、カヌチャベイ
リゾート、大浦集落、二見集落、埋立土砂発生区域、
埋立土砂発生区域背後の高台、長島、キャンプ・シュ
ワブ、辺野古高台、辺野古漁港、久志集落、松田集落
の計 13 地点を選定し、風向・風速の状況把握を行い
ました。 
さらに、事業実施区域周辺の粉じん等の状況が把握

できるような代表地点として、代替施設に近い名護市
辺野古集落内、大浦集落内の2地点を選定し粉じんの
状況把握を行いました。 
 なお、調査地点については、周辺の集落及び陸域生
物の生息・生育状況を考慮し埋立土砂発生区域に1地
点、宜野座ICからの資機材運搬の走行経路を考慮し、
久志集落に1地点、およびカヌチャベイリゾート、二
見集落の計4地点を追加しました。 
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【騒音・振動・低周波音関係】  

知事の意見 事業者の見解 

13 建設作業騒音(振動)・道路交通騒音(振動)につい
て 
(1) 調査すべき情報として、主要な騒音・振動の発生
源の分布状況を追加すること。 

 
 
 「主要な騒音等の発生源の分布状況」については、
文献その他の資料(環境白書(沖縄県))調査により把
握しました。 

(2) 調査地点を設定するに当たっては、騒音・振動・
低周波音の発生源と、集落、学校等の保全対象施設、
陸域動物及び海域動物の生息・繁殖範囲等との位置関
係を考慮する必要がある。よって、以下の調査地点を
追加設定すること。 

 調査地点については、地域を代表する地点、特に影
響を受ける恐れのある地点、特に保全すべき対象の存
在する地点等の観点から選定しました。 

ア 建設作業騒音・建設作業振動については、国立沖
縄工業高等専門学校、辺野古漁港、平島・長島 

 環境騒音の調査地点については、地域を代表する地
点、特に影響を受けるおそれのある地点、特に保全す
べき対象の存在する地点等の観点から、また、住民の
意見も考慮し、代替施設に近い名護市辺野古、豊原、
久志、瀬嵩、安部、汀間、大浦、二見集落、宜野座村
松田の集落内、米軍キャンプ・シュワブ内の10地点と、
辺野古集落沖合の10km範囲内の海域4地点を含む計14
地点を設定し、これらの調査結果から状況把握を行い
ました。 
 なお、調査地点については、平穏を要する学校施設
としての国立沖縄工業高等専門学校の1地点、作業ヤ
ードに近い辺野古漁港の1地点、鳥類の繁殖地として
の現況把握の観点から平島・長島のうち、長島を代表
地点として1地点、さらに、環境騒音は低周波音の調
査地点と同じであることも考慮して、大浦湾東側の陸
域に存在するカヌチャベイリゾートの1地点、宜野座
村内で計画されているIT企業立地予定地の1地点、計5
地点を追加しました。 

イ 道路交通騒音・道路交通振動については、二見丁
字路、国立沖縄工業高等専門学校、辺野古漁港 

 道路交通騒音の調査地点については、代替施設への
アクセス経路として、また、住民の意見も考慮し、宜
野座村松田の国道329号道路端、名護市豊原の久辺中
学校前の国道329号道路端、名護市辺野古の国立沖縄
工業高等専門学校前の国道329号久志バイパスの道路
端、名護市世冨慶の国道329号の道路端、名護市汀間
の国道331号の道路端、名護市二見の国道331号の道路
端、名護市久志の県道13号線の2地点(入口と出口付
近)の道路端、大浦川付近の県道18号線の1地点の道路
端の計9地点を設定し、これらの調査結果から当該地
域の現況騒音の状況把握を行いました。 
 なお、調査、予測地点については、名護市内及び大
浦集落方向からの交通量の影響を考慮し、合流地点と
して二見丁字路の1地点、作業ヤードの工事車両の交
通量の影響を考慮し、辺野古漁港の1地点、計2地点を
追加しました。 

(3) 調査期間等の設定に当たっては、調査地域に生息
する動物の繁殖期等の生態も考慮し、適切な時期を追
加すること。 

 調査期間は、動物の繁殖期等の生態も考慮して、4
季行いました。 

(4) 予測の基本的な手法として音の伝搬理論に基づ
く予測式による計算を挙げているが、当該事業が沿岸
域で行われ騒音の伝搬に対する海陸風の影響も大き
いと考えられることから、予測に当たっては、風向・
風速による騒音の変動についても考慮すること。 

 音の伝搬理論に基づく予測式を用いて予測を行う
際には、風(風向・風速)による騒音の変動についても
考慮しました。 

(5) 代替施設の供用時における道路交通騒音の予測
に当たっては、軍用車両の音源パワーレベルは民間車
両と異なると考えられることから、適切な音源パワー
レベルを使用すること。  

 道路交通騒音の予測に際して、走行車両の種類・台
数などの必要条件は、施設利用計画等を踏まえ適切に
設定するとともに、走行車両の音源パワーレベルは米
側等からの情報も踏まえ適切な音源パワーレベルを
使用しました。 
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14 航空機騒音及び低周波音について 
(1) 調査の手法等について 
ア 低周波音の調査すべき情報に、音源の状況とし
て、供用時において使用が予定されている航空機(想
定されるものも含む)からの低周波音の発生状況(周
波数帯、音圧レベル)を追加すること。 

 
 
 低周波音については、現在普天間飛行場に配備され
ており、供用時において使用が予定されている航空機
についてデータ収集を行い、低周波音の発生状況(周
波数帯、発生音庄レベル)を把握し、予測・評価しま
した。 

イ 現地調査においては、代替施設で運用が計画され
ている航空機の単機及び複数機による実機飛行を行
い、航空機騒音及び低周波音を測定すること。また、
その際の航跡図、プロファイル等の飛行条件について
具体的に明らかにすること。 

航空機の騒音については、防衛省として、航空機騒
音の大きさを評価するのに必要な客観的データを保
持しており、更に、航空機騒音及び低周波音について
は、現有普天間飛行場等においてデータの収集を行
い、これらのデータを基に、航空機騒音及び低周波の
影響について予測・評価しました。また、実機飛行に
ついては、平成13年3月10日に実施しており、係る測
定結果についても準備書に記載しました。 

ウ 航空機騒音に係る調査については、等価騒音レベ
ル(LAeq)等について調査すること。 

 等価騒音レベル(LAeq)についても調査し、準備書に
記載しました。 

(2) 調査地点及び予測地点について 
ア ヘリの場周経路、ヘリの計器飛行経路、固定翼小
型連絡機の飛行経路及びそれ以外の飛行経路が存在
する場合はその経路並びにこれら飛行経路のばらつ
きを踏まえ適切に追加すること。 
イ 教育施設、代替施設北側の陸域に存在するリゾー
ト施設、宜野座村内のIT企業立地予定地、リゾート計
画地等を追加すること。 
ウ 鳥類等の生息する平島・長島及びジュゴンの利用
する辺野古海域及び嘉陽海域に複数設定すること。
エ 低周波音は、波長が長いために遠くまで伝搬する
ことにより、可聴域の騒音に比べその影響範囲が大き
くなることが多いという特性を考慮して、低周波音に
係る調査地域及び予測地域を拡大し、設定される飛行
経路に応じ調査地点及び予測地点を追加すること。

 
 航空機の騒音については、防衛省として、航空機騒
音の大きさを評価するのに必要な客観的なデータを
保持しており、更に、航空機騒音及び低周波音につい
ては、現有普天間飛行場等においてデータの収集を行
い、これらのデータを基に、航空機騒音及び低周波の
影響について予測評価しました。 
 現況の航空機騒音を含むと考えられる環境騒音及
び低周波音は、地域を代表する地点、特に影響を受け
るおそれのある地点等を選定するとの観点に加え、代
替施設に近い名護市辺野古等の10地点と、辺野古集落
沖合の10km範囲内の海域2地点を含む計12地点を設定
しており、これらの調査結果から当該地域の現況騒音
の状況把握を行いました。 
さらに、平穏を要する学校施設としての国立沖縄工

業高等専門学校の1地点、辺野古集落内、作業ヤード
に近い辺野古漁港の1地点、鳥類の繁殖地としての現
況把握の観点から平島・長島のうち、長島を代表地点
として1地点、環境騒音の調査地点と同じであること
も考慮して、代替施設北側の陸域に存在するカヌチャ
ベイリゾー トの1地点、IT企業立地予定地の1地点、
埋立土砂発生区域背後の標高の高い地点の1地点、海
域の2地点、計9地点を追加し、予測・評価しました。

(3) 予測及び評価について 
ア 供用時においては、回転翼機による飛行が主にな
ることから、航空機騒音に係る予測の手法について
は、WECPNLによる予測だけでなく、主観的反応とよい
対応を示す調査結果が多いと言われている時間帯補
正等価騒音レベルとピーク騒音レベルでも予測する
こと。 

 
 代替施設周辺に係る航空機騒音予測の手法につい
ては、WECPNLのみならず時間帯補正等価騒音レベル
(Lden)及びピーク騒音レベルを用いて、予測しまし
た。 

イ 予測に当たっては、次の事項について明らかにす
ること。 
(ｱ) 普天間飛行場における飛行経路ごとの航空機騒
音及び低周波音の状況 

 
 
  飛行経路については、平成18年度合同委員会で承認
された「普天間飛行場に係る場周経路の再検討及び更
なる可能な安全対策の検討に関する報告書」において
示しました。また、航空機騒音発生回数や低周波音に
ついては、普天間飛行場において収集したデータをそ
れぞれ準備書に記載しました。 
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(ｲ) 実機飛行による航空機騒音及び低周波音の測定
結果 

  航空機の騒音については、防衛省として、航空機騒
音の大きさを評価するのに必要な客観的データを保
持しており、更に、航空機騒音及び低周波音について
は、現有普天間飛行場等においてデータの収集を行
い、これらのデータを基に、航空機騒音及び低周波の
影響について予測・評価しました。また、実機飛行に
ついては、平成13年3月10日に実施しており、係る測
定結果についても準備書に記載しました。 

(ｳ) 代替施設で使用される航空機の機種ごとの騒音
レベル曲線(飛行高度を含む)及びプロファイル 

 代替施設で使用を予定している航空機の機種ごと
の騒音基礎データ(航空機からの距離(m)と騒音レベ
ル(dB)の関係)及び飛行経路については、準備書に記
載しました。 

(ｴ) 航空機騒音についての予測コンター(WECPNL70以
下も含む) 

 WECPNLのコンターについては、予測精度、検証の困
難性等を考慮し準備書に記載しました。 

(ｵ) 飛行経路のばらつきの程度  航空機騒音の予測に当たって、飛行経路として標準
的な1本のコースを設けるだけでなく、コースのばら
つきを計算に取り入れています。 

ウ 航空機騒音及び低周波音については、供用時の事
業特性により、当該項目に関する環境影響の程度が著
しいものとなるおそれがあることから、予測手法の重
点化として、予測対象時期は施設の供用が定常状態に
ある時期だけではなく、影響が最大となる時期も対象
とすること。 

 米軍が使用する飛行場は、民間空港とは異なり、飛
行回数は運用状況により変動していることから、予
測・評価に当たっては、普天間飛行場について、騒音
の影響が最大である時期として、平成元年以降騒音発
生回数が最も多い時期(年度)の飛行回数をとらえ、予
測・評価を行い、準備書に記載しました。 

エ 航空機騒音及び低周波音による影響については、
飛行経路及び機種ごとに、飛行時、ホバーリング時に
発生する騒音及び低周波音について環境影響評価を
実施すること。また、エンジンテスト時についても環
境影響評価を実施すること。 

 北部訓練場内において飛行時の基礎データの収集
を、また現有普天間飛行場においてホバーリング時の
基礎データの収集を行い、航空機騒音及び低周波音の
予測・評価をしました。 

オ 航空機騒音及び低周波音については、名護市試案
の位置も含め可能な限り沖合へ移動した位置での、予
測・評価も併せて行うこと。 

航空機騒音及び低周波音については、現在の事業計
画案に基づき、予測・評価するとともに、名護市試案
と呼ばれる位置等を含め、離隔距離による予測・評価
を行いました。 

カ 低周波音に係る環境影響については評価の手法
が確立されていない状況にあるが、可能な限り事例を
収集した上で、その影響に関して解析を行うことを検
討すること。 

 航空機に係る低周波音の環境影響評価については、
可能な限り事例を収集し、その影響に係る解析方法等
検討し、予測・評価しました。 

(4) 低周波音については、工事に用いる建設機械や資
機材運搬車両等から発生する低周波音の発生状況に
ついて明らかにし、必要に応じ予測・評価すること。

 工事中の低周波音の解析手法については、文献や事
例の収集に努めましたが、工事で用いる建設機械や資
機材運搬車両等の周波数別の騒音パワーレベルが文
献等に記載されておらず、予測条件に必要な基礎デー
タが得られなかったことから、予測・評価は行ってお
りません。 
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15 水の汚れについて 
(1) 代替施設の供用時における水の汚れについては、
代替施設からの排水に係る排水口の位置、水質、排水
量、処理方法等を明らかにした上で、水質及び底質へ
の影響について予測・評価すること。 
 なお、排水位置が決定していない場合は、複数の位
置を想定して調査地点を追加し、予測・評価すること。

 
 代替施設の供用時における水の汚れについては、代
替施設からの排水口の位置、水質、排水量、処理方法
等も可能な限り明らかにしたうえで、水質及び底質へ
の影響について予測・評価しました。 
 なお、水質・底質調査地点は、代替施設の設置予定
海域に4地点、施設近傍に4地点設定し、これらのデー
タにより排水による水質変化を予測、評価することと
していましたが、代替施設周囲の排水計画が予想され
る位置を考慮し、排水による水質、底質への影響を予
測・評価するための調査地点として、海上ヤード等を
考慮し、6地点を追加しました。 

(2) 河川の調査に当たっては、河口閉塞の状況につい
ても調査すること。 

 代替施設周辺の河川について、汀間川、大浦川、杉
田川、美謝川、辺野古川及びオート川の6地点の河口
の閉塞状況を調査しました。 

(3) 水の汚れに係る予測及び評価の手法について 
ア 水の汚れに係る予測の基本的な手法としている
物質の収支に関する数値シミュレーションについて
は具体的な予測モデルが明らかではないが、代替施設
の建設場所が礁池内であるとともに大浦湾側では急
勾配で深くなる複雑な地形であることや、当該地域の
水深等の状況、代替施設の存在による潮流の変化、風
況等を考慮し、当該海域の流況が十分に再現できる精
度の適切なシミュレーションモデルを選定又は構築
すること。また、予測に当たっては、前提条件として
の予測モデルの領域の設定、数値モデルの人工境界条
件、格子間隔、現況再現性等を十分に検討すること。

 予測に当たって用いる流況モデルは、3次元モデル
(多層モデル)を用い、予測モデルの領域の設定、数値
モデルの人工境界条件、格子間隔等を十分に検討しま
した。 

イ 進入灯及び燃料桟橋の施工において、杭打ち及び
基礎コンクリート打設が行われる場合は、アルカリ排
水が水質に影響を及ぼすおそれがあることから、環境
影響評価を実施すること。なお、水素イオン濃度の数
値シミュレーションの予測に当たっては、水酸化物イ
オンと海水中の溶存イオンとの反応についても考慮
すること。 

 工事中のアルカリ排水による水質変化については、
工事計画を踏まえ、アルカリ排水が水質に影響を及ぼ
すおそれがある工事を対象として予測・評価しまし
た。 
 なお、アルカリ排水により水質に影響を及ぼす数値
シミュレーションについては、水素イオン濃度で可能
と考え、予測・評価を行いました。 

ウ 水の汚れの予測・評価に当たっては、用水・排水
に係るフロー図等を用いて水の収支を明らかにする
とともに、排水の処理工程ごとの水質及び水量を明ら
かにし、評価に当たっては、規制基準値との比較にと
どまらず、最大限に汚濁負荷量を削減しているかにつ
いて評価すること。 

 水の汚れの予測、評価にあたっては、水の収支を明
らかにするとともに、施設からの排水の処理行程ごと
の水質及び水量を明らかにし、評価にあたっては、規
制基準値との比較だけでなく、事業者の実施可能な範
囲で汚濁負荷量を削減しているかについて評価しま
した。 

エ 水の汚れの予測・評価に当たっては、作業ヤード、
海上ヤード及び浚渫区域の存在を考慮すること。 

 埋立地の存在、飛行場の施設の供用による水の汚れ
は、各時点における作業ヤード及び海上ヤードの存在
状況を適正に考慮して予測・評価を行いました。 

(4) 美謝川の切替えにより河川水の海域への流入位
置が変わることから、新たな河口域では水の汚れや塩
分の変化などの水質への影響及び水質や潮流の変化
に伴う底質への影響が考えられる。よって、調査地点
として美謝川河口域を追加し、その状況について予
測・評価すること。 

 美謝川の新たな河口域となる代替施設付近の海域
においては、水質・底質調査地点を複数地点設定し、
これらのデータに基づき美謝川の切替えによる水質、
底質の変化を予測、評価することとしていましたが、
切替え後の美謝川の河口域を踏まえ、1地点を追加し
て調査を行い、適正に予測・評価を行いました。 

16 土砂による水の濁りについて 
(1) 調査すべき情報として「堆積の状況」を追加し、
河川底質中懸濁物質含量(SPRS)及び海域底質中懸濁
物質含量(SPSS)を調査すること。 

 
 河川及び海域の底質中懸濁物質量については、「水
の汚れ」における底質の状況の調査の中で実施しまし
た。 
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(2) 汀間川、大浦川、杉田川及び辺野古川における降
雨量調査については、調査手法の重点化として連続測
定を行い、降雨の状況と濁水の発生状況との関連及び
濁水濃度のピークが的確に把握できるように調査す
ること。また、これらの河川における濁水の発生源の
状況についても調査を行うこと。なお、これらの調査
は、美謝川でも行うこと。 

 汀間川、大浦川、杉田川及び辺野古川における降雨
による流量については、調査手法の重点化として降雨
時の連続測定とし、降雨の状況と濁水の発生状況との
関連及び濁水濃度のピークが的確に把握できるよう
に調査しました。 
 なお、これらの河川における濁水の発生源の状況に
ついても把握するように努めました。また、美謝川に
おいても降雨時における流量調査について、1地点を
追加しました。 
また、降雨量については、久志、カヌチャリゾート

及び埋立土砂発生区域に調査地点を計3地点追加しま
した。 

(3) 水の濁りの調査手法については、降雨時の海域に
おける土砂の拡散の状況について、干満等も考慮した
航空写真等による調査を複数回実施すること。 
 また、調査結果については、予測に用いる3次元モ
デル(多層モデル)の現況再現の検証結果と比較し、予
測手法の妥当性を明らかにすること。 

 降雨時の海域における土砂の拡散の状況について
は、航空写真等による調査を実施するとともに、予測
方法の妥当性については、降雨時に実施する浮遊物質
量の状況の調査結果等と比較するなどにより妥当性
を検討しました。 

(4) 水の濁りに係る降雨時の調査期間等については、
小雨時のみの調査となることがないよう、発生する濁
水濃度が最大になると考えられる降雨時を含めて適
切に設定すること。 

 水の濁りに係る降雨時の調査は、発生する濁水濃度
を踏まえ適切に設定し、実施しました。 

(5) 美謝川の切替え工事により、美謝川の濁水及び赤
土等の堆積の状況に変化が生じると考えられること
から、その状況について予測・評価すること。 
 また、美謝川の切替え後においては、河口の位置の
変化による海域への濁水の拡散及び赤土等の堆積の
状況に影響を与えると考えられることから、切替え工
事後の新たな河口域における浮遊物質量(SS)及び底
質中懸濁物質含量(SPSS)の状況について予測・評価す
ること。 

 美謝川の切替え工事による、美謝川の濁水及び赤土
等の堆積の状況の変化について、予測・評価しました。
 なお、美謝川の新たな河口域となる代替施設付近の
海域においては、水質・底質調査地点を複数地点設定
し、これらのデータに基づき河川切替え後の新たな河
口域における浮遊物質量(SS)及び底質中懸濁物質含
量(SPSS)の状況について予測・評価しました。 

(6) 水の濁りの予測・評価に当たっては、作業ヤード、
海上ヤード及び浚渫区域の存在を考慮すること。 

 水の濁りは、予測対象時点における地形条件により
数値シミュレーションを行い、予測・評価しました。

(7) 予測に当たって用いる流況モデルについては、予
測モデルの領域の設定、数値モデルの人工境界条件、
格子間隔、現況再現性等を十分に検討すること。 

 予測に当たって用いる流況モデルは、3次元モデル
(多層モデル)を用い、予測モデルの領域の設定、数値
モデルの人工境界条件、格子間隔等を十分に検討しま
した。 

(8) 水の濁りについては、進入灯、燃料桟橋等の工種
ごとの工事の範囲を明らかにするとともに、発生する
掘削土砂の処理方法について明らかにした上で予測
し、環境保全措置としての発生する濁水の処理方法
(赤土等流出防止対策)を具体的に検討し評価するこ
と。 
 また、工事用仮設道路、美謝川の切替え、飛行場及
びその施設の設置のための造成等、陸域における新た
な改変に伴う水の濁りについても同様に、これらの工
事の内容、赤土等流出防止対策施設の濁水最終処理対
策装置からの排水地点及び潮流の状況等を考慮して、
適切に予測・評価すること。また、赤土等流出防止対
策施設の配置については、予測において検討した対策
の内容も併せ、具体的に示すこと。 
 なお、赤土等流出防止対策の検討に当たって対象と
する降雨強度等については、これまでの観測結果だけ
ではなく、近年の降雨強度等の状況についても考慮す
ること。 

 海域の工事に伴う水の濁りについては、工種毎の工
事の範囲、工法を明らかにして予測し、環境保全措置
としての濁水の処理方法(赤土等流出防止対策)を具
体的に検討して評価しました。 
 工事用仮設道路、美謝川切替え、飛行場施設の設置
のための造成等の施工や、陸域における新たな改変に
伴う水の濁りについても、工事の内容、赤土等流出防
止対策施設の濁水最終処理装置からの排水地点及び
潮流の状況を考慮して、適切に予測及び評価を行いま
した。 
 なお、赤土等流出防止対策の検討に当たって対象と
する降雨強度等については、これまでの観測結果だけ
でなく、近年の降雨強度等の状況についても考慮しま
した。 
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(9) 国又は地方公共団体の環境保全施策との整合性
に係る評価に際しては、沖縄県赤土等流出防止条例で
定める濁水の排出基準値に満足せず、実行可能な範囲
内で可能な限り低減しているかどうかの観点から評
価すること。 
 また、環境影響の回避・低減に係る評価に際しての
環境保全対策の複数案については、濁水最終処理対策
装置の種類(自然沈殿方式やろ過沈殿方式、機械処理
方式、浸透方式)、濁水最終処理対策装置において凝
集剤を使用する場合の凝集剤の種類等について比較
検討すること。 

 水の濁りに係る環境保全措置の検討にあたっては、
沖縄県赤土等流出防止条例で定める濁水の排出基準
値に満足するだけでなく、事業者の実行可能な範囲内
で可能な限り低減しているかどうかの観点から評価
しました。 
 また、濁水最終処理対策装置の種類(自然沈殿方式
やろ過沈殿方式、機械処理方式、浸透方式)、濁水最
終処理対策装置において凝集剤を使用する場合の凝
集剤の種類等について複数案を比較検討しました。

(10) 台風等の非常災害は環境影響評価の対象となる
ものではないが、工期が5年と長いことから、事業者
として最善の努力を尽くすため、台風等の異常時にお
いても、濁水の濃度を可能な限り低減させる対策を検
討すること。 

 台風等の異常時においても、濁水の濃度を可能な限
り低減させる対策を検討しました。 

17 水象について 
(1) 進入灯及び燃料桟橋の橋脚近辺においては、渦流
が発生し、底質の洗掘やそれに伴う周辺の藻場等への
影響が生じるおそれがあることから、進入灯及び燃料
桟橋近辺において調査地点を追加し、その状況につい
て予測・評価すること。 

 
 流れの状況の調査地点は、西側進入灯周辺において
辺野古漁港前面に1地点、航路の両側に各1地点の計3
地点、東側進入灯周辺において埋立地の東岸付近に1
地点、北東角に1地点の計2地点、燃料桟橋近辺におい
て埋立て地の北西角に1地点を設定し、これらのデー
タに基づき進入灯及び燃料桟橋の橋脚近辺における
流れの変化を予測・評価することとしていましたが、
西側の進入灯設置予定位置、燃料桟橋の予定位置及び
排水による影響を予測するため計4地点追加しまし
た。 

(2) 美謝川の切替えによって河川水の海域への流入
位置が変わることにより、新たな河口域では潮流の変
化が考えられることから、調査地点として新たな美謝
川河口域を追加し、その状況について予測・評価する
こと。 

 美謝川の新たな河口域となる代替施設付近の海域
においては、水質・底質調査地点を複数地点設定し、
これらのデータに基づき河川切替えによる潮流の変
化を予測・評価することとしていましたが、切替え後
の美謝川の河口域を踏まえ、1地点追加しました。 
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知事の意見 事業者の見解 

18 地形及び地質について 
(1) 地形及び地質の概況に係る調査の手法を、文献そ
の他の資料調査としているが、地形及び地質は、動植
物の生息・生育の基盤環境として重要な項目であるこ
とから、現地調査を実施すること。その際は、海域だ
けではなく、陸域における地形及び地質の状況につい
ても調査すること。また、地形及び地質の調査地域に
ついては、動植物の調査地域と整合を図ること。 

 
 地形及び地質の調査地域については、方法書に示し
ていますとおり、動植物の調査地域と整合を図りまし
た。 

(2) 重要な地形及び地質について 
ア キャンプ・シュワブ前面の海岸線をはじめ、辺野
古周辺一帯の海岸域には、海岸段丘、波蝕棚、海蝕崖
等の重要な地形が分布しており、背後陸域においても
重要な地形が分布している可能性がある。 
 以上のことから、現地調査においては、当該事業実
施区域及びその周辺の海域や陸域における重要な地
形及び地質の状況を詳細に把握すること。 

 
 名護市豊原から安部にいたる海岸線を踏査し、詳細
に把握しました。 

イ 重要な地質としての地層の不整合面は海底にも
存在するため、文献その他の資料調査の情報を整理・
解析した結果を考慮し、当該事業実施区域及びその周
辺海域の海底における不整合面についての調査を検
討すること。 

 本事業においては、海底面の地下の改変がないこと
から、海底における不整合面の調査については実施し
ていません。 

(3) 地形及び地質の概況並びに重要な地形及び地質
の分布、状態及び特性に係る陸域からの土砂供給量調
査については、海触崖の後退量を計測するとしている
が、海触崖の後退量は1年間の調査期間では十分把握
できないものであることから、台風や季節風などによ
る波食棚などの海岸地形の変化も捉えられるよう調
査時期・調査期間を設定すること。 

 海岸域の汀線測量について、台風期を含め季節毎計
5回行い、海触崖の後退量の把握について検討しまし
た。 
 

(4) 重要な地形及び地質への影響の予測手法を事例
の引用又は解析によるとしているが、当該対象事業の
実施による成立メカニズムへの影響に伴う地形及び
地質の変化の程度についても適切に把握し予測でき
る方法を選定すること。 

 重要な地形及び地質については成立メカニズムへ
の検討を行い、本事業がビーチロック等に影響を及ぼ
すおそれがあるかないか等に着目して、適正に予測・
評価を行いました。 

(5) 大浦湾内の底質(粒度組成)の変化については、美
謝川切替え工事及び切替え後の存在に伴う環境への
影響が適切に予測・評価できる水準が確保できるよう
大浦湾中央部も含めて調査地点を追加すること。 

 大浦湾には湾中央部の調査地点を含めて30地点の
底質調査地点を設定し、これらのデータにより美謝川
切替えに伴う大浦湾の底質への影響を予測・評価する
こととしていましたが、大浦湾中央部にさらに10地点
を追加しました。 

(6) 事業実施区域周辺の嘉陽から底仁屋にかけては
古第三紀の嘉陽層の大規模な褶曲が見られるほか、安
部崎から安部オール島・ギミ崎は沖縄島を胴切りする
断層に支配されてできた岬と島であり、断層に支配さ
れた直線的な谷として美謝川もある。このように断層
の影響により成立した特異な構造地形に対し代替施
設等の設置による影響について予測・評価すること。

 断層の影響により成立した特異な構造地形につい
ては、代替施設等の設置による影響について予測・評
価しました。 
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【自然環境関係】  

知事の意見 事業者の見解 

19 動植物及び生態系に係る手法の全般的事項につい
て 
(1) 環境影響の程度を定量的に把握するための予測
の手法を選定するに当たり、新規の手法を用いる場合
やその他の環境影響の予測に関する知見が十分に蓄
積されていない場合にあっては、当該手法による予測
の不確実性の程度及び不確実性に係る環境影響の程
度を明らかにすること。 

 
 
 環境影響の程度を定量的に把握するための予測の
手法を選定するに当たっては、新規の手法を用いる場
合やその他の環境影響の予測に関する知見が十分に
蓄積されていない場合にあっては、当該手法による予
測の不確実性の程度及び不確実性に係る環境影響の
程度を明らかにすることとして適正に行いました。

(2) 動植物に係る調査の手法のうち調査時期、期間、
地域、地点及びラインについては、今後、当該事業の
内容が具体的に決定されることに応じて、動植物の生
息・生育の状況等が的確に把握できるよう設定すると
ともに、その設定根拠、調査実施年月日等を示すこと。

動植物の調査時期、期間、地域、地点、ライン等に
ついては、動植物の生息・生育の状況等が、的確に把
握できるよう設定しました。また、その設定根拠、調
査実施年月日について、調査結果とともに準備書に記
載しました。 

(3) 当該事業実施区域の面する辺野古周辺一帯の陸
域生物は、海陸風や季節風などの風環境の影響が強い
環境下で生息・生育していることが考えられるところ
であるが、辺野古崎北側海岸域と南側海岸域とでは海
陸風の風向・風速・微気象の状況が異なることが考え
られることから、将来起こり得る環境影響に対する保
全措置の検討に資する基礎資料として、調査地点を設
定し、現段階で詳細に把握すること。 

 陸域の調査範囲は、安部オール島から宜野座村前原
に至る沿岸域において、事業実施に伴い直接的な改変
を受ける沿岸部では、内陸部の辺野古ダムの湛水面上
流側までを重点調査範囲と設定し、より密に調査を実
施しました。また、大浦川についても河口部から両岸
の尾根までを調査し、現況環境については詳細に把握
しました。 
 なお、風向・風速については、名護市安部、辺野古
集落内、辺野古漁港、大浦、長島、キャンプ・シュワ
ブ内、及び宜野座村前原集落内の7地点としていまし
たが、埋立土砂発生区域の改変に伴う辺野古ダム付近
の植生環境等への影響を予測するため、埋立土砂発生
区域付近に1地点追加して調査を行いました。 

(4) 動植物及び生態系に係る予測において、当該事業
の実施による影響や動植物の分布状況等を踏まえて
予測の対象とする種を選定する場合には、専門家等の
意見を聴取すること。 

 当該事業の実施による影響及び動植物の分布状況
等を踏まえて予測の対象とする種を選定する場合に
は、専門家等の意見を聴取し、適切な種を選定しまし
た。 

(5) 陸域動植物に係る調査の手法について、例えば、
ラインセンサス法の踏査ラインやトラップ法の罠区、
植物相調査の調査ラインなど具体的な調査の内容が
示されていないが、調査の手法は、調査の対象とする
動植物種の生態や生息・生育環境の状況、手法の特性
等を考慮し、陸域動物及び陸域植物に係る予測・評価
において必要とされる水準が確保される内容とする
こと。また、その具体的な内容について、明らかにす
ること。 

 陸域動植物に係る調査の手法についての、ラインセ
ンサス法の踏査ラインやトラップ法の罠区、植物相調
査の調査ラインなど具体的な調査の内容については、
調査の対象とする動植物種の生態や生息・生育環境の
状況、手法の特性等を考慮し、陸域動物及び陸域植物
に係る予測・評価において必要とされる水準が確保さ
れる内容とし、その具体的な内容については準備書に
記載しました。 

(6) 動植物の現地調査については、種の見落としがな
いよう詳細に調査し、調査結果の解析に当たっては、
「種」のレベルまで同定すること。また、新種や日本
新産種等も確認されることが考えられることから、同
定が困難な個体が確認された場合には、専門家等に同
定を依頼するなど十分な解析をすること。また、貴重
種等については、写真や調査のために採取した標本等
で保存するとともに、調査によって得られた情報を正
確に整理すること。 

 動植物の現地調査については、種の見落としがない
よう詳細に調査を行い、生物の同定に当たっては、可
能な限り「種」のレベルまで同定するよう努めました。
 また、同定が困難な個体については、専門家等に同
定を依頼するなど、十分な精度を保つように努めまし
た。 
 なお、同定に使用した重要な種等については、標本
等で保存するとともに、調査によって得られた情報を
適切に整理するよう努めました。 

(7) 現地調査により、新種若しくは新分類群・新産分
類群、分布域が当該事業実施区域若しくはその周辺域
に限られる種若しくは個体群、又は個体数が減少しつ
つあると考えられ、当該事業の実施によりその存続が
危惧される種若しくは個体群が確認された場合など、
学術上又は希少性の観点から重要な種又は個体群が
確認された場合には、専門家等の意見を聴取し、適切
な環境影響評価を実施すること。 

 学術上又は希少性の観点から重要な種又は個体群
が確認されており、適切な環境影響評価を実施しまし
た。 
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(8) 騒音が動物に与える影響については未知のこと
が多く、動物種、音源の種類等によってもその影響は
異なると考えられる。また、回転翼機の音は航空機の
音より音圧が小さくても行動反応が大きい傾向があ
るとの研究事例もあることから、供用時の回転翼機か
ら発生する騒音に対する影響については、等価騒音レ
ベル及び単発騒音暴露レベルの大きさ、持続時間、頻
度による予測・評価を行うこと。さらに、調査結果の
解析等により、繁殖期、非繁殖期における影響につい
て、詳細に予測・評価すること。 

 供用後のヘリコプターから発生する騒音に対する
影響については、動物の音に対する行動反応及び生理
的反応についての研究事例の整理を行い、影響の検討
を行いました。また、繁殖期の繁殖状況や非繁殖期の
生息状況に影響が生じないか、個体数や確認された繁
殖場所の位置について、データ表や地点図を示した上
で影響の検討を行いました。 

(9) 代替施設の工事中及び供用時における夜間照明
による動植物及び生態系に与える影響について、重要
な種の確認地点や主要な生息・生育場所等の位置と照
度分布のオーバーレイ図を示し、照明施設の設置事例
等も参考にするなど多くの知見を収集した上で、より
詳細に予測・評価すること。 

 代替施設の工事中及び供用時における夜間照明に
よる動植物及び生態系に与える影響については、重要
な種の確認地点や主要な生息・生育場所等の位置や照
明施設の設置位置も参考にして、参考になる知見を収
集した上で予測・評価しました。 

(10) 調査の手法については、必要に応じ地域の環境
情報を有する自然保護団体等による調査結果等につ
いても参考にするとともに、これら団体からヒアリン
グ等を行うことについても検討すること。 

 調査の手法については、自然保護団体等による調査
結果等も参考にし、適正な手法で調査を行いました。

20 海域生物及び海域生態系に係る全般的事項につい
て 
(1) 海域生物及び海域生態系に係る調査手法につい
ては、現地調査の海域生物、特にサンゴ類、海藻草類、
干潟生物、底生生物の調査を重点化すること。その際
は、改変区域及び改変区域と同程度の水深で一定の広
がりをもつ場所における調査測線をより密(100m程
度)に設定すること。また、調査地点・スポット調査
地点についても改変区域周辺に追加すること。 

 
 海域生物、特にサンゴ類、海藻草類、底生動物調査
については、改変区域において重点化しました。サン
ゴ類、海藻草類の調査測線については、概ね100m程度
の間隔を目安に、辺野古崎周辺31測線、大浦湾奥6測
線、嘉陽地区8測線、海上ヤード付近6測線、計51測線
を追加しました。底生動物調査では調査地点を9地点
追加しました。干潟調査については十分かつ詳細に把
握できる測線及びスポット地点数と考えます。 

(2) サンゴ類や海藻草類の被度の把握に当たっては、
調査員の主観や調査経験の違い等による誤差につい
ても考慮し、その対策を明らかにすること。 

 調査は、海生生物の観察に豊富な経験をもつ調査員
を配置しました。また、複数の調査員による相互確認
を実施することで観察値の誤差を少なくするよう配
慮しました。 

21 海域生物について 
(1) 植物プランクトン調査においては、クロロフィル
量についても調査すること。 

 
 クロロフィル量は、「水の汚れ」の状況の水質調査
の中で調査しました。 

(2) 大浦湾には、南方系の魚卵・稚仔魚が同湾にトラ
ップされ、それが大浦川に加入するという特殊性があ
る。 
 よって、魚卵・稚仔魚調査については、大浦湾の特
殊性を把握するために、同湾及びその周辺海域におけ
る魚卵・稚仔魚の季節ごとの種構成の傾向について調
査すること。 
 なお、魚卵・稚仔魚の種構成や量については、昼夜
の変化についても調査すること。 

 大浦湾及びその周辺海域における魚卵・稚仔魚の調
査については、年間の季節的な変動等を考慮した、春、
夏、秋、冬の4季に調査を行い、季節毎の種構成の傾
向について調査しました。 
 なお、海域生物の調査地点として、水質・底質の調
査地点に合わせ7地点を追加し、昼夜の変化について
は、海水の流動を考慮した深み(澪筋)と、大浦川等の
河川の河口に近い地点を含む8地点において夜間の調
査を追加しました。 

(3) 底生動物について 
ア 底生動物の調査については、サンゴ礁、海草藻
場・海藻藻場等の生物群集や、海底基質の違いごとに
詳細に調査すること。 

 
 底生動物の調査地点では、底質の状況についても別
途調査を実施しました。また、海域生態系に係るイン
ベントリー調査において、サンゴ礁、海草類藻場、海
藻類藻場等の分布状況や海底基質の相違に配慮して
計220地点を配置し、底生動物の生息状況を把握しま
した。 

イ スミスマッキンタイヤ型採泥器は、海底基質の違
いによっては定量採取ができない場合が考えられる
ことから調査手法を再検討すること。 

 スミスマッキンタイヤ型採泥器による採取が困難
な底質性状の場合には、潜水士が同じ採泥面積の手動
型採泥器を用いて採取しました。 

ウ 底生動物の調査については、メガロベントスも対
象とすること。 

 メガロベントスについては、インベントリー調査、
サンゴ類調査時に生息する種を把握しました。 

(4) 海域生態系の構造・機能をより正確に把握するた
めに、ウミガメ類、海生哺乳類及び魚食性の大型魚類
についても調査すること。 

 魚類調査、インベントリー調査に加えて、ジュゴン
調査の際に、ウミガメ類、海生哺乳類及び魚食性の大
型魚類についても調査しました。 
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(5) ウミガメ類について 
ア 代替施設周辺における、これまでのウミガメ類の
上陸及び産卵確認の状況についてヒアリング調査す
ること。 

 
 ウミガメ類の上陸・産卵に係る文献その他の資料及
び現地調査に加え、ヒアリングによる調査も含めウミ
ガメ類の上陸及び産卵確認の状況について調査しま
した。 

イ ウミガメ類の採餌・産卵に適した場所の環境条件
を調査するとともに、そのような場所が代替施設周辺
にどの程度存在するのかについて調査すること。 

 ウミガメ類の産卵に係る文献その他の資料による
情報をもとに、ウミガメ類の採餌・産卵に適した場所
の環境条件を調査するとともに、そのような場所が代
替施設周辺にどの程度存在するのかについて調査し
ました。 

ウ 代替施設の工事中における進入灯や燃料桟橋の
設置工事、供用時における航空機騒音、低周波音、夜
間照明による影響についても予測・評価すること。

 代替施設の工事中における進入灯や燃料桟橋の設
置工事、供用時における航空機騒音、低周波音、夜間
照明による影響についても予測・評価しました。 

22 サンゴ類について 
(1) サンゴ類に係る調査すべき情報として、次の事項
を追加させること。 
ア ソフトコーラルを含むサンゴ類の生息状況 

イ サンゴ類の病気及び藻類の付着状況 

ウ サンゴ類の撹乱状況 

 
 サンゴ類については、ソフトコーラルを含むサンゴ
類の生息状況を調査するとともに、腫瘍等の病気の状
況、オニヒトデ等による食害や白化現象等による攪乱
状況について調査しました。 

(2) スポット調査については、5m方形区内のサンゴ類
生息状況をスケッチし、その中に1m方形区5ヶ所程度
を設定し群体数等を調査するとのことであるが、より
詳細に調査するため、5m方形区全体において群体数等
の調査を実施すること。 

 スポット調査については、5m方形区内のサンゴ類生
息状況のスケッチの結果より、5m方形区全体における
群体数等の把握に努めました。 

(3) サンゴ類の生息分布状況の調査期間は、白化現
象、オニヒトデ等の発生は調査しなければ確認できる
ものではないと考えられ、また、近年、本県の周辺海
域において白化やオニヒトデの異常発生などの事象
が頻繁に起きていることから、それらの状況を把握し
環境影響評価に反映するために、四季の調査を行うこ
と。 

 白化現象やオニヒトデ等の発生を調査するため、調
査海域を代表する測線及び地点において、4季調査を
行いました。 

(4) 幼群体加入状況の調査時期及び調査期間につい
ては、補足的な調査とはせず重点化すること。当該調
査については、サンゴの種ごとの産卵時期の違いを踏
まえ設定すること。また、連結式サンゴ着床具のメン
テナンス、付着したサンゴ類の取り扱いについて明ら
かにすること。 

 幼群体加入状況調査については、サンゴ類を重点化
する目的から、ライン調査及びスポット調査による生
息状況調査に追加する調査として設定しました。ま
た、調査時期及び調査期間については、サンゴの種ご
とに産卵時期の違いを踏まえ設定しました。 
 なお、連結式サンゴ着床具のメンテナンス及び付着
したサンゴ類の取扱いについても準備書に記載しま
した。 

(5) 注目すべきサンゴ群生の生息状況及び生育環境
の状況については、サンゴ類の無性生殖にも着目した
調査とすること。 

 サンゴ類の調査については、無性生殖にも着目した
調査を実施しました。 

(6) 辺野古沿岸海域は、現在、白化現象等の事象によ
り被度が低下しているものの、潜在的には良好なサン
ゴ生息域と考えられる海域である。よって、健全な頃
のサンゴ類の生息状態についても文献等調査を実施
し、その調査結果を用いた予測・評価を行うことを検
討すること。 

 文献その他の資料及び現地調査による情報を基に、
健全な頃のサンゴ類の生息状態についても調査し、サ
ンゴ類の生息する海域への影響予測を行い、適正に評
価を行いました。 

(7) 大浦湾は、泥質の海底においてユビエダハマサン
ゴの巨大群落が発達しているという特徴を持つが、こ
のような環境が大浦湾においてどの程度分布してい
るのか調査すること。 

 大浦湾の泥底の海底におけるユビエダハマサンゴ
の巨大群落については、注目すべきサンゴ群生として
調査を実施しました。また、同様に規模の大きいサン
ゴ群生についても調査しました。 
 なお、大浦湾奥周辺におけるスイショウガイに付着
したキクメイシモドキが生息する環境の分布につい
ても調査しました。 

(8) 工事中の予測対象時期等を工事による水の濁り
等の発生量が最大となる時期としているが、土砂の堆
積による影響についても予測し、そのための適切な予
測対象時期等を設定すること。 

 工事中のサンゴ類の予測・評価にあたっては、土砂
の堆積による影響も考慮して、適切な予測対象時期等
を設定しました。 
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(9) サンゴ類に係る環境影響評価においては、代替施
設設置による潮流の変化に伴い、台風による海底に堆
積した懸濁物質の沖合への拡散効果及びサンゴ類の
白化の原因の一つである海水温上昇の低減効果の変
化についても考慮すること。 

 流れの変化の予測結果をもとに、台風による海底に
堆積した懸濁物質の沖合への拡散効果及び海水温上
昇の低減効果の変化についても検討しました。 

23 海藻草類について 
(1) 辺野古沿岸域一帯を採餌場としているジュゴン
の個体や個体群が、事業の実施により当該沿岸域を回
避して周辺の海草藻場を代替的餌場として利用する
可能性がある。特に嘉陽海域の藻場については、環境
省によるこれまでの「ジュゴンと藻場の広域的調査」
において、定期的にジュゴンが利用している可能性が
示唆されていることから、嘉陽海域の調査については
調査測線・調査地点を追加すること。 

 
 嘉陽海域は、当該事業実施区域でなく、直接的な改
変箇所ではありませんが、環境省によるこれまでの
「ジュゴンと藻場の広域的調査」等も踏まえて、餌場
として利用している可能性があるため調査測線を設
定し、調査しました。 
 なお、嘉陽海域におけるサンゴ類の調査測線数を追
加したことにより、当該海域に植生する海藻草類につ
いても、より密な調査を行いました。 

(2) 主要な海草藻場、海藻群落の分布に係る調査手法
については、マンタ法による調査も実施し、分布状況
をより詳細に把握すること。 

 サンゴ類のマンタ調査の実施時に、海藻草類の状況
についても観察・記録しました。 

(3) 調査地点について、「スポット調査は海藻草類の
生育状況に応じて一部はサンゴ類調査と別の調査地
点とする」としているが、海草、海藻、サンゴ類のそ
れぞれの生息・生育環境の違いも考慮し、適切な調査
地点を設定すること。 

 マンタ調査により現況を把握し、適切な調査地点を
設定しました。 

(4) 海藻草類の調査期間については、海藻草類の季節
的な消長・生育状況及び藻場を構成する海草が希少種
であることも考慮に入れて重点化し、四季の調査を行
うこと。 
 また、藻場は台風の襲来等により分布域が変動する
が、台風の規模や襲来数が毎年異なることにより藻場
の分布域の経年変動があることから、海藻草類の経年
変動の調査手法については文献及びその他参考資料
調査のみではなく、複数年の現地調査を実施し、経年
変動についても十分に把握すること。 

 海藻草類の調査期間については、4 季の調査を行い
ました。 
今回の調査期間中においては台風の襲来が無かっ

たことから、比較的安定し、かつ広範囲に広がった分
布状態が把握できたと考えています。 
よって、過年度に行った調査の結果や、過去の資

料・文献等を参考に、可能な限り経年変動についての
把握に努めました。 

(5) 底質状況や水質の変化等により海藻草類の生育
環境が変化するおそれが考えられることから、これら
の影響による海藻草類の分布域の変化についても環
境影響評価を実施すること。 

 底質状況の変化、水質の変化等により海藻草類の生
育環境が変化するおそれが考えられることから、これ
らの影響による海藻草類の分布域の変化についても
環境影響評価を実施しました。 

(6) 代替施設の供用時における夜間照明による海藻
草類への影響について、環境影響評価を実施するこ
と。 

 夜間照明による海藻草類への影響に関する知見を
収集し、検討しました。 

(7) 方法書の第3章「対象事業が実施されるべき区域
及びその周囲の概況」における海藻草類の調査結果の
整理・解析は、被度25%以下の分布域が示されていな
いが、藻場の機能の重要性や、藻場を構成する海草が
希少種であること、当該地域の藻場がジュゴンの摂餌
場となっていることを考慮すると、より詳細に藻場の
分布状況を把握する必要があることから、海草藻場、
海藻群落の現地調査結果は、被度25%以下の分布域も
含めて整理・解析すること。 

 海草藻場、海藻群落の現地調査結果は、被度25％以
下の分布域も含めて整理・解析しました。 

(8) ホンダワラ類等で構成される海藻藻場も、海草藻
場と同様に生産力が高く、稚仔魚にとっての餌が豊富
であるばかりでなく、隠れ場も提供するため、藻場以
外に生育する魚介類にとっても重要な繁殖場所とな
っているなど海域生態系にとって重要な場であるこ
とから、方法書で示している「海藻群落」に係る調査、
予測及び評価については、大型の海藻群落として或い
はいくつかの群落で形成される「藻場」としての観点
からも行うこと。 

 「海藻群落」に係る調査、予測及び評価については、
大型の海藻群落として或いはいくつかの群落で形成
される「藻場」としての観点からも行いました。 
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24 ジュゴンについて 
(1) 沖縄島周辺海域に生息するジュゴンについては、
これまで科学的調査などがほとんど行われておらず、
その生活史、分布、個体数などに関する知見が非常に
乏しい現状であることから、これらに関する知見を事
業者として可能な限り把握するため、生活史等に関す
る調査を複数年実施すること。 

 
今回の調査の結果では、沖縄島沿岸に分布する最小

個体数としては 3頭と推定されました。 
本事業の対象水域において常在している個体は1頭

と推定され、当該個体を対象に生活史全体を把握する
ことは事実上困難であると考えられます。 
生息環境要因として餌料となる海草類の分布状況

や他の水域の個体の行動特性も把握しており、これら
の結果を現況として、既往の調査結果や文献等資料を
勘案することによって可能な限り生活史の把握に努
めました。 

(2) 生息状況に係る調査について 
ア ジュゴンの生息状況に係る調査手法としての航
空機等を用いた調査は、騒音によってジュゴンが回避
行動を起こし生息状況を正確に把握できないおそれ
も考えられることから、飛行高度に配慮するなど調査
そのものの実施に伴うジュゴンへの影響が小さい手
法を十分検討し慎重に調査すること。 

 
 環境省の調査手法及び専門家の助言も踏まえ慎重
に検討して実施しました。 

イ ジュゴンの生息状況に係る航空機等による目視
確認及び写真撮影による調査は、本県におけるジュゴ
ンの餌場と沖合の往き来が夕方や明け方にも行われ
ていると考えられていることや、潮の干満によっても
移動時間帯を変えている可能性があることを考慮し、
適切な調査期間・時間帯を設定すること。 

 航空機等による目視確認及び写真撮影による調査
は、適切な調査期間・時間帯を設定しました。 

ウ 当該事業の実施による直接的な影響が及ぶ当該
事業実施区域及びその周辺海域におけるジュゴンの
生息状況については、より詳細に把握する必要がある
ことから、海草藻場の利用状況の調査範囲における生
息状況の調査については、重点化として、その調査頻
度(調査日数)を増加すること。 

 海草藻場の利用状況の調査範囲における生息状況
の調査については、重点化として、その調査頻度(調
査日数)を毎月2回(1日/1回)追加し、追加・修正資料
(修正版)に記載しました。 

エ ジュゴンの生息状況に係る調査においては、本県
におけるジュゴンの遺伝学的特性、目撃情報、漁獲状
況等の歴史的動向についても把握すること。 

 ジュゴンの生息状況に係る調査においては、文献等
により、沖縄県におけるジュゴンの遺伝学的特性、目
撃情報、漁獲状況等の歴史的動向についても可能な限
り把握するよう努めました。 

オ 生息状況に係る調査と併せ、当該沿岸域周辺の魚
網の設置状況や漁業活動の内容等についても調査す
ること。 

 生息状況に係る調査と併せ、当該沿岸域周辺の魚網
の設置状況や漁業活動の内容等についても、文献等に
よる調査を行いました。 

(3) 海草藻場の利用状況に係る調査について 
ア 辺野古沿岸域一帯を採餌場としているジュゴン
の個体や個体群が、事業の実施により当該沿岸域を回
避して周辺の海草藻場を代替的餌場として利用する
可能性がある。特に嘉陽海域の藻場については、環境
省によるこれまでの「ジュゴンと藻場の広域的調査」
において、定期的にジュゴンが利用している可能性が
示唆されていることから、嘉陽海域の調査については
重点化すること。 

 
 嘉陽海域は、当該事業実施区域でなく、直接的な改
変箇所ではありませんが、環境省によるこれまでの
「ジュゴンと藻場の広域的調査」も参考にし、専門家
の助言も踏まえ、来遊を確認するための機器を設置す
るなど、嘉陽海域の調査については重点化しました。

イ ジュゴンの来遊を確認するための機器の内容、当
該機器の種類別設置地点・設置数、メンテナンス等の
方法について、具体的に明らかにすること。 

 ジュゴンの来遊を確認するために設置する機器の
メンテナンス等については、台風の襲来による避難等
を含め、専門家等の指導、助言及び調査の実施状況を
踏まえ、準備書に記載しました。 

ウ 海草藻場への来遊状況については、ジュゴンの来
遊を確認するための機器による調査を毎月一定の期
間行うとしているが、本県におけるジュゴンの餌場へ
の往来は夕方や明け方に行われていると考えられて
いることや、潮の干満によっても移動時間帯を変えて
いる可能性があることを考慮し、適切な調査期間・時
間帯を設定すること。 

 海草藻場への来遊状況については、潮の干満等を踏
まえ、適切に時間帯を設定しました。 
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エ ジュゴンの来遊を確認するための機器が設置さ
れることなどにより、ジュゴンが回避行動を起こし利
用状況を正確に把握できないおそれも考えられるこ
とから、調査そのものの実施に伴うジュゴンへの影響
が小さい手法を十分検討し慎重に調査すること。 

 来遊を確認するための機器は、専門家の助言も踏ま
え設置間隔を確保し、ジュゴンの行動を阻害しないよ
う慎重に調査しました。 

オ 来遊状況に係る調査においては、ジュゴンの餌場
への来遊の仕方や、ジュゴンが好んで利用すると考え
られるアクセス経路の地形、水質、潮流、生息・生育
する生物種等の環境条件の特徴についても把握する
こと。 

 ジュゴンの来遊状況に係る調査においては、アクセ
ス経路の地形、水質、潮流、生息・生育する生物種等
の環境条件の特徴についても把握して行いました。

カ 深場における海草類調査については、曳航式水中
ビデオでは海底の泥等を巻き上げる場合は十分な調
査結果が得られないことが想定されることから、潜水
調査による目視調査についても併せて実施させるこ
と。 

 深場における海藻草類の潜水調査は、安全上困難で
あるため、水中ビデオシステムを用いて行うことと
し、調査にあたっては、海底の泥等の影響が生じない
ような機器、方法を採用しました。 

(4) 夜間照明、騒音等に対する反応に係る調査につい
て 
ア 騒音に対する反応の調査においては、ジュゴンの
可聴域に関する情報についても収集するとともに、予
測に当たって必要となる沖合の海域での音環境の状
況についても調査すること。その際は、ジュゴンが海
面上に頭部を出して呼吸することから、海中だけでな
く海面上における音環境の状況についても調査する
こと。 
 また、調査期間等については、水中音の伝搬に影響
すると考えられる潮流や潮の干満等も考慮し、適切な
時期・期間を設定すること。 

 
 
 ジュゴンの騒音及び低周波音に対する反応につい
ては、ジュゴンの可聴域に関する情報についても可能
な限り収集しました。 
 また、予測に当たって必要となる沖合の海域におけ
る、海上及び海中の音環境の状況について調査を行い
ました。 

イ 夜間照明に対する反応の調査においては、照度と
ともにジュゴンにとって最も感度がよい光の波長に
関する情報についても収集し、予測の際に供用時にお
いて使用が予定される照明の照度及び種類を考慮す
ること。 

 文献その他の資料調査により、光の波長に関する情
報についても収集に努め、その結果を踏まえて適正に
予測を行いました。その際、供用時において使用が予
定される照明の照度及び種類を考慮しました。 

ウ 調査地域内における港湾施設の位置や船舶の往
来等の状況についても現地調査を実施すること。 

 調査地域内における港湾施設の位置や船舶の往来
等の状況についても現地調査を実施しました。 

(5) 予測・評価について 
ア 本県におけるジュゴンは、個体数が極めて限られ
ていると推測されていることから、当該事業の実施に
よるジュゴンへの影響については、ジュゴンに係る各
種の調査結果と当該事業実施区域及びその周辺海域
以外における海草藻場の分布状況等の調査結果、既存
文献の調査結果等を合わせて解析することにより、辺
野古沿岸域に生息するジュゴンの個体あるいは個体
群にとって、辺野古沿岸域の海域及び同海域に分布し
ている藻場が果たしている、摂餌場、休息の場あるい
は育児の場といった同種にとっての機能や価値につ
いて明らかにした上で、次のとおり予測・評価するこ
と。 
(ｱ)当該海域及び海草藻場の利用・来遊状況の変化 
(ｲ) 生息環境としての機能や価値の変化等及びそれ
に伴う辺野古沿岸域の個体又は個体群の維持への影
響 
(ｳ) 辺野古沿岸海域の個体又は個体群の維持への影
響の程度による本県全体のジュゴンの個体群の維持
への影響 

 
 文献調査、現地調査及び専門家等の助言も得て適切
に予測・評価しました。 

イ 騒音によるジュゴンへの影響の予測に当たって
は、ジュゴンの可聴域を考慮するとともに、騒音発生
源が、進入灯工事の掘削や船舶のスクリュー音等のよ
うに海中にある場合と、陸上施設等の建設作業騒音や
航空機騒音等のように海上にある場合とで、海中にお
ける音の伝搬が異なることも考慮すること。 

騒音等によるジュゴンへの影響については、ジュゴ
ンの可聴域を考慮するとともに、騒音発生源が、船舶
のスクリュー音等のように海中にある場合と、陸上施
設等の建設作業騒音や航空機騒音等のように海上に
ある場合とで、海中における音の伝搬が異なることも
考慮し、予測を行い、準備書に記載しました。 
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ウ ジュゴンの低周波音及び夜間照明による影響に
ついて、予測・評価すること。 

 ジュゴンの低周波音及び夜間照明による影響につ
いては、文献等の収集及び専門家の助言も踏まえて予
測・評価しました。 

エ 供用時においては燃料桟橋が使用されることか
ら、当該事業実施区域及びその周辺海域において航行
船舶数が増加することに伴うジュゴンと船舶との衝
突や当該海域の回避などの生息環境への影響につい
ても予測・評価すること。 

 航行船舶数が増加することに伴うジュゴンと船舶
との衝突や当該海域の回避などの生息環境への影響
についても予測・評価しました。 

オ 当該事業の実施によるジュゴンへの影響につい
ては、当該事業実施区域の周辺海域における刺し網や
漁網等の漁業の状況を考慮して、ジュゴンの混獲の発
生に係る影響についても予測・評価すること。 

 当該事業の実施によるジュゴンへの影響について
は、当該事業実施区域の周辺海域における刺し網や漁
網等の漁業の状況を考慮して、ジュゴンの混獲の発生
に係る影響についても予測・評価しました。 

25 陸域動物について 
(1) 調査手法について 
ア 代替施設、工事用仮設道路及び美謝川切替えの工
事区域及びその周辺域における陸域動物の調査につ
いては、ラインの追加等、調査の手法を重点化するこ
と。 
イ 鳥類について 
(ｱ) 渡り鳥の飛来の時期にも着目して調査すること。
(ｲ) 代替施設に近接する平島・長島及び御向島の周辺
海域はアジサシ類やミサゴ等の魚食性鳥類の餌場と
なっていることが考えられることから、アジサシ類や
ミサゴ等の採餌行動の調査を行うこと。  
(ｳ) 鳥類の定点調査の時間を干潮・満潮時の各30分に
限定しているが、十分な調査時間を設定すること。
ウ 陸産貝類等の調査対象としていない動植物分類
群についても、レッドデータブック掲載種等、重要と
考えられる種が確認される可能性があることから、当
該分類群についても調査を実施すること。 

 
 
 代替施設建設予定地、埋立土砂発生区域、工事用仮
設道路及び美謝川切替えの工事区域及びその周辺域
における陸域動物の調査については、ラインの追加
等、調査の手法を重点化しました。 
(ｱ) 渡り鳥の飛来の時期にも着目して調査しました。
(ｲ) 長島、平島等の岩礁では、注目種の生態の把握の
観点からアジサシ類やミサゴ等を調査し、その際には
アジサシ類やミサゴ等の採餌行動の調査も行いまし
た。  
(ｳ) 鳥類の定点調査は干潮・満潮時の各30分間を基本
としていますが、個体数が多くて30分間では全数記録
ができない場合等には必要に応じ調査時間を延長し
ました。 
 陸産貝類等の調査対象としていない動植物分類群
についても、レッドデータブック掲載種等、重要と考
えられる種の当該分類群についても調査を実施しま
した。 

(2) 予測・評価について 
ア 陸域動物への影響の予測の基本的な手法を、「重
要な種及び注目すべき生息地の分布への影響の程度、
生息環境の改変の程度を踏まえた事例の引用」として
いるが、当該事業の実施による生息状況への影響とし
て、次に挙げる環境影響に伴う陸域動物への影響につ
いても予測・評価すること。 
(ｱ) 工事中の大気質への影響や騒音・振動による影響
(ｲ) 工事中の水の濁り・水の汚れへの影響 

(ｳ) 供用時の大気質への影響や航空機騒音・低周波音
による影響 
(ｴ) 供用時の水の汚れによる影響 
(ｵ) 工事中及び供用時の夜間照明による影響 

(ｶ) 工事中及び供用時の陸域動物の基盤環境である
地形・地質や植生等への影響 

 
 当該事業の実施による生息状況への影響として、環
境影響に伴う陸域動物への影響についても予測・評価
しました。 
(ｱ) 工事中の大気質への影響や騒音による影響 
(ｲ) 工事中の水の濁りによる影響 
(ｳ) 供用時の大気質への影響や航空機騒音による影響
(ｴ) 供用時の水の汚れによる影響 
(ｵ) 工事中及び供用時の夜間照明による影響 
(ｶ) 工事中及び供用時の陸域動物の基盤環境である地
形・地質や植生等への影響 
 なお、振動及び低周波音については、事例収集に努
めましたが、以下の理由から予測・評価は行っていま
せん。 

・工事中の振動については、人体にはほとんど感じ
ない微震程度以下であると予測されたこと及び
微震動に対する動物の感受性に対する知見がな
い。 

・低周波音については、公表された論文や技術資料
が無く、評価基準がない。 

イ 当該事業の実施による鳥類への影響については、
アジサシ類やミサゴ等の繁殖活動等への影響につい
ても、予測・評価すること。 

 当該事業の実施による鳥類への影響については、ア
ジサシ類やミサゴ等の繁殖活動への影響や、埋立てに
よって海域の一部が消滅すること等による生息環境
への影響についても、予測・評価しました。 

ウ 代替施設付近において鳥類が飛来することなど
が考えられることから、供用時におけるバードストラ
イクの影響についても予測・評価すること。また、そ
のために必要な、鳥類の飛翔経路、飛行高度、個体数
等についても調査すること。 

 飛行場施設のためバードストライクによる影響は
考慮しており、そのために必要な、鳥類の飛翔経路、
飛行高度、個体数等についても調査しました。 
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26 陸域植物について 
(1) 陸域にも作業ヤードを設置するとした場合の当
該工事等により新たな改変を行う場合にあっては、当
該工事区域及びその周辺域における陸域植物の調査
については、調査の手法を重点化し、現存植生図につ
いては、縮尺が5千分の1以上の細密植生図を作成する
こと。また、群落の位置や大きさ、消失状況、海浜地
形の変化に伴って変化すると考えられる海岸植生の
状況等から特に重要と考えられる地域については、千
分の1や5百分の1の縮尺とすること。 

 
 縮尺は1:10,000を基本としました。さらに、直接改
変区域周辺の重要と考えられる地域については
1:1,000で作成しました。 
 

(2) 陸域植物の調査範囲については、事業による影響
が大きいと考えられる地域については重点調査範囲
とし、より密に調査を実施すること。 

 陸域の調査範囲は、安部オール島から宜野座村前原
に至る沿岸域において、事業実施に伴い直接的な改変
を受ける沿岸部では、内陸部の辺野古ダムの湛水面上
流側までを重点調査範囲と設定し、調査を実施しまし
た。また、大浦川についても河口部から両岸の尾根ま
でを調査し、現況環境については詳細に把握しまし
た。 

(3) 陸域植物への影響の予測の基本的な手法を、「重
要な種及び群落の分布への影響の程度、生育環境の改
変の程度を踏まえた事例の引用」としているが、当該
事業の実施による生育状況への影響として、次の環境
影響に伴う陸域植物への影響についても予測・評価す
ること。 
ア 工事中及び供用時の大気質への影響 
イ 工事中の水の濁り・水の汚れへの影響(河川域に
おけ 
る陸域植物に限る。) 
ウ 工事中及び供用時の夜間照明による影響 
エ 工事中及び供用時の風環境や微気象への影響 

 陸域植物への影響を予測する際には、以下の環境影
響に伴う陸域植物への影響についても予測・評価しま
した。 
ア 工事中及び供用時の大気質への影響 
イ 工事中の水の濁りへの影響(河川域における陸域
植物に限る。) 
ウ 工事中及び供用時の夜間照明による影響 
エ 供用時(埋立地の存在を含む)による風環境や微
気象への影響 

27 生態系に係る全般的事項について 
(1) 生態系とは、生物と非生物環境とが一体となった
システムであり、「生態系の概況」を知るということ
は、生息・生育している種の動態(環境変動との関係
を重視)、種間・種内関係、食物連鎖機構、物質循環
過程、人間による攪乱の影響等を総合的に把握するこ
とをいう。イギリスの森林生態系では50年に及ぶ研究
でその動態の概要が明らかになってきており、オース
トラリアのグレートバリアリーフでは30年の期間を
要した研究が発表されるなど、様々な撹乱のパターン
がようやく整理されてきている。このように、生態系
の全てを調査し理解するためには多くの時間と労力
を必要とし、現在の科学的知見だけではまだ十分に把
握できないことも多く、数年間のしかも各季節ごとの
調査を実施する程度では解明可能な調査対象ではな
いことを理解することが大切である。また、生態系の
動態には、地球環境変動、台風のような一時的な攪乱
などが影響を及ぼすが、これらの影響は年によっても
異なることから、事業の実施に関連してどのような影
響が短期的、長期的にでるのかをこれらの自然現象と
も関連させて検討する必要がある。 
 以上のことを踏まえた上で、生態系に係る調査、予
測及び評価の手法については、可能な限り客観的なデ
ータに基づく科学的・定量的な予測を行うとともに、
適切な環境保全措置及び不確実性を考慮した適切な
事後調査の方針を検討すること。 

 
 生態系に係る調査、予測及び評価の手法について
は、可能な限り客観的なデータに基づく科学的・定量
的な予測を行うとともに、適切な環境保全措置及び不
確実性を考慮した適切な事後調査の方針を検討しま
した。 

(2) 調査の基本的な手法については、調査すべき情報
ごとにその手法を具体的に記載すること。 

 調査の基本的な手法については、調査すべき情報ご
とにその手法を具体的に準備書に記載しました。 
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(3) 生態系に係る調査結果の整理・解析に当たって
は、ハビタット(生息・生育空間)区分を基本とした、
陸域生態系と海域生態系を合わせた生態系の全体像
を現す総括図面を作成すること。 

 ハビタット(生息・生育空間)区分を基本とした、陸
域生態系と海域生態系を合わせた生態系の全体像を
現す総括図面を作成しました。 

(4) 生態系への影響の調査、予測及び評価に当たって
は、次の事項についても考慮すること。 
ア 当該事業の実施に伴う微気象の変化 
イ 生態系に関わる漁業等の環境利用等に応じた環
境保全の方向性 
ウ 海域生態系と陸域生態系との関係 

予測及び評価に当たっては、次の事項についても考
慮しました。 
ア 当該事業の実施に伴う微気象の変化 
イ 生態系に関わる漁業等の環境利用等に応じた環
境保全の方向性 
ウ 海域生態系と陸域生態系との関係 

28 海域生態系について 
(1) 調査すべき情報としている「海域生物その他の自
然環境に係る概況」は、その具体的内容が不明である
が、生態系の概況として次の情報について調査するこ
と。 
ア 調査海域の地形及び海底基質の物理的・化学的環
境条件の状況 

 
 生態系の概況については、以下の事項に留意して調
査を行いました。 
ア 調査海域の地形及び海底基質の物理的・化学的環
境条件の状況 
イ 海域生態系を構成する大きな要素として選定し
ている海浜生態系、干潟生態系、藻場生態系、サンゴ
礁生態系のそれぞれの構造及びそれらの生態系が関
連することによって構成される海域生態系の構造。特
に、礁縁部から島棚に到る斜面は生物の多様な生息・
生育空間を提供することから、水深に着目して整理し
た構造。 
(ｱ)個々の生態系の類型区分とその分布 
(ｲ)個々の生態系の類型区分ごとの動植物の種の構成
(ｳ)個々の生態系における主要な食物連鎖、栄養段階
(ｴ)個々の生態系における主要な食物連鎖、栄養段階
がそれぞれ関連する海域生態系としての食物連鎖、栄
養段階 
ウ 生態系の機能 
エ 生態系の自然的人為的影響による時間的変化 

イ 海域生態系を構成する大きな要素として選定し
ている海浜生態系、干潟生態系、藻場生態系、サンゴ
礁生態系のそれぞれの構造及びそれらの生態系が関
連することによって構成される海域生態系の構造。特
に、礁縁部から島棚に到る斜面は生物の多様な生息・
生育空間を提供することから、水深に着目して整理し
た構造 
(ｱ) 個々の生態系の類型区分とその分布 
(ｲ) 個々の生態系の類型区分ごとの動植物の種の構
成 
(ｳ) 個々の生態系における主要な食物連鎖、栄養段階
(ｴ) 個々の生態系における主要な食物連鎖、栄養段階
がそれぞれ関連する海域生態系としての食物連鎖、栄
養段階 

 なお、海域生態系の食物連鎖、栄養段階に係る調査
結果の整理・解析に当たっては、海域生態系が、浮魚
生態系(植物プランクトン→動物プランクトン→小型
魚類→大型魚類と連鎖する生態系)と底魚生態系(底
質中の有機物→底生生物→小型の甲殻類・魚類→大型
魚類と連鎖する生態系)に大きく分けられること、及
び、特に沖合においては、腐食連鎖よりも生食連鎖の
割合が大きく、基質の状態等に大きく規定されるとい
った海域生態系の特徴を考慮すること。 
ウ 生態系の機能 
エ 生態系の自然的人為的影響による時間的変化 
(2) 上位性、典型性及び特殊性の観点から、地域を特
徴づける生態系の指標となるものとして選定してい
る注目種及び群集については、調査の手法を重点化す
ること。 
 また、干潟生態系、藻場生態系、サンゴ礁生態系に
係る上位性、典型性及び特殊性の観点からの注目種及
び群集を選定すること。その際は、本県が亜熱帯域で
あること及び島しょによるぜい弱な生態系であるこ
と、また、海域生態系が大きく浮魚生態系と底魚生態
系に分けられること、並びに沖合において生食連鎖の
割合が大きいという海域生態系の特徴を考慮すると
ともに、専門家等の意見を聴取すること。 
 なお、干潟生態系における注目種及び群集の一つと
して、特殊性の観点からトカゲハゼを選定すること。

 上位性、典型性及び特殊性の観点から注目種及び群
集と想定される魚類、サンゴ類、海藻草類、ジュゴン
について、重点化して調査した情報等から、専門家等
の意見を聴取し、適切な注目種及び群集を選定しまし
た。 
 また、トカゲハゼについても、干潟生態系における
注目種及び群集のひとつとして選定しました。 
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(3) 海域生態系への影響については、注目種の分布状
況や生息・生育環境、主要な生物及び生物群集間の相
互関係等に及ぼす改変の程度を踏まえた、類似の事例
や既存の知見等による予測のみではなく、沖縄県環境
影響評価技術指針に示す、「環境要素の変化による生
態系への影響」、「注目種及び群集により指標される
生態系への影響」及び「生態系の構造・機能への影響」
について予測・評価すること。  

 海域生態系への影響については、注目種の分布状況
や生息・生育環境、主要な生物及び生物群集間の相互
関係等に及ぼす改変の程度を踏まえた、類似の事例や
既存の知見等も踏まえ、沖縄県環境影響評価技術指針
に示す、「環境要素の変化による生態系への影響」、
「注目種及び群集により指標される生態系への影響」
及び「生態系の構造・機能への影響」について予測・
評価しました。 

(4) 大浦湾は、干潟・砂浜等の海浜地形や泥質・岩礁
等の海底基質などがコンパクトにまとまった特徴的
な湾であると同時に、南方系の魚卵・稚仔魚がトラッ
プされ、それが大浦川に加入するという特殊性もあ
る。また、浚渫区域やその周辺の泥質海底においてユ
ビエダハマサンゴの巨大群落が確認されており、自然
保護団体等の調査ではキクメイシモドキとスイショ
ウガイの共生が再確認されていることなどから、同湾
は周辺海域とは異なった特徴的な海域生態系が存在
しているものと考えられる。 
 よって、大浦湾における海域生態系について詳細に
調査し、当該事業の実施による環境影響について予
測・評価すること。 

 大浦湾における海域生態系について詳細に調査し、
当該事業の実施による環境影響について予測・評価し
ました。 

(5) 代替施設への燃料輸送に際しては、タンカー等の
バラスト水に動植物プランクトンが含まれる場合、外
来種の貝や魚、海藻類が持ち込まれ大浦湾の海域生態
系に影響が生じるおそれがある。 
 よって、バラスト水により大浦湾の海域生態系に影
響を与えるおそれがないかどうかについて類似事例
等から検討し、必要に応じ、生態系に係る環境影響評
価において考慮すること。 

 タンカー等船舶については、本施設での海水取水と
なることから、バラスト水の排水はありません。 

29 陸域生態系について 
(1) 上位性、典型性及び特殊性の観点から、地域を特
徴づける生態系の指標となるものとして選定してい
る注目種及び群集については、調査の手法を重点化す
ること。 
 また、当該注目種及び群集の選定については、方法
書において選定されている種及び群集が、本県が亜熱
帯域であること及び島しょによるぜい弱な生態系で
あることが考慮された適切なものであるかどうか、専
門家等の意見を聴取すること。 

 
 地域を特徴づける生態系の指標となるものとして
選定している注目種及び群集については、専門家等の
意見を聴取して、調査の手法の重点化を行いました。

(2) 陸域生態系への影響については、上位性、典型性
及び特殊性の観点から注目される動植物の種又は生
物群集の生息・生育環境の改変の程度を推定し、類似
の事例や既存の知見等による予測のみではなく、沖縄
県環境影響評価技術指針に示す、「基盤環境と生物群
集との関係による生態系への影響」、「注目種及び群
集により指標される生態系への影響」及び「生態系の
構造・機能への影響」について予測・評価すること。

 陸域生態系への影響については、上位性、典型性及
び特殊性の観点から注目される動植物の種又は生物
群集の生息・生育環境の改変の程度や類似の事例や既
存の知見等も踏まえ、基盤環境に対する影響、地域を
特徴づける生態系の注目種、及び生態系の構造・機能
への影響として整理し予測・評価しました。 

(3) 工事中における資機材等の搬入、供用時における
航空機及び船舶の運航により、外来種が侵入して生態
系に影響を与えるおそれがないかどうかについて類
似事例等から検討し、必要に応じ、生態系に係る環境
影響評価において考慮すること。 

 供用時において、航空機及び船舶の運航により外来
種が侵入したことが発覚した場合には、米軍の責任に
おいて外来生物が既存生態系に侵入するまでに早期
駆除等の処理がなされることを強く要請していくこ
ととしていますので、環境影響の予測・評価を行うも
のではないと考えています。 
また、工事中における資機材等の搬入により、外来

種が侵入して生態系に影響を与えるおそれがないか
どうかについては、調達先が決定した段階で類似事例
等から検討することとしていますので、予測・評価は
行っていません。 
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30 景観について 
(1) 眺望景観について 
ア 調査すべき情報として、主要な眺望点の状況と併
せて、主要な視点場の状況(分布状況、名称、位置、
眺望特性、利用状況等)を調査すること。また、眺望
景観に係る調査地域・調査地点及び予測地域・予測地
点については、可視不可視領域の解析をした上で、次
のとおり設定すること。 

 
 
 主要な視点場の状況(分布状況、名称、位置、眺望
特性、利用状況等)については、主要な眺望点の状況
と併せて調査しました。 
 なお、眺望景観に係る調査地域・調査地点及び予測
地域・予測地点については、可視不可視領域を解析し
た上で設定しました。 

(ｱ) 主要な眺望点については、当該事業実施区域北側
の陸域に存在するリゾート施設やキャンプ・シュワブ
内、地域住民にとって重要な場であり観光客も利用す
る平島、名護市東海岸の海域において人と自然との触
れ合い活動の場として潜在的に高い価値を有すると
考えられる沿岸域における海上にも設定すること。
 また、ダイビングやグラスボートによるサンゴ礁の
観賞等の状況及び海中における景観資源の状況を考
慮して、必要に応じ、海中においても調査地点及び予
測地点を設定し、海中景観への影響について予測・評
価すること。 

 主要な眺望点については、沿岸域や海上にも設定し
ました。 
 また、ダイビングやグラスボートによるサンゴ礁の
観賞等の状況及び海中における景観資源の状況を考
慮し、現地調査を行い、必要に応じて海中景観への影
響についても検討を行いました。 

(ｲ) 主要な視点場については、地域住民により頻繁に
利用されている場、不特定多数の人々が利用する場、
レジャー等で利用されている場、名護市東海岸の海域
において人と自然との触れ合い活動の場として潜在
的に高い価値を有すると考えられる沿岸域における
海上にも設定すること。 

 先に述べた状況調査の結果、予測・評価地点として
設定しました。 

イ 眺望景観への影響については、完成予想図やフォ
トモンタージュ法その他の視覚的な表現方法により
予測するとしているが、当該事業は、豊かな自然環境
により形成される雄大で豊かな景観を有する地域に
おいて代替施設を設置するものであることから、予測
手法について重点化し、計量心理学的手法等により定
量的に予測すること。 

 フォトモンタージュ法その他の視覚的な表現方法
により予測した他、計量心理学的手法を用い可能な限
り予測しました。 

ウ 眺望景観への影響の予測・評価においては、工事
中における赤土等の水の濁り及び堆積による景観資
源としての海域及び海浜の地形変化も考慮すること。

 景観資源としての海域及び海浜への影響の予測・評
価については、工事中の赤土等による水の濁り及び堆
積による地形変化も考慮しました。 

エ 眺望景観の固有価値・普遍価値の変化の程度につ
いては、代替施設の存在に伴う眺望の状態の変化によ
る価値の変化の程度だけでなく、多数の回転翼機が日
常的に場周経路を飛行することに伴う眺望の状態の
変化による価値の変化の程度についても予測・評価す
ること。 
 また、固有価値・普遍価値の変化の程度を予測する
ためのヒアリング等の調査においては、米軍の回転翼
機であることによる心理的圧迫や不安等に起因する
価値の変化に関する認識についても定量的に把握す
ること。 

 眺望景観の固有価値・普遍価値の変化の程度につい
ては、多数の回転翼機が日常的に場周経路を飛行する
ことに伴う眺望の状態の変化による価値の変化の程
度についても予測・評価しました。 
 また、予測するためのヒアリング等の調査において
は、米軍の回転翼機であることによる心理的圧迫や不
安等に起因する価値の変化に関する認識について、定
量的に把握しました。 

オ 主要な眺望景観の状況については、アンケート調
査も実施すること。 

 アンケート調査を実施しました。 

(2) 囲繞景観について 
ア 囲繞景観に係る調査及び予測の手法については、
眺望景観と同様に、重点化として次の事項を追加する
とともに、計量心理学的手法等により定量的に予測す
ること。 
(ｱ) 空中写真で捉えられる程度の空間スケールから
十数平方メートル程度の狭い空間スケールにおける
景観を考慮し、予測地域の範囲を設定すること。 

 
 調査地域の範囲及び予測地域の範囲については、空
間スケールにおける景観を考慮して設定し、計量心理
学的手法を用い可能な限り定量的に予測を行いまし
た。 
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(ｲ) 景観区の区分については、沿岸域だけではなく、
陸域と海域とが連続した広い範囲における野生生物
のハビタット等(地形・地質、水系の状況、植生の状
況、サンゴ礁・藻場の分布状況等)を把握し、詳細に
区分すること。また、それぞれの景観区の景観構造及
び機能的側面について解析すること。 

 景観区の区分については、広範囲における野生生物
のハビタット等を把握して詳細に区分し、それぞれの
景観区の景観構造及び機能的側面について解析しま
した。 

(ｳ) 囲繞景観への影響の予測に当たっては、景観を構
成する動植物や生態系等への影響と、それらに対する
人為的影響を考慮すること。 

 景観を構成する動植物や生態系等への影響及びそ
れに対する人為的影響について考慮し、予測・評価し
ました。 

イ 囲繞景観の固有価値・普遍価値の変化の程度につ
いては、代替施設の存在に伴う景観要素の状態の変化
による価値の変化の程度だけでなく、多数の回転翼機
が日常的に場周経路を飛行することに伴う景観要素
の状態の変化による価値の変化の程度についても予
測・評価すること。 
 また、固有価値・普遍価値の変化の程度を予測する
ためのヒアリング等の調査においては、米軍の回転翼
機であることによる心理的圧迫や不安等に起因する
価値の変化に関する認識についても定量的に把握す
ること。 

 囲繞景観の固有価値・普遍価値の変化の程度につい
ては、多数の回転翼機が日常的に場周経路を飛行する
ことに伴う景観要素の状態の変化による価値の変化
の程度についても予測・評価しました。 
 また、予測するためのヒアリング等の調査において
は、米軍の回転翼機であることによる心理的圧迫や不
安等に起因する価値の変化に関する認識について、定
量的に把握しました。 

(3) 眺望景観及び囲繞景観への影響について、航空機
の運航時及び飛行場の施設の供用時における予測対
象時期を明らかにすること。 

 予測対象時期については、当該事業の内容が具体的
に決定されることに応じて、航空機の運航時及び飛行
場の施設の供用時において、景観に係る影響を的確に
把握できる時期を設定しました。 

31 人と自然との触れ合い活動の場について 
(1) 現地調査においては、名護市及び宜野座村の東側
沿岸域で行われるレクリエーション活動や日常的な
海産物の採取、釣り、エコツーリズム等の幅広い人と
自然との触れ合い活動を把握するとともに、適切に把
握できる調査時期及び期間を設定すること。また、浜
下り等の伝統的な行事、祭礼等についてはそれらの行
われる時期に留意するとともに、“イザリ”のように
夜間の触れ合い活動が考えられることや、海産物によ
って採取時期・場所等が異なること等を考慮するこ
と。 

 
 調査については、触れ合い活動等も考慮し、必要な
情報を適切かつ効果的に把握できる期間、時期及び時
間帯としました。 

(2) 人と自然との触れ合い活動の場の価値や認識の
状態の変化についても把握した上で、予測・評価の際
に考慮すること。 

 人と自然との触れ合い活動の場の価値や認識の状
態の変化についても把握した上で、予測・評価の際に
考慮しました。 

(3) 工事中における人と自然との触れ合い活動の場
への影響の予測・評価においては、名護市東側沿岸域
での船釣り、パラセーリング、マリンレジャー等への
影響についても考慮すること。また、陸域における工
事関係車両の増加や海域の立入制限等による影響に
ついても考慮すること。 

 工事中における人と自然との触れ合い活動の場へ
の影響の予測・評価においては、当該事業実施区域周
辺での船釣りやマリンレジャー等の状況により、資材
運搬船舶等の工事に関係する作業船の運航による影
響についても考慮し、また、陸域における工事関係車
両の増加や立入制限等による影響についても考慮し
ました。 

(4) 供用時における人と自然との触れ合い活動の場
への影響については、代替施設の設置による新たな制
限水域及び制限空域の設定に伴う人と自然との触れ
合い活動の場の消失及び入域制限によるアクセス阻
害等の影響についても環境影響評価を実施すること。
その際は、米軍の訓練や米軍回転翼機の飛行等による
人と自然との触れ合い活動の場への影響も含めるこ
と。 
 また、米軍関係車両による交通量の増加等の影響も
考慮すること。 

 現状については調査することとしており、予測・評
価については、適切に行いました。また、米側からの
所要の資料の収集も行い、その結果を踏まえて予測・
評価しました。 

(5) 主要な人と自然との触れ合い活動の場の利用実
態及び価値の把握については、アンケート調査も実施
すること。 

 アンケート調査を実施しました。 
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【歴史的・文化的環境】  
知事の意見 事業者の見解 

32 文化財等について 
(1) 歴史的・文化的環境については、当該事業実施区
域及びその周辺で確認された御嶽、拝所等その他文化
財に準ずるものについて、その位置、範囲、概要、価
値、歴史的背景、利用状況等について調査を行うこと。

 
 歴史的・文化的環境については、当該事業実施区域
及びその周辺で確認された御嶽、拝所等その他文化財
に準ずるものについて、その位置、範囲、概要、利用
状況等について調査を行いました。 

(2) キャンプ・シュワブ内の美謝川一帯や湿地周辺に
は、かつては水田が存在していたとの名護市の調査結
果もあることから、水田跡をその他文化財に準ずるも
のとして取り扱い、必要な調査を実施すること。 

 キャンプ・シュワブ内には、既知の包蔵地が存在し
ていることから、今後、関係機関と調整し、適切に対
応していきたいと考えています。 

(3) キャンプ・シュワブ内の文化財等は、基地内に存
在することによりこれまで十分な調査がなされてい
なかったことや、埋蔵文化財の上に米軍施設が建設さ
れたこと等から、その位置、範囲、概要及び価値は表
面調査からは正確に知ることはできないことが想定
される。 
 よって、調査に当たっては、名護市教育委員会及び
県教育委員会と十分に協議・調整し、当該機関等から
の助言又は指導等により慎重に現地調査を実施し、予
測・評価に反映すること。 

 現地調査に当たっては、県や名護市教育委員会等関
係機関と調整を行った後に行い、予測・評価に適切に
反映しました。 

(4) 予測の基本的な手法を文化財等の分布状況と直
接改変区域及び資機材搬入ルート等のオーバーレイ
によるとしているが、改変の深さの程度についても明
らかにし、埋蔵文化財等への影響について、より詳細
に予測・評価すること。 

 当該事業の内容が具体的に決定されることに応じ
て、埋蔵文化財等への影響について適切に予測・評価
しました。 
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【環境への負荷関係】  

知事の意見 事業者の見解 

33 廃棄物等について 
(1) 廃棄物の処理は、その種類に応じた適切な処理を
しなければならず、また、産業廃棄物処理業者は、そ
れぞれが有する処理施設の種類によって処理できる
廃棄物の種類を限定して許可を受けている。そのた
め、当該事業に伴って発生する各種の廃棄物を適正に
処理できるものであるかを予測・評価するためには、
産業廃棄物処理業者の状況及び県内における廃棄物
の処理状況(米軍が排出する廃棄物を含む)について
も把握する必要があると考えるため、これらの事項を
調査すべき情報に追加すること。 

 
 関係する地方公共団体や処理業者へのヒアリング
調査を実施しました。 

(2) 対象事業の目的として設置される工作物の撤去
又は廃棄が予定されている場合は、その内容について
明らかにし、環境影響評価を実施すること。 

 工作物の撤去又は廃棄が予定されているものにつ
いては、その内容を明らかにし、適正に予測・評価し
ました。 

(3) 調査地域及び予測地域について 
ア 文献その他の資料調査における廃棄物処理施設
の状況の調査地域を「廃棄物の影響が及ぶ可能性のあ
る地域」としているが、「廃棄物の影響」について説
明するとともに、具体的な地域を明らかにすること。

 
 「廃棄物の影響」とは、廃棄物が発生することを意
味しています。 
 廃棄物には、普通の生活ごみや産業廃棄物等があ
り、それぞれ処理できる施設が異なることから、処理
施設の状況調査を実施した上で、予想される地域を明
らかにしました。 

イ 本県においては、産業廃棄物管理型最終処分場の
残余容量がひっ迫した状況にあり、また、廃棄物の種
類によっては処理できる業者が県内に存在しない場
合があるため、県外に搬出して処理している廃棄物も
ある。こうした状況を考慮して、調査地域及び予測地
域を県外にも設定すること。 

 廃棄物の処理施設の状況を把握し、また、当該事業
の内容が具体的に決定されることに応じて発生する
廃棄物を想定し、適切に予測・評価しました。 

(4) 廃棄物等の発生による影響については、廃棄物処
理施設の状況は年々変化していることから、利用する
予定の再資源化施設や最終処分場等の廃棄物処理施
設の処理能力、受入可能性、処理実績、残余年数等に
ついて、関係する地方公共団体や処理業者へのヒアリ
ング調査により把握した上で、一般廃棄物・産業廃棄
物の種類別にその発生量、減量化量、再生利用量及び
最終処分量を定量的に予測・評価すること。また、工
事中の再生利用量については、工事現場内利用量につ
いても明らかにすること。 

 可能な限り再生利用を図るとともに、廃棄物処理施
設の現状を把握し、適切に予測・評価しました。 

(5) 予測の基本的な手法の一つとして「施設の供用に
伴うゴミ等の発生並びに処分の状況の把握」とある
が、航空機の整備等に伴って発生する廃棄物について
も含まれているか明らかにすること。 

 航空機の整備等に伴って発生する廃棄物について
は、資料の収集に努め、出来る限り明らかにしました。

(6) 関係する地方公共団体及び組合が策定する廃棄
物処理計画との整合性の観点からも評価すること。

 可能な限り再生利用を図るとともに、廃棄物処理施
設の現状を把握し、適切に予測・評価しました。 
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【その他】  

知事の意見 事業者の見解 

34 環境保全措置について 
(1) 環境保全措置の検討については、環境影響の回
避・低減措置の検討経緯を示すとともに、代償措置に
あっては、回避・低減が困難である理由を具体的に示
すこと。なお、環境保全措置の検討に当たっては、そ
の実行可能性、効果、リスク等について十分に検討す
ること。 

 
 環境保全措置の検討については、環境影響の回避・
低減措置の検討経緯を示すとともに、代償措置にあっ
ては、回避・低減が困難である理由を準備書に具体的
に示しました。 
 また、環境保全措置の検討に当たっては、その実行
可能性、効果、リスク等についても十分に検討しまし
た。 

(2) 監視体制について 
ア 当該事業の実施において、事故等により周辺の自
然環境又は生活環境に影響が生じることが予想され
る場合若しくは発生した場合の監視体制を整備し、こ
れを明らかにすること。 なお、監視体制については、
県への速やかな報告等も含めること。 

  
当該事業の実施において、事故等により周辺の自然

環境又は生活環境に影響が生じることが予想される
場合若しくは発生した場合の監視体制を整備すると
ともに、沖縄県等への速やかな報告等の体制も含め、
準備書に記載しました。 

イ 今後検討されるジュゴンをはじめとする希少種
に対する環境保全措置については、工事中及び供用時
において、ジュゴン等の希少種が確認され対処が必要
な場合における対処方法や連絡体制等の対応策を明
らかにすること。 

 今後検討されるジュゴンをはじめとする希少種に
対する環境保全措置については、調査におけるジュゴ
ン等の希少種の確認状況を踏まえ、必要となる対処方
法や連絡体制等の対応策を準備書に記載しました。

35 準備書の作成について 
(1)  環境影響評価制度は、地方公共団体や一般の
人々の間に広く分散して保有されている地域の自然
環境状況や住民の環境との触れ合いの状況等の環境
情報を求めることにより、対象事業の実施に際して配
慮がなされるべき個別具体の環境保全上の価値を的
確に把握することに資するために、住民等から意見を
聴取する手続きを規定しているものであることから、
住民等が当該事業の内容を理解し、有益な環境情報を
広く提供できるようにするために、準備書において
は、当該事業の内容を具体的に記載することはもとよ
り、代替施設の移設先の選定段階における複数の移設
候補地の比較検討経緯や、代替施設の工法、建設場所
の選定段階における複数の事業計画案の比較検討経
緯についても、明らかにすること。 

 
 当該事業の内容を具体的に記載すること等、可能な
限り準備書に記載しました。 

(2) 準備書については、環境影響評価の専門的な内容
が一般にも理解できるように工夫して作成すること。

 準備書の作成については工夫しました。 

(3) 準備書への記載事項である調査結果の概要のう
ち希少な動植物の生息・生育に関する情報について
は、公開に当たって種及び場所を特定できないように
することその他の希少な動植物の保護のために必要
な配慮を行わなければならないが、当該情報は、住民
等が準備書について意見を述べるに当たっても重要
な情報であることから、希少種の確認地点ではなく確
認範囲として示すなど、密猟や盗掘等のおそれのない
範囲内で当該情報がある程度確認できる方法を検討
すること。 

 検討を行い適切に対処しました。 

36 公表について 
 環境影響評価の手続きにおける公表においては、幅
広く住民等の意見が聴けるよう、図書の貸し出しや複
写の許可、インターネット上のホームページへの掲載
等、住民等の閲覧の便宜を図ること。 

  
インターネット上のホームページへの掲載等、住民

等の閲覧の便宜を図ります。 
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4.2.2 環境影響評価法に基づく知事意見及び事業者の見解 

本事業に係る環境影響評価方法書に対する環境影響評価法に基づく知事意見は、

37 項目 247 件であり、それに対する事業者の見解は、以下のとおりです。 

 

【総括的事項】  
知事の意見 事業者の見解 

1 項目及び手法等の選定に係る総括的事項 
(1) 事業者においては、昨年12月21日の飛行場及びそ
の施設の設置の事業に対する知事意見及び本意見を
踏まえて、方法書の対象事業の内容、選定した環境影
響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法につい
て取りまとめ、これを公表するとともに、県及び審査
会に報告・協議した上で最終的に決定し、その結果を
調査の着手前に公表すること。 
 また、環境影響評価準備書(以下「準備書」という。)
を作成するまでの間に決定される当該事業の具体的
な内容を考慮して、方法書の知事意見を勘案し住民等
の意見に配意して、環境影響評価の項目並びに調査、
予測及び評価の手法を再検討すること。 

 
知事意見(平.19.12.21付文政第700号及び

平.20.1.21付文政第777号)を踏まえ、その時点におい
て示すことが出来る対象事業の内容、方法書に記載し
た環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手
法について検討を加え、追加・修正資料として取りま
とめたものを文化環境部長宛に報告を行い、ホームペ
ージ上に掲載するとともに、関係自治体等において閲
覧に供しました。 
 さらに、追加・修正資料に対する文化環境部長から
の意見(平.20.3.4付文政第819号)を踏まえ、検討を行
い、修正版を取りまとめ、県知事宛に送付し、ホーム
ページ上に掲載するとともに、関係自治体等において
閲覧に供しました。 

(2) 準備書においては、方法書から追加、修正等した
事業内容等も含めて、前記(1)により検討した結果を
記載すること。 

方法書及び追加・修正資料における記載内容を修
正、整理し直した内容も含め、前記(1)より検討した
結果を準備書に記載しました。 
 

2 事業の内容について 
(1) 作業ヤード、海上ヤード及び埋立土砂発生区域に
ついては、その他関連区域として取り扱っているが、
対象事業実施区域との違いを明確にすること。また、
浚渫区域、工事用仮設道路及び美謝川の切替え区域の
取り扱いについて明らかにすること。(なお、本意見
では、作業ヤード、海上ヤード、浚渫区域、埋立土砂
発生区域、工事用仮設道路及び美謝川の切替え区域を
「関連区域」という。) 

 
 追加・修正資料において対象事業実施区域の位置と
して区域図を記載しており、作業ヤード、海上ヤード
及び埋立土砂発生区域については、公有水面の埋立て
を行うために必要な一連の事業実施区域とし、埋立事
業区域と同様に調査、予測・評価を実施するものです。
 また、浚渫区域、工事用仮設道路及び美謝川の切替
えに係る区域についても同様です。 

(2) 代替施設本体及び作業ヤードの詳細な埋立地の
法線(形状)について示すこと。なお、埋立面積は、海
面上の面積が示されているが、護岸等の下部構造物に
より消失する海底の面積はさらに広がることから、護
岸等の詳細な構造形式(傾斜堤式・ケーソン式護岸等
の構造)、海底における埋立地の底面の改変面積及び
その範囲について記載すること。また、海上ヤードに
ついても同様の考え方に基づき記載すること。 

 代替施設本体及び作業ヤードの詳細な埋立地の形
状等については準備書に記載しました。 
 なお、埋立地における海底面の改変面積及びその範
囲については、護岸構造の検討を行い、準備書に記載
しました。 

(3) 関連区域については、当該事業終了後の取り扱い
について具体的に明らかにすること。 

 作業ヤード等関連区域の事業終了後の取扱いにつ
いては、調査結果を踏まえた予測・評価とともに準備
書に記載しました。 
 

(4) 工事計画の概要について 
ア 代替施設本体及び関連区域の工事については、工
法、工事工程、造成計画(施工区分、造成規模、地盤
高、切土盛土の区分、赤土等流出防止対策(発生源対
策、濁水処理対策))、運土計画(埋立用材及び石材の
購入先、搬入ルートを含む)、重機投入計画、資機材
搬入計画(陸域及び海域の資機材搬入ルートを含む)、
給排水計画、工事関係車両・船舶数、建設機械台数、
緑化計画、廃棄物処理計画その他の工事計画について
も年次・月ごとに具体的に明らかにすること。 

 
 代替施設本体及び関連区域の工事計画(施工計画)
等について、準備書に記載しました。 

イ 代替施設本体、作業ヤード及び海上ヤードの工事
について、地盤改良が行われる場合は、その工法、地
盤改良を行う範囲・深さについて明らかにすること。

 地盤改良の範囲や工法について、準備書に記載しま
した。 
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【総括的事項】  
知事の意見 事業者の見解 

ウ 当該事業の実施に伴い、移設等が必要になる施設
がある場合は、移設等の時期、場所、工事の内容等に
ついて明らかにすること。 

当該事業の実施に伴い移設が必要な施設について、
準備書に記載しました。 
 なお、辺野古漁港等については、当該事業の実施に
より漁港機能を損なわないように、進入灯などの施設
及び工事用仮設道路について計画をしたところです。
 

3 具体的建設場所の位置等の確定について 
(1) 代替施設及び関連区域の具体的な位置の確定に
当たっては、当該事業に係る環境影響評価等に対し述
べた本意見を十分に勘案し、適切に対応すること。

  
方法書において示した位置(以下、「事業計画案」

という。)を基本とし、東側へ100m移動したケース、
南側へ50m移動したケース、南側へ100m移動したケー
ス、西側へ100m移動したケース、西側へ200m移動した
ケース及び名護市試案と呼ばれるケースについて、航
空機騒音、水象(潮流)、サンゴ及び海藻草類等、環境
への影響の低減について比較検討を行い、その結果を
準備書に記載しました。 
なお、検討の結果、現在の事業計画案は、環境へ及

ぼす影響の変化が相対的に小さく具体的な検討対象
とされた３ケース（南側50m移動、100m移動、西側100m
移動）と比較して、消失する海域の面積、海草類藻場
及びホンダワラ類藻場の面積の減少が若干小さい傾
向が認められました。このような検討結果に加え、事
業者としては、施工性等の実行可能性を含め、総合的
に勘案して、現在の事業計画案により、準備書を作成
することとしました。 
 

(2) 関連区域の事業については、自然環境、生活環境
が良好な地域で行われる環境影響が大きく不可逆性
の高い事業であることを考慮し、その位置、規模・面
積、構造、形状等に係る複数案について、その検討経
緯や環境影響評価の比較検討結果を明らかにした上
で、最も環境への影響が回避・低減される案を選定す
ること。 
 なお、作業ヤード、海上ヤード、浚渫区域及び埋立
土砂発生区域に係る複数案の検討の際は、次の案につ
いても検討し、可能な限り環境の新たな改変を回避す
ること。 
ア 大浦湾奥の作業ヤードで製作するとしているRC
ケーソンを、フローティングドックを利用して製作す
る案 
イ 辺野古の作業ヤードで製作するとしている小型
ブロックを、代替施設の埋立地そのものの一部を利用
して製作する案 
ウ RCケーソン及び小型ブロックを、既に改変されて
いる陸域を利用して製作する案 
エ ケーソン仮置きのための海上ヤードを、代替施設
建設予定地内に設置する案 
オ 埋立土砂発生区域の縮小、自然度の低い場所への
変更若しくは廃止する案 

代替施設本体、作業ヤード、海上ヤード、浚渫区域
及び埋立土砂発生区域については、調査の結果等を踏
まえ、現在の事業計画案に基づき、環境への影響を適
切に予測するとともに、変化の傾向を把握するための
案について予測・評価を行うなど、環境の新たな改変
を可能な限り回避・低減させるなど、有効となる環境
保全措置を検討しました。 
また、環境保全措置の検討に当たっては、大浦湾西

岸海域及び辺野古地先水面の作業ヤードについて、フ
ローティングドック、代替施設の埋立地の一部、また
は既に改変されている陸域等を利用してのケーソン
及び護岸用ブロック等の製作並びに埋立土砂発生区
域の縮小等も含め、環境への影響を可能な限り回避・
低減するように検討し、準備書に記載しました。 
大浦湾西岸海域に計画していた作業ヤードについ

ては、環境への影響を考慮し取り止めることとしまし
た。 

(3) 代替施設本体、作業ヤード、海上ヤード及び浚渫
区域の存在に伴う潮流の変化により、水質の悪化や底
質・漂砂の状況の変化及びそれに伴う動植物への影響
が考えられることから、当該事業の実施による環境影
響の予測・評価の過程における、環境保全措置の検討
に当たっては、潮流の変化を低減させる構造及び位
置・形状の検討を行うこと。 

代替施設本体、作業ヤード、海上ヤード及び浚渫区
域の存在位置が潮流の変化を軽減するよう配慮した
位置になっていることについて準備書に記載しまし
た。 
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4 複合的・相乗的な環境影響について 
 当該事業に係る環境影響評価においては、飛行場及
びその施設の設置の事業、公有水面の埋立ての事業、
関連区域における事業並びに当該事業以外の事業活
動その他の地域の環境を変化させる要因によりもた
らされる当該地域の将来の環境の状況(将来の環境の
状況の推定が困難な場合及び現在の環境の状況を勘
案することがより適切な場合にあっては、現在の環境
の状況)を明らかにできるよう整理するとともに、こ
れを勘案して予測を行い、それぞれの環境影響の複合
的・相乗的な影響を考慮すること。 

 
飛行場及びその施設の設置の事業、公有水面の埋立

ての事業、関連区域における事業並びに当該事業以外
の事業活動その他の地域の環境を変化させる要因に
よりもたらされる当該地域の将来の環境の状況を勘
案し、予測・評価を行い、準備書に記載しました。

5 環境影響評価の項目について 
(1) 環境影響評価の項目を選定するに当たっては、当
該事業が関連区域の事業を伴うなど一般的な事業と
異なる特性を持つことを踏まえた上でこれらの影響
要因を勘案し選定しなければならない。 
 よって、次の影響要因について、影響要因の細区分
として方法書の表-4.2.1.1に追加し、より細やかで的
確な環境影響評価を行うこと。 
ア 作業ヤードの設置の工事 
イ 作業ヤードの存在・利用 

ウ 海上ヤードの設置の工事 
エ 海上ヤードの存在・利用 
オ 浚渫の工事 
カ 浚渫区域の存在 
キ 埋立土砂発生区域における土砂採取工事 
ク 土砂採取工事終了後の埋立土砂発生区域の存在
ケ 工事用仮設道路等の設置及び撤去の工事 
コ 美謝川の切替え等の工事 
サ 当該事業の実施に伴い移設等が必要な施設があ
る場合は当該工事 

 
本事業に伴う影響要因について区分を細分化し、影

響を受けるおそれのある環境要素の抽出及び環境影
響評価の項目について検討を行い、追加・修正資料に
記載しました。 
 また、選定した環境影響評価の項目について、工事
施工計画や施設利用計画等に応じ、予測・評価を行い、
準備書に記載しました。 
 
 
 

(2) 方法書における「護岸の工事」及び「埋立ての工
事」に係る項目の環境影響評価においては、工事関係
者の通勤等に用いる車両の走行による影響を含める
こと。 
 また、埋立用材及び石材の海上運搬に係る予測の際
は、航路、運航する船舶の数、ばい煙排出濃度等の排
出諸元及び騒音レベルを明らかにした上で、船舶の運
航による影響も含めること。 

「資材及び機械の運搬に用いる車両の運行」に伴う
道路交通騒音等の予測を行う際の予測条件としての
走行台数には、工事関係者の通勤等に用いる車両も考
慮し、また、資機材運搬船舶については、工事施工計
画等からその種類及び数等を把握し、運搬船舶の運航
による影響について予測・評価を行い、準備書に記載
しました。 

(3) 埋立土砂発生区域における土砂採取に伴う地下
水の水質への影響について、環境影響評価の項目とし
て選定すること。 

 埋立土砂発生区域における土砂採取に伴う地下水
の水質への影響について、環境影響評価の項目として
選定し、追加・修正資料に記載しました。 

(4) 当該事業の工事中における温室効果ガスの排出
量、エネルギー使用量及びそれらの削減の程度につい
て、環境影響評価の項目として選定すること。 

工事中の温室効果ガスについては、工事の施工計画
等を踏まえ、燃料消費からCO2換算することで予測は可
能ですが、具体的に評価することは困難なことから、
環境影響評価の項目としては選定していません。 

(5) 環境影響評価の項目の選定に当たっては、名護市
及び宜野座村における土地利用計画に関する情報等
も含めて、より詳細に地域特性を把握し、その結果か
ら予測において勘案すべき将来の環境状況を推定す
るとともに、把握した地域特性の内容及び推定した将
来の環境の状況について明らかにすること。 

 土地利用計画に関する情報等も含めて、より詳細に
地域特性を把握し、その結果から予測において勘案す
べき将来の環境状況を推定するよう努め、把握した地
域特性の内容及び推定した将来の環境状況について、
出来る限り明らかにし、準備書に記載しました。 

(6) 環境影響評価の項目の選定理由については、細区
分も含む影響要因ごとに記載すること。 

 本事業に伴う影響要因について区分を細分化し、影
響を受けるおそれのある環境要素の抽出、環境影響評
価の項目及び選定理由について検討を行い、追加・修
正資料に記載しました。 
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6 環境影響評価の手法について 
(1) 選定した項目のうち、地域特性及び事業特性を踏
まえて、環境保全上、特に配慮が必要と考えられる重
要な項目については、当該項目に係る調査及び予測の
手法について重点化すること。また、重点化した手法
やその検討結果、重点化手法の選定の過程及び理由に
ついて明らかにすること。 

 
 環境影響評価の項目として選定したもののうち、例
えばジュゴンやサンゴといった、地域特性及び事業特
性を考慮して、環境保全上、特に配慮が必要と考えら
れる重要な項目については、当該項目に係る調査及び
予測の手法について重点化することとし、追加・修正
資料に記載しました。 

(2) 調査地点・予測地点及び調査時期・予測時期につ
いては、地域特性と併せ、資機材運搬車両等の走行経
路、生活環境(家畜等の人の生活に密接な関係のある
財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物及び
その生息・生育環境を含む。)に最も大きな影響が生
じると考えられる地点・時期も考慮して設定するこ
と。 

 調査の地点・時期については、地域を代表する地点、
特に影響を受ける恐れのある地点、特に保全すべき対
象の存在する地点等の観点及び沖縄県環境影響評価
技術指針等を踏まえ、設定しました。 
 予測の地点・時期については、工事施工計画や施設
運用計画等の内容を考慮し、設定しました。 

(3) 埋立土砂発生区域内において、実際に土砂を採取
する位置、面積、改変の深さの程度について明らかに
すること。 

 埋立土砂発生区域について、環境への影響を考慮
し、位置や規模等について検討を行い、準備書に記載
しました。 

(4) 埋立用材及び石材について 
ア 埋立用材は沖縄島周辺の海砂約1,700万m3を用い
るとのことであるが、県内における年間海砂採取量か
らすると著しく大量であることから、県外も含めた調
達先の複数案を検討し、その調達計画(調達先ごとの
調達量、調達時期・期間)について具体的に明らかに
すること。また、埋立用材の量の低減についても検討
すること。 

事業の内容や工事の施工計画、環境影響の予測・評
価については準備書に記載しました。 
また、埋立てに用いる土砂については、現段階におい
て確定しておりませんが、沖縄県内の砂材等の購入の
ほか、県内における砂材の年間採取量や採取場所等を
調査し、また、浚渫土を含む建設残土の受け入れや、
県外からの調達等も含め、今後、工事着手までに具体
的に検討を行うこととしています。 

イ 埋立用材及び石材の必要量が大量であることか
ら、その採取が環境に著しい影響を及ぼさないよう、
十分に対応する必要がある。このため、埋立用材及び
石材の購入先を選定するに当たっては、自ら環境保全
に対する対応を行っている土石等の採取業者から選
定すること。また、土石等の採取の事業が、条例の対
象となる場合は、採取業者に条例に基づく環境影響評
価その他の手続が行われたものであることを確認し
たり、適切に環境保全対策等が実施されているかどう
かの報告を求めたり、埋立用材等の採取場所に貴重な
動植物や地形・地質等が存在する可能性がある場合に
は、それらへの影響を調査することを求めるなどの積
極的な環境保全対策を検討すること。 
 また、海砂や浚渫土を埋立用材として購入する場合
にあっては、砂利等の採取業者において、海砂等の採
取に伴い環境に著しい影響を及ぼさないよう十分に
対応させる必要がある。 
 以上のことから、こうした採取業者選定に当たって
の方針や、購入の際の指導の方針を環境面から検討
し、それらの方針を明らかにすること。 

 埋立用材及び石材については、適法に採取(採掘)さ
れていることを確認し、また、環境保全対策の有無な
ど確認事項を考慮しつつ購入先の選定について検討
することとしています。 

ウ 埋立用材の購入に当たっては、当該事業実施区域
及びその周辺の生態系に影響を及ぼすおそれのある
動植物種の混入がないことを確認すること。 

 埋立用材の調達に当たっては、事業実施区域及びそ
の周辺の生態系に影響を及ぼすおそれのある動植物
種の混入がないよう慎重に判断していくこととして
います。 
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(5) 代替施設の建設予定地は、サンゴ礁の礁池が含ま
れるとともに大浦湾側では急勾配で深くなる複雑な
地形であることから、建設予定地点周辺の環境の現況
を十分に理解し、事業の実施に伴う環境への影響をよ
り適切に予測するために陸域と海域を一体とした地
形模型を作成し、サンゴ類や海藻草類の分布、陸域の
植生等の自然環境の状況、集落の分布等の生活環境の
状況、代替施設及び関連施設とを重ね合わせること。
なお、作成する模型の対象とする範囲及び縮尺につい
ては、専門家その他の環境影響に関する知見を有する
者(以下「専門家等」という。)の意見を聴取して十分
に検討すること。 

 事業実施区域周辺の現況の環境を把握するととも
に、専門家等の意見を参考に陸域と海域を一体とした
模型を作成しています。 

7 調査の手法について 
(1) 調査の基本的な手法、地域、地点、期間について
は、具体的に記載するとともに、その設定根拠及び妥
当性について明らかにすること。 

 
 調査の手法、地域、地点、期間について、追加・修
正資料(修正版)に具体的に記載しました。 

(2) 調査の手法の重点化に当たっては、当該事業に係
る環境影響評価が科学的・客観的に行われるよう、調
査結果を整理・解析する際の精度・縮尺を十分に検討
し、それに応じた調査回数、地点数、期間を設定する
こと。 

 調査の手法の重点化に当たっては、当該事業に係る
環境影響評価が科学的・客観的に行われるよう、調査
結果を整理・解析する際の精度・縮尺を十分に検討し、
それに応じた調査回数・調査地点数・調査範囲等を設
定し、追加・修正資料に記載しました。 

(3) 調査の基本的な手法を既存文献調査、ヒアリン
グ・アンケートとする項目については、当該手法の妥
当性及び予測、評価において必要とされる水準が確保
されることを科学的に説明すること。また、出典、ヒ
アリング・アンケートの内容等を整理すること。なお、
ヒアリング・アンケートは、地域住民等を含め幅広く
実施すること。 

 調査手法を既存文献調査等とする項目については、
当該手法の妥当性及び予測、評価において必要とされ
る水準が確保されることを適切に説明するとともに、
出典等の内容等をわかりやすく整理し、準備書に記載
しました。 
 また、ヒアリング等については、地域住民等を含め、
幅広く実施しました。 

(4) 調査結果をどのように整理し、解析するかによっ
て、予測の精度や不確実性の程度が異なってくるもの
であることから、適切な調査結果の整理・解析の手法
を選定するとともに、その具体的な内容についても示
すこと。 

 調査の項目毎に適切な調査結果の整理・解析の手法
を選定するとともに、その具体的な内容について準備
書に記載しました。 

(5) 調査に当たっては、本意見を踏まえ環境影響評価
の項目並びに調査、予測及び評価の手法を選定し、調
査そのものの実施に伴う環境への影響が小さい手法
を十分検討し慎重に調査すること。 

 調査期間等について、項目毎に検討を行い、適切に
設定しました。 
 また、調査に当たっては、環境への影響が小さい手
法を検討し、慎重に行いました。 

(6) 大気質、騒音・振動・低周波音、景観に係る調査
地点については、辺野古集落には標高の高い地区と低
い地区があることを踏まえ設定すること。 

 調査地点については、地域を代表する地点、特に影
響を受けるおそれのある地点、特に保全すべき対象の
存在する地点等の観点に加え、辺野古集落には標高の
高い地区と低い地区があることを踏まえ設定し、追
加・修正資料に記載しました。 

8 予測の手法について 
(1) 予測の前提、基本的な手法、地域、地点、対象時
期等については、具体的に記載するとともに、その設
定根拠及び妥当性について明らかにすること。 

 
 予測の前提、手法、地域、地点、対象時期等につい
ては、工事施工計画及び施設利用計画等を踏まえ、準
備書に記載しました。 

(2) 予測の手法については、重点化として、当該事業
の実施による環境影響の程度を定量的に把握できる
手法を選定すること。なお、当該事業の実施による環
境影響の程度を定量的に把握することが困難で定性
的に把握する手法を選定した場合や、重点化の手法が
存在しない場合には、その客観的な理由を明らかにす
ること。 

 予測に当たっては、当該事業の実施による環境影響
の程度を可能な限り定量的に把握できる手法を選定
しました。 
 なお、定量的に把握することが困難で定性的に把握
する手法を選定した場合や、重点化の手法が存在しな
い場合には、その客観的な理由を準備書に記載しまし
た。 

(3) 予測の基本的な手法として「事例の引用または解
析」を選定する場合においては、当該事業と活用する
事例について、地域特性及び事業特性に関する類似性
から、その妥当性を十分に検討すること。 

 「事例の引用または解析」の選定の際には、当該事
業と活用する事例について、地域特性及び事業特性に
関する類似性から、その妥当性を十分に検討しまし
た。 

(4) 予測対象時期については、前記5(1)の影響要因の
細区分に基づき、適切な時期を設定すること。 

 当該対象事業に係る予測対象時期については、工事
施工計画及び施設運用計画等を踏まえたうえで、適切
な時期を設定しました。 
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【総括的事項】  
知事の意見 事業者の見解 

9 評価の手法について 
(1) 環境影響の回避・低減に係る評価の手法におい
て、「対象事業の実施による選定項目に係る環境要素
に及ぶおそれがある影響が、実施可能な範囲でできる
限り回避され、又は低減されているか否か」の評価に
当たっては、幅広い環境保全対策を対象として、複数
案を時系列に沿って又は並行的に比較検討する方法
及び実行可能なよりよい技術が取り入れられている
か否かについて検討する方法により、項目ごとに評価
すること。 

 
 環境影響の回避・低減に係る評価の手法における
「実施可能な範囲でできる限り回避され、又は低減さ
れているか否か」の評価に当たっては、提案する環境
保全対策を対象について、実行可能なよりよい技術が
取り入れられているか否かについて検討し、評価を行
いました。 

(2) 国又は地方公共団体の環境保全施策との整合性
に係る評価の手法については、地域や事業の種類によ
って基準・目標が異なる項目があること、また、動植
物等のように、種や群落個別の特性等を考慮して評価
における環境保全目標等を設定しなければならない
項目があることから、評価の手法については、項目ご
とに適切な手法を具体的に検討すること。 
 その際は、「沖縄県環境基本計画」等との整合が図
られているかについても評価の手法として選定する
とともに、規制基準値等については、環境影響評価を
行うまでもなく当然守るべきものであることを考慮
し、「基準又は目標との整合性の検討」に係る適切な
評価の手法を選定すること。 

 国又は地方公共団体の環境保全施策との整合性に
係る評価の手法については、「沖縄県環境基本計画」
等との整合が図られるよう、項目ごとに適切な手法を
具体的に検討するとともに、地域の環境保全目標を達
成するために、規制基準値等に係る事項について、実
行可能な範囲内で可能な限り低減しているかどうか
の観点から評価する手法を選定し、追加・修正資料に
記載しました。 

10 専門家等の助言について 
 事業者が、方法書についての知事意見を勘案すると
ともに住民等の意見に配意して環境影響評価の項目
及び手法を選定する際並びに準備書を作成するまで
の間に決定される当該事業の具体的な内容を考慮し
て、選定した環境影響評価の項目及び手法を改めて見
直す際には、専門家等の助言を受けるとともに、当該
助言の内容及び当該専門家等の専門分野を明らかに
すること。 

 
環境影響の予測・評価を行う際には専門家等の助言

を受けており、当該助言の内容及び当該専門家等の専
門分野について準備書に記載しました。 
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【大気質関係】  

知事の意見 事業者の見解 

11 窒素酸化物・浮遊粒子状物質・硫黄酸化物につい
て 
(1) 気象の状況に係る調査として名護特別地域気象
観測所等における風向・風速等の気象観測記録等の情
報を整理・解析するとしているが、大気質の大気拡散
式による予測計算式に用いる気象条件として、同観測
所等における気象観測記録等の情報を用いる場合に
おいて、当該事業実施区域周辺の気象の代表性につい
て検証を行う場合にあっては、それぞれの測定場所の
地形条件や測定高さ等を考慮して検証すること。 

 
 
大気質の予測を行う場合の気象条件において、当該

事業実施区域周辺の気象の代表性について検証を行

う場合には、当該事業における発生源と気象調査地点

との位置関係より代表性を考慮しました。 
 
 

(2) 大気質の予測条件である風向・風速については、
平均風向・風速だけではなく、予測対象時期における
風配図や超過確率による解析も行い、予測条件を設定
すること。なお、風況の解析に当たっては、当該事業
実施区域が沿岸域で海陸風の影響も大きいと考えら
れることから、時間帯ごとの風向・風速の予測条件に
ついても解析すること。 

 大気質の予測条件である風向・風速については、平
均風向・風速だけではなく、予測対象時期における風
配図や超過確率による解析も行い予測条件を設定し
ました。また、風況の解析に当たっては、時間帯ごと
の風向・風速の予測条件についても解析しました。

(3) 予測の基本的な手法として、プルームモデル及び
パフモデルでの計算による大気拡散式による方法を
挙げているが、プルームモデルの基本的な式は、風速
及び拡散係数が空間的に一様であることを前提とし
ていること、また、パフモデルについても、基本的な
式は高さ方向に風向･風速･拡散係数が一定であるこ
とを前提としているものであることから、当該事業実
施区域が沿岸域であること、背後陸域に広い平坦地は
なく、国道329号から陸域側は丘陵地が広がっている
複雑な地形でありプルームモデル及びパフモデルの
適用性に限界があると考えられることから、予測手法
として3次元モデルを適用するなど当該地域に適した
他の大気拡散式の適用を検討すること。 

 大気質の拡散予測を行う際には、プルーム及びパフ
式の適用性を確認するとともに、当該地域に適した他
の大気拡散式の適用についても検討しました。 

(4) 大気質に係る調査、予測地点については、代替施
設及び関連区域の位置や資機材運搬車両の走行経路
等を踏まえ、これらの周辺の集落及び陸域生物の生
息・生育状況を考慮し、追加すること。 

大気質に係る調査地点については、カヌチャベイリ
ゾート、大浦集落、二見集落、埋立土砂発生区域、埋
立土砂発生区域背後の高台、辺野古高台、辺野古漁港、
辺野古集落の計8地点にて行いました。 

12 粉じん等について 
(1) 粉じん等に係る予測の基本的な手法として、事例
の解析により得られた経験式により行うとしている
が、予測に当たっては、3次元モデルや当該経験式の
当該事業への適用性について、十分に検討すること。

 
 粉じん等に係る予測に際しては、経験式の本事業へ
の適用性について検討しました。 

(2) 粉じん等の調査、予測地点については、代替施設
及び関連区域の位置や資機材運搬車両の走行経路等
を踏まえ、これらの周辺の集落及び陸域生物の生息・
生育状況を考慮し、追加すること。 

 粉じんの調査地点については、住居等の環境保全対
象が存在する地域において、地域を代表する気象の状
況が得られるように、地形的な要因も考慮して、事業
実施区域周辺の大気質の状況が把握できる代表地点
並びに特に影響を受ける恐れのある地点として、代替
施設に近い辺野古の 3地点、安部集落、カヌチャベイ
リゾート、大浦集落、二見集落、埋立土砂発生区域、
埋立土砂発生区域背後の高台、長島、キャンプ・シュ
ワブ、辺野古高台、辺野古漁港、久志集落、松田集落
の計 13 地点を選定し、風向・風速の状況把握を行い
ました。 
さらに、事業実施区域周辺の粉じん等の状況が把握

できるような代表地点として、代替施設に近い名護市
辺野古集落内、大浦集落内の2地点を選定し粉じんの
状況把握を行いました。 
 なお、調査地点については、周辺の集落及び陸域生
物の生息・生育状況を考慮し埋立土砂発生区域に1地
点、宜野座ICからの資機材運搬の走行経路を考慮し、
久志集落に1地点、およびカヌチャベイリゾート、二
見集落の計4地点を追加しました。 
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【騒音・振動・低周波音関係】  
知事の意見 事業者の見解 

13 建設作業騒音(振動)・道路交通騒音(振動)につい
て 
(1) 調査すべき情報として、主要な騒音・振動の発生
源の分布状況を追加すること。 

 
 
 「主要な騒音等の発生源の分布状況」については、
文献その他の資料(環境白書(沖縄県))調査により把
握しました。 

(2) 調査地点を設定するに当たっては、騒音・振動の
発生源と、集落、学校等の保全対象施設、陸域動物及
び海域動物の生息・繁殖範囲等との位置関係を考慮す
る必要がある。よって、以下の調査地点を追加するこ
と。 

 調査地点については、地域を代表する地点、特に影
響を受ける恐れのある地点、特に保全すべき対象の存
在する地点等の観点から選定しました。 

ア 建設作業騒音・建設作業振動については、国立沖
縄工業高等専門学校、辺野古漁港、平島・長島、関連
区域周辺 

 環境騒音の調査地点については、地域を代表する地
点、特に影響を受けるおそれのある地点、特に保全す
べき対象の存在する地点等の観点から、また、住民の
意見も考慮し、代替施設に近い名護市辺野古、豊原、
久志、瀬嵩、安部、汀間、大浦、二見集落、宜野座村
松田の集落内、米軍キャンプ・シュワブ内の10地点と、
辺野古集落沖合の10km範囲内の海域4地点を含む計14
地点を設定し、これらの調査結果から状況把握を行い
ました。 
 なお、調査地点については、平穏を要する学校施設
としての国立沖縄工業高等専門学校の1地点、作業ヤ
ードに近い辺野古漁港の1地点、鳥類の繁殖地として
の現況把握の観点から平島・長島のうち、長島を代表
地点として1地点、さらに、環境騒音は低周波音の調
査地点と同じであることも考慮して、大浦湾東側の陸
域に存在するカヌチャベイリゾートの1地点、宜野座
村内で計画されているIT企業立地予定地の1地点、計5
地点を追加しました。 

イ 道路交通騒音・道路交通振動については、二見丁
字路、国立沖縄工業高等専門学校、辺野古漁港、関連
区域周辺 

 道路交通騒音の調査地点については、代替施設への
アクセス経路として、また、住民の意見も考慮し、宜
野座村松田の国道329号道路端、名護市豊原の久辺中
学校前の国道329号道路端、名護市辺野古の国立沖縄
工業高等専門学校前の国道329号久志バイパスの道路
端、名護市世冨慶の国道329号の道路端、名護市汀間
の国道331号の道路端、名護市二見の国道331号の道路
端、名護市久志の県道13号線の2地点(入口と出口付
近)の道路端、大浦川付近の県道18号線の1地点の道路
端の計9地点を設定し、これらの調査結果から当該地
域の現況騒音の状況把握を行いました。 
 なお、調査、予測地点については、名護市内及び大
浦集落方向からの交通量の影響を考慮し、合流地点と
して二見丁字路の1地点、作業ヤードの工事車両の交
通量の影響を考慮し、辺野古漁港の1地点、計2地点を
追加しました。 

(3) 調査期間等の設定に当たっては、調査地域に生息
する動物の繁殖期等の生態も考慮し、適切な時期を追
加すること。 

 調査期間は、動物の繁殖期等の生態も考慮し、動物
の調査と同じ4季行いました。 

(4) 予測の基本的な手法として音の伝搬理論に基づ
く予測式による計算を挙げているが、当該事業が沿岸
域で行われ騒音の伝搬に対する海陸風の影響も大き
いと考えられることから、予測に当たっては、風向・
風速による騒音の変動についても考慮すること。 

 音の伝搬理論に基づく予測式を用いて予測を行う
際には、風(風向・風速)による騒音の変動についても
検討のうえ考慮しました。 
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【騒音・振動・低周波音関係】  
知事の意見 事業者の見解 

14 低周波音について 
(1) 低周波音に係る調査、予測地点については、代替
施設及び関連区域の位置や資機材運搬車両の走行経
路等を踏まえた上で、これらの周辺の集落並びに陸域
動物及び海域動物の生息状況を考慮し、追加するこ
と。 

  
低周波音に係る調査地点については、騒音(環境騒

音)の調査地点と同様に、辺野古集落内、平穏を要す
る学校施設としての国立沖縄工業高等専門学校の1地
点、作業ヤードに近い辺野古漁港の1地点、鳥類の繁
殖地としての現況把握の観点から平島・長島のうち、
長島を代表地点として1地点、さらに、環境騒音は低
周波音の調査地点と同じであることも考慮して、代替
施設北側の陸域に存在するカヌチャベイリゾートの1
地点、IT企業立体地予定地1地点の合計6地点を追加し
ました。 

(2) 低周波音については、工事に用いる建設機械や資
機材運搬車両・船舶から発生する低周波音の発生状況
について明らかにするとともに、予測・評価すること。

 工事中の低周波音の解析手法については、文献や事
例の収集に努めましたが、工事で用いる建設機械や資
機材運搬車両・船舶の周波数別の騒音パワーレベルが
文献等に記載されておらず、予測条件に必要な基礎デ
ータが得られなかったことから、予測・評価は行って
いません。 
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【水環境関係】  

知事の意見 事業者の見解 

15 水の汚れについて 
(1) 河川の調査に当たっては、河口閉塞の状況につい
ても調査すること。 

 
代替施設周辺の河川について、汀間川、大浦川、杉

田川、美謝川、辺野古川及びオート川の6地点の河口
の閉塞状況を調査しました。 

(2) 水の汚れに係る予測の基本的な手法としている
物質の収支に関する数値シミュレーションについて
は具体的な予測モデルが明らかではないが、代替施設
の建設予定地が礁池内であるとともに大浦湾側では
急勾配で深くなる複雑な地形であることや、当該地域
の水深等の状況、代替施設本体、作業ヤード、海上ヤ
ード、浚渫区域及び切替え後の美謝川の存在による潮
流の変化、風況等を考慮し、3次元モデルの適用や当
該海域の流況が十分に再現できる精度の適切なシミ
ュレーションモデルの構築を検討すること。また、予
測に当たっては、前提条件としての予測モデルの領域
の設定、数値モデルの人工境界条件、格子間隔、現況
再現性等を十分に検討すること。 

 予測に当たって用いる流況モデルは、3次元モデル
(多層モデル)を用い、予測モデルの領域の設定、数値
モデルの人工境界条件、格子間隔等を十分に検討しま
した。 

(3) 工事中における水素イオン濃度の数値シミュレ
ーションの予測に当たっては、水酸化物イオンと海水
中の溶存イオンとの反応についても考慮すること。

 工事中のアルカリ排水による水質変化については、
工事計画を踏まえ、アルカリ排水が水質に影響を及ぼ
すおそれがある工事を対象として予測・評価しまし
た。 
 なお、アルカリ排水により水質に影響を及ぼす数値
シミュレーションについては、水素イオン濃度で可能
と考え、予測・評価を行いました。 

(4) 工事中における水の汚れについては、用水・排水
に係るフロー図等を用いて水の収支を明らかにする
とともに、排水口の位置、水質、排水量、処理方法等
を明らかにした上で水質、底質への影響について予
測・評価すること。なお、評価に当たっては、規制基
準値との比較にとどまらず、最大限に汚濁負荷量を削
減しているかについて評価すること。 

 水の汚れの予測、評価にあたっては、水の収支を明
らかにするとともに、施設からの排水の処理行程ごと
の水質及び水量を明らかにし、評価にあたっては、規
制基準値との比較だけでなく、最大限に汚濁負荷量を
削減しているかについて評価しました。 

(5) 関連区域の事業による影響について 
ア 海上ヤードの設置の工事及び浚渫工事に伴う底
質の巻き上げによる影響について予測・評価するこ
と。その際は、「底質の暫定除去基準」、「底質に係
るダイオキシン類環境基準」、「水底土砂に係る判定
基準」を参考に、底質の状況に関する調査を行うこと。

 
 海上ヤードの設置の工事に伴う底質の巻き上げに
よる影響について、予測・評価を行いました。 
また、底質の状況に関する調査も実施しました。

イ 大浦湾奥の作業ヤードの存在により大浦川、楚久
川及び杉田川の河口域は閉鎖性が強まり水質・底質へ
の影響が考えられることから、これらの河川下流域及
び河口付近海域を調査地点として追加し、その状況に
ついて予測・評価すること。 

 大浦川及び杉田川の河川下流域及び3つの河川の河
口域については調査地点を設定しました。 
  また、楚久川については流量が少なく、河口域の閉
鎖性が強まった場合においても海域の水質・底質への
影響は小さいと考えられますが、楚久川下流域に調査
地点を1地点追加し、水の汚れ及び底質の汚れについ
ての調査を実施しました。 

ウ 辺野古の作業ヤードの存在により、辺野古川の河
川水が漁港航路を伝ってリーフ内外へ流出すること
による水質・底質への影響が想定されることから、リ
ーフ内及び航路出口のリーフ外を調査地点として追
加し、その状況について予測・評価すること。 

 辺野古川及び辺野古漁港周辺においては、辺野古川
河口域に1地点、辺野古漁港前面の航路上に1地点、航
路両側に各1地点を設定するとともに、リーフの沖側
に6地点を設定しており、これらのデータに基づき辺
野古川からの河川水の流出による水質・底質への影響
について予測・評価しました。 

エ 美謝川の切替えにより河川水の海域への流入位
置が変わることから、新たな河口域では水の汚れや塩
分の変化などの水質への影響及び水質や潮流の変化
に伴う底質への影響が考えられる。よって、調査地点
として切替え後の美謝川河口域を追加し、その状況に
ついて予測・評価すること。 

 美謝川の新たな河口域となる代替施設付近の海域
においては、水質・底質調査地点を複数地点設定して
おり、これらのデータに基づき美謝川の切替えによる
水質、底質の変化を予測、評価しましたが、切替え後
の美謝川の河口域を踏まえ、1地点を追加しました。
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16 土砂による水の濁りについて 
(1) 調査すべき情報として「堆積の状況」を追加し、
河川底質中懸濁物質含量(SPRS)及び海域底質中懸濁
物質含量(SPSS)を調査すること。 

 
 河川及び海域の底質中懸濁物質量については、「水
の汚れ」における底質の状況の調査の中で実施しまし
た。 

(2) 汀間川、大浦川、杉田川及び辺野古川における降
雨量調査については、調査手法の重点化として連続測
定を行い、降雨の状況と濁水の発生状況との関連及び
濁水濃度のピークが的確に把握できるように調査す
ること。また、これらの河川における濁水の発生源の
状況についても調査を行うこと。なお、これらの調査
は、美謝川でも行うこと。 

 汀間川、大浦川、杉田川及び辺野古川における降雨
による流量については、調査手法の重点化として降雨
時の連続測定とし、降雨の状況と濁水の発生状況との
関連及び濁水濃度のピークが的確に把握できるよう
に調査しました。 
 なお、これらの河川における濁水の発生源の状況に
ついても把握するように努めました。また、美謝川に
おいても降雨時における流量調査について、1地点を
追加しました。 
 また、降雨量については、久志、カヌチャベイリゾ
ート及び埋立土砂発生区域に踏査地点を計3地点追加
しました。 

(3) 水の濁りの調査手法については、降雨時の海域に
おける濁水の拡散の状況について、干満等も考慮した
航空写真等による調査を複数回実施すること。 
 また、調査結果については、予測に用いる3次元モ
デル(多層モデル)の現況再現の検証結果と比較し、予
測手法の妥当性を明らかにすること。 

 降雨時の海域における土砂の拡散の状況について
は、航空写真等による調査を実施するとともに、予測
方法の妥当性については、降雨時に実施する浮遊物質
量の状況の調査結果等と比較するなどにより妥当性
を検討しました。 

(4) 水の濁りに係る降雨時の調査期間等については、
小雨時のみの調査となることがないよう、発生する濁
水濃度が最大になると考えられる降雨時を含めて適
切に設定すること。 

 水の濁りに係る降雨時の調査は、発生する濁水濃度
を踏まえ適切に設定し、実施しました。 

(5) 予測に当たって用いる流況モデルについては、予
測モデルの領域の設定、数値モデルの人工境界条件、
格子間隔、現況再現性等を十分に検討すること。 

 予測に当たって用いる流況モデルは、3次元モデル
(多層モデル)を用い、予測モデルの領域の設定、数値
モデルの人工境界条件、格子間隔等を十分に検討しま
した。 

(6) 関連区域の事業による影響について 
ア 海上ヤードの設置の工事及び浚渫工事に伴う底
質の巻き上げによる濁水の影響について予測・評価す
ること。 

 海上ヤードの設置の工事及び浚渫工事に伴う底質
の巻き上げによる影響については、原単位を適正に設
定するなどして、予測及び評価を行いました。 

イ 大浦湾奥の作業ヤードの存在により大浦川、楚久
川及び杉田川の河口域は閉鎖性が強まり濁水の滞留
及び赤土等の堆積が懸念されることから、これらの河
川下流域及び河口付近海域を調査地点として追加し、
その状況について予測・評価すること。 

 大浦川及び杉田川の河川下流域及び3つの河川の河
口域については調査地点を設定しました。 
  また、楚久川については流量が少なく、河口域の閉
鎖性が強まった場合においても海域の水質・底質への
影響は小さいと考えられましたが、楚久川下流域に調
査地点を1地点追加し、水の汚れ及び底質の汚れにつ
いての調査を実施しました。 

ウ 辺野古の作業ヤードの存在により、辺野古川の河
川水が漁港航路を伝ってリーフ内外へ流出すること
による濁水の拡散及び赤土等の堆積が想定されるこ
とから、リーフ内及び航路出口のリーフ外を調査地点
として追加し、その状況について予測・評価すること。

 辺野古川及び辺野古漁港周辺においては、辺野古川
河口域に1地点、辺野古漁港前面の航路上に1地点、航
路両側に各1地点を設定するとともに、リーフの沖側
に6地点を設定しており、これらのデータに基づき辺
野古川からの河川水の流出による水質・底質への影響
について適正に予測・評価しました。 

エ 切替え後の美謝川の濁水及び赤土等の堆積の状
況について予測・評価すること。 
 また、美謝川の切替え後においては、河口の位置の
変化による海域への濁水の拡散及び赤土等の堆積の
状況に影響を与えると考えられることから、新たな河
口付近海域における濁水の拡散及び赤土等の堆積の
状況について予測・評価すること。 

 美謝川の切替え工事による、美謝川の濁水及び赤土
等の堆積の状況の変化については、予測・評価しまし
た。 
 なお、美謝川の新たな河口域となる代替施設付近の
海域においては、水質・底質調査地点を複数地点設定
し、これらのデータに基づき河川切替え後の新たな河
口域における浮遊物質量(SS)及び底質中懸濁物質含
量(SPSS)の状況について予測・評価しました。 

(7) 水の濁りの予測・評価に当たっては、作業ヤード、
海上ヤード及び浚渫区域の存在を考慮すること。 

 水の濁りは、予測対象時点における地形条件により
数値シミュレーションを行い、予測・評価しました。
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(8) 海域の工事に伴う水の濁りについては、護岸基礎
の掘削工事、埋立工事、浚渫工事等の工種ごとの工事
の範囲を明らかにするとともに、発生する浚渫土砂等
の処理方法について明らかにした上で予測し、環境保
全措置としての発生する濁水の処理方法を具体的に
検討し評価すること。 
 また、埋立土砂発生区域、工事用仮設道路、美謝川
の切替え、竣功後の作業ヤードにおけるブロック製作
等のための施設の設置に係る造成及び陸域における
新たな改変に伴う水の濁りについても同様に、これら
の工事の内容、赤土等流出防止対策施設からの排水地
点、潮流の状況等を考慮して、適切に予測・評価する
こと。また、赤土等流出防止対策施設の配置について
は、予測において検討した対策の内容も併せ、具体的
に示すこと。 
 なお、赤土等流出防止対策の検討に当たって対象と
する降雨強度等については、これまでの観測結果だけ
ではなく、近年の降雨強度等の状況についても考慮す
ること。 

 海域の工事に伴う水の濁りについては、工種毎の工
事の範囲、工法を明らかにして予測し、環境保全措置
としての濁水の処理方法(赤土等流出防止対策)を具
体的に検討して評価しました。 
 工事用仮設道路、美謝川切替え、飛行場施設の設置
のための造成等の施工や、陸域における新たな改変に
伴う水の濁りについても、工事の内容、赤土等流出防
止対策施設の濁水最終処理装置からの排水地点及び
潮流の状況を考慮して、適切に予測及び評価を行いま
した。 
 なお、赤土等流出防止対策の検討に当たって対象と
する降雨強度等については、これまでの観測結果だけ
でなく、近年の降雨強度等の状況についても考慮しま
した。 

(9) 国又は地方公共団体の環境保全施策との整合性
に係る評価に際しては、沖縄県赤土等流出防止条例で
定める濁水の排出基準値に満足せず、可能な限り低減
しているかどうかの観点から評価すること。 
 また、環境影響の回避・低減に係る評価に際しての
環境保全対策の複数案については、濁水最終処理対策
装置の種類(自然沈殿方式やろ過沈殿方式、機械処理
方式、浸透方式)、濁水最終処理対策装置において凝
集剤を使用する場合の凝集剤の種類等について比較
検討すること。 

 水の濁りに係る環境保全措置の検討にあたっては、
沖縄県赤土等流出防止条例で定める濁水の排出基準
値に満足するだけでなく、実行可能な範囲内で可能な
限り低減しているかどうかの観点から評価しました。
 また、濁水最終処理対策装置の種類(自然沈殿方式
やろ過沈殿方式、機械処理方式、浸透方式)、濁水最
終処理対策装置において凝集剤を使用する場合の凝
集剤の種類等について複数案を比較検討しました。

(10) 台風等の非常災害は環境影響評価の対象となる
ものではないが、工期が5年と長いことから、事業者
として最善の努力を尽くすため、台風等の異常時にお
いても、濁水の濃度を可能な限り低減させる対策を検
討すること。 

 台風等の異常時においても、濁水の濃度を可能な限
り低減させる対策を検討しました。 

17 水象について 
(1) 代替施設本体、作業ヤード、海上ヤード、浚渫区
域及び切替え後の美謝川の存在により、周辺海域では
潮流及び波浪が複雑に変化することが考えられるこ
とから、環境への影響が適切に予測・評価できる水準
が確保できるよう、これらの予定地周辺における調査
地点を追加すること。 
 特に、大浦川、楚久川及び杉田川の河口域について
は、作業ヤード、海上ヤード及び浚渫区域の存在によ
る影響が著しくなることが考えられることから、調査
手法を重点化すること。 

 
 潮流及び波浪の調査地点については、代替施設本
体、作業ヤード、海上ヤード、浚渫区域の影響を考慮
し潮流で25地点、波浪で16地点設定しましたが、潮流
の調査地点については、代替施設の排水の影響、燃料
桟橋及び進入灯の影響を踏まえ4地点、切替後の美謝
川の河口域及び海上ﾔｰﾄﾞを踏まえ各1地点、計6地点を
追加しました。また、波浪の調査地点については、汀
間川の河口域に1地点追加しました。 

(2) 埋立土砂発生区域における土砂採取により、流域
の変化や水源涵養林としての山林の消失に伴う水収
支の変化による地下水を含む水象への影響が考えら
れることから、その影響について環境影響評価を実施
すること。 

 埋立土砂発生区域における土砂採取により、流域の
変化や水源涵養林としての山林の消失に伴う水収支
の変化による地下水を含む水象への影響について予
測・評価しました。 
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18 地形及び地質について 
(1) 地形及び地質の概況に係る調査の手法を、文献そ
の他の資料調査としているが、地形及び地質は、動植
物の生息・生育の基盤環境として重要な項目であるこ
とから、現地調査を実施すること。その際は、海域だ
けではなく、陸域における地形及び地質の状況につい
ても調査すること。また、地形及び地質の調査地域に
ついては、動植物の調査地域と整合を図ること。 

 
 地形及び地質の調査地域については、方法書に示し
ていますとおり、動植物の調査地域と整合を図りまし
た。 

(2) 重要な地形及び地質について 
ア キャンプ・シュワブ前面の海岸線をはじめ、辺野
古周辺一帯の海岸域には、海岸段丘、波蝕棚、海蝕崖
等の重要な地形が分布しており、背後陸域においても
重要な地形が分布している可能性があることから、現
地調査においては、当該事業実施区域及びその周辺の
海域や陸域における重要な地形及び地質の状況を詳
細に把握すること。 

 
 名護市豊原から安部にいたる海岸線を踏査し、詳細
に把握しました。 

イ 重要な地質としての地層の不整合面は海底にも
存在するため、文献その他の資料調査の情報を整理・
解析した結果を考慮し、当該事業実施区域及びその周
辺海域の海底における不整合面についての調査を検
討すること。 

 本事業においては、海底面の地下の改変がないこと
から、海底における不整合面の調査については実施し
ていません。 

(3) 地形及び地質の概況並びに重要な地形及び地質
の分布、状態及び特性に係る陸域からの土砂供給量調
査については、海蝕崖の後退量を計測するとしている
が、海蝕崖の後退量は1年間の調査期間では十分把握
できないものであることから、台風や季節風などによ
る波蝕棚などの海岸地形の変化も捉えられるよう調
査時期・調査期間を設定すること。 

 海岸域の汀線測量について、台風期を含め季節毎計
5回行いますが、海触崖の後退量の把握について検討
しました。 

(4) 重要な地形及び地質への影響の予測手法を事例
の引用又は解析によるとしているが、当該事業の実施
による成立メカニズムへの影響に伴う地形及び地質
の変化の程度についても適切に把握し予測できる方
法を選定すること。 

 重要な地形及び地質については、成立メカニズムへ
の検討を行い、本事業がビーチロック等に影響を及ぼ
すおそれがあるかないか等に着目して、適正に予測・
評価を行いました。 

(5) 予測の基本的な手法については、方法書で示され
た予測モデルの現況再現性を十分に検証し、サンゴ礁
地形における適用性及び当該モデルの精度を明らか
にすること。 

 予測の基本的な手法については、方法書で示された
予測モデルの現況再現性を十分にし、サンゴ礁地形に
おける適用性及び当該モデルの精度を明らかにしま
した。 

(6) 代替施設本体、作業ヤード、海上ヤード、浚渫区
域及び切替え後の美謝川の存在により、周辺海域では
潮流変化に伴う底質の粒度組成が変化することが考
えられることから、環境への影響が適切に予測・評価
できる水準が確保できるよう、これら施設の周辺にお
ける調査地点を追加すること。 
 特に、大浦川、楚久川及び杉田川の河口域について
は、作業ヤード、海上ヤード及び浚渫区域の存在によ
る影響が著しくなることが考えられることから、調査
手法を重点化すること。 

 底質(粒度組成)の調査地点については、代替施設本
体、作業ヤード、海上ヤード、浚渫区域を考慮し、調
査地点を80点配置し、予測・評価する事としていまし
たが、海上ヤードを考慮して、大浦湾中央部に10地点
を追加しました。 
なお、大浦川、楚久川及び杉田川の河口域について

は、方法書において設定している地点にて把握できる
ものと考え、追加しませんでした。 

(7) 漂砂について 
ア 当該事業は沿岸の大規模な埋立てや作業ヤード
等の設置を伴う事業であり、埋立地周辺における堆砂
や浸食等の地形変化が懸念され、また、それに伴う海
藻草類等の分布域への影響、海岸植生への影響が懸念
されることから、事業の実施に伴う海岸線の変化や地
形及び地質の変化について 詳細に把握するために、
漂砂量の調査地点を追加するなど、調査手法を重点化
すること。 

 
 漂砂量については、代替施設及び作業ヤードの影響
を考慮し、9地点設定し調査することとしていました
が、辺野古リーフ内に3地点、大浦湾奥の作業ヤード
付近に1地点、汀間川河口域に1地点、計5地点追加し
ました。 
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イ 漂砂量の調査時期は1季(台風期)に1回実施する
としているが、季節風などによる現地の海象条件を十
分に考慮し、代替施設本体、作業ヤード、海上ヤード、
浚渫区域及び切替え後の美謝川の存在による地形変
化を適切に予測するために必要な時期・頻度を検討す
ること。 

 漂砂量の調査は、流れ及び波浪の調査と同時期(4
季)に濁度計による観測を実施するとともに、砂の移
動の大きいと考えられる台風期に捕砂器による観測
を実施することとしており、地形変化を適切に予測す
るために必要な時期・頻度を設定しました。 

(8) 代替施設本体、作業ヤード、海上ヤード、浚渫区
域及び切替え後の美謝川の存在による海岸線、海底地
形及び底質(粒度組成)の予測対象時期等を、それぞれ
「地形が概ね安定するまで」、「埋立地完成後5年程
度を目安」、「環境が安定した時点まで」を対象とし
ているが、地形変化は複雑かつ長期にわたる現象であ
ることから、シミュレーションモデルの対象期間を十
分に検討すること。 

 地形変化は複雑かつ長期にわたる現象であること
から、シミュレーションモデルの対象期間については
十分に検討を行いました。 

(9) 当該事業実施区域周辺の嘉陽から底仁屋にかけ
ては古第三紀の嘉陽層の大規模な褶曲が見られるほ
か、安部崎から安部オール島・ギミ崎は沖縄島を胴切
りする断層に支配されてできた岬と島であり、断層に
支配された直線的な谷として美謝川もある。このよう
に断層の影響により成立した特異な構造地形に対す
る代替施設等の設置による影響について予測・評価す
ること。 

 特異な構造地形に対する代替施設等の設置による
影響についても、出来る限り予測・評価しました。

 

 

【その他の環境】  
知事の意見 事業者の見解 

19 塩害について 
(1) 飛来塩分量調査地点及び植物への塩分付着量調
査ラインについては、代替施設の建設予定地北側の陸
域に存在するリゾート施設や宜野座村にも追加する
こと。 

 
飛来塩分量の調査ライン等については、代替施設や

作業ヤードの位置考慮し、配置していましたが、カヌ
チャベイリゾート、宜野座村松田集落内の2地点を追
加しました。 

(2) 植物及び農作物への塩害については、植物及び農
作物の種類によりその耐性が異なることが考えられ
ることから、塩害に係る植物への塩分付着量及び植物
の活力度調査においては農作物も含めるとともに、調
査対象地域における植物や農作物の種類を考慮して、
調査の対象とする種を複数選定し調査すること。 

 塩害に係る植物への塩分付着量及び植物の活力度
調査においては、農作物も含め、複数種を選定しまし
た。 

(3) 塩害により植物が影響を受けることによる動物
への影響についても、環境影響評価を実施すること。

 動物への影響については、塩害による植物への影響
の結果を踏まえ、その影響程度について検討しまし
た。 
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【自然環境関係】  

知事の意見 事業者の見解 

20 動植物及び生態系に係る手法の全般的事項につい
て 
(1) 環境影響の程度を定量的に把握するための予測
の手法を選定するに当たり、新規の手法を用いる場合
やその他の環境影響の予測に関する知見が十分に蓄
積されていない場合にあっては、当該手法による予測
の不確実性の程度及び不確実性に係る環境影響の程
度を明らかにすること。 

 
 
 環境影響の程度を定量的に把握するための予測の
手法を選定するに当たっては、新規の手法を用いる場
合やその他の環境影響の予測に関する知見が十分に
蓄積されていない場合にあっては、当該手法による予
測の不確実性の程度及び不確実性に係る環境影響の
程度を明らかにすることとして適正に行いました。

(2) 動植物に係る調査の手法のうち調査時期、期間、
地域、地点及びラインについては、今後、当該事業の
内容が具体的に決定されることに応じて、動植物の生
息・生育の状況等が的確に把握できるよう設定すると
ともに、その設定根拠、調査実施年月日等を示すこと。
特に動物の繁殖に影響が生じると考えられる場合の
調査時期及び期間については、四季の調査や複数年の
調査を実施すること。 

 動植物の調査時期、期間、地域、地点、ライン等に
ついては、動植物の生息・生育の状況等が、的確に把
握できるよう設定しました。また、その設定根拠、調
査実施年月日について、調査結果とともに準備書に記
載しました。 

(3) 当該事業実施区域の面する辺野古周辺一帯の陸
域生物は、海陸風や季節風などの風環境の影響が強い
環境下で生息・生育していることが考えられるところ
であるが、辺野古崎北側海岸域と南側海岸域とでは海
陸風の風向・風速・微気象の状況が異なることが考え
られることや、埋立土砂発生区域においては森林伐採
による微気象の変化による陸域生物への影響が生じ
るおそれがあることから、将来起こり得る環境影響に
対する保全措置の検討に資する基礎資料として、現地
の風向・風速・微気象の変化については調査地点を追
加し、現段階で詳細に把握すること。 

 陸域の調査範囲は、安部オール島から宜野座村前原
に至る沿岸域において、事業実施に伴い直接的な改変
を受ける沿岸部では、内陸部の辺野古ダムの湛水面上
流側までを重点調査範囲と設定し、より密に調査を実
施しました。また、大浦川についても河口部から両岸
の尾根までを調査し、現況環境については詳細に把握
しました。 
 なお、風向・風速については、名護市安部、辺野古
集落内、辺野古漁港、大浦、長島、キャンプ・シュワ
ブ内、及び宜野座村前原集落内の7地点としていまし
たが、埋立土砂発生区域の改変に伴う辺野古ダム付近
の植生環境等への影響を予測するため、埋立土砂発生
区域付近に1地点追加しました。 

(4) 動植物及び生態系に係る予測において、当該事業
の実施による影響や動植物の分布状況等を踏まえて
予測の対象とする種を選定する場合には、専門家等の
意見を聴取すること。 

 当該事業の実施による影響及び動植物の分布状況
等を踏まえて予測の対象とする種を選定する場合に
は、専門家等の意見を聴取し、適切な種を選定しまし
た。 

(5) 陸域動植物に係る調査の手法について、例えば、
ラインセンサス法の踏査ラインやトラップ法の罠区、
植物相調査の調査ラインなど具体的な調査の内容が
示されていないが、調査の手法は、調査の対象とする
動植物種の生態や生息・生育環境の状況、手法の特性
等を考慮し、陸域動物及び陸域植物に係る予測・評価
において必要とされる水準が確保される内容とする
こと。また、その具体的な内容について、明らかにす
ること。 

 陸域動植物に係る調査の手法についての、ラインセ
ンサス法の踏査ラインやトラップ法の罠区、植物相調
査の調査ラインなど具体的な調査の内容については、
調査の対象とする動植物種の生態や生息・生育環境の
状況、手法の特性等を考慮し、陸域動物及び陸域植物
に係る予測・評価において必要とされる水準が確保さ
れる内容とし、その具体的な内容について、準備書に
記載しました。 

(6) 動植物の現地調査については、種の見落としがな
いよう詳細に調査し、調査結果の解析に当たっては、
「種」のレベルまで同定すること。また、新種や日本
新産種等も確認されることが考えられることから、同
定が困難な個体が確認された場合には、専門家等に同
定を依頼するなど十分な解析をすること。なお、貴重
種等については、写真や調査のために採取した標本等
で保存するとともに、調査によって得られた情報を正
確に整理すること。 

 動植物の現地調査については、種の見落としがない
よう詳細に調査を行い、生物の同定に当たっては、可
能な限り「種」のレベルまで同定するよう努めました。
 また、同定が困難な個体については、専門家等に同
定を依頼するなど、十分な精度を保つように努めまし
た。 
 なお、同定に使用した重要な種等については、標本
等で保存するとともに、調査によって得られた情報を
適切に整理するよう努めました。 

(7) 現地調査により、新種若しくは新分類群・新産分
類群、分布域が当該事業実施区域若しくはその周辺域
に限られる種若しくは個体群又は個体数が減少しつ
つあると考えられ、当該事業の実施によりその存続が
危惧される種若しくは個体群が確認された場合など、
学術上又は希少性の観点から重要な種又は個体群が
確認された場合には、専門家等の意見を聴取し、適切
な環境影響評価を実施すること。 

 学術上又は希少性の観点から重要な種又は個体群
が確認された場合には、専門家等の意見を聴取して、
適切な環境影響評価を実施しました。 
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(8) 騒音が動物に与える影響については未知のこと
が多く、動物種、音源の種類等によってもその影響は
異なると考えられることから、調査結果の解析等によ
り、繁殖期、非繁殖期における影響について、詳細に
予測・評価すること。 

 供用後のヘリコプターから発生する騒音に対する
影響については、動物の音に対する行動反応及び生理
的反応についての研究事例の整理を行い、影響の検討
を行いました。また、繁殖期の繁殖状況や非繁殖期の
生息状況に影響が生じないか、個体数や確認された繁
殖場所の位置について、データ表や地点図を示した上
で影響の検討を行いました。 

(9) 工事中における夜間照明による動植物及び生態
系に与える影響について、重要な種の確認地点や主要
な生息・生育場所等の位置と照度分布のオーバーレイ
図を示すとともに、照明施設の設置事例等も参考にす
るなど多くの知見を収集した上で、より詳細に予測・
評価すること。 

 代替施設の工事中及び供用時における夜間照明に
よる動植物及び生態系に与える影響については、重要
な種の確認地点や主要な生息・生育場所等の位置や照
明施設の設置位置も参考にして、参考になる知見を収
集した上で予測・評価しました。 

(10) 調査の手法については、必要に応じ地域の環境
情報を有する自然保護団体等による調査結果等につ
いても参考にするとともに、これら団体からヒアリン
グ等を行うことについても検討すること。 

 調査の手法については、自然保護団体等による調査
結果等も参考にし、適正な手法で調査を行いました。

21 海域生物及び海域生態系に係る全般的事項につい
て 
(1) 代替施設、作業ヤード、海上ヤード及び浚渫区域
は、海域生物の生息・生育環境の消失といった直接的
影響など事業の実施に伴う環境影響が特に著しくな
ることが考えられる区域であり、環境影響に対する環
境保全措置を検討する上で環境の状態を十分かつ詳
細に把握する必要がある区域である。よって、海域生
物及び海域生態系に係る調査手法については、現地調
査の海域生物、特にサンゴ類、海藻草類、干潟生物、
底生生物の調査を重点化すること。その際は、改変区
域及び改変区域と同程度の水深で一定の広がりをも
つ場所における調査測線をより密(100m程度)に設定
すること。また、調査地点・スポット調査地点につい
ても改変区域周辺に追加すること。 

 
 
 海域生物、特にサンゴ類、海藻草類、底生動物調査
については、改変区域において重点化しました。サン
ゴ類、海藻草類の調査測線については、概ね100m程度
の間隔を目安に、辺野古崎周辺31測線、大浦湾奥6測
線、嘉陽地区8測線、海上ヤード付近6測線、計51測線
を追加しました。底生動物調査では調査地点を9地点
追加しました。干潟調査については十分かつ詳細に把
握できる測線及びスポット地点数と考えます。 
 

(2) サンゴ類や海藻草類の被度の把握に当たっては、
調査員の主観や調査経験の違い等による誤差につい
ても考慮するとともに、その対策を明らかにするこ
と。 

 調査は、海生生物の観察に豊富な経験をもつ調査員
を配置しました。また、複数の調査員による相互確認
を実施することで観察値の誤差を少なくするよう配
慮しました。 

22 海域生物について 
(1) 植物プランクトン調査においては、クロロフィル
量についても調査すること。 

 
 クロロフィル量は、「水の汚れ」の状況の水質調査
の中で調査しました。 

(2) 大浦湾には、南方系の魚卵・稚仔魚が同湾にトラ
ップされ、それが大浦川や汀間川に加入するという特
殊性がある。 
 よって、魚卵・稚仔魚調査については、大浦湾の特
殊性を把握するために、同湾及びその周辺海域におけ
る魚卵・稚仔魚の季節ごとの種構成の傾向について調
査すること。なお、魚卵・稚仔魚の種構成や量につい
ては、昼夜の変化及び大浦川や汀間川との関連性につ
いても調査すること。 

 大浦湾及びその周辺海域における魚卵・稚仔魚の調
査については、年間の季節的な変動等を考慮した、春、
夏、秋、冬の4季の昼間に調査を行い、季節毎の種構
成の傾向について調査しました。 
 なお、海域生物の調査地点として、水質・底質の調
査地点に合わせ7地点を追加し、昼夜の変化について
は、海水の流動を考慮した深み(澪筋)と、大浦川等の
河川の河口に近い地点を含む8地点において夜間の調
査を追加しました。 

(3) 底生動物について 
ア 底生動物の調査については、サンゴ礁、海草藻
場・海藻藻場等の生物群集や、海底基質の違いごとに
詳細に調査すること。 

 
 底生動物の調査地点では、底質の状況についても別
途調査を実施しました。また、海域生態系に係るイン
ベントリー調査において、サンゴ礁、海草類藻場、海
藻類藻場等の分布状況や海底基質の相違に配慮して
計220地点を配置し、底生動物の生息状況を把握しま
した。 

イ スミスマッキンタイヤ型採泥器は、海底基質の違
いによっては定量採取ができない場合が考えられる
ことから調査手法を再検討すること。 

 スミスマッキンタイヤ型採泥器による採取が困難
な底質性状の場合には、潜水士が同じ採泥面積の手動
型採泥器を用いて採取しました。 

ウ 底生動物の調査については、メガロベントスも対
象とすること。 

 メガロベントスについては、インベントリー調査に
より生息する種を把握しました。 
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(4) 海域生態系の構造・機能をより正確に把握するた
めに、ウミガメ類、海生哺乳類及び魚食性の大型魚類
についても調査すること。 

 魚類調査、インベントリー調査に加えて、ジュゴン
調査の際に、ウミガメ類、海生哺乳類及び魚食性の大
型魚類についても調査しました。 

(5) 干潟は、前面の埋立地や作業ヤード等の存在によ
る潮流変化に伴う堆砂や浸食等の地形変化及び底質
の粒度組成変化の影響を受けやすい場所と考えられ、
また、干潟性魚類等の生息域阻害や河川域と海域とを
往き来する動物の移動経路の分断も考えられる。ま
た、平成14年には、大浦川河口域の名護市楚久地先の
泥質干潟においてトカゲハゼが確認されたように、他
の干潟においても同種を始めとする希少種や新種等
が確認される可能性も否定できないところである。
 よって干潟生物については、現況がより正確に把握
されるよう調査地点、調査期間を十分に設定するこ
と。 

 干潟の調査については、4区域の干潟にそれぞれ3調
査測線及び測線間にスポット調査地点を設定すると
ともに、4季において調査を実施することとしていま
したが、その中で現況がより正確に把握されるよう区
域内における調査地点及び各季の調査期間を十分に
設定しましました。 

(6) ウミガメ類について 
ア 代替施設建設予定地周辺における、これまでのウ
ミガメ類の上陸及び産卵確認の状況についてヒアリ
ング調査すること。 

 
 ウミガメ類の上陸・産卵に係る文献その他の資料及
び現地調査に加え、ヒアリングによる調査も含めウミ
ガメ類の上陸及び産卵確認の状況について調査しま
した。 

イ ウミガメ類の採餌・産卵に適した場所の環境条件
を調査するとともに、そのような場所が代替施設建設
予定地周辺にどの程度存在するのかについて調査す
ること。 

 ウミガメ類の産卵に係る文献その他の資料による
情報をもとに、ウミガメ類の採餌・産卵に適した場所
の環境条件を調査するとともに、そのような場所が代
替施設周辺にどの程度存在するのかについて調査し
ました。 

ウ 工事中における騒音、低周波音、夜間照明による
上陸及び産卵への影響についても予測・評価するこ
と。 

 代替施設の工事中における進入灯や燃料桟橋の設
置工事、供用時における航空機騒音、低周波音、夜間
照明による影響についても予測・評価しました。 

エ 代替施設の存在により、潮流変化に伴う海岸の地
形変化によるウミガメ類の産卵場への影響について、
予測・評価すること。 

 代替施設の存在により、潮流変化に伴う海岸の地形
変化によるウミガメ類の産卵場への影響についても
予測・評価しました。 

23 サンゴ類について 
(1) サンゴ類に係る調査すべき情報として、次の事項
を追加すること。 
ア ソフトコーラルを含むサンゴ類の生息状況 
イ サンゴ類の病気及び藻類の付着状況 
ウ サンゴ類の撹乱状況 

 
 サンゴ類については、ソフトコーラルを含むサンゴ
類の生息状況を調査するとともに、腫瘍等の病気の状
況、オニヒトデ等による食害や白化現象等による攪乱
状況について調査しました。 

(2) スポット調査については、5m方形区内のサンゴ類
生息状況をスケッチし、その中に1m方形区5ヶ所程度
を設定し群体数等を調査するとのことであるが、より
詳細に調査するため、5m方形区全体において群体サイ
ズや群体数等の調査を実施すること。 

スポット調査については、5m方形区内のサンゴ類生
息状況のスケッチの結果より、5m方形区全体における
群体数等の把握に努めました。 

(3) サンゴ類の生息分布状況の調査期間は、近年、本
県の周辺海域において白化やオニヒトデ、病気等の発
生などの事象が頻繁に起きていることから、それらの
状況を把握し環境影響評価に反映させるために、四季
の調査を行うこと。 

 白化現象やオニヒトデ等の発生を調査するため、調
査海域を代表する測線及び地点において、4季調査を
行いました。 

(4) 幼群体加入状況の調査時期及び調査期間につい
ては、補足的な調査とはせず重点化すること。当該調
査については、サンゴの種ごとの産卵時期の違いを踏
まえ設定すること。また、連結式サンゴ着床具のメン
テナンス、付着したサンゴ類の取り扱いについて明ら
かにすること。 

 幼群体加入状況調査については、サンゴ類を重点化
する目的から、ライン調査及びスポット調査による生
息状況調査に追加する調査として設定しました。ま
た、調査時期及び調査期間については、サンゴの種ご
とに産卵時期の違いを踏まえ設定しました。 
 なお、連結式サンゴ着床具のメンテナンス及び付着
したサンゴ類の取扱いについても準備書に記載しま
した。 

(5) 注目すべきサンゴ群生の生息状況及び生息環境
の状況については、サンゴ類の無性生殖にも着目した
調査とすること。 

 サンゴ類の調査については、無性生殖にも着目した
調査を実施しました。 
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(6) 辺野古沿岸海域は、現在、白化現象等の事象によ
り被度が低下しているものの、潜在的には良好なサン
ゴ生息域と考えられる海域である。よって、健全な頃
のサンゴ類の生息状態についても文献等調査を実施
するとともに、その調査結果を用いた予測・評価を行
うことを検討すること。 

 文献その他の資料及び現地調査による情報を基に、
健全な頃のサンゴ類の生息状態についても調査し、サ
ンゴ類の生息する海域への影響予測を行い、適正に評
価を行いました。 

(7) 大浦湾は、泥質の海底においてスイショウガイに
付着したキクメイシモドキが生息し、ユビエダハマサ
ンゴの巨大群落が発達しているという特徴を持つが、
このような環境が大浦湾においてどの程度分布して
いるのか調査すること。 

 大浦湾の泥底の海底におけるユビエダハマサンゴ
の巨大群落については、注目すべきサンゴ群生として
調査を実施しました。また、同様に規模の大きいサン
ゴ群生についても調査しました。 
 なお、大浦湾奥周辺におけるスイショウガイに付着
したキクメイシモドキが生息する環境の分布につい
ても調査しました。 

(8) 工事中の予測対象時期等を工事による水の濁り
等の発生量が最大となる時期としているが、土砂の堆
積による影響についても予測し、そのための適切な予
測対象時期等を設定すること。 

 工事中のサンゴ類の予測・評価にあたっては、土砂
の堆積による影響も考慮して、適切な予測対象時期等
を設定しました。 

(9) サンゴ類に係る環境影響評価においては、代替施
設等の設置による潮流の変化に伴い、台風による海底
に堆積した懸濁物質の沖合への拡散効果及びサンゴ
類の白化の原因の一つである海水温上昇の低減効果
の変化についても考慮すること。 

 流れの変化の予測結果をもとに、台風による海底に
堆積した懸濁物質の沖合への拡散効果及び海水温上
昇の低減効果の変化についても検討しました。 

24 海藻草類について 
(1) 辺野古沿岸域一帯を採餌場としているジュゴン
の個体や個体群が、事業の実施により当該沿岸域を回
避して周辺の海草藻場を代替的餌場として利用する
可能性がある。特に嘉陽海域の藻場については、環境
省によるこれまでの「ジュゴンと藻場の広域的調査」
において、定期的にジュゴンが利用している可能性が
示唆されていることから、嘉陽海域の調査については
調査測線・調査地点を追加すること。 

 
 嘉陽海域は、当該事業実施区域でなく、直接的な改
変箇所ではありませんが、環境省によるこれまでの
「ジュゴンと藻場の広域的調査」等も踏まえて、餌場
として利用している可能性があるため調査測線を設
定し、調査しました。 
 なお、嘉陽海域におけるサンゴ類の調査測線数を追
加したことにより、当該海域に植生する海藻草類につ
いても、より密な調査を行いました。 

(2) 主要な海草藻場、海藻群落の分布に係る調査手法
については、マンタ法による調査も実施し、分布状況
をより詳細に把握すること。 

 サンゴ類のマンタ調査の実施時に、海藻草類の状況
についても観察・記録しました。 

(3) 調査地点について、「スポット調査は海藻草類の
生育状況に応じて一部はサンゴ類調査と別の調査地
点とする」としているが、海草、海藻、サンゴ類のそ
れぞれの生息・生育環境の違いも考慮し、適切な調査
地点を設定すること。 

 マンタ調査により現況を把握し、適切な調査地点を
設定しました。 

(4) 海藻草類の調査期間については、海藻草類の季節
的な消長・生育状況及び藻場を構成する海草が希少種
であることも考慮に入れて重点化し、四季の調査を行
うこと。 
 また、藻場は台風の襲来等により分布域が変動する
が、台風の規模や襲来数が毎年異なることにより藻場
の分布域の経年変動があることから、海藻草類の経年
変動の調査手法については文献及びその他参考資料
調査のみではなく、複数年の調査を実施し、経年変動
についても十分に把握すること。 

海藻草類の調査期間については、4 季の調査を行い
ました。 
今回の調査期間中においては台風の襲来が無かっ

たことから、比較的安定し、かつ広範囲に広がった分
布状態が把握できたと考えています。 
よって、過年度に行った調査の結果や、過去の資

料・文献等を参考に、可能な限り経年変動についての
把握に努めました。 

(5) 埋立地の存在による潮流の変化やそれに伴う堆
砂・浸食等による地形変化、底質や水質の変化等によ
り海藻草類の生育環境が変化するおそれが考えられ
ることから、これらの影響による海藻草類の分布域の
変化についても環境影響評価を実施すること。 

 底質状況の変化、水質の変化等により海藻草類の生
育環境が変化するおそれが考えられることから、これ
らの影響による海藻草類の分布域の変化についても
環境影響評価を実施しました。 

(6) 工事中における夜間照明による海藻草類への影
響について、環境影響評価を実施すること。 

 工事中の夜間照明による海藻草類への影響につい
ても、供用時と同様に検討しました。 
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(7) 方法書の第3章「対象事業が実施されるべき区域
及びその周囲の概況」における海藻草類の調査結果の
整理・解析は、被度25%以下の分布域が示されていな
いが、藻場の機能の重要性や、藻場を構成する海草が
希少種であること、当該地域の藻場がジュゴンの摂餌
場となっていることを考慮すると、より詳細に藻場の
分布状況を把握する必要があることから、海草藻場、
海藻群落の現地調査結果は、被度25%以下の分布域も
含めて整理・解析すること。 

 海草藻場、海藻群落の現地調査結果は、被度25％以
下の分布域も含めて整理・解析しました。 

(8) ホンダワラ類等で構成される海藻藻場も、海草藻
場と同様に生産力が高く、稚仔魚にとっての餌が豊富
であるばかりでなく、隠れ場も提供するため、藻場以
外に生息する魚介類にとっても重要な繁殖場所とな
っているなど海域生態系にとって重要な場であるこ
とから、方法書で示している「海藻群落」に係る調査、
予測及び評価については、大型の海藻群落として、あ
るいはいくつかの群落で形成される「藻場」としての
観点からも行うこと。 

 「海藻群落」に係る調査、予測及び評価については、
大型の海藻群落として或いはいくつかの群落で形成
される「藻場」としての観点からも行いました。 

25 ジュゴンについて 
(1) 沖縄島周辺海域に生息するジュゴンについては、
これまで科学的調査がほとんど行われておらず、その
生活史、分布、個体数などに関する知見が非常に乏し
い実状であることから、これらに関する知見を事業者
として可能な限り把握するため、生活史等に関する調
査を複数年実施すること。 

 
今回の調査の結果では、沖縄島沿岸に分布する最小

個体数としては 3頭と推定されました。 
本事業の対象水域において常在している個体は1頭

と推定され、当該個体を対象に生活史全体を把握する
ことは事実上困難であると考えられます。 
生息環境要因として餌料となる海草類の分布状況

や他の水域の個体の行動特性も把握しており、これら
の結果を現況として、既往の調査結果や文献等資料を
勘案することによって可能な限り生活史の把握に努
めました。 

(2) 生息状況に係る調査について 
ア ジュゴンの生息状況に係る調査手法としての航
空機等を用いた調査は、騒音によってジュゴンが回避
行動を起こし生息状況を正確に把握できないことも
考えられることから、飛行高度に配慮するなど調査そ
のものの実施に伴うジュゴンへの影響が小さい手法
を十分検討し慎重に調査すること。 

 
 環境省の調査手法及び専門家の助言も踏まえ慎重
に検討して実施しました。 

イ ジュゴンの生息状況に係る航空機等による目視
確認及び写真撮影による調査は、本県におけるジュゴ
ンの餌場と沖合の往き来が夕方や明け方にも行われ
ていると考えられていることや、潮の干満によっても
移動時間帯を変えている可能性があることを考慮し、
適切な調査期間・時間帯を設定すること。 

 航空機等による目視確認及び写真撮影による調査
は、適切な調査期間・時間帯を設定しました。 

ウ 当該事業の実施による直接的な影響が及ぶ当該
事業実施区域及びその周辺海域におけるジュゴンの
生息状況については、より詳細に把握する必要がある
ことから、海草藻場の利用状況の調査範囲における生
息状況の調査については、重点化として、その調査頻
度(調査日数)を増加すること。 

 海草藻場の利用状況の調査範囲における生息状況
の調査については、重点化として、その調査頻度(調
査日数)を毎月2回(1日/1回)追加し、追加・修正資料
(修正版)に記載しました。 

エ ジュゴンの生息状況に係る調査においては、本県
におけるジュゴンの遺伝学的特性、目撃情報、漁獲状
況等の歴史的動向についても把握すること。 

 ジュゴンの生息状況に係る調査においては、文献等
により、沖縄県におけるジュゴンの遺伝学的特性、目
撃情報、漁獲状況等の歴史的動向についても可能な限
り把握するよう努めました。 

オ 生息状況に係る調査と併せ、当該沿岸域周辺の魚
網の設置状況や漁業活動の内容等についても調査す
ること。 

 生息状況に係る調査と併せ、当該沿岸域周辺の魚網
の設置状況や漁業活動の内容等についても、文献等に
よる調査を行いました。 
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(3) 海草藻場の利用状況に係る調査について 
ア 辺野古沿岸海域を採餌場としているジュゴンの
個体や個体群が、事業の実施により当該沿岸海域を回
避して周辺の海草藻場を代替的餌場として利用する
可能性がある。特に嘉陽海域の藻場については、環境
省によるこれまでの「ジュゴンと藻場の広域的調査」
において、定期的にジュゴンが利用している可能性が
示唆されていることから、嘉陽海域の調査については
重点化すること。 

 
 嘉陽海域は、当該事業実施区域でなく、直接的な改
変箇所ではありませんが、環境省によるこれまでの
「ジュゴンと藻場の広域的調査」も参考にし、専門家
の助言も踏まえ、来遊を確認するための機器を設置す
るなど、嘉陽海域の調査については重点化しました。

イ ジュゴンの来遊を確認するための機器の内容、当
該機器の種類別設置地点・設置数、メンテナンス等の
方法について、具体的に明らかにすること。 

 ジュゴンの来遊を確認するために設置する機器の
メンテナンス等については、台風の襲来による避難等
を含め、専門家等の指導、助言及び調査の実施状況を
踏まえ、準備書に記載しました。 

ウ 海草藻場への来遊状況については、ジュゴンの来
遊を確認するための機器による調査を毎月一定の期
間行うとしているが、本県におけるジュゴンの餌場へ
の往来は夕方や明け方に行われていると考えられて
いることや、潮の干満によっても移動時間帯を変えて
いる可能性があることを考慮し、適切な調査期間・時
間帯を設定すること。 

 海草藻場への来遊状況については、潮の干満等を踏
まえ、適切に時間帯を設定しました。 

エ ジュゴンの来遊を確認するための機器が設置さ
れることなどにより、ジュゴンが回避行動を起こし利
用状況を正確に把握できないおそれも考えられるこ
とから、調査そのものの実施に伴うジュゴンへの影響
が小さい手法を十分検討し慎重に調査すること。 

 来遊を確認するための機器は、専門家の助言も踏ま
え設置間隔を確保し、ジュゴンの行動を阻害しないよ
う慎重に調査しました。 

オ 来遊状況に係る調査においては、ジュゴンの餌場
への来遊の仕方や、ジュゴンが好んで利用すると考え
られるアクセス経路の地形、水質、潮流、生息・生育
する生物種等の環境条件の特徴についても把握する
こと。 

 ジュゴンの来遊状況に係る調査においては、アクセ
ス経路の地形、水質、潮流、生息・生育する生物種等
環境条件の特徴についても把握して行いました。 

カ 深場における海草類調査については、曳航式水中
ビデオでは海底の泥等を巻き上げる場合は十分な調
査結果が得られないことが想定されることから、潜水
調査による目視調査についても併せて実施すること。

 深場における海藻草類の潜水調査は、安全上困難で
あるため、水中ビデオシステムを用いて行うことと
し、調査にあたっては、海底の泥等の影響が生じない
ような機器、方法を採用しました。 

(4) 夜間照明、騒音等に対する反応に係る調査につい
て 
ア 騒音に対する反応の調査においては、ジュゴンの
可聴域に関する情報についても収集するとともに、予
測に当たって必要となる沖合の海域での音環境の状
況についても調査すること。その際は、ジュゴンが海
面上に頭部を出して呼吸することから、海中だけでな
く海面上における音環境の状況についても調査する
こと。 
 また、調査期間等については、水中音の伝搬に影響
すると考えられる潮流や潮の干満等も考慮し、適切な
時期・期間を設定すること。 

 
 
ジュゴンの騒音及び低周波音に対する反応につい

ては、ジュゴンの可聴域に関する情報についても可能
な限り収集しました。 
 また、予測に当たって必要となる沖合の海域におけ
る、海上及び海中の音環境の状況について調査を行い
ました。 

イ 夜間照明に対する反応の調査においては、照度と
ともにジュゴンにとって最も感度がよい光の波長に
関する情報についても収集し、予測の際に工事中にお
いて使用が予定される照明の照度及び種類を考慮す
ること。 

 文献その他の資料調査により、光の波長に関する情
報についても収集に努め、その結果を踏まえて適正に
予測を行いました。その際、供用時において使用が予
定される照明の照度及び種類を考慮しました。 

ウ 調査地域内における港湾施設の位置や船舶の往
来等の状況についても現地調査を実施すること。 

 調査地域内における港湾施設の位置や船舶の往来
等の状況についても現地調査を実施しました。 
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(5) 予測・評価について 
ア 本県におけるジュゴンは、個体数が極めて限られ
ていると推測されていることから、当該事業の実施に
よるジュゴンへの影響については、ジュゴンに係る各
種の調査結果と当該事業実施区域及びその周辺海域
以外における海草藻場の分布状況等の調査結果、既存
文献の調査結果等を併せて解析することにより、辺野
古沿岸海域に生息するジュゴンの個体あるいは個体
群にとって、辺野古沿岸海域及び同海域に分布してい
る藻場が果たしている、摂餌場、休息の場あるいは育
児の場といった同種にとっての機能や価値について
明らかにした上で、次のとおり予測・評価すること。
(ｱ) 当該海域及び海草藻場の利用・来遊状況の変化
(ｲ) 生息環境としての機能や価値の変化等及びそれ
に伴う辺野古沿岸海域の個体又は個体群の維持への
影響 
(ｳ) 辺野古沿岸海域の個体又は個体群の維持への影
響の程度による本県全体のジュゴンの個体群の維持
への影響 

 
 文献調査、現地調査及び専門家等の助言も得て適切
に予測・評価しました。 

イ 騒音によるジュゴンへの影響の予測に当たって
は、ジュゴンの可聴域を考慮するとともに、騒音発生
源が、船舶のスクリュー音等のように海中にある場合
と、陸上施設等の建設作業騒音等のように海上にある
場合とで、海中における音の伝搬が異なることも考慮
すること。 

 騒音等によるジュゴンへの影響については、ジュゴ
ンの可聴域を考慮するとともに、騒音発生源が、船舶
のスクリュー音等のように海中にある場合と、陸上施
設等の建設作業騒音や航空機騒音等のように海上に
ある場合とで、海中における音の伝搬が異なることも
考慮し、予測を行い、準備書に記載しました。 

ウ 低周波音及び夜間照明によるジュゴンへの影響
について、予測・評価すること。 

 ジュゴンの低周波音及び夜間照明による影響につ
いては、文献等の収集及び専門家の助言も踏まえて予
測・評価しました。 

エ 工事中においてはケーソン、埋立用材及び石材の
海上輸送により当該事業実施区域及びその周辺海域
において航行船舶数が増加することに伴うジュゴン
と船舶との衝突や当該海域の回避などの生息環境へ
の影響についても予測・評価すること。 

 供用時と同様、工事中における航行船舶数が増加す
ることに伴うジュゴンと船舶との衝突や当該海域の
回避などの生息環境への影響についても予測・評価し
ました。 

オ 当該事業の実施によるジュゴンへの影響につい
ては、当該事業実施区域の周辺海域における刺し網や
漁網等の漁業の状況を考慮し、ジュゴンの混獲の発生
に係る影響についても予測・評価すること。 

 当該事業の実施によるジュゴンへの影響について
は、当該事業実施区域の周辺海域における刺し網や漁
網等の漁業の状況を考慮して、ジュゴンの混獲の発生
に係る影響についても予測・評価しました。 

26 陸域動物について 
(1) 調査手法について 
ア 代替施設建設予定地、埋立土砂発生区域、工事用
仮設道路及び美謝川の切替え工事区域並びにその周
辺域における陸域動物の調査については、ラインの追
加等、調査の手法を重点化すること。 

 
 
 代替施設建設予定地、埋立土砂発生区域、工事用仮
設道路及び美謝川切替えの工事区域及びその周辺域
における陸域動物の調査については、ラインの追加
等、調査の手法を重点化しました。 

イ 陸域における作業ヤードを設置する場合の工事
及び埋立土砂運搬道路等の工事により新たな改変を
行う場合は、当該工事区域及びその周辺域における陸
域動物の調査については、ラインの追加等、調査の手
法を重点化すること。 

 現時点で想定していない陸域における作業ヤード
を設置する場合の工事及び埋立土砂運搬道路等の工
事により新たな改変を行う場合については、当該工事
区域及びその周辺域における陸域動物の調査につい
ては、ラインの追加等、適切に調査の手法を検討しま
した。 

ウ 鳥類について 
(ｱ) 渡り鳥の飛来の時期にも着目して調査すること。

 
渡り鳥の飛来の時期にも着目して調査しました。

(ｲ) 代替施設の建設予定地に近接する平島・長島及び
御向島の周辺海域はアジサシ類やミサゴ等の魚食性
鳥類の餌場となっていることが考えられることから、
アジサシ類やミサゴ等の採餌行動の調査を行うこと。

長島、平島等の岩礁では、注目種の生態の把握の観
点からアジサシ類やミサゴ等を調査し、その際にはア
ジサシ類やミサゴ等の採餌行動の調査も行いました。

(ｳ) 鳥類の定点調査の時間を干潮・満潮時の各30分に
限定しているが、十分な調査時間を設定すること。

鳥類の定点調査は干潮・満潮時の各30分間を基本と
していますが、個体数が多くて30分間では全数記録が
できない場合等には必要に応じ調査時間を延長しま
した。 
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(ｴ) 埋立土砂発生区域においても定点調査地点を設
定すること。 

 鳥類に係る定点調査については、遠望の効く見晴ら
しの良い場所が必要とされることから、埋立土砂発生
区域付近では、辺野古ダム付近に1地点設定しました。
 なお、定点調査地点を追加設定しました。 

エ 陸産貝類等の調査対象としていない動物分類群
についても、レッドデータブック掲載種等、重要と考
えられる種が確認される可能性があることから、当該
分類群についても調査を実施すること。 

 陸産貝類等の調査対象としていない動植物分類群
についても、レッドデータブック掲載種等、重要と考
えられる種の当該分類群についても調査を実施しま
した。 

(2) 予測・評価について 
ア 陸域動物への影響の予測の基本的な手法を、「重
要な種及び注目すべき生息地の分布への影響の程度、
生息環境の改変の程度を踏まえた事例の引用」として
いるが、当該事業の実施による生息状況への影響とし
て、次に挙げる環境影響に伴う陸域動物への影響につ
いても予測・評価すること。 
(ｱ) 工事中の大気質への影響や騒音・振動による影響
(ｲ) 工事中の水の濁り・水の汚れへの影響 
(ｳ) 工事中の夜間照明による影響 
(ｴ) 陸域動物の基盤環境である地形・地質や植生等へ
の影響 

 
 当該事業の実施による生息状況への影響として、以
下に挙げる環境影響に伴う陸域動物への影響につい
ても予測・評価しました。 
(ｱ) 工事中の大気質への影響や騒音による影響 
(ｲ) 工事中の水の濁り・水の汚れへの影響 
(ｳ) 供用時の大気質への影響や航空機騒音による影響
(ｴ) 共用時の水の汚れによる影響 
(ｵ) 工事中及び供用時の夜間照明による影響 
(ｶ) 工事中及び供用時の陸域動物の基盤環境である地
形・地質や植生等への影響 
 なお、振動及び低周波音については、事例収集に努
めましたが、以下の理由から予測・評価は行っていま
せん。 
・工事中の振動については、人体にはほとんど感じな

い微振程度以下であると予測されたこと及び微震
動に対する動物の感受性に対する知見がない。 

・低周波音については、公表された論文や技術資料が
無く、評価基準がない。 

イ 当該事業の実施による鳥類への影響については、
埋立てによって海域の一部が消失することによるア
ジサシ類やミサゴ等の採餌活動等への影響について
も、予測・評価すること。 

 当該事業の実施による鳥類への影響については、ア
ジサシ類やミサゴ等の繁殖活動への影響や、埋立てに
よって海域の一部が消滅すること等による生息環境
への影響についても、予測・評価しました。 

27 陸域植物について 
(1) 陸域にも作業ヤードを設置するとした場合の当
該工事等により新たな改変を行う場合にあっては、当
該工事区域及びその周辺域における陸域植物の調査
については、調査の手法を重点化し、現存植生図につ
いては、縮尺が5千分の1以上の細密植生図を作成する
こと。また、群落の位置や大きさ、消失状況、海浜地
形の変化に伴って変化すると考えられる海岸植生の
状況等から特に重要と考えられる地域については、1
千分の1や5百分の1の縮尺とすること。 

 
 縮尺は1:10,000を基本としました。さらに、直接改
変区域周辺の重要と考えられる地域については
1:1,000で作成しました。 
 
 

(2) 陸域植物の調査範囲については、事業による影響
が大きいと考えられる地域については重点調査範囲
とし、ラインの追加等を行うなどより密に調査を実施
すること。 

陸域の調査範囲は、安部オール島から宜野座村前原
に至る沿岸域において、事業実施に伴い直接的な改変
を受ける沿岸部では、内陸部の辺野古ダムの湛水面上
流側までを重点調査範囲と設定し、調査を実施しまし
た。また、大浦川についても河口部から両岸の尾根ま
でを調査し、現況環境については詳細に把握しまし
た。 

(3) 陸域植物への影響の予測の基本的な手法を、「重
要な種及び群落の分布への影響の程度、生育環境の改
変の程度を踏まえた事例の引用」としているが、当該
事業の実施による生育状況への影響として、次の環境
影響に伴う陸域植物への影響についても予測・評価す
ること。 
ア 工事中の大気質への影響 
イ 工事中の水の濁り・水の汚れへの影響(河川域に
おける陸域植物に限る。) 
ウ 工事中の夜間照明による影響 
エ 埋立地の存在による風環境や微気象の変化によ
る影響 

 陸域植物への影響を予測する際には、以下の環境影
響に伴う陸域植物への影響についても予測・評価しま
した。 
ア 工事中及び供用時の大気質への影響 
イ 工事中の水の濁りの影響(河川域における陸域植
物に限る。) 
ウ 工事中及び供用時の夜間照明による影響 
エ 供用時(埋立地の存在を含む)による風環境や微
気象への影響 
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28 生態系に係る全般的事項について 
(1) 生態系とは、生物と非生物環境とが一体となった
システムであり、「生態系の概況」を知るということ
は、生息・生育している種の動態(環境変動との関係
を重視)、種間・種内関係、食物連鎖機構、物質循環
過程、人間による攪乱の影響等を総合的に把握するこ
とをいう。イギリスの森林生態系では50年に及ぶ研究
でその動態の概要が明らかになってきており、オース
トラリアのグレートバリアリーフでは30年の期間を
要した研究が発表されるなど、様々な撹乱のパターン
がようやく整理されてきている。このように、生態系
の全てを調査し理解するためには多くの時間と労力
を必要とし、現在の科学的知見だけではまだ十分に把
握できないことも多く、数年間のしかも各季節ごとの
調査を実施する程度では解明可能な調査対象ではな
いことを理解することが大切である。また、生態系の
動態には、地球環境変動、台風のような一時的な攪乱
などが影響を及ぼすが、これらの影響は年によっても
異なることから、事業の実施に関連してどのような影
響が短期的、長期的にでるのかをこれらの自然現象と
も関連させて検討する必要がある。 
 以上のことを踏まえた上で、生態系に係る調査、予
測及び評価の手法については、可能な限り客観的なデ
ータに基づく科学的・定量的な予測を行うとともに、
適切な環境保全措置及び不確実性を考慮した適切な
事後調査の方針を検討すること。 

 
 生態系に係る調査、予測及び評価の手法について
は、可能な限り客観的なデータに基づく科学的・定量
的な予測を行うとともに、適切な環境保全措置及び不
確実性を考慮した適切な事後調査の方針を検討しま
した。 
 

(2) 調査の基本的な手法については、調査すべき情報
ごとにその手法を具体的に記載すること。 

 調査の基本的な手法については、調査すべき情報ご
とにその手法を具体的に準備書に記載しました。 

(3) 生態系に係る調査結果の整理・解析に当たって
は、ハビタット(生息・生育空間)区分を基本とした、
陸域生態系と海域生態系を合わせた生態系の全体像
を現す総括図面を作成すること。 

 ハビタット(生息・生育空間)区分を基本とした、陸
域生態系と海域生態系を合わせた生態系の全体像を
現す総括図面を作成しました。 

(4) 生態系への影響の調査、予測及び評価に当たって
は、次の事項についても考慮すること。 
ア 当該事業の実施に伴う微気象の変化 
イ 生態系に関わる漁業等の環境利用等に応じた環
境保全の方向性 
ウ 海域生態系と陸域生態系との関係 

予測及び評価に当たっては、次の事項についても考
慮しました。 
ア 当該事業の実施に伴う微気象の変化 
イ 生態系に関わる漁業等の環境利用等に応じた環
境保全の方向性 
ウ 海域生態系と陸域生態系との関係 
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【自然環境関係】  

知事の意見 事業者の見解 
29 海域生態系について 
(1) 調査すべき情報としている「海域生物その他の自
然環境に係る概況」は、その具体的内容が不明である
が、生態系の概況として次の情報について調査するこ
と。 
ア 調査海域の地形及び海底基質の物理的・化学的環
境条件の状況 
イ 海域生態系を構成する大きな要素として選定し
ている海浜生態系、干潟生態系、藻場生態系、サンゴ
礁生態系のそれぞれの構造及びそれらの生態系が関
連することによって構成される海域生態系の構造。特
に、礁縁部から島棚に到る斜面は生物の多様な生息・
生育空間を提供することから、水深に着目して整理し
た構造 
(ｱ) 個々の生態系の類型区分とその分布  
(ｲ) 個々の生態系の類型区分ごとの動植物の種の構
成 
(ｳ) 個々の生態系における主要な食物連鎖、栄養段階
(ｴ) 個々の生態系における主要な食物連鎖、栄養段階
がそれぞれ関連する海域生態系としての食物連鎖、栄
養段階 
 なお、海域生態系の食物連鎖、栄養段階に係る調査
結果の整理・解析に当たっては、海域生態系が、浮魚
生態系(植物プランクトン→動物プランクトン→小型
魚類→大型魚類と連鎖する生態系)と底魚生態系(底
質中の有機物→底生生物→小型の甲殻類・魚類→大型
魚類と連鎖する生態系)に大きく分けられること及び
特に沖合においては、腐食連鎖よりも生食連鎖の割合
が大きく、基質の状態等に大きく規定されることとい
った海域生態系の特徴を考慮すること。 

ウ 生態系の機能 
エ 生態系の自然的人為的影響による時間的変化 

 
 生態系の概況については、以下のご指摘の事項に留
意して調査を行いました。 
ア 調査海域の地形及び海底基質の物理的・化学的環
境条件の状況 
イ 海域生態系を構成する大きな要素として選定し
ている海浜生態系、干潟生態系、藻場生態系、サンゴ
礁生態系のそれぞれの構造及びそれらの生態系が関
連することによって構成される海域生態系の構造
特に、礁縁部から島棚に到る斜面は生物の多様な生
息・生育空間を提供することから、水深に着目して整
理した構造 
(ｱ)個々の生態系の類型区分とその分布 
(ｲ)個々の生態系の類型区分ごとの動植物の種の構成
(ｳ)個々の生態系における主要な食物連鎖、栄養段階
(ｴ)個々の生態系における主要な食物連鎖、栄養段階
がそれぞれ関連する海域生態系としての食物連鎖、栄
養段階 
 
ウ 生態系の機能 
 
エ 生態系の自然的人為的影響による時間的変化 

(2) 上位性、典型性及び特殊性の観点から、地域を特
徴づける生態系の指標となるものとして選定してい
る注目種及び群集については、調査の手法を重点化す
ること。 
 また、干潟生態系、藻場生態系、サンゴ礁生態系に
係る上位性、典型性及び特殊性の観点からの注目種及
び群集を選定すること。その際は、本県が亜熱帯域で
あること及び島しょによるぜい弱な生態系であるこ
と、海域生態系が大きく浮魚生態系と底魚生態系に分
けられること並びに沖合において生食連鎖の割合が
大きいという海域生態系の特徴を考慮するとともに、
専門家等の意見を聴取すること。 
 なお、干潟生態系における注目種及び群集の一つと
して、特殊性の観点からトカゲハゼを選定し、十分な
調査期間を設定した上で、詳細な調査を実施するこ
と。 

上位性、典型性及び特殊性の観点から注目種及び群
集と想定される魚類、サンゴ類、海藻草類、ジュゴン
について、重点化して調査した情報等から、適切な注
目種及び群集を選定しました。 
また、トカゲハゼについても、干潟生態系における

注目種及び群集のひとつとして選定しました。 

(3) 海域生態系への影響については、注目種の分布状
況や生息・生育環境、主要な生物と生物群集間の相互
関係等に及ぼす改変の程度を踏まえた、類似の事例や
既存の知見等による予測のみではなく、沖縄県環境影
響評価技術指針に示す、「環境要素の変化による生態
系への影響」、「注目種及び群集により指標される生
態系への影響」及び「生態系の構造・機能への影響」
について予測・評価すること。 

 海域生態系への影響については、注目種の分布状況
や生息・生育環境、主要な生物及び生物群集間の相互
関係等に及ぼす改変の程度を踏まえた、類似の事例や
既存の知見等も踏まえ、沖縄県環境影響評価技術指針
に示す、「環境要素の変化による生態系への影響」、
「注目種及び群集により指標される生態系への影響」
及び「生態系の構造・機能への影響」について予測・
評価しました。 



4-2-54 
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知事の意見 事業者の見解 

(4) 大浦湾は、干潟・砂浜等の海浜地形や泥質・岩礁
等の海底基質などがコンパクトにまとまった特徴的
な湾であると同時に、南方系の魚卵・稚仔魚がトラッ
プされ、それが大浦川や汀間川に加入するという特殊
性もある。また、浚渫区域やその周辺の泥質海底にお
いてユビエダハマサンゴの巨大群落が確認されてお
り、自然保護団体等の調査ではキクメイシモドキとス
イショウガイの共生が再確認されていることや、同湾
の北側においては大規模なアオサンゴ群落が確認さ
れていること、大浦川や汀間川の河口域にはマングロ
ーブ林や湿地が発達していることなどから、同湾は周
辺海域とは異なった特徴的な海域生態系が存在して
いるものと考えられる。 
 よって、大浦湾における海域生態系についてはこれ
らを踏まえた上で、詳細な調査を行い、当該事業の実
施による環境影響について予測・評価すること。 

 大浦湾における海域生態系について詳細に調査し、
当該事業の実施による環境影響について予測・評価し
ました。 

(5) 購入した埋立用材について、大浦湾の海域生態系
に影響を与える動植物種の混入による影響について
類似事例等から検討し、必要に応じ、生態系に係る環
境影響評価において考慮すること。 

工事中における資機材等の搬入により、外来種が侵
入して生態系に影響を与えるおそれがないかどうか
については、調達先が決定した段階で類似事例等から
検討することとしていますので、予測・評価は行って
いません。 

30 陸域生態系について 
(1) 上位性、典型性及び特殊性の観点から、地域を特
徴づける生態系の指標となるものとして選定してい
る注目種及び群集については、調査の手法を重点化す
ること。 
 また、当該注目種及び群集の選定については、方法
書において選定されている種及び群集が、本県が亜熱
帯域であること及び島しょによるぜい弱な生態系で
あることが考慮された適切なものであるかどうか、専
門家等の意見を聴取すること。 

 
 地域を特徴づける生態系の指標となるものとして
選定している注目種及び群集については、専門家等の
意見を聴取して、調査の手法の重点化を行いました。

(2) 陸域生態系への影響については、上位性、典型性
及び特殊性の観点から注目される動植物の種又は生
物群集の生息・生育環境の改変の程度を推定し、類似
の事例や既存の知見等による予測のみではなく、沖縄
県環境影響評価技術指針に示す、「基盤環境と生物群
集との関係による生態系への影響」、「注目種及び群
集により指標される生態系への影響」及び「生態系の
構造・機能への影響」について予測・評価すること。

 陸域生態系への影響については、上位性、典型性及
び特殊性の観点から注目される動植物の種又は生物
群集の生息・生育環境の改変の程度や類似の事例や既
存の知見等も踏まえ、基盤環境に対する影響、地域を
特徴づける生態系の注目種、及び生態系の構造・機能
への影響として整理し予測・評価しました。 

(3) 工事中における資機材等の搬入により、外来種が
侵入して生態系に影響を与えるおそれがないかどう
かについて類似事例等から検討し、必要に応じ、生態
系に係る環境影響評価において考慮すること。 

 工事中における資機材等の搬入により、外来種が侵
入して生態系に影響を与えるおそれがないかどうか
については、調達先が決定した段階で類似事例等から
検討することとしていますので、予測・評価は行って
いません。 
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(4) マングローブ林は、陸域生態系ばかりでなく藻場
やサンゴ礁など海域生態系への有機物の供給にも重
要な役割を果たしている。また、魚類、貝類、エビや
カニといった甲殻類などの餌場、産卵場所、生息場所
を提供していることから、マングローブ林の発達した
河川はマングローブ林を有しない河川と比較して生
物相が豊かな傾向がある。また、県内の河川に生息す
る甲殻類と魚類の多くは、河川域と海域を往き来する
など、海域生態系と密接な関係にあり、マングローブ
自体も、海域の環境影響を強く受けるとともに種子が
海域を経て陸域に進入するという特性を持つ。 
 このような特殊性を踏まえ、作業ヤードの影響が大
きいと考えられる大浦川、楚久川、杉田川及び汀間川
のマングローブ生態系について環境影響評価を実施
すること。その際は、次の事項について十分な調査期
間を設定した上で調査を行い、マングローブ生態系を
構成する動植物の生活史における水域への依存度、水
界がもつ連続性・変動性等が考慮されたものとするこ
と。 
ア 河口周辺の地形と底質、物理的環境条件、化学的
環境条件の状況 
イ 陸域生態系及び海域生態系が関連することによ
って構成されるマングローブ生態系の構造。特に、マ
ングローブ林における河川水の塩分に着目した整理
(ｱ) マングローブ生態系の類型区分とその分布 

(ｲ) マングローブ生態系の類型区分ごとの動植物の
種の構成 
(ｳ) マングローブ生態系における主要な食物連鎖、栄
養段階 
(ｴ) マングローブ生態系における主要な食物連鎖、栄
養段階がそれぞれ関連する海域生態系としての食物
連鎖、栄養段階 
ウ マングローブ生態系の機能 
エ マングローブ生態系の自然的人為的影響による
時間的変化 

 マングローブ林の特殊性を踏まえ、適正に環境影響
評価を実施しました。その際は、以下の事項について
考慮し、適正に実施しました。 
・河口周辺の地形と底質、物理的環境条件、化学的環
境条件の状況 
・陸域生態系及び海域生態系が関連することによって
構成されるマングローブ生態系の構造 特に、マング
ローブ林における河川水の塩分に着目した整理 
・マングローブ生態系の類型区分とその分布 
・マングローブ生態系の類型区分ごとの動植物の種

の構成 
・マングローブ生態系における主要な食物連鎖、栄

養段階 
・マングローブ生態系における主要な食物連鎖、栄

養段階がそれぞれ関連する海域生態系としての食
物連鎖、栄養段階 

・マングローブ生態系の機能 
・マングローブ生態系の自然的人為的影響による時

間的変化 
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【人と自然との触れ合い関係】  

知事の意見 事業者の見解 
31 景観について 
(1) 眺望景観について 
ア 調査すべき情報として、主要な眺望点の状況と
併せて、主要な視点場の状況(分布状況、名称、位置、
眺望特性、利用状況等)を調査すること。また、眺望
景観に係る調査地域・調査地点及び予測地域・予測
地点については、可視不可視領域の解析をした上で、
次のとおり設定すること。 

 
 
 主要な視点場の状況(分布状況、名称、位置、眺望
特性、利用状況等)については、主要な眺望点の状況
と併せて調査しました。 
 なお、眺望景観に係る調査地域・調査地点及び予測
地域・予測地点については、可視不可視領域を解析し
た上で設定しました。 

(ｱ) 主要な眺望点については、代替施設の建設予定
地北側の陸域に存在するリゾート施設やキャンプ・
シュワブ内、地域住民にとって重要な場であり観光
客も利用する平島、名護市東海岸の海域において人
と自然との触れ合い活動の場として潜在的に高い価
値を有すると考えられる沿岸域における海上にも設
定すること。 
 また、ダイビングやグラスボートによるサンゴ礁
の観賞等の状況及び海中における景観資源の状況を
考慮して、必要に応じ、海中においても調査地点及
び予測地点を設定し、海中景観への影響について予
測・評価すること。 

 主要な眺望点については、沿岸域や海上にも設定し
ました。 
 また、ダイビングやグラスボートによるサンゴ礁の
観賞等の状況及び海中における景観資源の状況を考
慮し、現地調査を行い、必要に応じて海中景観への影
響についても検討を行いました。 

(ｲ) 主要な視点場については、地域住民により頻繁
に利用されている場、不特定多数の人々が利用する
場、レジャー等で利用されている場、名護市東海岸
の海域において人と自然との触れ合い活動の場とし
て潜在的に高い価値を有すると考えられる沿岸域に
おける海上にも設定すること。 

 先に述べた状況調査の結果、予測・評価地点として
設定しました。 

イ 眺望景観への影響については、完成予想図やフ
ォトモンタージュ法その他の視覚的な表現方法によ
り予測するとしているが、当該事業は豊かな自然環
境により形成される雄大で豊かな景観を有する地域
において行われる事業であることから、予測手法に
ついて重点化し、計量心理学的手法等により定量的
に予測すること。 

 フォトモンタージュ法その他の視覚的な表現方法
により予測した他、計量心理学的手法を用い可能な限
り予測しました。  

ウ 眺望景観への影響の予測・評価においては、工
事中における赤土等による水の濁り並びに埋立地の
存在時における漂砂による景観資源としての海域及
び海浜の地形変化も考慮すること。 

 景観資源としての海域及び海浜への影響の予測・評
価については、工事中の赤土等による水の濁り及び堆
積による地形変化も考慮しました。  

エ 主要な眺望景観の状況については、アンケート
調査も実施すること。 

 アンケート調査を実施しました。 

(2) 囲繞景観に係る調査及び予測の手法については、
眺望景観と同様に、重点化として次の事項を追加す
るとともに、計量心理学的手法等により定量的に予
測すること。 
ア 空中写真で捉えられる程度の空間スケールから
十数平方メートル程度の狭い空間スケールにおける
景観を考慮し、予測地域を設定すること。 

調査地域の範囲及び予測地域の範囲については、空
間スケールにおける景観を考慮して設定し、計量心理
学的手法を用い可能な限り定量的に予測を行いまし
た。 

イ 景観区の区分については、沿岸域だけではなく、
陸域と海域とが連続した広い範囲における野生生物
のハビタット等(地形・地質、水系の状況、植生の状
況、サンゴ礁・藻場の分布状況等)を把握し、詳細に
区分すること。また、それぞれの景観区の景観構造
及び機能的側面について解析すること。 

 景観区の区分については、広範囲における野生生物
のハビタット等を把握して詳細に区分し、それぞれの
景観区の景観構造及び機能的側面について解析しま
した。 

ウ 囲繞景観への影響の予測に当たっては、景観を
構成する動植物や生態系等への影響と、それらに対
する人為的影響を考慮すること。 

 景観を構成する動植物や生態系等への影響及びそ
れに対する人為的影響について考慮し、予測・評価し
ました。 
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【人と自然との触れ合い関係】  
知事の意見 事業者の見解 

32 人と自然との触れ合い活動の場について 
(1) 現地調査においては、名護市及び宜野座村の東
側沿岸域で行われるレクリエーション活動や日常的
な海産物の採取、釣り、エコツーリズム等の幅広い
人と自然との触れ合い活動を把握するとともに、適
切に把握できる調査時期及び期間を設定すること。
また、浜下り等の伝統的な行事、祭礼等については
それらの行われる時期に留意するとともに、“イザ
リ”のように夜間の触れ合い活動が考えられること
や、海産物によって採取時期・場所等が異なること
等を考慮すること。 

 
調査については、触れ合い活動等も考慮し、必要な

情報を適切かつ効果的に把握できる期間、時期及び時
間帯としました。 

(2) 人と自然との触れ合い活動の場の価値や認識の
状態の変化についても把握した上で、予測・評価の
際に考慮すること。 

人と自然との触れ合い活動の場の価値や認識の状
態の変化についても把握した上で、予測・評価の際に
考慮しました。 

(3) 工事中における人と自然との触れ合い活動の場
への影響の予測・評価においては、名護市東側沿岸
域での船釣り、マリンレジャー等への影響について
も考慮すること。また、陸域における工事関係車両
の増加や海域の立入制限等による影響についても考
慮すること。 

 工事中における人と自然との触れ合い活動の場へ
の影響の予測・評価においては、当該事業実施区域周
辺での船釣りやマリンレジャー等の状況により、資材
運搬船舶等の工事に関係する作業船の運航による影
響についても考慮し、また、陸域における工事関係車
両の増加や立入制限等による影響についても考慮し
ました。 

(4) 当該事業の実施による人と自然との触れ合い活
動の場への影響については、代替施設の設置による
新たな制限水域の設定に伴う人と自然との触れ合い
活動の場の消失、入域制限によるアクセス阻害等の
影響についても環境影響評価を実施すること。その
際は、米軍の訓練による人と自然との触れ合い活動
の場への影響も含めること。 

 現状については調査することとしており、予測・評
価については、適切に行いました。また、米側からの
所要の資料の収集も行い、その結果を踏まえて予測・
評価しました。 

(5) 主要な人と自然との触れ合い活動の場の利用実
態及び価値の把握については、アンケート調査も実
施すること。 

 アンケート調査を実施しました。 
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【歴史的・文化的環境】  

知事の意見 事業者の見解 

33 文化財等について 
(1) 歴史的・文化的環境については、当該事業実施
区域及びその周辺で確認された御嶽、拝所等その他
文化財に準ずるものについて、その位置、範囲、概
要、価値、歴史的背景、利用状況等について調査を
行うこと。 

 
 歴史的・文化的環境については、当該事業実施区域
及びその周辺で確認された御嶽、拝所等その他文化財
に準ずるものについて、その位置、範囲、概要、利用
状況等について調査を行いました。 

(2) キャンプ・シュワブ内の美謝川一帯や湿地周辺
には、かつては水田が存在していたとの名護市の調
査結果もあることから、水田跡をその他文化財に準
ずるものとして取り扱い、必要な調査を実施するこ
と。 

 キャンプ・シュワブ内には、既知の包蔵地が存在し
ていることから、今後、関係機関と調整し、適切に対
応していきたいと考えています。 

(3) キャンプ・シュワブ内の文化財等は、基地内に
存在することによりこれまで十分な調査がなされて
いなかったことや、埋蔵文化財の上に米軍施設が建
設されたこと等から、その位置、範囲、概要及び価
値は表面調査からは正確に知ることはできないこと
が想定される。 
 よって、調査に当たっては、名護市教育委員会及
び県教育委員会と十分に協議・調整し、当該機関等
からの助言又は指導等により慎重に現地調査を実施
し、予測・評価に反映すること。 

 現地調査に当たっては、県や名護市教育委員会等関
係機関と調整を行った後に行い、予測・評価に適切に
反映しました。 

(4) 予測の基本的な手法を文化財等の分布の状況と
事業計画による直接改変区域、資材及び機械の運搬
に用いる車両の走行ルート等をオーバーレイ(重ね
合わせ)することによるとしているが、改変の深さの
程度についても明らかにし、埋蔵文化財等への影響
について、より詳細に予測・評価すること。 

 当該事業の内容が具体的に決定されることに応じ
て、埋蔵文化財等への影響について適切に予測・評価
しました。 
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【環境への負荷関係】  

知事の意見 事業者の見解 

34 廃棄物等について 
(1) 廃棄物の処理は、その種類に応じた適切な処理
をしなければならず、また、産業廃棄物処理業者は、
それぞれが有する処理施設の種類によって処理でき
る廃棄物の種類を限定して許可を受けている。その
ため、当該事業に伴って発生する各種の廃棄物を適
正に処理できるものであるかを予測・評価するため
には、産業廃棄物処理業者の状況及び県内における
廃棄物の処理状況についても把握する必要があるこ
とから、これらの事項を調査すべき情報に追加する
こと。 

 
 関係する地方公共団体や処理業者へのヒアリング
調査を実施しました。 

(2) 埋立土砂発生区域における土砂採取工事におい
ては、建設副産物として伐採木等の廃棄物が生じる
と考えられることから、埋立ての工事における廃棄
物等に係る影響要因として選定し、環境影響評価を
実施すること。 
 また、浚渫工事により生じる浚渫土砂や、地盤改
良や赤土等流出防止対策施設より生じる建設汚泥の
処理方法について明らかにし、環境影響評価を実施
すること。 

 埋立土砂発生区域における伐採木等については、埋
立ての工事における廃棄物等に係る影響要因として
選定し、環境影響評価を実施しました 
浚渫工事により生じる浚渫土砂を含む地盤改良や

赤土等流出防止対策施設より生じる建設汚泥につい
ては、その処理方法について明らかにしました。 

(3) 事業の目的として設置される工作物の撤去又は
廃棄が予定されている場合は、その内容について明
らかにし、環境影響評価を実施すること。 

 工作物の撤去又は廃棄が予定されているものにつ
いては、その内容を明らかにし、適正に予測・評価し
ました。 

(4) 調査地域及び予測地域について 
ア 文献その他の資料調査における廃棄物処理施設
の状況の調査地域を「廃棄物の影響が及ぶ可能性の
ある地域」としているが、「廃棄物の影響」につい
て説明するとともに、具体的な地域を明らかにする
こと。 

 
 「廃棄物の影響」とは、廃棄物が発生することを意
味しています。 
 廃棄物には、普通の生活ごみや産業廃棄物等があ
り、それぞれ処理できる施設が異なることから、今後、
処理施設の状況調査を実施した上で、予想される地域
を明らかにしました。 

イ 本県においては、産業廃棄物管理型最終処分場
の残余容量がひっ迫した状況にあり、また、廃棄物
の種類によっては処理できる業者が県内に存在しな
い場合があるため、県外に搬出して処理している廃
棄物もある。こうした状況を考慮して、調査地域及
び予測地域を県外にも設定すること。 

 廃棄物の処理施設の状況を把握し、また、当該事業
の内容が具体的に決定されることに応じて発生する
廃棄物を想定し、適切に予測・評価しました。 

(5) 廃棄物等の発生による影響については、廃棄物
処理施設の状況は年々変化していることから、利用
する予定の再資源化施設や最終処分場等の廃棄物処
理施設の処理能力、受入可能性、処理実績、残余年
数等について、関係する地方公共団体や処理業者へ
のヒアリング調査により把握した上で、一般廃棄
物・産業廃棄物の種類別にその発生量、減量化量、
再生利用量及び最終処分量を定量的に予測・評価す
ること。また、工事中の再生利用量については、工
事現場内利用量についても明らかにすること。 

 可能な限り再生利用を図るとともに、廃棄物処理施
設の現状を把握し、適切に予測・評価しました。 

(6) 関係する地方公共団体及び組合が策定する廃棄
物処理計画との整合性の観点からも評価すること。

 可能な限り再生利用を図るとともに、廃棄物処理施
設の現状を把握し、適切に予測・評価しました。 

 

 



4-2-60 

 
【その他】  

知事の意見 事業者の見解 

35 環境保全措置について 
(1) 環境保全措置の検討については、環境影響の回
避・低減措置の検討経緯を示すとともに、代償措置
にあっては、回避・低減が困難である理由を具体的
に示すこと。なお、環境保全措置の検討に当たって
は、その実行可能性、効果、リスク等について十分
に検討すること。 

 
 環境保全措置の検討については、環境影響の回避・
低減措置の検討経緯を示すとともに、代償措置にあっ
ては、回避・低減が困難である理由を準備書に具体的
に示しました。 
 また、環境保全措置の検討に当たっては、その実行
可能性、効果、リスク等についても十分に検討しまし
た。 

(2) 埋立地や切替え後の美謝川の護岸については、
生物共生型・親水型の護岸を検討すること。 

 埋立地や切替え後の美謝川の護岸については、生物
への影響を考慮した護岸を可能な範囲で選定しまし
た。 

(3) 埋立土砂発生区域については跡地利用計画は明
らかではないが、跡地利用の内容に応じ適切な緑化
計画を実施すること。その際は次の事項について検
討すること。 
ア 埋立土砂発生区域の緑化計画においては、埋立
土砂発生区域の表土を仮置きし、これを土砂採取終
了後に覆土材として用いること 
イ 埋立土砂発生区域における土砂採取により失わ
れる森林の復元について検討すること。その場合は、
当該区域に生育している植物の苗等を用いること 

ウ 埋立土砂発生区域と森林の境界付近の林縁部に
おける微気象の変化への対策 

埋立土砂発生区域については、跡地利用の計画はま
だ明らかになっていませんが、赤土等流出防止対策等
のために適切な緑化にしました。 
 具体的には、埋立土砂発生区域の表土を仮置きし、
土砂採取終了後の覆土材としての利用、土砂採取によ
り失われる森林の当該区域に生育している植物の苗
等を用いての復元及び埋立土砂発生区域と森林の境
界付近の林縁部における微気象の変化への対策につ
いて検討を行い、準備書に記載しました。 

(4) 海上ヤードの設置の工事及び浚渫工事によって
消失する主要なサンゴ類及び海藻草類については、
移植等の環境保全措置を検討すること。 

海上ヤードの設置の工事及び浚渫工事によって消
失する主要なサンゴ類等については、移植等による環
境保全措置を検討し、準備書に記載しました。 

(5) 監視体制について 
ア 当該事業の実施において、事故等により周辺の
自然環境又は生活環境に影響が生じることが予想さ
れる場合若しくは発生した場合の監視体制を整備
し、これを明らかにすること。なお、監視体制につ
いては、県への速やかな報告等も含めること。 

 
 当該事業の実施において、事故等により周辺の自然
環境又は生活環境に影響が生じることが予想される
場合若しくは発生した場合の監視体制を整備すると
ともに、沖縄県等への速やかな報告等の体制も含め、
準備書に記載しました。 

イ 今後検討されるジュゴンをはじめとする希少種
に対する環境保全措置については、ジュゴン等の希
少種が確認され対処が必要な場合における対処方法
や連絡体制等の対応策を明らかにすること。 

 今後検討されるジュゴンをはじめとする希少種に
対する環境保全措置については、調査におけるジュゴ
ン等の希少種の確認状況を踏まえ、必要となる対処方
法や連絡体制等の対応策を準備書に記載しました。

36 準備書の作成について 
(1) 環境影響評価制度は、地方公共団体や一般の人々
の間に広く分散して保有されている地域の自然環境
状況や住民の環境との触れ合いの状況等の環境情報
を求めることにより、対象事業の実施に際して配慮
がなされるべき個別具体の環境保全上の価値を的確
に把握することに資するために、住民等から意見を
聴取する手続を規定しているものであることから、
住民等が当該事業の内容を理解し、有益な環境情報
を広く提供できるようにするために、準備書におい
ては、当該事業の内容を具体的に記載することはも
とより、代替施設の移設先の選定段階における複数
の移設候補地の比較検討経緯や、工法、建設場所の
選定段階における複数の事業計画案の比較検討経緯
についても、明らかにすること。 

 
 当該事業の内容を具体的に記載すること等、可能な
限り準備書に記載しました。 

(2) 準備書については、環境影響評価の専門的な内
容が一般にも理解できるように工夫して作成するこ
と。 

 準備書の作成については工夫しました。 
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【その他】  
知事の意見 事業者の見解 

(3) 準備書への記載事項である調査結果の概要のう
ち希少な動植物の生息・生育に関する情報について
は、公開に当たって種及び場所を特定できないよう
にすることその他の希少な動植物の保護のために必
要な配慮を行わなければならないが、当該情報は、
住民等が準備書について意見を述べるに当たっても
重要な情報であることから、希少種の確認地点では
なく確認範囲として示すなど、密猟や盗掘等のおそ
れのない範囲内で当該情報がある程度確認できる方
法を検討すること。 

 検討を行い適切に対処しました。 

37 公表について 
 環境影響評価の手続等における公表においては、
幅広く住民等の意見が聴けるよう、図書の貸し出し
や複写の許可、インターネット上のホームページへ
の掲載等、住民等の閲覧の便宜を図ること。 

 インターネット上のホームページへの掲載等、住民
等の閲覧の便宜を図ります。 
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4.3 方法書に対する追加・修正資料についての沖縄県文化環境部長意見及び事業者の

見解 

本事業に係る環境影響評価方法書に対する追加・修正資料についての沖縄県文化

環境部長意見は、26 項目 101 件であり、それに対する事業者の見解は、以下のとお

りです。 

 

【総括的事項】  
沖縄県文化環境部長の意見 事業者の見解 

1 知事意見の勘案等について 
事業者においては、当該事業に係る方法書に対し述

べた知事意見を十分勘案するとともに本意見等を踏
まえて、対象事業の内容、選定した環境影響評価の項
目並びに調査、予測及び評価の手法について選定して
取りまとめ、その結果を調査の着手前に公表するこ
と。 

 
 
先に報告した「追加・修正資料」にさらに検討を加

え、「追加・修正資料(修正版)」としてとりまとめ、
知事宛に送付するとともに、当局のホームページ上に
掲載した上で、調査に着手しました。 

2 事業実施に伴う移設等の工事について 
当該事業の実施に伴い、事業実施区域内で移設等が

必要になる施設がある場合は、移設等の時期、場所、
工事の内容等について明らかにすること。 

当該事業の実施に伴い、事業実施区域内で移設等が
必要となる施設がある場合は、その及ぼす影響につい
て具体的に検討し、関係者と調整を行い、適切に対応
します。 
 現時点においては、埋立土砂発生区域における電力
鉄塔(高圧ケーブル用)の移設が必要であると考えて
おり、関係機関と調整を行います。 

3 複数案の検討について 
(1) 代替施設本体、作業ヤード、海上ヤード及び浚渫
区域の存在に伴う潮流の変化により、水質の悪化や底
質・漂砂の状況の変化並びにそれに伴う自然環境及び
生活環境への影響が考えられることから、当該事業の
実施による環境影響の予測・評価の過程における、環
境保全措置の検討に当たっては、潮流の変化を回避・
低減させる構造及び位置・形状の検討を行うこと。
(2) 作業ヤード、海上ヤード、浚渫区域及び埋立土砂
発生区域の事業については、自然環境及び生活環境が
良好な地域で行われる環境影響が大きく不可逆性の
高い事業であることを考慮し、その位置、規模・面積、
構造、形状等に係る複数案について、その検討経緯や
環境影響評価の比較検討結果を明らかにした上で、最
も環境への影響が回避・低減される案を選定するこ
と。 
(3) 作業ヤード、海上ヤード、浚渫区域及び埋立土砂
発生区域に係る複数案の検討の際は、次の案について
も検討し、可能な限り環境の新たな改変を回避するこ
と。 
ア 大浦湾奥の作業ヤードで製作するとしている RC
ケーソンを、フローティングドック又は代替施設の埋
立地そのものの一部を利用して製作する案 

イ 辺野古の作業ヤードで製作するとしている小型
ブロックを、代替施設の埋立地そのものの一部を利用
して製作する案 
ウ RC ケーソン及び小型ブロックを、既に改変され
ている陸域を利用して製作する案 
エ ケーソン仮置きのための海上ヤードを、代替施設
建設予定地内に設置し利用する案 
オ 埋立土砂発生区域の縮小、自然度の低い場所への
変更若しくは廃止する案 

 代替施設本体、作業ヤード、海上ヤード及び埋立土
砂発生区域については、調査の結果等を踏まえ、現在
の事業計画案に基づき、環境への影響を適切に予測す
るとともに、変化の傾向を把握するための案について
予測・評価を行うなど、環境の新たな改変を可能な限
り回避・低減させるために有効となる環境保全措置を
検討しました。 
 また、環境保全措置の検討に当たっては、大浦湾西
岸海域及び辺野古地先水面の作業ヤードについて、フ
ローティングドック、代替施設の埋立地の一部、また
は既に改変されている陸域等を利用してのケーソン
及び護岸用ブロック等の製作並びに埋立土砂発生区
域の縮小等も含め、環境への影響を可能な限り回避・
低減するように検討し、準備書に記載しました。 
 大浦湾西岸海域に計画していた作業ヤードについ
ては、環境への影響を考慮し取り止めることとしまし
た。 
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【環境影響評価の項目、手法等】  

沖縄県文化環境部長の意見 事業者の見解 

4 環境影響評価の項目について 
(1) 環境影響評価の項目を選定するに当たり、「作業
ヤードの存在・利用」、「海上ヤードの存在・利用」
及び「浚渫区域の存在」については影響要因として記
載されていないことから、知事意見を踏まえ影響要因
として選定すること。 

 
先に報告した追加・修正資料に検討を加え、「作業

ヤードの存在」、「海上ヤードの存在」及び「浚渫区
域の存在」について、影響要因として選定し、追加・
修正資料(修正版)に記載しました。 

(2) 航空機の飛行による電波障害が考えられること
から、航空機の運航時におけるフラッター障害につい
て、環境影響評価の項目として選定すること。 

 先に報告した追加・修正資料に検討を加え、航空機
の運航時におけるフラッター障害について、環境影響
評価の項目として選定し、追加・修正資料(修正版)
に記載しました。 

(3) 選定した項目のうち、地域特性及び事業特性を踏
まえて、環境保全上、特に配慮が必要と考えられる重
要な項目については、当該項目に係る調査及び予測の
手法について重点化すること。また、重点化した手法
やその検討結果、重点化手法の選定の過程及び理由に
ついて明らかにすること。 

 選定した項目のうち、地域特性及び事業特性を踏ま
えて、環境保全上、特に配慮が必要な重要な項目につ
いては、航空機の運航に伴う騒音の発生、代替施設の
存在による動植物への影響などが考えられるところ
です。当該項目に係る調査及び予測の手法を重点化
し、その過程等について準備書に記載しました。 

(4) 航空機騒音及び低周波音については、地元住民の
最大の関心事であることから、重点化手法により、環
境影響評価を実施すること。また、それらに係る環境
保全措置については、十分に検討した上で策定するこ
と。 

 航空機騒音については、WECPNL による予測だけで
はなく、時間帯補正等価騒音レベルやピーク騒音レベ
ルを用いて予測し、低周波騒音については、予測地点
を追加するなどしました。また、環境保全措置につい
ては、十分に検討した上で策定し、準備書に記載しま
した。 

5 調査の手法について 
(1) 調査の基本的な手法、地域、地点、期間について
は、具体的に記載するとともに、その設定根拠及び妥
当性について明らかにすること。 

  
先に報告した追加・修正資料に検討を加え、調査の

基本的な手法、地域、地点、期間について、追加・修
正資料(修正版)に具体的に記載しました。 

(2) 調査に当たっては、調査そのものの実施に伴う環
境への影響が小さい手法を十分検討すること。 

 調査の実施に当たっては、環境への影響を低減する
ように十分配慮しました。 
 例えば、水生生物など、調査時において同定できる
ものはその場で同定を行い放流し、可能な限りサンプ
ルの採取に伴う負荷の軽減に努めました。 

(3) 代替施設の建設予定地は、サンゴ礁の礁池が含ま
れるとともに大浦湾側では急勾配で深くなる複雑な
地形であることから、建設予定地周辺の環境の現況を
十分に理解し、事業の実施に伴う環境への影響をより
適切に予測するために陸域と海域を一体とした地形
模型を作成し、サンゴ類や海藻草類の分布、陸域の植
生等の自然環境の状況、集落の分布等の生活環境の状
況、代替施設及び関連施設とを重ね合わせること。な
お、作成する模型の対象とする範囲及び縮尺について
は、専門家その他の環境影響に関する知見を有する者
(以下「専門家等」という。) の意見を聴取して十分
に検討すること。 

 調査結果を踏まえ、サンゴ類や海藻草類の分布、陸
域の植生等の自然環境の状況、集落の分布等の生活環
境の状況及び代替施設等を把握できるように、地形模
型を作成しています。 
 また、作成する模型の対象とする範囲及び縮尺等に
ついては、専門家その他の環境影響に関する知見を有
する者の意見を可能な限り聴取しています。 

6 予測の手法について 
(1) 予測の手法については、重点化として、当該事業
の実施による環境影響の程度を定量的に把握できる
手法を選定すること。なお、当該事業の実施による環
境影響の程度を定量的に把握することが困難で定性
的に把握する手法を選定した場合や、重点化の手法が
存在しない場合には、その客観的な理由を明らかにす
ること。 

 
予測に当たっては、当該事業の実施による環境影響

の程度を可能な限り定量的に把握できる手法を選定
しました。 
 なお、定量的に把握することが困難で定性的に把握
する手法を選定した場合や、重点化の手法が存在しな
い場合には、その客観的な理由を準備書に記載しまし
た。 
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【環境影響評価の項目、手法等】  
沖縄県文化環境部長の意見 事業者の見解 

(2) 予測対象時期については、影響要因の細区分に基
づき、適切な時期を設定することとし、項目ごとにそ
の時期を具体的に明らかにすること。特に、予測対象
時期として「航空機の運航、飛行場の施設の供用が定
常状態であり、適切に予測できる時期」としている項
目については、定期便等の就航する民間空港と異なる
代替施設において、どのような状態を示すのか具体的
に明らかにすること。 

 予測対象時期については、影響要因の細区分に基づ
き適切な時期を設定しており、項目ごとにその時期を
準備書に記載しました。 
  また、予測対象時期として「航空機の運航、飛行機
の施設の供用が定常状態であり、適切に予測できる時
期」としている項目については、施設の供用開始後、
部隊の人員、航空機等が配置され、通常の運用が開始
された状態であり、飛行回数については、民間空港と
は異なり運用状況による変動が大きいことから、普天
間飛行場について、騒音の影響が最大である時期とし
て、平成元年以降騒音発生回数が最も多い時期(年度)
の飛行回数をとらえ、予測・評価を行い、準備書に記
載しました。 

7 評価の手法について 
評価の手法については、項目ごとに記載すること。

評価の手法については、環境要素の区分ごとに追
加・修正資料(修正版)に記載しました。 

8 専門家等の助言について 
事業者が、方法書についての知事意見及び本意見を

勘案するとともに住民等の意見に配意して環境影響
評価の項目、手法等を選定する際並びに準備書を作成
するまでの間に決定される当該事業の具体的な内容
を考慮して選定した環境影響評価の項目、手法等を改
めて見直す際には、専門家等の助言を受けるととも
に、当該助言の内容及び当該専門家等の専門分野を明
らかにすること。 

環境影響の予測・評価を行う際には専門家等の助言
を受けており、当該助言の内容及び当該専門家等の専
門分野について準備書に記載しました。 

 

 

【大気質】  
沖縄県文化環境部長の意見 事業者の見解 

9 窒素酸化物・浮遊粒子状物質・硫黄酸化物について
(1) 事業実施区域及びその周辺地域の環境の把握並
びに動植物への影響を考慮し、埋立土砂発生区域背後
の標高の高い地点を、調査及び予測の基準点としての
代表性を確認した上で、調査及び予測地点として追加
すること。 

 
事業実施区域及びその周辺地域の環境の把握並び

に動植物への影響を考慮し、埋立土砂発生区域背後の
標高の高い地点を、調査及び予測地点として追加し、
追加・修正資料(修正版)に記載しました。 

(2) 大浦湾周辺の二見から辺野古崎にかけての地域
は急峻な地形であり、また、代替施設本体や埋立土砂
発生区域、作業ヤードなど大気汚染物質の発生源が複
数存在することを考慮し、予測の手法については 3
次元シミュレーションを用いること。 

 大気質の予測については、一般的なプルーム式及び
パフ式を用いた計算により行いました。 
 なお、代替施設本体、埋立土砂発生区域、作業ヤー
ドなど大気汚染物質の発生源が複数存在することを
考慮し、大浦湾周辺の二見から辺野古崎にかけての地
形が急峻である地域において、予測結果から大気質の
濃度が高くなる箇所については、3次元モデルを用い
て大気質濃度の確認を行い、準備書に記載しました。

10 粉じん等について  
調査及び予測地点として、久志集落を追加するこ

と。 

  
調査及び予測地点として、久志集落を追加し、追

加・修正資料(修正版)に記載しました。 

 

 
 
【騒音】  

沖縄県文化環境部長の意見 事業者の見解 
11 建設作業騒音について 
事業実施区域及びその周辺地域の環境の把握並び

に動物への影響を考慮し、埋立土砂発生区域背後の標
高の高い地点を、調査及び予測の基準点としての代表
性を確認した上で、調査及び予測地点として追加する
こと。 

 
事業実施区域及びその周辺地域の環境の把握並び

に動植物への影響を考慮し、埋立土砂発生区域背後の
標高の高い地点を、調査及び予測地点として追加し、
追加・修正資料(修正版)に記載しました。 
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【騒音】  
沖縄県文化環境部長の意見 事業者の見解 

12 航空機騒音、低周波音について 
(1) 調査及び予測地点について 
ア 事業実施区域及びその周辺地域の環境の把握並
びに動物への影響を考慮し、埋立土砂発生区域背後の
標高の高い地点を、調査及び予測の基準点としての代
表性を確認した上で、調査及び予測地点として追加す
ること。 

 
 
事業実施区域及びその周辺地域の環境の把握並び

に動植物への影響を考慮し、埋立土砂発生区域背後の
標高の高い地点を、調査地点として追加しました。

イ 追加・修正資料に記載された以外の飛行経路が想
定される場合は、これを明らかにするとともに、当該
飛行経路に係る環境影響評価を行うこと。また、その
ために必要な調査及び予測地点を追加すること。 
 
 
ウ 訓練の形態等によっては集落上空を飛行するこ
ともあり得るものと考えるとのことであるが、集落上
空を飛行する訓練の形態等について、具体的に明らか
にすること。 

基本的には、周辺地域上空の飛行を回避する方向で
対応するとの観点から、追加・修正資料(修正版)に示
したとおりの飛行経路を考えていますが、飛行時にお
ける緊急事態等の場合など飛行中に予測できないこ
とが起こりうる場合においてまで、集落上空の飛行を
制限するようなことは現実的ではないと考えており、
また、訓練の形態等によっては集落上空を飛行するこ
ともあり得るものと考えています。しかし、こうした
ケースは本当に必要性が認められると言うことにお
いて得心しない限り、住宅地上空を飛ぶということは
ないようにしたいと考えています。いずれにしてもこ
うしたケースは基本飛行パターンではなく、よって、
これらについて具体的に飛行ルートを特定すること
は困難です。 

エ 航空機騒音及び低周波音の調査及び予測地点に
ついては、ジュゴンの利用する辺野古海域及び嘉陽海
域の海上及び海中に複数設定すること。 

 海上及び海中での状況把握のため、辺野古海域に 2
地点、嘉陽海域に 2地点を、調査地点として設定し、
追加・修正資料(修正版)に記載しました。 

(2) 現地調査においては、代替施設で運用が計画され
ている航空機の単機及び複数機による実機飛行を行
い、航空機騒音及び低周波音を測定すること。また、
その際の航跡図、飛行プロファイル等の条件について
具体的に明らかにすること。 

 航空機の騒音については、防衛省として、航空機騒
音の大きさを評価するのに必要な客観的データを保
持しており、更に、航空機騒音及び低周波音について
は、現有普天間飛行場等においてデータの収集を行
い、これらのデータを基に、航空機騒音及び低周波の
影響について予測・評価しました。また、実機飛行に
ついては、平成 13 年 3月 10 日に実施しており、係る
測定結果についても準備書に記載しました。 

(3) 航空機騒音及び低周波音の予測に当たっては、飛
行経路のバラツキの程度についても考慮すること。

 航空機騒音の予測に当たって、飛行経路として標準
的な 1本のコースを設けるだけでなく、コースのバラ
ツキを計算に取り入れています。 

(4) 航空機騒音及び低周波音については、供用時の事
業特性により、当該項目に関する環境影響の程度が著
しいものとなるおそれがあることから、予測対象時期
は施設の供用が定常状態にある時期だけではなく、影
響が最大となる時期も対象とすること。 

 米軍が使用する飛行場は、民間空港とは異なり、飛
行回数は運用状況により変動することから、予測・評
価に当たっては、普天間飛行場について、騒音の影響
が最大である時期として、平成元年以降騒音発生回数
が最も多い時期(年度)の飛行回数をとらえ、予測・評
価を行い、準備書に記載しました。 

(5) 航空機騒音及び低周波音による影響については、
エンジンテスト時についても環境影響評価を実施す
ること。 

 エンジンテスト時やホバリング時については、現有
普天間飛行場において調査・収集したデータに基づ
き、予測・評価しました。 

(6) 航空機騒音及び低周波音については、名護市試案
の位置も含め可能な限り沖合へ移動した位置での、予
測・評価も併せて行うこと。 

航空機騒音及び低周波音については、現在の事業計
画案に基づき、予測・評価するとともに、名護市試案
と呼ばれる位置等を含め、離隔距離による予測・評価
を行いました。 

(7) 実機飛行を行う際は、事前に名護市、宜野座村及
び県と調整すること。 

 航空機の騒音については、防衛省として、航空機騒
音の大きさを評価するのに必要な客観的データを保
持しており、更に、航空機騒音及び低周波音について
は、現有普天間飛行場等においてデータの収集を行
い、これらのデータを基に、航空機騒音及び低周波の
影響について予測・評価しました。 
 また、実機飛行については、平成 13年 3月 10 日に
実施しており、係る測定結果についても準備書に記載
しました。 
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13 水の汚れについて 
(1) 水素イオン濃度の変化の予測に当たっては、排出
される水酸化物イオンと海水中の水素イオン等との
反応についても考慮すること。 

 
水の汚れにおける pH について、水酸化物イオンと

海水中の溶存イオンとの反応を考慮し、予測を行い、
準備書に記載しました。 

(2) 浚渫工事について、浚渫後の海底地形を明らかに
すること。なお、低酸素水塊が生じるおそれがある場
合は、その影響について予測・評価すること。 

大浦湾西岸海域の作業ヤードの取り止めとともに、
浚渫工事もなくなりました。 

(3) 水の汚れの状況の調査地点のうち、沖合 10km 範
囲内の海域２地点の位置について明らかにすること。

 水の汚れの状況の調査地点のうち、沖合 10km 範囲
内の海域 2 地点の位置を具体的に追加・修正資料(修
正版)に記載しました。 

14 水象について 
(1) 調査地点について 
ア 潮流及び波浪の状況については、大浦湾への黒潮
の流れの出入り口になっていると考えられる安部オ
ール島付近(湾の内と外)に調査地点を複数追加する
こと。その際は大浦湾の辺野古側における潮流及び波
浪の状況の調査地点の水深と揃えること。 

 
 
大浦湾の内と外に調査地点を 2 地点追加し、追加・

修正資料(修正版)に記載しました。 

イ 潮流及び波浪の調査地点については、代替施設本
体の形状や辺野古集落から久志集落沖の海岸地形を
踏まえ、調査地点を追加すること。 

 豊原沖に、潮流と波浪の観測地点を 1地点追加し、
追加・修正資料(修正版)に記載しました。 

(2) 代替施設の建設予定地が礁池内であること、大浦
湾側では急勾配で深くなる複雑な地形であることな
どから、当該地域の水深等の状況、代替施設本体、作
業ヤード、海上ヤード、浚渫区域及び切替え後の美謝
川の存在による潮流の変化、風況等を考慮し、予測モ
デルの領域の設定、人工境界条件、格子間隔、現況再
現性等を十分に検討すること。 

 当該地域の水深等の状況、代替施設本体、作業ヤー
ド、海上ヤード及び切替え後の美謝川の存在による潮
流の変化、風況等を考慮し、予測モデルの領域の設定、
数値モデルの人工境界条件、格子間隔、現況再現性等
について検討し、予測・評価を行い、準備書に記載し
ました。 

 

 

【地形・地質】  
沖縄県文化環境部長の意見 事業者の見解 

15 地形及び地質について 
(1)陸域からの土砂供給量調査について 
ア 調査地点として、ウミガメ類上陸跡確認地点と杉
田川の間の地域を追加すること。 

 
 
 陸域からの土砂供給量調査として、ウミガメ類上陸
跡確認地点と杉田川の間に 1地点を追加し、追加・修
正資料(修正版)に記載しました。 

イ 地形及び地質の概況並びに重要な地形及び地質
の分布、状態及び特性に係る陸域からの土砂供給量調
査については、海蝕崖の後退量を計測するとしている
が、海蝕崖の後退量は 1年間の調査期間では十分把握
できないものであることから、台風や季節風などによ
る波蝕棚などの海岸地形の変化も捉えられるよう調
査時期、期間を設定すること。 

 台風の接近などによる変化が捉えられるような時
期を考慮して 2回実施し、可能な限り後退量の把握に
努めました。 

(2) 漂砂に係る調査地点については、ウミガメ類上陸
跡が確認された海岸周辺を追加すること。また、辺野
古集落から久志集落沖の海岸地形を踏まえ、調査地点
を追加すること。 

漂砂量の調査地点として、ウミガメ類上陸跡確認地
点付近の海域に 1地点、辺野古集落から久志集落沖の
海岸地形を踏まえて 3地点を追加し、追加・修正資料
(修正版)に記載しました。 

(3) 埋立土砂発生区域における土砂採取や飛行場区
域の造成により、海成段丘や不整合面への影響が考え
られることから、実際に土砂を採取する範囲や造成の
範囲及びその深さを明らかにし、予測・評価を行うこ
と。 

 埋立土砂発生区域における土砂採取や飛行場区域
の造成による影響については、土砂を採取する範囲や
造成の範囲及びその深さを考慮し、予測・評価を行い、
準備書に記載しました。 
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16 動植物及び生態系に係る手法の全般的事項につい
て 
(1) 動植物に係る調査の手法のうち調査時期、期間、
地域、地点、ライン等については、今後、当該事業の
内容が具体的に決定されることに応じて、動植物の生
息・生育の状況等が的確に把握できるよう設定すると
ともに、その設定根拠、調査実施年月日等を示すこと。
特に、影響が生じると考えられる動植物の調査時期及
び期間については、四季の調査や複数年の調査を実施
すること。 

 
 
動植物の調査時期、期間、地域、地点、ライン等に

ついては、動植物の生息・生育の状況等が、的確に把
握できるよう設定しました。また、その設定根拠、調
査実施年月日について、調査結果とともに準備書に記
載しました。 

(2) 海域動物及び陸域動物に係る調査においては、採
取・捕獲した個体のサイズを記録するとともに、世代
交代の状況についても調査すること。 

 海域動物及び陸域動物に係る調査において、個体を
採取・捕獲した場合は、個体のサイズを記録し、新し
い世代の加入状況の把握に努めました。 

17 海域生物及び海域生態系に係る全般的事項につい
て 
(1) 動植物の現地調査については、種の見落としがな
いよう詳細に調査し、調査結果の解析に当たっては、
可能な限り下位の分類群まで同定すること。また、新
種や日本新産種等も確認されることが考えられるこ
とから、同定が困難な個体が確認された場合には、専
門家等に同定を依頼するなど十分な解析をすること。
 なお、同定に使用した貴重種等については、標本等
で保存するとともに、調査によって得られた情報を正
確に整理すること。 

  
 
動植物の現地調査については、種の見落としがない

よう詳細に調査を行い、生物の同定に当たっては、可
能な限り「種」のレベルまで同定するよう努めました。
 また、同定が困難な個体については、専門家等に同
定を依頼するなど、十分な精度を保つように努めまし
た。 
 なお、同定に使用した重要な種等については、標本
等で保存するとともに、調査によって得られた情報を
適切に整理するよう努めました。 

(2) サンゴ類及び海藻草類の調査測線の長さは、リー
フエッジを含むように設定すること。 

 代替施設付近の調査測線を延長し、リーフエッジを
含むように設定し、追加・修正資料(修正版)に記載し
ました。 

18 海域生物について 
(1) ウミガメ類上陸跡確認地点から杉田川にかけて
の海岸から深場の海底に至る箇所については転石、泥
質など特徴的な地形、底質であることから、底生動物
の調査については、スポット調査地点を増加するとと
もに、ライン調査についても詳細に実施すること。

  
ウミガメ上陸確認地点から杉田川にかけての海域

において、転石や泥質などの特徴的な地形を考慮して
底生動物の調査地点を２点追加するとともにインベ
ントリー調査時にメガロベントスの出現状況を記録
し、準備書に記載しました。 

(2) 魚卵・稚仔について 
ア ネット法に用いるネットの口径を明らかにする
こと。 
イ 採取した魚卵・稚仔魚の種組成の把握において
は、同定が困難なことが考えられることから飼育等の
方法により同定することについても検討すること。

  
魚卵・稚仔魚の採集にあっては、口径 45cm のネッ

トを用い、2連で行いました。 
 また、魚卵・稚仔魚の調査においては、種の同定が
困難な個体については、飼育等の方法により可能な限
り同定に努めました。 

(3) 魚類について 
ア 魚類の調査の手法については、潜水による目視観
察法を重点的に実施すること。 
イ 調査時期については、特に高水温期(夏季)及び低
水温期(冬季)に重点化した調査とすることとし、その
手法を具体的に明らかにすること。 

 
魚類の調査の手法については、潜水による目視観察

法を重点的に実施し、高水温期、低水温期を含めて、
4季に行いました。 

(4) 干潟生物の調査に当たっては、現況がより正確に
把握されるよう調査時期、期間、地域、地点、ライン
等を十分に設定すること。 

干潟生物の調査に当たっては、現況がより正確に把
握されるよう調査時期、期間、地域、地点、ライン等
を設定し、追加・修正資料(修正版)に記載しました。

19 サンゴ類について 
(1) サンゴ類に係る調査すべき情報として、サンゴ類
の撹乱状況についても調査すること。 

 
 サンゴ類に係る調査においては、白化現象やオニヒ
トデによる食害など、サンゴ類の波浪や人為的なもの
による撹乱状況についても調査しました。 

(2) スポット調査については、より詳細に調査するた
め、5m 方形区全体において群体サイズや群体数、位
置等の調査を実施すること。 

 スポット調査については、5m 方形区内のサンゴ類
生息状況のスケッチの結果より、5m 方形区全体にお
ける群体数等の把握に努めました。 
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(3) 幼群体加入状況調査について 
ア 連結式サンゴ着床具の設置場所については、専門
家等の指導・助言を受けて設置すること。 
イ 連結式サンゴ着床具については、サンゴ被度の低
い海域から高い海域まで広く設置すること。 
ウ 調査時期及び調査期間については、サンゴの種ご
との産卵時期を踏まえ設定すること。 
エ 連結式サンゴ着床具に付着したサンゴ幼群体の
大きさについて記録すること。 
オ 連結式サンゴ着床具のメンテナンス、付着したサ
ンゴ類の取り扱いについて明らかにすること。 

 
サンゴ類の幼群体加入状況調査に係る連結式サン

ゴ着床具の設置場所については、調査対象海域の広い
範囲を対象とし、サンゴ類の被度が種々の状況にある
箇所等に専門家等の指導・助言を受けて設定し、追
加・修正資料(修正版)に記載しました。 
 また、サンゴ類の種ごとの産卵期が異なることを踏
まえ、各種の加入状況が把握できるよう、調査の時期、
期間を設定するとともに、連結式サンゴ着床具に付着
したサンゴ幼生の大きさについても記録しました。
 なお、連結式サンゴ着床具のメンテナンス等につい
ては、台風の襲来による避難等を含め、適切な情報を
得ることに支障のないようにするとともに、付着した
サンゴ類については、種の同定後に標本として保管し
ています。 

(4) 注目すべきサンゴ群生の生息状況及び生息環境
の状況については、サンゴ類の無性生殖にも着目した
調査とすること。サンゴ類の無性生殖に係る調査につ
いては、5m の永久方形区を設定し、台風等の後にお
いて方形区内の生きたサンゴ類の破片の数、位置、成
長の程度等を記録すること。 

 サンゴ類の無性生殖の調査については、永久方形区
を複数設定し、波浪後、その区内における生きたサン
ゴ類の状況、破片の分布状況を記録しました。 

(5) キクメイシモドキの生息分布調査の手法につい
ては、方形区内におけるスイショウガイが成体か幼体
かを区別し、それぞれの大きさ、キクメイシモドキの
被覆の程度、付着したキクメイシモドキの数・大きさ
についても調査すること。 

 キクメイシモドキの生息分布調査については、方形
区内におけるスイショウガイの成体、幼体の区別を調
べ、それぞれの大きさ、キクメイシモドキの被覆の程
度、付着したキクメイシモドキの数、大きさについて
も記録しました。 

20 海藻草類について 
(1) 海藻草類の調査期間については、海藻草類の季節
的な消長・生育状況及び藻場を構成する海草が希少種
であることも考慮に入れて重点化し、四季の調査を行
うこと。 
 また、藻場は台風の襲来等により分布域が変動する
が、台風の規模や襲来数が毎年異なることにより藻場
の分布域の経年変動があることから、海藻草類の経年
変動の調査手法については文献及びその他参考資料
調査のみではなく、複数年の調査を実施し、経年変動
についても十分に把握すること。 

  
海藻草類の調査期間については、4季の調査を行い

ました。 
今回の調査期間中においては台風の襲来が無かっ

たことから、比較的安定し、かつ広範囲に広がった分
布状態が把握できたと考えています。 
よって、過年度に行った調査の結果や、過去の資

料・文献等を参考に、可能な限り経年変動についての
把握に努めました。 

(2) 海藻草類の調査、予測及び評価に当たっては、海
草と海藻とを区分すること。 

 海藻草類の調査、予測及び評価に当たっては、海草
と海藻を区分しています。 

21 ジュゴンについて 
(1) 沖縄島周辺海域に生息するジュゴンについては、
これまで科学的調査がほとんど行われておらず、その
生活史、分布、個体数などに関する知見が非常に乏し
い実状であることから、これらに関する知見を事業者
として可能な限り把握するため、生活史等に関する調
査を複数年実施すること。 

  
今回の調査の結果では、沖縄島沿岸に分布する最小

個体数としては 3頭と推定されました。 
本事業の対象水域において常在している個体は 1

頭と推定され、当該個体を対象に生活史全体を把握す
ることは事実上困難であると考えられます。 
生息環境要因として餌料となる海草類の分布状況

や他の水域の個体の行動特性も把握しており、これら
の結果を現況として、既往の調査結果や文献等資料を
勘案することによって可能な限り生活史の把握に努
めました。 

(2) 辺野古沿岸海域を採餌場としているジュゴンの
個体や個体群が、事業の実施により当該沿岸海域を回
避して周辺の海草藻場を代替的餌場として利用する
可能性がある。特に嘉陽海域の藻場については、環境
省によるこれまでの「ジュゴンと藻場の広域的調査」
において、定期的にジュゴンが利用している可能性が
示唆されていることから、嘉陽海域の調査については
重点化すること。 

 ジュゴンの調査範囲については、環境省の調査手法
も参考にし、専門家の助言も踏まえ、金武湾から嘉陽
にかけての海域を重点調査区域として設定しました。
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(3) 当該事業の実施による直接的な影響が及ぶ当該
事業実施区域及びその周辺海域におけるジュゴンの
生息状況については、より詳細に把握する必要がある
ことから、海草藻場の利用状況の調査範囲における生
息状況の調査については、重点化として、その調査頻
度(調査日数)を増加すること。 

 海草藻場の利用状況の調査範囲における生息状況
の調査については、重点化として、その調査頻度(調
査日数)を毎月 2 回(1 日/1 回)追加し、追加・修正資
料(修正版)に記載しました。 

(4) ジュゴンの生息状況に係る調査においては、本県
におけるジュゴンの遺伝学的特性、目撃情報、漁獲状
況等の歴史的動向についても把握すること。 

 ジュゴンの生息状況に係る調査においては、文献等
により、沖縄県におけるジュゴンの遺伝学的特性、目
撃情報、漁獲状況等の歴史的動向についても可能な限
り把握するよう努めました。 

(5) ジュゴンの海草藻場の利用状況に係る調査につ
いて、ジュゴンの来遊を確認するための機器の内容、
当該機器の種類別の設置地点・設置数、調査時期、調
査期間、メンテナンス等の方法について、具体的に明
らかにすること。 

 ジュゴンの来遊を確認するために設置する機器の
メンテナンス等については、台風の襲来による避難等
を含め、専門家等の指導、助言及び調査の実施状況を
踏まえ、準備書に記載しました。 

(6) 調査における配慮について 
ア ジュゴンの生息状況に係る調査手法としての航
空機等を用いた調査は、騒音によってジュゴンが回避
行動を起こし生息状況を正確に把握できないことも
考えられることから、飛行高度に配慮するなど調査そ
のものの実施に伴うジュゴンへの影響が小さい手法
を十分検討し慎重に調査すること。 

 
航空機等を用いたジュゴンの生息状況に係る調査

については、これまでの環境省の調査も参考に、飛行
高度等を設定するなど、調査によるジュゴンへの影響
が小さい手法を検討し、慎重に調査を行いました。

イ 海草藻場の利用状況に係る調査について、作業時
間については、ジュゴンが夜間に浅瀬の海草藻場で摂
餌し、昼間はやや深い海域に戻ると言われていること
を踏まえ、日の出１時間程度後から日没１時間程度前
の間で設定すること。 
ウ ジュゴンの来遊を確認するための機器について
は、ジュゴンが摂餌場所として多く利用していると考
えられる地先に設置するとしているが、ジュゴンの摂
餌活動への影響が回避・低減されるよう、設置場所、
設置方法及び設置機器について専門家等の指導・助言
を受けて検討すること。 

ジュゴンの海草藻場利用状況調査については、ジュ
ゴンの来遊・摂餌時間帯を考慮し、日の出1時間程度
後から日没1時間程度前の間に作業を行うよう努め、
ジュゴンの来遊を確認するための機器については、ジ
ュゴンの摂餌活動を阻害しないよう、設置場所、設置
方法及び設置機器について、専門家等の指導、助言を
受けて検討を行い、調査を実施しました。 
調査機器の設置作業等に際しては、ジュゴンの行動

に影響を与えないよう十分に配慮しました。 

エ 調査機器の設置等の作業の際にジュゴンが確認
された場合は、作業を一時中断するなど、ジュゴンへ
の影響が無いよう慎重に対処すること。 

 

(7) 騒音及び低周波音に対する反応の調査において
は、ジュゴンの可聴域に関する情報についても収集す
るとともに、予測に当たって必要となる沖合の海域で
の騒音レベルやその周波数帯などの音環境の状況に
ついても調査すること。その際は、海上及び海中にお
ける音環境の状況について調査すること。 
 また、調査期間等については、水中音の伝搬に影響
すると考えられる潮流や潮の干満等も考慮し、適切な
時期・期間を設定すること。 

ジュゴンの騒音及び低周波音に対する反応につい
ては、ジュゴンの可聴域に関する情報についても可能
な限り収集しました。 
 また、予測に当たって必要となる沖合の海域におけ
る、海上及び海中の音環境の状況について調査を行い
ました。 

(8) 予測・評価に当たっては、次の事項についても考
慮すること。 
ア 当該海域及び海草藻場の利用・来遊状況の変化
イ 生息環境としての機能や価値の変化等及びそれ
に伴う辺野古沿岸海域の個体又は個体群の維持への
影響 
ウ 辺野古沿岸海域の個体又は個体群の維持への影
響の程度による本県全体のジュゴンの個体群の維持
への影響 

ジュゴンに係る予測・評価に当たっては、推定され
た個体数を基に、当該海域及び海草藻場の利用・来遊
状況の変化、生息環境としての機能や価値の変化等及
びそれに伴う個体群の維持への影響について、可能な
限り予測・評価に努め、準備書に記載しました。 

(9) 騒音及び低周波音によるジュゴンへの影響の予
測に当たっては、ジュゴンの可聴域を考慮するととも
に、騒音発生源が、船舶のスクリュー音等のように海
中にある場合と、陸上施設等の建設作業騒音や航空機
騒音等のように海上にある場合とで、海中における音
の伝搬が異なることも考慮すること。 

騒音等によるジュゴンへの影響については、ジュゴ
ンの可聴域を考慮するとともに、騒音発生源が、船舶
のスクリュー音等のように海中にある場合と、陸上施
設等の建設作業騒音や航空機騒音等のように海上に
ある場合とで、海中における音の伝搬が異なることも
考慮し、予測を行い、準備書に記載しました。 



4-3-9 

【自然環境関係】  
沖縄県文化環境部長の意見 事業者の見解 

22 陸域動物・陸域植物について 
(1) 代替施設建設予定地、埋立土砂発生区域、工事用
仮設道路及び美謝川の切替え工事区域並びにその周
辺域における陸域動物の調査については、ラインの追
加等、調査の手法を重点化すること。 
(2) 踏査ルートについては尾根部のみではなく谷部
も含めること。また、美謝川上流部や辺野古ダム湖岸
など美謝川の集水域を含めた改変区域外の踏査ルー
トについても記載すること。 

 
陸域動植物の調査ラインについての基本的な踏査

ルートは、直接改変が伴うと考えられる事業実施区域
を含め設定しています。 
 また、陸域動植物の調査は美謝川上流部や辺野古ダ
ム湖岸など美謝川の集水域を含めた改変区域外につ
いても実施しました。 
 現地調査時においては、現地の地形や植生等の状況
に応じて尾根部のみではなく谷部も含めて把握に努
めました。 

(3) アジサシ類について 
ア 代替施設建設予定地周辺を繁殖地としているア
ジサシ類については、当該事業の実施により大きな影
響が生じると考えられることから、複数年の調査を実
施すること。 
イ 代替施設周辺の繁殖活動の状況について調査を
実施すること。 

 
本種の主たる繁殖期である夏季に繁殖調査等を実

施し、アジサシ類の営巣箇所を把握しました。その結
果では、当該地域において4種のアジサシ類の繁殖関
連行動が安部崎、辺野古崎、平島、長島、御向島等で
記録されています。 
 なお、事業実施区域やその周辺では長島や他の岩礁
でエリグロアジサシが繁殖していることを位置とと
もに把握しています。 
 本調査結果及び現況調査や文献等資料を参考とし、
予測が可能であると考えています。 

(4) 水生生物について 
ア 水生生物については、美謝川上流部や辺野古ダム
湖岸についても調査すること。 
イ 調査時期については、特に高水温期(夏季)及び低
水温期(冬季)に重点化した調査とすることとし、その
手法を具体的に明らかにすること。 

 
水生生物については、美謝川上流部や辺野古ダム湖

岸についても調査しました。 
 なお、調査時期については、詳細な情報を把握する
ため、夏季及び冬季を含む4季において実施しその手
法について準備書に記載しました。 

(5) 陸域動物の調査時間帯については、活動が活発に
なる早朝や夕方にも設定すること。 

主な陸域動物の調査時間帯については、昼間に加
え、夜行性のほ乳類、爬虫類の存在する可能性がある
ことも踏まえ、夜間調査も実施しており、また、鳥類
の活動等も考慮し、早朝や夕方の時間帯における調査
も行いました。 

23 生態系について 
(1) 陸域・マングローブ生態系の調査においては、水
路から内陸側にかけてベルトトランセクト法により
調査を実施し、植生断面模式を作成すること。 
 また、マングローブの動態を追跡するために永久方
形区を設置し、分散図の作成、樹高、胸高直径を調査
すること。 

 
マングローブ生態系の調査では、水路から内陸側に

かけてベルトトランセクト法により調査を実施し、植
生断面模式図を作成し、準備書に記載しました。 
 また、マングローブの動態を追跡するために永久方
形区を設置し、分散図の作成、樹高、胸高直径を調査
しています。 

(2) マングローブ生態系に係る調査における化学的
環境条件(水質、底質、塩分等)については、硫化水素
及び溶存酸素の状況についても併せて調査すること。

 マングローブ生態系に係る化学的環境条件につい
ては、水の汚れで調査する硫化水素、溶存酸素等の調
査結果を踏まえ把握に努めました。 

 
 
【景観】  

沖縄県文化環境部長の意見 事業者の見解 
24 景観について 
(1) 主要な眺望点及び視点場の調査地点を明らかに
すること。 

 
 景観の調査地点については、現地調査の実施に先立
ち、メッシュ標高データによる数値地形モデルを用い
たコンピュータ解析を行い、代替施設を中心とした周
辺域の可視・不可視領域を把握した後、選定した眺望
点や視点場においての景観を撮影しました。 
 なお、選定した調査地点等については、準備書にお
いて調査結果とともに記載しました。 

(2) 代替施設本体、作業ヤード、埋立土砂発生区域及
び工事用仮設道路の工事中並びに代替施設等の存
在・供用時における代替施設建設予定地周辺や大浦湾
沿岸の幹線道路からの車窓景観について、環境影響評
価を実施すること。 

 景観については、幹線道路等からの車窓景観につい
ても予測・評価を行い、準備書に記載しました。 
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(3) 海中景観については写真撮影により把握すると
のことであるが、海中における囲繞景観の景観区の区
分については、海域生物及び海域生態系の調査結果か
ら得られた生物の地被的要素や海底地形等の地形的
要素を把握し、海底地形図にオーバーレイすることに
より詳細に区分すること。 

 海中における囲繞景観の景観区の区分についても、
生物の地被的要素や地形的要素を把握し行いました。

 

【廃棄物等】  
沖縄県文化環境部長の意見 事業者の見解 

25 廃棄物等について 
(1) 浚渫工事により生じる浚渫土砂や、地盤改良や赤
土等流出防止対策施設より生じる建設汚泥の処理方
法について明らかにし、環境影響評価を実施するこ
と。 
(2) 対象事業の目的として設置される工作物の撤去
又は廃棄が予定されている場合は、その内容について
明らかにし、環境影響評価を実施すること。 

 
施工計画等から発生量を把握し、建設リサイクル法

(建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律)の
主旨に従い、処理・処分方法に伴う影響の程度を把握
しました。 
 

 

【その他】  
沖縄県文化環境部長の意見 事業者の見解 

26 環境保全措置について 
(1) 環境保全措置の検討については、環境影響の回
避・低減措置の検討経緯を示すとともに、代償措置に
あっては、回避・低減が困難である理由を具体的に示
すこと。なお、環境保全措置の検討に当たっては、そ
の実行可能性、効果、リスク等について十分に検討す
ること。 

 
環境保全措置の検討については、環境影響の回避・

低減措置の検討経緯を示すとともに、代償措置にあっ
ては、回避・低減が困難である理由を準備書に具体的
に示しました。 
 また、環境保全措置の検討に当たっては、その実行

可能性、効果、リスク等についても十分に検討しまし

た。 

(2) 埋立地や切替え後の美謝川の護岸については、生
物共生型・親水型の護岸を検討すること。 

 埋立地や切替え後の美謝川の護岸については、生物
への影響を考慮した護岸を可能な範囲で選定しまし
た。 

(3) 埋立土砂発生区域については跡地利用計画は明
らかではないが、跡地利用の内容に応じ適切な緑化計
画を実施すること。その際は次の事項について検討す
ること。 
ア 埋立土砂発生区域の緑化計画においては、埋立土
砂発生区域の表土を仮置きし、これを土砂採取終了後
に覆土材として用いること 

イ 埋立土砂発生区域における土砂採取により失わ
れる森林の復元について検討すること。その場合は、
当該区域に生育している植物の苗等を用いること 
ウ 埋立土砂発生区域と森林の境界付近の林縁部に
おける微気象の変化への対策 

埋立土砂発生区域については、跡地利用の計画はま
だ明らかになっていませんが、赤土等流出防止対策等
のために適切な緑化にしました。 
 具体的には、埋立土砂発生区域の表土を仮置きし、
土砂採取終了後の覆土材としての利用、土砂採取によ
り失われる森林の当該区域に生育している植物の苗
等を用いての復元及び埋立土砂発生区域と森林の境
界付近の林縁部における微気象の変化への対策につ
いて検討を行い、準備書に記載しました。 

(4) 海上ヤードの設置の工事及び浚渫工事によって
消失する主要なサンゴ類等については、移植等の環境
保全措置を検討すること。 

 大浦湾西岸海域の作業ヤードの取り止めとともに、
浚渫工事もなくなりました。 

(5) 監視体制について 
ア 当該事業の実施において、事故等により周辺の自
然環境又は生活環境に影響が生じることが予想され
る場合若しくは発生した場合の監視体制を整備し、こ
れを明らかにすること。なお、監視体制については、
県への速やかな報告等も含めること。 

 
 当該事業の実施において、事故等により周辺の自然
環境又は生活環境に影響が生じることが予想される
場合若しくは発生した場合の監視体制を整備すると
ともに、沖縄県等への速やかな報告等の体制も含め、
準備書に記載しました。 

イ 今後検討されるジュゴンをはじめとする希少種
に対する環境保全措置については、ジュゴン等の希少
種が確認され対処が必要な場合における対処方法や
連絡体制等の対応策を明らかにすること。 

 今後検討されるジュゴンをはじめとする希少種に
対する環境保全措置については、調査におけるジュゴ
ン等の希少種の確認状況を踏まえ、必要となる対処方
法や連絡体制等の対応策を準備書に記載しました。
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4.4 準備書に対する住民等意見の概要及び事業者の見解 

本事業に係る環境影響評価準備書に対する環境の保全の見地からの意見は、

5,317 通であり、意見の概要とそれに対する事業者の見解は、以下のとおりです。 

 

4.4.1 対象事業の目的及び内容等に関する意見 

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 当初の「方法書」に記された事業内容はわずか 6

ページであったが、150 ページもの追加・修正資料

では新たな事業内容が追加され、さらに今回の準備

書では、4 ヶ所のヘリパッド、汚水処理浄化槽、護

岸(係船機能付)、給油エリア等が追加されている。

これらが「方法書」段階で明らかになっていなか

ったことは、環境影響評価法の住民意見を聞くとい

う精神に反するものであり、事業者がアセスをない

がしろにしている証拠である。 

準備書には、建設計画についてより詳しく記

載するとの観点から、ヘリパッドや係船機能付

護岸の建設等について、「対象事業の目的及び

内容」に記載したところです。 

2 垂直離着陸機オスプレイ MV22 については、平成 8

年12月の日米特別行動委員会 (ＳＡＣＯ)最終報告

の草案には、普天間代替施設への配備が明記されて

いたが、日本政府が｢国内で理解を得るのが難しい｣

と懸念を表明したため、この部分の記述が最終報告

からは削除されたという経緯がある。それ以後も、

オスプレイの県内配備は複数の米側資料において

計画されていた。 

平成 21 年のアメリカ会計年度の航空機配備計画

によれば、普天間飛行場に平成 24 年 10 月から垂直

離着陸機 MV22 型オスプレイを配備するという報道

がなされた。もしも事実であるとするならば、きわ

めて爆音が激しく墜落の危険も高いと伝えられる

この飛行機の普天間配備は、代替基地にも配備され

ると考えるのが自然である。 

しかし、準備書にはオスプレイ配備の記述がな

く、沖縄防衛局は｢配備の情報は得ていない｣として

いる。 

もし、オスプレイの配備が、評価書の公告・縦覧

前に明らかになった場合、アセス法第 28 条の規定

に基づき防衛省は方法書に戻ってアセスをやり直

すのか、評価書の公告・縦覧後に明らかになった場

合はどうするのか。 

オスプレイの配備による暮らしにおける爆音、ジ

ュゴンやアジサシその他の生態系に及ぼしうる影響

については、実際に配備し騒音テストを行った上で

調査、予測、評価を行うことが不可欠であり、その

結果を準備書に記載し、公告・縦覧してもらいたい。

平成 23 年 6 月に米国防省から CH-46 の後継

機として MV-22 の沖縄配備が発表されたこと

を踏まえ、対象航空機のうち CH-46 を MV-22 に

変更し、MV-22 を含めた予測・評価を行いまし

た。 

3 普天間飛行場においては、戦闘機や大型固定翼機

が飛来し、運用されているが、代替施設においても

運用されるのか。 

戦闘機については、平成 18 年 5 月 1 日の日

米安全保障協議委員会共同発表に記載されて

いるとおり、代替施設において運用する計画は

有していません。また、現在の普天間飛行場に

飛来している C-5 や B-747 のような、いわゆる

大型固定翼機については、代替施設の滑走路長

が 1,200m と短いため、代替施設での離発着は

困難です。 
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4.4.1 対象事業の目的及び内容等に関する意見 
No. 意見の概要 事業者の見解 

4 埋立に必要な 2,100 万 m3の土砂のうち、1,700 万

m3の調達については「現段階において確定していな

い」としているが、沖縄県内の海砂採取量の 12 年

分以上に及ぶ膨大な量をどこから調達するのか。県

内から分散して採取すると仮定しても、沿岸海洋環

境への影響は必至であり、土砂の採取に関しては環

境アセスメントの対象とすべきである。 

県外からの購入であっても、膨大な量であること

から、採取地の環境を損ねる可能性は大きい。海外

からの購入であれば、外来生物の侵入防止は困難で

あり、有害な生物の影響に関するアセスが必要であ

る。埋立土砂については、その入手に係わる計画を

きちんと示す必要がある。 

埋立土砂の調達については、沖縄県内の砂材

等の購入のほか、県外からの調達等も含め、検

討を行いました。 

土砂等の供給業者が行う採取等に係る環境

の影響については、当該業者が、各種関連法令

に基づき必要に応じ適切に措置すべきものと

認識しています。 

事業者としても、埋立土砂の購入に当たって

は、供給元における土砂の採取が各種法令に適

合していること、また、環境への影響に配慮さ

れていることを確認するなど、埋立土砂の調達

により環境への著しい影響がないように実施

してまいります。 

5 国会での宜野湾市長の答弁によれば、普天間基地

では「タッチアンドゴー」の訓練が 1日 300 回も繰

り返されているというが、このアセスでは、このよ

うな事態を想定していない。騒音の軽減のために基

地をＶ字型にしたというが、「タッチアンドゴー」

訓練では、滑走がＶ字になっても、なんの意味もな

い。 

準備書作成に当たっては、米軍のニーズを踏

まえ、回転翼機については、タッチアンドゴー

も含めた予測・評価を行い、固定翼機（小型連

絡機）については、米側から代替施設における

タッチアンドゴーのニーズがあるとは聞いて

いなかったことから除いていましたが、米側か

ら固定翼機のタッチアンドゴーについても実

施する旨のニーズが示されたため、これを対象

としました。回転翼機・固定翼機とも、タッチ

アンドゴーについては、基本的にＡ滑走路を使

用するとともに再び離陸した後も滑走路延長

線上を直線的に飛行するのではなく海上に設

定された場周経路を飛行することとしており、

周辺地域上空の飛行は回避できるものと判断

しています。 

6 飛行ルートについては、具体的に特定することが

困難であることを理由に、住宅地上空の訓練飛行を

想定しないことは合理性を欠いており、認められな

い。北部訓練場、伊江島、キャンプ・ハンセン等の

他の訓練場間との飛行ルートも明示されていない。

訓練飛行において集落上空を飛行することについ

て、「本当に必要性が認められるということにおい

て得心しない限り、住宅地上空を飛ぶということは

ないようにしたい」との記述は、「必要であれば住

宅地上空を飛ぶ」と理解している。 

今の普天間でも、全方位でヘリが飛び騒音規制措

置が有名無実化しているのに、辺野古で飛行経路が

守られるという前提自体が不合理である。 

飛行経路については、名護市及び宜野座村長

から、周辺地域上空の飛行を回避するよう要請

されたことを踏まえ、Ｌ字案からＶ字案に変更

し、平成 18 年 4 月 7 日に両首長と基本合意を

締結したところです。 

V 字型の滑走路は、主たる滑走路を使用する

ことにより、離発着時の飛行及び有視界飛行の

場周経路が海上を通ることができるよう作ら

れたものです。しかしながら、気象、管制官の

指示、安全、パイロットの専門的な判断、運用

上の所要等により、場周経路から外れることが

あります。 

しかしながら周辺地域の上空の飛行を回避

する方向で対応するとの認識に変わりはあり

ません。 

また、代替施設から他の施設への具体的な飛

行経路については、米側の運用に関わるもので

あり、現時点において、具体的に決まっていな

いと承知していますが、代替施設を利用する米

軍機が基本的に集落地域上空の飛行を回避す

るとの方針については、これまでの米側との一

連の協議を通じ、米側からも理解を得ていると

認識しています。 
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4.4.1 対象事業の目的及び内容等に関する意見 
No. 意見の概要 事業者の見解 

7 美謝川の切替えは、河口から辺野古ダムまでの現

存の自然な小河川を、コンクリートのトンネルなど

に切り替えるものであり、環境に著しい変化が生じ

る。 

放流先や生物へ及ぼす影響を考慮して複数

案を検討し、環境上の影響が小さい案を採用す

るとともに、自然石を用いた環境保全型護岸ブ

ロックを用いるなどの環境保全措置を講じて

います。 

8 基本高水 95m3/s（1/30 流量）は、辺野古ダム集水

区域の埋立土砂採取区域の形状変更による流出率

の変化を検討した結果か。具体的な積算根拠を示

せ。 

計画高水流量は、土砂採取区域における流出

係数の変化を考慮して検討しています。 

9 辺野古の海は生物の多様性、絶滅危惧種の生息地

等の面から、我が国の中で特に豊かな自然環境を持

っているところであり、沖縄県においても「厳正な

保護を図る地域」に分類されている。そのような場

所をわざわざ選んで埋立てるのはなぜか。 

方法書第 2 章に記載しているとおり、平成

18 年 4 月 7 日に防衛庁長官と名護市長及び宜

野座村長との間で、同年 5 月 11 日に防衛庁長

官と沖縄県知事との間で、普天間飛行場代替施

設を辺野古崎とこれに隣接する大浦湾と辺野

古湾の水域を結ぶ形で設置し、2本の滑走路を

Ｖ字型に配置することに合意したところです。

10 台風や強風が来襲する辺野古の海上に安全な滑

走路ができるのか。 

建設予定地の気象条件、海象条件を踏まえ、

所要の安全性を有する飛行場を整備します。 

11 推定地層断面（図-3.1.4.7）に示された断層は、

活断層ではないという見解を示しているが、石川市

から具志川市にかけて、石川－具志川起震断層が存

在しており、この活断層の今後 30 年以内の将来活

動確率は 0.2％とされている。このような場所の近

くに恒久的な飛行場を建設すべきではない。 

既存文献等によると、沖縄島北部において目

立った活断層は確認されていません。 

12 海上に設置する部分をできる限り少なくしたと

いう割には、わざわざ水深の深い大浦湾を埋める計

画になっており、その必要性が理解できない。 

海上の埋立面積や埋立容積に加え、海藻草類

やサンゴ類等に及ぼす影響等も総合的に勘案

した結果、現在の計画となっています。 

13 他の飛行場から飛来する航空機については、「例

えば C-20 等」という表記のみでは不十分であり、

具体的に明記すべきである。現在嘉手納から飛来す

る MC130 や空母艦載機、ホーネットの飛来もあるの

ではないか。 

他の飛行場から飛来する航空機についても、

C-20 等の短距離で離発着できる航空機等を想

定しており、例示された航空機の代替施設への

飛来について、米側から説明を受けたことはあ

りません。いずれにせよ、代替施設において、

戦闘機や大型固定翼機が運用されることはあ

りません。 

14 洗機施設で使用する合成洗剤･界面活性剤溶液の

種類、成分、有害性、ならびに洗機排水処理におけ

る凝集沈殿法で使用する薬品、処理前後の水質、処

理過程、処理に伴って発生する沈殿した汚れの処分

方法等についての具体的な記載がない。 

洗機排水はきちんと処理されないと大きな環境

汚染を引き起こすことになるので、たとえば今の基

準の 100 分 1以下にすることを検討するなど、万全

の対策をとってもらいたい。 

航空機の点検整備、洗浄等に使用される薬

剤、油等の成分、使用量、処理方法等について、

可能な限り資料の収集に努め、環境への影響に

ついて予測・評価を行い、準備書に記載しまし

た。 

なお、点検整備・洗浄等に伴う排水について

は、日本側の排水基準と米側の排水基準を比較

の上、より厳しい排水に係る水質基準を選定

し、その排水基準を満たすよう適切に処理する

こととしています。 

15 ｢水による洗浄｣を行う2箇所の洗機施設の形状が

明らかになっていない。また、この施設からの排水

には、海水のほかにエンジンの汚れ、油分、タイヤ

かす等が含まれるのであれば、それらの特徴や排水

処理について示すべきである。 

｢水による洗浄｣を行う 2 箇所の洗機施設に

ついては誘導路上に設置することとしており、

油分離槽等により、適切に処理することとして

います。 
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4.4.1 対象事業の目的及び内容等に関する意見 
No. 意見の概要 事業者の見解 

16 洗機場は屋外か屋内（屋根つき）かの記述がない。

仮に屋外であれば、雨水と洗機排水の分離をどのよ

うに行うのか。また、大雨や台風時には処理水量が

処理能力を超えて、汚水があふれ出したり、処理施

設が故障したりするという事態が起こるのではな

いか。 

今後の実施設計において、雨水との分離も考

慮して適切に設計することとしています。 

17 洗機場では、航空機の腐食を防ぐための塗装は行

われることはないのか。 

塗装に際しては、機体に塗られた塗装をはがすた

めの剥離剤（フェノール等が含有されている）や、

事前のクリーニングのためのシンナー、各種有機溶

剤が大量に使用される。こうした航空機の塗装は、

代替施設では行わないという確約が絶対必要であ

る。 

航空機の塗装は、洗機場で行われるものでは

なく、他の施設において行われるものと認識し

ています。 

18 代替施設では1日4,200 m3の水を使用する計画と

しているが、洗機場での使用水量が示されていな

い。沖縄では水源問題は大きな問題であり、沖縄の

大事な水源地である沖縄北部にこのような大規模

な施設を作ることによる沖縄全体に及ぼす影響に

ついての言及がない。また、洗機場で使用する電力、

汚水処理浄化槽で使用する電力についての記載も

ない。 

洗機場の計画給水量 550m3/日を準備書に記

載しています。 

方法書の追加・修正資料に記載した環境影響

評価の項目について、予測・評価を行い、準備

書に記載していることから、電力については記

載していません。 

19 洗機排水による土壌汚染についてはどのように

対応するのか。 

洗機排水処理施設において適切に排水処理

されることから、土壌汚染を起こすことはない

ものと考えています。 

20 「普天間飛行場代替施設」は米軍が排他的・独占

的に使用できる米軍専用施設であり、完成時の使用

状況がそのまま続くという保証はない。情勢に応じ

て運用が大きく変化し、将来的な運用について予測

できない。供用時の離発着回数についても、「米軍

の運用の細部に係る事項であり、あらかじめ示すこ

とは困難である。」としている。このような状況で

環境影響評価を行っても無意味である。 

普天間飛行場代替施設の航空機騒音を予測

するに当たり必要となる 1 日の標準飛行回数

については、平成元年以降騒音回数が最大値で

ある平成 8年の騒音発生回数を基に、米軍提供

データによる飛行割合等を考慮して算出して

います。 

21 どのように飛行場、建造物、設備機材が運用され、

どのような機種の飛行機が 1 日に何回飛行するの

か。また、武器弾薬を含めどのような薬剤や油類が

どのように使用され、保管されるのか等々、すべて

の計画を不確定な部分も含めて明示してほしい。 

環境影響評価を実施する上で、必要な条件に

ついて可能な限り資料収集した上で、環境影響

評価法令等に基づき予測・評価を行い、その結

果等を準備書に記載しました。 

22 現在普天間基地では、早朝から深夜まで時間に関

係なく、住宅地上空での低空旋回飛行訓練、タッチ

アンドゴー、基地間移動（北部訓練場、伊江島、キ

ャンプ・ハンセン等）のための離発着が頻繁に行わ

れているが、代替施設ではどのような訓練が行われ

るのか。 

運航方式については、離陸、着陸、タッチア

ンドゴー、ホバリング、エンジンテストの５態

様を想定しました。 

23 準備書では、大型輸送機の運用を想定していない

が、大型輸送機の運用の是非を米軍及び関係諸機関

に照会し、該当機種（とくに C-17 輸送機）の運用

を想定した各種調査を実施すべきである。 

現在の普天間飛行場に飛来している C-5 や

B-747 のような、いわゆる大型固定翼機につい

ては、代替施設の滑走路長が 1,200m と短いた

め、代替施設での離発着は困難です。 

24 供用後に予想される航空機の離発着回数のうち、

宜野座村上空を飛行する航空機の割合（回数）につ

いて明記してもらいたい。 

準備書において、滑走路別飛行様態別の標準

飛行回数を記載しています。 
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No. 意見の概要 事業者の見解 

25 辺野古海域では、これまで海兵隊の水陸両用車等

を使っての上陸訓練が頻繁に行われてきたが、代替

施設供用後の上陸訓練はどうなるのか。現在の訓練

の実態とともに訓練水域の面積、形状、使用条件の

変更等について明らかにすべきである。 

平成 18 年 5 月 1 日の日米安全保障協議委員

会共同発表において合意された支援施設を含

めた普天間飛行場代替施設をキャンプ・シュワ

ブ区域に設置するため、キャンプ・シュワブの

施設及び隣接する水域の再編成などの必要な

調整が行われる旨記されており、今後、具体的

な計画を策定していく中で、米側と調整してい

くこととしています。 

26 代替施設の供用時においては、将来配備が予定さ

れている次世代水陸両用車など、運用の可能性があ

る船舶・車両等についてはすべて記載すべきであ

る。また、訓練水域の移動もしくは面積の縮小・拡

大、利用頻度の変化など、訓練が激化することが想

定されるため、そうした訓練水域の運用の変化につ

いても記載する必要がある。 

平成 18 年 5 月 1 日の日米安全保障協議委員

会共同発表において合意された支援施設を含

めた普天間飛行場代替施設をキャンプ・シュワ

ブ区域に設置するため、キャンプ・シュワブの

施設及び隣接する水域の再編成などの必要な

調整が行われる旨記されており、今後、具体的

な計画を策定していく中で、米側と調整してい

くこととしています。 

27 現行の普天間飛行場より機能が強化され、訓練が

激化するのではないか。普天間飛行場の代替施設建

設事業である以上は、新たな機能を持つ新基地建設

であってはならない。普天間飛行場にはない新たな

機能・用途・目的を持った施設については、その施

設使用と使用形態を詳しく説明すべきである。 

代替施設には、現在の普天間飛行場のヘリ基

地機能のみが移設されます。普天間飛行場代替

施設に新たに設けることを予定している施設

として、①航空機への弾薬庫搭載作業を行う弾

薬庫搭載エリア、②航空機用燃料の補給のため

の桟橋、③ヘリが故障した場合等において船舶

による輸送を行うための係船機能付護岸が挙

げられます。 

これらの施設は、いずれも普天間飛行場代替

施設のヘリ基地機能を最低限維持するために

必要なものであり、決して、基地機能の増強に

つながる性格のものではありません。 

28 現在、嘉手納やキャンプ・ハンセンでは米軍と自

衛隊が共同訓練を行っており、代替施設も自衛隊が

使うのであれば、自衛隊機の運用も想定すべきであ

る。また、自衛隊以外の外国軍が共同使用すること

はないのか。 

現時点では、代替施設で自衛隊機を運用する

計画はありませんが、仮に将来的に自衛隊が共

同使用をする場合においても、飛行場を使用す

る等の環境に大きな負荷を与える形で共同使

用することは念頭に置いておりません。 

29 飛行場周辺の騒音被害はＶ字滑走路にすること

では解決しない。4 つのヘリポートのうち、辺野古

集落に近いヘリポートが住宅地域に近すぎるとし

て防衛省自身が米軍に位置変更を求めているとい

うではないか。訓練で行われるホバリングは海上で

も行われており、実際の騒音エリアは辺野古区だけ

ではなく、二見、瀬嵩、安部等々広範囲に及ぶこと

は自明である。県民がいくら抗議しても県民の感情

は米国のあずかり知らぬ事である。 

ヘリパッドの位置については、準備書につい

ての地元の意見などを踏まえ、必要に応じ、米

側と調整してまいります。また、ホバリング時

の騒音レベルについては、現時点において想定

される範囲で予測し、その結果については、準

備書に記載しています。 

30 大浦湾西岸海域の作業ヤード取り止めと、海上ヤ

ードの位置変更を環境配慮事項の最大の目玉とす

ることで、自然環境破壊という事態を曖昧にしてい

る。 

環境への影響を考慮し、これを回避・低減さ

せるため、検討した結果、大浦湾西岸海域に計

画していた作業ヤードは取りやめ、海上ヤード

は、位置を移動することとしました。 
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31 滑走路を離陸専用、着陸専用と別々に使い分ける

とのことだが、米軍が着陸専用、離陸専用という変

則的な運用形態を承認するか疑問である。Ｖ字型滑

走路のそれぞれで離発着訓練が行われるのではな

いか。 

飛行経路については、名護市及び宜野座村長

から、集落地域上空の飛行を回避するよう要請

されたことを踏まえ、Ｌ字案からＶ字案に変更

し、平成 18 年 4 月 7 日に両首長と基本合意を

締結した上で、米側と交渉して同年 5月 1日の

「２＋２」において日米間で合意しました。こ

のようなＶ字案により、代替施設を利用する米

軍機が集落地域上空の飛行を基本的に回避す

るとの方針については、これまでの米側との一

連の協議を通し、米側からも理解を得ていま

す。 

32 滑走路の長さは 1,600m で、オーバーランを含め

て 1,800m としているが、これは MV22 が離発着する

条件も満たしている。予定している航空機以外の離

発着も想定しているのではないのか。 

当初、滑走路長は 1,600m、オーバーランを

含み 1.800m としていたところです。 

その後、米国政府内において安全性に係る詳

細な検討を行った結果、オーバーランの長さに

ついては、両側 300m 必要であるという結論に

至りました。オーバーランの長さを 300m にす

ることにより、通常であればオーバーランと滑

走路の合計の長さを延ばすこととなりますが、

これまでの日米合意（オーバーランを含み護岸

を除いた合計の長さを 1,800m とする）を順守

する観点から、オーバーランと滑走路の合計の

長さは変えず、滑走路長を 1,600m から 1,200m

に短くしました。他方で、C-20、C-21、MV-22

が最大重量で離陸する場合、必要な滑走路長は

1,200m 以上となることを踏まえ、極力、長い

滑走距離を確保することが必要であったこと

から、離陸時にオーバーランを実質的に滑走路

として使用することができるよう、オーバーラ

ンは滑走路と同一の荷重支持能力を有するこ

ととしたところです。 

33 嘉手納基地の滑走路のコンクリートの厚さは 90

㎝を超え、いかなる機種の離着陸も可能という。代

替施設においても同等に強固な滑走路を施工する

のか。 

準備書に記載した、代替施設の使用を予定す

る航空機の所要に応じた滑走路の整備を計画

しています。 

34 代替施設海上工事工区名称図（図-2.4.2.2）の「埋

立区域について」の記載において、「C.D.L+5.5m

以下」の「C.D.L」について具体的に説明してほし

い。 

また、埋立区域の最低と最高の高さはいくらか。

「C.D.L」は工事用基準面を示しており、海

抜-1.2m となっています。 

埋立区域の高さは C.D.L+5.7～10m を計画し

ています。 

35 ＨＢケーソンについて、規模、構造、特徴、必要

性を説明してほしい。 

また、具体的にどこの港湾で製作するのか。 

ＨＢケーソンの規模、構造は準備書に示すと

おりであり、大水深部における護岸として使用

を計画しています。 

なお、ＨＢケーソンは県外での製作を計画し

ていますが、具体的な製作場所は確定していま

せん。 

36 傾斜堤護岸の施工要領図は、図-2.4.2.15 が「吸

出防止シート施工」で図-2.4.2.16 が「吸出防止用

鋼矢板施工」ではないのか。 

意見のとおりであり、正誤表に記載しまし

た。 

37 工事用仮設道路のＢ区間-1（図-2.4.2.62（2））

を仮桟橋構造にする根拠を説明してほしい。仮設道

路である以上は、可能な限り現地盤線に沿って建設

すべきではないのか。 

仮設桟橋構造とすることにより、海岸地形を

極力改変しないようにすると共に、陸域生物の

ロードキルや移動の阻害をしないように配慮

しました。 
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38 航空機の墜落事故等と安全対策について説明す

べきでないか。 

地域住民にとって、墜落事故などは重大関心事で

ある。米国においては滑走路の両端の延長線上

4,500m においては住宅や学校などを配置しないこ

とによって、安全対策をとっているが、日本政府は

何もしないのか。 

代替施設における安全対策等については、住

民生活への影響を最小限に抑えるよう、今後、

米側と調整してまいります。 

39 弾薬搭載エリア、係船機能付護岸、燃料施設等が

配置されることで事故の危険性が高まるが、安全対

策や危機管理計画は考慮されているのか。心配ない

と言われても納得できない。 

本施設等は、所要の性能を満足するような設

計がなされているため、安全対策等は考慮され

ています。 

40 戦闘機は飛ばないという日米間の約束は守れる

のか。 

戦闘機が飛べるように設計しながら、飛ばさない

ということはありえない。戦闘機の使用禁止をうた

った使用条件を米側と取り交わさない限り、戦闘機

の使用はないとする使用条件は説得力に欠ける。 

平成 18 年 5 月 1 日の日米安全保障協議委員

会共同発表において記載されているように、普

天間飛行場代替施設から戦闘機を運用する計

画を有していません。 

41 係船機能付護岸を使用する船舶には、T-AVB4 のみ

ならず揚陸艦各クラスをはじめ、現在の基地使用の

実態から、その他の船舶についての運用も十分予想

される。つくられる基地機能からいえば軍港といえ

るのではないか。 

軍港を建設することは考えていないとしている

が、在沖米軍基地の現状を見れば、各種艦船が使用

するのは明らかである。 

普天間飛行場代替施設においては、兵員や物

資の恒常的な積み卸しを行うような軍港とし

ての機能を有するものを建設する予定はあり

ません。係船機能付の護岸は、ヘリ等の航空機

が故障した場合等において、船舶を使用した輸

送が必要となるため設置するものであり、普天

間飛行場が有する機能を代替するものです。 

42 故障したヘリを輸送するための船舶として、

T-AVB4 が示されているが、排水量 23,800 トンもの

船を使用することなど非効率で通常ありえない。そ

れとも「T-AVB4」がしばしば接岸しなければならな

いほど、故障ヘリが多数発生するということか。 

係船機能付護岸の使用頻度は、航空機の故障

がどの程度発生するかにも依存するため、確定

的にお答えすることは困難ですが、米軍によれ

ば、普天間飛行場では、平成 19 年以前、年に

1回程度、故障した複数機の航空機を空輸して

いたとのことです。 

なお、船舶は、故障したヘリ等を輸送する際、

積込み等に必要な期間入港しますが、常時、停

泊することは想定していません。 

43 将来の基地内の人口を約 6,400 人として、給水量

を 1日約 4,200 m3、排水量を 1日約 2,600 m3とした

給排水計画の根拠が示されていない。住民にとって

水問題は深刻であり、辺野古ダム周辺が土取り場と

なることから、いつまで同ダムが辺野古地区の水源

として存続できるのか、いつから県企業局の供給が

始まるのか、水道料金などの条件はどうなるのか、

準備書できちんと説明すべきである。 

給排水量については、所要の基本計画量を記

載しました。辺野古ダム周辺での土取りに際し

ては、ダム湖に濁水が入らない様に配慮するこ

ととしており、ダムの機能に支障を及ぼすこと

はありません。また、水道事業に関しては、今

後、沖縄県企業局により適宜適切に実施される

ものと認識しています。 

44 汚水処理浄化槽において採用する「膜分離活性汚

泥法」について、この方法が開発された時期、事例

（今まで何例あるのか）、飛行場などでの施行事例

（あればメンテナンスを含めたデー夕の提出を求

めたい）、最大処理能力（1日何 m3なのか）及び処

理・メンテナンスの方法を提示してもらいたい。 

膜分離活性汚泥法は、「浄化槽の構造基準・

同解説 2006 年版（日本建築センター）」に

高度処理方式として記載されているもので、放

流水質については環境基準に適合しているこ

とから、環境にはほとんど影響を与えることは

ないと考えています。また、近年の実績として

汚水処理施設に採用されています。 
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45 汚水処理浄化槽から放流される処理水が、海流に

よっては海草藻場のある西側海域に向かう可能性

は充分考えられる。また、ヘリパッドやタッチアン

ドゴー等の訓練において発生するゴム粉・粉塵など

が集中豪雨によって海へ流出することも考えられ、

周辺海域に大きな影響を及ぼすことが予想される。

汚水処理浄化槽からの放流水は、環境基準に

適合しており、環境にはほとんど影響を与える

ことはないと考えています。 

訓練によって発生するゴム粉・粉塵は滑走路

等の清掃により適宜除去されることから、周辺

海域に大きな影響を及ぼすとは考えていませ

ん。 

46 最終放流水の COD とともに、窒素、燐負荷（濃度

×排水量）についても、海域の影響を考察するため

に示すべきである。また、放流水質が環境基準を満

たしているかを監視する方法についての記載がな

い。 

放流水の水質は、環境基準に適合しており、

環境にはほとんど影響を与えることはないと

考えています。 

47 大雨や台風の際に、雨水配水管が一杯になり排水

の逆流や汚水処理施設が故障することや、業務用

水･航空機の洗浄水の使用頻度によっては、汚水処

理浄化槽で処理能力以上の排水が発生する事態も

あり得るのではないか。 

今後の実施設計において、十分に配意し、設

計することとしています。 

48 塩分の飛散は航空機だけではなく代替施設本体

にも影響を与える。台風通過後には、大がかりに関

連施設の洗浄が行われ、洗浄水の使用量（料）も膨

大なものになると想定される。 

台風通過等により、膨大な洗浄水が必要にな

るとは考えていません。 

49 海兵隊の部隊展開の実態から想定される揚陸艦

の接岸や、原子力を動力とする艦船の寄港の有無

等、準備書に記載された船舶以外の使用の可能性、

規模、種類、航行の内容（頻度、積載物、航路等）

を提示し、その上で供用時における環境影響を予測

し、万全の保全対策を講じるべきである。 

係船機能付護岸は、ヘリが故障した場合等に

おいて船舶を利用した輸送を実施する必要が

あることから整備するものです。恒常的に兵員

や物資の積み卸しを機能とするようないわゆ

る軍港を建設することは考えていません。 

50 環境への配慮として海上ヤードの位置を変更し

たとあるが、作業ヤードの存在が潮の流れを変える

ことで大浦湾の生態系に影響が及ぶおそれがある。

また、変更した位置にも魚介類、海草類等の希少な

動植物がいる可能性がある。 

潮流の予測シミュレーションは、海上ヤード

変更後の位置で行ったものであり、潮流の変化

そのものでの生態系への影響はないものと考

えています。また、工事の実施にあたっては調

査を行い、必要に応じて主に移動能力の低い動

物を対象とした捕獲・移動を行うこととしてい

ます。 

51 海上ヤードは埋立工事完了後に撤去するのか。 準備書に記載したとおり、海上ヤードは埋立

工事完了後に撤去することとしています。 

52 作業ヤードは一部建設をとりやめたものの、辺野

古地先水面の作業ヤード計画地における動植物へ

の影響は回避できず、工事終了後に元の状態に戻せ

るものでもない。 

辺野古地先水面作業ヤードを設置する上で、

環境への影響の低減措置として、主に移動能力

の低い動物を対象とした捕獲・移動を行うこと

としています。 

53 作業ヤードをキャンプ・シュワブ内に設置すれ

ば、辺野古地先水面を新たに埋立てたり、工事用仮

設道路を設置する必要はなくなるではないか。 

辺野古地先水面作業ヤードについては、既設

用地の利用も含め施工計画を踏まえ検討した

結果、必要となったものです。 

54 作業ヤードは仮設であり、利用目的が明確でない

埋立てが可能なのか。埋立法上の根拠、埋立許可権

者との調整内容について説明を求める。 

将来の利用については、名護市が有効に活用

することも含め、今後検討していくこととして

います。 
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55 辺野古集落の中心はかつては内海であり、1956

年以降にキャンプ・シュワブ建設に伴い、埋立てら

れたのが現在の公民館付近である。公民館付近は台

風時、満潮と洪水が重なると浸水地域になる。河口

付近を埋めて作業ヤードとすることは狂気のさた

である。模型を作りシミュレーションを繰り返せば

辺野古河口付近の埋立てが不可能であることを知

るだろう。 

本作業ヤードは辺野古川の河口で整備しま

すが、護岸等の整備に伴い河道や河口を整備す

ることから、河川の流れは良くなり、少なくと

も現在以上に災害が発生し易くなることはな

いと考えています。 

なお、災害については、環境影響評価の対象

ではないことから、準備書には記載していませ

ん。 

56 作業ヤードの設置に関して、方法書に記載されて

いた中城湾港新港地区を準備書段階で取りやめた

理由が記載されていない。 

中城湾港新港地区に作業ヤードを設置する

計画は、方法書時点から計画はありません。 

57 台風時や高潮時には、波が護岸を超えて基地本体

も被害を受けるのではないか。 

各施設の実施設計において、適切に処置しま

す。 

58 弾薬搭載エリアにおいて取り扱う弾薬の種類、

量、危険性、運用方法が示されていない。 

住民生活への安全性、事故がおきた際の環境に対

する影響も含めて、もっと詳しく示すべきである。

普天間飛行場代替施設に設置を予定してい

る弾薬搭載エリアにおいては、普天間飛行場に

配属されている攻撃ヘリコプターＡＨ－１へ

の弾薬等の搭載等を想定しています。 

弾薬搭載エリアの規模は、準備書において

は、約 16,000m2としています。 

なお、事故等については、環境影響評価の対

象ではないことから、準備書には記載していま

せん。 

59 現在、キャンプ・シュワブ内で進められている兵

舎等の建設は、明らかに代替施設関連工事であるに

も関わらず、アセス手続きを踏まずに工事が着手さ

れており、不適切であり、違法である。 

キャンプ・シュワブにおける隊舎等の建設工

事は、普天間飛行場からの軍人・軍属等の転入

に伴う人口増加等に対応するため、隊舎、庁舎

等の飛行場施設とは関係しない建物等を事業

実施区域外に機能的かつ効果的に再配置する

ことを目的とするものであり、代替施設建設事

業とは事業の目的も実施区域も異にする事業

であることから、環境影響評価の対象に含める

必要はないと考えています。 

60 給油エリア、洗機場などから海面その他へ流出す

るおそれのある燃料その他の物質を、リスクとして

明示すべきである。 

現行の普天間飛行場の燃料等の漏れのデータを

請求し、公開し安全であることを積極的に示すべき

である。 

給油エリアや洗機場における排水について

は、油分離槽や洗機排水処理施設等にて適切に

処理することとしています。 

また、燃料の流出や漏れ等の事故に関しては

環境影響評価の対象ではないことから、準備書

には記載していません。 

61 燃料桟橋及び燃料関連施設については、搬入する

燃料の種類、量、搬入方法や燃料の流出・漏れが発

生した場合の対策を示すべきである。 

貯蔵する航空機用燃料は約 30,000KL を想定

しており、随時船舶（Ｔ－１タンカー等）によ

り補給することとなります。 

また、燃料の流出や漏れ等の事故に関しては

環境影響評価の対象ではないことから、準備書

には記載していません。 

62 消火訓練施設の運用による環境への影響につい

ての記載がない。 

消火訓練施設については、環境への影響はほ

とんどないものと考えています。 

63 辺野古ダムは沖縄県の重要な水資源である北部

地域のダムの一つである。 

埋立土砂の採取に伴いダム周辺はハゲ山となり、

水資源が確保できなくなる。 

埋立土砂発生区域については、集水域の６％

以下であり、土砂採取後、所要の緑化対策を講

じることから、ダム機能に影響はないものと考

えています。 

64 辺野古ダム周辺からの土砂採取は、赤土による海

洋汚染が懸念されるため、変更又は中止すべきであ

る。 

埋立土砂発生区域については、沖縄県赤土等

流出防止条例に基づき工事現場の周囲に小堤

の設置や、所要の沈殿池の整備等、適切に赤土

等流出防止対策を講じることとしています。 
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65 辺野古ダムの既設洪水吐の改修が必要と思われ

るが具体的な記述がない。どのように設置するの

か。 

洪水吐の改修については、今後、関係機関と

調整の上決定されることとなります。 

66 辺野古ダム下流の残流域面積（0.3km2）の排水計

画はどうなっているのか。 

辺野古ダム下流については、必要な雨水排水

措置を講じることとしています。 

67 辺野古ダム周辺の土砂採取範囲は約 30ha とされ

ているが、道路等を含めると 30ha をはるかに超え

る自然が破壊される。その破壊による CO2発生等を

補う対策等を具体的に回答してほしい。 

埋立土砂発生区域については、準備書にも記

載してあるとおり、土砂採取後、現地の植物を

利用した緑化対策を講じることとしています。

68 辺野古ダム周辺の土砂採取範囲は、採取後も「跡

地利用」として米軍専用住宅等に利用されるのでは

ないか。 

埋立土砂発生区域の跡地利用について、現時

点で決まったものはありません。 

69 代替施設の設置に伴う大浦湾側の工事により揚

陸用ランプ（斜面）がなくなるが、その代替機能は

どうなるのか。 

大浦湾側にある斜路（ランプ）については、

現時点において代替機能を建設する計画はあ

りません。 

70 エンジンテストによる騒音・振動は、屋内であっ

ても相当なレベルに達するはずである。 

エンジンテストセルの構造、テストされるエンジ

ンの種類、使用時間、使用頻度を示して、環境への

影響を明確にすべきである。 

エンジンテストセルは、試験運転時の消音を

求められる施設であり、周囲への騒音による影

響はないものと考えています。 

71 概略工程表には、アセスの工程、埋立事業認可の

工程についても具体的に明示すべきである。 

環境影響評価及び埋立申請に要する期間に

ついては、環境影響評価とは関連がなく、関係

機関との調整等により変わるものであること

から、具体的に示すことは困難です。 

72 代替施設海上工事工区名称（図-2.4.2.2）や海上

工事進捗図（図-2.4.2.3）は、読める大きさの文字

で記載すべきである。 

貴重なご意見として承ります。 

73 海底改変範囲図（図-2.4.2.4）において、陸域の

実線は何を表現していて、海底改変範囲とどういう

関連があるのか。また、陸域から海域（汚水処理浄

化槽側）に突き出した実線は何を意味するのか。 

陸域の実線については当該事業実施区域の

境界を表しているものです。 

また、汚水処理浄化槽側にある陸域から海域

に突き出た実線は、汚水処理浄化槽区域を表し

ているものです。 

74 ケーソン堤護岸（図-2.4.2.5）において、用地境

界線に土砂留めの工作物の表示がないのはおかし

い。 

土砂の埋立ては、直立では不可能ではないか。ま

た、完成後の護岸の管理者とその根拠を明示してほ

しい。 

図-2.4.2.5 は護岸の断面図を示しているも

のであることから、用地境界線上の土留擁壁に

ついては表示しなかったところです。 

また、管理者については、環境影響評価にお

いて必要な事項ではないため記載していませ

ん。 

75 傾斜堤護岸（図-2.4.2.6）において、空港施設用

地側に埋立土砂用の土留擁護がないのはおかしい。

土砂での直立埋立ては不可能ではないか。 

図-2.4.2.6 は護岸の断面図を示しているも

のであることから、空港施設用地法線上の土留

擁壁については表示しなかったところです。 

76 舗装工事に係る工事計画に関して、以下の資料を

明示してほしい。 

・ 滑走路の構造、断面図 

・ 誘導路計画の根拠、構造、断面図 

・ エプロンの面積、算定根拠、構造、断面図 

・ ヘリパッドの面積、算定根拠、構造、断面図、

施工計画 

意見の各項目については、環境影響評価にお

いて必要な事項ではないため記載していませ

ん。 



4-4-11 

4.4.1 対象事業の目的及び内容等に関する意見 
No. 意見の概要 事業者の見解 

77 建築工事に係る工事計画に関して、以下の資料を

明示してほしい。 

・ 格納庫、倉庫、事務所棟の規模算定根拠、平面

図、構造図等 

・ 汚水処理浄化槽の規模、算定根拠、平面図、構

造図等 

意見の各項目については、環境影響評価にお

いて必要な事項ではないため記載していませ

ん。 

78 西側進入灯工事における仮設構台設置時の作業

道の位置・工法が未記載である（p.2-145）。 

工法によっては礁原上の地形改変とそれに伴う

海水の動きと堆積物移動に大きな変化が出ること

が懸念される。 

準備書の図-2.4.3.13 に示すとおりであり、

礁原上の大きな地形改変はありません。 

79 辺野古の新基地建設について、平成 9年の名護市

民投票で反対の民意が示されていることや、平成 20

年の沖縄県議会における新基地建設反対決議がな

された現状から、即刻基地建設を中止すべきであ

る。 

政府としては、平成 18年 5月 1日、平成 22

年 5 月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安

全保障協議委員会共同発表に従い、普天間飛行

場代替施設建設事業を実施しているところで

あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響

評価法等に基づき適切に行っていきます。 

80 事業の目的が普天間飛行場の移設・返還を実現す

るためとあるが、辺野古地域に新基地を建設するこ

とで沖縄県民は負の遺産を背負い続けることにな

る。この計画の必要性を全く認められない。 

政府としては、平成 18年 5月 1日、平成 22

年 5 月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安

全保障協議委員会共同発表に従い、普天間飛行

場代替施設建設事業を実施しているところで

あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響

評価法等に基づき適切に行っていきます。 

81 辺野古基地に新基地を造ることの必要性、日本政

府案のどこが「合理的」なのか納得できない。 

政府としては、平成 18年 5月 1日、平成 22

年 5 月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安

全保障協議委員会共同発表に従い、普天間飛行

場代替施設建設事業を実施しているところで

あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響

評価法等に基づき適切に行っていきます。 

82 方法書には民間空港の必要性が記載されていた

が、準備書の事業計画からは消えているということ

は、単に米軍のための軍需空港となったと判断して

良いのか。 

現在の普天間飛行場代替施設建設事業にお

いては、民間空港との供用は考えていません。

この考え方は、方法書時点から変わっていませ

ん。 

83 「北部振興事業と本事業には事業としての関連

性はない」（p.4-11）と明記しているが、関連性は

新聞報道等からも明らかである。 

北部振興事業と本事業には事業としての関

連性はありません。 

84 平成 9 年 12 月にＳＡＣＯ最終報告で代替施設移

設を明記してから 12 年が経過したが、今なお普天

間基地代替施設が建設されていない理由は何か。 

政府としては、平成 18年 5月 1日、平成 22

年 5 月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安

全保障協議委員会共同発表に従い、普天間飛行

場代替施設建設事業を実施しているところで

あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響

評価法等に基づき適切に行っていきます。 

85 環境基本法第一条（目的）、第三条（環境の恵沢

の享受と継承等）、第六条（国の責務）に反する事

業である。 

政府としては、平成 18年 5月 1日、平成 22

年 5 月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安

全保障協議委員会共同発表に従い、普天間飛行

場代替施設建設事業を実施しているところで

あり、同事業を進めるに当たっては、環境影響

評価法等に基づき適切に行っていきます。 

86 代替施設の米軍側の呼称や基地の性格が記され

ていない。これは運用上の本質に関わる重要な問題

である。 

意見については、環境影響評価において必要

な事項ではないため記載していません。 

87 小型連絡機の性能緒元（表-2.2.5.1）に、N02 や

SPM、C02の排出量を記載すべきではないか。 

航空機の運航による大気質への影響につい

ては、準備書の第 6章に記載しています。 
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88 漁港移転の理由は進入灯の設置によって航路が

使用できなくなるとのことであったが、準備書では

「西側進入灯は小型船舶の航行に対して支障のな

いように配慮した配置と構造にしており、利用状況

の変化は極めて小さい」と漁港移転に触れてないの

はなぜか。 

辺野古漁港等については、当該事業の実施に

より漁港機能を損なわないように、進入灯等の

施設について計画をしたところです。 

89 準備書では、様々な側面から調査に基づいたデー

タが示されているが、地元住民等が知りたいのは、

このような無機質な数字や表の羅列ではなく、辺野

古への基地建設の必要性を説明してほしい。 

事業の目的及び必要性については、準備書に

記載しているとおり、普天間飛行場の早期移

設・返還を実現させることにあります。 

移設場所の選定については、平成 18 年 5 月

1日の日米安全保障協議委員会共同発表にある

とおり、代替施設の能力や安全性、騒音及び環

境への影響を考慮したものであり、また、地元

自治体（沖縄県、名護市及び宜野座村）との合

意を得て現在の場所となっていることは、準備

書に記載されているとおりです。 

90 既存の在沖米軍基地の事故、被害が記載されてお

らず実態からかけ離れている。 

例えば、飛行ルートで低空飛行された場合の排気

ガスの影響、洗機場からのエアロゾルのドリフトの

影響は移転先で起こらないとは限らない。 

米軍から得た情報を基に、法令等に基づいて

適切に環境影響の予測評価を実施しています。

また、洗機場については、今後の実施設計にお

いて、十分に配意します。 
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1 米軍施設のある地域の特性を把握するために

は、米軍施設の面積と位置（p.3-138、3-139）

だけではなく、実際に行われている訓練（射撃

訓練、弾薬処理、水陸両用車やへリコプターを

使用した訓練/移動）の状況や、それらの訓練に

伴う騒音、振動等による住民への被害の情報も

収集する必要がある。 

地域概況の把握という観点から、既存の資料(全

県的な調査資料や文献等）を基に整理し記載しま

した。 

2 p.3-58（図-3.1.4.7）に複数の断層が示され

ているが、本文中にそれについての記述がない。

活断層としての評価がされていないことは、問

題である。 

地域概況の把握という観点から、既存の資料(全

県的な調査資料や文献等）を基に整理し記載しま

した。なお、既存文献等によると、沖縄島北部に

おいて目立った活断層は確認されていません。 

3 第３章では飛行場の周辺区域のみを対象とし

ているが、航空機が運航する空域下も対象とし

なければ、事業の環境影響を評価することには

ならない。 

対象事業が実施されるべき区域及びその周囲の

概況については、法令等に基づき範囲を設定し、

地域特性については既存の資料を基に整理し記載

しました。 

4 「3.1.5(c)干潟及び湿地」において、マング

ローブの説明と価値付けが不足している。大浦

湾には大浦川以外にも汀間川に大規模なマング

ローブが存在することや、大浦川マングローブ

は名護市指定の天然記念物であることとその意

義が言及されていない。 

地域概況の把握という観点から、既存の資料(全

県的な調査資料や文献等）を基に整理し記載しま

した。なお、本章において示していない汀間川等

のマングローブについては、陸域生態系における

注目すべき群集（特殊性）と位置づけて詳細な調

査を行い、結果を第 6 章に記載しました。また、

大浦川マングローブが天然記念物であることは、

史跡・名勝・天然記念物で示しています。 

5 低周波音についての記載は第 6 章にあるのみ

で、第 3章にないのはなぜか。 

第 3 章は地域概況を把握している章であり、低

周波音については、調査・予測及び評価の対象と

して第 6 章にて詳細に記載しています。第 6 章に

記載している内容を第 3 章にも同様に記載する必

要はないと考えています。 

6 3.1 自然的状況では、調査結果の多くに古い資

料（平成 9年 10 月、シュワブ沖現地現況調査な

ど）が引用されており、新しく調査することな

く事足らせようとしているようにみえる。 

新しいデータと対比しなければただ古いデー

タを持ってきてもわからない。 

第 3章では、より新しい既存資料・文献の収集・

整理に努めましたが、騒音や振動などは平成 9 年

当時の調査報告書以外に情報はありませんでし

た。 

既存資料による地域概況の把握という観点から

は支障ないと考えており、環境影響評価項目とし

て選定した環境要素については、方法書等に基づ

いて現地調査を実施しており、その結果は第 6 章

に示しています。 

7 ジュゴンに係る国際間の条約や種の希少性

（p.3-84）を認識しているにも関わらず、国及

び沖縄防衛局は、2004 年 9 月以降のボーリング

調査をはじめとした海上作業や水陸両用車によ

る米軍の訓練を黙認することにより、ジュゴン

の環境を保護せずに壊した。準備書では保護対

策に十分な記述がみられない。 

第 3 章は地域概況を把握している章で、ジュゴ

ンについては、調査・予測及び評価の対象として

第 6 章にて詳細に記載しました。また、事業実施

に伴う環境保全措置に関しては第 7 章に記載して

います。なお、保護対策については、環境影響評

価において必要な項目ではありません。 

8 自然環境を保護すべき地域（p.3-194、3-195）

に基地が建設されることは、自然環境保護の観

点から著しく不合理であるが、その不合理を等

閑視しうるほどの説得力のある事業目的・意義

が示されていない。 

「自然環境の保全に関する指針」では、事業実

施区域及びその周囲での評価ランクが高いことが

示されており、そのことを十分に勘案して、事業

実施に際しては環境への影響を極力小さく抑える

ように事業計画をたて、十分な環境保全措置を講

じて慎重に事業を進めるようにしています。なお、

「自然環境の保全に関する指針」は、事業実施の

可否を判断するためのものではないと考えていま

す。 
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4.4.3 方法書に対する意見の概要と事業者の見解に関する意見 

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 名護市民の過半数が反対の意思を明らかにし

た事業を、世界的にも貴重な自然環境を壊して

まで、なぜ行わなければならないのかという根

本的な問い、疑問に事業者は誠実に答えるべき

である。 

事業の目的及び必要性については、方法書等及

び準備書に記載しています。 

2 方法書に対する住民・知事意見に対して、準

備書には反映されていないか、または不十分な

説明、根拠を示さない判断に終わっており、方

法書は未だ住民の了解を得たものとなっていな

い。 

準備書においては、方法書の段階で欠落して

いた調査項目を付け加え、総合的な評価を行う

べきである。 

準備書の第 4 章において、方法書に対する住

民・知事意見について、意見毎に事業者の見解を

示したところです。また、寄せられた意見を勘案・

配意し、方法書に対する追加・修正資料(修正版)

をとりまとめ、本資料に基づき調査、予測及び評

価を行い、準備書としてとりまとめたところです。

3 施設を設置する日本政府(沖縄防衛局）がこの

環境影響評価でどれだけ様々な対策を講ずると

約束しても、そうした利用が米軍によってなさ

れる担保はないのが実態である。 

将来的な運用について予測できない米軍基地

は、そもそも環境アセスが不可能であり、環境

アセス法を厳格に運用すれば軍事基地の建設は

できないとの結論にいたるのが必然である。 

環境影響評価を実施する上で必要な条件につい

ては、可能な限り資料収集した上で、法令等に基

づいて予測・評価を行いました。また、環境保全

措置については、内容が確実に実施されるよう米

軍に周知します。 

4 「環境影響評価の段階から米国の主体的参加

を得なければ、使用後の環境影響は予測・評価

できない」との意見に対し「代替施設が在日米

軍に提供された後には、・・・日米の関係法令

上の基準のうち、より厳しい基準を選択すると

の基本的な考えの下に作成されている在日米軍

の環境管理基準(JEGS)に基づいて厳格な環境管

理活動を行い、適切な対応がされることになっ

ています。」との見解がある(p.4-25)が、関係

法令の基準を守ることとアセスメントの約束を

守ることは同じ事ではない。 

関係法令以上のことを約束しているアセスメ

ントの内容をどのように実施させるのか明記す

べきである。 

環境保全措置については、環境影響評価の中で

実施することを示した内容が確実に実施されるよ

う、関係法令の遵守も含めて米軍に周知します。

5 「米軍施設やその周辺での訓練状況について

も調査すべき」（p.4-7）、「米軍の運用実態ま

で踏み込んだ検討が必要」（p.4-2）との意見に

対して、施設面積やその割合のみで理解したと

いえるのか。 

これからキャンプ・シュワブにおける訓練を

含む運用の現状を調査するつもりはあるのか。

もし、ないのであれば、その理由を説明すべ

きである。 

御指摘の内容は、第 3 章の地域概況の把握の部

分と思われ、必要な情報として米軍施設の面積と

位置について整理したものです。 

現状における米軍施設の運用内容が環境の調

査、予測及び評価を行う上で密接な関係にあると

はいえず、ここにおいて土地利用の状況や訓練を

含む運用の現状についてまで記載する必要はない

と考えています。 
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4.4.3 方法書に対する意見の概要と事業者の見解に関する意見 
No. 意見の概要 事業者の見解 

6 「海草藻場の定点観測地点にジュゴンが誤飲

する可能性のあるものやジュゴンの行動を変化

させるものを置いてはならない」との意見に対

する「ジュゴンが誤飲するようなものは設置し

ませんでした」という回答は事実に反している。

実際、藻場に多数のクギが放置されている状況

を確認しており、しかも、これは事前調査によ

るものであった。 

ジュゴンが誤飲するようなものを設置したこ

とを認め、事実と異なることを記載したことに

対する謝罪と撤回を強く求める。 

現況調査や方法書等に基づく環境調査では、ジ

ュゴンやサンゴをはじめとした自然環境への影響

をできる限り小さく抑えるような方法で調査を実

施しました。なお、現況調査の実施段階ではご指

摘のように一部の海域でナイロン製ロープ付きの

杭やクギを一時使用しましたが、事業者としては、

これらはジュゴンの口の構造や採餌特性からみ

て、誤飲する可能性のあるものではなかったと考

えています。 

7 オスプレイの代替施設への配備については、

米軍の文書等でも明らかになっており、2007 年、

2008 年には当時の外相もその可能性を認めてい

るにも関わらず、「航空機については、想定さ

れるものも含め具体的な機種及び数を明らかに

すること」との知事意見（p.4-32）に対して、

準備書には「予定する航空機」だけを記載して

いる。オスプレイ配備を「想定」できない理由

は何か。 

平成23年 6月に米国防省からCH-46の後継機と

して MV-22 の沖縄配備が発表されたことを踏ま

え、対象航空機のうち CH-46 を MV-22 に変更しま

した。 

8 沖縄県知事意見にも従わず、デモフライトを

していない。 

現地試験飛行（デモフライト）については、平

成 21 年 9 月 10 日に実施し、その結果を評価書に

記載しました。 

9 「住民意見」は平成 19年 8月の方法書に対し

ての意見であり、事業内容の相当部分が示され

た平成 20年 2月の追加・修正資料及び同年 3月

の追加・修正資料（修正版）に対しては、住民

に意見を言う場、時間はなかったことから、方

法書の洗礼を受けた準備書とはいえないのでは

ないか。 

追加・修正資料は方法書そのものではないこと

から、住民意見を聴取しなければならない資料で

はありません。 

平成 20 年 2月の追加・修正資料及び同年 3月の

追加・修正資料（修正版）に対しては、沖縄県環

境影響評価審査会での審査を経て沖縄県文化環境

部長が意見を述べており、その内容も準備書には

掲載し、事業者の見解も示しているところです。

10 知事意見で求められた潜水目視調査をせず、

「海藻草類は確認されていません」とした準備

書は不当である。 

海藻草類調査では、基本的にはできる限り広い

海域で潜水目視調査を実施しており、水深の深い

場所に限って安全面を考慮した ROV 調査を実施し

ています。このことは準備書に明示しており、そ

の調査結果に基づいて、適正な現況把握を行って

います。 

11 ジュゴンについては、知事意見で複数年調査

を求められている（p.4-47、24(1)）にも関わら

ず、一年しか調査を実施しないでおいて、「個

体数は一頭と推定され、当該個体を対象に生活

史全体を把握することは事実上困難」としてい

ることは、意見に対するきちんとした対応にな

っていない。 

ジュゴンについては、平成 19 年度や平成 21～

22 年度の自主的調査も含め、3ヶ年以上（複数年）

の調査データを用いて予測・評価を行いました。

12 「エンジンテスト時」との知事意見（p.4-40、

14（3）エ）を無視している。 

普天間飛行場におけるヘリのエンジンテスト時

等の航空機騒音の測定結果に基づきピーク騒音レ

ベルを予測しています。 

13 「住民等の意見に配意して環境影響評価の項

目及び手法を再検討すること」との知事意見

（p.4-32、1(1)）に対する見解を「関係自治体

等において閲覧に供しました」と述べており、

住民＝関係自治体と矮小化している。 

住民意見に配意し、また、知事意見を勘案し、

方法書に対する追加・修正資料をとりまとめたと

ころです。また、とりまとめた追加・修正資料に

ついては知事意見を踏まえ、ホームページ上に掲

載したり、関係自治体において閲覧に供するなど、

住民の方々の目に触れるよう配慮しました。 
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4.4.3 方法書に対する意見の概要と事業者の見解に関する意見 
No. 意見の概要 事業者の見解 

14 「使用が予定されている航空機（想定される

ものも含む）」との知事意見（p.4-38、14（1）

ア）で、「想定されるもの」、オスプレイ配備

計画の想定を無視している。 

平成23年 6月に米国防省からCH-46の後継機と

して MV-22 の沖縄配備が発表されたことを踏ま

え、対象航空機のうち CH-46 を MV-22 に変更しま

した。 

15 「生活史等に関する調査を複数年実施するこ

と」との知事意見（p.4-47、24（1））を無視し

ている。 

「ジュゴンへの影響が小さい手法を十分検討

し慎重に調査すること」（24（2）ア）に対し、

「慎重に検討して実施しました」と、語句の順

番を入れ替えている。 

「慎重な調査」ではなく「慎重な検討」をし

たのか。調査は慎重に行わなかったのか。 

ジュゴンについては、平成 19 年度や平成 21～

22 年度の自主的調査も含め、3ヶ年以上（複数年）

の調査データを用いて予測・評価を行いました。

ジュゴンに関する調査は、影響が小さい手法を

事前に十分検討し、現地調査を慎重に行いました。

16 「それ以外の飛行経路が存在する場合は」と

の知事意見（p.4-39、14（2）ア）を無視してい

る。 

Ｖ字型の滑走路は、主たる滑走路を使用するこ

とにより離発着時の飛行及び有視界飛行の場周経

路が海上を通ることができるよう作られたもので

す。しかしながら、気象、管制官の指示、安全、

パイロットの専門的な判断、運用上の所要等によ

り、航空機は図示された場周経路から外れること

があります。 

なお、場周経路以外を飛ぶコースは、基本飛行

パターンではなく、これらについて具体的な飛行

ルートを特定することは困難です。 

17 「それぞれの環境影響の複合的・相乗的な効

果を考慮すること」との知事意見（p.4-34、4）

を無視している。 

準備書において事業者の見解を記載したよう

に、当該事業活動以外に想定できる情報・緒元は

勘案して予測・評価しています。 

18 「代替施設における米軍の活動内容」

（p.4-32、2(2)エ）に対しては、「こうした任

務に基づいた活動が行われるものと考えていま

す」との憶測で、米軍に照会した形跡がない。

代替施設における米軍の活動内容については、

米側に確認した上で、準備書に記載しています。

19 「地域の環境情報を有する自然保護団体・・・

これら団体からヒアリング等を行うこと」との

要求（p.4-44、19（10））を無視して、調査結

果を参考にするだけにとどめ、ヒアリングを実

施していない。 

知事意見では、必ずしもヒアリングを指定して

いるものではなく、事業者としては、公表されて

いる資料に示されている調査結果等を参考にして

評価を行いました。 

20 「調査によって得られた情報を正確に整理す

ること」との知事意見（p.4-44、19（6））に対

して、「適切に整理するよう努めました」と『正

確』を放棄している。 

「適切に」とは調査により得られた情報を「正

確に」整理するとの意味で用いたものであり、同

じ意味と考えています。 

21 「当該手法の・・・必要とされる水準が確保

されることを科学的に説明すること」との知事

意見（p.4-35、7（3））に対して、「必要とさ

れる水準が確保されることを適切に説明する」

とし、「科学」を放棄して、知事意見を歪曲し

ている。 

調査手法を既存文献調査等とする項目について

は、当該手法の妥当性及び予測・評価について、

必要とされる水準が確保されることを科学的に説

明し、準備書第６章に記載しました。 

22 「本県が亜熱帯域であること及び島しょによ

るぜい弱な生態系であること」との知事意見

（p.4-51、28（2））を無視している。 

調査地域の自然条件を十分に理解した上で、適

正に調査、検討を行っています。 

23 「予測に当たって用いる流況モデルについて

は・・・現況再現性等を十分に検討すること」

との知事意見（p.4-41、16（7））に対し、「現

況再現性」をはぶいている。 

現況再現性の検討は十分に行っており、そのこ

とは準備書に記載しています。 
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4.4.3 方法書に対する意見の概要と事業者の見解に関する意見 
No. 意見の概要 事業者の見解 

24 「予測モデルの領域の設定、数値モデルの人

工境界条件、格子間隔、現況再現性等を十分に

検討すること」との知事意見（p.4-40、15（3）

ア）に対して、「予測モデルの領域の設定、数

値モデルの人工境界条件、格子間隔等を十分に

検討しました」と「現況再現性」を意図的には

ぶいている。 

予測モデルの領域の設定、数値モデルの人工境

界条件、格子間隔等を十分に検討して現況再現性

の検討を行っており、そのことは準備書に記載し

ています。 

25 「複数案を時系列に沿って若しくは並行的に

比較検討する方法」との知事意見（p.4-36、9（1））

を無視している。 

評価に当たっては、実行可能なより良い技術方

法を取り入れており、それより劣る方法との比較

検討は必要ないと考えています。 

26 代替案の検討は、事業計画案を辺野古リーフ

上でわずかばかり平行移動、マイナーチェンジ

したものに過ぎない。 

別の場所やゼロオプションも含めた複数案の

比較検討を行うべきである。 

代替施設の位置に関する検討は、方法書に対す

る知事意見を踏まえて行ったもので、事業実施に

伴う周辺環境への影響の変化及びその傾向を把握

するため、6ケースを設定し、検討したものです。

27 複数案の比較検討は、方法書段階から複数案

を明示した上で行うべきである。 

準備書の段階で突然 6 つの案を提示して検討

したとするのは、新基地建設に反対する県民の

目をごまかし、基地建設の是非の争点ずらしに

過ぎない。 

代替施設の位置に関する検討は、方法書に対す

る知事意見を踏まえて行ったもので、事業実施に

伴う周辺環境への影響の変化及びその傾向を把握

するため、事業計画案を基本ケースに異なる位置

における 6ケースを設定し、検討したものです。

28 事業計画案との比較検討に示された検討ケー

スは県民の総意でもないし、仲井眞知事の公約

でもない。 

代替施設の位置に関する検討は、方法書に対す

る知事意見を踏まえて行ったもので、事業実施に

伴う周辺環境への影響の変化及びその傾向を把握

するため、事業計画案を基本ケースに異なる位置

における 6ケースを設定し、検討したものです。

29 環境影響調査が実施された2008年度は台風の

接近がなく、代替施設の比較検討 5 項目につい

ても自然の実態を把握していない。事業者の理

想をシュミレーションしたものに過ぎない。 

代替施設の位置に関する検討は、方法書に対す

る知事意見を踏まえて行ったものであり、事業実

施に伴う周辺環境への影響の程度及びその変化傾

向を把握するため、生活環境や海域環境への影響

を考慮する上で重要と考えられる５項目の要素を

抽出し、所要の調査結果を用い、事業計画案及び

検討 6 ケースについて比較検討を行ったもので

す。 

30 事業計画案と検討ケース６案との比較検討が

行われたが、建設設置が数メートルずれても、

それを取り巻く地形や環境に与える影響は異な

ってくるため、位置が確定していない状態で周

囲の環境への影響を予測することは不可能であ

る。 

代替施設の位置に関する検討は、方法書に対す

る知事意見を踏まえて行ったもので、事業実施に

伴う周辺環境への影響の変化及びその傾向を把握

するため、事業計画案を基本ケースに異なる位置

における 6ケースを設定し、検討したものです。

検討ケースは事業計画案に対する移動程度が少

しずつ異なっており、それによって変化の傾向が

捉えられていると考えています。 

31 「現況調査は、ジュゴンを含む自然環境に十

分配慮し実施しました。」との見解は、具体的

にどのように実施したのかが示されておらず、

十分配慮したかどうかが不明確である。 

調査の結果については準備書の第 6 章に項目毎

に区分して、年間を通じた調査の方法や結果につ

いて詳細に記載しています。 



4-4-18 

4.4.3 方法書に対する意見の概要と事業者の見解に関する意見 
No. 意見の概要 事業者の見解 

32 4.4 の代替施設の位置に係る検討の中で、図

-4.4.4（埋立区域とサンゴ類、海草類藻場及び

ホンダワラ類藻場（ガラモ場）分布域の重なり）

を見れば、埋立海域にはサンゴ類、海草類藻場、

ホンダワラ類藻場のいずれもが分布しているこ

とは明らかである。 

検討以前に、こんな生物多様性の宝庫たる海

域を埋立てることは許されないことだと思う

が、事業者としてどう考えているのか。また、

同図から政府案埋立による影響をどう定量的に

捉えたのかをきちんと説明してほしい。 

さらに、視覚的に影響評価する上で重要な図

-4.4.4 が要約編には掲載されていないのはなぜ

か。 

代替施設の位置に関する検討は、方法書に対す

る知事意見を踏まえて行ったもので、事業実施に

伴う周辺環境への影響の変化及びその傾向を把握

するため、事業計画案を基本ケースに異なる位置

における 6ケースを設定しました。 

検討ケースは事業計画案に対する移動程度が少

しずつ異なっており、それによって変化の傾向が

捉えられていると考えています。 

サンゴ類、海草類藻場、ホンダワラ類藻場の消

失面積を用い、定量的に評価した内容を記載して

います。 

「4.4」では事業計画案と検討 6ケースとの主な

環境面での比較検討が主目的です。 

準備書の要約書は、準備書の内容を分り易く、

周知する目的で内容を要約したものであり、要約

書という図書の性格上、準備書に記載があって同

要約書に記載のない場合もあります。 
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4.4.4 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法に関する意見 

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 垂直離着陸機オスプレイ（MV22）については、

普天間飛行場及びその代替施設に配備されるこ

とを米軍が明言しているのであるから、オスプ

レイが配備された場合の環境影響評価を行うべ

きである。 

平成23年 6月に米国防省からCH-46の後継機と

して MV-22 の沖縄配備が発表されたことを踏ま

え、対象航空機のうち CH-46 を MV-22 に変更し、

MV-22 を対象とした予測・評価を行いました。 

2 埋立土砂の調達計画を明確にし、土砂の採取

先における環境影響評価も実施する必要があ

る。 

現段階で計画が確定していないのであれば、

確定した段階で環境影響評価を行うべきであ

り、それまでは計画を先へ進めてはならない。

また、海外からの購入であれば、外来生物や有

害な生物の影響に関する環境影響評価が必要で

ある。 

埋立土砂の調達については、沖縄県内の砂材等

の購入のほか、県外からの調達等も含め、検討を

行いました。 

土砂等の供給業者が行う採取等に係る環境の影

響については、当該業者が、各種関連法令に基づ

き必要に応じ適切に措置すべきものと認識してい

ます。 

事業者としても、埋立土砂の購入に当たっては、

供給元における土砂の採取が各種法令に適合して

いること、また、環境への影響に配慮されている

ことを確認するなど、埋立土砂の調達により環境

への著しい影響がないように実施してまいりま

す。 

3 辺野古ダム周辺からの土砂採取による辺野古

ダム、下流河川、風の変化に伴う環境への影響

等も環境影響評価の対象とすべきである。 

準備書は、方法書等に基づいて適正に調査、予

測及び評価等を行い、とりまとめたものです。 

準備書では、埋立土砂発生場所である辺野古ダ

ム周辺の地形改変も踏まえた環境影響評価を行い

結果を記載しています。 

4 「方法書」にはなかった 4 つのヘリパッド、

消火訓練施設、係船機能付護岸、汚水処理浄化

槽、給油エリアなどの機能や事業内容の追加に

伴う環境影響評価や、弾薬搭載エリアにおける

弾薬の種類、安全対策と事故がおきた際の環境

に対する影響についての記載が不十分である。

4 つのヘリパッド、消火訓練施設、係船機能付

護岸、汚水処理浄化槽、給油エリアなどの機能や

事業内容の追加に伴う環境影響評価は、準備書に

おいて影響要因を検討し、予測評価を実施してい

ます。 

5 「普天間飛行場代替施設」は米軍が排他的・

独占的に使用できる米軍専用施設であり、情勢

に応じて運用が大きく変化し、将来的な運用に

ついて予測できないため、そもそも環境影響評

価が不可能である。 

予測評価に必要な条件については、米側に照会

して可能な限り入手しており、その条件を用いて

運用に関する適正な環境影響評価を実施していま

す。 

6 洗機排水中の化学物質についての環境影響評

価が不十分である。 

洗機排水については、発生する排水を処理する

ために処理施設を適正に設置し、その前提で環境

影響評価を実施しています。 

7 米軍機の墜落、燃料庫、弾薬庫の爆発、化学

物質の漏洩など、不慮の事故に関する記述がな

い。これらは地域住民の安全、安心に直結する

事柄であり、環境影響評価の項目として含める

べきである。 

環境影響評価を行う項目は、法令等に基づき、

本事業に伴う影響要因により影響を受けるおそれ

がある環境要素を踏まえて検討を行った結果、準

備書に示すとおり選定しました。 

8 台風、地震、津波などの災害によって受ける

影響について、どのような想定がなされ、どの

ような対策を取るのか。住民にとっては重大な

関心事であり、事業者は答えるべきである。 

災害時の影響については環境影響評価の対象で

はないことから、準備書には記載していません。

9 燃料桟橋においては、搬入時に燃料漏れの懸

念があるため、環境影響評価を行う必要がある。

事故時の影響評価については、環境影響評価の

対象ではないことから、準備書には記載していま

せん。 
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4.4.4 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法に関する意見 
No. 意見の概要 事業者の見解 

10 環境影響評価の項目として選定しなかった項

目について、その理由を明記すべきである。 

本事業に伴う影響要因により影響を受けるおそ

れのある環境要素を踏まえて環境影響評価の項目

を選定し、そのことは表-5.2.1 にて示しています。

なお、法令等では選定しなかった項目の理由の

記載を求めていません。 

また、選定しなかった項目すべてについてその

理由を記載することは、むしろ論点がわかりにく

くなり不適切な対応であると考えています。 

11 ヘリの日常訓練は海上を中心に行うとしてい

るが、訓練の形態等によっては集落上空を飛行

することもあり得るとの記載もあり、代替施設

から伊江島への経路など集落上空を飛行するこ

とが予想されるので、そうした飛行経路も想定

して環境影響評価を行うべきである。 

飛行経路については、名護市及び宜野座村長か

ら、周辺地域上空の飛行を回避するよう要請され

たことを踏まえ、Ｌ字案からＶ字案に変更し、平

成18年 4月 7日に両首長と基本合意を締結した上

で、米側と交渉して合意したところです。 

V 字型の滑走路は、主たる滑走路を使用するこ

とにより、離発着時の飛行及び有視界飛行の場周

経路が海上を通ることができるよう作られたもの

です。しかしながら、気象、管制官の指示、安全、

パイロットの専門的な判断、運用上の所要等によ

り、場周経路から外れることがあります。 

なお、代替施設から他の施設への具体的な飛行

経路については、米側の運用に関わるものであり、

現時点において、具体的に決まっていないと承知

していますが、代替施設を利用する米軍機が基本

的に集落地域上空の飛行を回避するとの方針につ

いては、これまでの米側との一連の協議を通じ、

米側からも理解を得ていると認識しています。 

12 キャンプ・シュワブ内の兵舎等の建設工事は

関連工事であり、環境影響評価の対象外にして

いるのは問題である。 

キャンプ・シュワブにおける隊舎等の建設工事

は、普天間飛行場からの軍人・軍属等の転入に伴

う人口増加等に対応するため、隊舎、庁舎等の飛

行場施設とは関係しない建物等を事業実施区域外

に機能的かつ効果的に再配置することを目的とす

るものであり、代替施設建設事業とは事業の目的

も実施区域も異にする事業であることから、環境

影響評価の対象に含める必要はないと考えていま

す。 

13 環境への負荷として、車両、航空機からの温

室効果ガスは無視できないため、廃棄物等だけ

ではなく、温室効果ガスについても環境影響評

価の項目として選定すべきである。 

温室効果ガスについては、燃料消費から CO2換算

することで予測は可能ですが、具体的に評価する

ことは困難なことから、環境影響評価の項目とし

ては選定していません。 

14 「総じて少ない」とした評価の判断基準が不

明である。評価の手法において、調査項目毎に

具体的な目標を明記すべきである。 

個別の項目について評価した後に、最後に全体

を通じて評価したものが「総合評価」です。 

なお、総合評価の手法については、法令等では

規定はありません。 

各項目評価について「影響が少ない」と評価さ

れた項目が相当程度を占めるので、全体としては

「総じて」との表現を用いて評価しました。 
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4.4.4 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法に関する意見 
No. 意見の概要 事業者の見解 

15 航空機騒音や低周波音の予測にあたっては、

米軍当局に積極的に運用方法を照会して、使用

されうるあらゆる機種、機数を想定して予測・

評価を行う必要がある。 

代替施設に配備される航空機の種類は、普天間

飛行場に配備されている航空機のうち、平成 18 年

5 月 1 日の日米安全保障協議委員会共同発表にお

いて岩国飛行場を拠点とすることとされている

KC-130 以外のものを想定しており、具体的には、

回転翼航空機として CH-53、UH-1 及び AH-1、ティ

ルトローター機として平成23年6月に米国防省か

ら CH-46 の後継機として沖縄配備が発表された

MV-22、短距離で離発着できる固定翼航空機とし

て、C-35 及び C-12 を想定しており、当該機種を

前提として環境影響評価を行いました。 

16 現在のキャンプ・シュワブでは、施設内での

訓練のほかに前面海域において水陸両用車等に

よる訓練が実施されているが、これらの訓練が

すでに周辺環境に影響を与えていることを考慮

していない。 

ジュゴンが辺野古沖を利用しないと結論づけ

るためには、訓練を中止した後にもジュゴンが

辺野古沖を利用しないことを証明しなければな

らない。また、存在・供用時の影響予測は、代

替施設完成後にも行われる訓練による影響につ

いても考慮する必要がある。 

「官報（号外第 82号)」（昭和 47 年 6月 15 日）

に記載されているとおり、キャンプ・シュワブ周

辺地域の制限水域の指定は、米軍による水陸両用

車等による訓練のために使用されることが認めら

れています。 

したがって、訓練が行われていることが前提に

なり、訓練の中止を前提にしたり訓練による影響

について考慮するのはむしろ不適切であると考え

ています。 

17 代替施設の供用時においては、将来配備が予

定されている次世代水陸両用車など、運用の可

能性がある船舶・車両等についてはすべて調

査・予測・評価の対象とすべきである。また、

訓練水域の移動もしくは面積の縮小・拡大、利

用頻度の変化など、訓練が激化することが想定

されるため、そうした訓練水域の運用の変化に

伴うジュゴンをはじめとした動植物に及ぼす影

響を調査・予測・評価する必要がある。 

代替施設の運用に伴う環境影響評価に際して

は、米側へ運用方法を照会し、回答のあった各種

運用方法に基づいて予測・評価を行いました。 

18 普天間基地における各種訓練に伴う飛行ルー

トの実態や、辺野古に機能が移設されることに

よる、普天間基地をプラットホームとしていた

各基地とのアクセスの変化について、調査する

必要がある。 

飛行経路については、名護市及び宜野座村長か

ら、周辺地域上空の飛行を回避するよう要請され

たことを踏まえ、Ｌ字案からＶ字案に変更し、平

成18年 4月 7日に両首長と基本合意を締結した上

で、米側と交渉して合意したところです。 

V 字型の滑走路は、主たる滑走路を使用するこ

とにより、離発着時の飛行及び有視界飛行の場周

経路が海上を通ることができるよう作られたもの

です。しかしながら、気象、管制官の指示、安全、

パイロットの専門的な判断、運用上の所要等によ

り、場周経路から外れることがあります。 

なお、代替施設から他の施設への具体的な飛行

経路については、米側の運用に関わるものであり、

現時点において、具体的に決まっていないと承知

していますが、代替施設を利用する米軍機が基本

的に集落地域上空の飛行を回避するとの方針につ

いては、これまでの米側との一連の協議を通じ、

米側からも理解を得ていると認識しています。 
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4.4.4 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法に関する意見 
No. 意見の概要 事業者の見解 

19 普天間基地における汚染物質の負荷が加わる

ことによる水質や土壌汚染についての環境影響

評価を行う必要がある。 

本事業に係る影響要因を勘案して環境影響評価

の項目を適正に選定しており、その中で水質（水

の汚れ、土砂による水の濁り）は予測・評価の対

象として選定しています。なお、排水は適切に処

理しますので、土壌汚染については、影響要因と

して選定していません。 

20 ヘリの安全装置に使用されている放射性物質

ストロンチウム 90のほか、劣化ウラン弾の持ち

込みや原子力潜水艦の寄港等、米軍基地では放

射性物質の取り扱いがあるため、放射能の影響

について評価し、万が一放射能汚染やそのおそ

れが確認された場合の危機管理手順についても

明記すべきである。また、供用時にはモニタリ

ングを行い、常時データを住民に公表すべきで

ある。 

本事業に係る環境影響評価の項目については、

法令の参考項目として示された項目の中から選定

しており、放射性物質については、法令等におい

て環境影響評価の項目として定めてられていませ

んが、特に支障ないと考えています。 

21 集落への影響が懸念される海側滑走路でのタ

ッチアンドゴーの騒音予測がされていない。 

準備書の作成に当たっては、米軍のニーズを踏

まえ、回転翼機については、陸側滑走路でのタッ

チアンドゴーも含めた予測・評価を行い、固定翼

機（小型連絡機）については、米側から代替施設

におけるタッチアンドゴーの具体的なニーズがあ

ると聞いていなかったことから除いていました

が、米側から固定翼機のタッチアンドゴーについ

ても実施する旨のニーズが示されたため、これを

対象としました。回転翼機・固定翼機ともタッチ

アンドゴーについては、基本的にＡ滑走路を使用

します。 

22 軍事基地では強い照度で照明をつけるが、こ

のことが周辺環境にどのように影響するかまっ

たく考慮されていない。進入灯の照明も同様で

ある。 

方法書等に基づき代替施設の供用時の予測を実

施しており、その中で、夜間照明が周辺の動植物

に及ぼす影響についても予測・評価しています。

23 振動をもたらす要因として「航空機の運用」

が除外されている。 

航空機が発する騒音は空気の揺れであり、そ

れが大きければ振動として人間や家屋を揺るが

すのである。全国の基地騒音公害訴訟において

も振動被害は大きく取り上げられている。 

航空機の運航による低周波音を環境影響評価項

目として選定していますので、御指摘の現象はそ

れで捉えられると考えます。 

24 水環境については水の汚れと濁りだけを対象

としているが、施設からの排水による温冷排水

の影響を把握するため、水温を環境影響評価の

項目として選定すべきである。 

本事業に係る影響要因の中で、海水温の変動に

影響を与えるような温冷排水を伴う施設の運用は

ないことから、水温を環境影響評価の項目として

選定していません。 

25 水環境については水の汚れと濁りだけを対象

としているが、護岸、埋立工事に伴い発生する

濁りにより、底質が悪化する危険性があるため、

底質を環境影響評価の項目として選定すべきで

ある。 

底質については、環境影響評価の項目として選

定した水質、地形及び地質との関連で底質の変化

やそれに関連した動植物への影響について必要に

応じて予測・評価しています。 

したがって、底質は環境影響評価の項目として

は選定していませんが、「水の汚れ」の項目の中

で調査等を行い、その結果は準備書に記載してい

ます。 

26 航空機の運航に伴う「低周波音」は選定して

いるが、軍用機の離発着、訓練飛行という特殊

性を考慮すると、「衝撃音」いわゆるソニック

ブームを対象として環境影響評価の項目として

選定し、予測・評価を行うべきである。 

環境影響評価を行う項目は、法令等に基づき、

本事業に伴う影響要因により影響を受けるおそれ

がある環境要素を踏まえて検討を行った結果、準

備書に示すとおり選定しました。 
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4.4.4 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法に関する意見 
No. 意見の概要 事業者の見解 

27 固定翼機の離着陸は必ずあるはずなのに、そ

の影響評価が行われていない。 

本事業に係る環境影響評価では、回転翼機だけ

でなく固定翼機の離着陸も考慮した影響評価を行

っています。 

28 代替施設ができることによって、風の向きや

強さがどの位変化して、どのような影響でるの

か。 

本事業は、飛行場及びその施設の設置並びに公

有水面の埋立てであり、高層建築物の建設ではな

いことから、地形の変化した地域のごく近傍を除

いて、周辺集落地における風況の変化はほとんど

起こらないと考えています。 

29 第４章で「戦闘機を運用する計画を有してい

ません」とした事業者の見解と、「戦闘機装弾

場の設置」は整合がとれていない。戦闘機を配

備するのであれば、その環境影響評価が必要で

ある。 

代替施設に設置を予定しているのは、「弾薬搭

載エリア」であり、AH-1 への弾薬等の搭載等を想

定しているものです。 

なお、代替施設において、戦闘機を運用する計

画はありません。 

30 代替施設の設置に伴う大浦湾側の工事により

揚陸用ランプ（斜面）がなくなるが、その代替

機能はどうなるのか。機能を当該基地範囲内に

移設するのであれば、そのための調査・予測・

評価が必要である。 

大浦湾側にある斜路（ランプ）については、現

時点において代替施設を建設する計画はありませ

ん。 

31 仮に基地を建設したとして、それに伴う輸送

運搬が陸路、空輸、海上輸送などによる環境、

生物、人体への影響は考察しないのか。 

代替施設の供用時の環境影響評価は、飛行場及

びその施設の設置が及ぼす影響について検討して

おり、その予測に必要な条件については米側より

入手したもので予測評価を行いました。 

32 水中音の調査、予測、評価が欠落している。 水中音については、方法書等に基づいて適正に

調査、予測及び評価を行いました。 

この場合、水中音という項目設定はせず、環境

騒音の関連で調査を実施し、海域動物への影響予

測の中で水中音による影響評価を行いました。 

33 住民の生活環境の中には教育環境も含めて影

響が調査されるべきだがなされていない。騒音

による授業の障害や米兵の増加による犯罪など

児童生徒に与える影響を調査、考察していない。

環境影響評価を行う項目は、法令等に基づき、

本事業に伴う影響要因により影響を受けるおそれ

がある環境要素を踏まえて検討を行った結果、準

備書に示すとおり選定しました。 

34 嘉手納基地や普天間基地の近隣市町村は、騒

音による睡眠妨害に悩まされているが、そのこ

とが今回の準備書では何の評価も行われていな

い。 

嘉手納、普天間の現状からすると夜間の騒音

がないとは断言できない。 

航空機騒音については、「航空機騒音に係る環

境基準について」の基準値（７０Ｗ以下）を、環

境保全の基準又は目標として評価を行っていま

す。Ｗ値については、時間帯による重み付けを行

った上で予測しています。 

35 すべての選定項目について事業の実施に伴う

環境破壊は事業者の実行可能な範囲内での環境

保全措置を講じれば良いとするものであり、こ

れは環境影響評価法と環境基本法に反するもの

である。 

法令等では、事業者の実行可能な範囲でできる

限り影響が回避され、または低減されていて、環

境の保全についての配慮が適正になされているか

についての評価を行うことになっています。 

36 環境保全措置は、①回避、②低減、③代償の

順に検討されるべきであるが、準備書では「回

避、低減している」と評価し、代償措置につい

ては「必要に応じ検討する」としている。 

代償措置についても、常に検討してベスト追

及をめざすべきである。 

本事業に係る環境影響評価は、法令等に基づい

て実施しており、回避、低減を優先し、代償措置

については常に検討するものではなく、回避もし

くは低減の措置では影響が軽減できない場合に限

った措置であると考えています。 

37 ｢影響要因の区分｣に｢造成等の施工による一

時的な影響｣との項目が記載されているが、造成

工事に伴いサンゴや藻場が死滅すれば、それは

｢永続的で致命的な影響｣であり、その影響は｢一

時的な影響｣などというものではない。 

影響要因の区分は、法令等に基づいて設定して

おり、「永続的で致命的な影響」との要因の区分

はありません。 
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4.4.4 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法に関する意見 
No. 意見の概要 事業者の見解 

38 大浦湾に面して整備される岸壁に艦船が出入

りすることによって、有害物質や水質汚濁によ

る影響をきちんと評価しなければならない。 

大浦湾に面して整備する護岸(係船機能付)や燃

料桟橋に出入りする船舶から海域へ有害物質やそ

の他水質汚濁をもたらすような物質を排出する計

画はありません。 

39 長期に渡って形成された環境に与える様々な

影響を評価するには、一年では期間が短すぎる。

また、調査自体がジュゴンに影響を及ぼしてい

る可能性がある。 

本事業の環境影響評価は大規模、違法な事前

調査を行ったり、評価のための調査における手

法・頻度・地点・時期・期間など、各項目の選

定に問題点が多すぎる。 

方法書等に基づき環境に配慮しながら実施した

１年間にわたる環境調査やそれ以前の既存の調査

資料により、環境影響評価の項目についての予測

評価に必要な調査データが取得できたと考えてお

り、調査期間が短いとは考えていません。 

また、方法書の確定以前に行った現況調査は、

環境影響評価法に基づくものではなく、所掌事務

に基づき実施した調査です。 

40 埋立てによる水の汚れ、潮流の変化がサンゴ

や熱帯魚の生存に与える影響も調査されていな

い。 

埋立工事による水の汚れや潮流の変化について

は数値シミュレーション手法により定量的に予測

しており、その結果を踏まえてサンゴや魚類等海

域生物への影響の程度についても予測・評価して

います。その旨は、第５章の 5.2「環境影響評価

項目の選定」において記載しています。 

41 ケーソン式護岸のための作業ヤードがフロー

ティングドック式であっても、船による大規模

な材料の運搬があり、それによる環境への影響

も大きい。アセス逃れは許されない。 

フローティングドックを含む工事用作業船舶の

航行による影響は、方法書等に基づいて適正に実

施しています。 

42 観光業について、どういう影響があるか調査

しているか。 

観光業への影響については、法令等では対象外

ですので、直接的には実施していませんが、景観

や人と自然との触れ合いの活動の場の項目として

環境影響評価を行っています。 

43 施設設置の際の配備や軍事訓練の内容が示さ

れていない状態では、煤煙や排水として排出さ

れる化学物質の量や質など、環境に大きく影響

するであろう要因を予測することは不可能であ

る。 

代替施設の運用に伴う影響予測については、方

法書等に基づいて、米側から得た情報により予

測・評価を行っています。 
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4.4.5 調査の結果の概要並びに予測及び評価の結果に関する意見 

(1) 予測の前提 
No. 意見の概要 事業者の見解 

1 環境影響評価法では、工事による環境への

影響評価だけでなく、米軍に提供された後の

米軍による新基地の運用による環境への影

響も含めて、環境評価を行うことが法令上求

められている（同法 2条）。この視点から、

今回の環境影響評価準備書には、基本的な欠

陥と問題点を含むものであり、やり直しが求

められるものである。 

法令等に基づいて、工事の実施並びに施設の存在及

びその施設の設置(運用)による環境への影響につい

て予測・評価しています。 

2 汚濁防止膜の展張平面図(p.6-1-14)はあ

まりにも効果のない設置方法で、護岸工事位

置から離れすぎている。 

代替施設の東に切れ切れの汚濁防止膜は

作業船のための開口部は閉じて、必要な場合

のみ開口する仕組みにするとか、あるいは周

囲すべてに展張すべきである。また、船舶を

迂回させることで、汚濁防止膜の展張ケース

を変えることができるのではないか。 

汚濁防止膜の設置方法については、作業船の工事区

域内外の航行や施工方法を踏まえて、最も適切な設置

方法を選定しています。 

このような設置方法を前提にして海域環境への影

響を予測・評価し、その結果、工事に伴って発生する

水の濁りが周辺環境へ及ぼす影響は少ないことを予

測・評価しています。 

3 表-6.1.1.2 の船舶・建設機械稼動計画では

2 年次の埋立工のガット船・土運搬船の日隻

数がゼ口であるのに対し、表-6.1.1.3 の主な

資材の搬入量(概数)では、2 年次に海上運搬

により 7,610,000m3の砂材等を搬入すること

になっていて明らかに矛盾している。 

他の年次についても整合性がない。また、

他の工事計画の記載についても矛盾がある。

予測・評価の前提となる工事・運用の内容

を確定し、正確に記載することを強く求め

る。 

表-6.1.1.2 の船舶・建設機械稼働計画は、工事計

画に基づいて記載したものですが、単純な転記ミスで

あり、適切に修正します。 

なお、予測計算等は、適正な値を用いて詳細な検討

を行い、工事による影響が最大になる時期について算

定した結果を基に行っており、適切な予測がなされて

います。 

4 普天間飛行場を発着する航空機の飛行経

路・頻度・飛行目的地の実態、過去の重大事

故の事例、在沖縄米軍基地とくに北部訓練

場、キャンプ・シュワブ、キャンプ・ハンセ

ン、伊江島補助飛行場での訓練・作戦行動実

態、さらに、それらに基づく本件飛行場の使

用機の影響について調査・予測されていない

のは不当である。 

飛行場の建設によって実際に生じる爆音

や事故の危険が、飛行ルート・飛行先にわた

って検証される必要があるからである。 

環境影響評価を実施する上で、必要な条件について

可能な限り資料収集した上で予測・評価を行い、その

結果等を評価書に記載したところです。 

場周経路以外を飛ぶコースは基本パターンではな

く、これらについて、具体的に飛行ルートを特定する

ことは困難です。いずれにしても、集落上空の飛行を

基本的に回避する方向で対応してまいります。 
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(1) 予測の前提 
No. 意見の概要 事業者の見解 

5 近隣環境に極めて重要な影響を与える飛

行経路について、 

① 緊急事態には、集落上を飛行することが

ありうる。 

② 訓練の形態によっては集落上空を飛行す

ることもありうる。 

③ その―方で、住宅地上空を飛ぶことがな

いようにしたい。 

④ 基本飛行パターンではなく、具体的飛行

ルートを特定することは困難。 

等、全く理解不能な事情を前提として、飛行

経路を特定している。 

そもそも日本政府に、飛行ルートを特定

し、制限する権限はないというのであるか

ら、仮に、環境アセスの前提として、飛行ル

ートの特定をするのであれば、少なくとも普

天間基地における、もっとも重大な被害を及

ぼす飛行状況を前提として、飛行ルートを特

定し、住民居住地域上空の飛行も前提として

調査すべきである。 

場周経路以外を飛ぶコースは基本パターンではな

く、これらについて、具体的に飛行ルートを特定する

ことは困難です。いずれにしても、集落上空の飛行を

基本的に回避する方向で対応してまいります。 

6 供用時の離発着回数についても、「米軍の

運用の細部に係る事項であり、あらかじめ示

すことは困難である。」としている。 

現実の使用状況もわからないままの環境

影響調査は、そもそも全く無意味であるとい

うほかない。 

軍事秘等の問題が仮にあったとしても、情

報収集の手段を検討すべきである。情報公開

においても、外交秘について、審議会におい

ては非開示事項についても開示されたうえ

審理されており、開示方法として、インデッ

クス方式等が採用されている。 

外交に影響をおよぼさない手法を考慮す

ることは十分に可能である。 

飛行回数については、普天間飛行場の滑走路両端付

近に設置している自動騒音測定装置のデータに米軍

提供資料から算出した機種別の飛行割合を乗じて算

出した 1日当たりの標準飛行回数（271 回）を使用し、

場周経路内での水平飛行高度については、500 フィー

ト(約 152ｍ)～1,000 フィート(約 305ｍ)と設定し、

環境に及ぼす影響の予測・評価を行ったところです。

飛行回数については、当局が普天間飛行場の滑走路

両端付近に設置している自動騒音測定装置による飛

行回数測定結果を基に、平成元年から平成 19 年のう

ち、1日当たりの平均騒音発生回数の合計が最大とな

る平成 8年度の騒音発生回数を使用することとし、さ

らに、当該回数に時間帯による重み付けを行った上

で、米軍提供資料による普天間飛行場の回転翼機と固

定翼機の飛行割合を考慮の上、1日当たりの標準飛行

回数を算出しました。 

7 赤土対策において、対象雨量全量を処理で

きる容量としているが、10年確率を超えれば

処理できないのであり、不誠実な記述であ

る。 

調整池の容量については、「沖縄県赤土等流出防止

条例」及び「同施行規則」、「赤土等流出防止対策マ

ニュアル(案)改訂版」等に基づいて適正な容量にして

います。 

一般には、施工期間が本事業のように約 5年間であ

れば、10 年確率の雨量を考慮した調整池容量で対応

可能と考えており、この考えのもと施工計画を立てる

ことで特に支障ないと考えています。 

8 辺野古側の護岸・埋立工事の濁り発生負荷

量が少ないとする根拠はない。傾斜堤護岸工

事では捨石工などで濁りが発生する。 

工事の実施に伴う濁り(SS)の負荷量は、工事計画を

詳細に検討して、SS 発生に寄与する工種・施工量及

び工種別の SS発生原単位を考慮し設定しています。

その際、捨石工も SS 発生工種として取り上げて予

測・評価しています。 
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(1) 予測の前提 
No. 意見の概要 事業者の見解 

9 サンゴ類に対しての工事中の汚濁防止膜

による濁り防止策が不十分である（ケーソン

護岸C-4施工位置の浚渫時における最もサン

ゴに近い北端、埋立区域①-1 北西側の傾斜堤

護岸工事における大浦湾のサンゴへの影

響）。 

護岸工事や浚渫工事の実施に際しては、水の濁りの

影響を低減させるため、汚濁防止膜を効果的に設置す

ることとしており、また、作業前には損傷の有無を確

認し、損傷が確認された場合には作業を一時中断し、

速やかに補修するなど、周辺海域のサンゴをはじめと

した海域生物への影響を極力小さく抑えるよう、濁り

防止対策には十分配慮しながら工事を進めることと

しています。 

10 施設を設置する日本政府（沖縄防衛局）が

この環境影響評価でどれだけ様々な対策を

講ずると約束しても、そうした利用が米軍に

よってなされる担保はないのが実態である。

代替施設の運用に際しては、本環境影響評価で検討

し講じることとしている環境保全措置を遵守するよ

う、米側へ周知します。 

11 誰もが納得する環境アセスメントを。 法令等に基づき適正な手法で調査、予測及び評価等

を実施しており、特に、沖縄島北部東海岸域の豊かな

自然環境や生活環境の保全に十分配慮した事業計画

や環境保全措置、事後調査計画を示しています。 

12 米軍基地を作ることによって破壊される

自然は元には戻らない。「環境への影響が少

ない」ではダメ。ほんの少しでも自然環境を

壊すことは許されない。 

法令等に基づき適正な手法で調査、予測及び評価等

を実施しており、沖縄島北部東海岸域の豊かな自然環

境や生活環境の保全に配慮した事業計画や予測評価

結果を踏まえた環境保全措置、事後調査計画を示して

おり、環境への影響の回避、低減が図れた事業になっ

ていると考えています。 

13 工事により発生した土砂や汚水をどのよ

うな工法で防止するのか明示してもらいた

い。 

工事計画については、準備書の第２章「2.2 工事計

画の概要」において示しており、また、環境保全措置

については準備書の第７章「7.1 工事に係る環境保全

措置」において示しています。工事により発生した土

砂は盛土や埋立土砂として使用し、工事中の濁水につ

いては、濁水処理プラントを設置等して適正に処理す

ることとしています。 

14 基地建設後に雑排水の処理をどのように

するのか明示してもらいたい。 

洗機排水については具体的な処理方法を

明示してもらいたい。 

雑排水の処理は、汚水処理浄化槽（合併処理）にて

適正に処理します。また、洗機排水については、凝集

沈殿方式の処理施設を設置する計画です。 

15 MV22 オスプレイの配備に代表されるよう

に、配備機種・機数を具体的に明らかにしな

いまま、影響予測を行うことは不可能であ

り、誰も納得も理解もできない。 

平成 23 年 6 月に米国防省から CH-46 の後継機とし

て MV-22 の沖縄配備が発表されたことを踏まえ、対象

航空機のうち CH-46 を MV-22 に変更し、MV-22 を対象

とした予測・評価を行いました。 

16 施設を設置する日本政府（沖縄防衛局）が

この環境影響評価でどれだけ様々な対策を

講ずると約束しても、そうした利用が米軍に

よってなされる担保はないのが実態である。

将来的な運用について予測できない米軍

基地は、そもそも環境アセスが不可能であ

り、環境アセス法を厳格に運用すれば軍事基

地の建設はできないとの結論にいたるのが

必然である。 

米軍から得た情報に基づいて適正な環境影響の予

測・評価を実施しており、また、事業実施に伴う環境

保全措置については、環境影響評価の中で実施するこ

とを示した内容が確実に実施されるよう米軍に周知

します。 
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(1) 予測の前提 
No. 意見の概要 事業者の見解 

17 航空機騒音において調査した航空機が4機

種の回転翼機のみに限定されており、現実的

に無意味なものである。 

現在の普天間基地は回転翼機以外の固定

翼機Ｃ１３０なども所属し、さらに岩国基地

所属や米本国からの固定翼機や艦載機も頻

繁に離発着している。 

代替施設に移駐してくる航空機が、なぜ４

機種の調査にとどまったのかその理由を明

確に示せ。示せないならば、どのような固定

翼機の配備になるのか明確にし、その騒音調

査を行うべきである。 

代替施設に配備される航空機の種類は、普天間飛行

場に配備されている航空機のうち、平成 18 年 5 月 1

日の日米安全保障協議委員会共同発表において岩国

飛行場を拠点とすることとされている KC-130 以外の

ものを想定しており、具体的には、回転翼航空機とし

て CH-53、UH-1 及び AH-1、ティルトローター機とし

て平成 23 年 6 月に米国防省から CH-46 の後継機とし

て沖縄配備が発表された MV-22、短距離で離発着でき

る固定翼航空機として、C-35 及び C-12 を想定してお

り、当該機種を前提として環境影響評価を行いまし

た。 

18 施設の供用時には湾内に実際に船舶が航

行するのであるから、影響要因として開示さ

れた船舶以外の使用の可能性、規模、種類、

頻度、積載物、航行の管理、航路の内容及び

その限度を開示した上で、漁業者のみならず

サンゴやジュゴンなどの生息の自然環境に

重大な影響を及ぼす騒音・振動・大気質・排

水、燃料汚染その他のリスクを予測し、万全

の保全措置を講じなければならない。 

米軍から得た情報に基づき環境影響の予測・評価を

実施しており、また、環境保全措置については、環境

影響評価の中で実施することとしている内容が確実

に実施されるよう米軍に周知していくこととしてい

ます。 

19 普天間基地より機能が強化されることに

より、想定される訓練激化の影響評価や予測

がされていない。 

代替施設は、現在の普天間飛行場の機能のうち、ヘ

リ基地機能のみが移設されることを前提として、環境

影響評価を実施する上で、必要な条件について可能な

限り資料収集した上で、法令等に基づき予測・評価を

行い、その結果等を準備書に記載しました。 

20 タッチアンドゴーの訓練についての予測

の前提（1月 73 回、使用する滑走路等）が、

普天間基地での訓練実態からしてありえな

いのではないか。 

1 日の標準飛行回数（271 回）は、平成元年から平

成 19 年のうち 1 日当たりの平均騒音発生回数の合計

が最大となる平成 8年度の騒音発生回数（119 回）を

使用し、米軍提供資料による飛行割合を考慮の上、当

該回数に時間帯による重み付けを行った上で、算出し

ています。タッチアンドゴーを含め、滑走路別飛行態

様別の標準飛行回数についても米軍提供データを考

慮して算出しています。 

21 本体工事のみならずヤード設置だけでも

著しい環境破壊を招く。 

本準備書は、方法書等に基づき調査、予測及び評価

等を行い、とりまとめたもので、工事の実施に関して

は、代替施設本体工事並びに作業ヤードの設置工事も

含め、埋立事業のほか飛行場及びその施設の設置事業

を対象に環境影響評価を行いました。その結果、十分

な環境保全措置を講じながら実施すれば、環境への影

響は総じて少ないと評価できました。 

22 辺野古側の汚濁防止膜の設置に関しては、

「濁りの発生負荷量が少ないと予測される

とともに、周辺の海草藻場に損傷を与える可

能性があるため設置しない計画」(p.6-1-12)

としているが、「2mg/L の濁りは施工場所近

傍で局所的な分布が予測されました」(p.6-7

-208)とあるので､何らかの対策が必要である｡

工事の実施に際しては、十分な環境監視調査を行

い、その結果を踏まえて、必要に応じて環境保全措置

の追加・修正も考えています。 

汚濁防止膜の設置に関しては、現実的・効果的な設

置に努めますが、設置しない場合も考えられます。 

なお、これについても環境監視調査の結果を踏まえ

て適宜見直す考えです。 

23 大気、騒音の予測の前提で「概ね 1,700 万

m3の埋立土砂については、現段階において確

定しておりませんが」（p.2-23）としている

埋立土砂の運搬車両又は運搬船は、予測条件

に含まれていないのではないか。 

埋立土砂の調達方法については、現段階において確

定していませんが、準備書において運搬に伴う車両及

び船舶による影響については検討し記載しています。
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(1) 予測の前提 
No. 意見の概要 事業者の見解 

24 工事中の搬入車両による騒音は、「世富慶

で環境基準値（70dB 以下）を超過する結果」

とあるので、不確実な速度規制を考えるより

前に、工事の平準化を考えるべきである。 

この予測条件の資機材搬入車両の影響が

最大となる1年次8ヶ月目の大型車1,366台

/日（p.6-3-49）だけが突出した計画となっ

ており、この程度なら工事日程を少し変える

だけで解決するはずである。 

工事中の搬入車両の走行に伴う騒音の影響をでき

る限り低減させるため、ピーク時の平準化がさらに可

能かどうかは今後検討します。 

準備書においては、ピーク時に環境影響が最大にな

ることから、これを対象に検討しています。 

施工工程との関係で、工事車両の走行台数の平準化

は施工工程の延伸、そして全体的な工事工程の見直し

（変更）に繋がり、工事期間（負荷発生期間)が延伸

することになり、また、影響を低く見積もることとな

るため、必ずしも良い対応とは限らないと考えまし

た。 

25 航空機騒音については、代替施設が米軍提

供施設であることから運用の詳細は不明と

し、特定の運用条件のみを推測して予測・評

価を行っているが、運用条件が不明であれ

ば、予想されうる最善の条件から最悪の条件

まで複数の条件の下で予測・評価を行い、そ

れぞれの条件のもとでの悪影響について講

じる対策を示すことが、最低限必要である。

環境影響評価を実施する上で、必要な条件について

可能な限り資料収集した上で、法令等に基づき予測・

評価を行い、その結果等を準備書に記載しました。 

26 デモフライトをしていない環境影響評価

は疑問である。 

準備書の作成に当たって、航空機の騒音の予測・評

価を行うために必要な客観的なデータを保持してお

り、これらに基づき、騒音の影響について予測・評価

を行ったところであり、デモフライトの実施について

は、必ずしも必要でないと考えていますが、地元の意

見を踏まえ、検討してまいりたいと考えています。 

27 航空機騒音の予測・評価において、「訓練

の形態等によっては集落上空を飛行するこ

ともあり得る」「本当に必要性が認められる

ということにおいて得心しない限り、住宅地

上空を飛ぶということはないようにしたい」

と、集落上空を飛行することを認めているの

であるから、住宅地上空の飛行を環境影響の

予測の前提として、調査・予測・評価をやり

直すべきである。 

場周経路以外を飛ぶコースは、基本飛行パターンで

はなく、これらについて、具体的に飛行ルートを特定

することは困難です。いずれにしても、集落地域上空

の飛行を基本的に回避する方向で対応してまいりま

す。 

28 メイン滑走路は、冬場は着陸用、夏場は離

陸用に使うとしているが、このような飛行形

態を米軍が認めるのか。 

このようなＶ字案については、地元の名護市長及び

宜野座村長の要望を受け、米側と調整を行い、平成

18 年 5 月 1 日の「２＋２」において日米間で合意し

たところです。従って、代替施設を利用する米軍機が

集落地域上空を基本的に回避するとの方針について

は、これまでの米側との一連の協議を通し、米側から

も理解を得ていると認識しています。 

29 具体的に飛行ルートを特定することが困

難なのだとすれば、沖縄をはじめとした国内

における事例研究や米軍への情報提供依頼

などの作業からやり直すべきである。 

環境影響評価を実施する上で、必要な条件について

可能な限り資料収集した上で、法令等に基づき予測・

評価を行い、その結果等を準備書に記載しました。 

30 洗機で使用する界面活性剤濃度も示すべ

きである。 

水産用水基準で海域では検出されないこ

ととされている。排水中に含まれるのであれ

ば影響項目として予測評価すべきである。 

洗機場の排水は専用の処理施設で凝集沈殿方式で

の処理を行い、その後、汚水浄化槽で２次処理を施し

たのち、地先海域へ放流する計画です。 

凝集剤の種類としては中性のＰＡＣ（ポリ塩化アル

ミニウム）を予定しており、界面活性剤による海域へ

の影響の懸念は生じないと考えています。 
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(2) 大気質 
No. 意見の概要 事業者の見解 

1 大気の電磁波や波浪・音波など海洋の物理学の

現象の予測と健康被害の予測を実施したか明らか

にする必要がある。 

本環境影響評価の項目は、法令等に基づいて

選定しています。 

2 地上気象観測については、5 年以上にわたる統

計資料が必要だが、事業者による調査はわずか 1

年間に過ぎない。 

気象調査については、キャンプ・シュワブ内

で、平成 15～20 年まで気象観測が行われていま

す。 

既存の観測結果と方法書等に基づく１年間の

環境現況調査を併せると 5 年以上の気象資料が

あります。なお、既存資料のうち、平成 15～18

年の気象資料については、第３章、平成 19 年は

第６章に記載しています。 

3 沖縄高専構内で防衛省のアセスと称して、周辺

に仮設テントや木々のある地上 1m の場所で風向

風速計を設置して風を計測していた。通常、風の

測定では地上から 10m 以上は離した鉄塔の上で行

われるが、これでは、地上の風の乱れを測定して

いることになる。 

そこで、このような風速の乱れのデータをどの

ような数学手法で解析したのか、そのような風速

の乱れのデータを解析した結果がどのように反映

されたのか、を明らかにすべきである。 

準備書の該当部分について、適切な方法を用い

た再調査とそれにもとづく結果の評価がなされる

必要がある。 

国立沖縄工業高等専門学校校内で実施した調

査は、騒音、振動及び低周波音調査です。 

風向・風速については、「低周波音の測定方

法に関するマニュアル」（環境省、平成 12 年）

に示されている気象条件による影響を除外する

目安として測定しており、気象解析に用いるデ

ータを取得する目的ではありません。 

それぞれ目的に応じた調査で、しかも目的を

達成していますので、再調査の必要はないと考

えています。 

4 大気質の現地調査を春、夏、秋、冬の 4季(各 7

日間連続測定)としているが、最低 1年間の連続測

定が必要であり、データ数が少ない。 

そのため、バックグラウンド濃度として、4 季

の測定結果を平均して無理に年平均値を算出して

いるが、金武町測定局の 10年平均値が妥当ではな

いか。また、測定点の選定についても疑問がある。

「二酸化窒素に係る環境基準について」に規

定される測定方法では、現地調査の期間は春、

夏、秋、冬ごとのそれぞれ１週間の連続測定と

しています。 

これは、大気質の年平均値を精度よく推定す

ることができ、予測精度を確保する気象データ

が得られることによる他、１週間には社会活動

や気象の変動の周期が含まれることなどを考慮

して設定されており、大気質の現地調査を春、

夏、秋、冬の４季（各７日間連続測定）とした

調査期間等については、妥当なものと考えてい

ます。 

また、測定点については、方法書における意

見等も踏まえて追加・修正資料を作成し、その

調査地点に基づいて設定しています。 

5 予測に必要な気象条件として、高層気象の調査

を追加すべきである。また、日射量、放射収支量

を測定するのも予測条件の大気安定度を確認する

ため必須である。 

気象調査項目については、知事意見等も踏ま

え、方法書追加・修正資料を作成しており、そ

の調査手法に基づいています。 

また、日射量、放射収支量については現地調

査を実施しており、大気安定度の予測条件の設

定の基礎データとしています。 

6 気象要素の３次元資料が欠落している。上空の

気象資料は、大気汚染、騒音の評価、航空機の安

全にとって不可欠である。 

気象資料については、既存資料に加え、知事

意見等を踏まえた追加・修正資料に基づいて気

象の環境調査を行っており、予測評価に必要な

データは得られているものと考えています。 
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7 環境基準は、最低限満たすべき基準であり、基

準を満たしたからといって良い大気質が維持され

るわけではない。今回の調査では、調査地点が少

なすぎ、全集落で測定すべきである。 

評価に当たっては、環境基準等の「国又は地

方公共団体による環境保全の基準又は目標との

整合性に係る評価」に加え、環境基準を満たし

ている場合においても、環境影響の回避・低減

を図れるかどうかなどの評価を行っています。 

また、調査地点については、知事意見を踏ま

え方法書追加・修正資料を作成しており、その

調査手法等に基づいています。 

8 準備書表-6.2.1.14 において各汚染物質の測定

結果に、環境基準が並記されているが、比較対象

でないものを並記しているのは基本的理解がない

のか。方法書へ戻ってやり直すことを要求する。

準備書の記載においては、不特定多数の人々

を対象としており、測定結果を見るときの目安

として記載しています。 

9 準備書では大気汚染の予測に拡散モデルとし

て、プルーム・パフモデルを用いているが、対象

地域は丘陵地と海があるため、プルーム・パフモ

デルを使用して、大気汚染の予測を行ったことは

誤りである。 

大気質の予測においては、既存事例の収集、

プルーム・パフ式及び３次元モデルで適用性の

検証を行い、複雑地形にあるダムや道路等の多

くの事例があるプルーム・パフモデルで十分適

用可能であると考え、予測を行っています。 

10 航空機の運航、施設の供用に伴う大気質の予測

項目として、光化学オキシダント、一酸化炭素、

二酸化硫黄、ベンゼンについても選定すべきであ

る。特に、ベンゼンについては現況調査の１地点

で環境基準を超過しており、影響を検討すべきで

ある。 

大気質の予測項目については、国内における

他の事例を参考に窒素酸化物、浮遊粒子状物質、

硫黄酸化物及び粉じん等について抽出し方法書

に記載しました。 

なお、現況として、環境基準を超過したベン

ゼンの調査地点は、キャンプ・シュワブの米軍

演習場内であるため、発生源等の特定はできま

せんでした。 

11 地球温暖化対策として、工事中及び供用時にお

ける二酸化炭素についても、その排出量を見積も

り、影響を予測すべきである。また、海を埋立て

ることによる二酸化炭素の削減量がどれだけ減る

のか見積もるべきである。 

なお、排ガス対策型機械、アイドリングストッ

プ、防塵シート、散水、法定速度の遵守、タイヤ

洗浄などは、通常の配慮であり、環境保全措置で

はない。 

二酸化炭素の排出量等については、工事計画

及び施設供用後の運用計画等から予測は可能で

すが、環境影響評価の対象項目になっておらず、

具体的に評価することは困難なことから、環境

影響評価の項目として選定していません。また、

環境保全措置については、事業計画・工事計画

の検討段階で考慮した環境対策を含め、環境対

策の区分をすることなく、すべての環境保全上

の配慮を「環境保全措置」として準備書に記載

しました。 

排出ガス対策型の機械が複数ある場合には、

負荷削減率の高い機種を極力採用するとの配慮

は、環境保全措置として認識しています。 

12 大気、騒音の予測の前提で「現段階において確

定しておりません。」としている埋立土砂の運搬

車両又は運搬船は、予測条件に含まれていないの

ではないか。 

運搬車両の台数及び運搬船の隻数は、埋立土

砂量等の工事計画から稼働台数を推計して、予

測条件としています。 

13 工事中の予測条件で、世冨慶の資材搬入の工事

関係車両台数が、大気の予測では騒音の予測での

半分になっているが、大気では片側交通量で過小

評価しているのではないか。 

大気質の予測では工事関係車両の日当たりの

運行台数で、騒音の予測では日当たりの交通量

で示してあり、記載している内容が異なるため

に、異なる数字になっていますが、大気・騒音

両予測において同じ交通量条件で計算していま

す。 
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14 大気汚染の予測で、「拡散効果が弱く、高濃度

となりやすい大気安定度 D を設定しました」とし

ているが、もっとも拡散しにくく、風下で高濃度

が発現しやすいのは「F」ないし「G」である。評

価のやり直しが必要である。 

大気安定度「F」及び「G」は夜間に出現する

安定度です。 

予測時点の工事のピーク時は昼間に行うもの

と計画されており、夜間工事ではありません。 

そのため、大気安定度は昼間に出現するもの

の中から選定しています。 

15 アセスにおける参考値は最大値を使うが、本ア

セスでは平均値を使用している。 

沖縄では、10m 以上の風が吹くことも多々ある

のに把握されていないことも大きな問題である。

このようなアセスはやめるべきである。 

大気質の予測においては、平均風速時だけで

なく、高濃度が出現しやすい風速条件の２ケー

スで予測し、その結果を準備書に記載していま

す。 

16 大気汚染の場合は、工事中の土木機械の使用に

よる大気への影響、供用開始による航空機による

汚染、基地の出入りする自動車による汚染、ボイ

ラーなどの基地施設による大気の汚染などが考え

られるが、すべて抜け落ちている。 

工事中の土木機械の使用による大気への影

響、供用時における航空機による汚染、基地の

出入りする自動車による汚染、ボイラーなどの

基地施設による大気の汚染については、予測評

価の対象としており、その結果を準備書 6.2 に

記載しています。 

17 ３次元モデルを用いて大気質濃度の確認を行っ

た記述は見当たらない。 

大気質の予測においては、既存事例の収集、

プルーム・パフ式及び３次元モデルで適用性の

検証を行い、複雑地形にあるダムや道路等の多

くの事例があるプルーム・パフモデルで十分適

用可能であると考え、予測を行い準備書に記載

しています。 

18 工事中の搬入車両による騒音の保全措置として

あげられている規制速度の遵守は、大気において

は逆に排出ガス係数が増えるので、「環境保全措

置の実施に伴い生じるおそれのある環境影響はな

いものと判断しています」は虚偽である。 

騒音については、環境保全措置として規制速

度にすることで、環境保全措置の検証を行って

います。 

大気質においては、環境影響がないと判断し

ており、環境保全措置を行わないことから、速

度低下により排出係数は増えますが検証は行っ

ていません。 

なお、規制速度を遵守した場合の大気質濃度

は、予測値と差はないものと考えています。 

19 工事中の大気予測で、現状の 8 倍以上もの濃度

になるにもかかわらず、基準値ギリギリで満足し

ているから、「環境基準を満足しています。」の

一言で片付けられている。これは、問題である。

工事期間を見直し、1 日当たりの排出量を減らす

べきである。 

工事中の大気質の予測は、船舶・建設機械稼

働計画に基づいた工事工程により行っており、

法令等に基づく予測・評価を適正に行っている

ものと考えています。また、工事の平準化を行

うと、施工工程の延伸、そして全体的な工事工

程の見直しに繋がり、工事期間（負荷発生期間）

が延伸することになり、必ずしも良い対応とは

限りません。 

20 光化学オキシダントは、春季にすでに環境基準

を超過している。ここに、汚染源となる新たな施

設を造ることは問題である。また、炭化水素、窒

素酸化物、光化学オキシダント、有機塩素系物質

の測定は、常時監視をする必要がある。 

平成 20 年度環境白書の p.11 に示されている

ように、沖縄県における大気の汚染に係る環境

基準の超過は、東アジア地域からのオゾンの移

流による影響と考えられています。 

光化学オキシダントや有害大気汚染物質は広

域的な監視が必要であることから、必要な場合

には関係機関と連携をとることも含めて検討し

ていきたいと考えています。 
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21 環境保全措置として、「建設機械等は排出ガス

対策型を積極的に使用」とあるが、排出ガス対策

型の機械を使用することは当然の義務であり、評

価に値することではない。また、事後調査及び環

境監視をしなければ実際どのような影響があった

かは検証できないのに、それらを実施しないこと

は責任放棄ではないか。 

事業者としては、事業計画・工事計画の検討

段階で考慮した環境対策を含め、環境対策の区

分をすることなく、すべての環境保全上の配慮

を「環境保全措置」として準備書に記載しまし

た。 

排出ガス対策型の機械が複数ある場合には、

負荷削減率の高い機種を極力採用するとの配慮

は、環境保全措置として認識しています。また、

大気質に関する事後調査及び環境監視について

は、影響濃度がかなり低く、不確実性を考慮し

ても環境影響が問題になることは考えられない

ので、調査実施予定項目からは除外しました。 

22 飛行場ができることによる大気汚染が心配であ

る。 

大気質予測結果から、供用時において大気環

境に与える影響はないものと考えています。 

23 沖縄県、特に海岸地域では竜巻の発生が多いと

されており、キャンプ・シュワブ基地内でも被害

があった。飛行場の立地条件として最悪である。

環境影響評価においては災害時の影響につい

ては対象外ですので、準備書の中では取り上げ

ていません。 
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1 デモフライト（試験飛行）を行い、騒音調査

を行うべきである。 

環境影響評価準備書の作成に当たって、航空機

の騒音の予測・評価を行うために必要な客観的な

データを保持しており、これらに基づき、騒音の

影響について予測・評価を行うためにデモフライ

トの実施については、必ずしも必要でないと考え

ていますが、地元の意見を踏まえ、検討してまい

りたいと考えています。 

2 飛行経路は不明であるが、飛行経路を明示す

べきである。 

飛行経路については、準備書「2.2.6 代替施設

の運用等(1)飛行経路」に記載しているところであ

り、評価書においても変更となった経路を記載し

ました。 

3 音は日中なのか、就寝中なのか、天候は晴れ

なのか、雨なのか、風向きや湿度はどうなのか。

こういったことでも騒音の影響は違ってくる。

航空機騒音については、「防衛施設周辺の生活

環境の整備に関する法律施行規則」第１条に規定

する算定方法及び平成 19年 12 月 17 日付「航空機

による環境基準について」の一部改正告示を踏ま

えて、予測・評価しています。 

4 騒音により動植物・生態系、自然環境への影

響は計り知れない。 

本事業の実施による騒音が環境に及ぼす影響に

ついては、事業者の実行可能な範囲内でできる限

り回避・低減が図られるものと評価しました。 

5 騒音・振動の問題は、生活に与える影響が大

きくなり心配であり、近隣住民への健康被害は

重大な問題であるが、新基地で被害がないとい

う保証はあるのか。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて調査、予

測及び評価等を実施しており、特に、沖縄島北部

東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の保全に配

慮した事業計画や予測評価結果を踏まえた環境保

全措置、事後調査計画を示しており、環境への影

響の回避、低減に配慮しています。 

6 オスプレイの配備が準備書に明言されていな

い。オスプレイは辺野古に配備される予定か。

オスプレイの騒音調査がない。 

平成23年 6月に米国防省からCH-46の後継機と

して MV-22 の沖縄配備が発表されたことを踏ま

え、対象航空機のうち CH-46 を MV-22 に変更し、

MV-22 を対象とした予測・評価を行いました。 

7 最も騒音が激しい米軍機の一つであるハリア

ーによる騒音の与える影響も全く触れていない

のは問題である。 

代替施設に配備される航空機の種類は、準備書

に記載しているとおりであり、ハリアーについて

は、環境影響評価の対象としていません。 

8 飛行経路について、施設提供後の基地運用は

日米地位協定上、日本政府から何らの規制も受

けられないため、飛行経路が不明であるが明示

すべきである。 

事業者と米軍で航空機の運航について協定書

を締結するのか。 

平成18年 4月 7日に名護市との間で合意した基

本合意書において、政府は、平成 14 年 7 月 29 日

に合意した「代替施設の使用協定に係る基本合意」

を踏まえて、使用協定を締結するものとされてい

るところです。 

9 沖縄県内の基地被害軽減には今回の代替施設

建設事業自体白紙にすべきであり、基地建設あ

りきではなく、生活する人々の生命と健康にと

って、新基地建設が本当に許されるのかどうか、

再度、検討を訴える。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年

5月 28 日及び平成 23年 6月 21 日の日米安全保障

協議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施

設建設事業を実施しているところであり、同事業

を進めるに当たっては、環境影響評価法に基づき

適切に対応しています。 

10 普天間飛行場の代替施設であることが明確で

あるのだから、普天間飛行場公害の状況と、普

天間基地所属のヘリの墜落事故件数を準備書に

記載すべきである。また、嘉手納飛行場の爆音

訴訟の事実も記載すべきである。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて調査、予

測及び評価等を実施しており、特に、沖縄島北部

東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の保全に配

慮した事業計画や予測評価結果を踏まえた環境保

全措置、事後調査計画を示しており、環境への影

響の回避、低減には配慮しています。 
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11 普天間基地所属のヘリの墜落事故が、1972 年

以降でも15件もあるがアセスの対象外としてい

る。 

環境影響評価を行う項目は、法令等に基づき、

本事業に伴う影響要因により影響を受けるおそれ

がある環境要素を踏まえて検討を行った結果、準

備書に示すとおり選定しました。 

12 騒音調査を十分に行い、やり直すべきである。 航空機騒音等については、普天間飛行場代替施

設建設事業に係る環境影響評価方法書に対する知

事意見等を踏まえて、適切に調査を行い予測・評

価を実施しました。 

13 測定日のなかにアセスメントが決まる前の大

変古いものが散見され、それが現在に有意なの

か疑われるものがある。 

平成 19 年の環境現況調査は、事業者が自主的に

実施したもので既存資料として活用しています。

14 埋立土砂の運搬車両又は運搬船は、予測条件

に含まれているか不明である。 

運搬車両の台数及び運搬船の隻数は、埋立土砂

量等の工事計画から稼働台数を推計して、予測条

件として考慮しています。 

15 航空機騒音の予測・評価について、飛行高度、

訓練高度、運用時間、使用機種、天候、風向き

などの環境の変化を想定した予測・評価を行う

べきである。 

また、普天間飛行場の代替施設であれば、現

状の普天間飛行場を反映した航空機騒音の予

測・評価を行うべきである。 

さらに、代替施設が建設されれば、観光地と

してのポテンシャルの低下が予測されるが、評

価されていない。 

代替施設における航空機騒音については、現在

の普天間飛行場における騒音発生回数等のデータ

を基に、適切に予測条件を設定し、環境基準を環

境保全の基準又は目標とし、予測・評価を実施し

ています。飛行経路、標準飛行回数等の航空機騒

音に必要な予測条件は、評価書の「6.3 騒音」に

示しています。 

16 騒音の軽減のために滑走路をＶ字型にしたと

あるが、タッチアンドゴー訓練では滑走路がＶ

字型にしてもなんの意味はなく、集落への影響

が懸念される。 

回転翼機・固定翼機とも、タッチアンドゴーに

ついては、基本的にＡ滑走路を使用するとともに

再び離陸した後も滑走路延長線上を直線的に飛行

するのではなく海上に設定された場周経路を飛行

することとしており、周辺地域上空の飛行は回避

できるものと判断しています。 

17 エンジンテストやホバリングの騒音の発生回

数や騒音レベル、継続時間等も想定した上でＷ

ＥＣＰＮＬ値を算出すべきである。 

エンジンテストやホバリング時の騒音について

は、現在の普天間飛行場及び米国における調査結

果等を踏まえ、騒音レベルを予測し、評価書に記

載しています。また、ＷＥＣＰＮＬ値については、

「防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律

施行規則」第１条に規定する算定方法等に基づき、

適切に予測・評価を実施しています。 

18 ヘリパッドについては訓練回数や時間の記載

もなく、騒音予測の信頼性、騒音の影響が懸念

される。 

ヘリパッドにおける回転翼機のホバリング時の

騒音については、現在の普天間飛行場及び米国に

おける調査結果等を踏まえ、騒音レベルを予測し、

評価書に記載しています。 

19 工事中の道路交通騒音の環境保全措置とし

て、工事車両の平準化を追加し、その環境影響

を予測評価すべきである。 

工事中の道路交通騒音の予測は、施工計画に基

づいた工事工程により行っており、法令等に基づ

く予測・評価を適正に行っているものと考えてい

ます。 

また、工事の平準化を行うと、施工工程の延伸、

そして全体的な工事工程の見直しに繋がり、工事

期間（負荷発生期間）が延伸することになること

から、必ずしも良い対応とは限りません。 

20 飛行経路についてCH-53を代表としているが、

各コースごとに算出し、C-12 を含め、飛行高度

と標高を加味して予測し、コンター図によって

評価をして頂きたい。 

航空機騒音については、機種別、飛行経路別に

離着陸プロファイルを設定し、予測・評価を行っ

ています。 
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No. 意見の概要 事業者の見解 

21 供用時には周辺の住宅地においても 70ＷＥＣ

ＰＮＬを越えることは明らかである。 

航空機騒音の評価については、70ＷＥＣＰＮＬ

値の範囲内に集落が存在しておらず、航空機騒音

の影響は事業実施区域及びその周辺に限られてい

ること、航空機騒音に係る環境保全の基準又は目

標を満たしていることから、環境保全の基準又は

整合性は図られていると評価したところです。 

22 風向を考慮した航空機騒音の環境影響評価が

できていない。 

滑走路については、風向きに応じて使用するこ

ととなり、航空機騒音については方向を含め、滑

走路別飛行態様別の標準飛行回数を設定し、適切

に予測・評価を実施しています。 

23 道路交通騒音については交通量の変化予測が

なされていない。 

将来の交通量は、現況の交通量、道路交通セン

サスを基に予測対象時期における伸び率を考慮し

て設定しました。 

24 工事中の建設作業音については、作業船から

の騒音(低周波空気振動も含む)の予測及び評価

が欠けている。 

工事中の低周波空気振動については、準備書

4.2.1 の知事意見に対する事業者の見解で記載し

たとおり、予測・評価を行っていません。 

25 供用後、ヘリコプター等が故障した場合等の

船舶(T-AVB4)、航空機用燃料を運搬する船舶

(T-1 タンカー)の航路からの騒音(低周波空気振

動も含む)を予測、評価していただきたい。 

供用後の船舶の航行については、不定期である

こととして米軍から聞いていることから、予測・

評価は行っていません。 

26 騒音予測結果は、平均値であり、最高値は基

準値を大きく上回っている。 

航空機騒音については、「航空機騒音に係る環

境基準について」の基準値（７０Ｗ以下）を環境

保全の基準値又は目標とし、ＷＥＣＰＮＬを用い

て評価を実施しており、ピーク騒音レベルにより

評価しているものではありません。 

27 騒音の頻度・所要時間や風向・風力・湿度な

どによる変化を想定した影響評価が行われてい

ない。 

航空機騒音については、「防衛施設周辺の生活

環境の整備に関する法律施行規則」第１条に規定

する算定方法及び平成 19年 12 月 17 日付「航空機

による環境基準について」の一部改正告示を踏ま

えて、予測・評価しています。 

28 平成 13 年に実施したデモフライトは沖合 1～

3キロの滑走路 4パターンを想定したもので、基

地の形状、飛行ルートが異なる代替施設の騒音

予測に流用することは慎むべきである。 

平成 13 年の現地試験飛行時の騒音測定結果に

ついては、加重等価継続感覚騒音レベル（ＷＥＣ

ＰＮＬ）予測コンターの作成には用いていません。

29 航空機騒音の予測について、予測前提が不明

かつ、予測条件の設定が不十分であることから、

航空機騒音の評価は妥当ではない。また、漠然

と想定したＷＥＣＰＮＬ値のみをもって、評価

する本件準備書は極めて不十分であり、改めて

調査した上で、その評価した結論を示すべきで

ある。 

航空機騒音の予測は、「防衛施設周辺の生活環

境の整備等に関する法律施行規則」第１条に規定

する算定方法に基づき、予測計算を行うとともに、

「航空機騒音に係る環境基準について」の評価指

標であるＷＥＣＰＮＬを用いて評価を行いまし

た。 

30 安部集落では影響なしとはいえない。 安部集落における航空機騒音の予測結果は、Ｗ

ＥＣＰＮＬ値で 64.8 となっており、「航空機騒音

に係る環境基準について」の基準値（Ⅰ類型：70

ＷＥＣＰＮＬ以下）を満足しています。 

また、安部集落については、航空機騒音による

周辺環境への影響の程度を把握し、その結果に基

づいて適切な環境保全措置を講じることを目的

に、環境監視調査を実施することとしています。
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No. 意見の概要 事業者の見解 

31 調査地点（AN-14）は、現在ある宜野座村サー

バーファームと想像されるが、実際の AN-l4 地

点はサーバーファームよりもかなり集落(内陸)

側となっている。また特に宜野座村の海岸に面

したこの地域は本県の観光振興計画でもサンラ

イズリゾート地区に指定されており、今回の準

備書の数値(ピーク騒音レべル)をもって環境基

準内であるとの評価はおかしい。また代替施設

が建設されれば観光地としてのポテンシャルが

著しく低下するものと思うが、評価の対象とな

っていない。 

AN-14 については、宜野座ＩＴ企業立地予定地

であり、適切に措置されています。航空機騒音の

評価は、「航空機騒音に係る環境基準について」

の評価指標であるＷＥＣＰＮＬを用いて行いまし

た。 

環境影響評価を行う項目は、法令等に基づき、

本事業に伴う影響要因により影響を受けるおそれ

がある環境要素を踏まえて検討を行った結果、準

備書に示すとおり選定しました。 

32 環境保全措置が明記されていない。また、実

効性のある演習の禁止措置、計画自体の中止な

ど環境保全措置を適切に検討することが必要で

ある。 

対象事業の実施により環境要素に及ぶおそれの

ある影響について、事業者により実行可能な範囲

内で当該影響を回避し、又は低減すること及び当

該影響に係る各種の環境の保全の観点からの基準

又は目標の達成に努めることを目的として環境保

全措置を検討しました。 

また、環境保全措置の検討を行った項目につい

ては、実行可能なより良い技術が取り入れられて

いるかどうかの検討を通じて、実行可能な範囲内

で対象事業に係る環境影響ができる限り回避又は

低減されているかについて検証しました。 

なお、工事中及び供用時の環境保全措置は準備

書に記載しています。 

33 工事用仮設用道路の遮音壁は予測条件に含ま

れていることから環境保全措置から除外すべき

である。低騒音型機械、車両行調整、米軍車両

の適正走行なども、環境保全措置ではない。 

工事中の環境保全のために配慮して設置した遮

音壁は、環境保全措置として認識しています。 

また、低騒音型機械、車両運行調整、米軍車両

への適正走行依頼などを含めて、事業者として実

行可能な範囲で、できる限り環境影響を回避又は

低減を図るための環境保全措置を検討しました。

34 工事中の搬入車両による騒音で、世冨慶の実

際の走行速度49㎞/hを規制速度40㎞/hを遵守

する事で再予測69dBとなったとある（p.6-3-77）

が、環境保全措置の内容に追加し「環境保全措

置の検討結果の検証」を行うべきである。 

この場合、実際の走行速度 49 ㎞/h を規制速度

40 ㎞/h にすることで、排出ガス係数が増加する

ので、「環境保全措置の実施に伴い生じるおそ

れのある環境影響はないものと判断していま

す」(p.7-2)は虚偽であり、大気予測結果が増加

するので、修正すべきである。 

騒音については、環境保全措置として規制速度

にすることで、環境保全措置の検証を行っていま

す。 

大気質においては、環境影響がないと判断して

おり、環境保全措置を行わないことから、速度低

下により排出係数は増えますが検証は行っていま

せん。 

なお、規制速度を遵守した場合の大気質濃度は、

予測値と差はないものと考えています。 

35 騒音の軽減のために基地をⅤ字型にしたとあ

るが、タッチアンドゴー訓練では滑走がＶ字に

なっても、なんの意味もありません。 

回転翼機・固定翼機とも、タッチアンドゴーに

ついては、基本的にＡ滑走路を使用するとともに

再び離陸した後も滑走路延長線上を直線的に飛行

するのではなく海上に設定された場周経路を飛行

することとしており、周辺地域上空の飛行は回避

できるものと判断しています。 
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No. 意見の概要 事業者の見解 

36 航空機騒音の事後調査を行うべきである。 航空機騒音に係る調査、予測及び評価の結果に

より、航空機の運航に伴い発生する騒音が環境に

及ぼす影響については、事業者の実行可能な範囲

内でできる限り回避・低減が図られていると判断

し、事後調査を行わないこととしました。 

なお、航空機騒音による周辺環境への影響の程

度を把握し、その結果に基づいて適切な環境保全

措置を講じることを目的に、環境監視調査を実施

することとしています。 
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(4) 振動 
No. 意見の概要 事業者の見解 

1 かなりの騒音、振動が予想される。 振動に係る調査、予測及び評価の結果により、

本事業の実施による振動が環境に及ぼす影響につ

いては、事業者の実行可能な範囲内でできる限り

回避・低減が図られるよう努めました。 

2 車両運行調整、低振動型機械、米軍車両への

適正走行依頼などは、振動の環境保全措置では

ない。 

車両運行調整、低振動型機械、米軍車両への適

正走行依頼などを含めて、事業者として実行可能

な範囲で、できる限り環境影響を回避又は低減を

図るための環境保全措置として検討しました。 

3 ｢振動｣をもたらす要因として｢航空機の運用｣

は除外されている。 

航空機の運航による低周波音を環境影響評価項

目として選定していますので、御指摘の減少はそ

れでとらえられると考えます。 

4 現行の道路交通振動の規制基準の方法で比較

検討しても、全く信用できない。測定場所もど

こで行ったのか、その測定場所がその道路の代

表的なところか、苦情が発生しそうなところな

のか、不明である。 

道路交通振動は、振動規制法に基づく「道路交

通振動の要請限度」（第１種区域）を用いて評価

を行いました。また、特に環境保全の配慮が必要

な国立沖縄工業高等専門学校における環境保全目

標値は、「道路交通振動の要請限度」（第１種区

域）からさらに５デシベル減じた値を用いて評価

しました。 

道路交通振動の測定場所は、建設資材の搬入経

路及び代替施設へのアクセス経路の沿線上で、集

落、学校などの配置状況を考慮して選定していま

す。 

5 事後調査及び環境監視をしなければ、実際ど

のような影響があったかの検証ができないの

で、責任放棄である。 

振動に係る調査、予測及び評価の結果により、

本事業の実施による振動が環境に及ぼす影響につ

いては、事業者の実行可能な範囲内でできる限り

回避・低減が図られていると判断し、事後調査及

び環境監視調査を行わないこととしました。 
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(5) 低周波音 

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 軍用機の離発着、訓練飛行という特殊性を考

慮すると、「衝撃音」いわゆるソニックブーム

を対象に環境影響評価の項目として選定し、予

測・評価を行うべきである。 

環境影響評価を行う項目は、法令等に基づき、

本事業に伴う影響要因により影響を受けるおそれ

がある環境要素を踏まえて検討を行った結果、準

備書に示すとおり選定しました。 

2 低周波音の心理的影響について検討するので

あれば、「心身に係る苦情に関する参照値」を

評価基準とすべきである。 

そして、「感覚閾値」よりも、「心身に係る

苦情に関する参照値」の方が、1／3 オクターブ

バンド中心周波数のすべてにおいて低い値が示

されている。 

「心身に係る苦情に関する参照値」を評価基

準とすれば、本件準備書が予測している各集落

へ到達する低周波音は、ほとんどの集落で、一

部の周波数において「心身に係る苦情に関する

参照値」を上回る結果になる。 

｢低周波音問題対応の手引書｣(平成16年6月環境

省環境管理局大気生活環境室)の参照値は、苦情の

申し立てが発生した際に、低周波音によるものかを

判断する目安として示されたものであり、低周波音

についての環境アセスメントの環境保全目標値と

して策定されたものではないと同手引書に記載さ

れていることから、当該参照値は環境保全の目標値

として使用しておりません。低周波音の心理的影響

に係る環境保全の基準又は目標は、環境基準などの

基準値が特に定められていないことから、「低周波

音に対する感覚評価に関する基礎研究」(1980 年)

に記載されている「圧迫感・振動感の閾値」曲線を

基に一定の目安として設定し、その環境保全の目標

値との整合性について評価を行いました。 

3 低周波音の評価において、目標値を満足でき

ない予測結果がありながら「概ね満足」と評価

しているのは不当である。 

準備書において、物的影響に係る閾値について

は、一部の予測地点において、10Hz 付近でのみ閾

値をやや上回っていますが、建具の種類、大きさ、

設置条件、建具背後の部屋の構成などにより、建

具のがたつき始める音圧レベルは個々の建具によ

り大きく異なり、低周波音の音圧レベルがいずれ

かの周波数で閾値を超えても必ずがたつくとは限

らない（環境省）とされていることから、「概ね

満足」と評価しました。 

4 低周波音については、詳細に分析し、影響を

予測すべきである。 

低周波音は、予測精度の向上を図るために、ホ

バリング時、エンジンテスト時の低周波音の基礎

データを収集するとともに、伝搬理論計算式によ

り定量的に予測・評価を行いました。 

5 無風状態の想定や、航空機の積載重量が明ら

かでない、複数の航空機が同時使用されるケー

スを想定していない点で、実態を反映する予測

になっていない。 

航空機の運航に伴い発生する低周波音については、

米軍提供データ等を基に、伝搬理論計算式による方法

等により予測を行い、環境基準などの基準値が特に定

められていないことから、これまでの種々の低周波音

の影響に関する調査研究等の閾値を一定の目安とし

て環境保全の目標値とし、評価を行いました。 

6 「低周波音問題対応の手引書」(2004 年、環境

省)において引用されている参照値を用いて評

価しているが、この手引書には、適用範囲とし

て「本評価指針では、道路交通のような大幅か

つ不規則に変動する発生源や、航空機といった

一過性・間欠性の発生源からの低周波音は適用

対象外とする」と明言されている。また、本参

照値は、「環境アセスメントの環境保全目標値

などとして策定したものではない」と記されて

いる。 

｢低周波音問題対応の手引書｣(平成 16 年 6 月環

境省環境管理局大気生活環境室)の参照値は、苦情

の申し立てが発生した際に、低周波音によるもの

かを判断する目安として示されたものであり、低

周波音についての環境アセスメントの環境保全目

標値として策定されたものではないと同手引書に

記載されていることから、当該参照値は環境保全

の目標値として使用しておりません。低周波音の

心理的影響、物的影響に係る環境保全の基準又は

目標は、環境基準などの基準値が特に定められて

いないことから、「低周波音に対する感覚評価に

関する基礎研究」（1980 年）、「低周波音の測定

方法に関するマニュアル」平成 12 年 10 月、環境

庁大気保全局に記載されている「圧迫感・振動感

の閾値」及び「建具のがたつきの閾値」曲線を基

に一定の目安として設定し、その環境保全の目標

値との整合性について評価を行いました。 



4-4-41 

(5) 低周波音 
No. 意見の概要 事業者の見解 

7 低周波音による不定愁訴には、頭重、頭痛、イ

ライラ、肩その他のこり、胸の圧迫感、動悸、息

切れ、めまい、吐き気、食欲不振、耳鳴り、耳の

圧迫感、目や耳の痛み、腰痛、手足の痛み・しび

れ・だるさ、疲労感、微熱の症状が明らかとされ

ており、睡眠影響のみで代弁することはできない。

航空機の運航に伴い発生する低周波音について

は、普天間飛行場及び米国において収集したデー

タを基に、伝搬理論計算式による方法等により予

測を行い、環境基準などの基準値が特に定められ

ていないことから、これまでの種々の低周波音の

影響に関する調査研究等の閾値を一定の目安とし

て環境保全の目標値とし、評価を行いました。 

8 特異的なヘリコプターの低周波音被害を、ま

ず明らかにすべきではないか。 

普天間飛行場という例があるから、その現地

の実際の被害像を根拠に低周波音の原因を究明

して人体被害に対する医学的な因果論の追及を

行い、それを提示して初めて、普天間飛行場代

替施設についての低周波音測定値の是非を問う

べきではないか。 

航空機の運航に伴い発生する低周波音について

は、普天間飛行場及び米国において収集したデー

タを基に、伝搬理論計算式による方法等により予

測を行い、環境基準などの基準値が特に定められ

ていないことから、これまでの種々の低周波音の

影響に関する調査研究等の閾値を一定の目安とし

て環境保全の目標値とし、評価を行いました。 

9 環境影響評価項目について、ここに選定され

ている項目は人間を基準にしており、他の野生

生物への配慮が不十分である。 

どのような周波のどの程度の騒音や振動がい

かなる種にどのような影響を与えるのか、調査

が不十分である。 

過去のデータがない分野も多々あると思われ

るが、そうであれば数年単位で経年変化を調査

する以外にない。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて調査、予

測及び評価等を実施しており、特に、沖縄島北部

東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の保全に配

慮した事業計画や環境保全措置、事後調査計画を

示しています。 

なお、騒音が動物などに及ぼす影響については

陸上動物などの各項目において予測・評価を実施

しました。 

10 滑走路からの距離、山や建物の反射の影響、

回転翼機が複数で飛行する場合、飛行の高さの

問題の検討が必要である。住宅街の上空を何ら

かの原因で飛行した時のことを想定し、その影

響と対策を考えるべきである。 

航空機の運航に伴い発生する低周波音について

は、普天間飛行場及び米国において収集したデー

タを基に、伝搬理論計算式による方法等により予

測を行い、環境基準などの基準値が特に定められ

ていないことから、これまでの種々の低周波音の

影響に関する調査研究等の閾値を一定の目安とし

て環境保全の目標値とし、評価を行いました。 

11 離着陸するすべての機種の低周波音について

の調査はなく、まさしく「予測」の域を出てい

ない。 

代替施設の使用を予定している回転翼機とし

て、CH-53、UH-1、 AH-1 及び MV-22 について、飛

行時、ホバリング時、エンジンテスト時の低周波

音の基礎データを収集するとともに、伝搬理論計

算式により定量的に予測・評価を行いました。 

12 人体や自然環境への影響が十分に解明されて

いない低周波音が問題になるのは普天間飛行場

周辺住民の訴えで明らかである。 

低周波音に係る調査、予測及び評価の結果により、

航空機の運航に伴い発生する低周波音が環境に及ぼ

す影響については、事業者の実行可能な範囲内でで

きる限り回避・低減が図られるよう努めました。 

13 低周波音に関して、相当程度の低減と言うが、

「相当」とは随分いい加減な文学的表現で、誰

がどういう基準で「相当」と判断するのか。 

低周波音に係る調査、予測及び評価の結果により、

航空機の運航に伴い発生する低周波音が環境に及ぼ

す影響については、事業者の実行可能な範囲内でで

きる限り回避・低減が図られるよう努めました。 

14 供用後の飛行経路については、｢訓練の形態等

によっては集落上空を飛行することもあり得

る｣としているにも関わらず、これを想定した予

測を行っておらず、事後調査さえも実施しない

としていることは許されるものではない。 

飛行経路については、名護市及び宜野座村長から、

集落地域上空の飛行を回避するよう要請されたこと

を踏まえ、Ｌ字案からＶ字案に変更し、平成18年 4

月 7 日に両首長と基本合意を締結した上で、米側と

交渉して同年 5 月 1 日の「２＋２」において日米間

で合意しました。このようなＶ字案により、代替施

設を利用する米軍機が集落地域上空の飛行を基本的

に回避するとの方針については、これまでの米側と

の一連の協議を通し、米側からも理解を得ています。
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(6) 水の汚れ 

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 水環境については水の汚れと濁りだけを対

象としているが、施設からの排水による温冷排

水の影響を把握するため、水温を環境影響評価

の項目として選定すべきである。 

本事業に係る影響要因の中で、海水温の上下に影

響を与えるような温冷排水を伴う施設の運用はな

いことから、水温を環境影響評価の項目として選定

していません。 

2 COD は保存物質として扱えないのではない

か。 

対象海域の COD 濃度は、現地調査結果では 1～

2mg/L、クロロフィル aは概ね 1μg/L 以下となって

います。 

これらの結果から、対象海域は閉鎖性内湾と比べ

て内部生産が非常に小さい海域であるといえます。

このような特徴の海域で、事業実施に伴う水質へ

の影響を予測する方法として、COD を保存物質と仮

定して予測することは従来の環境影響評価でも用

いられている手法です。 

この手法により、海域に流入する COD 負荷の拡散

状況の変化を把握することにより、海域の COD に及

ぼす影響は適切に予測評価することができます。 

3 計算された COD は観測値を再現できていな

いのではないか。 

観測値では、大浦湾周辺の COD 濃度は 1～2mg/L

で概ね空間一様な分布傾向を示し、河口で高く、沖

合で低い傾向となっています。 

計算値と観測値の比較では、計算値の COD 濃度の

分布傾向や濃度のオーダーが観測値の傾向を表し

ているかについて検証しています。 

4 代替施設本体等の存在、供用により水の汚れ

はどう変化するのか。 

存在時及び供用時の COD 濃度の変化は河口部（辺

野古川、美謝川）と汚水排水地点前面の海域で 0.1

～0.3mg/L 増加すると予測されましたが、大きな水

質変化はないと考えています。 

5 コンクリート工事に伴うアルカリ負荷の影

響を示してほしい。 

コンクリート工事に伴うアルカリ負荷の影響は、

施工場所近傍で pH が 0.1～0.2 程度増加すると予測

しました。 

pH については、「水質汚濁に係る環境基準」のＡ

類型の環境基準（7.8 以上 8.3 以下）を環境保全目

標とし、予測結果はこの環境保全目標を超える予測

とはなりませんでした。 

6 代替施設本体からの汚染排水により海洋汚

染が進んでしまうのではないか。 

汚水については、排水処理計画に基づいて適切に

処理した後に海域へ放流する計画です。 

7 短期でみれば小さな水質変化でも、5年、10

年というスパンでみれば、海藻草類等への影響

が発生してくるのではないか。 

海藻草類等については、環境影響の回避・低減に

係る措置を講じますが、その効果に係る知見が必ず

しも十分でなく、効果が発揮されない場合には、環

境影響の程度が著しいものとなるおそれがありま

す。 

そのため、事後調査を行い、その結果を踏まえて

必要な措置を講じることとしています。 

8 埋立や浚渫によって底質に含まれる有害物

質が巻き上がり、水質が汚染されるのではない

か。 

大浦湾内の深部の底質はシルト粘土が多く、有機

物等の含有量も高くなっています。 

しかし、埋立及び浚渫工事区域周辺における底質

調査結果によると、全般には砂質であるため底質中

の有機物等の含有量は少なく、工事に伴う底質の巻

き上げによる水質への影響は小さいと考えていま

す。 
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(6) 水の汚れ 
No. 意見の概要 事業者の見解 

9 大量の雨水を海域に放流することにより海

域生物等への影響はないのか。 

代替施設本体からの雨水排水による塩分低下は

小さいと考えています。 

海域生物等については、環境影響の回避・低減に

係る措置を講じますが、その効果に係る知見が必ず

しも十分でないこと等から、事後調査を行い、その

結果を踏まえて必要な措置を講じることとしてい

ます。 

10 航空機等による大気汚染が直ちに海洋汚染

に繋がるのではないか。 

航空機の運航に伴い発生する二酸化窒素、浮遊粒

子状物質、二酸化硫黄は環境基準値を満足すると予

測されました。 

したがって、大気汚染が発生し、それが直ちに海

洋汚染に繋がるとは考えていません。 

11 油流出事故の可能性が高く、海洋を汚染し生

物に大きな影響を与えるのではないか。 

油流出などの水質事故については、環境影響評価

の対象ではないことから、準備書には記載していま

せん。 

12 辺野古地先水面作業ヤードの存在や美謝川

の切替えによる河口部の底生生物の減少、工事

に伴う浚渫と埋立てにより周辺の水質が悪化

するのではないか。 

また、水質汚染、流れの変化、水温上昇など

によりサンゴが白化し、水質への悪循環を引き

起こすのではないか。 

洗機排水の処理方法等を明記してほしい。 

辺野古川河口では COD が 0.1～0.3mg/L 増加する

と予測されましたが、水質が大きく悪化することは

ないと考えています。また、美謝川の切替えにより

新たな負荷点、淡水流入点となった場所では COD の

増加や塩分の低下が予測されましたが、底生生物を

大きく減少させる変化ではないと考えています。 

浚渫区域では SS が増加（最大 20mg/L）しますが、

汚濁防止膜により濁りの拡散は抑制できるため、周

辺海域の水質を大きく悪化させるものではないと

考えています。 

施設等の存在による流れ、水温、塩分の変化の程

度は小さく、局所的となっています。 

したがって、これによりサンゴの白化や水質への

悪循環は起こらないと考えています。 

洗機場の排水は専用の浄化施設で凝集沈殿方式

での処理を行い、地先海域へ放流する計画です。 

凝集剤の種類としては中性のＰＡＣ（ポリ塩化ア

ルミニウム)を予定しており、更に、汚水処理浄化

槽により２次処理を行うので、界面活性剤による海

域への影響の懸念は生じないと考えています。 

13 米軍への周知だけではなく、実効性が高く責

任の持てる環境保全措置を講じるべきである。

環境保全措置は事業者の実行可能な範囲で可能

な限り影響を回避・低減できるよう努めます。 

14 PCB、ダイオキシン類、鉛、六価クロムなど

の健康項目も調査すべきである。 

海域においては、水底土砂を採取し、健康項目を

含め各種試験を行っており、結果を準備書に記載し

ました。 

15 洗機場からの排水や各種排水がそのまま海

域に放流されるのではないか。 

汚水浄化槽の処理能力と処理方法を示す必

要がある。 

代替施設からの生活排水及び工業排水は埋立地

西側に新設される汚水処理場に集め、膜分離活性汚

泥法により処理した後、南側護岸の前面海域に排水

する計画としています。 

なお、洗機場からの排水は、専用の排水処理施設

を別途設置し、1 次処理した後に上記の汚水処理浄

化槽で 2次処理を行ってから海域へ放流する計画と

しています。 

汚水処理浄化槽の処理能力は、例えば BOD 除去率

97.5％、SS 除去率 96.8％、リン除去率 90％を計画

しています。 
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(7) 土砂による水の濁り 

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 建設工事に伴う濁りの発生が、海藻草類やサ

ンゴの生育域にどの程度の量で拡散するについ

て把握し、工事の影響を予測することが必要で

ある。 

このためには、強風、高波、大雨時における

観測結果に基づいて、流れや濁りの分布と時間

変化を解析し、シミュレーションではこの条件

下での流れの再現を把握する。また、長期間の

観測資料を用いて、当該地域に過去に発生した

強風、高波、大雨の発生頻度、確率を推定し、

計算の対象とする異常な気象・海象条件を決定

する。 

この条件に基づいて、土砂の流出条件を定め、

赤土等流出防止対策がどの程度の効果があるか

についても、明示する必要がある。 

土砂の流出条件に基づく濁りの拡散予測で

は、強風、高波、大雨がそれぞれの場合と単独

の場合について、濁りの移動、分布、時間変化

を予測する。また、赤土等流出防止対策が機能

しなかった場合についても同様の予測を行う必

要がある。 

強風、高波、大雨のような異常条件下の予測に

ついては、降雨時による陸域からの SSの流出によ

る海域での拡散状況は準備書に記載しています。

強風、高波等の異常時に関する予測は対象とし

ていません。 

土砂流出条件については、強風、高波、大雨の

ような異常条件下では工事は中断します。 

これにより、工事の実施による濁りの発生、拡

散は生じません。また、陸上の改変区域では赤土

等流出防止対策に基づいて、赤土等の流出防止に

努めます。 

赤土等流出防止対策のうち、濁水貯留処理施設

（沈砂池）の容量設定は、工事期間が長期である

ことを考慮して、10年確率降雨を用い、降雨に伴

う裸地面からの濁水については、既往の各種事業

で無対策（あるいは無対策並み）の赤土等の流出

が生じた事例を参考にして、裸地面から発生する

最大の SS濃度を設定しています。 

各種対策の SS除去率については、表土保護工で

少なくとも 30%の低減が可能と考えています。ま

た、濁水貯留処理施設の排水基準は SS25mg/L と計

画していますが、この値は参考事例から十分に実

施可能であると評価しています。 

赤土等流出防止対策については、その効果を検

証するため、水の濁り（SS)の環境監視調査を実施

し、監視地点において監視基準を満たさない場合

には、原因を究明し、必要に応じて専門家の指導・

助言を得て必要な措置を講じることとしていま

す。 

2 保全措置の石材を予め洗浄することは当然の

対策であると考えられるが、工事計画に考慮し

ていなかったのか。また、洗浄水の処理方法、

石材の調達計画を明らかにしてほしい。 

予測条件に用いた石材の原単位は、石材を洗

浄しているものか、洗浄していないのかについ

て示してほしい。 

工事計画の検討に際して、石材の投入について

は、予め石材を洗浄し実施することとしています。

石材の調達方法については、現時点では確定し

ていませんが、業者から購入することを考えてお

り、石材の洗浄については、業者において適切に

処理を行い、洗浄水を直接海域に排出することは

ないものと考えています。 

予測に用いた石材投入に関する濁り原単位は、

「港湾工事における濁り影響予測の手引き（平成

16 年 4月、国土交通省港湾局）」から引用してい

ますが、同手引きの中の捨石工の取り扱い土砂の

シルト・粘土分含有量は、捨石に付着した土砂で

あることが示されています。 

したがって、ここでの石材の原単位は、洗浄さ

れていないものと理解しています。なお、洗浄さ

れていない石材の投入の原単位を用いることで、

環境にとって危険側の予測結果となっています。
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3 沈降試験結果をみると、平成 19年度の結果で

1分後と 24 時間後の結果を比較すると、10%以上

沈降せずに濁るデータが示されている。沈降試

験の結果と予測に用いているストークスの沈降

式から算出した沈降速度との整合性を検討して

いないことが問題であり、予測には沈降試験の

データを採用し、再予測する必要がある。 

比較的沈降速度が遅い結果が得られた地点の沈

降速度は、1日後では 0.0617(m/h)となりますが、

この値はストークス式で求めた粘土の沈降速度よ

りも速い結果となっています。 

また、浚渫区域近傍における沈降試験の結果は、

さらに速い沈降速度となっています。 

このように、沈降試験の結果を使った場合、濁

りの対象としたシルト・粘土は速やかに沈降する

速度を有することになります。 

そこで、沈降試験の結果及びストークス式より

算出した沈降速度を検討し、水の濁りに対して危

険側の予測となるストークス式を採用しました。

4 護岸工事と埋立工事のそれぞれ全体でのピー

ク時を予測時期としているが、サンゴへの影響

が最大となる海上ヤードのピーク時期の予測が

行われていない。海上ヤードのピーク時期の予

測を行う必要がある。 

海上ヤードの工事を含めた発生負荷量のピーク

として、1年次 10ヶ月目を予測時期として予測・

評価を行い、準備書に記載しました。 

5 護岸を先行施工した後に埋立するとされてい

るが、護岸が一部未施工の状態で埋立は行われ

る時期があり、保全措置として不十分と思われ

る。 

閉鎖水面を作る区画では土砂を投入した結果

生じる余水（濁水）をどこから排水するのか説

明されていない。 

埋立工事における保全措置として、外周護岸を

先行施工して可能な限り外海と切り離した閉鎖的

な水域をつくり、その中へ埋立土砂を投入するこ

とにより、濁りが外海へ直接拡散しないような工

法としています。 

その中で、工程の一部では、護岸の締切りが困

難な時期については、汚濁防止膜を適切に設置・

使用することとしています。 

埋立てに伴う余水は発生しない工法としていま

す。 

6 「埋立土砂による濁りが外海へ直接拡散しな

いような工法とします」と記載されているが、

具体的にはどのような工法で、具体的な事例を

挙げ、その効果も含めて検討する必要がある。

埋立ての工法は、外周護岸を先行施工して可能

な限り外海と切り離した閉鎖的な水域をつくり、

その中へ埋立土砂を投入することにより、濁りが

外海へ直接拡散しないような工法としています。

この方法は埋立ての一般的な方法であり、効果に

ついては濁りの拡散が生じないのは明らかです。 

7 基礎捨石や埋立工の大量の土砂の投入は、人

為的な濁りを大量に発生させ、当該地域の水環

境を一変させる。 

工事の実施に伴って発生する濁りが事業実施区

域周辺海域の水質に影響を及ぼす可能性が考えら

れることから、工事中の濁りの影響を低減するた

め、環境保全措置を検討しています。 

海中への石材投入や床堀・浚渫等の工事による

濁りの影響を低減させるため、石材については予

め洗浄された石材を使用すること、汚濁防止膜や

汚濁防止枠を適切に設置・使用することなどの保

全措置を講じることとしています。 

また、埋立工事は外周護岸を先行施工して、可

能な限り外海と切り離した閉鎖的な水域をつく

り、その中へ埋立土砂を投入することにより、埋

立土砂による濁りが外海へ直接拡散しないような

工法としています。 

8 代替施設本体周辺の汚濁防止膜の開口部を閉

じ、海上ヤードについては周囲を汚濁防止膜で

囲む必要がある。 

汚濁防止膜の展張位置の検討は、工事の施工上、

作業船の航行や作業船のアンカーなどの配置を考

慮しました。 

したがって、汚濁防止膜の展張については、可

能な限り濁りの拡散を抑えるように配慮している

と考えています。 
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9 辺野古側の基礎工事に関して、「2mg/L の濁り

は施工場所近傍で局所的な分布が予測されまし

た」とあるので、対策が必要である。 

汚濁防止膜の設置が周辺の海草藻場に損傷を

与える可能性があるため設置しないというので

あれば、代替施設そのものの事業計画にこの大

原則をあてはめ、事業計画を廃止すべきである。

辺野古側の基礎工事では、施工場所近傍で局所

的な分布が予測されましたが、基礎捨石などの工

事で捨石を予め洗浄することにより濁りの低減が

期待され、事業者が実行可能な範囲で環境影響を

回避・低減できていると考えています。 

汚濁防止膜の展張については、濁りの拡散状況

や海生生物の生息状況に配慮したものであり、事

業者が実行可能な範囲で環境影響を回避・低減が

図られていると考えています。 

10 土砂の流出はサンゴや海草に多大な影響を与

えるもので、非常に気を使う必要がある。汚濁

防止膜について、メーカーや材質、その効果に

ついて示す必要がある。 

事業者として、水の濁りへの対策を考慮して工

事計画を検討しました。 

その結果、保全措置として様々な対策を講じる

こととしています。 

汚濁防止膜のメーカー等については現時点で確

定しておらず、環境影響評価において示す必要も

ないものと考えています。 

11 海上ヤードは作業ヤードと同様に中止し、最

善の環境保全措置を検討・実施する必要がある。

海上ヤードについては、工事実施に関して代替

する方法が困難と考えています。また、海上ヤー

ドの工事については、周辺のサンゴの生息域への

影響を低減するために、汚濁防止膜を設置するこ

ととしています。 

この環境保全措置は、事業者として実行可能な

範囲で環境影響を回避・低減が図られていると考

えています。 

12 海上ヤードの撤去工事については、設置工事

の負荷量の半分だから影響は小さいとしている

が、予測評価を行う必要がある。 

海上ヤードの撤去工事による水の濁りへの影響

予測については、設置時と撤去時の負荷量の結果、

及び設置時の予測結果から定性的に予測し、評価

しました。 

13 汚濁防止膜の設置は一時的なものであり、濁

りを完全に防止するものではない。 

泡瀬の埋立工事においても、汚濁防止膜を設

置しているが、ヒトエグサへの影響が出ている。

環境保全措置を講じることにより、周辺環境に

及ぼす環境影響は低減できるものと判断していま

すが、環境保全措置の効果を検証するため、水の

濁り（SS)の環境監視調査を実施し、監視地点にお

いて監視基準を満たさない場合には原因を究明

し、必要に応じて専門家等の指導・助言を得て、

必要な措置を講じることとしています。 

14 1 年次 7～8 ヶ月目では、汚濁防止膜の外側に

浚渫区域がある。 

浚渫区域については、汚濁防止膜を展張すると

ともに各グラブ浚渫船にて汚濁防止枠を用います

が、準備書に示した 1年次 7～8ヶ月目の海上工事

進捗図は適切に修正します。 

15 傾斜堤護岸工事（埋立区域①-1 の北西側）の

捨石工、二重締切護岸工（埋立区域①-1 の北東

側）の矢板打ち込み時など汚濁防止膜がない。

汚濁防止膜展張位置が護岸工事位置から離れ

すぎている。 

傾斜提護岸工事の捨石工及び矢板打ち込み工事

が行われる埋立区域①-1 については、捨石工につ

いては、発生負荷量が少ないこと、矢板の打設工

では濁りがほとんど発生しないことなどから汚濁

防止膜の展張を計画していません。 

汚濁防止膜の展張の位置は、作業船の航行及び

作業船のアンカーの配置などを勘案して現在の位

置としています。 
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16 海上マウンド施工位置に設置している汚濁防

止膜は浮沈垂下型であり、下側が大きく開いて

いるため効果がないのではないか。工事計画を

再考する必要がある。 

海上マウンドの北側に設置を計画している浮沈

垂下型の汚濁防止膜はカーテン丈長 7m としてい

ますが、2mg/L の SS 濃度の拡散は、海上ヤードの

北側の塊状ハマサンゴ群生の生息域までには広が

っていないことと、保全措置として汚濁防止枠を

併用し、汚濁の拡散を防止することなど保全措置

を講じることで、可能な限り環境影響を回避・低

減しているものと考えています。 

17 環境保全の基準又は目標を SS2mg/L としてお

り、2mg/L を超えた予測結果が得られているにも

かかわらず、目標との整合性が図られていると

いう評価は問題である。工事計画及び環境保全

対策を見直す必要がある。 

環境保全の目標は、沖縄県環境基本計画におけ

る事業別配慮指針の「環境に影響の少ない工法の

開発、推進に努め、特に工事中の浚渫、掘削、余

水排水等による濁水の防止に努める。」、水産用

水基準の「人為的に加えられる懸濁物質は 2mg/L

以下」を目標としました。 

予測結果で SS濃度が 2mg/L を超える範囲は、対

象海域に広く拡散しておらず、施工場所周辺の限

られた範囲にみられる結果となっており、環境保

全措置を講じることによりさらに濁りの拡散の低

減が期待されます。 

以上のことから、環境保全目標との整合性は図

られているものと判断しました。 

18 土砂採取期間における台風などの集中豪雨に

よる赤土の流出、海域での拡散について検討す

る必要がある。 

赤土流出防止対策については、具体的な施策

を示し、その効果と限界を示す必要がある。 

赤土等流出防止計画については、準備書に記載

しています。 

本事業に係る赤土等流出防止対策は、「沖縄県

赤土等流出防止条例」及び「同施工規則」、「赤

土等流出防止対策マニュアル（案）改訂版」等に

準拠して行うこととしています。 

なお、調整池の容量の設定に際しては、計画降

雨量を 10年確率としました。 

造成工事中に裸地面より発生する水の濁りにつ

いては、降雨条件を設定し、赤土等流出防止計画

にしたがって河川での水の濁りを予測・評価して

います。 

また、その濁水の海域での拡散についても予

測・評価しました。 

19 辺野古ダム周辺での土砂採取によって、辺野

古ダムへの濁水の流入等の影響があるのではな

いか。 

埋立土砂発生区域においては、周囲に土堤を構

築する等により発生する濁水が辺野古ダムに流入

するのを回避し、また、改変区域においては、赤

土等流出防止対策に基づいて、発生源対策、流出

防止対策、濁水処理プラントの設置等を実施し、

切替え後の美謝川等へ放流することにより工事に

よる辺野古ダムへの濁水の流入を回避していま

す。 

20 台風時の汚濁防止膜の撤去や工事終了時に堆

積した細粒土が周囲に拡散し、環境影響が生じ

るおそれがある。 

台風等の異常波浪が想定される場合は、工事は

中断し、汚濁防止膜についても破損等を防ぐため

に一次的に海底に沈めるなどの対策を講じます。

また、汚濁防止膜の破損が確認された場合、速や

かに補修等の対策を講じることとしています。 

汚濁防止膜の撤去時における水の濁りについて

は、水の濁り（SS）の環境監視調査を実施し、監

視地点において監視基準を満たさない場合には、

必要に応じて専門家等の指導・助言を得て、必要

な措置を講じることとしています。 
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21 工事中に大雨、台風、津波などが発生した場

合はどうなるのか。 

台風時や大雨などの荒天時は工事を中断するこ

ととしています。 

したがって、荒天時については、工事に伴う水

の濁りの拡散は生じません。 

また、陸上の埋立土砂発生区域では、赤土等流

出防止対策を講じることとしています。 

なお、津波などの災害については、環境影響評

価の対象ではないことから、準備書には記載して

いません。 

22 赤土汚染対策における工事中の排水の凝集処

理に使用する凝集剤について、凝集処理水中の

アクリルアミドが「ND」とだけ書かれているが、

検出下限値が表記されていない。 

JECFA の勧告などに沿い、発ガン性や遺伝毒性

から見たアクリルアミドのリスクを評価するこ

とが必要であり、それが評価できるような感度

で処理水が分析されたことが示されなければな

らない（魚毒性評価とは無関係）。 

準備書においては、濁水処理に係る過去の事例

について参考に記載したものです。 

今後、工事実施にあたり、凝集沈殿による濁水

処理にあたっては、事前に濁水処理の効果につい

て試験を行い、使用する凝集剤の種類や量につい

て検討することとしています。 

23 予想外の事態への対応はどうするのか。 環境保全措置の効果を検証するため、水の濁り

（SS）の環境監視調査を実施し、監視地点におい

て監視基準を満たさない場合には、必要に応じて

専門家等の指導・助言を得て、必要な措置を講じ

ることとしています。 

24 水環境については水の汚れと濁りだけを対象

としているが、護岸、埋立工事に伴い発生する

濁りにより、底質が悪化する危険性があるため、

底質を環境影響評価の項目として選定すべきで

ある。 

底質については、環境影響評価の項目として選

定した水質、地形及び地質との関連で底質の変化

やそれに関連した動植物への影響について必要に

応じて予測・評価しています。 

したがって、底質は環境影響評価の項目として

は選定していませんが、「水の汚れ」の項目の中

で調査等を行い、その結果は準備書に記載してい

ます。 
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(8) 地下水の水質 

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 鉛やジクロロメタンが地下水から検出されな

がら、環境基準以下で問題なしとしているが、

調査ポイントの周辺に高濃度汚染の可能性もあ

る。有害物質が検出された場合は、周辺の汚染

濃度分布を調査すべきである。 

埋立土砂発生区域においては、地下水位等高線

の下流地点で地下水質を調査しており、改変区域

周辺の現況の地下水質を把握しています。 

調査結果では、鉛やジクロロメタン等の濃度は

低く、一般的な地下水質の値であり、周辺に汚濁

物質発生源がないこと、カドミウム等の有害物質

や農薬物質が不検出であること等から、汚染等を

受けていない良好な地下水の水質環境であると考

えています。 

2 サンゴ礁のイノー（礁池）には、通常、地下

水がわき出す場所があり、埋立によって、地下

水脈の分断、水量の変化、基地による化学物質

汚染の可能性もあり、サンゴ礁海域や海草藻場

への影響が予想される。 

工事の実施については、埋立土砂発生区域の掘

削による地下水位及び地下水質の変化はないもの

と予測いたしました。また、地下水脈の分断、水

量の変化等は生じないものと考えています。 

施設の存在及び供用については、埋立土砂発生

区域は、工事終了後速やかに緑化を行い、地下涵

養機能の回復を図り、改変後も辺野古ダムの集水

域は現況と変わらないこと等から地下水位、地下

水質は現況程度と予測しました。また、地下水の

水位及び水質については、工事期間中環境監視を

行うとともに、代替施設周辺海域に残存する海草

藻場の生育状況についても事後調査を行うことと

しています。 

なお、海域においては、サンゴ類、海藻草類等

の潜水目視観察時に地形、底質等の環境条件も観

察しましたが、分布域周辺において湧水の浸み出

しは確認されませんでした。 

3 辺野古ダム周辺の森林が土砂の採取によって

失われることから、集水域の環境が大きく変化

し、これが地下水へも影響を及ぼすと考えられ

るため、その影響についてきちんと調査すべき

である。 

埋立土砂発生区域は、工事終了後速やかに緑化

を行い、地下涵養機能の回復を図り、改変後もダ

ムの集水域は現況と変わらないこと等から地下水

位、地下水質は現況程度と予測しました。 

なお、地下水の水位及び水質については、工事

期間中環境監視を行うこととしています。 

4 埋立土砂発生区域における地下涵養機能の回

復に関し、回復に要する期間も明記されず、環

境監視・事後調査を不要とした根拠が示されて

いない。 

工事期間中においては、地下水の水位及び水質

の環境監視を行うこととしています。 

施設等の存在及び供用においては、辺野古ダム

流域の緑地面積に対して、埋立土砂発生区域から

約 6％程度の緑地を改変するため、改変直後は地

下涵養機能が約 1.5％程度低下しますが、速やか

に緑化を行うことから地下涵養は現況と同程度と

なり、供用後は、現況と同様にダム湖に集水され

ると考えています。 
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(9) 水象 

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 境界条件（水温、塩分及び密度）はどのよ

うに設定しているのか。 

水温・塩分の境界値については、平成 20年度の夏季

と冬季に実施した現地調査結果を基に設定しました。

初期値については、計算範囲の全域に境界値と同じ値

を設定しました。 

密度については、水温と塩分の拡散計算で得られる

各計算格子の水温・塩分から、状態方程式(UNESCO、

1981)より算出しています。 

2 シミュレーションにおける初期の流動場

はどのように設定しているのか。 

初期の流動場は静止状態としています。 

3 定常的な流れをどのように求めたのか。 流れの計算では、計算開始時を満潮とし、12時間周

期の潮位変動を与え、計算領域内の流動場が安定する

まで計算を行いました。 

4 50m 格子でサンゴ礁の地形を表現できて

いるのか。 

大浦湾周辺の地形条件を考慮しつつ、計算負荷や所

要時間を加味して実現可能な最小計算メッシュとして

50m 格子を採用しました。 

なお、地形条件は深浅測量の成果を元に作成してお

り、サンゴ礁海域のデータを反映しています。 

5 境界条件（潮汐）はどのように設定してい

るのか。 

開境界の潮汐条件は、日本沿岸潮汐予測モデル(国立

天文台)の潮汐調和定数の値を参考に、対象海域の流れ

の傾向を再現できるような条件を設定しています。 

6 予測範囲を事業実施区域周辺に限定する

のは適切ではない。 

事業実施区域の規模を勘案して十分に広い範囲での

調査・予測を行っています。 

7 計算条件及び再現性についての具体的な

記載はどこにあり、シミュレーション結果

は第 3者機関の検証を受けているのか。 

数値シミュレーションを行う際の計算条件及び再現

性については準備書に記載しており、シミュレーショ

ン結果についても専門家等（アドバイザー）から助言

を頂いています。 

8 潮流楕円や恒流(平均流)が再現できてお

らず、それに係るすべての計算をやり直す

べきである。その際、潮流楕円の再現性の

検証は、地形の影響を受けない地点で行う

べきである。 

流れの現況再現は、計算条件・パラメータに関する

十分な検討を行った結果、現地観測で得られた潮流及

び恒流(平均流)の傾向を概ね再現していると考えてい

ます。また、沖合のような地形の影響を受け難い場所

においても潮流楕円の観測値と計算値の比較を行って

います。 

9 代替施設本体等の存在により流れはどう

変化するのか。 

「6.9 水象」の予測結果から判断すると、代替施設

本体等の存在による流れの変化は、事業実施区域周辺

で数 cm/s の増減がみられますが、大局的には大きく変

化しないものと考えています。 

10 流速差値だけでなく、流速変化率でも予測

評価すべきである。 

流速変化率は、流速の大小に応じて値の重みが変わ

ると考え、準備書においては流速差値で予測・評価を

行いました。 

11 流速変化傾向が夏季と冬季で異なるのは

何故か。 

夏季と冬季の違いは、潮流のみであれば大きく変わ

らないことになりますが、季節的な違いとして主に風

（吹送流）や波浪（海浜流）の条件が異なることに起

因していると考えています。 

12 短期的な事業実施区域周辺の流れの変化

は、地形と大浦湾全体の流れを徐々に変え

ていくのではないか。 

「6.10 地形」の予測結果から判断すると、代替施設

等の存在により流れに影響を与えるような大規模な地

形（海岸線）変化は予測されておらず、流れは大局的

には大きく変化しないと考えています。 

13 辺野古地先水面作業ヤードの存在により

流れが変化し、海藻草類に影響を与えるの

ではないか。 

辺野古地先水面作業ヤード周辺の海藻草類の主な生

育範囲においては流れや波浪の変化がほとんどなく、

大きな影響はないと考えています。 
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(9) 水象 
No. 意見の概要 事業者の見解 

14 1cm/s 以上の流速変化域を対象としたの

は何故か。また、冬季は夏季に比べて大浦

湾の西部の流れの変化が強く出ており、サ

ンゴ類等への影響が大きいのではないか。 

流速計では mm 単位の流れを測定することは精度上

困難であることから、有意な値として 1cm/s 以上の流

速変化域を評価対象としました。 

また、流れの変化は埋立地の南側護岸や東側護岸周

辺を中心としており、サンゴ類の生育範囲にはほとん

どみられないと予測されています。 

15 水象に係る事後調査(又は環境監視）を実

施し、予測していなかった変化、影響が生

じた場合の対処措置を明確化しておく必要

がある。 

流れ及び波浪の変化は事業実施区域周辺に限られて

おり、大局的には大きく変化しないと予測しています。

16 代替施設の位置に関する検討で、水環境

（海水の流れ）の予測はどうやって行った

のか。 

代替施設の位置に関する検討は、流れの数値シミュ

レーションを用いました。 

17 水象、塩害について、異常時（台風・暴風

時）における現地調査を行うべきである。 

2008 年は台風が上陸していませんが、台風接近時に

おける水象（流れと波浪）の現地調査は実施していま

す。 

18 水象の観測期間を示すこと。 水象の現地調査は、夏季は約 2 カ月、その他の季節

は約 1カ月の連続調査を実施しました。 

19 冬季季節風時の波浪特性についても検討

する必要がある。 

冬季季節風時の波浪観測も実施しています。また、

「海岸線の変化」の予測では、冬季による地形変化も

考慮しています。 

なお、「海底地形の変化」の予測は、短期的な変化

として影響の大きい台風期を対象としており、冬季の

変化は対象としていません。 

20 水象の章構成が非常に分かり難く、意図的

なものを感じる。 

「水象」が「水の汚れ」、「水の濁り」の後にある

のは、方法書等の項目の並びの統一を図ったもので、

特に他意はありません。 

21 6.6 章の「潮流モデル」という表現は「流

動予測モデル」ではないのか。 

一部「潮流モデル」という表現をしていますが、こ

れは「流動予測モデル」のことなので、表現の統一を

図ります。 

22 恒流（平均流）の定義及び恒流（平均流）

を評価項目とした理由を示して欲しい。ま

た、恒流（平均流）よりも流速の大きい場

合を想定する必要があるのではないか。 

恒流(平均流)は、計算された流速の時系列データに

対して 1潮汐間(12 時間)の平均処理を行い、潮汐成分

を除いたものです。 

恒流(平均流)を評価項目とした理由は、数潮汐周期

以上の物質輸送に大きな役割を果たすとされ、物質の

広がり方を評価する上で重要と考えたためです。 

また、上げ潮時や下げ潮時における流れの分布と変

化傾向も準備書には記載しており、恒流(平均流)より

も流速が大きい場合の影響予測も行っています。 

23 上げ潮時や下げ潮時の潮流図を示し、恒流

（平均流)ベクトルの図面を分かり易く修

正すべきである。また、サンゴ礁海域にお

いて通常の海底摩擦の近次式が適用できる

のか。 

観測値及び計算値の潮流図は準備書に記載している

とおりですが、不鮮明な図面は評価書において表示方

法の工夫に努めます。 

また、サンゴ礁海域における海底摩擦の与え方は、

観測値との検証により妥当と考えています。 
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(9) 水象 
No. 意見の概要 事業者の見解 

24 波浪の観測期間に関する記載ミス及び異

常値とみられる有義波高の記録があるので

精査して欲しい。また、波浪の再現性につ

いての検討結果及び屈折図(波向と波高分

布を理解する上で必要)はどこに記載され

ているのか。 

波浪観測期間の記載ミスである日付は、評価書にて

修正します（平成 19 年 7月～8月を平成 19 年 8月～9

月に修正）。 

有義波高 10.6m の記録は、平成 19 年 7 月 13 日 4 時

に記録されたものです。平成 19年度の夏季調査が開始

された直後に発生しました。大浦湾沖の K-24 地点での

観測は少し遅れて始められたので、K-8 地点で 10.6m

を記録した際の大浦湾沖での観測記録はありません。

しかし、その後の観測記録と中城湾での観測記録（国

土交通省港湾局）の比較から、高波浪時には両者は概

ね同等の波高であることが分かっています。中城湾で

は、同日 5 時 40 分に 13.61m の有義波高が記録されて

います。厳密な信頼性解析を行っていませんが、沖波

波高との関係から、K-8 地点での有義波高 10.6m の記

録が異常であるとは判断していません（波の収斂など

の効果により 10.6m の有義波高が発生する可能性はあ

る、と判断しています）。 

また、波浪計算の再現性については準備書に記載し

ているとおりですが、屈折図自体は作成していません。

波向ベクトルの平面分布図で代用できますが、準備書

では示していないため、貴重な意見として承ります。

25 数値モデルを用いた予測の目的及び組み

込まれた予測変数をすべて示すこと。 

水象に関する予測目的は、代替施設本体等の存在時

及び供用時における流れと波浪の変化を予測・評価す

ることです。 

また、数値予測モデルに組み込んだ予測変数は、3

成分流速 u,v,w、水位η、水温・塩分 T,S、波の方向ス

ペクトル Sで、準備書に記載しています。 

26 予測項目と時間発達方程式及び海水密度

の算定方法を示すこと。また、微分方程式

をどうやって数値モデルに取り込み、構築

した数値モデルの妥当性をどうやって保証

するのかを示すこと。 

外海における各種現象及び生物化学過程

と物理過程の相互作用は数値モデルで考慮

しているのかを示すこと。 

最後に、計算誤差の抑制方法を示すこと。

予測項目は上記の予測変数であり、時間発達方程式

は連続式、運動方程式、水温・塩分の拡散方程式、状

態方程式で、準備書に記載しています。運動方程式中

の海水密度は予測変数であり、計算された水温と塩分

を用いて状態方程式(UNESCO、1981)により算出してい

ます。 

微分方程式は数値予測モデル内で四則演算を行うた

めに、差分法により離散化しています。なお、運動方

程式や拡散方程式を離散化する際には陽解法(鉛直方

向の拡散方程式は陰解法)を用いています。用いた差分

法は他海域でも多くの実績があり、計算結果を現地観

測結果と比較することによりモデルの妥当性を検証し

ています。 

計算範囲外の各種現象が流れに及ぼす影響について

は、観測値(水温・塩分)を用いて境界条件を設定する

ことで間接的に考慮しており、また、河川流入も考慮

しています。なお、植物プランクトンの増殖が海水密

度、流れに与える影響は非常に小さいと考えており、

生物化学過程と物理過程の相互作用は考慮していませ

ん。 

数値モデルで計算を行う際には、CFL 条件(計算格子

/長波の伝播速度)から最小計算タイムステップを設定

したり、計算格子間隔を可能な限り小さくすることで、

数値拡散等の計算誤差を抑制していると考えていま

す。 
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(9) 水象 
No. 意見の概要 事業者の見解 

27 代替施設本体の建設により変化するであ

ろう、大浦湾の海水交換が評価されていな

い。 

大浦湾は南側に開けた開放性の海域であり、事業実

施に伴う海水交換の変化は小さいと考えています。 

28 岸壁による反射波が生物群集に与える影

響が予測評価されていない。 

屈折による波向の変化を考慮した予測シミュレーシ

ョンを行っており、再現性の検証も行っています。ま

た、東側のスリットケーソン護岸からの反射率は設計

値をもとに計算条件として与えており、予測結果は適

切であると考えています。 

29 海洋や大気における諸過程が及ぼす健康

被害をどのように数学モデル化したのかを

説明していない。 

海洋過程の数学モデルについては、準備書に記載し

ています。 

なお、健康被害については、環境影響評価の対象で

はないことから、準備書には記載していません。 

30 代替施設本体等の存在により越波や塩害

が発生する可能性について検討する必要が

ある。 

越波をもたらすよう高波浪時の変化については、台

風等異常波浪を予測条件として検討しています。 

予測結果では、代替施設本体及び作業ヤードの存在

に伴う台風等異常波浪の変化は埋立地周辺に限られて

おり、越波をもたらす高波浪時の変化は周辺の海岸や

砂浜付近には及びません。 

塩害についての検討も準備書に記載しています。 

31 平常時と異常時における恒流(平均流)を

支配する各成分（潮汐残差流、吹送流、海

浜流）の特性を検討すべきである。 

対象海域の恒流成分は、潮汐残差流、砕波による海

浜流や風による吹送流が挙げられます。モデルではこ

れらを表現するために観測値に基づいたデータ及び波

浪計算結果を用いて検討を行っており、それらの特徴

を表現していると考えています。 

32 潮汐の変動（大潮・小潮、日周潮・半日周

潮）により流速場が変化するが、これらに

ついて検討されていない。 

水象のうち、海水の流れ及びその結果を用いる水の

汚れ、土砂による水の濁りの予測では、各対象季節（夏

季及び冬季）の平均的な場を予測対象とし、対象海域

で卓越している半日周潮（M2 分潮）を計算条件として

います。 

33 埋立に伴う潮流の変化により、ヘドロが堆

積してサンゴやその他の生物が埋没してし

まうのではないか。 

代替施設等の埋立てに伴う潮流の変化については適

正に予測評価しており、その結果を受けて海域の底質

の変化について「海域生物」の項目の中で考察してい

ます。 

その結果は準備書に詳細に記載しており、ヘドロの

堆積は起こらず、したがって、海域生物が埋没するよ

うなことはないと考えています。 
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(10) 地形・地質 

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 「地形の変化が局所的、さらに、重要な地

形・地質の一部が失われるが区域外にもある

ので問題はない」との評価は適切ではない。

本環境影響評価は法令等に基づいて適切な手法で

調査、予測及び評価等を実施しています。 

2 辺野古以外の砂浜の予測が行われておら

ず、海浜形状に変化が生じて元に戻らなくな

ると考えられる。 

海岸線の変化に対する主たる外力である波浪の変

化域を対象として、海岸線変化の予測シミュレーショ

ンを実施しています。 

辺野古地区の海岸及び代替施設北側のポケットビー

チ以外の瀬嵩や嘉陽などでは波浪の変化が予測されな

いため、海岸線の変化への影響もないと考えています。

そのため、事業実施区域周辺の一部おいて比較的顕

著な海岸線の変化が予測されますが、残された砂浜が

影響を受けて消失することはないと考えています。 

3 予測範囲を事業実施区域周辺に限定する

のは適切ではない。 

事業実施区域の規模を勘案して十分に広い範囲で

の調査・予測を行っています。 

4 海岸線の変化予測においては、地形変化に

作用する外力として汀線付近の波浪のみを

想定しているが、礁縁部での砕波によって引

き起こされる海浜流の作用も合わせて検討

する必要がある。 

また、海岸線変化の予測期間（10 年間）及

び海岸線変化の予測結果が適切ではない。 

海岸線の変化予測において用いた沿岸漂砂量算定

式は、波浪に起因する流れ（海浜流）による作用も考

慮しています。 

1980 年前後に辺野古漁港の防波堤築造により、辺

野古の砂浜の形状が変化したことが空中写真から観

察されますが、現在は系統的な変化がみられず、築造

後 10 年以内に海岸線の変化は収束したものと推定さ

れます。 

よって、代替施設本体及び作業ヤードの工事完了後

における海岸線変化の予測期間を 10 年としたこと

は、妥当であると考えられます。また、「海岸線の変

化」の予測は、数百年～数万年という地史学的変化を

対象としているものではありません。 

なお、過去の海岸線変化の再現性を検証したパラメ

ータを用いて予測を行っているので、予測結果は妥当

であると考えています。 

5 サンゴ礁礁原上の掃流砂を考慮した予測

が行われていない。 

掃流砂による地形変化については、サンゴ礁礁原上

に存在する砂浜の海岸線変化として評価しています。

6 底質の変化予測において海浜流の影響が

考慮されていない。 

底質が動き始めた後の移動については海浜流の影

響は大きいと考えますが、海底に定着していた底質を

動かす作用力としては、波浪の寄与が支配的であると

考えています。また、波浪から求めたシールズ数と現

地の中央粒径は比較的良好な相関性を有しており、シ

ールズ数を用いて底質変化を予測しました。 

7 海洋や大気における諸過程が及ぼす健康

被害をどのように数学モデル化したのかを

説明していない。 

海洋過程の数学モデルについては、準備書に記載し

ています。 

なお、健康被害については、環境影響評価の対象で

はないことから、準備書には記載していません。 

8 海岸線の変化に対する環境保全措置が示

されていない。 

準備書に記載したとおり、砂浜の一部において、海

岸線の変化により護岸との浜幅が小さくなる箇所が

ありますが、その後背地はほとんどが米軍提供施設で

あり、防災上の問題となる住居等は存在しないので、

保全措置は行わないこととしており、事業開始後、埋

立地完成後の砂浜の変化状況に応じて、後背地の護岸

の再整備などの保全措置を考慮します。 

なお、保全措置自体による環境に対する新たな影響

が発生する可能性もあり、埋立地完成後の砂浜の変化

状況に応じて対策を検討するものとし、当面の措置は

行わないものとしています。 
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(10) 地形・地質 
No. 意見の概要 事業者の見解 

9 埋立用材とする海砂の採取により海岸線

が変化するのではないか。 

埋立土砂の購入にあたっては、供給元における土砂

の採取による環境への影響に配慮されていることを

確認するなど、埋立土砂の調達に伴う環境への著しい

影響がないよう慎重に判断していくこととします。 

なお、採取にあたっての環境保全は、一義的には、

埋立用材の供給業者の責任で行われるものと考えて

います。 

10 埋立に伴う潮流の変化により、ヘドロが堆

積してサンゴやその他の生物が埋没してし

まうのではないか。 

代替施設等の埋立てによる地形変化に伴う潮流変

化の程度及び範囲については適切に予測・評価してお

り、その結果を受けて海域の底質の変化について「海

域生物」の項目の中で考察しています。その結果は準

備書に詳細に記載しており、ヘドロの堆積は起こら

ず、したがって、海域生物が埋没するようなことはな

いと考えています。 

 



4-4-56 

 
(11) 塩害 

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 台風、暴風雨のときの過去を含む影響調査が

行われておらず、埋立地の堤防ができた場合、

波当たりが強くなり、海水の飛沫の飛び方も大

きくなり、特に、台風や暴風雨時は、塩害が生

じる可能性が増大することを否定できない。 

台風時に東側の強風が吹き荒れた場合、過去にお

いても海岸林や内陸部樹林帯で強風や飛塩による

枯損等が発生しています。 

植物への塩害の影響は、特に降雨が少ない台風の

場合に起こりやすく、降雨によって葉面へ付着した

塩分や空中の飛塩の除去が小さくなるため塩害の

影響が大きくなる傾向にあります。 

台風時における代替施設の埋立地護岸による影

響は、埋立地南東側護岸についてはリーフ内に存在

するため、存在時でも主な飛来塩分発生源が現況の

発生源であるリーフエッジであると考えられ現況

とほとんど変わらないこと、また、リーフ外に飛び

出す北東側護岸においては発生源が現況よりも沖

合に移動することから、内陸への塩分飛来量は、少

なくとも現況程度以下に変動するものと考えてい

ます。 

2 護岸だけでなく、飛行場によって風向風速の

変わった条件で海面からの海水の巻き上げが

起こる事態も想定しなければならない。 

台風時に最も影響が大きくなると考えられる護

岸正面からの風波を想定して予測・評価を行ってい

ます。 

台風時における代替施設の埋立地護岸による影

響は、埋立地南東側護岸についてはリーフ内に存在

するため、存在時でも主な飛来塩分発生源が現況の

発生源であるリーフエッジであると考えられ現況

とほとんど変わらないこと、また、リーフ外に飛び

出す北東側護岸においても発生源が現況よりも沖

合に移動することから、内陸への塩分飛来量は、少

なくとも現況程度以下に変動するものと考えてい

ます。 

3 飛行場施設に台風が接近した場合，風向を変

えながら強風が吹走することになるが、飛行場

施設によって風向風速がどのように変化する

かを３次元的なモデルあるいは風洞実験の結

果は図示されていない。また、飛行場の「高さ」

の明示がなく、塩害の予測で高さが配慮された

形跡がない。 

台風時に最も影響が大きくなると考えられる護

岸正面からの風波を想定して予測・評価を行ってい

ます。 

台風時における代替施設の埋立地護岸による影

響は、埋立地南東側護岸についてはリーフ内に存在

するため、存在時でも主な飛来塩分発生源が現況の

発生源であるリーフエッジであると考えられ現況

とほとんど変わらないこと、また、リーフ外に飛び

出す北東側護岸においても発生源が現況よりも沖

合に移動することから、内陸への塩分飛来量は、現

況程度以下に変動するものと考えています。このた

め、３次元的なモデルあるいは風洞実験は行ってい

ません。 

なお、塩害についての検討は護岸高によるもので

なく沖縄の実績による飛来塩分到達距離にて予

測・評価しています。 
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(11) 塩害 
No. 意見の概要 事業者の見解 

4 事後調査及び環境監視の実施はしないこと

となっているが、事後調査及び環境監視をしな

ければ実際どのような影響があったかの検証

ができない。 

台風時における代替施設の埋立地護岸による影

響は、埋立地南東側護岸についてはリーフ内に存在

するため、存在時でも主な飛来塩分発生源が現況の

発生源であるリーフエッジであると考えられ現況

とほとんど変わらないこと、また、リーフ外に飛び

出す北東側護岸においては発生源が現況よりも沖

合に移動することから、内陸への塩分飛来量は、現

況程度以下に変動するものと考えています。 

このため、塩害については南東からの波浪の場

合、飛来塩分発生源が代替施設の存在とは関係のな

いリーフエッジであること、北東からの波浪の場

合、代替施設が現況より海岸へ張り出し飛来塩分

(大径塩粒子）が内陸に到達しにくくなるため、代

替施設による影響はないものと判断しています。 

このことから事後調査及び環境監視は行わない

こととしました。 

5 飛沫により農作物、山林及び家屋自動車、家

財等に甚大な塩害を引き起こすことは必定で

ある。住民の財産的被害が普天間飛行場代替施

設を建設することにより引起されるおそれが

ある。 

塩害については飛来塩分量の変化並びに農作物

並びに植物への塩害の可能性及びその程度につい

て予測・評価を行っています。台風時の内陸部への

飛来塩分量は過去の台風と同程度で変動し、代替施

設の埋立地護岸による飛来塩分量の変化は小さい

ものと考えています。 
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(12) 電波障害 

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 調査地点は影響が予測される余裕をもたせた

範囲とし、受信点をランダムに選び、いくつか

のアンテナ高さにおける電界強度を測定すべき

である。また、使用した画質評価尺度がテレビ

画質の妨害評価で広く使用されてきた 5 段階評

価尺度とは異なっている。 

既存文献調査では、他の飛行場の事例を調査

すべきである。 

電波障害の範囲は、事業実施区域を中心とした

広範囲の区域(宜野座村大久保地区～名護市安部

地区)からランダムに選び、いくつかのアンテナ高

さによる測定も併せて行っています。また、画質

評価基準は、本調査では、アナログについては、

「建造物によるテレビ受信障害調査要領（改訂

版）」（平成 13 年 8月(社)日本 CATV 技術協会）、

デジタルについては、「建造物によるテレビ受信

障害調査要領」（地上デジタル放送）＜暫定版＞

(平成 16 年 4 月(社)日本 CATV 技術協会)に準拠し

ており、アナログは 5 段階評価、デジタルは 3 段

階評価としています。 

2 基地機能強化による訓練の増加により、広範

囲にわたる電波障害を引き起こすことが予想さ

れ影響についても再評価する必要がある。また、

無線を利用した情報通信サービスについての予

測も必要である。 

電波障害の範囲は、事業実施区域を中心とした

広範囲の区域(宜野座村大久保地区～名護市安部

地区)を対象としています。 

テレビ電波以外の無線等の情報通信サービスに

ついても、障害が発生した場合には、事後調査に

より原因を明確にし保全措置を検討してまいりま

す。 

3 「デジタルのフラッター障害について定性的

に予測を行いました｣と記述されているが、定量

的な予測を実施し、環境劣化を評価する基礎デ

ータとすべきである。広域の伝搬を伴う現象に

ついては、伝搬過程の数学モデルを説明すべき

である。 

平成 22 年に辺野古局にてデジタル放送が開設

予定であり、対象地域の電波送信状況が変わるこ

ととなります。 

定量的な予測に必要な現況の電波送信状況が変

わることから、本予測では、定性的なものとして

います。 

4 ｢調査及び予測の結果、並びに右に示す環境保

全措置の検討結果を踏まえると、施設等の存在

及び供用による電波障害による影響について

は、事業者の実行可能な範囲内でできる限り回

避･低減が図られているものと評価しました｣と

記述しているが、論理のない評価である。 

平成 22 年に辺野古局にてデジタル放送が開設

予定であり、対象地域の電波送信状況が変わるこ

ととなります。 

定量的な予測に必要な現況の電波送信状況が変

わることから、定性的なものとして予測・評価を

行いました。 

5 保全措置は、車や携帯電話で使用する｢ワンセ

グ｣やデジタルラジオ･データ放送などの移動受

信も対象とすべきである。 

テレビ電波以外の情報通信サービスについて

も、障害が発生した場合には、事後調査により原

因を明確にし保全措置を検討してまいります。 
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(13) 海域生物 

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 準備書には、沖縄県文化環境部長が｢普天間飛

行場代替施設建設に係る環境影響方法書に対す

る追加･修正資料についての意見について｣(文

政第 819 号平成 20 年 3 月 4 日)で求めた調査地

域、地点、ライン等の設定根拠や、採取･捕獲し

た個体のサイズの記録や世代交代の記録がな

い。 

調査地域、地点、ライン等の設定の考え方につ

いては、「第５章 5.3 調査及び予測の手法の選定」

に記載しているとおりです。サイズ測定や世代交

代の状況については、調査目的から必要と判断し

た項目について実施しており、大浦湾奥部に生息

するスイショウガイについてはサイズ測定を、ま

たトカゲハゼについては成魚・幼魚の計数等によ

る世代交代の状況を把握しています。 

2 ウミガメ類の産卵が確認されている場所への

建設は行うべきではない。 

現地調査及び聞き取り調査の結果では、当該地

域におけるウミガメ類産卵場は嘉陽～前原にかけ

ての広範囲に分布しており、特に嘉陽地区及び前

原地区におけるウミガメ産卵が多い状況です。代

替施設供用後においても、本地域でのウミガメ類

の上陸・産卵は維持されると考えています。 

3 ウミガメ類の餌場である海草藻場への建設は

行うべきではない。 

当該地域におけるウミガメ類の餌場となる海草

藻場については、嘉陽地区、安部地区、辺野古地

区等に残存します。また、代替施設本体周辺部の

藻場については、その状況を事後調査によって把

握し、状況に応じ適切な対策をとることとしてい

ます。 

4 基地施設本体の枠内に、ウミガメ類、アジサ

シ類の繁殖場所が含まれており、生態系に重大

な影響を与える。保全すべきである。 

事業による影響を可能な限り低減するために、

各種の環境保全措置を講じることとしています。

また、場の消失等による、陸・海域への影響につ

いては、「6.19 生態系」で検討しています。 

5 夜間に上陸するウミガメは光を嫌う。進入灯

等は海面に向けた照射を避けるなど環境保全措

置を講じると言っているが、誘引性が低いとさ

れるナトリウムランプ等の使用を米軍に「周知

する」だけでは、米軍が使用する保障はない。

代替施設本体の供用時における夜間照明につい

ては、可能な限り海面に向けた照射を避けるとと

もに、ウミガメ類への誘引性が低いとされるナト

リウムランプ等の使用を、環境保全に配慮する主

旨とともに米軍へ周知を行います。 

6 ウミガメなど移動性の高い生き物は生息地域

が消滅しても個体の消失にはつながらないと評

価しているが、ウミガメが産卵できる自然海岸

が著しく減少している現状において代替施設に

よって生息域が失われることは種の保存の上で

は大きな影響を及ぼす。 

ウミガメ類については、生息域の一部が消滅し

ても周辺の生息可能な環境へ移動すると考えられ

るため、直接的な個体の消滅は生じないと考えて

います。 

なお、当該地域におけるウミガメ類の産卵場所

として適している自然海岸は、嘉陽地区や前原地

区等に多く分布している状況を確認しています。

7 ウミガメの産卵、ふ化の確認された場所での

調査を行い、結果を明らかにすべきである。 

ウミガメ類の平成 19、20 年度の調査結果は、準

備書に記載しています。工事中や供用後について

も同様の事後調査を実施し、ウミガメ類の上陸、

産卵、ふ化の状況について調査結果を関係機関へ

報告することとしています。 
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8 ウミガメの、種の保存についての調査が不十

分であり、埋立て後も存続できるとする理由の

説明が不十分である。 

当該地域におけるウミガメ類の餌場となる海草

藻場については、嘉陽地区、安部地区、辺野古地

区等に残存します。また、代替施設本体周辺部の

藻場については、その状況を事後調査によって把

握し、その結果に基づいて適切な環境保全措置を

講じることとしています。 

また、現地調査及び聞き取り調査の結果では、

当該地域におけるウミガメ類産卵場は嘉陽～前原

にかけての広範囲に分布しており、特に嘉陽地区

及び前原地区におけるウミガメ産卵が多い状況で

す。代替施設供用後においても、本地域でのウミ

ガメ類の上陸・産卵は維持されると考えられるた

め、ウミガメ類の種の絶滅等は生じないと考えら

れます。 

9 ウミガメは神経質であり、飛行場予定域が現

状でウミガメ類の主要な上陸箇所ではないとい

うのは、米軍が日常的に水陸両用装甲車で訓練

しているからである。 

現地調査結果は、現在の状況を反映したもので

あり、その結果として代替施設本体予定地内の海

浜はウミガメ類の主要な上陸箇所ではないと考え

ています。 

10 ウミガメ類については作業船との衝突の可能

性があり、改変区域内では重要な種の個体や生

育域の消失が生じるなど、影響の可能性を認め

ながら、「事業者の実行可能な範囲内でできる

限り回避・低減が図られている」と逃げている。

また、「生育分布状況が明らかに低下してきた

場合には必要に応じて専門家などの指導・助言

を得て、生育基盤の環境改善による生育範囲拡

大に関する方法を検討し可能な限り実施する」

とあるが、生育分布状況が明らかに低下してき

てからでは遅い。 

事業の実施による影響を可能な限り低減するた

めに、各種の環境保全措置を講じることとしてい

ます。これにより、事業者の実行可能な範囲内で

できる限り回避・低減を図っていると判断してい

ます。環境保全措置の実施については、必要に応

じて専門家等の指導・助言を得て、適切に判断し

てまいります。 

11 ウミガメ類へは現状でも米軍演習の影響はあ

るが、建設後の影響はどの程度増加するのか。

代替施設本体周辺での供用時のウミガメ類への

影響については、騒音の発生により行動範囲が変

化するおそれがあると予測しています。 

12 代替施設本体予定地内においてウミガメ類の

産卵が確認されているが、この場所を「ウミガ

メ類の産卵の可能性が低い場所」としているの

は恣意的であり、非科学的である。 

現地調査及び聞き取り調査の結果では、当該地

域におけるウミガメ類産卵場は嘉陽～前原にかけ

ての広範囲に分布しており、特に嘉陽地区及び前

原地区におけるウミガメ類の産卵が多い状況で

す。準備書に記載しているとおり、代替施設本体

予定地内において１例のみウミガメ類の産卵を確

認していますが、嘉陽地区及び前原地区と比較す

ると、この部分の海浜の利用頻度は相対的に少な

いことから、「産卵の可能性が低い場所」として

います。 

13 飛行機の運航による騒音の影響について、騒

音レベルが上昇しウミガメ類の行動範囲の変化

が生じる可能性を認めながら、飛行場周辺では

ウミガメ類の上陸、産卵は可能であるが好適で

はないとし、影響は小さいかのように論じるの

は公正ではない。 

現地調査及び聞き取り調査の結果では、当該地

域におけるウミガメ類産卵場は嘉陽～前原にかけ

ての広範囲に分布しており、特に嘉陽地区及び前

原地区におけるウミガメ産卵が多い状況です。こ

のため、代替施設周辺でのウミガメ類の利用は現

状でも相対的に少ないと考えられることを踏まえ

て評価を行っています。 
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14 図-6.13.1.64 ウミガメ類の上陸確認位置は、

表-6.13.1.61 ウミガメ類の上陸調査結果が示す

ウミガメの卵が確認された合計 9 カ所の地点の

一つが、キャンプ・シュワブの砂浜にあること

を示している。これを受けて（p.6-13-342 のｊ）

採餌及び回遊の状況は、辺野古弾薬庫下もウミ

ガメの産卵地として良好な場所であるとしてい

る。 

ところがウミガメの採餌・産卵に適した砂浜

の分布状況を示した図-6.13.1.67 では、キャン

プ・シュワブの砂浜は、ウミガメ類の産卵の可

能性が低い場所に色分けされていれている。そ

の理由は、「上陸記録は複数あり、産卵・孵化

が一度記録されている。辺野古崎の周辺は沖側

に岩礁帯があり上陸が困難な可能性がある。ま

た、近傍に照明も多い。辺野古漁港付近では人

の活動が盛んである｣というものである。 

｢可能性が低い｣という結論が先にあり、観測

結果を無視したものである。 

ウミガメの採餌・産卵に適した砂浜の分布状況

を示した図-6.13.1.67 は、「採餌及び回遊の状況

は、辺野古弾薬庫下もウミガメの産卵地として良

好な場所である」という結果を踏まえ、弾薬庫下

のビーチについて「ウミガメ類の産卵の可能性が

高い場所」に色付けしています。この「辺野古弾

薬庫下」の砂浜と、「キャンプ・シュワブの砂浜」

は別の箇所であり、準備書の記載における矛盾は

ないと考えています。 

15 ウミガメは辺野古付近で産卵孵化することは

ないと述べられているが、それらは確実なもの

か。ウミガメ類が産卵しにくい場所でも、実際

は産卵場所であったりする場合もある。 

産卵場であるかどうかについては、現地調査結

果を基に、上陸産卵の可能性が高いか低いかの判

断を行っています。現地調査の結果、ウミガメ類

は辺野古付近で１例のみ産卵が確認されました

が、嘉陽地区及び前原地区と比較すると、この部

分の海浜の利用頻度は相対的に少ないことから、

「産卵の可能性が低い場所」としています。 

16 「飛行場周辺のレベルが上昇しウミガメ類の

行動範囲の変化が生じる可能性を予測しまし

た」とあるが、評価結果、保全措置の記述がな

い。 

環境保全措置は、事業者の実行可能な範囲内で

できるかぎり実施する方針としています。なお、

ウミガメ類の行動範囲については、変化状況を把

握するために、嘉陽地区から松田地区にかけて調

査対象とした全域で、上陸・産卵状況の事後調査

を実施します。 

17 大浦湾をはじめ、辺野古海域一帯は豊かなウ

ミガメの生息地であり、一帯の砂浜はその産卵

地である。 

ところが、基地からの照明や、砂浜の変化で、

広い範囲で産卵地への影響が危惧される。 

現地調査及び聞き取り調査の結果では、当該地

域におけるウミガメ類産卵場は嘉陽から前原にか

けての広範囲に分布しており、特に嘉陽地区及び

前原地区におけるウミガメ産卵が多い状況です。

代替施設供用後においても、本地域でのウミガメ

類の上陸・産卵は維持されると考えられるため、

ウミガメ類の種の絶滅等は生じないと考えられま

す。また、事業による影響を可能な限り低減する

ために、各種の環境保全措置を講じることとして

います。 

18 海砂採取によって海浜環境が悪化すると、ウ

ミガメの産卵場所もなくなるのではないか。 

埋立土砂の購入にあたっては、供給元における

土砂の採取による環境への影響に配慮されている

ことを確認するなど、埋立土砂の調達に伴う環境

への著しい影響がないよう慎重に判断していくこ

ととします。 

なお、採取にあたっての環境保全は、一義的に

は、埋立用材の供給業者の責任で行われるものと

考えています。 
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19 準備書は海域の消失を前提としており、他の

場所でウミガメ類の存続が維持されるとしてい

るが、「海岸はすべてつながっている。もっと

広い視野で変化をとらえるべきだ」との指摘も

ある。 

影響予測の前提条件は、代替施設等の建設工事

及び存在・供用としています。対象地域には嘉陽

地区や前原地区等、ウミガメ類の上陸産卵に適し

た自然海岸が残っており、これらの海岸へのウミ

ガメ類の上陸状況等については、工事中や供用後

において事後調査を実施し、その状況について注

視することとしています。 

20 潮流の変化により、現在ある砂浜が大きくけ

ずられるおそれがあるといわれている。ウミガ

メの産卵などに与える影響は大きい。 

海浜地形の変化予測では、砂浜形状が変化する

箇所は限定的であり、また変化後においても砂浜

は残存すると予測しているため、ウミガメ類の産

卵等へ与える影響は少ないものと考えています。

21 保全対策としてウミガメ類に対し誘因性が低

い照明を使用、とあるが、この記述はウミガメ

類の存在の可能性を認めているのではないか。

ウミガメ類が代替施設本体周辺に遊泳してくる

可能性は十分にあることから、影響の低減を目的

として保全措置を講じることとしています。 

22 主要な上陸箇所の航空機騒音のレベルが「相

対的に低い」という抽象的な表現がされている

が、影響は相対的に評価されるものではなく、

騒音の程度について個別に評価されるものであ

る。「相対的」ではなく、影響を与える閾値を

十分に研究・検証し、定量的な予測と評価を行

うことが必要である。 

主要な上陸箇所の航空機騒音レベルは相対的に

低いと考えていますが、ウミガメの上陸状況等に

ついて事後調査を実施し、その状況について注視

することとしています。 

23 工事用船舶が航行する場合、ウミガメが接近

することを見張りで観察し、衝突を回避すると

いうが、潜っていることもあり、可能と思えな

い。 

工事用船舶との衝突は、ウミガメが水面を遊泳

している場合に生じると考えています。このため、

見張りにより発見することで、衝突の回避を行う

こととしています。 

24 海域調査で確認された魚卵の 61%～74.3% 

(p.6-13-10、p.6-13-41)、稚仔魚の 13.4%～20.2% 

(p.6-13-56)は同定されていないままである。 

魚卵、稚仔魚については、現在の知見では学術

的にも、すべての魚卵及び稚仔魚を種レベルまで

同定することは不可能です。今回の調査では、最

新の知見に加えて孵化実験等も併行実施して、可

能な限り種の同定に努めました。 

25 長島沿岸域は魚の産卵が最も多く観察されて

いるが、新基地による潮流の変化の影響が考察

されていない。 

長島付近は代替施設本体の近傍であり、海域生

物の生息環境が変化する可能性があることから、

周辺域を含めて事後調査及び環境監視調査により

変化の状況を継続的に把握し、必要に応じて適切

な環境保全措置を講じてまいります。 

26 水の汚れ、潮流の変化でサンゴや熱帯魚、ジ

ュゴンにとって大切な海草藻場等への影響等が

ないか調査すべきである。 

水の汚れや潮流の変化については準備書に示し

たとおりであり、著しい変化はなく、サンゴや熱

帯魚に対し大きな影響はないと考えています。 

27 新聞報道によると、準備書で記載のないネオ

ンテンジクダイが大浦湾で見つかった。緻密な

調査が必要ではないか。 

調査対象の全域について、生息するすべての種

をくまなく記録することは困難であると考えてい

ますが、既に現地調査により多くの種を確認して

おり、環境影響評価のための調査として必要な情

報は得られていると考えています。なお、調査に

より確認していない種の分布状況については、文

献資料等を収集する中で把握していくものとして

います。 
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28 準備書全体を通じて掲載されている生物種は

多いものの、新たに発見されたウミサボテンに

共生しているカニの 1 種、ミカドウミウシ、ウ

ミコチョウの 1 種など掲載されていない種が存

在する。 

調査対象の全域について、生息するすべての種

をくまなく記録することは困難であると考えてい

ますが、既に現地調査により多くの種を確認して

おり、環境影響評価のための調査として必要な情

報は得られていると考えています。なお、調査に

より確認していない種の分布状況については、文

献資料等を収集する中で把握していくものとして

います。 

29 海域生物の調査対象は上位種、典型種、希少

種を調査するとされているが、ウミウシの調査

が全くなされていない。 

大浦湾生き物マッププロジェクト作成の「大

浦湾」に掲載されている、パイナップルウミウ

シ、ミカドウミウシ等も掲載されていない。 

本件調査は、海底微小生物に関する調査がま

ったくなされていない。海洋生態系の調査とし

ては、極めて不十分であるといわざるを得ない。

ウミウシ類については生態系を構成する生物相

を把握する目的で実施したインベントリー調査に

おいて対象とし、その結果を準備書に記載してお

り、パイナップルウミウシ、ミカドウミウシ共に

記録しています。このように、海域生態系の調査

として実施したインベントリー調査では、平成 20

年度の現地調査において、海藻類 223 種、海草類

14 種、サンゴ類 311 種、底生動物 1,736 種、魚類

808 種、爬虫類 7 種、合計 3,099 種を確認してい

ます。 

30 辺野古沿岸域及び大浦湾での学術調査によ

り、この地域に生息する貝は、1,000 種を超える

とされている。日本初記録も 8 種類確認され、

世界で 1 属 1 種のサンゴウラウズも確認されて

いる。また、過去の台風時に 840 種の貝が採取

され標本として保存されている。これらの調査

と保全措置に対する記述が全くない。 

学術調査等の結果については、「第 3章 対象事

業が実施されるべき区域及びその周囲の概況」に

記載しています。サンゴウラウズは、昭和 56年の

原記載以降の再発見が無い種であり、今回の現地

調査においても確認されていません。分布する種

の保全の検討は、現在分布が確認されている種に

対して影響を予測し、保全の必要性があるものに

ついて行うこととしています。 

31 底生動物調査に関しては、調査精度が格段に

あがり、日本新記録種と考えられる複数種を含

み、これまで琉球列島から知られていなかった

種もかなり確認されている。 

これら調査結果は当地域の生物の多様性を示

しているがそれらの評価がない。各種のレッド

リストに基づいた結果においても多くの種が確

認されているにもかかわらずその評価もなされ

ていない。調査結果を真摯に直視するならば「そ

のままの環境を保全すべき」ということになろ

う。 

また、調査によって得た標本は、研究者との

調整の上、博物館等で一括して保管されるべき

である。 

現地調査結果により確認された種を踏まえ、重

要な種の抽出及び生態系の検討を行っており、そ

れらを対象とした予測評価を行っています。 

調査によって得られた標本は、当面、事業が完

了するまでは、工事関係資料として、事業者が保

管し、その後の扱いについては関係機関と協議し、

検討したいと考えています。 

32 辺野古崎と平島・長島の礁原上の間を抜ける

海水の動きと大浦湾西岸側の深場が、この海域

の環境を特徴づけるものである。 

この場が埋立てによって改変されるにも関わ

らず、消失する深場の海草や底生生物などにつ

いて十分把握していないことは大きな欠陥であ

る。 

潜水士による調査・観察が困難な 20m 以深の海

藻草類については ROV による調査を、底生生物に

ついては採泥器による調査を実施しています。 
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33 「6-13 海域生物」と「6-15 海藻草類」では、

海草類（種子植物）のウミジグサ類、ウミヒル

モ類の分類の整合性がとれていない。 

それぞれ文献を掲載していないため、新しい

分類の知見をどこまで反映しているのか不明確

である。 

海草類の同定は、両調査ともに「日本海草図譜」

（平成 19年、大場・宮田 著）を参照しています。

「6.13 海域生物」と「6.15 海藻草類」で表記が違

っているのは、それぞれの調査の調査目的が異な

ることから、調査方法に相違があるためです。す

なわち、前者は主にサンプルを採取しての室内分

析、後者は主に潜水目視観察記録によっており、

ウミジグサ類やウミヒルモ類などの小型海草類の

種名の相違は、それら記録手法の違いによるもの

です。なお、「6.13 海域生物」における重要な種

の評価では、「6.19 生態系」のインベントリー調

査で記録された海草類も含んでおり、重要な種以

外の海草類を含めて種名を掲載しています。 

34 基地建設により生活排水や騒音、夜間照明等

の問題が出てきて、ウミガメ類やアジサシ、ジ

ュゴンへの影響が生じる。 

代替施設本体からの排水については、処理施設

において適切に処理する計画です。その他、各種

の環境保全措置を講じることで、ウミガメ類やア

ジサシ、ジュゴンへの影響を低減できると考えて

います。 

35 埋立による大量の土砂、広大な建設面積、長

い工期でジュゴンはもとより、ウミガメ、サン

ゴ海藻草類に与える悪影響は破壊的である。 

埋立区域は、藻場やサンゴ類への影響等の環境

影響を総合的に判断し、考慮して決定しています。

36 辺野古川の河口干潟にはイソシギやシオマネ

キなどの生物が生息している。このような干潟

を保全してほしい。建設計画を中止してほしい。

辺野古川河口干潟に生息する生物について移植

等の環境保全措置を講じることとしています。 

37 海砂採取によってサンゴが死滅し、稚魚の成

育の場がなくなる。 

埋立土砂の購入にあたっては、供給元における

土砂の採取による環境への影響に配慮されている

ことを確認するなど、埋立土砂の調達に伴う環境

への著しい影響がないよう慎重に判断していくこ

ととします。なお、採取にあたっての環境保全は、

一義的には、埋立用材の供給業者の責任で行われ

るものと考えています。 

38 埋立工事による水質悪化により、どのような

影響があるか調査結果を正しく報告してほし

い。 

工事中の水の汚れ、水の濁りについては、環境

監視調査を行い、その調査結果を関係機関等へ報

告することとしています。 

39 海上ヤードについては、工事後に撤去すると

しても、その建設工事、使用状況、撤去と海底

への影響は大きいと考えられることから、現在

の影響予測は不十分と思われる。 

海上ヤード予定地域は、工事中から環境監視で

の浮遊物質量調査及び事後調査での海域生物の生

息生育状況調査を実施し、撤去後にはこれらの環

境が設置前の環境及び周辺の環境と同様になるか

どうかについて、事後調査によって観察を行うこ

ととしています。 

40 海上ヤード撤去によって生じる「水の濁り、

堆積の程度は予測不明」としているのに、海洋

生物の生息生育環境の変化はほとんどない」と

されている。 

不明がどうして「変化ない」と言えるのか。

不明は不明である。 

重要な種に対する水の濁りについての許容値は

明らかでないこと、海上ヤード設置及び撤去にお

ける期間はそれぞれ 1 カ年と 5 カ月間であること

から、影響の程度は不明としており、一部につい

て生息・生育環境が変化するおそれがあると予測

されることから、環境監視での浮遊物質量調査、

事後調査での海域生物の生息生育状況調査を実施

することとしています。なお、水の濁りについて

「変化はほとんどない」と記載しているのは、嘉

陽～安部地先、大浦湾東部、大浦湾奥部の海岸部、

辺野古地先、豊原～松田地先を指しています。 

41 代替施設本体からの排水が辺野古川、大浦川

を逆流し、河口のマングローブと生物への影響

が懸念される。 

水質の変化は局所的であり、変化値も小さいと

予測されていることから、河川への影響はないも

のと考えています。 
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42 飛行場施設からの大量の雨水を海に放出する

ことによる海洋生物への影響については、何の

配慮も行われていない。 

供用時における水質予測によると、塩分の変化

は小さいものと予測されています。 

43 汚濁防止膜の範囲内とは、どこを指すのか。

また、その効果はどの程度なのか。もっと詳し

い情報を明確にすること。 

汚濁防止膜の範囲とは、工事実施箇所から汚濁

防止膜を見た内側としています。効果の程度（濁

度の分布）については、準備書に記載していると

おりです。 

44 「重要種」のみを選んで影響を予測している

が、多様性について、また他の海域と比較して

評価と影響予測を行うべきだ。 

海域生物の予測は、学術的な貴重性の観点によ

る「重要な種」と、多様性等の観点による「生態

系」を対象として行っています。アセスメントに

おける調査及び予測の対象範囲は事業実施区域周

辺であり、他の海域との比較等は対象としていま

せん。 

45 事業実施区域内でも海域生物の重要な種が多

く見つかっていることから、事業自体を中止す

べきである。 

水の濁りや堆積により生息生育環境の一部が

変化するおそれがあると予測されており、その

対策も不十分で解決策となっていない。 

事業実施区域内は工事の実施前に移植を行うな

どの環境保全措置を講じます。 

水の濁り等の状況については事後調査を実施す

ることで環境の変化に注視していくこととしてい

ます。 

46 重要種の分布位置を表示していないのは、デ

ータの隠蔽であり、正しく評価することを妨げ

るものである。 

縦覧用の準備書については知事意見を踏まえ、

重要な種の保護の観点から種の確認位置ではなく

確認範囲として示したものです。 

47 埋立地にも稀少な生物が住み着いている。こ

のような稀少生物の保護、種の保全について科

学的な見知に基づきどのような対策をとるのか

明らかにされたい。 

改変区域内に生息する底生動物のうち、主に自

力移動能力の低い貝類や甲殻類の重要な種につい

ては、埋立工事の着手前に、現地調査時に重要な

種の生息が確認された地点及びその周辺におい

て、可能な限りの人力捕獲を行い、各種の生息に

適した周辺への移動を行う計画です。 

48 ｢注目すべき生息、生育地の分布は、確認され

なかった｣から海を埋立てて飛行場を建設して

も差し支えないという結論になっている。 

サンゴは該当しないのか。サンゴこそサンゴ

礁をつくり、沖縄の島々を生み出した母親のよ

うな存在である。 

「注目すべき生息地、生育地」とは、天然記念

物等（法律、条約及び条例等）によって指定され

ている、生息地・湿地・保護区等を指します。調

査対象としている海域においては、これらによる

指定はありません。 

なお、準備書に記載しているとおり、当該海域

の特徴として、大浦湾奥部にはトカゲハゼやクビ

レミドロの生息・生育する泥質干潟があり、辺野

古地先及び嘉陽地先には海藻草類藻場が分布し、

また大浦湾にはサンゴ類の群生が存在します。 

これらについては、注目すべき種としてのトカ

ゲハゼ及びクビレミドロ調査、海藻草類の分布状

況調査、注目すべきサンゴ群生の調査として調査

結果を整理しています。 

49 貝類や甲殻類の重要な種の移植についての具

体的な方法の検討や効果予測を行い、その内容

を明らかにすべきである。 

重要な種の移植等の具体的な手法については、

専門家等の意見も踏まえ詳細を検討してまいりま

す。 

50 海中に及ぶ航空機騒音の測定がなく、それに

基づく影響予測がなされていない。また、工事

中の水中音に係る海域生物への影響の予測・評

価が記載されていない。 

水中への航空機騒音については調査を実施して

いませんが、水中騒音については現地調査を行い、

水中騒音の発生による海域生物への予測・評価を

実施し、準備書に記載しています。 
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51 要約書の評価結果のうち、海域生物の重要な

種に及ぼす影響については、「事業者の実効可

能な範囲内でできる限り回避・低減が図られて

いるものと評価した。」と結論づけている。こ

れは海域生物の生息・生育状況の影響を正しく

調査されていないものである。 

現地調査により確認した調査結果を基にした影

響予測、環境保全措置を講ずることを踏まえ、事

業による影響を予測評価しています。 

52 大きな基地建設によりあれほど大きな構造物

ができるのに、大浦湾の希少な海洋動植物への

影響がないと言い切れるのか。 

事業による生じる影響をできる限り低減するた

めに各種の環境保全措置を講じると共に、大浦湾

等での環境変化を監視するための事後調査及び環

境監視調査を実施していくこととしています。 

53 陸域の工事により赤土の流出があり、底生動

物への影響が考えられる。 

赤土については「沖縄県赤土等流出防止条例」

等に基づき適切に処置し、海域への影響を低減す

ることとしています。 

54 埋立ての影響はすぐには現れなくても、次第

に近傍から遠方へと波及していく可能性が高

く、事後調査の結果で悪影響が明らかになった

としても十分な対策はとれず、形式的対策にな

りがちである。 

事後調査は工事の実施中から実施し、環境の変

化を適時把握していくものとしています。 

55 埋立工事による海底消失及び土砂による海水

汚濁、工事及び船舶航行による音響、それぞれ

が動植物に与える影響が明らかでない。 

海域生物に対する、埋立工事に係る影響の予測

結果については、準備書に記載しています。 

56 「事業者の実行可能な範囲内でできる限り回

避・低減が図られている」という評価は具体性

に欠けており、無意味である。明確な数値目標

を設定すべきである。 

事業の実施に係る環境影響評価における「評価」

とは、まず事業者自身が環境影響の回避・低減を

図っているかを観点として行う必要があり、環境

影響評価法等の趣旨に則ったものです。 

57 沖縄県環境基本計画の各指針そのものが具体

性を欠いており、沖縄の希少な海域生物の保全

を達成するための基準または目標としては全く

不十分である。 

それらに整合しているということをもって、

建設事業が環境に与える影響に問題がないとい

う判断は不適切。 

「沖縄県環境基本計画」は、「豊かな自然環境

に恵まれたやすらぎと潤いのある沖縄県」の実現

に向け、具体的な各種の環境の保全及び創造に関

する施策を総合的かつ計画的に推進していくこと

を目標とし策定されたものと承知しており、数値

を使った基準の存在しない項目についてはこれを

基準又は目標とすることは妥当であると考えてい

ます。 
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1 サンゴ類の調査ラインの方向について、方法

書に対する意見で代替施設建設予定地の長辺方

向でも行うべきであるとあったが、長辺方向で

の調査は行われていない。 

この方向は東西とも進入灯が追加して計画さ

れており、海底面への杭打ち打ち工事が予定さ

れているため、綿密なサンゴ類の再調査が必要

である。 

代替施設本体周辺における調査ラインの設定

は、知事意見を踏まえ 100m 間隔で重点化し設置し

ています。また、マンタ法によりサンゴ類の平面

的な分布の状況を補完的に把握しています。 

これらの調査によって、サンゴ類の分布状況に

ついては概ね把握できていると考えています。 

2 サンゴ類の被度を示す調査結果では写真を添

えて客観的に示すべきである。 

サンゴ類の被度は、観察による記録手法を事前

に周知した潜水調査員によって、客観的なデータ

を取得しています。 

調査結果の提示方法については、貴重な意見と

して承ります。 

3 台風による海水温上昇の低減効果の変化及び

懸濁物質の掃流効果の変化について予測してい

るが、調査を実施した年には台風は 1 度も来て

いないため科学的でない。 

平成 20 年度調査において、沖縄島への台風の通

過はありませんでしたが、接近時の高波浪データ

を観測しており、予測評価に必要なデータは得ら

れたと考えています。 

4 この10数年における開発及び海水の温暖化に

よる消失面積についての言及がない。 

準備書では、事業実施区域の周辺海域について

の調査結果を示しており、過去の分布状況につい

ては、当該地域における平成 9年及び平成 12年の

状況について掲載しています。 

5 サンゴ類は被度 5%以下であっても十分な価値

があり、評価すべきである。 

調査結果の整理及び影響予測の検討において、

一定水準以上の被度について扱うこととしてお

り、被度 5%以上について評価対象としているもの

です。 

6 サンゴ類の産卵は夜であるため、夜間調査を

行いデータをとるべきである。 

サンゴの産卵は夜間に行われますが、サンゴ類

の生息としては幼体の着床状況の把握が重要と思

われます。 

このため、着床具を用いた現地調査により、当

該海域のサンゴ類の幼群体加入状況を調査してい

ます。 

7 サンゴの産卵は、産卵時の気候条件や潮流に

依存することが多く、2年間の調査でサンゴの加

入が少ないと判断するのは非科学的である。 

現地調査を行った平成 20年度、及び同様の手法

で行った平成 19 年度の調査結果では、サンゴ類の

加入は少ない状況でした。 

当該海域のサンゴ類の被度を勘案しますと、こ

の調査結果で得られた傾向は、実際の状況を反映

しているものと考えられます。 
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8 サンゴの専門家の意見として、サンゴ幼生の

加入量の少ないことが沖縄島東海岸の共通した

現象であるとあるが、沖縄島東海岸の泡瀬干潟

には良好なサンゴ群集が発達し毎年ミドリイシ

類の産卵が確認されており、東海岸の奥でもミ

ドリイシ類を中心としたサンゴ類が良好に発達

している。 

これらの海域のどのような調査結果をもって

東海岸の特徴と言えるのか疑問である。また、

幼生加入の実態よりサンゴが自然に再生する可

能性が極めて低いとしているが、これも研究者

の見解やリーフチェック調査の結果によるサン

ゴの回復度という事実とも相反する見解であ

る。 

10 年前の 1998 年には高い被度を記録してお

り、速度が遅いながらも自力で回復しようとし

ている。 

現地調査の結果、辺野古地先や大浦湾周辺では

ミドリイシ類の被度が低い傾向にあることが把握

されており、一つの特徴であると考えられます。

また、着床具を用いた調査によると幼生加入は極

めて低いと考えられることから、この結果を踏ま

えると自然に再生する可能性は低いと考えている

ものです。 

9 着床具の調査において、多くの種類のサンゴ

の産卵を待たずに着床具を移動させた場合、幼

生の定着状況をはかったことにはならない。 

準備書によると、7 月の満月を待たずに着床

具を移動させており、埋立区域周辺のサンゴの

幼生の分布状況を把握できていないことにな

る。 

連結式の着床具が台風の影響を心配して事前

に移動する必要があるならばこの装置は不適切

であり、異なるタイプの着床具を用いるべきと

考えられる。 

着床具は、「図-6.14.1.8（2） サンゴ類の現地

調査概況」に示していますように、１箇所につき

２基設置しています。台風等の波浪の影響による

破損を避けるため、１基は大浦湾内に移設しまし

たが、もう１基はそのままの箇所に設置していま

す。後者が破損等していない場合はこちらから試

料を採取していることから、埋立区域周辺のサン

ゴ幼生の分布状況は把握できていると考えていま

す。 

10 世界規模で最も長く続けられているサンゴ礁

モニタリング調査であるリーフチェック調査の

データや自然保護団体の調査結果をまとめた大

浦湾生き物マッププロジェクト報告書が文献の

リストに含まれていない。 

リーフチェック調査は調査地点が少ないなが

らも、最も長く続けられている調査であるため

調査結果を引用しない理由を明確に示してほし

い。 

リーフチェック調査についてはホームページに

掲載されている情報を把握しています。 

サンゴや生物の分布等の情報の既存文献として

は、出版刊行された印刷物を対象としています。

刊行された資料である「大浦湾生き物マッププ

ロジェクト 報告書」については、海生生物の生

息・生育状況に関わる既存文献として準備書に掲

載しています。 

11 埋立による消失区域内のサンゴに関しては消

失分を面積で表されているが、その周辺海域に

関しては被度でしか表されていない。 

広大に広がる礁斜面のサンゴの分布状況を示

すには被度が適切かと思われるが、大浦湾のよ

うにパッチ状にサンゴ群集が広がっている場合

には被度ではなく面積で表すのが定量的で間違

いのない方法であると思う。 

被度は調査方法によっては調査者の主観によ

り大きく異なる方法でもあるため、調査者間の

誤差をなくすためにも客観的な指標である面積

による算出方法を導入してほしい。 

埋立消失区域内のサンゴ類の面積は、被度区分

毎の面積として算出しているものです。 

サンゴ類の生息範囲の現況面積及び消失面積

は、準備書に示すとおりです。 
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12 埋立区域内には注目すべきサンゴ群生は存在

しないとあるが、埋立区域内のサンゴ群生の調

査はどのようにして実施したのか。 

存在したサンゴ群生について位置と大きさを

示し、それらが注目すべきサンゴ群生でないと

評価した根拠を示して欲しい。 

注目すべきサンゴ群生とは、マンタ調査、ライ

ン調査、スポット調査等の結果を総合的に勘案し、

比較的規模の大きいサンゴ群生について挙げてい

るものです。 

13 潮流の変化でサンゴ類が死滅するおそれがあ

る。 

水象の予測結果で示していますように、代替施

設本体の存在による潮流は、大局的には変化が小

さいため、それによるサンゴ類への影響はないも

のと考えています。 

14 護岸施設での燃料搬入の際の燃料漏れがサン

ゴ類に及ぼす影響を調査すべきである。 

予測項目としては、供用時の定常状態における

環境への負荷を対象としており、燃料漏れ等の事

故の類については環境影響評価の対象ではないこ

とから、準備書には記載していません。 

15 辺野古崎にはサンゴ類の生息ポイントがあ

り、準備書では影響はないと判断しているが、

不明な点が多すぎる。 

今あるサンゴを損なうととりかえしのつかな

い結果になるため、科学的に時間をかけ、科学

者や地元の意見をもっと尊重すべきと考える。

辺野古崎周辺のサンゴ類が高被度で生息してい

る場所は、辺野古地先のリーフ外に面した部分と

なっています。 

この部分は埋立等による消失はなく、潮流の変

化等も小さいため、影響はほとんど生じないと考

えています。 

16 代替施設の建設によって大浦湾内部のサンゴ

群集と代替施設の南西側に発達しているサンゴ

群集が分断され、両者に影響を与えてしまうこ

となどを評価しておくべきである。 

大浦湾は閉鎖性が強い海域であるため、その

ような評価は重要である。 

大浦湾は海水の交換も十分にあり、閉鎖性が強

い水域とは考えていません。 

代替施設本体によって一部のサンゴ類は消失し

ますが、現状でも連続して分布している状況では

ないため、サンゴ群集の分断という側面での検討

は行っていません。 

17 代替施設の建設工事は貴重なサンゴ類に対し

て重大な影響を与えると考えられる。 

現地調査結果を基に影響予測をした結果を準備

書に記載しています。調査及び予測の結果、並び

に環境保全措置の検討結果を踏まえると、工事の

実施によりサンゴ類に及ぼす影響については、事

業者の実行可能な範囲内でできるかぎり回避・低

減が図られていると考えています。 

18 消失するサンゴの影響は軽微としているが、

それは白化現象で激減した状況での判断をもと

にしたものであり、もともと良好なサンゴ礁域

があり回復してゆく豊かなサンゴ礁があること

を無視している。 

影響予測については、現在の状況に対する影響

の程度を検討しています。 

19 辺野古川河口での作業ヤードの設置は、水質

の浄化作用を大きく損ね、サンゴ礁等の生息に

悪影響を与えると考えられる。また、埋立てに

より辺野古リーフ内の面積は大きく縮小され水

温の上昇が予想され、サンゴの白化をまねきや

すい環境になる。 

さらに、大浦湾の潮流の変化による水温の上

昇などによってサンゴ礁の白化を招きかねな

い。 

水の汚れの予測結果によると、辺野古川河口部

（河口内）では水質の変化が生じますが、隣接す

るリーフ内での変化はほとんど生じません。 

また、辺野古リーフ内の水温予測結果によると、

冬季に最大 0.4℃程度の上昇が局所的にみられま

すが、白化現象が生じると考えられる夏季には最

大でも 0.2℃程度の局所的な上昇であり、これら

によるサンゴ類の生息への影響はほとんど生じな

いと考えています。 

20 大浦湾の海上ヤードの設置位置周辺にはサン

ゴ群生があるのではないか。 

海上ヤードによりサンゴ群生を破損しないこ

とを示してほしい。 

海上ヤード予定位置の海底は細砂～砂泥質であ

り、サンゴ類の群生は存在しません。 

また、近傍となる塊状ハマサンゴ属群生への影

響を考慮し、海上ヤードの位置を移動させるなど

の配慮を行っています。 

よって、海上ヤードによるサンゴ群生の破損は

生じないと考えています。 
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21 サンゴを保全してほしい。大浦湾のアオサン

ゴ群生、辺野古沖のダイオウサンゴ群生を死滅

させないでほしい。 

予測結果を準備書に記載していますとおり、大

浦湾東部のアオサンゴ群生、及び辺野古地先（リ

ーフ外縁）のダイオウサンゴ群体については、事

業の影響により死滅するようなことは生じないと

考えています。 

22 埋立海域のサンゴ類を移植するとしている

が、海のような開放系では二ッチが空いている

ことはなく、移植は原理的に意味がない。また、

埋立海域に匹敵するほどの巨大な二ッチを人工

的に造成することは不可能である。 

移植先の生態系に影響を及ぼすことはない

か。 

埋立区域内に生息するサンゴ類は比較的少ない

状況ですが、やむを得ず消失することになるサン

ゴ類の移植先については、移植作業の開始前に実

施する踏査により決定します。 

当該海域にはサンゴ類の生息環境として適して

いるものの被度の低い場所があると思われますの

で、その様な場所への移植を実施することを検討

します。 

23 周辺の生息環境の悪化が確認された場合には

環境回復を図るとしているが、悪化した環境の

回復に成功した例はほとんどない。 

事業によるサンゴ類への影響を低減する目的

で、各種の環境保全措置を講じることとしていま

す。 

さらに、事後調査等で周辺の生息環境の悪化が

確認された場合、必要に応じて専門家等の指導・

助言を得て、必要な処置を講じます。 

24 サンゴ生態系の移植は世界でも成功例がない

ほど難しい。 

サンゴ類の詳細な保全措置を示すべきであ

る。 

生態系自体の移植はできませんので、埋立てに

よって消失するサンゴ類の移植を行います。サン

ゴ類に対する環境保全措置は、準備書に記載して

いるとおりです。 

なお、やむを得ず消失してしまうサンゴ類の移

植についての具体的手法は、実施前に現地踏査等

を行い、適切に検討します。 

また、サンゴ類の移植後、その状況を事後調査

により把握していきます。 

25 幼サンゴの移植について今後検討するとして

いるが、検討結果をもとに示すべきである。 

現地調査結果を踏まえると、移植に用いる幼サ

ンゴを現地で採取することは困難と考えているた

め、現時点では幼サンゴの移植は計画していませ

ん。 

ただし、今後、サンゴ類の幼群体加入状況につ

いて事後調査を行う中で、実行可能な方策があれ

ば、幼サンゴの移植を含めた環境保全措置の検討

を行うこととします。 

26 大浦湾において近年次々と発見されたサンゴ

の群落は、その種類も規模も地球レベルで保護

すべき貴重な環境であることが判明してきた。

移植ではなく保護の観点から取り組むべきで

あり、台風の直撃も経験しない単年度の調査で

影響なしと結論するのは建設ありきの形骸的な

アセスであることを示している。 

事業によるサンゴ類への影響を低減し保護する

目的で、各種の環境保全措置を講じることとして

います。 

ただし、埋立てによりやむを得ず消失してしま

うサンゴ類については、移植等によりできる限り

個体の保護に努めます。 

27 大規模な建設工事を行って、それらへの悪影

響を回避できるという想定自体が常識に反する

ものである。 

現地調査結果を基に影響予測をした結果を準備

書に記載しています。 

調査及び予測の結果、並びに環境保全措置の検

討結果を踏まえると、工事の実施によりサンゴ類

に及ぼす影響については、事業者の実行可能な範

囲内でできるかぎり回避・低減が図られていると

考えています。 
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1 埋立予定地の大浦湾側の海草藻場は、泥質に

生育するウミヒルモ類などが生育する独特の藻

場であるにもかかわらず、調査ラインが少ない

ため、これらの海草をほとんど発見していない。

また、深場の藻場を調査するための ROV は、礁

斜面の外側が対象であり、泥質のウミヒルモが

対象となっていない。 

代替施設本体の大浦湾側での海藻草類の調査ラ

インは、知事意見を踏まえて 100m 間隔に重点化し

実施しています。 

この中でウミヒルモ類も把握しており、種の確

認に努めたライン上でのスポット調査では泥質環

境に生息するホソウミヒルモも確認しています。

深場の藻場調査は、ジュゴンの餌場としての深

場の藻場の分布把握を目的としたものです。 

泥質のウミヒルモ類も対象とした調査は、各調

査ラインの水深 20m 以深について行った ROV 調査

により実施しています。 

2 「6.13 海域生物」と「6.15 海藻草類」では、

海草類（種子植物）のウミジグサ類、ウミヒル

モ類の分類の整合性がとれていない。 

それぞれ文献を掲載していないため、新しい

分類の知見をどこまで反映しているのか不明確

である。 

海草類の同定は、両調査ともに「日本海草図譜」

（平成 19年、大場・宮田 著）を参照しています。

「6.13 海域生物」と「6.15 海藻草類」で表記が

違っているのは、それぞれの調査の調査目的が異

なることから、調査方法に相違があるためです。

すなわち、前者は主にサンプルを採取しての室内

分析、後者は主に潜水目視観察記録によっており、

ウミジグサ類やウミヒルモ類などの小型海草類の

種名の相違は、それら記録手法の違いによるもの

です。 

なお、「6.13 海域生物」における重要な種の評

価では、「6.19 生態系」のインベントリー調査で

記録された海草類も含んでおり、重要な種以外の

海草類を含めて種名を掲載しています。 

3 重要な種である褐藻類のウミボッス（環境省

の絶滅危惧Ⅰ類）が代替施設本体による改変地

域に生育し、消失することを明らかにしている

が、保全措置が講じられていない。 

ウミボッスは代替施設本体内の他に、大浦湾奥

部、大浦湾西部、辺野古地先、豊原～松田地先で

の生育が確認されています。 

埋立てによりやむを得ず一部の生育地は消失し

ますが、辺野古地先及び豊原～松田地先について

は生育環境の変化はほとんどないと予測されるた

め、ウミボッスの生育は維持されると考えていま

す。 

よって、ウミボッスに対する特別の保全措置は

講じないこととしています。 

4 準備書では、調査船から遠隔操作される無人

探査機で海底をビデオ撮影し、その結果、水深

20m 以上の海域には海草類は確認されないとし

ているが、深場の海底は砂の粒子が細かく泥っ

ぽく、機械では泥を巻き上げるため把握できな

い。潜水目視する以外に調査方法はない。 

安全対策上、潜水士による調査が難しい 20m 以

深の水深部については、ROV（遠隔操作無人探査機）

を用いた調査を行いました。 

ROV はリアルタイム映像を船上で視認し、海底

へ接触することなく遠隔操作しましたので、泥を

巻き上げることなく、海底面上を鮮明に観察する

ことができています。 

5 代替施設の建設予定地における潜水調査によ

り、巻き貝の背中に付くナガミルという海藻類

を発見したと聞いた。再調査が必要である。 

調査対象の全域について、生息するすべての種

をくまなく記録することは困難であると考えてい

ます。既に現地調査により多くの種を確認してお

り、環境影響評価調査として必要な情報は得てい

ると考えています。 

なお、調査により確認していない種の分布状況

については、文献資料等を収集する中で把握して

いくものとしています。 
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6 被度 5％以下の海藻草類を無視しているが、ウ

ミヒルモ類は密生しないのが特徴で、5％以上に

なることは珍しい。 

被度 5％以下であっても十分な価値があり、評

価すべきである。 

海藻草類の「藻場」という観点からは、5％以上

の被度を対象に影響評価を行っています。ウミヒ

ルモ類のうち、レッドデータブック等に基づき重

要な種に選定される種については、その確認位置

を整理し、「6.13 海域生物」において影響予測の

対象としています。 

7 海藻草類については、複数年の調査が必要で

ある。 

海藻草類の分布状況については、平成 20年度に

実施した現地調査の結果に加えて、既往の調査結

果（平成 9 年度、平成 12 年度、平成 19 年度）を

参考に経年的な変動も踏まえた把握に努めまし

た。 

8 藻場は、ジュゴンやウミガメの餌場になると

共に、多くの水生生物の産卵場、仔稚魚の成育

場所になり、生態系を作り支えている。十分な

調査が必要である。 

藻場の調査としては、主に被度分布を把握する

目的でライン調査を実施し、特に、埋立地周辺、

海上ヤード周辺、及び対照区としての嘉陽地区で

は、知事意見を踏まえて 100m 間隔での重点化した

調査を実施しています。また、海草類の現存量を

推定する目的で生育量調査を実施するとともに、

海藻草類の種を把握するためのスポット調査、動

物を含めた生物相を把握するためのインベントリ

ー調査、稚仔魚の分布を把握するための卵稚仔魚

調査、ジュゴン等の利用状況を把握するための遊

来状況調査、マンタ調査、航空調査等、多くの調

査を実施しています。 

9 海藻草類の調査ラインが少なく、海域全体の

状況を把握できていないものと思われる。 

海藻草類の調査ラインは、埋立地周辺、海上ヤ

ード周辺、及び対照区としての嘉陽地区では、知

事意見を踏まえて 100m 間隔での重点化した調査

を実施するなど、調査範囲全体で 80ラインを設置

して調査を行っています。さらに、ライン調査を

補完する意味合いでスポット調査を 120 地点で実

施しています。これらの調査により、調査対象と

した海域全体での海藻草類の状況は把握できてい

ると考えています。 

10 準備書の 2007 年と 2008 年の海草類高密度分

布域が 1 年間で大きく変化しているが、その理

由が説明されていない、自然変動にしては短期

間で大きすぎることから、きちんと考察すべき

である。 

平成 20 年度の海草類藻場は気象条件が比較的

静穏であったため、安定し、かつ広範囲に広がっ

た分布状態にあったと考えています。 

平成 19 年度も含めた既往の調査資料によれば、

代替施設及びその周辺のリーフ内水域では、比較

的高い被度の海草類藻場が分布していることとと

もに、各調査における藻場の分布は変動している

状況です。 

藻場の分布域は気象条件等よって変化しやす

く、台風等の規模により変動の程度も異なるもの

であると認識しています。 

11 辺野古地先の海草藻場は、沖縄島に現存する

最大の海草藻場であり、絶滅のおそれが極めて

強い沖縄のジュゴンにとって最も重要な採食場

所と考えられる。 

代替施設の建設により嘉陽・安部の藻場の面

積の 1.5 倍の藻場が消滅することになり、埋立

により直接消滅する場所だけでなく、埋立地の

周辺における藻場も次第に衰退する可能性が高

いと思われる。 

現地調査を行った平成 20年度、及びその前年度

の既往調査では、辺野古地先の海草藻場における

ジュゴンの食跡は確認されませんでした。 

代替施設本体の埋立によりやむを得ず消失する

藻場の周辺部については、事後調査によるモニタ

リングを行い、生育分布状況が明らかに低下して

きた場合には、必要に応じて、専門家等の指導・

助言を得て、生育基盤の環境改善による生育範囲

拡大に関する方法等を検討し、可能な限り実施し

ます。 
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12 辺野古の海草藻場は、沖縄島で最大であり、

沖縄島で見られる海草類をすべて網羅している

重要な海草藻場である。 

この評価がないままに、海草類の影響予測に

ついては、生育面積の消失率のみを扱っている。

代替施設埋立計画地は辺野古海域でも海草の

生物量（被度、重量）、種多様性及び生物群集

の多様性がもっとも高いところであり、生物多

様性及び生態系機能への影響は、消失する面積

の割合以上に高いことが予想されるが、評価が

まったくなされていない。 

「6.15 海藻草類」においては、藻場の分布状況

を主眼に予測評価を行っています。 

多様性のうち、レッドデータブック等により選

定される「重要な種」については「6.13 海域生物」

で、生態系の機能については「6.19 生態系」で影

響の予測・評価を記載しています。 

13 本準備書で、冬季の水温の 0.1～0.4℃上昇が

予測されているが、海草にもたらす影響が記述

されていない。 

アマモ類では水温 1℃以下の上昇が成長率や

生存率の大きな差をもたらすことが指摘されて

おり、水温上昇による海草藻場への影響を予測

評価すべきである。 

準備書に記載しているとおり、辺野古地先のリ

ーフ内では、冬季の水温の 0.1～0.4℃上昇を予測

しています。 

この範囲は局所的であることから、この影響に

よる藻場の消失等は生じないものと考えていま

す。 

なお、代替施設本体の埋立によりやむを得ず消

失する藻場の周辺部については、事後調査による

モニタリングを行い、生育分布状況が明らかに低

下してきた場合には、必要に応じて、専門家等の

指導・助言を得て、生育基盤の環境改善による生

育範囲拡大に関する方法等を検討し、可能な限り

実施します。 

14 海藻草類に対する予測評価は、工事の影響、

存在・供用の影響がそれぞれ 2 ページずつしか

書かれておらず、不十分である。 

海藻草類に関する事項としては「藻場の分布」

の他に、種の多様性に係る「重要な種」や、藻場

としての機能に係る「生態系」の観点があります。

「6.15 海藻草類」では、主に藻場の分布につい

て予測評価を記載しており、海藻草類の「重要な

種」の観点については「6.13 海域生物」で、海草

類や海藻類の藻場の「生態系」の観点については

「6.19 生態系」の章において、予測・評価を記載

しています。 

15 飛行場施設からの排水による水質変化は海藻

草類に影響を与えるものと考えられる。 

代替施設本体からの排水については、処理施設

において適切に処理する計画です。 

その他、各種の環境保全措置を講じることで、

海藻草類への影響を低減できると考えています。

16 潮流の変化による海草藻場への影響は検討さ

れているのか。 

海藻類については、準備書において「流れの変

化は代替施設本体の南側護岸周辺及び東側護岸周

辺を中心にみられ、海藻類の主な生育範囲におい

てはほとんど変化がないと予測されています。」

と記載しています。また、海草類については、準

備書に「流れの変化は代替施設本体の南側護岸周

辺及び東護岸周辺を中心にみられ、海草類の生育

する範囲においては最大で 5cm/s 程度の流速が増

加または減少すると予測されています。」と記載

しています。 



4-4-74 

(15) 海藻草類 
No. 意見の概要 事業者の見解 

17 海岸の土木工事は沿岸の環境と生態系に大き

な影響を与え、特に土砂の流出はジュゴンの餌

であるアマモを絶滅させるおそれがある。 

埋立工事等に伴う、土砂による濁りについては、

汚濁防止膜を適切に配置する等の環境保全措置に

より、アマモ等の海草類の生育場所では最大で

2mg/L 程度の濁りが局所的に拡散すると予測され

ています。 

この濁りによるアマモ等の絶滅は生じないと考

えていますが、代替施設本体の埋立てによりやむ

を得ず消失する藻場の周辺部については、事後調

査によるモニタリングを行い、生育分布状況が明

らかに低下してきた場合には、必要に応じて、専

門家等の指導・助言を得て、生育基盤の環境改善

による生育範囲拡大に関する方法等を検討し、可

能な限り実施します。 

18 海草藻場はジュゴンの大切な餌場である。ジ

ュゴンを守るために海草藻場を壊さないで欲し

い。 

将来ジュゴンが増えるように海草藻場の保全

計画を立てて欲しい。 

現地調査を行った平成 20年度、及びその前年度

の既往調査では、辺野古地先の海草藻場における

ジュゴンの食跡は確認されませんでした。 

代替施設本体の埋立てによりやむを得ず消失す

る藻場の周辺部については、事後調査によるモニ

タリングを行い、生育分布状況が明らかに低下し

てきた場合には、必要に応じて、専門家等の指導・

助言を得て、生育基盤の環境改善による生育範囲

拡大に関する方法等を検討し、可能な限り実施し

ます。 

19 海草藻場の保全措置に具体性がない。保全措

置は実現可能なことを明確に示すべきである。

準備書に「代替施設の存在に伴い消失する海草

類藻場に関する措置として、改変区域周辺の海草

藻場の被度が低い状態の箇所を主に対象として、

専門家等の指導・助言を得て、生育基盤の環境改

善による生育範囲拡大に関する方法等を検討し、

可能な限り実施します。」及び「代替施設本体の

埋立てによりやむを得ず消失する藻場の周辺部に

ついては、事後調査によるモニタリングを行い、

生育分布状況が明らかに低下してきた場合には、

必要に応じて、専門家等の指導・助言を得て、生

育基盤の環境改善による生育範囲拡大に関する方

法等を検討し、可能な限り実施します。」と記載

しており、事業者による実行可能な範囲の、保全

措置が記載されていると考えます。 

20 汚濁防止膜は、海域の濁りを完全に防止する

ものではなく、泡瀬埋立でも汚濁防止膜を設置

しながら、ヒトエグサへの被害が広がっている。

汚濁防止膜設置時の濁りの拡散の予測結果は、

「6.7 土砂による水の濁り」に示しているとおり

です。 

汚濁防止膜は、工事等により発生する濁りの拡

散を低減するための環境保全措置として設置する

もので、濁りの拡散を完全に防止するものではあ

りません。 

なお、汚濁防止膜による濁りの拡散防止効果の

確認等のために、濁度について浚渫工事期間中の

毎日、環境監視を行うこととしています。 
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1 詳しい生態がわからないジュゴンについて、

１年間の調査で予測評価をするのは不十分であ

る。複数年の調査を実施し評価すべきである。

ジュゴンについては、平成 19 年度や平成 21～

22 年度の自主的調査も含め、3ヶ年以上（複数年）

の調査データを用いて予測・評価を行いました。

2 台風による海草藻場への影響とそれによるジ

ュゴンの行動、摂餌場所の移動等、生態への影

響を調査し、将来における台風時のジュゴンの

生息環境への影響を予測、評価すべきである。

事業実施区域周辺におけるジュゴンは嘉陽沖の

海草藻場を主な餌場としていますが、波浪変化や

地形変化の予測結果からみて、台風による嘉陽沖

の海草藻場への影響が代替施設建設に伴い変化す

ることはないと考えています。 

3 水中カメラやパッシブソナーの設置、ヘリコ

プターの旋回、多数の監視船、作業船が往来す

るなど、調査そのものがジュゴンを遠ざけたの

ではないか。 

現地調査の実施にあたっては、ジュゴンの保全

に十分配慮して実施しており、ジュゴンの生息範

囲や生息環境に与える影響はなかったものと考え

ています。 

4 沖縄島周辺に生息するジュゴンは 3 頭とされ

ているが、環境省調査では 5頭との報告がある。

調査が不十分ではないか。 

環境省調査により 5頭と推定されたのは平成 16

年度調査によるものであり、平成 19 年度の現況調

査及び平成 20 年度の環境調査による年間を通じ

た毎月 5 日間の広域的な航空調査により沖縄島周

辺海域で確認された結果によると、最小個体数は

3頭と推定されます。 

これらの結果、十分な調査により得られたより

新しいデータから推定したものであり、これが現

況と考えています。 

5 辺野古沖の海草藻場がジュゴンにとって最も

豊かな餌場であるにもかかわらず利用されない

のは、米軍による上陸訓練等の演習やこれまで

の調査の影響でジュゴンを近づかなくなってい

た可能性がある。 

辺野古沖の海草藻場におけるジュゴンの食跡は

最近では平成 15 年に確認されていますが、米軍演

習は当時も行われており、さらに現地調査の実施

に当たってはジュゴンに十分配慮して実施してお

り、米軍演習や環境現況調査がジュゴンの生息範

囲や生息環境に著しい影響は与えなかったものと

考えています。 

6 ジュゴンは嘉陽沖に常在していると記述して

いるが、辺野古沖の海草藻場は餌場として最良、

最大であり、辺野古沖にジュゴンが来ないと考

えるのは不自然である。2004 年に辺野古リーフ

内でジュゴンの食跡が確認されており、２年間

の調査で確認できなかったことだけで辺野古海

域の海草藻場を利用する可能性がないとは言え

ない。 

ジュゴンの生息状況の確認結果及び海草藻場で

の食跡の調査結果からみて、事業実施区域周辺に

生息するジュゴンは嘉陽沖に常在し、嘉陽地先の

海草藻場を主な餌場として利用しており、辺野古

沖の海草藻場を利用する可能性は小さいと考えて

います。 

7 ジュゴン生息調査のための調査機器（ビデオ

カメラやパッシブソナー）の設置位置の詳細デ

ータ（緯度・経度）が準備書で明らかにされて

いない。調査手法が科学的であったのかどうか

を検証するため、設置位置の詳細データを公開

する必要がある。 

水中ビデオカメラとパッシブソナーの設置位置

は準備書に図示しており、具体的な設置位置を提

示しているものと考えています。 

8 今回の調査で使われたパッシブソナーはジュ

ゴンの音響観察研究者が使わないタイプのもの

である。今回の調査で使われたパッシブソナー

の性能と選定理由、録音可能な音域、水中雑音

の排除のシステムを明らかにしてほしい。 

調査で用いたパッシブソナーは、ジュゴンの音

響観察研究者が用いているものと同じ性能のもの

であり、ジュゴンの音響調査を行う上で適正な機

器と判断し選定しました。録音可能な音域は 100Hz

～20kHz です。 

収録した音を解析するにあたっては、ノイズフ

ィルターをかけて解析の目的とする音域を抽出し

ています。 
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9 過去の調査では、金武湾、辺野古沖、嘉陽沖

でジュゴンの生息が確認されている。今回の調

査で金武湾と辺野古沖でジュゴンが確認されな

かった理由について考察すべきである。 

既往の調査結果によると、ジュゴンの生息は辺

野古沖では平成 11年度まで、宜野座沖～金武湾で

は平成 16年度まで確認されましたが、その後は確

認されていません。 

現在、嘉陽沖で確認されているジュゴンは平成

15年度の環境省調査においてすでに嘉陽沖を生息

域としていることが確認されているため、平成 16

年度まで金武湾から宜野座沖で確認されていたジ

ュゴンは嘉陽沖ジュゴンとは別個体であり、何ら

かの原因により確認されなくなったものと考えら

れます。 

10 ジュゴンの大浦湾への進入や移動が、ある程

度の頻度をもって行われているのにもかかわら

ず、時折移動している程度とされ、個体 C にお

ける嘉陽沖及び大浦湾の位置づけが作為的に弱

められている。 

個体 C にとって、嘉陽沖及び大浦湾はわざわ

ざ訪れる重要な海域と位置づけるのが妥当であ

る。 

古宇利島沖のジュゴンが嘉陽沖及び大浦湾に来

遊した状況は確認されており、今後も来遊する可

能性はあると考えられますが、生息確認状況から

みて今後も古宇利島沖を主生息域とするものと推

察されます。 

11 ジュゴンが日中は沖合で過ごし、夜間浅瀬の

藻場で摂餌する傾向があることは、調査機器設

置作業の時間帯を日の出後に決定している時点

で把握できているはずである。 

昼間の行動しか確認できない航空機による目

視調査では夜間の生態は全く不明である。 

夜間の活動の調査が不十分ではないか。 

航空調査の結果によると、事業実施区域周辺に

おけるジュゴンは、昼間は嘉陽沖の沖合におり、

夕刻になると食跡が確認された浅場の海草藻場の

方向に近づく行動を示すことが確認されており、

夜間に採食活動を行っている可能性が考えられま

す。今回の調査では、ジュゴンの海草藻場への来

遊を確認するために、ジュゴンの鳴音等を収録す

るパッシブソナーを設置し連続観測を実施してお

り、夜間の活動に関しても調査を実施しています。

12 パッシブソナーや水中ビデオカメラによる調

査は 365 日行うことになっていたが、実際は行

われていない。調査していない期間のデータが

あれば調査結果も変わってくるはずである。き

ちんと調査をしてほしい。 

パッシブソナーや水中ビデオカメラによる調査

は、ジュゴンの来遊を確認するために補足的に実

施したものであり、パッシブソナーによる調査は

辺野古沿岸域、嘉陽沿岸域ともに 1 地点あたり

127.5～135.0 日分の水中音を収録し、水中ビデオ

カメラによる調査は、辺野古沿岸域では 1 地点あ

たり 78～101 日分、嘉陽沿岸域では 1 地点あたり

127～138 日分の映像を収録しており、十分な調査

期間における記録を取得したと考えています。 

13 マンタ法によりジュゴンの食跡を記録してい

るが、実際の調査状況をみると船の速度が速く

食跡をさがすことは不可能と思われる。 

本調査でのマンタ法では、2 人の潜水調査員を

約 2 ノットで曳航しており、その結果、食跡は十

分に確認できており、適切な船の速度で調査した

ものと考えています。 

14 騒音、振動及び作業船の航行が与える影響に

ついて、適切な調査が行われておらず不十分で

ある。 

騒音、振動及び作業船の航行については、既往

の知見を収集整理し、適切な調査を実施したと考

えています。 

15 ジュゴンは音に敏感だと言われているため、

航空機騒音の影響が懸念される。 

ジュゴンへの航空機騒音の影響についての評

価の根拠が不適切で、信頼性に乏しい。 

航空機騒音による影響については、航空機騒音

の予測結果及びジュゴンの騒音に対する既往の知

見をもとに、適切に予測・評価を行っているもの

と考えています。 
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No. 意見の概要 事業者の見解 

16 代替施設の建設がジュゴンに及ぼす影響はほ

とんどないとする結論はおかしい。赤土流出に

伴う土砂の堆積による海草類の死滅、海底の掘

削、船舶・航空機の往来や海上・海中での土木

工事による騒音・振動がジュゴンにストレスを

与え、住みかを奪う可能性があり、その与える

影響ははかりしれない。 

代替施設の建設がジュゴンに及ぼす影響につい

ては、ジュゴンの生息実態を踏まえて、水環境の

変化、騒音・振動の発生状況、餌場となる海草藻

場などの生物環境の変化をもとに予測しており、

その結果、嘉陽沖に常在するジュゴンに対しては

大きな影響は及ばないと考えていますが、代替施

設の工事区域周辺に来遊する可能性を想定し、適

切な環境保全措置を講じることとしています。 

17 代替施設の存在や船舶の往来により、南北の

餌場や通り道が分断されれば、餌を探して回遊

するジュゴンにとっては数少ない個体群の交流

が途絶え、近い将来沖縄県全体のジュゴンの個

体群の維持はできなくなる可能性が大きい。 

事業実施区域周辺で確認されるジュゴンの生息

範囲は、安部崎からバン崎にかけての沖合 5km で

の範囲に集中しており、大浦湾より西側に移動す

ることは確認されていないことから、代替施設の

存在や船舶の往来がジュゴンの生息域を分断する

可能性はほとんどないと考えられ、事業が沖縄島

のジュゴンの個体群維持に直接与える影響はない

と考えています。 

18 ジュゴンへの騒音の影響について、準備書で

はジュゴン同士のコミュニケーション障害とい

う極限られた影響を予測したもので、ジュゴン

への物理的・精神的影響が考慮されていない。

海外の事例などをさがした上で、大浦湾の海

底地形や地質及び潮位のデータを基に、大浦湾

及び周辺海域における工事区域を音源とした水

中音響のシミュレーションを行い、予測評価す

る必要がある。 

ジュゴンの水中騒音による影響を予測評価する

に当たり推定した騒音影響レベル（122dB)は、一

般の魚類が影響を受けるとされる音圧レベル（140

～150dB)より相当低く、物理的な影響が及ばない

レベルと考えられます。 

また、騒音が伝達する影響については、既往の

海中工事における距離減衰に係る知見をもとに適

切な予測・評価を行っているものと考えています。

19 ジュゴンに影響を与える海底振動レベルに関

する知見がないことを理由に、魚類への影響基

準をもって影響を予測していることは不適切で

ある。魚類と哺乳類の体の構造は異なり、振動

が与える物理的な影響にも差異が考えられる。

また、哺乳類のジュゴンは魚類に比べ脳が発達

しており、脳に与える影響も考慮する必要があ

る。 

ジュゴンの海底振動に対する影響レベルに関す

る既往知見はみられませんが、海底振動が伝達す

る距離及びジュゴンの生息範囲からみて工事中の

海底振動がジュゴンに影響を及ぼすことはほとん

どないと考えています。 

20 工事中の夜間照明による影響について、たと

え 3 カ月であっても夜間に照明が海域を照らせ

ば、それをきっかけにジュゴンの生活行動に変

化を起こす可能性は否定できない。 

工事中の夜間照明については、海面への照射を

行わないよう適切な保全措置を講ずることによ

り、ジュゴンの行動に及ぼす影響を回避できるも

のと考えています。 

21 海域生物全般に対して低周波音が 150dB 以下

では影響がないとしているが、これは低周波ソ

ナーに対する影響レベルである。ヘリコプター

及び船舶の低周波音がジュゴンに与える影響に

ついて、1/3 オクターブバンド別の音圧レベルを

予測し、その影響の評価を行うべきである。 

予測・評価に用いた低周波音の影響レベルは、

低周波ソナーに関する影響調査結果をもとに設定

したものですが、低周波音の影響を判断する基準

としてヘリコプターによる低周波音の予測評価に

も適用できると考えています。 

また、船舶から発生する低周波音の影響につい

ては、工事用船舶が大浦湾西岸海域を往来するこ

とから、嘉陽沖を主生息域とするジュゴンに対し

ては影響を及ぼす可能性はほとんどないと考えて

います。 
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22 工事中は、ガット船や土砂運搬船が多数往来

するため、ジュゴンが船舶に衝突する危険、も

しくは船舶を忌避して生息地を放棄せざるを得

ない状況を招く可能性が大きい。また、供用時

にはタンカーや輸送船の航行が影響を与えるの

は避けられないと考えられる。 

資材の運搬船は、ジュゴンの生息域を避け、そ

の沖合を航行する計画です。さらに、施工区域周

辺においては、大浦湾の西側海域を航行する計画

であり、ジュゴンの来遊が確認されている大浦湾

東側海域には作業船は航行しない計画です。また、

工事用船舶に対して、ジュゴンが衝突を回避する

ための見張りを励行するほか、ジュゴンとの衝突

が避けられるような速度で航行する措置を講ずる

ことにより、ジュゴンへの影響は回避できるもの

と考えています。 

タンカーや輸送船は大浦湾西側海域の航路を航

行する計画であり、ジュゴンの生息が確認されて

いる嘉陽沖は航行しない計画です。さらに、航行

中はジュゴンとの衝突を回避するための見張りを

励行させるほか、ジュゴンのとの衝突を回避でき

るような速度で航行するよう周知することによ

り、ジュゴンへの影響は回避できるものと考えて

います。 

23 工事中の水の濁り、騒音・振動や夜間照明に

よる影響について、ジュゴンが嘉陽沖にしかい

ないことを前提に書かれており、非常に限定的

で全体のこととして予測が行われていない。 

嘉陽沖のことしか言及しないのは不十分な予

測であり、限定した予測のみでジュゴンに影響

を及ぼす可能性はほとんどないと結論づけるの

は根拠が乏しい。 

ジュゴンへの影響については、事業実施区域周

辺におけるジュゴンの現状の生息範囲、行動特性

をもとに予測・評価を行っています。 

24 海草藻場はジュゴンの大切な餌場である。ジ

ュゴンを守るために海草藻場を壊さないで欲し

い。 

将来ジュゴンが増えるように海草藻場の保全

計画を立てて欲しい。 

事業実施区域周辺で確認されるジュゴンは、嘉

陽地先の海草藻場を主な餌場として利用している

と考えられます。 

代替施設建設に伴う波浪、流れ、水質の変化は

嘉陽地先の海草藻場では生じないものと予測さ

れ、ジュゴンの餌場となる海草藻場に与える変化

はほとんどないものと考えています。 

25 工事中の保全措置として作業船の航行時にジ

ュゴンとの衝突が避けられるような速度で運航

するとあるが、それは時速何 kmのことなのかを

示してほしい。 

工事中の作業船の航行速度については、ジュゴ

ン保護のために船の巡航速度を定めている海外で

の事例等を参考に設定します。 

26 ジュゴンは天然記念物であり、環境省・沖縄

県のレッドデータブックの「絶滅危惧ⅠA類」、

IUCN の「絶滅危惧」に評価されている。IUCN 勧

告、生物多様性条約、沖縄県環境保全指針、ジ

ュゴン裁判の意見に対応し、絶滅しないよう保

護すべきである。 

ジュゴンの貴重性については十分に認識してい

ます。 

当局としては、事業の実施が事業実施区域周辺

に生息する個体及び古宇利島沖より来遊する可能

性のある個体に対する影響を可能な限り回避・低

減し、沖縄島周辺の個体群維持への影響を回避・

低減するよう努めます。 

27 ジュゴンの保全計画は、船舶との接触衝突を

避ける見張り、ジュゴン出現時の作業船の航行

回避や水中音を出す工事の一時休止など形式的

なもので効果は期待できない。 

国際的に求められている基準に達している保

全計画とは言えない。 

ジュゴンの保全については、影響予測の結果を

もとに、適切な保全計画、すなわち環境保全措置

を示しているものと考えています。 



4-4-79 

(16) ジュゴン 
No. 意見の概要 事業者の見解 

28 騒音や作業船の航行の影響によりジュゴンの

刺網への羅網の可能性を指摘しているが、その

対策が記載されていない。 

ジュゴンの刺し網への羅網は、ジュゴンが大浦

湾内に来遊してきた場合に、工事中の音や作業船、

供用時の航行船舶から回避行動をとった場合に発

生する可能性が考えられますが、そのような可能

性を回避するために、工事中及び供用時において

適切な環境保全措置を講じることとしています。

29 辺野古の海草藻場及び海域は、たとえ現在使

用されていなくてもきわめて重要である。 

一昨年の大型台風の直撃により嘉陽の海草藻

場は大きく攪乱された。今後も、さまざまな自

然的･人為的条件により嘉陽の藻場が使えなく

なったり、生息域として不適となる可能性があ

る。 

その場合の担保として辺野古の海草藻場及び

海域を良好な状態で保全しておかなければ、ジ

ュゴンの生存は維持できない。 

辺野古沖の海草藻場は、代替施設の建設により

一部が消失しますが、消失する藻場に関する環境

保全措置として、改変区域周辺の海草藻場の被度

が低い状態の箇所を主に対象として、専門家等の

指導・助言を得て、生育基盤の環境改善による生

育範囲拡大に関する方法等を検討し、可能な限り

実施することとしています。 

30 ジュゴンに対する影響について、定量評価を

行うべきである。 

一般的な定量評価の手法である、HEP や PVA は

用いませんでしたが、調査の結果を基に、事業計

画によるインパクトの程度を照らして、予測・評

価を行いました。 

31 米軍が供用時において、在日米軍の環境管理

基準（JEGS）に基づいて環境管理活動を行うな

らば、それを準備書においても明記すべきでは

ないか。また日米の関係法令上の基準のうち、

より厳しい基準を選択すると、米国の「種の保

存法」等が適応されると考えられるが、その基

準も明記すべきではないか。 

代替施設が在日米軍に提供された後には、在日

米軍はその活動に際し、日米の環境法令上の基準

のうち、より厳しい基準を選択するとの基本的な

考えの下作成されている在日米軍の環境管理基準

(JEGS)に基づいて厳格な環境管理活動を行い、適

切な対応がなされることになっています。 

本事業に係る環境影響評価は、日米安全保障条

約に基づき日本国政府が提供する施設に関するも

ので、日本政府の責任において実施しており、現

時点で、環境影響評価の事業者として、米国の法

律適用の具体的事項を記載することまでは必要な

いと考えています。 

32 ジュゴンの保全に対して、必要に応じて専門

家の指導・助言を得て、必要な措置を講じると

言うが、どのような専門家を想定しているのか

不明である。 

環境影響評価準備書作成に係る専門家等(アド

バイザー)の中に海洋動物(ジュゴン等)や海藻草

類の生育環境保全に関する知見を有する環境工学

分野の専門家が含まれており、今後、事業の実施

に際して、引き続きこのような専門家等の指導・

助言を得て適切に対応していく考えです。 

33 水中ビデオカメラやパッシブソナーの設置、

そのための人員と船の投入等でものすごくお金

をかけた調査だったにも関わらず、その結果が

全く準備書にないのはなぜなのか。 

水中ビデオカメラやパッシブソナーの調査結果

は、準備書の「6.16 ジュゴン」に記載しています。
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No. 意見の概要 事業者の見解 

1 干潟における調査が不十分である。辺野古川

のみならず、辺野古リーフ内や大浦湾に流入す

る河川すべての水域での陸域生態系の再調査が

必要。 

河口生物に影響を及ぼす水の汚れや潮流の変化

については準備書に示したとおりであり、著しい

変化はなく、付け替え工事を行う美謝川河口以外

には影響はないと考えています。なお、美謝川の

水生生物については環境保全措置を実施すること

としています。 

2 基地予定地に近い北部森林では、米軍機が上

空を通過するようになれば、全滅が危惧される

多くの種に深刻な影響を与えることは確実であ

ることから、北部森林まで調査範囲を広げ再調

査すべきである。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて調査範囲

を設定し、方法書に対する追加・修正資料(修正版)

の記載に基づいて、適正に予測・評価を行いまし

た。 

3 シロチドリの生息個体数の調査がされておら

ず、推定個体数を把握できない調査では影響評

価できない。 

また、沖縄県内で繁殖する個体群と、越冬や

渡りの個体群を分けて整理していない。 

調査地域でのシロチドリの生息状況は主に確認

された繁殖数を目安として検討しました。シロチ

ドリの確認数については、位置が特定される繁殖

地は実数として、成鳥などの確認個体は延べ数を

表記しました。 

4 鳥類調査は、広い範囲で浅く、道路と海岸沿

で行われているが、そのような手法を採用した

のはなぜか。また、調査結果は、得られたデー

タを一括表にしただけで、地域別、環境別にま

とめなければ、影響予測や保全措置の検討は困

難である。 

鳥類のライン調査や定点調査は、道路沿いを踏

査し、見晴らしの良い場所等で定点観察を行う一

般的な手法を採用しています。 

主な予測・評価の対象とした重要な種について

は、確認地点を示した上で位置情報や個体数の定

量データに基づく予測・評価を行っています。 

5 ラインセンサス法を用いたのなら、記録個体

数のデータを示すべきで、数量データがないた

め定量的な解析、影響予測、評価がないのでは

ないか。 

主な予測評価の対象とした重要な種について

は、事業実施区域内と周辺地域に区分した上で確

認数や生息植生面積の数量データに基づき予測・

評価を行っています。 

6 調査地点に偏りはないのか、繁殖を確認する

ためにふさわしい方法を用いたのか、明記すべ

きである。少なくとも、環境庁(1978)の繁殖地

図調査の手法を用いるべきである。改変区域で

確認された鳥類の繁殖の有無は再調査すべきで

ある。 

鳥類に関しては、ラインセンサスや定点観測に

加えて調査地域全域での踏査を行い、確認された

鳥類の整理を行いました。 

繁殖が確認されたツミやシロチドリ、アジサシ

類は陸域生態系の注目種として詳細を示していま

す。 

7 現地調査は1年間の4回しか行われていない。

動物は気象状況などに影響されることから少な

すぎる。十分な調査をする必要がある。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて調査、予

測及び評価等を実施しており、調査回数について

も沖縄県で実施されている他の事例の標準的調査

回数により実施しました。 

8 多種の生物の 1 種 1 種すべてが検討対象でな

ければならない。 

オキナワチャバネゴキブリは、天然記念物や

絶滅危惧種ではないものの、超希少種であるこ

とは疑いなく、本種は他地域からは確認されて

いないため、工事により国内から絶滅する可能

性もある。 

工事を行うのであれば保全に関わる取り組み

により実施し、定着を確認してから工事を始め

るべきである。要再検討。 

オキナワチャバネゴキブリは現地調査において

は埋立土砂発生区域を含む調査区をはじめ、名護

市汀間から久志にかけて複数の調査区から確認さ

れています。 

なお、本種は重要な種ではないことから保全措

置は講じないこととしています。 

9 鳥類では、繁殖に関する調査方法の記述はな

く、繁殖しているとされた種についても、調査

結果として明記するのではなく、通常の報告書、

論文では考えられない書き方になっている。 

鳥類の繁殖にかかる情報は、陸域生態系におい

て、繁殖の確認された注目種であるアジサシ類や

シロチドリ、ツミについて、繁殖地点や数量、行

動等を示しています。 
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(17) 陸域動物 
No. 意見の概要 事業者の見解 

10 沖縄野鳥の会は、辺野古海域のアジサシ類の

繁殖調査をはじめ県内各地で野鳥の観察や調査

を行っており、これまでの知見から、本事業が

鳥類の生息に多大な影響を及ぼすことは明らか

である。 

鳥類については、工事の実施にあたり営巣が確

認された場合、営巣箇所周辺での工事調整を図り、

繁殖期の繁殖地周辺への立ち入りの制限にも努め

ることとしています。また、アジサシ等の海鳥に

ついても大浦湾西岸海域作業ヤード並びに関連し

た浚渫を取り止めたことで、大浦湾奥での餌場消

失の回避を図っています。 

また、陸域での改変面積の低減を図るなど、生

息環境への変化に配慮しています。 

11 辺野古川河口（干潟）のクロサギはこの沿岸

一帯に何羽も生息しており、辺野古川河口には

年中生息している。 

辺野古川と海を行き来する小魚を食べており

辺野古川河口は極めて重要な餌場である。 

辺野古川河口の作業ヤード設置にあたっては、

辺野古川における海とを行き来する水生動物への

影響を考慮して、工事中から供用時にかけての事

後調査により把握を行います。 

12 ネズミ類の予測結果にゴルフ場、芝地環境の

記述があるが、施設計画に入っていないのでは

ないか。 

新たにゴルフ場を整備するように読めるので

きちんと示すべきである。 

植生環境の現況において、農地化されている一

般的な場所とゴルフ場があったことから、凡例に

おいて「ゴルフ場・芝地」としたものであり、本

事業において新たにゴルフ場を整備する計画はあ

りません。 

13 基礎的データを収集・分析する努力を欠き、

それらの自然環境に対する役割を無視してい

る。 

十分な調査研究なく環境影響評価を行う事は

乱暴であり、方法書にさかのぼり再検討すべき

である。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて調査、予

測及び評価等を実施しており、特に、沖縄島北部

東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の保全に配

慮した事業計画や環境保全措置、事後調査計画を

示しています。 

14 評価するのであれば、消失する個体数、存続

できなくなる個体群などが、保全措置によって

どの程度減少するのか、予測結果について数字

（定量的に）を明らかにすること。 

各種の環境保全措置の効果は、環境変化を監視

するための事後調査及び環境監視調査を実施して

いくことで予測結果の検証を行うこととしていま

す。 

15 レッドリスト絶滅危惧Ⅰ類、ⅠA類、ⅠB類の

絶滅のおそれのある貴重な種が26種生息してお

り、この貴重な自然を残し、次の世代に引き継

ぐべき。 

事業者としましても当該地域の自然環境の重要

性を認識しているところであり、その保全を図る

べく最大限配慮していきたいと考えています。 

16 工事中の騒音が鳥類に与える影響について、

生息地放棄など重大な影響はないとしているが

根拠が示されていない。 

工事の実施に伴う騒音の影響については、既存

知見を踏まえた予測結果を記載しました。 

17 代替施設建設が生態系やノグチゲラ、ヤンバ

ルクイナ等の鳥類に及ぼす影響は計り知れな

い。 

日本の天然記念物であり、沖縄という特定の

土地にしか生息できないのである。 

不必要な軍事施設のために、貴重な鳥類が消

えることは許さない。 

ノグチゲラやヤンバルクイナが生息する沖縄本

島北部の通称やんばる地域は本事業実施区域に含

まれておりません。 

18 軍事基地は、建物だけでなく、演習のための

騒音など伴うため、動物たちも近寄らなくなる。

本環境影響評価は、法令等に基づいて調査、予

測及び評価等を実施しており、特に、沖縄島北部

東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の保全に配

慮した事業計画や環境保全措置、事後調査計画を

示しています。 

19 アカハラダカの集団が名護岳から久志岳方面

に飛び立ち、南方から来るアジサシ繁殖地をは

じめ多くの渡り鳥の中継基地となっており、基

地建設は沖縄の生物界に多大な悪影響を与え

る。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて調査、予

測及び評価等を実施しており、特に、沖縄島北部

東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の保全に配

慮した事業計画や環境保全措置、事後調査計画を

示しています。 
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(17) 陸域動物 
No. 意見の概要 事業者の見解 

20 照明設備により代替施設周辺の夜間の明るさ

が一変し、動植物への影響が懸念されるが十分

に検討されていない。 

施設等照明については、代替施設が海岸部周辺

に限られ、また影響の少ないナトリウム光の採用

により陸域動物への影響は最小限に抑えられるも

のと考えています。 

21 供用後のロードキルの保全措置として注意看

板設置を上げているが、大型動物以外の防止効

果が期待できないことは明らかである。 

供用後のロードキルについては、代替施設が海

岸部周辺に限られることから、とくに陸域動物に

おける発生頻度は高くないものと考えています。

海岸性のオカヤドカリ類やオカガニ類について

も代替施設の周囲が護岸形状となり生息は少ない

と予測されることから発生頻度は低いものと考え

ています。 

22 「低減」は具体的に示されておらず判断が不

可能であり数値や具体例で示すべきである。 

事後調査で影響が認められた場合には対策を

とると言うが、「認める」のは誰か明示がなく、

必要に応じて専門家の意見をと言うが、誰がど

ういう状況で判断するのか、また専門家の選定

を誰が行うのかも不明である。 

事後調査結果は、法令等に則り、事後調査の開

始後、1年ごとに事後調査の項目及び手法を検討す

ることとなっています。 

事後調査においては、沖縄県環境影響評価審査

会による審議等を踏まえ、新たな環境影響が確認

された場合は必要な対策を講じることになると考

えています。 

23 環境保全方策は、米軍に周知することや事業

者の実行可能な範囲内でという非常に不確実・

あいまいなことしか書かれていないため、環境

保全の基準又は目標との整合が計られていると

は言えないと思う。 

本環境影響評価で検討し講じることとしている

環境保全措置を遵守するよう、米軍へ必要な要

請・協議を行います。 

24 大きな悪影響が出ても、ほんのささやかな保

全措置さえ講じれば許されるというのでは、評

価を実施する意味がなく、環境影響評価法の精

神を無視したものである。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて調査、予

測及び評価等を実施しており、特に、沖縄島北部

東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の保全に配

慮した事業計画や環境保全措置、事後調査計画を

示しています。 

25 工事中や供用時の照明による陸域動植物の影

響が懸念される。また、ナトリウムランプ等を

採用とするとあるが、照明設備や運用はどうす

るのか。 

米軍に周知するとあるが担保効果を示す必要

がある。 

施設等の照明については代替施設が海岸部周辺

に限られ、影響の少ないナトリウム光の採用によ

り陸域動植物への影響は最小限に抑えられるもの

と考えています。 

本環境影響評価で検討し講じることとしている

環境保全措置を遵守するよう、米軍へ必要な要

請・協議を行います。 

26 重要な種のうち半数の種が個体群を存続でき

ないというのは影響が大きすぎ、工事を中止す

るしかない。 

改変面積を「可能な限り抑える」のがどの程

度なのか、影響を大きく軽減させ得る効果的な

環境保全対策は示されていないにもかかわら

ず、影響は最小限にとどめるよう十分配慮され

ていると評価するのは論理を無視している。 

改変区域の個体については、周辺の同様な植生

環境の場所への移動により生存を図ることで個体

群の存続を図れるものと考えています。 

改変による影響の程度が大きいと考えられた種

に対しては、移動先(案)を評価書に記載しました。

また、移動先の詳細等は専門家等を交えた具体検

討に基づき、実効性の高い手法により個体群の保

全を図ることとしています。 
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(18) 陸域植物 

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 工事による土地改変により重要な植物 52

種の生育個体が消失すると予測し、さらに、

15 種については個体群の存続に影響が生じ

るという予測結果は、対象事業が実施されれ

ば不可逆的な影響が多大に発生することを

示し、またその保全対策は、あまり効果が期

待できるとは考えにくい。 

重要な種の生育状況及び群落の分布に及

ぼす影響は最小限にとどめるよう十分配慮

されていると評価するのは、客観性を欠いて

いる。消失する個体数、存続できなくなる個

体群などが保全措置によってどの程度減少

するのか、きちんとした予測結果を数字によ

って（定量的に）明らかにする必要がある。

土地改変による重要な植物種及び群落への影響に

ついては、改変区域と確認地点との重ね合わせによ

り、生育状況の変化について予測・評価を行いました。

また、重要な植物種については、種毎の国内外・沖

縄県内での分布状況や改変区域内外における確認状

況等を考慮した上で、移植等を含めた保全措置につい

て検討しました。 

重要な種の消失個体数及び群落の消失面積・消失率

等については、予測結果を準備書に記載しています。

2 土地改変による個体群の存続への影響が

懸念される種については、類似環境へ移植す

ることとしているが、具体的な移植方法や移

植結果を示すべきである。 

移植対象種については、種毎における植生環境や現

場条件を含めた移植先の選定や、各種に応じた移植方

法を検討した上で、慎重に移植を実施します。また、

移植後の活着・生育状況等について、事後調査で継続

的な把握を行い、個体の衰弱等の現象が生じる場合に

は、専門家等の指導・助言を得て、必要な措置(既存

の措置の見直しや追加の措置等)を講じます。 

3 土取り場の植物が刈リ取られた後、緑化工

法や植林が行われても、地形変化や風の吹き

込み等による周辺植生への影響は大きいと

考えられる。 

単に個体が生きのびればよいと言うこと

ではなく、移植先への攪乱も考慮した上で手

法を検討すべきである。 

伐採等により生じる林縁部については、マント群

落・ソデ群落の形成を促進させ、土壌の乾燥等の林内

環境の変化を防ぐ保全対策を検討しています。 

また、生態系への撹乱を可能な限り防止するため、

移植対象種毎に植生環境や現場条件を含めた上で移

植先を選定し、各種に応じた移植方法を検討した上で

慎重に移植を実施します。 

4 航空灯及び工事の夜間照明により、周辺の

夜間の明るさが一変し、動植物の生態系に対

する影響が懸念される。 

この問題について影響アセスが十分に検

討されていない。 

工事中及び飛行場供用時の夜間照明による植物へ

の影響については、予測・評価を行った上で準備書に

記載しています。 

夜間工事を可能な限り実施せず、やむを得ない場合

でも保安灯等の一部に限ることや、本事業区域周辺で

は現状でも街灯等の照明により、比較的明るい環境で

あることから、供用後も同様な環境が継続されると考

えられ、夜間照明による植物への影響は生じないもの

と予測しました。 

5 自然豊かな辺野古地域において、そこを破

壊しても、新たにゴルフ場など芝生を植える

ので影響ないとするのは、あまりにもひどす

ぎる。 

しかも、国は、別の項目で芝生は自然度の

低い芝生とランク付けしているのに、影響な

いとするのは国の矛盾である。 

本事業においては、新たにゴルフ場を建設する計画

はありません。 

また、芝生を含めた植生自然度については、環境省

における「自然環境保全基礎調査(みどりの国勢調

査)」を基に区分を行い、土地の改変による植生変化

について予測・評価を行いました。 

6 影響の低減について、数値や具体例で示す

べきである。 

また、事後調査で影響が認められた場合に

は対策をとると言うが、「認める」のは誰か

の明示がない。 

事後調査を進めていく中で移植株の個体数や生存

率等により定量的な数値を示した上で、環境保全措置

の効果について検討することとしています。 

事後調査においては、沖縄県環境影響評価審査会に

よる審議等を踏まえ、新たな環境影響が確認された場

合は必要な対策を講じることになると考えています。
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(19) 生態系 

1) 海域生態系 
No. 意見の概要 事業者の見解 

1 大浦湾には未知の生物種が生育していることが

予想されるが、調査にもっと時間をかけるべきで

はないか。 

大浦湾を含む調査海域には多くの海域生物が

生息しています。これについては本環境調査の

現地調査や既存の調査結果から多くを把握した

と考えています。 

2 重要な種が含まれるオカミミガイ科について

は、種類によって地形、地質、潮汐等の生息環境

が異なっている。 

これについて、準備書では現地環境の詳細、堆

積物採取の方法の説明が不足しており、環境がよ

みとれない。 

潮間帯上部から飛沫帯といった半ば陸上環境

に生息するオカミミガイ科は、海域生物関連の

調査では干潟調査、インベントリー調査、陸域

生態系特殊性調査のマングローブ調査におい

て、生息する種や分布域の把握に努めました。 

重要な種については、保護の観点から詳細な

確認地点は表示していませんが、干潟調査、マ

ングローブ調査のとりまとめでは調査地点の概

略地形等を示しています。 

3 ジュゴンの調査は、静かな条件で長期間にわっ

たって行うべきである。 

ジュゴンがリーフ縁辺に近づいたり、リーフ

内に入り込むことが多いといわれていた夕刻か

ら早朝の時間帯には、海上の現地調査を行いま

せんでした。また、ジュゴンの遊泳が発見され

た場合には、その付近で行われている現地調査

作業を中止するなど、ジュゴンの行動に影響を

与えないように配慮しました。 

なお、環境調査及び既往の調査結果や、文献

等資料により、予測・評価に必要な情報は十分

得られたと考えています。 

4 ジュゴンの生息数は、専門家によると 3 個体よ

り多いとされている。 

本環境調査の現地調査で確認された最小個体

数は 3 個体でしたので、そのように記載してい

ます。 

5 辺野古地域には絶滅が懸念されている希少動物

のジュゴンやウミガメ、サンゴなどが生育してい

る。環境調査をもっと時間をかけてやるべきでは

ないか。 

本環境調査では、ジュゴンやウミガメ類、サ

ンゴ類、その他の動植物の分布状況や季節的な

差異、重要な種の種類と分布位置等を把握しま

した。 

なお、環境調査及び既往の調査結果や、文献

等資料により、予測・評価に必要な情報は十分

得られたと考えています。 

6 重要な種の確認位置が表示されていない。再調

査し、誰もが確認できるように表記して、保護方

法を明記すること。 

縦覧用の準備書については知事意見を踏ま

え、重要な種の保護の観点から種の確認位置で

はなく確認範囲として示しています。 

7 埋立工事や輸送船の航行に伴い、海底の泥や砂

が巻き上げられることにより、周囲の底質環境が

変化するおそれがあり、サンゴ群集や藻場等にも

影響が及ぶ可能性がある。 

工事の実施に伴う底泥の巻き上げを含む濁り

の拡散状況については、数値シミュレーション

を用いて予測・評価を行っています。また、そ

の結果をもとに海域生物・生態系への影響につ

いても予測・評価しています。 

なお、供用時には定期的な輸送船の航行はな

く、輸送船が接岸する桟橋は水深が大きな岩礁

域に位置していることから、予測の対象とはし

ていません。 

8 潮流や水質の変化に伴い、サンゴ類や魚類をは

じめとした多様な生物からなる貴重な生態系への

影響が懸念される。 

潮流や水質の変化については、数値シミュレ

ーションを用いた予測を行い、その結果をもと

に海域生物・生態系への影響についても検討し

た結果、必要に応じて環境保全措置を講じるこ

ととしています。 
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9 長島や平島にある砂浜が消滅することが懸念さ

れる。 

埋立地の存在に伴う海岸地形の変化について

予測した結果、長島や平島には砂浜が消滅する

といった海岸地形の変化は生じないと考えてい

ます。 

10 美謝川の切替え工事は、川と海の接点となる河

口の環境を大きく改変することになるが、改変に

よる環境変化について述べられていない。 

美謝川の切替えに伴う環境変化については、

潮流（水象）、水の汚れ及び土砂による水の濁

りの予測において、数値シミュレーションを用

いた予測を行うと共に、その結果を踏まえて海

域生物・生態系への影響についても予測・評価

しています。 

11 海上工事に伴う大量の砂やヘドロの推積、埋立

土砂採取発生区域における森林の伐採に伴う洪

水、赤土流出等により、広範囲にわたって海域生

態系に影響が及ぶことが懸念される。 

海上及び陸上における工事の実施に伴う海域

での濁りの拡散及び堆積については、それぞれ

平常時及び降雨時を予測対象時期として、数値

シミュレーションによる予測を行いました。 

その結果、土砂の堆積が予測されるのは美謝

川河口前面等の局所的な範囲であり、その堆積

厚は工事 1 年次の最大値で 0.1mm/日と予測され

ることから、影響はほとんどないものと考えて

います。 

12 代替施設の供用時には、航空機の洗機排水が放

流されることにより、広範囲にわたってウミガメ

類、ジュゴン、サンゴ、海草等に影響が及ぶこと

が懸念される。 

洗機排水は、洗機排水処理施設において凝集

沈殿法により一次処理した後に、生活排水等と

ともに汚水処理浄化槽にて二次処理を行い、海

域へ放流する計画としています。 

この放流水による影響については、COD 及び塩

分を予測項目として数値シミュレーションを行

い、濃度分布域の変化の程度から海域生物・生

態系への影響を予測・評価しています。 

13 コンクリートから浸出するアルカリ成分が生態

系に影響を与えると考えられる。 

本事業では、水中コンクリートの打設に伴う

アルカリ排水による水質変化が想定されるた

め、pHの変化について予測を行いました。 

その結果、pHの変化は施工場所近傍に限られ、

ごくわずかに増加する程度と考えています。 

14 埋立区域のみならず、周辺海域の総合的・長期

的な環境変化を踏まえた生態系への配慮と評価を

求める。 

水象、水質等の海域環境の変化予測は、埋立

計画地東側の嘉陽地先から西側の宜野座地先に

かけての範囲を計算領域として、数値シミュレ

ーションにより行っています。また、予測時期

は施設の存在及び供用時も対象としています。

その結果を踏まえて生態系への影響について予

測・評価を行っています。 

15 外部から持ち込まれる埋立土砂中の微生物が、

生態系バランスを崩す可能性についての検討が不

十分である。 

現段階では砂材等の調達計画が未定であるの

で、動植物の混入の影響低減措置は決定できま

せんが、調達計画案が立案された段階で有害プ

ランクトンのシストの混入検査等の対策を検討

し、影響の防止に努めることとしています。 

16 飛行場施設に夜間照明が設置されることによ

り、当該地域の夜間の明るさが変化し、動植物の

生態系に対する影響が懸念されるが、これについ

て十分に検討されていない。 

代替施設供用時の環境保全措置として、代替

施設の照明は、重要な動物種への影響を回避・

低減するため、ウミガメ類や昆虫類等に対して

光による誘引性が低いとされているナトリウム

ランプ等を使用することで周辺に生息する陸域

動物への影響を小さくするための配慮を米軍に

周知することとしています。 
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17 海上工事に伴う騒音や航空機騒音が、海域の生

物や生態系に影響を及ぼすことが懸念されるが、

水中音の調査と予測が不足している。 

海上工事や航空機による水中音についての調

査は実施していませんが、現況の水中音及び低

周波音は把握しています。また、それらの調査

結果等をふまえ、海域生物やジュゴンに対する

影響について予測・評価を行っています。 

18 埋立に伴い生物の生息・生育空間が消失し、海

域生態系の機能が失われることになるが、環境保

全措置として消失藻場を最小化し、サンゴを移植

することにより、可能な範囲で回避、低減を図る

こととしている。しかし、大浦湾及び辺野古沿岸

域は大規模なサンゴ礁やウミガメの産卵場が存在

するなど、沖縄県により「自然環境の厳正な保護

を図る区域」とされており、特に辺野古地先の藻

場が消失することはジュゴンをはじめとする希少

な動植物の生息・生育に重大な影響を与えるため、

最大限の配慮が求められる。 

埋立区域内に生息するサンゴ類や移動性の低

い底生動物等は埋立てに伴ってやむを得ず消失

することになるため、可能な限り工事施工区域

外の同様な環境条件の場所に移植し、その後、

生息状況について事後調査を実施します。また、

環境保全措置が速やかに講じられる監視体制を

構築して海藻草類の事後調査並びに環境監視調

査を実施し、調査結果を踏まえて、必要に応じ

て専門家等の指導・助言を得て、必要な措置を

講じることとしています。 

19 大浦湾・辺野古沿岸域は沖縄県の「自然保全に

関する指針」で評価ランクⅠ（厳正に保護を図る

区域）に分類されている。 

ジュゴン、サンゴ、藻場、ウミガメ、クマノミ

等の希少な生物が生息・生育する豊かな生態系を

保全すべきである。 

特に、辺野古沖の海草藻場はジュゴンの餌場で

あり、海草藻場の消失はジュゴン以外の生物にも

影響を及ぼすため、その保全については十分に検

討する必要がある。 

事業の実施にあたっては、環境保全措置が速

やかに講じられる監視体制を構築して、海域生

態系に係る事後調査並びに環境監視調査を実施

し、調査結果を踏まえて、必要に応じて専門家

等の指導・助言を得て、必要な措置を講じるこ

ととしています。 

20 現状においても、海草、サンゴ類に対する水質

汚染の影響が考えられる。 

準備書では、水の汚れに関する予測・評価に

おいて、現況の水質の状況を含めて検討してい

ます。 

21 準備書には干潟生物の環境保全措置について記

載されていない。 

軟体動物の生態は不明点が多く、保全措置を講

じることが難しい。 

干潟生物については生態系のとりまとめにお

いて整理しており、改変区域内に生息する底生

動物（干潟生物を含む）のうち、主に自力移動

能力の低い貝類や甲殻類の重要な種について

は、埋立工事の着手前に、現地調査時に重要な

種が確認された地点及びその周辺において、可

能な限りの人力捕獲を行い、各種の生息に適し

た周辺の場所へ移動を行うこととしています。 

22 ジュゴンやウミガメの生息に好適である辺野古

沿岸に対して、米軍基地との因果関係を調査せず

に、地形・地質が好適でないかのような記述がな

されている。 

ジュゴンやウミガメの生息状況については、

本環境影響評価において得られた調査結果に基

づいて、地形的条件等も勘案して記載していま

す。 

23 ジュゴンが 3 頭だけだとしても辺野古沖に来遊

する可能性がある。 

映像でも記録されているように辺野古沖でも見

られているのでもっと的確に調査すべきである。

また、ジュゴンの生息域が嘉陽沖に限定されてい

るとしても、生息域に近い海域の環境変化がジュ

ゴンにも影響を及ぼす可能性がある。 

本環境調査の現地調査結果によって得られた

結果よりとりまとめ、評価しています。 

24 事業の実施に伴う様々な環境変化により、当該

海域のジュゴン、ウミガメ類、サンゴ類等希少な

動植物が生息する多様で豊かな生態系への影響が

懸念される。 

準備書においては、事業の実施に伴い想定さ

れる様々な環境の変化について予測し、その結

果を基にジュゴン、ウミガメ類、サンゴ類をは

じめとした海域生態系に及ぼす影響について予

測・評価を行いました。 
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25 ジュゴンやウミガメの餌場、多くの生物の産卵

場となる藻場は、生態系を構築するうえで重要で

ある。 

海域生態系のとりまとめにおいて、食物連鎖

を勘案してジュゴンやウミガメを含めた藻場生

態系の整理を行っています。 

26 大浦湾は生物の宝庫である。 本環境調査においても当該海域には多くの生

物が生息している状況を把握しています。 

27 辺野古の自然は希少種の宝庫である。埋立は大

浦湾の潮流、生態系、環境を変化させることは一

目瞭然である。 

環境保全措置を講じたとしても、影響が少ない

との結論は理解できず、海域生態系に対する影響

を過小評価しているのではないか。 

海域生物・生態系に係る現地調査により、当

該海域における多様な生物相を把握するととも

に、種別、生態系別に分布状況等をとりまとめ

ています。 

準備書には、それらの結果を踏まえて、事業

の実施に伴い想定される様々な環境の変化につ

いての予測を行い、ジュゴン、ウミガメ類、サ

ンゴ類をはじめとした海域生態系に及ぼす影響

について予測・評価を行った結果を記載してい

ます。 

28 サンゴ礁への影響、特に白化が問題である。そ

の他の生態系、水環境に影響が発生する。 

サンゴ類の白化の要因の１つとされる水温の

上昇については、準備書に記載しているとおり、

変化は小さいと考えています。 

代替施設本体の周辺や大浦湾等に分布するサ

ンゴ類については、事後調査並びに環境監視調

査を実施し、調査結果を踏まえて、必要に応じ

て専門家等の指導・助言を得て、必要な環境保

全措置を講じます。 

29 大浦湾の生物多様性は特有の地理的環境から生

まれる絶妙なバランスの上になりたっているが、

サンゴ類への影響については「消失面積」として

しかとらえておらず、注目すべきサンゴ群落は消

失しないとしている。 

潮流の変化の影響が重要であることは明白であ

る。 

サンゴ類への影響については、海面の消失に

伴う消失面積の予測のみならず、事業の実施に

伴う水の濁り、波浪、流れ等の変化についての

予測結果を踏まえた影響の予測・評価を行って

います。 

30 いったん失ったサンゴを回復させるのには大変

な労力と時間が必要である。また、周囲の生物も

含め微妙なバランスの上に成り立っている複雑な

生態系を元通り回復させられる保証はない。今あ

るサンゴをこのまま残して守る方がはるかに効率

的である。 

埋立区域内に生息するサンゴ類は海面の消失

に伴ってやむを得ず消失することになるため、

可能な限り工事施工区域外の同様な環境条件の

場所に移植します。また、埋立区域内に生息す

る移動性の低い底生動物等についても、可能な

限り捕獲を行い、各種の生息に適した場所へ移

動を行います。 

さらに、事後調査並びに環境監視調査を実施

し、調査の結果を踏まえて、必要に応じて専門

家等の指導・助言を得て、必要な環境保全措置

を講じることとしています。 

31 埋立てられる大浦湾にはアオサンゴの群落があ

り、このような希少種の生息が破壊されるおそれ

がある。 

事業の実施に伴う大浦湾内の潮流、波浪、水

の濁り、水の汚れ等について、数値シミュレー

ションを用いて予測を行い、それらの結果に基

づきアオサンゴ等の希少な生物の生息・生育状

況について予測・評価しています。 
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32 「海域生態系の構成及び個々の関連」について

は、まとめ・考察の重要な部分となるはずである

が、それぞれの場所（各生態系）の記載と概念的

な記述のみであり、密接に繋がりあっていること

の視点が欠落している。 

この点を、再度、詳細に解析しなおし、辺野古・

大浦湾における生態系の存在様式を明らかにした

うえで、評価すべきである。 

準備書では生態系の項で物質循環の状況を地

域別生態系別に整理し、影響を検討しています。

33 インベントリー調査では、詳細な文献調査も含

めて種をリストアップしなければならない。 

準備書には、従来の文献の引用がほとんど行わ

れておらず、不備である。例えば、方法書の段階

で意見が述べられた「世界中で辺野古海域からの

み新属新種として記載されたオキナワウラウズ」

等にもまったく触れられていない。 

また、このインベントリー調査では、日本新記

録種等の詳細な確認地点は明示されておらず、重

要な種がどのような藻草に生息しているのかまっ

たく不明であり、評価できない。 

準備書では、既往資料の情報を参考として記

載しています。本調査のインベントリー調査で

も多様な生物相が存在していることが示されま

した。ただし、重要な種の分布を詳細に示した

場合、乱獲等による影響を受ける可能性がある

ため、種の保護のため詳細な分布位置は示さな

いこととしました。 

34 代替施設建設によるサンゴ礁やサンゴ礁生態系

の変化について、専門家の意見やそれに基づく根

拠を示すべきである。 

準備書においてサンゴ礁や生態系の変化につ

いてとりまとめています。 

35 埋立用材の海砂使用に反対。ウミガメの産卵場

所のみでなく沖縄の美しい海岸線が損なわれる。

沖合より採取したとしても海は連続しており、海

岸線にも影響が及ぶと考えられる。 

埋立土砂の購入にあたっては、供給元におけ

る土砂の採取による環境への影響に配慮されて

いることを確認するなど、埋立土砂の調達に伴

う環境への著しい影響がないよう慎重に判断し

ていくこととします。 

なお、採取にあたっての環境保全は、一義的

には、埋立用材の供給業者の責任で行われるも

のと考えています。 

36 生物は単独では生存できず、生態系の物質循環

の中で生存している。 

本アセス調査は何種もの貴重種がいることを明

らかにしているが、これらも、普通にいる多くの

種や環境の微妙なバランスの上にそこに生存して

いる。 

そのような生物の相互環境を無視している。普

通種は、貴重種を維持する意味では、他の地域の

同種より重要な意味を持っています。 

生態系の物質循環に関しては、干潟、藻場、

サンゴ礁等の各生態系における生物の構成種と

相互関係を検討した結果を、食物連鎖図として

とりまとめています。 

37 準備書では、大浦湾にアオサンゴ群集の存在を

確認したという程度の記載であり、世界的に珍し

い群集が生き残るという保証無しに工事を進める

べきではない。 

慎重に再検討すべきである。また、大浦湾全体

のサンゴ群集に関して、大浦湾が持つ環境の特殊

性やどのような環境が維持できればサンゴ群集が

保たれるのかなどを解明すべきである。 

大規模なアオサンゴ群生は埋立区域内に存在

していませんが、環境監視調査を実施し、調査

結果を踏まえて、必要に応じて専門家等の指

導・助言を得て、必要な措置を講じることとし

ています。 

38 ユニークな生物群集が多く確認されているが、

それらの希少価値に対する評価が低い。 

現地調査により確認された重要な種について

は、すべての種について生態特性と確認位置を

踏まえて予測・評価を行っています。また、ス

イショウガイに付着するキクメイシモドキやト

カゲハゼなど、特徴ある生物については個別の

調査を行い、予測・評価しています。 
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39 藻場への影響は動植物プランクトンに影響を与

え、さらに小エビ、魚類と３次的、４次的な影響

を与え、生態系全体への影響が及ぶことになる。

準備書では、海域生態系の項において、食物

連鎖の影響伝達を、各地域の生態系別に整理し

ました。 

40 生態系の構造として書かれている内容は、一般

的な食物連鎖の記述とほとんど代わらず、生態系

の構造と機能について調査したとは言えない。生

態系への影響は予測されておらず、直接改変区域

内で、移動性の少ない種は影響があるが、鳥類の

ように移動できるものへは影響がないと、実際の

予測の仕方は不足である。 

準備書では、生態系の項において、海域生態

系と陸域生態系のそれぞれの構成を地域別、生

態系(環境)別に食物連鎖構造から示し、食物連

鎖の面からは主に上位種の影響について検討し

ました。ただし、生態系に含まれる個々の種類

のうち、重要な種については海域生物、陸域生

物の項に示しました。 

41 生態系を検討する以上、分解者である微生物(い

わゆるバクテリア)の検討がなされるべきである。

バクテリアは、有機物の分解者であり、生態系の

連鎖の中では重要な役割を持っている。埋立て、

岩場の破壊等により分解の場を奪われ、バクテリ

アの生態系の遷移や変遷の影響があると考えられ

る。 

準備書では、水質や底質の有機汚濁の程度が

比較的小さいと予測されたことから、代替施設

建設による生態系の影響予測に際して、有機物

の分解者としての微生物を考慮していません。 

42 当該海域は「自然環境の厳正な保護を図る区域」

であるので、埋立て、海中の大規模工事、赤土流

出、シルト拡散、富栄養化などの人為的圧力を忌

避すべき海域である。 

埋立工事は、外周護岸を先行施工して可能な

限り外海と切り離した閉鎖的な水域をつくり、

その中へ埋立土砂を投入することにより、埋立

土砂による濁りが外海へ直接拡散しないような

工法とします。また、海中への石材投入や床堀・

浚渫、及び海上ヤードの撤去による水の濁りの

影響を低減させるため、汚濁防止膜や汚濁防止

枠を適切に設置・使用することとしています。 

埋立てを終えた工区については、降雨等によ

り裸地面から濁水が海域に流出しないよう、裸

地面を転圧・締固めした上で周囲に盛土を施し、

埋立部に雨水等を浸透させ、護岸背面に防砂シ

ートを施し、ろ過処理を行い、濁水処理プラン

トの設置等を行います。 

このような配慮により、環境影響をできるだ

け回避、低減することとしています。 

43 準備書には海草やサンゴの移植が環境保全措置

として記載されているが、これらの移植について

は成功事例がなく、環境保全措置としてその具体

性・有効性に疑問がある。しかし、その措置の評

価では適切な検討を行っているとされており、実

行可能な範囲で努力すればよいとされている。有

効な環境保全措置ができないのであれば事業を中

止すべきである。 

現存するサンゴ群落を他の場所に移植・移築

する方法は、沖縄県内で平良港、石垣港、中城

湾港などでも実施されています。また、移植後

の状況については継続的なモニタリングを行う

こととしています。 

周辺海域の海草藻場については、生育分布状

況が明らかに低下してきた場合には、必要に応

じて、専門家等の指導・助言を得て、生育基盤

の環境改善による生育範囲拡大に関する方法等

を検討します。 

44 サンゴ群落の浚渫は「厳正に保全すべき」海域

環境を乱す。 

埋立区域内に生息するサンゴ類は埋立てに伴

ってやむを得ず消失することになるため、可能

な限り工事施工区域外の同様な環境条件の場所

に移植し、その後、生息状況について事後調査

を実施します。 
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45 調査結果は生物の多様性を示している。また、

重要な種類が多く生息していることを示してい

る。これに対する環境保全措置が適していない。

サンゴ類については注目すべき生息、生息地の

分布はないという結論は、サンゴ礁で成立した沖

縄における評価にはなっていない。 

海域生物・生態系に係る現地調査により、当

該海域における多様な生物相を把握するととも

に、種別、生態系別に分布状況等をとりまとめ

ています。 

サンゴ類についてもライン調査やスポット調

査など多種の方法で調査し、その分布状況をと

りまとめました。注目すべきサンゴ群生として

大浦湾内のアオサンゴ群生、塊状ハマサンゴ属

群生、辺野古沖のダイオウサンゴ群体などを選

定し、位置及び規模を把握しました。その結果

については、海上ヤードの位置を移動させるな

どの環境保全措置に反映しています。 

46 「方法書」に依らない事前調査において、ビデ

オ、パッシブソナー、サンゴ着床具等の機材を設

置したことが、ジュゴンやサンゴ類に影響を及ぼ

した可能性がある。また、現在のキャンプ・シュ

ワブ前面海域において実施されている水陸両用車

等による訓練が、すでに周辺環境に影響を与えて

いることを考慮していない。 

事前調査は、環境に配慮して適正に実施して

おり、ジュゴンやサンゴ類の生息環境に与える

影響はなかったものと考えています。また、キ

ャンプ・シュワブ前面海域における訓練につい

ては、当該海域での制限水域の指定（昭和 47年

6月 15 日）以来、認められているものです。 

したがって、訓練が行われていることは前提

であり、逆に、訓練の中止を前提にしたり、訓

練による影響について考慮するのは、むしろ事

業の影響を評価する上で不適切であると考えて

います。 
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No. 意見の概要 事業者の見解 

1 アジサシ類の調査は 2 年程度では不十分であ

る。また、調査は年間を通して行うべきである。

アジサシ類の調査は、調査地域に飛来する 4～

10 月に行い、エリグロアジサシの営巣を主に岩礁

部で確認し、予測・評価に必要なデータは既存資

料及び本環境調査により得られたものと考えまし

た。 

2 準備書では、アジサシ類の生息数について、

文献に 5 種 947 羽の記録があるとしながら、そ

の後の調査結果で生息数のデータを示していな

いのはなぜか。生息数の調査をしていないので

はないか。 

環境調査において、アジサシ類の生息数は把握

していますが、陸域生態系の典型性として、採餌

場所及び繁殖場所に着目し、予測・評価を行いま

した。 

3 離れた岩礁を観察する場合や船上からの観察

で巣や卵を発見するのは困難である。また、岩

礁や岩棚に座る姿勢と実際の抱卵の区別も難し

い。親鳥が実際に抱卵中であるか否かをどのよ

うにして判定したのか。 

アジサシ類の繁殖への影響を考慮し、基本的に

船上からの確認を行っており、繁殖行動の観察に

より、抱卵等を判別しました。なお、アジサシ類

の繁殖に影響を与えないよう注意しながら、一時

的に上陸したうえでの確認も行いました。 

4 アジサシ類は他地域との連携をとった調査を

行い、影響を更に明らかにすべきと考える。 

調査地点や範囲は、法令等に基づいて作成した

方法書及び追加・修正資料に基づいて設定してお

り、調査地域の特性及び各環境要素の変化の特性

を踏まえて、環境影響を予測・評価するために必

要な情報を把握する場所として設定しました。 

5 時間経過による影響の深刻化という点につい

ての視点がない。部分の改変が全体の変化へと

つながる可能性を探るには、動的平衡論を基礎

とした全体論的アプローチが欠かせない。その

ためには、各生物種の生活史の追求が不可欠で

あり、長期にわたる調査が求められる。 

調査期間については、法令等に基づいて作成し

た方法書及び追加・修正資料に基づいて設定した

ものであり、予測・評価に必要な情報は得られた

と考えました。 

6 事業実施区域に近い北部森林では、ここでし

か生息していない 66 種をはじめ、1,300 種以上

の多様な生物が確認されている。米軍機がこの

上空を通過することになれば、絶滅危惧種等に

深刻な影響を与えることは確実である。そうし

た範囲まで環境影響評価の調査範囲を広げ再調

査すべきである。 

生態系の調査範囲は、事業実施に伴い、直接的

な改変を受ける内陸部の辺野古ダムの湛水面上流

側までを重点調査範囲とし、美謝川上流部や辺野

古ダム湖岸等の改変区域外においても、現地の状

況に応じて適宜、調査範囲を設定しました。また、

大浦川においても、河口部～両岸の尾根部までの

範囲において調査を実施したことから、当該地域

の生態系を把握する上で必要な調査範囲を満たし

ていると考えました。 

7 調査手法や調査結果の詳細なデータが示され

ず、推定個体数も報告されていない。 

調査地域でのアジサシ類の生息状況は、主に確

認された繁殖数を目安として検討しました。アジ

サシ類の確認数については、位置が特定される繁

殖地は実数として、成鳥などの確認個体は延べ数

を表記しました。シロチドリについても同様の集

計手法を行いました。 
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8 大群を作るキビナゴ類が浅海域に普遍分布し

ないことは調査結果から明らかである。 

アジサシ類の大きなコロニーが形成される年

も現在の生態系が維持されれば、餌資源に問題

ないといえるが、埋立てにより餌に影響がでる

と考えられる。 

代替施設予定区域周辺を埋立てた場合、アジ

サシ類の餌への影響はかなり大きいと思われ、

アジサシ類が繁殖地としない可能性がある。 

餌生物の予測として、一部消失するものの主

な餌であるキビナゴ類等は、通常群れで沿岸を

回遊する種であり、また、他の種についても周

辺に分散し餌生物の存続に変化は生じないとし

ているが、科学的根拠は示されていない。 

埋立てに伴い、餌(魚類)の確認地点の一部が消

失しますが、これらは移動力が高いことから餌と

なる魚類の個体群の存続に大きな変化はないと予

測しました。 

9 準備書では、埋立てによる生息場所の消滅、

工事や軍用機の影響はいずれも小さく、回避、

低減措置によってアジサシ類の個体群は維持さ

れるとするが、長島、平島等は残されても近接

した場所での工事や軍用機の演習等は、生息条

件の悪化を積み重ね、将来この海域の個体群の

繁殖が不可能になる可能性があるので、アジサ

シ類への変化は小さいとの予測はおかしい。 

工事の実施や施設の供用により、アジサシ類の

生息地や繁殖地の一部が消失しますが、採餌場と

なる浅海域は調査地域に広く分布しており、また、

繁殖地である長島、平島、御向島等は改変を生じ

ないことから、生息地や繁殖地の状況の変化は小

さいと予測しました。 

10 本準備書での保全措置は、鳥類への影響予測

を過小評価しているため影響の回避が期待でき

ない内容となっている。 

航空機騒音について集団繁殖地でないことか

ら、アジサシ類の個体群は維持されると結論付

け保全措置を示していない。 

基地が建設され飛行機が日常的に運航すれ

ば、当該沿岸域のアジサシ類のまとまった繁殖

地は消失する可能性がある。 

航空機騒音によりアジサシ類の営巣地の一部が

利用されなくなる可能性がありますが、当該地域

周辺には、長島南東部、御向島等の複数での営巣

地が確認されていることや当該地点はチービシの

ような集団繁殖地ではないことから、アジサシ類

の個体群は維持されるものと予測しました。また、

既往資料においては、アジサシ類を含め鳥類全般

に音への慣れを生じる事例が報告されるなど、特

に騒音による長期的な影響は明らかでない面があ

ることから、事後調査を実施することにより、工

事の実施及び供用時の繁殖状況について把握に努

めることとしました。 

11 繁殖中の親鳥にとって餌場と思われる辺野古

海域が埋立てられても、アジサシ類の飛来・営

巣は今後も続くのか。アジサシは人の存在や騒

音がストレスになるといわれており、準備書に

おいても「基地の騒音が響けば営巣場所は利用

されなくなる。」との予測をしているが、「生

息環境の変化は小さい。」との推測がでている

のはどう理解していいのか。 

アジサシ類に対する人の存在による影響は、事

業者しても重視しており、事業者は関係各機関等

と話し合いを行い、繁殖時期には長島や平島へ極

力人が上陸しないように配慮することとしまし

た。また、航空機騒音によりアジサシ類の営巣地

の一部が利用されなくなる可能性がありますが、

当該地域周辺には、長島南東部、御向島等の複数

での営巣地が確認されていることや当該地点はチ

ービシのような集団繁殖地ではないことから、ア

ジサシ類の個体群は維持されるものと予測しまし

た。また、既往資料においては、アジサシ類を含

め鳥類全般に音への慣れを生じる事例が報告され

るなど、とくに騒音による長期的な影響は明らか

でない側面があることから、事後調査を実施する

ことにより、工事の実施及び供用時の繁殖状況に

ついて把握に努めることとしました。 
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12 供用時によるシロチドリ、オカヤドカリ類・

オカガニ類への影響について、移動経路に阻害

が生じ、「生息地や繁殖地である場所が消失」

としながら、「周辺に類似環境が存在すること

から生息地や繁殖地の状況に生じる変化は小さ

い」としている。このような予測を行う根拠が

理解できない。 

周辺に類似環境が存在しなければ更なる回避・

低減措置を講ずる等の抜本的対策が必要となりま

すが、当該地周辺には類似環境が広く存在するこ

とから、生息地や繁殖地の状況に生じる変化は小

さいと予測しました。 

13 工事実施における「予測結果」の項には「ミ

サゴ、アジサシ類、シロチドリの生息や繁殖に

ついては、改変区域内での利用は確認されたが、

周辺に類似環境が広く存在することから、生じ

る変化は少ないと推定した」とあるが、論理的

つながりは必ず自明のものではない。 

ミサゴ、ツミ、アジサシ類、シロチドリ、オカ

ヤドカリ類・オカガニ類については、生息地や繁

殖地である場所が消失しますが、周辺に類似環境

が存在することから、生息地や繁殖地の状況に生

じる変化は小さいと予測しました。しかしながら、

事後調査を実施することにより、これらの種の動

向について把握に努めることとしました。 

14 本準備書では環境は普遍的に分布することか

ら変化は小さいと予測したが、シロチドリの習

性を知っていれば、砂浜があればどこでも棲め

るものでないことは容易に理解できる。 

調査地域は砂浜や岩礁地、砂礫地などからなる

自然海岸が全域に分布しており、代替施設による

海岸の消失が当該地域周辺のシロチドリの繁殖に

重大な影響は及ぼさないものと考えています。ま

た、事後調査をを実施することにより、工事の実

施及び供用時における、シロチドリの生息及び繁

殖状況について把握に努めることとしました。 

15 生態系の構造の内容は、一般的な食物連鎖で

あり、調査に基づくものとは言えず、地域特性

をもとにした考察もない。生態系の影響予測は、

内容が不十分でありやり直すべきである。 

地域特性としては、陸域の樹林地では猛禽類の

ツミを、海域の沿岸部では同じく猛禽類のミサゴ

を高位とした生態系がそれぞれ存在し、食物連鎖

図等は調査で確認された動植物を整理した結果を

もとに作成しました。 

16 ツミの繁殖活動域である埋立土砂発生区域が

改変されるにあたり、その変化は小さいとはい

えない。6箇所の繁殖地の中で 1箇所に影響がで

るというのは、繁殖に生じる変化は小さいとは

いえない。 

調査地域及びその周辺地域にかけては、ツミの

生息に適すると考えられるリュウキュウマツをは

じめとした樹林地が連続的に広範に分布している

ことから、本事業によりツミの生息状況に大きな

変化は生じないものと予測しました。 

17 供用時における、鳥衝突の危険性を指摘して

おきながら、「変化は小さい」と予測している。

演習が激化する戦時などを推察してもなお、そ

のような予測が可能なのか。 

鳥衝突（バードストライク）については、回転

翼機では衝突の危険性はほとんどなく、固定翼機

でその危険性が高まりますが、固定翼機は全運行

の 1 割程度であることから、衝突が生じることは

少ないと予測しました。 

18 マングローブへの事業の影響が軽視されてい

る。このような飛行場(特に在沖米軍の飛行場)

に関連する環境影響として、既往の知見及び容

易に予測される事態を想定しての調査検討が行

われておらず、適正を欠いている。また、生態

系の重要な構成要素である菌類相の検討がなさ

れていない。 

大浦川を含む 5 河川のマングローブ林は、水の

汚れや潮流の予測結果を踏まえ、環境保全措置と

して大浦湾奥の作業ヤードの取り止めを講じるこ

とにより、変化は生じないと予測しました。菌類

相に関する検討は、マングローブ林への変化は生

じないと予測したことから、行いませんでした。

19 事業実施区域及び周辺は、集団繁殖地でない

と結論づけるのは誤り。 

調査地域のアジサシ類繁殖地としての位置付け

は、ベニアジサシについては既存資料で交尾が 1

例確認されたのみであり、チービシのような集団

繁殖地ではないものと考えました。エリグロアジ

サシについては、準備書に記載した文献から、沖

縄島沿岸に分散する小群の一つと考えました。 
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20 夜間の基地からの照明、埋立てによる砂丘・

砂浜等の変化によるアジサシ等の生息地、営巣

地への影響が予想される。 

飛行場の照明設備については、可能な限り海面

に向けた照射を避けるとともに、ナトリウムラン

プ等を使用することで周辺に生息する陸域動物へ

の影響を小さくするための配慮を米軍に周知する

こととしていますが、事後調査を行い、必要に応

じて適切な措置を講じることとしました。 

21 最大の繁殖地であった渡嘉敷村慶伊瀬島ナガ

ンヌ島が人為的撹乱を受けた現在、辺野古沿岸

域はアジサシ類の重要な繁殖地と評価すべきで

ある。 

渡嘉敷村慶伊瀬島（ナガンヌ島、チービシ）は、

文献によると 2001 年に人為的攪乱を受け、2002

年にはアジサシ類の繁殖は消失しましたが、2003

年に立入注意エリアを設置したところ、再びアジ

サシ類が繁殖するようになったとあります。 

平成 19 年度（2007 年）の環境省による「アジ

サシ繁殖地保全のお願い」というパンフレットに

おいても、「ベニアジサシは毎年 1000～4000 羽、

エリグロアジサシは 100～300 羽が飛来し、国内

最大級の繁殖地となっています」とされているこ

とから、辺野古沿岸域の繁殖地は分散する小群の

一つであり、重要な繁殖地とはならないと考えま

した。 

22 アジサシ類の過去の繁殖状況や専門家意見を

参考にすることが望ましい。 

調査及び予測・評価を行うにあたり、既存資料

の収集・検討及び専門家等の助言を得て、予測・

評価を行いました。 

23 陸域生態系におけるアジサシ類の位置づけを

やり直すべきである。他地域、過去の記録との

比較が重要である。 

海岸・沿岸域を主な活動の場とし、夏季に多く

訪れる種であることから、地域を特徴付ける注目

すべき典型性の種として選定いたしました。また、

予測・評価につきましては、既存の事例を収集し、

検討を行いました。 

24 調査結果を見ると、クロアジサシやマミジロ

アジサシが抜けていると思われる。特にマミジ

ロアジサシについては、繁殖地の北進が見られ、

2004 年 7 月には繁殖の可能性があった。両種を

注目種として選定するのが妥当と思われる。 

現地調査においてマミジロアジサシが確認され

ていますが、繁殖に関する行動は確認されません

でした。 

25 クロサギやミサゴは辺野古川河口を極めて重

要な餌場としている。ミサゴは、夏期にも見ら

れ、付近で繁殖している可能性もある。アジサ

シ類について、辺野古リーフの外側等潮目に集

まる魚を求める。基地建設により、これらに壊

滅的な影響をうけることは必至である。 

サギ類の生息や繁殖については、改変区域の利

用頻度は低く、周辺に類似環境が広く存在するこ

とから、変化は生じないと予測しました。 

ミサゴの繁殖については確認されていません。

ミサゴやアジサシ類の餌場については一部が消失

しますが、周辺には採餌が見られた環境（浅海域）

と同様な環境が広範に存在すること、また飛行場

や埋立地の存在による地域の潮流や波浪は、現況

と比較して変化の程度は小さいとされることを考

慮すると、施設等の存在時においてもミサゴやア

ジサシ類は地域の沿岸域を広範囲に採餌場として

利用するものと推測され、生息地（採餌場）とし

ての場の機能に生じる変化は小さいものと予測し

ました。 

26 騒音による野鳥への影響をいくつかの都合の

良い文献や事例を引用して評価を行っている。

騒音で繁殖地を追われたり、繁殖活動を諦めた

個体がいなかったかは検討していない。 

既往資料においては、アジサシ類を含め鳥類全

般に音への慣れを生じる事例が報告されるなど、

とくに騒音による長期的な影響は明らかでない側

面があることから、事後調査を実施することによ

り、工事の実施及び供用時の繁殖状況について把

握に努めることとしました。 
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27 本地域におけるリュウキュウキビタキの生息

確認は貴重であり、注目種として扱うべきであ

る。 

リュウキュウキビタキについては、調査地域北

東側の大浦川やその周辺において確認されてお

り、事業実施区域やその周辺では確認されていな

いことから、生態系の注目すべき種に選定しませ

んでした。 

28 汀間漁港の建設で、汀間川マングローブの「位

置や規模」に大きな影響はないとされるが、実

際には同林分では個体の健全度や林分構造がこ

の間劇的に変化してきた。 

したがって、人為の自然生態系への影響の軽

視を導く不適当な評価方法である。 

汀間漁港が建設された汀間川のマングローブ林

の状況を準備書に示しました。 

1993 年には河口部に建設中の漁港が見られます

が、1970 年代、1990 年代、2008 年と汀間川のマ

ングローブ林の位置や規模に大きな変化は見られ

ません。また、大浦川を含む 5 河川のマングロー

ブ林は、水の汚れや潮流の予測結果を踏まえ、環

境保全措置として大浦湾奥の作業ヤードの取り止

めを講じることにより、変化は生じないと予測し

ました。 

29 どれだけの影響を与える可能性があるのか、

鳥類生理学の専門家などのアドバイスを受ける

べきである。 

準備書に記載した専門家等（アドバイザー）の

助言等を踏まえ、予測・評価を行いました。 

30 陸域生態系の記述は、上位性、典型性、特殊

性で選んだいくつかの注目種に関する調査結果

を並べただけである。選定された注目種につい

ては影響を予測しているが、いずれも土地改変

や埋立てにより失われる地域は影響ありとし、

鳥類やコウモリのような種は飛去するとして影

響を認めていない。一方、陸域生態系への影響

予測はない。 

本事業に係る環境影響評価の項目並びに調査、

予測及び評価の手法については、主務省令の参考

項目及び参考手法を勘案し、沖縄県環境影響評価

技術指針の参考手法を基本として行いました。 

31 生態系連鎖を意図的に排除している。 文献、その他の資料及び現地調査による情報の

収集並びに当該情報の整理及び解析を、調査地域

の基盤環境、基盤環境と生物群集との関係、生態

系の構造、生態系の機能、生態系の自然的人為的

影響による時間的変化に留意しつつ行いました。

32 調査及び予測の結果、並びに環境保全措置の

検討結果を踏まえると生態系に及ぼす影響は、

最小限に留めるように十分配慮されているとは

全く考えられない。この報告書では、生態系の

あり方を空間的にも時間的にも点でしかとらえ

ていない。動的平衡論に根ざした全体論的アプ

ローチによる調査、予測、評価をするよう、や

り直しを求める。 

本事業に係る環境影響評価の項目並びに調査、

予測及び評価の手法については、主務省令の参考

項目及び参考手法を勘案し、沖縄県環境影響評価

技術指針の参考手法を基本として行いました。 

長期的な変化の動向については、工事並びに施

設供用時における事後調査により把握に努めるこ

ととしました。 

33 移動性の高い種は生息域が消滅しても個体の

消滅にはつながらないとの評価は間違ってい

る。 

移動力が高い種については、生息環境が改変さ

れても、周辺の生息に適した環境への拡散が可能

であり、個体群は維持されると考えました。 

34 航空機の騒音による生態系への影響がある。 既往資料においては、アジサシ類を含め鳥類全

般に音への慣れを生じる事例が報告されるなど、

とくに騒音による長期的な影響は明らかでない側

面があることから、事後調査を実施することによ

り、工事の実施及び供用時の繁殖状況について把

握に努めることとしました。 

35 基地の照明は生態系に影響を及ぼす。 飛行場の照明設備については、ウミガメ類や昆

虫類等に対して光による誘引性が低いとされてい

るナトリウムランプ等を使用することで周辺に生

息する陸域動物への影響を小さくするための配慮

を米軍に周知することとしました。 
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36 基地施設本体の枠内に、ウミガメ類、アジサ

シ類等の繁殖場所が含まれており、生態系に重

大な影響を与える。保全すべきである。 

事業の実施にあたっては、環境保全措置が速や

かに講じられる監視体制を構築して、海域及び陸

域生態系に係る事後調査並びに環境監視調査を実

施し、調査結果を踏まえて、必要に応じて専門家

等の指導・助言を得て、必要な措置を講じること

としました。 

37 ｢準備書｣では、もっと広い視野で変化をとら

えるという観点が欠落している。 

本事業に係る環境影響評価の項目並びに調査、

予測及び評価の手法については、主務省令の参考

項目及び参考手法を勘案し、沖縄県環境影響評価

技術指針の参考手法を基本として行い、文献その

他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当

該情報の整理及び解析を、調査地域の基盤環境、

基盤環境と生物群集との関係、生態系の構造、生

態系の機能、生態系の自然的人為的影響による時

間的変化に留意しつつ行いました。 

38 シロチドリ繁殖地として、埋立予定地域近傍

が重要であることがわかる。大潮の満潮時でも

海水に浸からず、かつ人の出入りの少ない砂浜

は普遍的に存在するものではなく、現在の個体

群の維持は困難と思われる。 

調査地域は砂浜や岩礁地、砂礫地などからなる

自然海岸が全域に分布しており、代替施設による

海岸の消失が当該地域周辺のシロチドリの繁殖に

重大な影響は及ぼさないものと考えました。また、

事後調査を含めた今後の現地調査により工事の実

施及び供用時における、シロチドリの生息及び繁

殖状況について把握に努めることとしました。 

39 工事の実施によるオカヤドカリ類・オカガニ

類やシロチドリに対する保全対策はどの程度効

果が期待されるのか不明確であり、「実行可能

な範囲内でできる限り回避・低減が図られてい

る」とは評価できない。 

シロチドリについて、工事開始前に踏査を行い、

営巣が確認された場合、繁殖が終了するまでは、

営巣箇所周辺を避けるように建設機械の稼働計画

や資機材運搬車両等の運行計画を調整し、繁殖期

の立ち入りの制限に努めること等の環境保全措置

を講じることとしました。 

オカヤドカリ類・オカガニ類について、工事開

始前において改変区域の海岸部に生息する個体は

周辺の好適と考えられる環境への捕獲移動を図

り、事後調査においてこれらの生息、繁殖、移動

経路について確認を行うことで、施設等の存在及

び供用による影響については、事業者の実行可能

な範囲内でできる限り回避・低減が図られている

ものと評価しました。 

40 辺野古沿岸域及び大浦湾は国内最上級の貴重

な環境である。このような海域は沖縄県の指針

等に基づき適正な保全を行うべきであり、事業

の実施は沖縄県の保全目標に逆行するものであ

る。事業計画を再検討すべきである。 

本事業に係る環境影響評価の項目並びに調査、

予測及び評価の手法については、主務省令の参考

項目及び参考手法を勘案し、沖縄県環境影響評価

技術指針の参考手法を基本として行い、文献その

他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当

該情報の整理及び解析を、調査地域の基盤環境、

基盤環境と生物群集との関係、生態系の構造、生

態系の機能、生態系の自然的人為的影響による時

間的変化に留意しつつ行いました。 

41 「一部の種の生息域が消失する」ことが問題

である。どんな「保全措置」がとられるのか。

避けて工事して、次年度以降どうなるのか。 

環境保全措置については、準備書に記載しまし

た。また、事後調査を含めた今後の現地調査によ

り工事の実施及び供用時における、注目種の生息

や繁殖の状況について把握に努めることとしまし

た。 
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42 準備書は辺野古海域の海面が消失してもアジ

サシ類の個体群は維持されるとし、環境保全措

置として、繁殖時期に長島や平島への接近・上

陸を避けるよう周知に努めるとしているが、建

設自体がアジサシには大きなストレスである。

アジサシ類の生息や繁殖については、改変区域

での利用が確認されましたが、周辺に類似環境が

広く存在することから、生じる変化は小さいと予

測し、環境保全措置を行うことで、工事の実施に

伴う変化をさらに小さくできると考えました。ま

た、既往資料においては、アジサシ類を含め鳥類

全般に音への慣れを生じる事例が報告されるな

ど、とくに騒音による長期的な影響は明らかでな

い側面があることから、事後調査により工事の実

施及び供用時の繁殖状況について把握に努めるこ

ととしました。 

43 オカヤドカリ類・オカガニ類は保全措置とし

て、捕獲移動を図るとされているが、どの程度

捕獲でき、好適と考えられる環境（移動先）と

はどこなのか。 

工事開始前の踏査により捕獲移動する個体数の

把握を行い、その結果を踏まえ、専門家等(アドバ

イザー)の指導・助言を得て、移動先の選定を行い、

事後調査を行うこととしました。 

44 工事の実施時に、ツミやアジサシ類、シロチ

ドリの営巣が確認された場合、｢繁殖が終了する

までは、営巣箇所周辺を避ける｣ように建設機械

の稼働計画等を調整し、｢繁殖期の立ち入りの制

限に努める｣としているが、これでは十分な環境

保全とは言えないのではないか？ 営巣が確認

されれば、繁殖が終了した以降も保全に努める

べきであり、繁殖期には立ち入りを禁止すべき

である。 

改変区域及びその周辺で繁殖の可能性があるツ

ミやアジサシ類、シロチドリについては、工事開

始前に踏査を行い、営巣が確認された場合、繁殖

が終了するまでは、営巣箇所周辺を避けるように

建設機械の稼働計画や資機材運搬車両等の運行計

画を調整し、繁殖期の立ち入りの制限に努めるこ

と等の環境保全措置を講じることとしました。 

45 施設等の存在及び供用の項における評価結果

で、シロチドリ・アジサシ類・オカヤドカリ類・

オカガニ類の生息地や繁殖地及び移動経路等に

阻害が生じることから、環境保全措置を検討す

る必要性を指摘しつつ、保全のため新たな生息

環境の創出が困難なため環境保全措置は講じな

いとした点は極めて問題である。オカヤドカリ

類・オカガニ類の個体群を捕獲し移動させるこ

とがどうして保全措置なのであろうか。 

オカヤドカリ類・オカガニ類については、工事

開始前において改変区域の海岸部に生息する個体

は周辺の好適と考える環境への捕獲移動を図るこ

ととしました。 

これらの捕獲移動を行わない場合、改変施区域

内の個体群は消滅となることから、環境保全措置

であると考えました。また、事後調査においてこ

れらの生息、繁殖、移動経路について確認を行う

ことで、施設等の存在及び供用による影響につい

ては、事業者の実行可能な範囲内でできる限り回

避・低減が図られているものと評価しました。 

46 供用後について、｢米軍や関係各機関と調整を

行い、繁殖時には長島や平島への接近や上陸を

極力避けるよう周知に努める｣とあるが、｢周知

に努める｣ことでどの程度の実効性があるのか。

渡嘉敷村慶伊瀬島（ナガンヌ島、チービシ）は、

文献によると 2001 年に人為的攪乱を受け、2002

年にはアジサシ類の繁殖は消失しましたが、2003

年に立入注意エリアを設置したところ、再びアジ

サシ類が繁殖するようになったとあります。この

ように、アジサシ類の営巣の阻害要因としては人

の存在が大きいと考えられることから、事業者は、

関係各機関等と話し合い、繁殖時期には長島や平

島へ極力人が上陸しないように配慮することとし

ました。また、事後調査を実施することにより、

これらの種の動向について把握に努めることとし

ました。 
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47 供用後のウミガメ類や昆虫等に対して、｢光の

誘引性が低いとされているナトリウムランプ等

を使用する｣ことで｢影響を小さくするための配

慮を米軍に周知」するとされているが、米軍に

周知するだけでは、その実効性は担保されない。

飛行場の照明設備については、ウミガメ類や昆

虫類等に対して光による誘引性が低いとされてい

るナトリウムランプ等を使用することで周辺に生

息する陸域動物への影響を小さくするための配慮

を米軍に周知します。また、事後調査を実施する

ことにより、これらの種について動向の把握に努

めることとしました。 

48 外来動植物の侵入による影響をどう考えてい

るのか。 

特定外来生物である、ジャワマングース、シロ

アゴガエル、カダヤシの 3 種については、既存知

見や現地調査結果から、調査地域へは既に侵入・

定着しており、これらの種の侵入による影響はな

いと予測しました。しかしながら、工事中におけ

る、これら 3種以外の外来動植物の侵入について、

現段階では砂材等の調達計画が確定していません

ので、動植物の混入の影響低減措置は決定できま

せんが、調達計画が立案された段階で有害プラン

クトンのシストの混入検査等の対策を検討し、影

響の防止に努めることとしています。供用時の航

空機の運航に伴う外来動植物の侵入については、

米軍に周知することとしました。 

49 基地建設に伴う樹林伐採等による、貴重な自

然の破壊に対する影響評価をどう考えているの

か。 

現地調査、既存資料、専門家等（アドバイザー）

へのヒアリング等により事業実施に伴う環境影響

評価を準備書に記載しています。調査及び予測の

結果、並びに環境保全措置の検討結果を踏まえる

と、生態系に及ぼす影響は、最小限にとどめるよ

う配慮されていると考えられることから、沖縄県

環境基本計画に記載されている目標との整合は図

られているものと評価しました。 

50 辺野古地域の自然生態系を維持するためには

同地域における生物多様性そのものを保護保全

が求められる。 

代替施設建設にあたっては、大浦湾西岸作業ヤ

ードを取りやめることや埋立土砂発生区域の改変

面積の縮小等により、当該地域生態系に与える影

響の低減は図られているものと考えました。 

51 構成要素である個別種の保全措置といった視

野狭窄的保全策は、生態系全体及び種多様性の

保全維持にはほとんど役に立たないばかりか、

小さな破壊の積み重ねが系全体を衰退へと導き

かねない問題をもたらしかねない。 

代替施設建設にあたっては、大浦湾西岸作業ヤ

ードを取りやめることや埋立土砂発生区域の改変

面積の縮小等により、当該地域生態系に与える影

響の低減は図られているものと考えました。 

52 ある地域で自然を改変する工事が行われた場

合、そこに生息する生物に与える影響は多面的

複合的であるのが普通であり、一部の改変は時

として連鎖的に周辺環境を大きく変える場合も

あり、周辺生物の生息状況に影響を与えれば、

地域の生物群集のあり方は大きく変わる可能性

がある。その結果、その周辺の類似環境さえも

大きく影響を受けて変化する可能性もある。 

代替施設建設にあたっては、大浦湾西岸作業ヤ

ードを取りやめることや埋立土砂発生区域の改変

面積の縮小等により、当該地域生態系に与える影

響の低減は図られているものと考えました。 
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53 陸域生態系と海域生態系の関連性を明らかに

し、保全の行動計画を立案することは、島嶼生

態系において重要な視点であるが、準備書では

わずか 3 分の 2 ページのみの記述であり、海と

陸との相互の影響を魚類と魚食性鳥類のみに限

定しているのも不十分である。 

多野岳等の脊梁山地東側の亜熱帯林、そこを

水源とする河川、河口の干潟、マングローブ林、

砂浜、岩礁、島、サンゴ礁、沿岸域まで、一連

の水系としてみた場合の生物多様性、生態系の

多様性の重要性について分析されていない。 

準備書では、生態系の項において、海域生態系

と陸域生態系のそれぞれの構成を地域別、生態系

(環境)別に食物連鎖構造から示し、食物連鎖の面

からは主に上位種の影響について検討しました。

ただし、生態系に含まれる個々の種類のうち、

重要な種については海域生物、陸域生物の項に示

しました。 

54 海岸林は陸域と海域をつなぐ重要な生態系要

素である。 

海岸林は干潟と同様に陸域と海域を繋ぐ重要な

役割と認識しており、特に、オカヤドカリ類の生

息地や移動経路になっていることから、調査、予

測及び評価を実施しました。また、海域生態系と

陸域生態系の関連図（模式図）にも記載しました。

55 アジサシ類の調査写真によると、4月、8月、

10 月とある。営巣活動をするため一番多く集ま

る 6～7月に調査していないのは不十分である。

アジサシ類の調査は、調査地域に飛来する 4～

10 月の毎月実施しており、エリグロアジサシの営

巣を主に岩礁部で確認し、予測・評価に必要なデ

ータは既存資料及び本環境調査により得られたと

考えました。 

56 シロチドリの生息個体数については｢述べ 845

羽｣という記載が見られる程度で、推定個体数が

把握できていないため、影響の評価は不可能な

はずである。また、沖縄県内で繁殖する個体群

と、越冬や渡りの途中で休息に立ち寄る個体群

とを分けて整理すべきである。 

シロチドリについては、既存資料及び現地調査

で得られた個体数から、定量的に予測・評価を行

いました。また、渡り区分につきましては、「沖

縄の野鳥」（沖縄野鳥研究会 2002）の記載に基

づきシロチドリは留鳥として扱いました。 
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1 「景観資源」として山 5 地点、島 3 地点、樹

木 5 点が上げられているが、これらのみを取り

上げた根拠が不明である。 

 既存資料及び地元ヒアリングなどにより得ら

れた 26 の景観資源のうち、広範囲の眺望の対象と

なる景観資源を中心とし、人々が集まる広場など

に隣接する景観資源を加え、13の景観資源を選定

し準備書に記載しました。 

2 「平島については地域の住民の方たちによる

利用はなく」は事実に反している。「浜下り調

査」を行ったと記述されているにもかかわらず、

利用がなかったというのは不可解である。調査

方法が不適当だったのではないか。また、「供

用後は立ち入りができない区城となる」ことに

よる影響は多大であり、その予測及び評価も必

要である。 

主要な眺望景観の視点場としての利用に関する

内容についてであり、平島への上陸利用はホテル

のツアーによるものが中心であること、また、浜

下りは平島周辺海域の利用が中心であることから

そのように記載したものです。 

眺望景観の視点場としての利用は限定的である

ことから影響は小さいものと考えています。 

3 「ヒアリングの結果、すべての景観区分にお

いて普遍価値、固有価値ともに概ね下がる結果

となりましたが、多様性、自然性、固有性につ

いては大きな変化は見られませんでした」とい

うのは、前半と後半が明らかな論理矛盾を来た

している。 

普遍価値のうち審美性は下がりますが多様性と

自然性は変化がなく、固有価値のうち歴史性、郷

土性は下がりますが固有性には変化がみらないと

いうことであり、矛盾はないものと考えています。

4 調査の使用レンズはズームで、成果は 18mm の

焦点距離を採用している。 

通常人間の目の感覚に近いのは50mm～55mmの

標準レンズであると、一般的に考えられている。

したがって、人間の視覚からの距離感による

変化の感覚とは、著しくずれたものであると考

える。 

一般的に、35mm フィルムカメラで 50mm レンズ

を使用した場合において、ファインダーを覗いた

ときの距離感や遠近感が人の目に近いとされてい

ます。 

本環境影響評価での予測・評価に用いた指標と

しては、視野に占める人工物の割合を用いていま

す。人間が特定の対象を否検索的に眺める場合の

視野は、既往の研究の結果から「60°コーン説」

が定説となっており、35mm フィルム換算で 28～

35mm レンズを用いた撮影写真がこの視野に近いと

されています。 

本調査で用いた機材においてはデジタル一眼を

使用しており、35mm フィルム換算で 28～35mm レ

ンズ相当となる 18mm レンズを使用しました。 

5 調査地点で、カヌチャゴルフコースがないが

その理由を記述していただきたい。 

眺望景観の視点場は不特定多数の利用が見込ま

れる場所や地域住民の方が利用される場所などを

主な対象としました。 

6 ヒアリングについて、カヌチャベイリゾート

へのヒアリングがない理由を示していただきた

い。 

ヒアリングは地元住民の利用場所を把握するこ

とを目的に、関係区の区長を対象に実施しました。

7 眺望景観の視点場ごとの価値認識結果及び価

値認識の変化の程度は S.D 法によって行いと記

述されているが、アンケート者の母数、プロフ

ィール属性が記述されていないので結果、説明

の根拠に乏しいものとなっていると考える。再

考していただきたい。 

アンケートは 633 部を配布し、300 部を回収し、

そのうち回答欠損分を除く有効回答を 254 部とし

ました。 
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8 景観について調査方法の設定に問題があり、

影響が少ないという結論は不当である。 

人間の視覚は物体の正射影そのものではな

く、もっと弾力的に外界の情報をとらえる能力

があり、規模の大きさや米軍基地施設の存在が、

視覚的心理的に与える影響を、事業者が行った

ような手法で十分に明らかにしているとは言え

ない。 

準備書は、法令等を参考に環境影響評価項目を

選定し、環境への影響を予測・評価しており、そ

の結果を記載しています。また、調査・予測の手

法については、「環境アセスメント技術ガイド自

然とのふれあい」（財団法人自然環境研究センタ

ー）を参考に、方法書に対する知事意見等を踏ま

え、アンケート・ヒアリング調査などの計量心理

的手法を用い、可能な限り定量的な予測を行うよ

う努めました。 

9 施設建設による囲繞景観の変化を面積でしか

捉えないのはきわめて不当である。騒音や事故

への不安、基地があることで戦争に巻き込まれ

る不安などをもって眺める風景は、それがない

場合とはまったく異なるものであり、景観の価

値を大きく損なう。 

囲繞景観の予測については景観区分の分布と代

替施設をオーバーレイし、場の改変の程度の予測

を行いました。また、囲繞景観の固有価値・普遍

価値の変化の程度については、場の改変の程度の

予測結果及びヒアリング調査による価値の変化に

関する認識把握等の結果を踏まえ予測を行いまし

た。 

10 景観の価値として山地・島嶼が高く集落は低

いなど、「固有性」のとらえ方がおかしい。 

景観の価値については「環境アセスメント技術

ガイド自然とのふれあい」（財団法人自然環境研

究センター）を参考に、方法書に対する知事意見

等を踏まえ、アンケート・ヒアリング調査などの

計量心理的手法を用いて調査を実施しました。 

その結果を基に景観区分ごとの固有価値を整理

したものであり、とらえ方がおかしいとは考えて

いません。 

11 施設供用による影響について、へリコプター

が場周経路を飛行する場合のみが想定されてい

るが、これは、施設を使用する米軍の見解から

予測される実態とかけ離れており、きわめて不

当である。 

米軍から得た情報に基づいて環境影響の予測・

評価を実施しています。また準備書作成に当たっ

ては、法令等に基づいて、調査、予測及び評価の

手法を選定しており、環境への影響を予測・評価

しています。 

12 辺野古・大浦の水平線を軍事基地という構造

物で塞ぐことになれば、海を連結する沖縄的景

観が失われるだけでなく、そこに住む人々の心

まで塞いでしまうことになりはしないか、危惧

する。 

心理的圧迫や不安等に起因する価値の変化に関

する認識について、ヒアリング等の調査において

定量的に把握し、予測・評価を行いました。 

13 主要な眺望景観の変化図において、実際の施

設及び運航する航空機の鮮明なCGが合成されて

いないので，跳望への影響を評価できない。 

方法書に記載したとおり、主要な眺望景観の状

況については、フォトモンタージュ法により予測

を行いました。 

14 工事中の景観について、工事用船ケーソン置

場の状況がフォトモンタージュで示されてい

る。滑走路の工事用船舶を含めて眺望景観の変

化を是非とも示して頂きたい。 

工事用船舶の停泊状況による眺望景観の変化は

準備書に記載しています。 

15 知事意見は「計量心理学的手法」での調査を

求めているのに対し、事業者はフォトモンター

ジュ法その他の視覚的な表現方法より予測して

いるが、計量的手法を用い可能な限り予測しま

したと記載している。 

価値の変化の程度については、ヒアリング・ア

ンケート調査を実施し、価値の変化に関する認識

把握等の結果を踏まえ、予測・評価を行いました。

16 広大な埋立地の出現や辺野古ダムの水源林と

なっている森林の伐採と埋立用土砂の採取は、

地域の景観を大きく変貌させる。 

埋立土砂発生区域における土砂の採取及び埋立

土砂発生区域の存在について、予測・評価・環境

保全措置の検討を行いました。 
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17 供用時に軍用機による演習が開始されれば、

騒音だけでなく、墜落の危険性など、景観全体

が恐怖心を呼び起こすものとなる。陸から見た

海、海から見た陸地、景観の大きな変貌と軍事

演習は、地域住民にとって許容できるものでは

ない。 

米軍の回転翼機であることによる心理的圧迫や

不安等に起因する価値の変化に関する認識につい

て、ヒアリング等の調査において定量的に把握し、

予測・評価を行いました。 

18 辺野古崎を中心として延長 1,800m、埋立面積

160ha 余りの構造物ができ、飛行機等が飛び回れ

ば、心安らぐ場所たりえなくなり、特に離発着

訓練がくり返されている姿を目のあたりにした

とすれば、この海の景観は死んでしまう。 

米軍の回転翼機であることによる心理的圧迫や

不安等に起因する価値の変化に関する認識につい

て、ヒアリング等の調査において定量的に把握し、

予測・評価を行いました。 

19 海上（中）からの景観等について、ダイビン

グやカヌーを楽しむ場合、時空を壊されること

は必至であり、断じて認め難い。 

海上や海中からの景観については、方法書等に

基づき調査を実施し、辺野古航路の視点場からに

ついてフォトモンタージュを作成し、予測・評価

を実施いたしました。 

なお、海中からの景観については透視度を考慮

し、施設の眺望が不可能であることから検討して

いません。 

20 準備書は、景観と人と自然とのふれあい活動

の場を分けて項目を立てている。この事業によ

る景観の大変貌は著しく、飛行機等が常時飛び

回ることを考えれば、人と自然とのふれあい活

動を著しく損ねることは必至であるが、準備書

で「影響は工事中の一時的なもの」とする根拠

は全く見あたらない。 

景観に及ぼす影響については、工事の実施のみ

でなく施設等の存在及び供用による影響について

も予測・評価・環境保全措置の検討を行いました。

21 調査地点で、カヌチャベイホテル＆ヴィラズ

の位置は将来計画はあるものの、現時点では、

お客様の立入禁止をお願いしている所である。

眺望景観が変化すると危惧する場はフロント

棟、地元ゴルフ利用者もよく利用するクラブハ

ウス、中華レストランからの眺望の変化である。

これらの地点は標高 50m から 60m で、滑走路

面が見られると思われ、予測、評価をして頂き

たい。 

眺望景観の視点場は不特定多数の利用がある場

所や地域住民の方が利用される場所などを対象と

しました。 

22 カヌチャビーチからの眺望景観の変化及び瀬

嵩浜からの眺望、景観の変化で、建築物を含め

人工物を数字で表わし、眺望状況との差はない

としているが、自然味ある景観のなかで明度の

高い施設では、人間の視覚にとって、面積とは

異なるものである。 

眺望景観の予測の手法については、「環境アセ

スメント技術ガイド自然とのふれあい」（財団法

人自然環境研究センター）を参考に、眺望の中に

人工物が存在する場合、人工物による景観破壊の

程度は、視野に占める人工物の割合によっても規

定されることと、自然性の高さが重要な認識項目

である眺望景観においては人工物以外の視野占有

率が具体的な指標となるとのことから、これらの

指標を用いて予測・評価を実施しました。 

23 景観について、事業者の実行可能な範囲で回

避低減が図られていると記述されているが、そ

の評価へのプロセスが主観的であり、基本的な

事項が不足しているので、その理由があれば示

していただきたい。 

本環境影響評価は、法令等基づいて調査、予測

及び評価等を実施しており、特に、沖縄島北部東

海岸域の豊かな自然環境や生活環境の保全に配慮

した事業計画や環境保全措置を示しています。 

24 本準備書は、景観法 1 条の趣旨に沿った視点

での考察が全くない。 

本環境影響評価は法令等に基づいて調査、予測

及び評価等を実施しています。 
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25 基地のある景観が、｢潤いのある豊かな生活環

境の創造｣｢個性的で活力ある地域社会の実現｣

｢国民生活の向上｣｢国民経済及び地域社会の健

全な発展に寄与｣という各視点に立った場合、ど

のような評価がなされるべきかなのである。 

これらの諸点についての検討･評価なくして

十分な検討がなされたとは言えない。 

米軍から得た情報に基づいて環境影響の予測・

評価を実施しています。また準備書作成に当たっ

ては、法令等に基づいて、調査、予測及び評価の

手法を選定し、環境への影響を予測・評価してい

ます。 

26 良好な景観は、国民共通の資産という視点か

ら、果たして、新米軍基地の建設が、国民共通

の資産としての良好な景観の形成のために寄与

するものなのかどうかという点からの調査・評

価も不可欠であるはずである。しかしながら、

このような視点からの調査･評価も欠落してお

り、不十分な準備書となっている。 

米軍から得た情報に基づいて環境影響の予測・

評価を実施しています。また準備書作成に当たっ

ては、法令等に基づいて、調査、予測及び評価の

手法を選定し、環境への影響を予測・評価してい

ます。 

27 景観利益の侵害がないかどうか、という視点

からの検討も重要である。 

米軍から得た情報に基づいて環境影響の予測・

評価を実施しています。また準備書作成に当たっ

ては、法令等に基づいて、調査、予測及び評価の

手法を選定し、環境への影響を予測・評価してい

ます。 

28 埋立土砂発生区域からの土砂採取により、景

観がどのように変わるのかが評価されていな

い。立法図で示し地域住民の意見を聞くべき。

埋立土砂発生区域における土砂の採取及び埋立

土砂発生区域の存在について、予測・評価・環境

保全措置の検討を行いました。なお、模型につい

ても作製しています。 

29 地元住民へのヒアリングを行った結果、すべ

ての調査地点において供用後の価値は概ね下が

るとなっているのに、事業者による実行可能な

範囲内で回避低減が図られているとかかれてい

るが、その根拠が示されていない。 

その後の緑化対策等に対し、住民が満足する

かどうか、さらなるヒアリングが必要だと考え

る。 

周辺集落内外の緑化対策等については、周辺自

治体と調整を行い、可能な限り周辺地域の修景に

努めることとしています。 

30 自然豊かな沖縄本島東海岸の景観も著しく損

ねるのに景観保護の措置も検討されていない。

景観に及ぼす影響については、調査、予測及び

評価を行い、環境保全措置を検討しました。 

31 自然豊かな沖縄本島東海岸の景観を著しく損

ねる。 

景観に及ぼす影響については、調査、予測及び

評価を行い、環境保全措置を検討しました。 

32 飛行場建設は景観上最もふさわしくないのは

自明の理ではないか。 

景観に及ぼす影響については、調査、予測及び

評価を行い、環境保全措置を検討しました。 

33 景観・自然とのふれあいにおいても、特性な

どをバラバラに見ている。 

景観に及ぼす影響については、調査、予測及び

評価を行い、環境保全措置を検討しました。 

34 ヒヤリングして「すべての景観区分において

普遍的価値、固有価値は概ね下がる結果になり

ましたが、多様性、自然性、固有性については

大きな変化は見られませんでした」、辺野古の

景観価値は低いと言っているのか、ヒヤリング

は区長である。 

アンケート及びヒアリングの結果をもとに、景

観の価値については予測・評価を行いました。 

なお、普遍価値のうち審美性は下がりますが多

様性と自然性は変化がなく、固有価値のうち歴史

性、郷土性は下がりますが固有性には変化がみら

ないということであり、辺野古の景観価値が低い

ということではありません。 

35 景観は、自然的な景色の良し悪しの問題では

なく、地域の文化、人の情操など育んできたか

けがえのない要素をどう評価するという問題で

ある。 

そのことへの配慮を欠落させた破壊行為は、

決して許されない蛮行である。 

心理的圧迫や不安等に起因する価値の変化に関

する認識について、ヒアリング等の調査において

定量的に把握し、予測・評価を行いました。 
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36 面積率の問題で眺望を評価するのは納得でき

ない。視野の中に、不快・不安を感じさせる基

地があり、爆音が聞こえれば、平安な気持ちは

遠のく。 

心理的圧迫や不安等に起因する価値の変化に関

する認識について、ヒアリング等の調査において

定量的に把握し、予測・評価を行いました。 

37 飛行場の「高さ」の明示がなく、景観につい

ては高さが配慮された形跡がない。 

アセス「準備書」の護岸断面図に専門用語に

よる護岸の「高さ」寸法は、飛行場の「高さ」

を説明したとはいえない。 

事業計画に基づきフォトモンタージュを作成

し、予測・評価・環境保全措置の検討を行いまし

た。 

なお、飛行場の高さや護岸の標準断面図は第２

章に示すとおりです。 
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1 長島、漁港左のニライカナイ［海の彼方にあ

る楽土］の岩、辺野古川の右の岩の「按司墓」

の森などの拝所など欠落している。「按司墓」

への御願者は少なくない。大又遺跡との関係も

記載していないと思われる。 

人と自然との触れ合い活動の場については、地

元ヒアリングなどの現地調査を行い、予測・評価・

環境保全措置の検討を行いました。なお、拝所な

どについては歴史的文化的環境の項目において検

討を行いました。 

2 カヌチャリゾートは、県外客の多くが利用し

ているが、県内の方々も休日、夏休みに利用を

していただいている。利用層としては、子供か

らシルバーまで多様な層の方であり、感動ある

触れ合い活動と考えている。春季調査について

言えば何故 4 月末から 5 月初旬のゴールデンウ

ィークを調査していないのか、その理由を知り

たい。 

人と自然との触れ合いの活動の場の調査は、春、

夏、秋、冬の四季にヒアリング、アンケート及び

カウント調査を実施しています。 

調査実施にあたっては、事前に地元区に対しヒ

アリングを行い、利用者数の多い時期を推定し行

っており、春季については浜下りの時期が多いと

推定されたことから、浜下りの時期を対象に調査

を実施しました。 

3 利用者の感想でカヌチャビーチが抜けている

事にも疑問はある。 

施設の利用に対するヒアリングやアンケートの

実施にあたっては、事前に施設管理者等と調整の

上実施しています。 

カヌチャビーチにおいては、利用者（お客様）

の気分を害さないようにと配慮を要請されたこと

からアンケート調査は実施しませんでした。この

結果、カヌチャビーチ利用者の感想をデータとし

て取得することができなかったことからこのよう

な記載となりました。 

4 施設への聞き取り調査の結果では、21 世紀ゴ

ルフ場、宜野座カントリークラブとあり、次の

施設で行われるイベント、カヌチャベイホテル

＆ヴィラズで行われるイベントと参加人数で

は、あきらかに調査不足と指摘する。 

調査地域内における施設への聞き取り調査は、

利用者数、宿泊者数及びイベント参加者数につい

て行っており、カヌチャベイホテル＆ヴィラズに

もヒアリングを行い、その結果を記載したもので

す。 

5 施設の場の調査結果のコメントでは、カヌチ

ャベイホテル＆ヴィラズとカヌチャビーチにつ

いては、地域住民の利用は少ないようでした、

という記述も疑問である。 

施設の利用に対するヒアリングやアンケートの

実施にあたっては、事前に施設管理者等と調整の

上実施しています。 

カヌチャビーチにおいては、利用者（お客様）

の気分を害さないようにと配慮を要請されたこと

からアンケート調査は実施しておらず、この結果、

アンケート等の対象は地元である久辺１３区の住

人が主たることからそのような結果になったもの

と考えられます。 

6 知事意見ではイザリについても調査せよと書

いているが、辺野古の海域特性では、西海岸の

ように一般的ではない。安部・嘉陽海岸はイザ

リの名所で、電灯潜りは結構見られる。 

人と自然との触れ合い活動の場については、海

域も含めて地元ヒアリングなどの現地調査を行

い、予測・評価・環境保全措置の検討を行いまし

た。 

7 基地ができた時、消え失うこと、基地の影響

を受けることで、難しい言葉だが沖縄の人々の

心の中に潜んでいる心理、ユタ文化まで調査せ

よと言う事だと思うのだが、準備書は「量」を

写真にしているが、知事意見の基本となる審査

会は写真を求めたのではない。 

人と自然との触れ合い活動の場については、海

域も含めて地元ヒアリングなどの現地調査を行

い、予測・評価・環境保全措置の検討を行いまし

た。 

8 平島バケーションツアーやパラセール等が不

可能な状況となる事は明確である。加えて平島

については利用・状況の変化の程度は小さいも

のと考えます、と記述しているが、地元地区住

民アンケート調査で平島に多くの方が、人と自

然の触れ合い活動として訪れている事を調査し

ているのに、このような記述は理解に苦しむ。

平島への上陸利用はホテルのツアーによるもの

が中心であり、地元地区住民による利用は少ない

こと、また、浜下りは平島周辺海域の利用が中心

であることからそのように記載しました。 
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9 基地建設によるさまざまな自然の改変・破壊

がもたらす人と自然との関係の変化は複合的・

重層的であり、精神的なダメージも大きい。基

地ができれば、人と自然との関係がより疎遠に

なってしまうであろうことは素人が常識で考え

てもわかる。 

にもかかわらず、膨大な調査費を使ったあげ

く、すべての項目が判で押したように「変化・

影響はない」「少ない」と予測されているのは、

きわめて不当である。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて調査、予

測及び評価等を実施しており、特に、沖縄島北部

東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の保全に配

慮した事業計画や環境保全措置を示しています。

10 マリンレジャーの予測についての具体的な図

はなく、しかも6.2大気質のなかで、船舶航行量

の調査の航跡図でプレジャーボートがカヌチャ

ビーチより運行している事が調査されている。 

何故この図と、オーバーレイし予測、評価を示

さなかったのか、その理由を知りたいと考える。

船舶航行数については大気質の調査として実施

したため、人と自然との触れ合い活動の場におい

ては結果を図示してはいませんが、これらの調査

結果も考慮し、予測・評価を実施しました。 

11 埋立地と軍事基地の存在、供用後は、海岸の

散歩も、貝やタコの採取も、ダイビングも、漁

も、自然から与えられていたすべての恵がなく

なる。 

「一時的なもの」ではない。 

影響は永久的なもの。 

埋立地と軍事基地の存在、供用後の軍事演習

は、人々の海岸の散歩、貝やタコの採集、釣りな

ど、これまで親しんできた自然の中での活動を不

可能にしたり、あるいは景観の変貌、軍事演習に

よって、気分を阻害する可能性が高いと思われ

る。また、グラスボート、ダイビングなどの観光

への悪影響も当然出てくると思われる。 

工事の実施のみでなく施設等の存在及び供用に

よる影響についても予測・評価・環境保全措置の

検討を行いました。 

12 「平島については地域の住民の方たちによる

利用はなく」（p.6-21-116、120、124、126）は

事実に反している。平島は古くから地域住民に

親しまれ、利用されている場所である。供用後

は平島が立ち入りできなくなることによる影響

は多大である。 

人と自然との触れ合い活動の場については、海

域も含めて地元ヒアリングなどの現地調査を行

い、予測・評価・環境保全措置の検討を行いまし

た。なお、平島への上陸利用はホテルのツアーに

よるものが中心であり、地元地区住民による利用

は少ないこと、また、浜下りは平島周辺海域の利

用が中心であることからそのように記載しまし

た。 

13 計量心理学的手法とは内面の世界に係る拝

所、御願所までやれと言う事だ。こんな世界、

沖縄以外の日本人、若い人などの視点では欠落

する。 

人と自然との触れ合い活動の場については、海

域も含めて地元ヒアリングなどの現地調査を行

い、予測・評価・環境保全措置の検討を行いまし

た。なお、拝所等については歴史的・文化的環境

の項目において検討を行いました。 

14 地域の自然が破壊、改変されれば、場そのも

のも崩壊ないし、形骸すると予測するのが妥当

である。 

工事の実施については空間特性（大気汚染・騒

音・振動・水の濁り等による環境の状態の変化）

の変化に伴う活動・利用への影響について予測を

実施しました。 

15 p.9-29 に記載されている「小型船舶」とは何

トンから何トンまでか。中・大型船舶の航行は

考えているか、小型船舶は工事の実施中は航行

にどの位の影響や制限あるのか。 

辺野古漁港を利用する漁船であり、5t程度まで

の船舶です。 

なお、西側進入灯については、漁港航路の支障

とならないように配置しました。 

16 建設予定地一帯は浜下りの場として親しまれ

た場所であり、普天間飛行場代替施設の建設は

沖縄の文化・風習を破壊するものである。 

浜下りの場所については調査、予測及び評価の

結果を準備書に記載しました。 
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No. 意見の概要 事業者の見解 

17 景観・自然とのふれあいにおいても、特性な

どをバラバラに見ている。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて調査、予

測及び評価等を実施しており、特に、沖縄島北部

東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の保全に配

慮した事業計画や環境保全措置を示しています。

18 レジャー的利用や施設利用は、自然との触合

いのごく一部分であり、しかも本質的でない部

分に過ぎない。したがって、そこに偏った調査

は一面的であり、人と自然との触れ合いの本質

を捉えていない。 

埋立により浜下り場所が 2 箇所が消失しても

他の場所が利用可能、とか、工事終了後に出現

する埋立地や護岸が代わりになる、という認識

は間違っている。場所の固有性は置換不能であ

り、人工的に造られた埋立地や護岸は自然のも

のとはまったく違う。 

人と自然との触れ合い活動の場については、海

域も含めて地元ヒアリングなどの現地調査を行

い、予測・評価・環境保全措置の検討を行いまし

た。 

19 辺野古の人々と自然との関わり（触れ合い）

の基本は、イノー及びピシ（干瀬）との関わり

であるが、それにまったく触れられていないの

は致命的な欠陥である。基地建設がイノーやピ

シにどんな影響を及ぼすかを調査・予測・評価

することが必要である。 

人と自然との触れ合い活動の場については、海

域も含めて地元ヒアリングなどの現地調査を行

い、予測・評価・環境保全措置の検討を行いまし

た。 

20 「○○には人と自然との触れ合い活動の場は

ない」という表現が随所にあるが、これも、人

と自然との触れ合いを一面的にしか捉えておら

ず、不当である。 

人と自然との触れ合い活動の場については、海

域も含めて地元ヒアリングなどの現地調査を行

い、予測・評価・環境保全措置の検討を行いまし

た。 

21 基地建設によって砂浜が大きくけずられるお

それがあるといわれている。このことは集落の

伝統行事（たとえばハーリー）などに与える影

響は大きい。 

人と自然との触れ合い活動の場については、海域

も含めて地元ヒアリングなどの現地調査を行い、予

測・評価・環境保全措置の検討を行いました。 

なお、ハーリーなどの伝統行事については歴史

的・文化的環境の項目において検討を行いました。

22 伝統行事に関する場所として平島が漏れてい

る。施設建設によって平島への立ち入りができ

なくなることは、辺野古の祭祀に大きな支障を

来たす。 

伝統行事については歴史的・文化的環境の項目

において検討を行いました。 

23 準備書によれば辺野古の海岸や平島などは利

用が全くないとされているが、辺野古漁港から

続く海岸（キャンプ・シュワブ内を含む）で毎

年ハーリーが行われている。漁港脇が作業ヤー

ドとして埋立てられ、キャンプ・シュワブ内も

代替施設本体として埋立てられることで汀線が

約20メートル後退するが、両側を護岸に挟まれ、

わずかに残った海岸も大きく形状が変わるとな

れば、辺野古区の伝統行事を執り行うことがで

きなくなる。 

平島にはウタキがあり、辺野古の住民たちが船

で島に渡っている。この島を立ち入り禁止にする

ことは住民の信仰を奪うことであり、信教の自由

を保障した日本国憲法第20条に違反している。

人と自然との触れ合い活動の場については、海

域も含めて地元ヒアリングなどの現地調査を行

い、予測・評価・環境保全措置の検討を行いまし

た。 

なお、ハーリーの場やウタキ等については歴史

的・文化的環境の項目において検討を行いました。

24 自然海岸をすべての人々の癒しの場として、

ずっと残しておくべきではないか。生活産業重

視の見方から、心の豊かさ重視の見方へと哲学

を転換すべき時だと思う。沖縄の自然海岸は他

の何物にも代替できない。 

人と自然との触れ合い活動の場については、海

域も含めて地元ヒアリングなどの現地調査を行

い、予測・評価・環境保全措置の検討を行いまし

た。 
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No. 意見の概要 事業者の見解 

1 伝統行事を含む地域の文化は、場が成り立つ

ゆえんである地域の自然が破壊・改変されれば、

場そのものも崩壊ないしは形骸化すると予測す

るのが妥当である。 

歴史的・文化的環境については沖縄県環境影響

評価技術指針に基づき、対象事業の実施による文

化財等及び埋蔵文化財包蔵地、歴史的街並み、御

嶽や拝所等の風土・伝統的行事及び祭礼等の場、

その他文化財に準ずるものの現状変更、損傷、改

変等の程度について予測を実施しました。 

2 伝統行事に関する場所として平島が漏れてい

る。 

ヒアリングなどの現地調査を行い、現在利用が

なされている伝統的な行事及び祭礼の場について

整理し、予測・評価・環境保全措置の検討を行い

ました。 

3 拝所としてトングヮ及びそこに祀られている

龍宮神が漏れている。その本来の場所は、作業

ヤードとして埋立てられる計画であり、調査・

予測・評価の対象にすべきである。 

高墓やアジ墓のあるタカシダキも作業ヤード

埋立によって直接影響を受ける場所であるが、

これも漏れている。 

ヒアリングなどの現地調査を行い、現在利用が

なされている伝統的な行事及び祭礼の場について

整理し、予測・評価・環境保全措置の検討を行い

ました。 

4 調査区域のうち、他の集落についてはすべて

拡大地図が掲載されているにもかかわらず、辺

野古だけ拡大地図がなく広域地図となっている

のは不可解である。 

辺野古区の調査結果についても他の地区と同様

に拡大地図を用いて準備書に結果を記載していま

す。 

5 歴史的な環境として、周辺住民、あるいは沖

縄県民に対して、いったいどのような精神的影

響を与えるのかという視点から環境影響評価が

なされるべきであるが、準備書では、そのよう

な視点からの調査、評価が欠如しており、不十

分なものになっていると言わざるを得ない。 

歴史的・文化的環境については沖縄県環境影響

評価技術指針に基づき、対象事業の実施による文

化財等及び埋蔵文化財包蔵地、歴史的街並み、御

嶽や拝所等の風土・伝統的行事及び祭礼等の場、

その他文化財に準ずるものの現状変更、損傷、改

変等の程度について予測を実施しました。 

6 歴史的文化的環境と遺産の現存の意味とその

保存とは、地域文化の歴史や宗教や共同体や民

族の文化を正しく評価することによって、当該

事業がその文化的環境とも調和しえるかどうか

を評価していくことでなければならない。 

歴史的・文化的環境については沖縄県環境影響

評価技術指針に基づき、対象事業の実施による文

化財等及び埋蔵文化財包蔵地、歴史的街並み、御

嶽や拝所等の風土・伝統的行事及び祭礼等の場、

その他文化財に準ずるものの現状変更、損傷、改

変等の程度について予測を実施しました。 

7 沖縄県埋蔵文化財センター等でも実施してい

る「沿岸域（水深 10m 程度までの海中部分）」

の調査は実施されていない。大浦湾のやんばる

船の寄港地としての利用などを考えると、この

沿岸域調査も行うべきであったと考えられる。

埋蔵文化財については、文献その他の資料によ

り分布状況を把握し、現在の状況について調査を

行いました。 

8 キャンプ･シュワブ内の、沖縄貝塚時代後期の

ものと推定される貴重な遺跡や遺物分布地があ

り、きちんと調査し、保存すべきである。 

埋蔵文化財については、関係機関と調整を行い、

文化財保護法に基づき適切な対策を実施します。

9 行事に参加、行っている住民の声が聞こえな

い。住民の意見も重要ではないか。 

歴史的・文化的環境については、ヒアリングな

どの現地調査を行い、予測・評価・環境保全措置

の検討を行いました。 

10 文化的背景は１年を通して丹念に調査する必

要があり、今回の調査では不十分である。 

平成 20 年度の現地調査は 4季を通じて実施し、

予測評価に必要な調査データが取得できたと考え

ています。 
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11 回答表を用いる社会学的な調査では、生活の

実態は捉えることができない。こうした不十分

な調査で計画を推し進めることはあまりにも危

険であり、十分な調査を人文系の各専門家に依

頼することを要請する。 

歴史的・文化的環境については、回答表ではな

くヒアリングなどの現地調査を行い、現在利用が

なされている伝統的な行事及び祭礼の場について

整理し、予測・評価・環境保全措置の検討を行い

ました。また、本環境影響評価は、法令等に基づ

いて調査、予測及び評価等を実施しており、特に、

沖縄島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環境

の保全に配慮した事業計画や環境保全措置を示し

ています。 

12 沖縄戦に係る戦争遺跡の項目が調査の対象と

なっていないばかりか、既存文献資料調査でも、

「文化行政要覧」「沖縄県埋蔵文化財センター

ホームページ」がなされているだけであり、戦

争遺跡を文化財等の対象としてみていない。 

歴史的・文化的環境については沖縄県環境影響

評価技術指針に基づき調査項目を選定していま

す。 

また、既存文献資料調査とあわせて、現地踏査

及び現地ヒアリングの情報を整理し、予測・評価・

環境保全措置の検討を行いました。 

13 歴史的・文化的環境に対する影響については、

埋立により、伝統的な漁や砂浜での海藻や貝類

の採取、人々との生活に直結した海との関わり

は大きく変化せざるを得ない。 

歴史的、文化的環境をもっと広く大きくとら

える必要がある。 

伝統的な漁や砂浜での海藻や貝類の採取、人々

との生活に直結した海との関わりについては人と

自然との触れ合いの活動の項目において検討しま

した。 

14 伝統行事に関する平島や、その他の場所の保

護についてもアセスからもれている。 

ヒアリングなどの現地調査を行い、現在利用が

なされている伝統的な行事及び祭礼の場について

整理し、予測・評価・環境保全措置の検討を行い

ました。 

15 世代間倫理と文化継承に対しては、予想もし

なかった文化変容が起こることは必至である。

本環境影響評価は、法令等に基づいて調査、予

測及び評価等を実施しており、特に、沖縄島北部

東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の保全に配

慮した事業計画や環境保全措置を示しています。

16 施設区域や工事区域内になり、またはそこか

ら工事や施設が見えないので影響はないと予測

するのは、極めて皮相かつ本末転倒。 

歴史的・文化的環境については沖縄県環境影響

評価技術指針に基づき、対象事業の実施による文

化財等及び埋蔵文化財包蔵地、歴史的街並み、御

嶽や拝所等の風土・伝統的行事及び祭礼等の場、

その他文化財に準ずるものの現状変更、損傷、改

変等の程度について予測を実施しました。 

17 辺野古沖や大浦湾のサンゴ礁に関する民俗文

化、歴史性も埋立等によって失われてしまい、

回避、低減されるものではない。歴史・文化環

境の代替性はない。 

歴史的・文化的環境については沖縄県環境影響

評価技術指針に基づき、対象事業の実施による文

化財等及び埋蔵文化財包蔵地、歴史的街並み、御

嶽や拝所等の風土・伝統的行事及び祭礼等の場、

その他文化財に準ずるものの現状変更、損傷、改

変等の程度について予測を実施しました。 

18 準備書(要約書)には、埋蔵文化財(遺跡)が建

設工事に伴い、どの様に破壊消失から守られる

か｢名護市教育委員会等と協議のうえ適切な保

存等の処置を行う｣と言うのみで、開発者自身の

配慮が示されていない。 

埋蔵文化財については、文化財保護法に基づき

適切な対策を実施します。 

19 文化財はないと言うが、辺野古の自然は、住

民と自然の共生で作り上げた貴重な「文化財」

であり、人工的な文化財に比較にならない価値

があるものである。 

歴史的・文化的環境については沖縄県環境影響

評価技術指針に基づき、対象事業の実施による文

化財等及び埋蔵文化財包蔵地、歴史的街並み、御

嶽や拝所等の風土・伝統的行事及び祭礼等の場、

その他文化財に準ずるものの現状変更、損傷、改

変等の程度について予測を実施しました。 
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20 沖縄県の文化は、ハーリーや浜下り、ウンジ

ャミなど、その多くが自然環境に密接して形成

されてきた。「自然破壊は、沖縄県民の文化の

喪失につながる」ことの重要性を、評価すべき

である。 

歴史的・文化的環境については沖縄県環境影響

評価技術指針に基づき、対象事業の実施による文

化財等及び埋蔵文化財包蔵地、歴史的街並み、御

嶽や拝所等の風土・伝統的行事及び祭礼等の場、

その他文化財に準ずるものの現状変更、損傷、改

変等の程度について予測を実施しました。 
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No. 意見の概要 事業者の見解 

1 キャンプ・シュワブ沿岸や海底にはいろいろ

なゴミが散乱しており、米軍の廃棄物の処理に

ついての意識がかなり低いことがわかる。 

施設から発生する廃棄物については「廃棄物の

処理及び清掃に関する法律」に基づき適切に処理

されるよう米軍に周知します。 

2 供用時の廃棄物の処分について記載している

が、ここでいう｢可燃ゴミ｣｢資源ゴミ｣｢不燃ゴ

ミ｣の定義が不明確かつ不適切である。 

可燃ゴミについては紙類などの生活ゴミ、資源

ゴミについてはリサイクル可能な空きカン、空き

ビン等、不燃ゴミについては乾電池、油、バッテ

リーなどのゴミとしています。 

3 木くずを安定型最終処分場で処分できる根拠

を明らかにされたい。 

木くずは場内でチップ化し緑化等にリサイクル

する計画ですが、再利用できなかった木くずにつ

いては、産業廃物処理業者に委託し、中間処理を

行うなど安定型最終処分場に搬入可能なよう適正

に処理します。 

4 アスベストを含む廃棄物の搬出及び処分まで

の行程を明確にすべきである。 

廃棄物に係る影響については、明らかになって

いる事業計画に基づき予測・評価を行いました。

アスベストについては工事の実施に伴ない発生す

る副産物として予測・評価を行い準備書に記載し

ました。 

5 繊維くずを安定型最終処分場に処分できる根

拠を明らかにされたい。 

繊維くずについては産業廃物処理業者に委託

し、裁断処理などの中間処理を行うなど安定型最

終処分場に搬入可能なよう適正に処理します。 

6 不燃ゴミとして備考に「乾電池、油、バッテ

リー等」と記載されているが、安定型最終処分

場に処分できるのか根拠を明らかにされたい。

不燃物は、産業廃棄物処理業者に委託し、専門

業者へ引き渡すこととしています。 

7 供用後の使用者は米軍であり、どのような廃

棄物が出されるのかは不明である。危険な廃棄

物についても想定し影響を予測すべきである。

特に、化学物質等は、長期間残留し悪影響を及

ぼす。 

廃棄物に係る影響については、明らかになって

いる事業計画に基づき予測・評価を行いました。

施設から発生する廃棄物については「廃棄物の処

理及び清掃に関する法律」に基づき適切に処理さ

れるよう米軍に周知します。 

8 近傍の安定型最終処分場の処理能力として読

谷村の沖広産業も挙げられていることから、建

設時に適法な状態で稼働できないおそれがあ

り、近傍の安定型最終処分場における残余容量

として沖広産業の安定型最終処分場を記載する

のは不適切である。 

現状における受け入れ可能性については複数の

処理業者にヒアリング調査を実施し結果は準備書

に記載しました。 

9 準備書において、「供用」についての情報が

米軍から提供されないなら、「供用」について

は米軍にアセスをさせるべき。 

廃棄物については、普天間飛行場及びキャン

プ・シュワブの現状について米側に資料を求め、

得られたデータを基に予測・評価を行いました。

10 存在及び供用において、有害廃棄物が予測・

評価されていない。 

米軍から得た情報に基づいて予測評価を実施い

たしました。なお、施設から発生する廃棄物につ

いては「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に

基づき適切に処理されるよう米軍に周知します。

11 廃棄物の種類及び成分が、明らかにされない

まま廃棄されていることから、種類、量、処理・

処分方法について明らかにするとともに、いつ

までつづくのか明らかにすべきである。 

米軍から得た情報に基づいて予測評価を実施い

たしました。なお、施設から発生する廃棄物につ

いては「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に

基づき適切に処理されるよう米軍に周知します。

12 飛行場から出るゴミ問題が流れ出ないか心配

である。 

施設から発生する廃棄物については「廃棄物の

処理及び清掃に関する法律」に基づき適切に処理

されるよう米軍に周知します。 

13 基地から出る廃棄物は生物の遺伝子レベルに

まで、深刻なとり返しのつかない悪影響・被害

を与えると考える。 

施設から発生する廃棄物については「廃棄物の

処理及び清掃に関する法律」に基づき適切に処理

されるよう米軍に周知します。 
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14 アスベストや核物質（廃棄物）等の排出が記

載されていない。 

廃棄物に係る影響については、明らかになって

いる事業計画に基づき予測・評価を行いました。

アスベストについては工事の実施に伴ない発生す

る副産物として予測・評価を行い準備書に記載し

ました。 

15 米軍の廃棄物がどこに破棄されるのか、どう

いった物があるのかきちんと知りたい。 

施設から発生する廃棄物については「廃棄物の

処理及び清掃に関する法律」に基づき適切に処理

されるよう米軍に周知します。 

16 廃棄物処理業者や処分場などが、故障などの

諸理由で、受け入れが不可能になった時はどう

するのか。 

現状における受け入れ可能性については複数の

処理業者にヒアリング調査を実施し結果は準備書

に記載しました。 

17 プラスチック系廃棄物や食物残渣は堆肥化等

のリサイクルをするということなのかについ

て、明確な記載がない。 

施設から発生する廃棄物については「廃棄物の

処理及び清掃に関する法律」に基づき適切に処理

されるよう米軍に周知します。 

18 建設及び供用時において排出された管理型品

目の安定型最終処分場に処分しようとするのは

なぜか。 

不燃物について、産業廃棄物処理業者に委託し、

受入れ基準に満たすような処理を施した後、安定

型最終処分場に搬入可能なよう適正に処理しま

す。 

19 日米地位協定の見直しにより廃棄物に関して

も国内法を適用し適正に処理することを準備書

に明記するとともに、前述の環境基本計画に挙

げられた課題の克服についての取り組みも明記

すべきである。 

施設から発生する廃棄物については「廃棄物の

処理及び清掃に関する法律」に基づき適切に処理

されるよう米軍に周知します。 

20 廃棄物の運搬にかかわるルートや頻度につい

ての記載がなく、廃棄物の運搬による住民生活

や環境への負荷が回避・低減されるための取り

組みもなされていないが、それらにつき評価す

べきである。 

廃棄物に係る影響については、明らかになって

いる事業計画に基づき予測・評価を行いました。

21 普天間基地では油類の流出事故がたびたび起

こっているが、もずく養殖や漁業への影響は調

査しているのか。 

油流出等の事故については環境影響評価の対象

ではありません。 
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1 準備書では、ほぼすべての項目で影響は少な

い、事業者の実行可能な範囲内でできる限り回

避・低減が図られている、という事実に終始し

ており、評価結果は、具体的な内容に即したも

のではなく、評価になっていない。 

法令等に基づいて環境影響評価項目を選定し、

環境への影響を予測・評価しており、その結果を

準備書に記載しています。 

2 沖縄からすべての基地を無くした場合、どの

ように沖縄の環境、住民の生活が変わるのか調

査、予測、評価をすべきである。 

本環境影響評価の項目は、法令等に基づいて選

定しており、沖縄からすべての基地を無くした場

合については環境影響評価の対象ではないことか

ら、準備書には記載していません。 

3 準備書は米軍機の配備・機種が不明なまま進

められており、調査、予測、評価においても科

学的裏付けが乏しく形式だけを整えて、結論と

して環境に影響は少ないとされている。また、

基地建設という結論が先にあり、それによる環

境への負荷を低減できるという予断を前提とさ

れており、環境影響評価の目的が形骸化してい

る。 

米軍から得た情報を基に、法令等に基づいて環

境影響の予測・評価を実施しています。 

4 準備書は調査結果を十分に踏まえておらず、

科学的、合理的な予測評価になっていない。調

査結果と予測評価の間に論理の飛躍があり、予

測評価を軽視しており、不十分である。 

法令等に基づいて環境影響評価項目を選定し、

環境への影響を予測・評価しており、その結果を

準備書に記載しています。 

5 環境影響評価準備書として総合的な編集方針

がないなかで各項目毎の調査をただ集積し、細

切れ的に評価して影響がないとしている。また、

理解に苦しむ項目や、調査不足、手法の間違い

がある他、一番重要な予測・評価結果、環境保

全措置が画一的、抽象的であり、より具体的な

案を示しておらず科学的なプロセスが欠けてい

る。 

法令等に基づいて環境影響評価項目を選定し、

環境への影響を予測・評価しており、その結果を

準備書に記載しています。 

6 準備書はアメリカ・カリフォルニアでの訴訟

や国際環境学界、自然保護団体などの今日の環

境基準・水準を十分に踏まえたものでなければ

ならない。しかし、本準備書は科学的・国際的

批判に耐えられるものではない。 

法令等に基づいて環境影響評価項目を選定し、

環境への影響を予測・評価しており、その結果を

準備書に記載しています。 

7 大気環境、水環境、ジュゴン、アジサシ、サ

ンゴ等の環境調査が不十分であり、もっと長期

的かつ広い視野で再調査を行うべきである。ま

た、騒音・海の汚染という予測される影響を徹

底的に調査し、地元住民の納得できる結果を示

すべきである。 

既存の調査結果や方法書等に基づく１年間の環

境調査によって、ジュゴン、サンゴ類、アジサシ

等の分布状況や季節的な差異、重要な種の種類と

分布位置等を把握しており、環境影響の予測・評

価に必要な情報を得ています。 

8 １年間の現地調査で評価を下すのは危険であ

る。大気環境、水環境、ジュゴン、アジサシ等

の複数年の調査をすべきである。 

既存の調査結果や方法書等に基づく１年間の環

境調査によって、ジュゴン、サンゴ類、アジサシ

等の分布状況や季節的な差異、重要な種の種類と

分布位置等を把握しており、環境影響の予測・評

価に必要な情報を得ています。 

9 アセス法・県条例に違反し、アセス方法書に

かかる手続き（スコーピング）なしの事前調査

を強行した。 

それも、海上自衛隊所属の掃海艇や、海上保

安庁所属の多数の船舶を配置しての事前調査で

あった。 

平成19年 6月から平成20年 3月までの調査は、

当局が自主的に実施したものであり、法令等に違

反するものではありません。 

なお、調査結果については、準備書では既存の

資料として扱い、予測・評価の参考としました。
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10 調査の結果の信頼性・妥当性について科学的

な検討がなされていない。このため調査結果の

信頼性に不安がある。調査を正確に、適切な方

法で再度行うべき。準備書に記載されていない

ネオンテンジクダイが大浦湾で確認されたと新

聞報道されている。 

調査手法の選定から調査結果の妥当性について

各分野の専門家等の指導・助言を得ており、予測・

評価に必要な情報は得られたと考えています。な

お、ネオンテンジクダイなど調査により確認して

いない種の分布状況については、今後、文献資料

等を収集する中で把握に努めてまいります。 

11 フィリピンの米軍基地を撤去させた後、ＰＣ

Ｂやダイオキシンなど深刻な土壌汚染が問題と

なった。このような問題は今の時点ではないの

か、それに関してどのような調査・報告を受け

ているのか。 

米軍基地内の土壌汚染については、本事業に伴

う環境影響とは関連しないことから、準備書に記

載していません。 

12 長期的な調査をすれば更にお金がかかる他、

ますます環境への影響が懸念されるので調査中

止を求める。 

既存の調査結果や方法書等に基づく１年間の環

境調査によって、ジュゴン、サンゴ類、アジサシ

等の分布状況や季節的な差異、重要な種の種類と

分布位置等を把握しており、環境影響の予測・評

価に必要な情報を得ています。 

13 音に敏感なジュゴン等の調査は、その影響を

取り除くために、軍事演習、その他の調査を一

定期間中止し、安定状態を取り戻してから調査

を行うべき。 

ジュゴンに関する調査は、専門家等の助言を踏

まえ、影響が小さい手法を事前に検討し、現在の

状態における環境調査を慎重に行いました。 

14 準備書では 4 つのヘリパッドなど方法書にな

かった機能強化が盛り込まれている。これらが

運用されることを想定した各種調査が不十分で

ある。 

4 つのヘリパッド、消火訓練施設、護岸（係船

機能付）、汚水処理浄化槽、給油エリアなどの機

能や事業内容の追加に伴う環境影響評価は、準備

書において影響要因を検討し、予測・評価を実施

しています。 

15 調査機器の設置によるサンゴの破壊、ヘリコ

プターによる追い回しでジュゴンを遠ざけてい

る、また、ジュゴンの通り道にソナーを設置し

影響を与えているなど、調査自体が環境に影響

を及ぼしている。 

ジュゴンに関する調査は、専門家等の助言を踏

まえ、影響が小さい手法を事前に検討し、現地調

査においては慎重に行いました。また、調査機器

の設置に際しては、サンゴ類を破壊しないなど、

周辺環境に影響を及ぼさないよう配慮しました。

16 調査は大学の研究員、独立した専門家、環境

団体、県民代表などを入れ公正に行うべき。 

調査手法の選定から調査結果及び予測・評価に

至る各段階において各分野の専門家等の指導・助

言を得て準備書に反映しており、環境調査で、環

境影響を予測評価できるデータは得られているこ

とから、その必要性はないと考えています。 

17 米軍訓練の内容、事故の危険性など施設が運

用される際に生じる影響についても調査すべき

である。 

米軍の訓練内容については、米軍から得た情報

に基づいて環境影響の予測・評価を実施していま

す。また、不測の事故時の影響評価については環

境影響評価の対象ではないことから、準備書には

記載していません。 

18 「米軍に要請する」とあるが、沖縄県や県内

自治体は過去何十年にもわたって「要請」して

おり、米軍がその要請に対し、どう回答し、そ

れにどう応えてどう取り組んできたのか、調査

すべきである。 

環境影響評価を行う項目は、法令等に基づき、

本事業に伴う影響要因により影響を受けるおそれ

がある環境要素を踏まえて検討を行った結果、準

備書に示すとおり選定しました。 

19 米軍機の墜落、弾薬の輸送・保管・着脱に伴

う爆発、火災、化学物質漏出などの不慮の事故、

地震、台風、津波、竜巻など災害時に関する調

査・環境影響予測がない。 

環境影響評価を行う項目は、法令等に基づき、

本事業に伴う影響要因により影響を受けるおそれ

がある環境要素を踏まえて検討を行った結果、準

備書に示すとおり選定しました。 
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20 環境影響調査に不可欠なのは対照区（コント

ロール）の設置である。 

改変予定区域と同程度の水深で類似の環境を

持つ場所を選んで対照区を設定し、何らかの影

響が生じた場合にはその原因が工事によるもの

なのかあるいは広域的な海域全般に及ぶ自然現

象なのかを判断できるようにするためである。

本準備書中には対照区の設定という記述が見

あたらないが、何らかの影響があった場合に、

それが工事の影響なのかどうかを判断する基準

を記載することを要望する。 

準備書において記載されている事後調査を実施

することにより、影響の要因は明らかになると考

えています。また、事後調査の結果、環境影響の

程度に著しい影響が生じた場合は、専門家の指

導・助言を受けて、適切に対応していきます。 

なお、代替施設が在日米軍に提供された後には、

在日米軍はその活動に際し、日米の関係法令上の

基準のうち、より厳しい基準を採択するとの基本

的な考えの下に作成されている在日米軍の環境管

理基準(JEGS)に基づいて厳格な環境管理活動を行

い、適切な対応がなされることとなっています。

21 影響が予想されるすべての項目について調査

を実施すべきである。調査を行わないなら、行

う必要がない根拠を示すべきである。 

環境影響評価の項目の選定は、法令等に基づい

ており、選定項目の予測・評価に必要なデータを

得ることを目的に調査を実施しています。 

22 方法書追加・修正資料で台風時の調査を行う

ことが明示されてるが、2008 年 3 月～2009 年 3

月までの 1 年間に台風の到来はなく、準備書に

おいて記載されていない。したがって、方法書

で明示されている台風時の調査を求める。 

2008年 3月～2009年 3月までの1年間は台風の

通過はありませんが、台風接近時における現地調

査は実施しており、環境影響の予測・評価に必要

な情報を得ています。 

23 現況調査の時間帯が 24時間でなく、夜間に動

き出す生物への影響がわからない。24 時間の夜

間調査の実施を求める。 

陸域動物など、夜行性の種が含まれる調査項目

については夜間調査を実施しています。なお、そ

の他の調査についても、調査手法の選定から調査

結果の妥当性について各分野の専門家等の指導・

助言を得ており、予測・評価に必要な情報は得て

いると考えています。 

24 辺野古地先の流路や美謝川付け替え河口部の

環境改変による影響の総合的な評価がなされて

いない。また、地点ごとに微細な環境が異なり、

特異な生物相を有する可能性がある大浦湾側で

の実際に埋立られる地点での調査が行われてい

ないのはおかしい。 

法令等に基づいて環境影響評価項目を選定し、

環境への影響を予測・評価しており、その結果を

準備書に記載しています。 

25 埋立てによる水の汚れ、潮流の変化や離着陸

時に生じる騒音等が海域生物に与える影響を予

測すべきである。 

埋立工事による水の汚れや潮流の変化について

は数値シミュレーション手法により定量的に予測

しており、その結果を踏まえてサンゴや魚類等海

域生物への影響の程度についても予測・評価して

おり、準備書に記載しています。 

26 施設の運用条件が不明ならば、むしろ環境に

対して最悪の側で考えて調査すべきである。予

測評価に際しては、米軍の基地管理・運営を日

本政府が規制できないこと、すなわち、環境保

護に関する何らの権限を有しないことを踏ま

え、最悪の変化を考慮して、いかなる米軍の基

地運用があろうと、絶対的な環境保護の方策を

確立し、それを前提に厳しい環境影響評価を行

う必要性がある。 

米軍から得た情報を基に、法令等に基づいて環

境影響の予測評価を実施しています。代替施設の

運用に際しては、本環境影響評価で検討し講じる

こととしている環境保全措置の実施を米軍へ周知

してまいります。 

27 米軍機の墜落、弾薬の輸送・保管・着脱に伴

う爆発、火災、化学物質漏出などの不慮の事故、

地震、台風など災害時の環境影響予測がない。

環境影響評価を行う項目は、法令等に基づき、

本事業に伴う影響要因により影響を受けるおそれ

がある環境要素を踏まえて検討を行った結果、準

備書に示すとおり選定しました。 
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(24) 調査、予測、評価全般  

No. 意見の概要 事業者の見解 

28 準備書には環境保全措置が環境影響の回避、

低減にどれくらい有効なのか示されていない。

そして措置の効果が発揮されない事によって起

こりうる重大な環境影響に対する対策が十分練

られていない。 

準備書に記載した環境保全措置は、事業計画や

予測評価結果を踏まえたものを示しており、環境

への影響の回避、低減に有効な措置と考えていま

す。さらに、事後調査や環境監視調査を行うこと

により、周辺環境への影響を的確に把握し、専門

家等の指導・助言を受けて、環境影響の回避・低

減措置の強化や改善を図ることとしています。 

29 生物面全般のみの調査になっており、その基

礎生産量の積算がない。さらに、そのシュミレ

ーションの理論的欠陥も多々見受けられる。ま

た、それらを利用する水産、畜産業等への産業

連関調査もなく、社会科学的なアプローチも大

変弱い。したがって、追加の調査を求める。 

本環境影響評価の項目は、法令等に基づいて選

定しており、水産・畜産業については対象として

いません。 

30 “ヘリの訓練は周辺集落から離れた海上を考

えており、また、ヘリの計器飛行又は固定翼小

型連絡機の飛行経路は周辺の集落などを極力通

過しないように考えている”と書かれているが、

「考えている」のは事業者であり、それを飛ば

す米軍ではない。米軍の「考え」を明記するこ

とを求める。 

代替施設を利用する米軍機が集落地域上空の飛

行を基本的に回避するとの方針については、これ

までの米側との一連の協議を通し、米側からも理

解を得ていると認識しています。 

31 準備書においては、大浦湾の高波、波浪、海

岸浸食、海洋中の音波及び電磁波の広域の伝搬

を数学的に表現し、これらの予測と健康被害の

予測を示すべきである。 

本環境影響評価の項目は、法令等に基づいて選

定しています。 

32 「一時的な影響」というが、造成工事に伴い

珊瑚や藻場が死滅すれば、それは「永続的で致

命的な影響」である。 

造成工事自体が何年も要する工事であり、そ

の影響は「一時的な影響」ではない。環境影響

評価は最大限厳しく行うことが大前提である。

造成等の施工による一時的な影響という表現は

沖縄県環境影響評価技術指針を参考とし、使用し

ています。 

なお、埋立てに伴ってやむを得ず消失するサン

ゴ類については、環境保全措置として移植するこ

ととしています。 
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4.4.6 環境保全措置に関する意見 

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 事前に当然考えるべき環境対策は、環境影響評

価法第 14条で定める「環境保全措置」と区別し、

事業計画・工事計画で記載すべきである。 

事業者としては、事業計画・工事計画の検討

段階で考慮した環境対策を含め、すべての環境

保全上の配慮を「環境保全措置」として準備書

に記載しました。 

2 生物種の記載をより詳細に行い、その生態につ

いて調べ、希少な生物はその希少性を、他では見

られない生物はそのユニークさを損なわないよう

にするのが保全措置である。有効な保全措置の再

検討・提示を願う。 

既存資料や四季にわたる詳細な現地調査によ

り、この地域の陸海域に分布している相当多く

の動植物種の生息・生育状況等を確認しており、

環境影響評価に必要な情報は得ていると考えて

います。また、環境保全措置については、事業

者の実行可能な範囲内で対象事業に係る環境影

響ができる限り回避又は低減できる、より良い

技術を採用し、準備書に記載しました。 

3 「7.1 工事に係る環境保全措置」に低周波音の

項目がないので、章立ての構成を再構築する必要

がある。 

本事業に伴う影響要因により影響を受けるお

それのある環境要素を踏まえて環境影響評価の

項目を選定しており、工事中の低周波音は影響

要因との関連がないことから記載していないも

のです。 

4 工事中の搬入車両による騒音で、実際の走行速

度を抑えることを条件として再予測しているが、

環境保全措置の内容に追加し「環境保全措置の検

討結果の検証」を行うべきである。この場合、排

出ガス係数が増加するので、「環境保全措置の実

施に伴い生じるおそれのある環境影響はないもの

と判断しています」は虚偽であり、修正すべきで

ある。 

規制速度の遵守という環境保全措置を講ずる

ことで、騒音とともに大気質についても環境基

準を満足することから、大気質環境保全措置の

実施に伴い生じるおそれのある環境影響はない

ものと判断したものです。 

5 環境保全措置について過去の類似事例の成功

率、失敗例などを比較し、環境影響の回避、低減

の効果の妥当性を示すべきである。また、事業者

としてどこまで実行可能で、どこから実行不可能

か示し、実行不可能な部分について、どのような

環境影響が起こりえるか具体的に示すべきであ

る。 

環境保全措置は、一般的に周知されている事

例を参考とし、事例のない場合は、現時点で実

行可能と考えられる方法を基に検討し、環境影

響の回避、低減がなされるかを検証の上、採用

しており、検証結果も準備書に記載しています。

なお、効果に係る知見が不十分な環境保全措

置を講ずる場合、工事中及び供用後の環境の状

態を把握するための事後調査を行うこととして

います。 

6 本準備書は予測評価、環境保全措置、事後調査

等に不備な点が多く、画一的・抽象的であり、よ

り具体的な案を示していない。沖縄の自然、東海

岸の景観の保存や修復のための措置が検討されて

おらず、また、海域生態系の保全措置については、

単に努力をするという記述で終わっているように

思う。このまま環境影響評価の手続きが進むと関

係住民等の意見が反映されないことになる。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて、適切

な手法で調査、予測及び評価等を実施しており、

沖縄島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環

境の保全に配慮した事業計画や予測評価結果を

踏まえた環境保全措置、事後調査計画を示して

います。 

7 基地建設においては低減策はとれても、回避・

保全策はとれない。「何もしないこと」が最高の

環境保全だ。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて、適切

な手法で調査、予測及び評価等を実施しており、

沖縄島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環

境の保全に配慮した事業計画や予測評価結果を

踏まえた環境保全措置、事後調査計画を示して

います。 
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4.4.6 環境保全措置に関する意見 
No. 意見の概要 事業者の見解 

8 辺野古周辺には貴重種を含む多くの種がいる。

沖縄の観光資源、生活資源を守るため、沖縄振興

の上からも万全の対策を行う必要がある。また、

米軍施設内での環境保全措置を考えないというの

は誤りであり、もっと時間をかけて調査し、環境

保全措置をあらゆる角度から検討してほしい。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて、適切

な手法で調査、予測及び評価等を実施しており、

沖縄島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環

境の保全に配慮した事業計画や予測・評価結果

を踏まえた環境保全措置、事後調査計画を示し

ています。 

9 準備書では「事業者の実行可能な範囲内ででき

る限り回避・低減が図られている」との評価が繰

り返されている。環境保全措置は事業者任せで、

米軍へは「周知」となっており、環境への影響の

回避、低減を図ることは考えられない。 

本環境影響評価は、環境影響評価法等の規定

に基づき、事業者が行っており、法令等に基づ

いて調査、予測及び評価を行い、環境保全措置

の検討を行いました。 

なお、供用後の米軍における環境保全措置に

ついては、その内容が実施されるよう米軍への

周知に努めます。 

10 道路交通騒音対策として「米軍に対して法令に

基づく適正走行の実施を周知していきます。」と

あるが、他人頼みではなく、事業者として確実に

できることを示すべきである。例えば、自動速度

取締装置を設置し、沖縄県警に移管して厳しく米

軍の行為を取り締まるよう、依頼すべきである。

本環境影響評価は、環境影響評価法等の規定

に基づき、事業者が行っており、法令等に基づ

いて調査、予測及び評価を行い、環境保全措置

の検討を行いました。なお、供用後の米軍にお

ける環境保全措置については、その内容が実施

されるよう米軍への周知に努めます。 

11 緑化には在来種を用いるだけでなく、遺伝資源

として地域の個体群を利用しなければならない

が、実際に事業期間内にそれを実施可能なのか。

また、以下のような具体的な問題があり、対策は

全く実効性を欠いている。 

・ 種子や挿し穂の採取・移植苗の育成はどこでど

のように行うのか。 

・ 種の選定、植栽のデザイン、育成に要する期間、

移植後の管理の方法・期間はどのようにするの

か。 

・ マント群落・ソデ群落の形成法はどのようにす

るのか。 

・ 海岸林・マングローブ林への高波、潮風害、油

脂類の流入、海の流れの変化による土壌の沈降

堆積・種子や散布体の漂流過程の変化などが生

じない保証はあるのか、その対策が書かれない

のはなぜか。 

緑化における植栽方法については、可能な限

り在来種を用いることを検討し、今後、専門家

等からの指導・助言を得た上で実施することと

しています。 

植栽期間については、基本的に工事着手前か

ら施設供用時を含めた期間と考えています。ま

た、マングローブ林については、主に大浦川河

口付近での生育分布が確認されており、本事業

計画では、保全措置の観点から大浦湾西岸地域

における作業ヤード計画を取りやめたことか

ら、台風等によるマングローブ林への影響につ

いては現況とほとんど変化がないものと考えら

れます。 

12 環境保全措置は影響・被害を軽減するものでし

かなく、当初の予測を大きく上回ることも予想さ

れ、その影響は、また二次的な影響を生む。取り

返しのできない事態を招いた時、どのような対策

を講じられるのか、明らかにしていただきたい。

準備書に記載した環境保全措置は、事業計画

や予測及び評価の結果を踏まえたものを示して

おり、環境への影響の回避、低減に有効な措置

と考えています。さらに、事後調査や環境監視

調査を行うことにより、周辺環境への影響を的

確に把握し、専門家等の指導・助言を受けて、

環境影響の回避・低減措置の強化や改善を図る

こととしています。 

13 専門家によれば、移植や保全措置には何ら実効

性はなく、長い年月を経て築かれた生態系がくず

れ連鎖的に破壊され、やがて漁場や住民生活にも

深刻な影響を及ぼすことが予測される。 

準備書に記載した環境保全措置は、事業計画

や予測及び評価の結果を踏まえたものを示して

おり、環境への影響の回避、低減に有効な措置

と考えています。さらに、事後調査や環境監視

調査を行うことにより、周辺環境への影響を的

確に把握し、専門家等の指導・助言を受けて、

環境影響の回避・低減措置の強化や改善を図る

こととしています。 
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4.4.6 環境保全措置に関する意見 
No. 意見の概要 事業者の見解 

14 一部の貴重種を移植しても、保全には役立たな

いし、移植先も不明である。また移植先が類似環

境であるにもかかわらず移植が可能であるような

貴重種を欠いたり生態系撹乱のおそれがないよう

な状況なのはいかなる理由によるのか明示されて

おらず、実効性が全く保障されない。 

移植の成功可能性について個々の植物種ごとに

どのような評価を行ったのか、移植による地域の

生態系への影響をどのように評価したのか明記さ

れる必要がある。 

移植対象種については、種毎における植生環

境や現場条件を含めた移植先の選定や、各種に

応じた移植方法を検討した上で、慎重に移植を

実施します。また、移植後の活着・生育状況等

について、事後調査で継続的な把握を行い、個

体の衰弱等の現象が生じる場合には、専門家の

指導・助言を得て、必要な措置(既存の措置の見

直しや追加の措置等)を講じます。 

15 埋立後の辺野古海域や採取予定地の環境保護の

対処法等も含めた事業内容を明記していただきた

い。 

埋立後の辺野古海域や土砂採取予定地の環境

保護の対処法等については、準備書第７章の施

設等の存在・供用に係る環境保全措置に記載し

ました。 

16 準備書に記載の保護策は疑わしい。失われる動

植物の再生・復活できる技術を人間は持っている

のか。例えば、サンゴの移植技術は未確立の段階

であり、十分に検討されていない技術を用いて環

境保全措置とするのはどのような根拠に基づくの

か示していただきたい。また、移植にかかる膨大

なコストとその負担者を明確に示していただきた

い。 

事業実施に伴う環境保全措置については、サ

ンゴ類の移植等県内で実施事例のある対策を実

施します。また、対策後は事後調査を行い、保

全措置の効果が見られない場合は、必要に応じ

て、専門家等の指導・助言を得て、改善方法等

を検討します。 

17 埋立ての最中に台風等がきた場合の砂や赤土が

大浦湾や東海岸一帯に流出する可能性があるが、

その対策を示してほしい。 

台風等の降雨影響時の赤土等流出防止対策に

ついては、準備書に記載しました。 

18 土砂による水の濁り（7.1.5）で記述されている

対策は、汚濁防止膜等が破損したり、洗浄されて

いない石材が投入されるなど、沖縄の実際の事業

において現実に効果を発揮していない。実効ある

防止策とはいえない。 

準備書に記載した環境保全措置は、事業計画

や予測及び評価の結果を踏まえたものを示して

おり、環境への影響の回避、低減に有効な措置

と考えています。さらに、事後調査や環境監視

調査を行うことにより、周辺環境への影響を的

確に把握し、専門家等の指導・助言を受けて、

環境影響の回避・低減措置の強化や改善を図る

こととしています。 
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4.4.7 事後調査及び環境監視に関する意見 

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 監視船、陸域高台からジュゴンを監視する旨が

書かれているが、専門的な知識をもつ経験者が行

うべきである。 

ジュゴン及びウミガメ類等を含む海域生物分

野の専門的知識を有する者が環境監視調査を行

います。 

2 事後調査報告書は、当該年度分を翌年度の上半期

に沖縄県へ提出することとしているが、ウミガメ類

の産卵時期に毎月 2 回行う結果を翌年度報告され

ても意味がない。即座に対応がとれるよう、すべて

の事後調査結果を月報形式で沖縄県へ報告すると

ともに、インターネットでも公表すべきである。 

事後調査等の結果については、報告書の他、沖

縄県へ適宜速報を提出するなど、迅速かつ的確な

対応がとれるよう努めます。また、インターネッ

ト上における公表については、今後、動植物を含

め、重要な種の保護の観点から、種毎の公表の必

要性について検討することとします。 

3 事後調査の結果を評価するチャンスが与えられ

ないのはおかしい。こういったやり方は環境アセ

スメントの主旨に反することになるのではない

か。 

事後調査等の結果については、環境影響評価

法等に基づき、沖縄県環境影響評価審査会にお

いて審議がなされ、必要に応じ、沖縄県知事は

環境保全について必要な措置を求めることがで

きることとなっていることから、事業者として

は環境影響評価の主旨に添うものであると認識

しています。 

4 事後調査及び環境監視調査の区分方法や、事後

調査を実施しない場合の理由を明記すべきであ

る。 

法令等に基づき、本事業の環境影響評価に係

る選定項目において、予測の不確実性の程度が

大きい項目等を事後調査の対象として選定しま

した。また、その他の項目についても、適切な

環境保全措置を講じることを目的に調査対象を

選定し、自主的に環境監視調査を行うこととし

ていますが、事後調査と環境監視調査の区分方

法については、準備書に記載しています。 

5 必要に応じて事後調査を行うこととしている

が、何を基準に判断したのか。事後調査で悪影響

を察知した時には手遅れになっている可能性が高

い。事後調査にゆだねるという無責任な手法をと

らず、複数のケースを想定してきちんと影響予測

をすべきである。 

事後調査項目については、当該事業の環境影響

評価に係る選定項目において、既存の文献・知見

情報並びに現地調査結果による予測及び評価の

結果を基準として、特に予測の不確実性の程度が

大きいものを抽出して選定しました。また、その

他の項目についても、適切な環境保全措置を講じ

ることを目的に調査対象を選定し、自主的に環境

監視調査を行うこととしていることから、事業者

としては複数の要因を想定した上で環境影響評

価を実施しているものと認識しています。 

6 環境が悪化した際には、随時、沖縄県に報告し

た上で、再度、対応方針についての予測・評価を

行い、具体的に何をするのか示すべきである。ま

た、迅速で適切な対策ができない際は施設供用を

廃止すべきである。 

事後調査等の結果については、報告書や速報

により随時、沖縄県へ報告するとともに、環境

影響の程度について十分な検証を行った上で、

必要に応じ、具体策を講じ、事業者として迅速

かつ的確な対応がとれるよう努めます。 

7 飛行回数は米軍の細部に係わる事項であり、あ

らかじめ示す事が困難な事は理解するが、供用開

始初期における訓練回数の増加も考えられ、その

際に事後調査が行われていれば、速やかに環境保

全措置の修正が行えるはずである。あえて環境監

視調査について意見を記述すると、調査項目がＷ

値である事は前述したように Lden 値となり、調査

期間が供用後 3 年～5 年という根拠も理解に苦し

む。 

事後調査を行う期間は、沖縄県環境影響評価

技術指針においては、原則として供用後の環境

状態等が定常状態で維持されることが明らかと

なるまで又は将来における環境状態等が悪化す

ることがないことが明らかとなるまでとされて

おり、沖縄県内の環境影響評価の事例等を参考

に、工事中及び供用後 3～5年について実施する

こととしました。 

また、調査項目については、現在の航空機騒

音の評価指標であるＷＥＣＰＮＬ値に変わっ

て、新しい評価指標の Lden が施行される平成 25

年 4 月までに関係機関と調整を図りながら、検

討することとします。 
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4.4.7 事後調査及び環境監視に関する意見 
No. 意見の概要 事業者の見解 

8 大気質の事後調査及び環境監視調査は実施はし

ないこととなっているが、事後調査をしなければ

実際どのような影響があったか検証ができない。

大気質については、可能な限り資料収集に努

め、予測・評価を行いました。 

その結果大局的には大きく変化しないと予測

され、事業者の実行可能な範囲で環境影響の回

避・低減が図られているものと評価したことか

ら、事後調査の対象にはしていません。 

9 オスプレイ及び訓練形態タッチアンドゴー時に

おける大気質、騒音、低周波音(航空機)が対象と

されておらず、軍事空港という特殊性から予測の

不確実性は明らかであるため、環境影響評価法に

基づく事後調査として位置づけるべきである。 

平成 23年 6月に米国防省から CH-46 の後継機

として MV-22 の沖縄配備が発表されたことを踏

まえ、対象航空機のうち CH-46 を MV-22 に変更

し、MV-22 を対象とした予測・評価を行いました。

タッチアンドゴーについては、米側のニーズ

を踏まえ、予測・評価し、準備書に記載しまし

た。 

事後調査等については、環境監視項目で騒音、

低周波を調査することとしています。 

10 航空機騒音の調査期間及び地点についても供用

後の 3～5年、飛行場と周辺 5地点に限定している

のは不当である。 

航空機騒音については、70ＷＥＣＰＮＬの範

囲内に集落はなく、予測の不確実性は大きくな

いと判断したことから、事後調査は実施しませ

ん。しかし、事業者が事業の実施による周辺環

境への影響の程度を把握し、その結果に基づい

て適切な環境保全措置を講じることを目的に、

工事中及び供用時に自主的に実施する「環境監

視調査」を行います。 

11 振動の事後調査及び環境監視調査は実施はしな

いこととなっているが、事後調査をしなければ実

際どのような影響があったか検証ができない。 

本事業の実施による振動が環境に及ぼす影響

については、予測の不確実性の程度が大きくな

く、継続的な監視調査の必要性はないと判断し

たことから、事後調査及び環境監視調査を行わ

ないこととしました。 

12 燃料給油桟橋及び代替施設からの油脂類の影響

について、環境監視の対象とすべきである。 

燃料給油桟橋及び代替施設については、所要

の安全性を満たす設計を行うこととしているこ

とから、環境監視調査の対象にはしていません。

13 水の汚れの環境監視調査を月 1 回としている

が、影響が出た際に適切に対応することはできな

い。また、排水について「法令の適合する濃度で

地先海域へ排出するように米軍に周知」と記載さ

れているが、周知だけで対処できるのか。事後調

査を実施すべできある。 

水の汚れに関する環境監視調査の頻度につい

ては、法令遵守の状況を確認する意味から月 1

回としていますが、必要に応じて頻度を調整し

ていきます。また、排水の濃度規制については、

米側へその遵守及び必要に応じた排水の水質チ

ェックの実施について周知します。 

14 水象の事後調査及び環境監視調査は実施しない

こととなっているが、事後調査をしなければ実際

どのような影響があったか検証できない。 

流れ及び波浪の変化は事業実施区域周辺に限

られており、大局的には大きく変化しないと予

測され、予測の不確実性は大きくないと判断し

たことから、事後調査の対象にはしていません。

15 塩害の事後調査及び環境監視調査は実施はしな

いこととなっているが、事後調査をしなければ実

際の影響による検証ができない。 

塩害の予測及び評価の結果より飛来塩分量が

現況と同程度で変動し、植生への影響の程度は

わずかであり、予測の不確実性は大きくないと

判断したことから、事後調査の対象にはしてい

ません。 

16 供用後の海上ヤード周辺における海域生物の生

息状況調査について、工事中の影響を的確に観察

し、状況に応じた対応を可能とするために、工事

期間中も調査を実施すべきである。 

海上作業ヤード周辺における海域生物の生息

状況調査は、海上作業ヤードの設置・撤去に伴

う生物の生息生育状況の変化について調査する

ためのもので、供用後だけでなく工事期間中も

調査することとしており、そのことは準備書に

記載しています。 
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4.4.7 事後調査及び環境監視に関する意見 
No. 意見の概要 事業者の見解 

17 台風や津波及び高波発生時の潮風害について

は、海岸植生への影響が懸念されるため、海岸林・

マングローブの事後調査を行うべきである。 

マングローブ林については、主に大浦川河口

付近での生育分布が確認されています。 

当該事業計画では、保全措置の観点から大浦

湾西岸地域における作業ヤード計画を取りやめ

たことにより、台風等によるマングローブ林へ

の影響については現況とほとんど変化がないも

のと考えられることから、事後調査の対象には

していません。 

18 生態系の騒音に係わる事後調査の基準値

(80-85dB)は、沖縄の貴重種の行動の研究結果に根

拠を有しているのか。また、工事及び存在・供用

後において、実際に騒音が観測される地点で行わ

ないのはなぜか。 

陸上動物、特に鳥類の予測結果から、生息状

況に影響が生じるおそれのある騒音レベルを既

存の文献や過去の事例を参考に設定していま

す。騒音調査は、対象とする種の生息環境の把

握が行える地点の調査を計画しています。 

19 事後調査の内容に不備な点が多い。 事後調査の内容については、法令等に基づき、

本事業における調査、予測及び評価の結果等を

基に、専門家等の指導・助言を得て作成したも

のですが、引き続き、最新の知見等の収集に努

めてまいります。 

20 陸域植物の事後調査については、保全措置が速

やかに講じられる監視体制を構築した上で必要な

措置を講じるとしているが、不可逆的な影響は対

応不能であり、結果追認に陥る危険性が高い。 

陸域植物の事後調査については、移植株の生

存率等の把握や、植生調査によるマント群落・

ソデ群落及び河畔植生の被度・群度等について、

定量的な数値を把握し、不可逆的な状況に陥る

ことがないよう、環境への影響が顕著に現れる

前に、植物体の状況や生育環境の改善等、専門

家等の指導・助言を得て、迅速かつ的確な対処

に努めます。 
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4.4.8 総合評価に関する意見 

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 大部分の項目において影響は総じて少ないとい

う評価・結論になっており、事業者による評価と

学者や住民団体等による調査結果・評価とが、あ

まりにもかけはなれている。客観的及び具体的な

データ検証をした上で、影響の「大きい」「小さ

い」の判断基準を明確にすべきである。また重大

な影響については、実際は回避・低減ができない

可能性が高いにも関わらず、「実行可能な範囲で

回避・低減が図られている」と評価している点も

作為的であり、実際にどこまで実行可能なのかを

具体的に示すべきである。 

本環境影響評価については、項目毎に既存の

文献・知見情報並びに現地調査結果に基づいて

予測・評価を実施し、その結果の妥当性につい

て適宜、専門家等からの指導・助言を得ました。

環境保全措置及び事後調査については、引き続

き、事業者として実行可能なより良い技術の導

入等を検討してまいります。 

2 個々に細分化して評価するのではなく、多種多

様な環境が存在する陸域・海域生態系を含めて総

合的な評価をすべきである。また、環境影響評価

におけるミティゲーションの 5 原則(回避･最小

化･修正･軽減/消失･代償)に立ち返り、最大級の

｢代償｣を検討すべきであり、その判断基準につい

ては数値を明示した上で科学的な判断・評価を行

うべきである。 

本環境影響評価については、ミティゲーショ

ンの 5 原則を勘案しつつ、項目毎の影響の程度

について慎重に把握した上で、陸域・海域生態

系を含めた総合的な観点に立って評価を行いま

した。なお、判断基準については、必ずしも数

値で示すことができませんが、可能な限り数値

の記載に努めました。 

3 辺野古海域を含めた東海岸地域の自然の価値と

発展を再評価し、地域の資源をいかに保全するか

の方策をこそ考えるべきだ。一度壊された自然は

元には戻らない。環境保全の為の評価をしてほし

い。厳しい評価をすれば、沖縄の美しい海に、基

地を建設するということはありえないのではない

か。 

本環境影響評価については、当該区域の陸

域・海域生態系を含めた地域資源の保全の観点

から、慎重に総合的な評価を行い、沖縄島北部

東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の保全に

配慮した事業計画や環境保全措置、事後調査計

画を示しています。 

4 多くの識者・ジャーナリストがこの準備書が環

境に与える負荷を過少評価していること、方法書

になかった基地機能が強化されていることを指摘

している。この懸念に真摯に耳を傾けてもらいた

い。 

当該事業の実施に伴う環境への負荷の程度に

ついては、準備書において環境要因を検討し、

予測・評価を実施しています。 
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4.4.9 環境影響評価の手続き、進め方等に関する意見 

(1) 準備書のとりまとめ方  

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 準備書のとりまとめ方は、頁数が膨大で専門用

語が多様されているため素人が理解しづらい。 

準備書は、法令等に基づいて必要かつ不可欠

な内容を丁寧に記載した結果、相当なページ数

になったものです。専門用語については、環境

影響評価書における用語集の添付等、今後、理

解しやすいとりまとめを検討していきます。 

2 準備書の内容が基地建設ありきで作られてい

る。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22

年 5月 28 日及び平成 23年 6月 21 日の日米安全

保障協議委員会共同発表に従い、普天間飛行場

代替施設建設事業を実施しているところであ

り、同事業を進めるに当たっては、環境影響評

価法等に基づき適切に行っていきます。 

3 国際的に注目されているアセスメントであるた

め、英訳による準備書の作成と、英文による意見

書を受理してほしい。 

本事業における環境影響評価は、環境影響評

価法等に基づき、実施していることから、準備

書の英訳及び外国語による意見書の受理は考え

ていません。 

4 方法書との整合を図り、目的、予測評価、対策

の構成・内容を明確に示した準備書内容に見直す

こと。 

準備書では、法令等に基づき、現段階までに

決定された内容に係るものを記載しました。 

5 準備書に対して意見を述べることができるのは

有意義なことである。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な

手法で調査、予測及び評価等を実施した上で、

環境影響評価法等に基づき説明会を開催し、意

見聴取等を行っています。 

6 準備書の中味を整理し、通し頁やバインダー型

にするなど住民が分担して読めるよう工夫した

り、準備書の文字が小さくて読めない部分がある

ため、大きな文字で記述すべきである。 

貴重な意見として承ります。 

7 準備書で頁番号の打ち間違いや、内容が間違っ

ているところがみられる。 

必要に応じ、環境影響評価書において、修正

します。 

8 準備書すべての中で出てくる「速やかに」「早

急に」「できる限り」や「努めます」「図ります」

等の抽象的な表現が多いため、具体的な数値、内

容で示してほしい。 

貴重な意見として承ります。 

9 単年度の調査等では生態系の状況等の把握は困

難であるため、専門家のアドバイスを得て準備書

に併記してほしい。 

本環境影響評価における調査、予測及び評価

の結果については、適宜、専門家等の意見・助

言を得て準備書に記載しています。 

10 準備書の内容は、米国連邦地裁の米国ジュゴン

訴訟で、求められる環境アセスの要件を満たされ

るものではない。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な

手法で調査、予測及び評価等を実施しており、

沖縄島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環

境の保全に配慮した事業計画や環境保全措置、

事後調査計画を示しています。 

11 膨大な経費を費やして準備書を作成している

が、単なる現地調査結果と解析結果の提示になっ

ている。また、解析結果のページ数が著しく少な

く内容が乏しいことや調査結果と解析結果が混在

して分かりにくいことから、資料編と解析編で区

分するなど準備書の構成・内容の見直しが必要で

ある。 

貴重な意見として承ります。 
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(1) 準備書のとりまとめ方  

No. 意見の概要 事業者の見解 

12 準備書の調査･報告は科学的･客観的でなければ

信頼性に疑いをもたれるため、アセスメントの手

続きは、利害当事者が調査・報告主体となるべき

ではない。実施主体以外の第三者機関の専門委員

会と、ワーキンググループには住民代表や住民が

推薦する研究者等を加えることが必要である。 

本環境影響評価は、環境影響評価法等の規定

に基づき、事業者が行っています。 

13 特殊な本事業においては、米軍に対する規制と

強制を可能にする法的環境を整備することであ

り、この最大の環境影響要因、文化的影響要因を

抜きにした方法書と準備書は欠陥である。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な

手法で調査、予測及び評価等を実施しており、

沖縄島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環

境の保全に配慮した事業計画や環境保全措置、

事後調査計画を示しています。 

 

 

(2) 準備書の公告・縦覧方法等  

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 事業者は、すべての一般者に対して準備書を分

かりやすく提示する責任があるため、公告・縦覧

方法を見直すべきである。具体的には準備書の貸

出や複写許可、WEB 上における閲覧方法等を改善

した上で、公告・縦覧期間についても延長すべき

である。 

公告・縦覧については、環境影響評価法等に基

づき適切に実施しました。 

 

 

(3) 説明会の開催方法等  

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 名護市民及び県民投票等で示されている通り、

民意は新基地を認めていない。 

また、住民説明会は 3ヶ所でしか行われておら

ず、アセスの目的の一つである「事業者と住民と

の合意形成」に反している。米軍基地建設事業に

ついては沖縄県民すべてが地元住民であるため、

全県民を対象にした説明会が必要である。 

平成 18年 4月 7日に防衛庁長官と名護市長及

び宜野座村長との間で、同年 5月 11 日に防衛庁

長官と沖縄県知事との間で、普天間飛行場代替

施設を辺野古崎とこれに隣接する大浦湾と辺野

古湾の水域を結ぶ形で設置し、2本の滑走路をＶ

字型に配置することに合意したところです。 

また、環境影響評価法等に基づき関係地域で

ある名護市及び宜野座村における事業実施区域

近傍の３箇所で説明会を実施したことに加え、

別途名護市、宜野座村及び沖縄県議会の求めに

応じ、準備書の内容について説明を行いました。

2 住民説明会における 1時間半のプログラムのう

ち、大半の時間を挨拶や専門用語を並べたてた一

方的な説明に費やし、住民からの質疑応答には人

を選んだ上にまともに答えず、時間切れを理由に

逃げ去った姿勢は、事業者の強引そのものである。

説明会については、環境影響評価法等に基づ

き適切に実施しました。 
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(4) 環境影響評価の手続き  

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 「追加・修正資料」及び「追加・修正資料(修正

版)」において、当初の方法書に記載のない事項(海

砂採取、飛行機の種類にジェット機、集落上空の

飛行もあり得る、誘導灯、3 箇所の洗機場、弾薬

搭載場所、美謝川切り替えの詳細、等)が追加され

ている。 

これら追加・修正資料に対して、住民意見は、

排除されたままで手続は行われた。 

さらに、準備書では、4箇所のヘリパッド新設、

汚水処理浄化槽、護岸等が追加され、今後、ゴル

フ場造成の可能性も疑われるなど、事業内容がな

し崩し的にふくらんできている。しかも、これら

の変更については住民意見を言う機会がなかった

のである。 

これらの追加項目は、軽微な変更とは認められ

ず、一つ一つの追加項目及びその集積が、大きな

環境影響を生じる可能性が大きい。したがって、

環境影響評価法にもとづき、方法書手続きに戻っ

てやり直すべきである。 

追加・修正資料は方法書そのものではないこと

から、住民等の意見を聴取しなければならない資

料ではありませんが、沖縄県環境影響評価審査会

での審査を経て沖縄県文化環境部長から意見が

述べられており、その内容及び事業者の見解を準

備書に記載しています。 

また、準備書等に記載した施設の追加は、環境

影響評価法等における再手続を要する変更には

当たらないものと考えています。 

2 準備書には、オスプレイに関する記載が無い。

オスプレイの配備が明らかになった場合、方法書

から再アセスを行うのか明らかにして頂きたい。

平成 23 年 6 月に米国防省から CH-46 の後継機

として MV-22 の沖縄配備が発表されたことを踏

まえ、対象航空機のうちCH-46をMV-22に変更し、

MV-22 を対象とした予測・評価を行いました。 

3 オスプレイ配備等を含め、事業内容に大きな変

更があった際にはアセス法の規定に基づき方法書

に戻ってアセスをやり直すのか、評価書の公告縦

覧後に明らかになった場合はどうするのか明確に

されたい。 

平成 23 年 6 月に米国防省から CH-46 の後継機

として MV-22 の沖縄配備が発表されたことを踏

まえ、対象航空機のうちCH-46をMV-22に変更し、

MV-22 を対象とした予測・評価を行いました。 

4 米国防総省の文書（1997 年）により新たな設置

が必要とされる軍需施設は、高性能爆弾用弾薬庫

(HPM)、戦闘機装弾場(CALA)、腐食管理施設、航空

機の洗浄施設、エンジン試験室(MALS-36)、燃料貯

蔵庫、燃料供給パイプラインとされている。飛行

場の現時点の配置計画として、弾薬積載エリア、

航空機の洗浄施設、エンジン試験室、燃料の貯蔵

庫が計画されていることは判明したが、あくまで

も現時点での計画であり、燃料供給パイプライン

等その他のアセスメント手続きを再開すべきであ

る。 

準備書では法令等に基づき、飛行場施設の現時

点の配置計画について記載しました。 

5 これまでの在日米軍基地による住民の生活環境

(教育環境、安全性等)への影響を調査、考察して

いない準備書は欠陥があり、認められない。やり

直しを求める。 

環境影響評価においては生活環境及び自然環

境の項目を対象に調査、予測及び評価等を行って

おり、教育環境や犯罪に関しては、環境影響評価

の項目には含まれておらず、準備書に記載してい

ません。 

6 本準備書は、曖昧な点が多く、学術的及び政治

的な面も含めて理解困難である。誰でも意見が言

えるように当該事業に係る環境影響評価を最初か

らやり直すべきである。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手

法で調査、予測及び評価等を実施した上で、環境

影響評価法等に基づき説明会を開催し、意見聴取

等を行っています。 
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(4) 環境影響評価の手続き  

No. 意見の概要 事業者の見解 

7 事業者の責務は、人々の意見を考慮した上で、

検証に耐え得るデータを示して説明すべきであ

り、住民投票の結果を無視してアメリカの要求に

応えることを最優先とし、強引に事業計画を進め

ようとする姿勢は、環境影響評価の進め方の根源

的欠陥である。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手

法で調査、予測及び評価等を実施した上で、環境

影響評価法等に基づき説明会を開催し、意見聴取

等を行っています。 

8 本件アセスはゼロ・オプションを含む戦略的環

境アセスメントとして方法書からやり直すべきで

ある。 

本環境影響評価は、現在の環境影響評価法等に

基づき適切に実施しているところです。 

9 保全対策さえもその実施が困難であると認める

ということは、当対象事業は計画中止以外に道が

ないことが明白であり、こうした決断こそ唯一の

環境保全対策であることを真摯に受け入れるべき

である。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手

法で調査、予測及び評価等を実施しており、沖縄

島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の

保全に配慮した事業計画や環境保全措置、事後調

査計画を示しています。 

10 国も、この事業関係者も、日本国憲法と環境基

本法を厳正に踏まえて、職務を行うべきでありア

セスメント手続きそのものの適切性を疑わざるを

えない。憲法違反である。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手

法で調査、予測及び評価等を実施しており、沖縄

島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の

保全に配慮した事業計画や環境保全措置、事後調

査計画を示しています。 

11 アセス「評価書」手続きにおいて、知事意見の

ほか、環境大臣意見も求めるべきである。 

環境影響評価法等に基づき、手続きを進めてま

いります。 

12 準備書の内容に対して国民は意見を提出するこ

とができるが、分からない人も多いため新聞、ラ

ジオ等で周知したり、多くの意見が提出されるよ

う郵送、ＦＡＸ等も受け付けるなど配慮すべきで

ある。 

意見書の提出について、環境影響評価法等に基

づき公告を行うとともに、事業者のＨＰに掲載

し、周知に努めました。 

13 個別の環境調査だけではなく、それぞれの調査

結果を有機的に結びつけ、多角的に考察すること

が必要不可欠である。現状のアセス調査はそのよ

うになっていないため、アセスメントをやり直す

べきである。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手

法で調査、予測及び評価等を実施しており、沖縄

島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の

保全に配慮した事業計画や環境保全措置、事後調

査計画を示しています。 

14 鳥類への予測・評価が独断的で歪曲化しており、

影響を回避するための代替案は全く検討されてい

ないため、代替施設の位置選定を含めた手続きの

やり直しを行うべき。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手

法で調査、予測及び評価等を実施しており、沖縄

島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の

保全に配慮した事業計画や環境保全措置、事後調

査計画を示しています。 

15 準備書の縦覧後に実施している現況調査の目的

は何か。調査の不十分さを指摘される前に追加調

査を行っているように思える。調査結果はどのよ

うに反映させるのか。 

準備書縦覧後に実施している現況調査は、事後

調査や環境監視調査をより効率的・効果的に実施

するため、環境上特に重要と考えられる項目につ

いて、データを蓄積する目的で、自主的に実施し

ているものであり、環境影響評価手続上のもので

はありません。 
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(5) その他  

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 軍隊の投入及び新基地建設を前提とした準備書

で、詳細な調査結果を提示せず、そのデータで予

測評価を行ったり、常套語句を多用して、影響が

「薄く」「小さく」「軽く」済むかのように、事

業者の都合に合わせた予測評価を行っている。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な

手法で調査、予測及び評価等を実施しており、

沖縄島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環

境の保全に配慮した事業計画や環境保全措置、

事後調査計画を示しています。 

2 充分な説明がなく、環境影響評価が進められる

ことには納得ができない。国は法の遵守義務があ

るにも関わらず、意図的に事業内容を後出しし、

住民の意見提出の機会を奪ったことは明白であ

る。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な

手法で調査、予測及び評価等を実施した上で、

環境影響評価法等に基づき説明会を開催し、意

見聴取等を行っています。 

3 この準備書は単なる工事計画書または建設計画

書とみられ、環境影響評価法の定めた内容に足る

ものではない。事業者は、責任をもって環境影響

評価の手続きを実施しなければならず、基地運用

面において大部分が予測不可能である点を踏まえ

ると環境影響評価の手続きとして問題があり、違

法かどうか討議すべきである。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な

手法で調査、予測及び評価等を実施しており、

沖縄島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環

境の保全に配慮した事業計画や環境保全措置、

事後調査計画を示しています。 

4 本事業の環境影響評価の手続きについては、事

業者自らが主体となっていることから、環境影響

評価法の目的及び責務を全うしていない。環境省

こそ指導・監督すべき立場でありながらこれまで

の過程ではその形跡が薄く、アセスの客観性を欠

いている。環境省の指導及び意見の反映が不透明

である。 

本環境影響評価は、環境影響評価法等の規定

に基づき、事業者が行っています。 

5 アドバイザーの氏名等を公表することなく、助

言のみを掲載するのは無責任であり、また、事業

者側のお墨付きである可能性もあり、公平性に欠

ける。専門家としての立場を公表し、きちんとそ

の説明をすべきである。また、沖縄にはアセス法

の専門家がいないと聞いたが、人選をやり直すべ

きではないか。意見するものだけが、住所・氏名

の明記を求められるのはフェアでない。再度、海

外の専門家も交えて内容を確認することを望む。 

本環境影響評価において、指導・助言を得た

専門家等の氏名等に関する情報については、個

人情報の観点から公表することはできません

が、準備書の内容に必要な専門分野及び助言内

容を記載しています。 

6 アセス方法書の仕様書の内容について防衛局は

如何にして監督してきたのか、仕様書内容の適切

性の検証と作成した人、準備書の文面作成にどの

ように関与したか、環境影響の評価を実施した部

局とその部局に配置された専門官の環境影響評価

をする能力の有無をどのように判断したのか、ま

た、どのような入札手続きにより受注業者が選定

されたのか明らかにする必要がある。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な

手法で調査、予測及び評価等を実施しています。

7 米軍が県民の土地を県民の意志に反し強制的に

使用し、この一帯に「普天間飛行場代替施設」を

建設するのは、環境保護のための国際法、国内法、

県条例に違反している。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な

手法で調査、予測及び評価等を実施しており、

沖縄島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環

境の保全に配慮した事業計画や環境保全措置、

事後調査計画を示しています。 
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4.4.10 準備書に関するもの以外の意見 

(1) 米軍基地建設に関する意見  

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 基地建設反対。沖縄に基地を押しつけるな。

米軍(外国の軍隊)も不要である。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

2 基地と人間は共存できません。基地がもたら

す、事件、事故、犯罪などの人権侵害や環境破

壊にストップをかけるためにも、新基地建設計

画を撤回してください。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

3 普天間基地の県内移設に反対。安保条約も廃

棄もしくは見直すべきである。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

4 戦争反対。 政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

5 美しい自然と全世界の恒久平和のため、平和

と安全を脅かす基地反対。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

6 国民の税金を使った米軍基地には反対であ

る。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

7 日本国民、沖縄県民、辺野古住民の自然・文

化・生活環境保護に努めるべきである。基地建

設に反対します。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

8 自然環境を破壊してまで基地を作ろうとす

るのは許しません。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手法

で調査、予測及び評価等を実施しており、特に、沖

縄島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の

保全に配慮した事業計画や環境保全措置、事後調査

計画を示しています。 
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(1) 米軍基地建設に関する意見  

No. 意見の概要 事業者の見解 

9 もう一度検討して下さい。 政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

10 埋立反対です。 政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

11 戦争のための米軍基地を作る権利は人間に

はありません。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

12 米軍基地を作る目的の準備書作成に反対し

ます。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

13 名護市民投票等の民意を反映せずに説明不

十分であるため基地建設に反対。民意を聞いて

事業の白紙撤回を求める。 

平成 18 年 4 月 7 日に防衛庁長官と名護市長及び

宜野座村長との間で、同年 5 月 11 日に防衛庁長官

と沖縄県知事との間で、普天間飛行場代替施設を辺

野古崎とこれに隣接する大浦湾と辺野古湾の水域

を結ぶ形で設置し、2 本の滑走路をＶ字型に配置す

ることに合意したところです。 

 本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手法

で調査、予測及び評価等を実施した上で、環境影響

評価法等に基づき説明会を開催し、意見聴取等を行

っています。 

14 普天間飛行場はハーグ陸戦法規等に違反し

て造った基地であり、それの代替を沖縄県内に

造ることに一片の道理もない。普天間代替の県

内建設を断念すべきである。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

15 計画の白紙撤回と普天間基地の即時閉鎖、無

条件返還を要求します。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

16 不明な点は確実に突いて、米国側に開示し

て、その上で環境調査がなされなければならな

い。 

米軍から得た情報に基づいて、法令等に基づく適

切な手法で、調査、予測及び評価等を実施していま

す。 
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(1) 米軍基地建設に関する意見  

No. 意見の概要 事業者の見解 

17 新基地建設は①武力による威嚇又は武力の

行使を永久に放棄した憲法 9条、②健康で文化

的な最低限度の生活を営む権利を保障した憲

法 25 条、③地方自治体の自治権を認めた憲法

94 条に、明らかに違反している。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

18 軍事基地の存在自体が、環境に対して極めて

マイナスの存在である。このことが大前提にな

らなければ、環境影響の評価を行ったことには

ならない。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手法

で調査、予測及び評価等を実施しており、特に、沖

縄島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の

保全に配慮した事業計画や環境保全措置、事後調査

計画を示しています。 

 

 

(2) 自然環境に関する意見  

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 環境アセスは、現地住民の意見を十分に汲み

取り、市民合意の形で進められるべきものであ

る。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手法

で調査、予測及び評価等を実施した上で、環境影響

評価法等に基づき説明会を開催し、意見聴取等を行

っています。 

2 自然環境、住民への精神的負担など基地の与

える負担は多大である。もうこれ以上沖縄に基

地の負担を強いて欲しくない。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

3 美しい海や景観は、沖縄の貴重な財産、観光

資源である。それを損ねることは観光価値を著

しく低下させることである。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

4 文化環境という側面を持っている景観・自然

環境に影響を与えるような新基地計画は沖縄

の文化・風習も損なうものである。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

5 世界的に重要なテーマになっているCO2削減

が、基地建設により、増えることは自明。基地

は建設すべきではない。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

6 諫早湾、泡瀬地区埋立事業等の例から、環境

に影響が出ているという住民たちの意見を受

け入れ、学ぶべきである。また、絶滅種の「ト

キ」や「コウノトリ」を復活させた取り組みか

ら希少種が失われることの重大さを認識すべ

きである。ジュゴンが確認できなかったのであ

ればなおさら建設は中止すべきである。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手法

で調査、予測及び評価等を実施しており、特に、沖

縄島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の

保全に配慮した事業計画や環境保全措置、事後調査

計画を示しています。 



4-4-132 

(2) 自然環境に関する意見  

No. 意見の概要 事業者の見解 

7 国庫補助金を自然破壊に使わないでほしい。 政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

8 不十分な調査で着工を急ぐ政府のやりかた

は暴挙であり、本土ではあり得ない、沖縄県民

に対する差別の現れである。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手法

で調査、予測及び評価等を実施しており、特に、沖

縄島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の

保全に配慮した事業計画や環境保全措置、事後調査

計画を示しています。 

9 軍事基地よりも沖縄にたくさんの保育所、子

供のための遊びの広場を創って下さい。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

 

 

(3) 生活環境、観光、産業に関する意見 

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 代替施設の建設は、騒音による影響、墜落事

故への恐怖、米軍による事件・事故への懸念な

ど、周辺住民の生活環境に与える影響が大き

い。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手法

で調査、予測及び評価等を実施しており、特に、沖

縄島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の

保全に配慮した事業計画や環境保全措置、事後調査

計画を示しています。 

2 周辺地域には、国立高専をはじめ、幼稚園、

小学校、中学校が点在しており、代替施設の建

設による騒音等により教育環境は著しく影響

を受ける。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手法

で調査、予測及び評価等を実施しており、特に、沖

縄島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の

保全に配慮した事業計画や環境保全措置、事後調査

計画を示しています。 

3 沖縄は昔から水に苦労してきており、県は県

民には節水を呼びかけるが、米軍基地には潤沢

に配水する。県民は生活用水にも事欠く状況に

なるため、辺野古の基地建設は止めてほしい。

代替施設の給水計画について、基本計画量を準備

書に記載しています。 

4 嘉手納基地では、住民が騒音に耐えられず引

越して出て行った土地を防衛局が買い取り、軍

関係に利用されている。新基地ができた場合も

同様なことが予想され、基地だけでなく基地外

基地が増加し、沖縄がますます軍事基地強化、

軍事植民地化が進み、地域住民だけでなく沖縄

の未来のダメージとなる。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

5 辺野古の海は住民にとって神聖な場所、憩い

の場所であり、作業ヤードとして埋立てて破壊

することに絶対に反対である。 

歴史的・文化的環境についての予測及び評価の結

果は準備書に記載しており、影響は少ないと評価し

ています。 

6 優先されるべきは人への影響であり、辺野古

で生活している住民の脅威や不安を感じさせ

る事柄を払拭し、住民を納得させた上で調査を

してほしい。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手法

で調査、予測及び評価等を実施した上で、環境影響

評価法等に基づき説明会を開催し、準備書の内容の

周知に努めました。 
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7 辺野古沿岸部の埋立によって制限水域が沖

合に拡大し、それに伴い周辺住民の生活環境、

漁業に影響を与える。 

本事業による制限水域の見直しについては、現時

点では未調整の段階で、今後、政府として見直しの

必要性を慎重に検討して判断されるものです。した

がって、現時点では制限水域の沖合への拡大を前提

とした各種検討はしていません。 

8 漁民に対する補償は金銭面のみでは解決し

ないでほしい。漁業権を持たない一般市民にと

っても、海と触れ合える環境を破壊することは

精神的荒廃を招くものとなる。 

本事業は、環境影響評価法等に基づき適切に対応

しており、項目の中には人と自然との触れ合いの活

動の場についても含めています。当該項目の予測及

び評価の結果は準備書に記載しており、影響は少な

いと評価しています。 

9 辺野古に移設した場合、周辺の家に防音設備

をしてくれるのか。 

周辺住民の方々へのご負担を軽減するため、防衛

施設周辺の生活環境の整備等に関する法律等に基

づき、適切に各種周辺対策等に努めてまいります。

ただし、本事業に係る航空機騒音の予測結果による

と７０Ｗの範囲内に集落が存在していないことか

ら、住宅防音工事は要しないと考えています。 

10 多くの観光客や県内の方が利用しているカ

ヌチャリゾートホテルをさえぎるような場所

に基地が建設されることは許されるものでは

ないと思う。企業が莫大な費用をかけて完成さ

せたホテルの運営にも少なからず悪影響が心

配される。 

景観や人と自然との触れ合いの活動の場につい

ての予測及び評価の結果は準備書に記載しており、

周辺リゾート地での影響も含めて、本事業による影

響は少ないと評価しています。 

11 観光業についての影響が懸念される。 観光業への影響については、法令等では対象外で

すので、直接的には実施していませんが、景観や人

と自然との触れ合いの活動の場の項目として環境

影響評価を行っています。 

12 代替施設の建設は、各種産業に大きな影響を

与える。 

産業分野に関しては、環境影響評価の対象ではな

いことから、準備書には記載していません。 

13 漁業者にとって自然環境は生活環境と切り

離せない。自然環境の破壊は漁場や漁業者の生

存権を脅かすものになる。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手法

で調査、予測及び評価等を実施しており、特に、沖

縄島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の

保全に配慮した事業計画や環境保全措置、事後調査

計画を示しています。 

14 海砂採取による沖縄県の経済への影響につ

いての調査がない。 

社会・経済等に関する事項は、環境影響評価の対

象ではないことから、準備書に記載していません。

 

 

(4) その他の意見  

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 米国政府に追従する施策をやめてほしい。 政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

2 米軍基地は日本から撤退すべきである。 政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 



4-4-134 

(4) その他の意見  
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3 米軍基地建設は憲法９条違反である。憲法を

守れ。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

4 基地建設は、日本の防衛とは無縁のアメリカ

の戦争に協力するものであり、集団的自衛権の

行使にあたる憲法違反の行為である。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

5 安保条約は憲法違反である。 政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

6 沖縄を自由にしてあげてほしい。沖縄だけが

日本国全体の犠牲にしてはいけない。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

7 不測の事態やトラブルが発生した時、地域住

民は守られるのか。周辺地域も含めその保証は

あるのか。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

8 戦争のない平和を守ってほしい。 政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

9 生態系を失ってみて、はじめて事の重大性を

重い知らされるということになってはいけな

い。地球は人間のためにだけに存在するもので

はない。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手法

で調査、予測及び評価等を実施しており、特に、沖

縄島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の

保全に配慮した事業計画や環境保全措置、事後調査

計画を示しています。 

10 日米地位協定の抜本的な見直しを求める。 政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

11 防衛局の任務は、国民の生命・財産を守るこ

とである。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 
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12 辺野古に基地をつくらないでほしい。 政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

13 自然との共生を考えてほしい。 本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手法

で調査、予測及び評価等を実施しており、特に、沖

縄島北部東海岸域の豊かな自然環境や生活環境の

保全に配慮した事業計画や環境保全措置、事後調査

計画を示しています。 

14 地元の人たちの声を聞いてほしい。 本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手法

で調査、予測及び評価等を実施した上で、環境影響

評価法等に基づき説明会を開催し、意見聴取等を行

っています。 

15 普天間飛行場は危険だから閉鎖するのだろ

う。名護では危険でないのか。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

16 地域の治安の悪化、交通事故等の増加に結び

つく可能性があり、社会的不安が増加する。 

社会・経済等に関する事項は、環境影響評価の対象

ではないことから、評価の対象とはしませんでした。

17 グアム協定は日本の主権を投げ出したもの

であり、破棄すべきである。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

18 アセスメントは承認できない。 政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

19 代替施設は即刻中止し、普天間基地の無条件

返還を求める。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

20 米軍基地の建設は、県民の願う米軍再編によ

る負担軽減に反する。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

21 税金を、自然を破壊し地域住民の生活を脅か

す代替施設の建設に投資すべきでない。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 
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22 辺野古の基地は平和のための建設ではなく

戦争をこれまで以上に強化するために作られ

るものである。平和を守るため、新基地建設は

断固反対である。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

23 沖縄県知事には、自然環境を守り、同時に平

和を守る勇気ある意見を防衛局へ提出して頂

きたい。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

24 人間を大切にする世の中にしてほしい。 政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

25 米軍の基地は環境や自然保護よりも優先す

べき課題なのか。どうしても米軍基地が必要で

あれば、政治や経済の中心である東京が望まし

いのではないか。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

26 基地問題と雇用問題の双方がうまく解決で

きたら良いと思う。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

27 基地建設に関して、もっとわかりやすく県民

に説明すべきである。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

28 基地と共存する方法はないのかと思う。 政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

29 普天間飛行場の返還を急いでほしい。普天間

飛行場が返還されても、利用にはさらに年月が

かかるはずである。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 
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30 基地周辺の住民のことをもっと真剣に考え

てほしい。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

31 沖縄県は辺野古海域を「自然環境の保全に関

する指針」で最も高い「評価ランクⅠ」に分類

しており、県内で有数の自然環境を守るべき地

域であると自ら評価しているにも関わらず、こ

こに基地建設を認めることは県の環境保護行

政に大きく矛盾する。 

平成 18 年 4 月 7 日に防衛庁長官と名護市長及び

宜野座村長との間で、同年 5 月 11 日に防衛庁長官

と沖縄県知事との間で、普天間飛行場代替施設を辺

野古崎とこれに隣接する大浦湾と辺野古湾の水域

を結ぶ形で設置し、2 本の滑走路をＶ字型に配置す

ることに合意したところです。 

32 米軍の環境破壊の訓練を中止させてほしい。 政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

33 意見書の概要を作成するにあたっては、内容

を謙虚に受け止め、責任ある対応をされること

を要求する。 

環境影響評価等に基づき、手続を進めてまいりま

す。 

34 生物多様性の豊かな重要地域において開発

行為を行うことは、生物多様性国家戦略や生物

多様性基本法をもつ国家として、また 2010 年

生物多様性条約締約国会議の議長国として、世

界的責任から認められるものではない。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

35 準備書は、「ウチナー」日本語で記載し、正

しい日本語へ戻るよう求める。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手法

で調査、予測及び評価等を実施しています。 

36 違法な事前調査に多くの税金を投じ、反対住

民に対して自衛隊を導入しての威圧行為は、公

権力の濫用であり、住民の基本的人権、表現の

自由の侵害である。 

本環境影響評価は、法令等に基づいて適切な手法

で調査、予測及び評価等を実施しています。 

37 基地移設の際に、米軍側が県に提出する調査

書には説明不十分な点が多い。十分な説明と住

民の意見を米軍側に理解してもらうために、調

査団の中に県民を入れてほしい。 

政府としては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5

月 28 日及び平成 23 年 6 月 21 日の日米安全保障協

議委員会共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建

設事業を実施しているところであり、同事業を進め

るに当たっては、環境影響評価法等に基づき適切に

行っていきます。 

38 沖縄のように台風が多く、風や雨の影響が大

きいところでは、施設の老朽化の影響が不安で

ある。 

風雨の影響による施設の老朽化に関しては、環境

影響評価の対象ではないことから、準備書に記載し

ていません。 

39 その他の意見、想い等 様々な意見や想い等は真摯に受け止つつ、政府と

しては、平成 18 年 5 月 1 日、平成 22 年 5 月 28 日

及び平成 23年 6月 21 日の日米安全保障協議委員会

共同発表に従い、普天間飛行場代替施設建設事業を

実施しているところであり、同事業を進めるに当た

っては、環境影響評価法等に基づき適切に行ってい

きます。 
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4.5 準備書に対する知事意見及び事業者の見解 

4.5.1 沖縄県環境影響評価条例に基づく知事意見及び事業者の見解 

本事業に係る環境影響評価準備書に対する沖縄県環境影響評価条例に基づく知

事意見は、28 項目 186 件であり、それに対する事業者の見解は、以下のとおりで

す。 

 

<<全体的事項>> 
１．対象事業の目的及び内容について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 対象事業の目的について 

 代替施設の建設場所を名護市辺野古沖に決定した経

緯について、環境面からどのように検討したのかにつ

いて示すこと。 

 また、普天間飛行場における現在の施設と代替施設

における施設の違い、違いが生じる理由及びそのこと

に関する環境への影響についてもどのように検討した

のかについても示すこと。 

 

普天間飛行場代替施設の建設場所に関する環境面か

らの検討経緯については、下記のとおりです。 

１ 平成 8年のＳＡＣＯ最終報告に基づく案 

平成 8年 12 月のＳＡＣＯ（沖縄に関する特別行動委

員会）最終報告の中で、普天間飛行場の全面返還が日

米両国間で合意されて以来、政府は、その前提となる

同飛行場の代替ヘリポートの沖縄県内における建設の

ため、検討作業を進めてきました。 

この施設については、必要性がなくなった際に撤去

が可能であるとともに、安全、騒音、自然環境などで

の沖縄県民の生活の質に配慮する必要があること等か

ら、沖縄本島東海岸沖の水域での海上施設の建設を追

求することとし、平成 9 年 5 月以降、キャンプ・シュ

ワブ沖水域において、①サンゴ・海藻草類分布調査、

②漁業・運航空域等調査、③地形測量・地質調査、④

現地現況調査(大気質、騒音、振動、海生・陸生生物調

査、景観等)の調査を行いました。 

その結果及び米軍の運用所要についての概略的な調

整結果を踏まえ、キャンプ・シュワブ沖水域での海上

ヘリポートの建設は技術的に可能であり(リーフ内及

びリーフ外の 2ケ所)、安全性や騒音等市民生活に与え

る影響は小さく、また、自然環境への影響についても

適切な代替措置等を執ることにより、その影響を最小

限に抑えることで地元の皆様に御理解を頂けると考え

られることから、建設適地であるとの結論を得ました。

 

２ 平成 11年の閣議決定に基づく案 

平成 11年の「普天間飛行場の移設に係る政府方針」

（平成 11 年 12 月閣議決定）に基づき、代替施設の基

本計画の策定に当たって、政府、沖縄県及び地元地方

公共団体の間で協議するための「代替施設協議会」を

設置し、代替施設の規模、工法及び具体的建設場所の

検討を行ってきました。 

この協議会における協議を通じ、代替施設の具体的

建設場所については、「航空機騒音に係る環境基準」（環

境省）のうち、最も厳しい基準値（70W）以上の騒音が

民間地域に及ばず、滑走路の延長線上の周辺に住宅地

域が存在しない位置とするとの前提の下で、 

①より沖側に位置させる場合、代替施設の沖側部分の

位置の水深が更に深くなり、より複雑な地形となるこ

と、サンゴに及ぼす影響が相当増大すること、 

②より北東側に位置させる場合、平島、長島の存在に

より、同方向に位置させることに制約があること、藻

場に及ぼす影響が増大する可能性があること、 
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<<全体的事項>> 
１．対象事業の目的及び内容について 

知事の意見 事業者の見解 

など、環境面や技術面等を考慮し、位置を決定したと

ころです。 

 

３ 平成18年の日米安全保障協議委員会で承認された

案 

在日米軍再編に係る日米間の協議過程で、①騒音等

周辺地域の生活環境への影響、 ②環境に対する悪影響

の極小化、③訓練等への影響を考慮した米軍の運用の

確保、④建設の確実性等を総合的に勘案し、改めて検

討を行った結果、普天間飛行場に所在する輸送用ヘリ

コプターを中心とする航空部隊については、沖縄に所

在する海兵隊の陸上部隊、後方支援部隊と相互に連携

した運用が行えるよう、これらの部隊の近くに位置す

る必要があり、普天間飛行場代替施設は、沖縄県内に

設けられなければならないとの結論に至り、キャン

プ・シュワブの区域とこれに近接する大浦湾の水域を

結ぶＬ字型に普天間飛行場代替施設を設置することと

なりました。 

その後、周辺地域上空の飛行を避けてほしいといっ

た地元名護市、宜野座村からの要請を踏まえ、上記の

案の考え方を基本として、1.周辺住民の生活の安全、

2.自然環境の保全、3.同事業の実行可能性に留意して

建設することとし、Ｖ字型の 2 本の滑走路からなる案

で合意し、その後、日米間で引き続き協議し、同案で

合意しました。 

 

４ 普天間飛行場代替施設に新たに設置する施設と環

境への影響について 

普天間飛行場にはなく、代替施設に新たに設置する

こととなる施設としては、燃料桟橋、弾薬搭載エリア、

係船機能付護岸があります。 

燃料桟橋については、普天間飛行場では陸軍貯油施

設から燃料の供給を受けていますが、代替施設で使用

する航空機の燃料補給をより効率的に行うために建設

するものです。 

弾薬搭載エリアについては、現在、嘉手納飛行場を

利用して、ヘリコプターの弾薬搭載作業を行っていま

すが、代替施設が嘉手納飛行場から遠距離にある名護

市辺野古沿岸域へ移設することにともない、同作業を

逐一嘉手納飛行場で行うとすれば、運用上の支障を来

すこととなるため、ヘリコプターに弾薬を搭載する場

所を代替施設内に建設するものです。 

係船機能付護岸については、普天間飛行場では、飛

行不可能な航空機を沖縄から補給処レベルで修理可能

な施設へ輸送する必要がある場合は、大型固定翼機で

空輸していますが、代替施設の滑走路長が 1,200ｍであ

ることから、これらを輸送する目的で大型固定翼機が

離発着することは不可能であり、また、貨物の大きさ

や代替施設周辺の道路状況を考慮すれば、陸路の輸送

は不可能です。このようなことから、代替施設の基地

機能を最低限維持するため、修理が必要な航空機を代

替施設から直接船舶で輸送することなどができる係船

機能付きの護岸を建設するものです。 

これら施設の整備により、環境への影響を受けるお
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<<全体的事項>> 
１．対象事業の目的及び内容について 

知事の意見 事業者の見解 

それがありますが、評価書に記載したように、これら

の施設の整備によって生じる特段の環境リスクはない

ものと考えています。 

(2) 対象事業の内容について 

ア 対象事業の内容については、環境影響評価の結果

を反映させて追加・変更・修正するものを除き、今後、

新たな内容が追加されることのないようにすること。

 

 環境影響評価書の作成段階において、対象事業の内

容に関し、新たに追加した項目はありません。 

 ただし、平成 23年 6月に米国防省から CH-46 の後継

機として MV-22 の沖縄配備が発表されたこと及び同年

6月の「２＋２」共同発表を踏まえ、対象航空機のうち

CH-46 を MV-22 に変更したほか、飛行経路、滑走路長が

変更となりました。 

イ キャンプ・シュワブにおいて現在行われている水

陸両用車による訓練について、本施設が供用された後

も継続して実施されるのか明らかにすること。 

 また、水陸両用車による訓練が継続して実施される

場合、そのための施設（出入口等）を示すとともに、

当該訓練による海域生物への影響について、環境影響

評価を行うこと。 

 キャンプ・シュワブにおいて現在行われている水陸

両用車による訓練については、本施設供用後も継続し

て行われ、施設や出入口等についても現状から変更は

なく、本事業において当該訓練に係る新たな施設を設

けることはありません。 

 また、本事業に係る環境影響評価については、既に

恒常的に行われている訓練により環境負荷を受けた状

態を現況としていることから、その予測・評価につい

ても当該訓練による海域生物への影響が含まれていま

す。 

ウ 代替施設における各施設（洗機場、エンジンテス

トセル、係船機能付護岸、滑走路、ヘリパッド、弾薬

搭載施設、燃料桟橋、燃料関連施設等）の具体的な運

用内容（運航時間帯を含む）を示すこと。 

 各施設における運用内容については、評価書に記載

たとおりです。なお、それ以上の内容については、米

軍の運用の細部に関するものであり、具体的に示すこ

とは困難です。 

 

(3) 飛行場施設の位置について 

 代替施設における滑走路の具体的な位置の確定に当

たっては、本意見を十分に勘案し、適切に対応するこ

と。 

 

方法書に対する知事意見等を勘案し、事業計画案と

移動したケースについての環境影響を比較検討した結

果、検討項目毎に影響の変化の程度及び優劣にばらつ

きが生じたことに加え、施工性等の実行可能性を含め

総合的に勘案し、事業計画案で、準備書を作成したと

ころです。 

評価書作成に当たっては、この検討結果及び県知事

意見を勘案し、事業計画による配置としたものです。

(4) 航空機の種類について 

 対象事業に係る飛行場の使用を予定する航空機の種

類については、想定されるものも含め具体的な機種及

び数を示すこと。 

 
 

 

対象事業に係る飛行場の使用を予定する航空機の種

類については、平成 23年 6月に米国防省から CH-46 の

後継機として MV-22 の沖縄配備が発表されたことを踏

まえ、CH-46 を MV-22 に変更しました。 

また、それ以外の機種及び機数について評価書に記

載しました。 

(5) 主な飛行場施設及び配置について 

ア 燃料桟橋・燃料関連施設については、燃料漏れが

生じた場合の海域への流出防止対策の具体的な内容を

示すこと。 

 

 流出防止対策として、コンクリートピット内に油配

管を設置する等の措置を実施します。また、万が一、

燃料漏れが生じ海域へ流出した場合についても、海上

にオイルフェンスを即座に張り拡散を防止するととも

に、吸着マット等により燃料の回収・吸い取りを行い

ます。 

イ 消火訓練施設について、消火剤として用いられる

薬品の種類や当該薬品の流出防止対策、当該施設から

の廃水の処理方法について、具体的な内容を示すこと。

消火訓練施設は、ガスを燃焼させ、水を用いて消火

訓練を行う施設であることに基づき、廃水の処理方法

等について評価書に記載しました。（p.2-9 参照） 
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<<全体的事項>> 
１．対象事業の目的及び内容について 

知事の意見 事業者の見解 

ウ 護岸（係船機能付）について、故障したヘリを輸

送するために、排水量 23,800 トンの船舶が必要な根拠

を示すこと。 

現在、普天間飛行場では、故障等により飛行不可能

な航空機を沖縄から補給処レベルで修理可能な施設

（日本本土、韓国、シンガポール等）へ輸送する必要

がある場合、C-5B といった大型固定翼輸送機で空輸し

ています。 

普天間飛行場代替施設において、現地修理が困難な

航空機の不具合が発生した場合、代替施設の滑走路長

が 1,200ｍ（オーバーランを含み護岸を除いた合計の長

さは 1,800ｍ）であることから、これらを輸送する目的

で大型固定翼輸送機が離発着することは不可能です。

また、陸路での輸送も代替施設周辺の道路状況等を考

慮すれば、極めて不可能です。 

したがって、代替施設の基地機能を最低限維持する

ためには、修理が必要な航空機を、代替施設から直接

船舶で輸送すること等ができる係船機能付き護岸が必

要です。なお、故障したヘリ等の輸送を実施するため

に使用される船舶としては、T-AVB4 等（排水量 23,800

トン）が考えられます。 

係船機能付き護岸の規模については、接岸が想定されて

いる船舶の規模を踏まえ、整備することとしています。 

(6) 給排水計画について 

ア 上水道計画では、将来の必要計画給水量を１日約

4,200m3 としているが、汚水排水計画では１日約

2,600m3となっている。その差の約 1,600m3をどのよう

に処理するのかが分かるように、用途別の水の配分を

示した処理系統図を示すこと。 

 

給排水系統図を評価書に記載しました。（p.2-21 参照）

イ 汚水排水計画において、計画している汚水処理浄

化槽は、生活排水の他、洗機排水処理施設で一次処理

された排水の二次処理も兼ねるとしていることから、

次の事項について明らかにすること。また、洗機排水

と汚水処理浄化槽からの排水について、定期的に水質

を測定すること。 

汚水処理浄化槽からの排水については、米軍におい

て適切に管理されることになります。 

なお、米軍に対しては、適切に排水が行われるよう、

マニュアル等を作成し、周知します。 

(ｱ) 想定している洗機排水の性状（用いるとしている

洗剤、溶剤の種類及び成分） 
使用する洗剤・溶剤としては、合成洗剤や界面活性

剤溶液等を想定しています。これらの具体的な種類や

成分を記載することは困難ですが、これらの洗剤・溶

剤を適切に処理する性能を有した施設を設置します。

(ｲ) 洗機排水処理施設の凝集沈殿法に係る具体的な処

理フロー、及び、前記(ｱ)の性状の洗機排水を適切に処

理できる根拠 

洗機排水処理施設処理フロー図及び処理の概要を評

価書に記載しました。（p.2-20 参照） 

(ｳ) 洗機排水の一次処理水の想定する水質 一次処理による処理後の水質について評価書に記載

しました。（p.2-20 参照） 
(ｴ) 洗機排水の一次処理水が汚水処理浄化槽の処理方

式（膜分離活性汚泥法）で適切に処理できる根拠 

洗機排水に含まれる物質のうち、汚水処理浄化槽で

除去できない物質（グリース、ベンゼン）を洗機排水

処理施設（凝集沈殿法）で除去することから、洗機排

水処理施設からの一次処理水は、汚水処理浄化槽で適

切に処理できます。 

(ｵ) 汚水処理浄化槽の膜分離活性汚泥法に係る具体的

な処理フロー、及び、水質への影響の予測の前提条件

において示されている計画汚水処理水質を達成できる

根拠 

汚水排水処理フロー図及び計画処理汚水水質を評価

書に記載しました。（p.2-18 参照）また、汚水処理浄化

槽は、「建築基準法第 31 条第 2 項」において、政令で

定める技術的基準に適合するものを設置します。 

ウ 洗機排水処理について、洗機排水の飛沫が周辺に

飛散することを防止する対策を講じ、その具体的な内

容を示すこと。 

洗機に当たり、洗浄水（水）については吹上時に一

部飛散することも考えられますが、洗機後の排水は舗

装上に落ち集水されることから、周辺に飛散すること

はありません。 
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<<全体的事項>> 
１．対象事業の目的及び内容について 

知事の意見 事業者の見解 

エ 海域の水質及び海生生物への影響を低減するため

に、処理水の再利用（洗機用、トイレ用水等）による

海域への放流量の低減を検討すること。 

誘導路上に設置する洗機施設においては、洗浄水の

50％を当該施設の処理水を再利用する計画としていま

す。 

オ 雨水排水計画において、土砂発生区域の裸地に対

して行うとしている恒久対策（表土保護工等）につい

ては、陸域植物に対する環境影響評価の結果を踏まえ

た表土保護工とすること。 

土砂発生区域においては、陸域植物に対する環境影

響評価の結果を踏まえ、区域内及び林縁部において緑

化を実施する計画です。（p.2-109、115、116 参照） 

(7) 雨水排水系統図について 

 飛行場内の雨水排水系統図では、切り替え後の美謝

川流域（ダムより下流）の集水域及び排水計画を示す

こと。 

 

 排水流域区分と排水ルートの図面を評価書に記載し

ました。（p.2-140 参照） 

(8) 進入灯について 

 東側進入灯をジャケット式構造、西側進入灯を単杭

式構造としている理由を明示すること。 

 

 各進入灯の構造形式を採用した理由を評価書に記載

しました。（p.2-142、148 参照） 

(9) 廃棄物処理計画について 

 廃棄物に係る予測・評価の結果を勘案した供用後の

廃棄物処理計画を示すこと。 

 

 

 供用後の廃棄物処理については、評価書に記載した

とおりです。なお、それ以上の内容については米軍の

運用の細部に関するものであり、具体的に示すことは

困難ですが、基地内の廃棄物処理については、米軍に

おいて適切に対応することとなります。なお、不燃ゴ

ミ等の廃棄物については、リサイクルを行うなど可能

な限り排出量を削減するよう、米軍に周知します。 
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<<全体的事項>> 
２．予測の前提について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 飛行回数について 

 本事業は、普天間飛行場の代替施設として建設する

ものであることから、民間の飛行場とは異なり、航空

機の飛行は不定期で、訓練によっては夜間に飛行する

ことも考えられることから、航空機騒音に係る環境影

響評価については、より厳しく航空機騒音が最大とな

る場合を想定する必要がある。そのため、予測条件の

標準飛行回数については、次の理由により、現普天間

飛行場における日最大騒音発生回数を採用すること。

ア 現普天間飛行場における離発着回数について、平

成８年度の１日平均騒音発生回数が、平成元年以降最

も多かったとして、平成８年度の測定結果のうち予測

の前提となる日（平成８年６月 12日）の騒音発生回数

から、代替施設における１日の標準飛行回数を設定し

ているが、１日平均騒音発生回数は、滑走路北側と南

側における日平均値の合計値であることから、代替施

設における１日の標準飛行回数は、現普天間飛行場に

おける日最大騒音発生回数から設定する必要がある。

イ 代替施設における１日当たりの標準飛行回数の設

定においては、平成８年度の日別の騒音発生回数を求

め、多い方から数えて全体の 10％に当たる日（平成８

年６月 12日）を予測の前提となる日としているが、航

空機騒音が最大となる日として多い方からの 10％値を

採用する根拠が示されていない。 

 

WECPNL は、防衛施設周辺の生活環境の整備等に関す

る法律、公共用飛行場周辺における航空機騒音による

障害の防止等に関する法律等において、いずれもその

算定方法を WECPNL＝dB(A)＋10 LogＮ－27 と定められ

ており、基本的には自衛隊等の飛行場と公共用飛行場

とでは差がありません。しかしながら、WECPNL は、年

間を通して定常的な総騒音量の存在する公共用飛行場

を対象として考案されたものであって、そのままでは

不定期的な飛行を常態とする自衛隊等の飛行場には適

用できませんので、「第一種区域等の指定に関する細部

要領について（通達）」（平 16.11.1.付施本第 1589 号）

に準じて行う方法で行っています。 

「第一種区域等の指定に関する細部要領について

（通達）」（平 16.11.1.付施本第 1589 号）によると、Ｎ

（飛行回数）については、原則として最近 1 年間のデ

ータを基礎にして 1 日の飛行回数の少ない方から累積

度数曲線を求め、当該累積度数の 90パーセントに当た

る回数を防衛施設周辺における 1 日の標準飛行回数と

します。この点は、自衛隊等の飛行場に WECPNL を適用

するに当たって最も特徴的な点です。これは、民間航

空機の利用する公共用飛行場の場合、年間を通して飛

行計画が確定され日々定常的な運航が行われるのに対

し、自衛隊等の飛行場の場合、このような定常性がな

いことに基づくものです。自衛隊等の飛行場にあって

は、飛行しない日、飛行する日あるいは極端に飛行す

る日があるため、年間を通して標準的な 1 日の飛行回

数を求める場合において、公共用飛行場の場合のよう

に単純に年間を平均するのではなく、比較的多く飛行

する日を採用しています。 

なお、代替施設における 1 日当たりの標準飛行回数

は、平成元年から平成 19年の日平均飛行回数が最多と

なった平成 8 年の 1 年間のデータを基に、時間帯によ

る重み付けを行った後、飛行回数を少ない方から数え

て全体の 90％に当たる日の飛行回数としました。また、

飛行回数を少ない方からの 90％値を採用する根拠につ

いては、評価書に記載しました。（p.6-1-24～25 参照）

ウ 代替施設での固定翼機と回転翼機の１日の標準飛

行回数は、大型固定翼機の飛行回数を除いて算出して

いるが、その大型固定翼機の飛行回数分が回転翼機と

固定翼機の飛行回数に振り分けられるものとして設定

する必要がある。 

 また、米側から具体的なニーズがあるとは聞いてい

ないとして、タッチアンドゴーの回数を除外している

が、タッチアンドゴーの回数についても固定翼機の飛

行回数に振り分けられるものとして設定する必要があ

る。 

代替施設においては、大型固定翼機の配備は予定さ

れていないことから、1日の標準飛行回数の設定は適当

と考えています。 

なお、知事意見を踏まえ、現に普天間飛行場に所在

する大型固定翼機の飛行回数を加えた予測結果を、参

考資料として評価書に記載しました。 

（p.6-3-143～145 参照） 
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２．予測の前提について 

知事の意見 事業者の見解 

(2) 交通条件について 

 現普天間飛行場の従業員数を基に想定したとしてい

るが、想定した軍人・軍属の人数を示すこと。また、

基地外居住者が 700 台/日、基地従業員が 200 台/日増

加するとしているが、基地内居住者の車両数にこの増

加分を加えた総交通量を示すこと。 

 

 キャンプ・シュワブ内の将来人口は、準備書に記載

したとおり基地従業員を含め約 6,400 人と想定しまし

た。その内訳は基地内居住者が約 4,900 人、基地外居

住者が約 1,100 人、基地従業員が約 400 人としていま

す。 

 供用時における交通量予測は、現況の交通量調査結

果に伸び率を乗じ、これに基地外居住者及び基地従業

員の増加分を加えたものとしています。 

 

 

<<全体的事項>> 
３．調査結果の概要について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 環境影響評価の対象とした項目（以下「項目」と

いう。）の各調査結果については、調査を実施した文献

調査結果や既往調査結果及び現地調査結果を合わせて

総合的に解析して、調査対象地域の環境状況について、

経年変化等も分かるように的確に把握し、調査結果の

概要として取りまとめること。 

 評価対象項目ごとに、調査結果等の総合的な解析・

とりまとめを行い、評価書に記載しました。（水の汚

れ：p.6-6-140～170、地形・地質：p.6-10-184～211、

海域生物：p.6-13-125～230、サンゴ類：p.6-14-84～

92、海藻草類：p.6-15-117～140、ジュゴン：p.6-16-158

～201、陸域動物：p.6-17-85～96、陸域植物：p.6-18-39

～42 参照） 
(2) 現地調査結果や既往調査結果等の総合的な解析に

当たっては、当該地域、特に辺野古海域と大浦湾の環

境がどのような特徴、価値を有するのかを解析するこ

と。 

 その際、大浦湾は、沖縄島の東海岸側にあるにもか

かわらず、南方系の魚類が多いことも含めて解析する

こと。 

海域生物及び生態系については、現地調査結果及び

既往調査結果等の総合的な解析に当たり、対象海域を

区分してそれぞれの海域がもつ特徴や注目すべき生物

の分布状況などを解析しました。 

（p.6-13-128～149、159～163、p.6-19-1-108～132 参

照） 

また、大浦湾及び周辺海域で確認された南方系等の

種については、種の確認状況を評価書に記載しました。

（p.6-13-159 参照） 

(3) 確認された動植物種の一覧表は、文献調査と既往

調査及び現地調査の結果を総合したものを作成するこ

と。また、同定されたレベルを考慮した取りまとめる

こと。 

 動植物の一覧については、既存文献やその他の資料

調査の結果を合わせて、主に本調査範囲において確認

された種を整理し、評価書に記載しました。（海域生

物：p.6-13-125～127、164～230、陸域動物：p.資

6-17-237～318、陸域植物：p.資 6-18-51～61 参照） 

(4) 調査で得た生物種の標本や調査結果のデータ等、

あるいは、環境影響評価の結果から記録保存するとし

たデータ等については、研究等への活用や一般への閲

覧ができるような措置をとること。 

 調査に係る報告書等の成果品については、適切に保

管するとともに、研究等への活用や一般への閲覧につ

いては、法令に則り適切に対応します。 
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<<全体的事項>> 
４．予測について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 予測の再実施について 

 当該事業の実施に伴う環境への影響については、後

述の《個別的事項》に掲げる各項目ごとの意見に基づ

いて、再度、予測すること。 

 

 個別的事項に掲げる項目ごとに、意見に対する対応

を記載しました。 

(2) 動物への影響の予測について 

ア ジュゴン、陸域動物、海域動物、生態系への影響

の予測に当たっては、それぞれの動物種の生息適地範

囲について、バッファーゾーンを考慮して検討するこ

と。 

 

 

 

 ジュゴン、陸域動物、海域動物、生態系への影響の

予測に当たっては、評価対象範囲内におけるそれぞれ

の動物種及び群集の生息適地範囲を考慮しました。特

にジュゴンについては、評価対象範囲内における生息

適地範囲を示し、その周辺に形成されている類似環

境・生息可能範囲をバッファーゾーンとして、これを

考慮した予測を行い、評価書に記載しました。 

（p.6-16-191 参照） 

イ 動植物、生態系への影響については、台風による

環境状況の変化も考慮して予測すること。 

 

 台風により生物の生息・生育環境は変化を受ける可

能性が考えられますが、そのような変化を踏まえて調

査時期や調査頻度を設定して現地調査を行い、年間を

通じたさまざまな自然条件下における生物の生息・生

育現況の把握を的確に行い、予測を行っています。 

ウ 貴重種だけでなく普通種も含めた生物多様性の維

持の観点からも予測すること。 

 調査結果において、調査地域で確認された生物相を

要約するとともに予測を行っています。 

（p.6-19-1-136～137、p.6-19-2-89 参照） 
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<<全体的事項>> 
５．評価について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 評価について 

環境影響の予測が適切になされているものについて

も、適切な評価がなされていないことから、評価につ

いては、一般に認められた根拠のある評価をすること。

 

 環境影響の評価に当たっては、根拠となる評価基準

もしくは評価の目安を示し、評価に客観性を持たせま

した。 

(2) 回避・低減に係る評価について 

 環境影響の回避・低減に係る評価が、回避措置とし

ての環境保全措置が検討されていない項目について

も、一律に、「回避・低減が図られている」と評価され

ていることから、各項目の再予測に応じて、再度、回

避・低減に係る評価をすること。その際は、次の考え

方を踏まえること。 

 

 準備書においては「回避・低減」の一括表現を用い

ましたが、評価書においては、「回避」と「低減」を区

別し、記載しました。 

 

 

ア 環境保全措置は、影響の回避措置、低減措置を検

討した上で、低減が困難な影響に対して移植等の代償

措置を検討すべきものである。 

 各項目の環境保全措置については、回避措置及び低

減措置を検討した上で、整理とりまとめました。なお、

種及び個体群の存続という観点からの環境保全措置

（低減措置）として、移植・移動を位置づけました。

イ 「事業者により実行可能な範囲内」とは、「思いつ

き」のレベルで技術的に十分な研究がなされていない

対策、環境影響の重大性や事業全体の経費と比較して

過剰な経費を要する対策、現実に機能し得ない対策等

は含まれないことを意味するものであり、環境影響を

十分に低減できない場合、事業の中止、立地地点の変

更、規模の縮小等の変更を行うことを含むものである。

 「事業者により実行可能な範囲内」とは、事業を実

施した場合の環境保全措置として、事業者としてベス

トを追求した結果としての最大限の対応であり、これ

ら環境保全措置により、環境影響を十分に低減できる

ものと考えています。 

 

(3) 環境基準等が設定されていない項目に係る評価に

ついて 

 潮流や動植物など数値による環境基準等の設定が困

難な項目に係る評価については、事業者として最善の

努力が追求されているか否かの視点からの環境保全目

標及び当該目標を達成するための判断基準等を設定

し、各項目の再予測に応じ、各項目の現象との関連性

を考慮して、再度、評価すること。また、評価結果に

ついては、その判断の考え方、根拠を具体的に示すこ

と。 

 

 

 環境基準等が設定されていない項目の評価に当たっ

ては、個々の項目ごとに評価の判断基準を設けるとと

もに、回避・低減した結果が当該判断基準に適合する

か否かについて評価しました。 

 

(4) 環境基準等が設定されている項目に係る評価につ

いて 

 大気質や騒音など環境基準等が設定されている項目

に係る評価については、地域の環境状況を勘案して、

より厳しい基準との整合性について評価すること。 

 

 

 評価に当たっては、環境基準に加え、可能な限り地

域の環境に関する計画の目標や環境調査の結果との比

較等を行い、その結果を評価書に記載しました。 

(5) 自然環境への影響の評価について 

 ジュゴン、陸域動物、海域動物、生態系への影響の

評価に当たっては、それぞれの動物種の生息適地範囲

やバッファーゾーンを考慮すること。 

 
 

 

 ジュゴン、陸域動物、海域動物、生態系への影響の

評価に当たっては、評価対象範囲内におけるそれぞれ

の動物種及び群集の生息適地範囲を考慮しました。特

にジュゴンについては、評価対象範囲内における生息

適地範囲を示し、その周辺に形成されている類似環

境・生息可能範囲をバッファーゾーンとして、これを

考慮した予測を行い、評価書に記載しました。 

（p.6-16-191 参照） 
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<<全体的事項>> 
６．環境保全措置について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 環境保全措置の検討結果の検証については、前述

の５(2)イに示した「事業者により実行可能な範囲内」

の趣旨を踏まえ、検討した環境保全措置の内容につい

て、実行可能なよりよい技術を取り入れているかどう

かが分かるように、検証の内容・過程について具体的

に示すこと。 

 また、環境保全措置の効果を検証するために事後調

査を実施するとしているものについては、「環境保全措

置の検討」において、環境保全措置の効果も踏まえた

上での検証結果を示すこと。 

 準備書に記載した内容を適宜加筆し、環境保全措置

に係る効果の検証がより適正となるように配慮しまし

た。 

 

(2) 環境保全措置の実施に伴い生じるおそれのある環

境影響はないと判断した根拠、検討内容を示すこと。

 準備書に記載した内容を適宜加筆し、環境保全措置

の実施に伴う環境影響の有無を検討し、影響がないと

判断した根拠及び検討内容を示しました。 

(3) 緑化について、地域の植物で緑化を図るとしてい

るが、目的、内容、手法など具体的な緑化計画を示す

こと。 

 埋立土砂発生区域及び工事用道路撤去後跡地につい

ては、事業実施区域に生育している個体の移植等によ

る緑化を行うこととしており、現時点における緑化手

法案をそれぞれ検討し、評価書に記載しました。 

（p.2-115～117 参照） 
(4) 航空機騒音・低周波音に対する環境保全措置は、

滑走路をＶ字型にするだけでなく、周辺宅地への防音

工事の実施等の他の措置も検討すること。 

 航空機騒音については、供用後、環境監視調査とし

て騒音測定を実施することとしています。 

 防音工事については、その結果を踏まえ、法令に従

い、適切に対応していきます。 

(5) 「米軍への周知」を環境保全措置としているもの

については、他の環境保全措置を検討すること。また、

「米軍への周知」を図る環境保全措置については、米

軍に遵守させるための具体的な措置を検討すること。

 供用後の管理者である米軍における環境保全措置に

ついては、事業者として、米軍に対し本環境影響評価

の結果やマニュアル等を示すとともに、その内容が実

施されるよう要請・協議等を行います。 

 

 

<<全体的事項>> 
７．事後調査について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 各項目に係る再予測に応じて、予測の不確実性の

程度及び環境保全措置の効果の程度について、十分に

再検討し、事後調査の項目・内容について再検討する

こと。 

事後調査の項目・内容について再検討し、適宜追加・

修正を行い、評価書に記載しました。（p.8-2～16 参照）

 

(2) 事後調査の調査期間については、原則として供用

後の環境状態等が定常状態で維持されることが明らか

となるまでの期間とする必要があることから、生物の

基盤環境となる水象や地形・地質等の予測結果から、

当該期間を検討すること。 

事後調査の期間について再検討し、適宜追加・修正

を行い、評価書に記載しました。なお、事後調査期間

の設定については、これまでの事例も踏まえて設定し

ています。 

(3) 同じ項目で、事後調査と環境監視調査とを分ける

理由を示すこと。 

事後調査と環境監視調査を区分する理由について

は、準備書において明記しているところであり、評価

書においてもそのことを記載しました。（p.8-1 参照）

(4) 環境影響の程度が著しいことが明らかになった場

合の対応の方針を示しているが、環境影響の程度が著

しいと判断する基準を各事後調査項目ごとに具体的に

示すこと。また、環境影響の程度が著しいことが明ら

かになった場合の対応について、現時点で検討してい

る内容を明らかにすること。 

環境影響の程度が著しいと判断する基準及び対応に

ついて評価書に記載しました。（p.8-2～13 参照） 

(5) 事後調査の結果については、インターネットで閲

覧できるよう配慮するとともに、速報値についても可

能な限り速やかに公表すること。 

事後調査に係る報告書等の公表手法については、法

令に従い適切に対応します。 

 



4-5-11 

<<個別的事項>> 
８．大気質について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 排出係数について 

 予測に用いた走行速度は走行測定結果の平均値を用

い、当該走行速度と対応する排出係数を用いているが、

一方で、環境保全措置として、法定速度の遵守等適正

な走行を行うなどの指導、監督を行うとしている。 

 排出係数は走行速度に対応して変化することから、

当該地域における規制速度と予測に用いた走行速度と

を比較し、環境保全措置として法定速度を遵守させた

場合とを比較すること。 

 

 資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に伴う道路

交通騒音の環境保全措置として法定速度の遵守を掲げ

ています。 

大気質においては、走行速度が現況測定結果の平均

走行速度（49km/h）から法定速度（40km/h）になるこ

とで、大気汚染物質の排出係数が、二酸化窒素で約 20%、

浮遊粒子状物質で約 20%、二酸化硫黄で約 10%増加し、

その結果、大気汚染物質の濃度が増加することとなり

ます。しかし、その程度は日平均値でそれぞれ約 2%、

0.1%、0.4%の増加に留まることから、大気質への影響

は極めて小さいと判断しています。 

(2) 航空機の運航に係る予測手順について 

 航空機運航に係る大気質予測手順（図-6.2.2.2.3）

が通勤車両に係るものになっていることから、修正す

ること。 

 

 大気質予測手順について修正しました。 

 

(3) 拡散計算について 

 方法書についての知事意見に対する事業者見解にお

いて、プルーム・パフ式の適用性を確認するとともに、

当該地形に適した他の大気拡散式の適用についても検

討したとしているが、その検討結果を具体的に示すこ

と。また、プルーム・パフ式に基づく予測の不確実性

の程度を示すこと。 

 

 辺野古集落に対する大気汚染物質の拡散（高濃度時

の二酸化窒素）については、プルーム・パフモデルの

適応性を、3次元モデル（ランダムウォークモデル）及

び 3 次元の地形を考慮したプルーム・パフ式との比較

により検証しました。 

3 次元モデルの場合、予測結果が 3.8～9.0ppb とな

り、プルーム・パフ式の予測結果（7.1～33.5ppb）の

0.3～0.5 倍程度と小さく、3 次元の地形を考慮したプ

ルーム・パフ式の場合、プルーム・パフ式に比べ予測

結果が 0.01～0.03ppm 低くなり、プルーム・パフ式が 3

つの予測モデルの中では、最も安全側の予測になるこ

とを検証しました。 

また、プルーム・パフ式は、大気拡散現象を説明す

る移流拡散方程式から理論的に導かれた予測式であっ

て、その有効性は多くの実験検証により立証されてい

るものと考えています。 

(4) 発生源のモデル化について 

 発生源のモデル化として、航空機、サービス車両、

燃料補給用船舶、基地内運用車両からの大気汚染物質

を算定して合計しているが、煙源形態（線煙源、面煙

源、点煙源）が異なるこれらの発生源からの排出量を

合計することの妥当性を示すこと。 

 また、故障ヘリの輸送船（T-AVB4）が発生源に含ま

れていないが、その理由を示すこと。 

 

発生源のモデルとして、稼働形態に応じて異なる煙

源形態を設定していますが、他事業の例を参考に、総

排出量の目安として各煙源からの排出量の合計値を記

載しています。 

 T-AVB4 については、運航回数が年 1 回程度と極めて

少なく、窒素酸化物の排出量（0.1t/年）が総排出量の

0.2%程度と小さくなるため、環境負荷としては考慮し

ていないことを評価書に記載しました。（p.6-2-133 参

照） 

(5) 航空機の大気汚染物質排出量の算定について 

 算定に必要な「運行モード別所要時間」をどのよう

に設定したか示すこと。 

 

 安全側の予測となるよう経路全長に対して最大出力

時として予測しました。（p.6-2-131 参照） 

(6) 大気汚染物質排出量の算定について 

 ピストンエンジン及びガソリンを燃料としている航

空機の排出係数について、「道路環境影響評価の技術手

法 2007 改訂版」を参考に設定しているが、これは車両

の実走行モードに基づくシャシダイナモ試験の結果か

ら設定されたものと思われるため、この排出係数を航

空機に用いる妥当性について示すこと。 

 

 ピストンエンジン及びガソリンを燃料としている航

空機の排出係数については、排出係数が最も大きくな

るエンジン出力の最大時の排出係数の用いることと

し、走行モードの中で排出係数が最大となるものを使

用しました。（p.6-2-131 参照） 
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<<個別的事項>> 
８．大気質について 

知事の意見 事業者の見解 

(7) 存在及び供用時の回避・低減に係る評価について

 代替施設利用車両に関する環境保全措置として、米

軍に対する適正走行の周知を挙げているが、事業者と

して実行可能な措置として、米軍への要請等や、低公

害車の導入、協定締結等についても検討すること。 

 

供用後の管理者である米軍における環境保全措置に

ついては、事業者として、米軍に対し本環境影響評価

の結果やマニュアル等を示すとともに、その内容が実

施されるよう要請・協議等を行います。 

 

 

<<個別的事項>> 
９．騒音（航空機騒音以外）について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 船舶の運航に伴う影響について 

 供用後に運航する船舶（T-1 タンカー、T-AVB4）の騒

音発生レベルや具体的な航路から、これらの船舶の運

航に伴う騒音による影響について予測・評価すること

を検討すること。 

 

 T-1 タンカーは月 1 回程度、T-AVB4 は年 1 回程度と

運航回数が極めて少ないことから、予測・評価の結果

に定量的な数値として反映させたとしても、その負荷

量はごく微量であり、環境影響の程度も極めて小さい

と考えています。 

なお、これらの船舶からの水中音がジュゴンに及ぼ

す影響については、船舶の航行位置と水中音圧レベル

との関係を示し、予測・評価しています。（p.6-16-218

～219 参照） 

(2) 予測対象時期における稼働台数について 

 工事計画、建設機械の月別稼働台数、建設工事の進

捗状況を基に、予測対象時期を設定しているが、その

根拠となる稼働台数が示されていないため、設定した

予測対象時期が、稼働台数が最も多い時期か判断でき

るデータを示すこと。 

 

 予測対象時期を設定した根拠となる、工事計画、建

設機械の月別稼働台数に係る資料を評価書に記載しま

した。（p.6-3-40～44 参照） 

 

(3) 遮音壁を考慮した予測について 

ア 建設機械の稼働位置図（図-6.3.2.1.5）に遮音壁

の設置位置が示されていることから、遮音壁を設置し

た状態での騒音の影響について予測したものと考えら

れるが、当該遮音壁の高さ、構造、遮音効果等につい

て示すこと。 

 

 騒音の予測計算に用いた遮音壁の高さ、遮音効果等

の条件を整理し、評価書に記載しました。（p.6-3-50

参照） 

 

イ 騒音予測地点の高さは 1.2ｍと設定されているが、

当該遮音壁の高さが、資機材運搬車量等の運行に伴う

道路交通騒音の予測条件で示されているものと同じ高

さ（3.1ｍ）である場合、それ以上の高さ方向に騒音が

伝播していくことが考えられるため、当該遮音壁に隣

接する区域に、２階建て以上の建物がある場合には、

その建物の高さ地点についても予測すること。 

 当該遮音壁に隣接する区域における 2 階建て以上の

建物の影響については、建物の高さを踏まえた予測結

果を評価書に記載しました。（p.6-3-56 参照） 

 

ウ 道路交通騒音に係る予測についても、建設作業騒

音に関する前記ア、イと同様に対応すること。 

 建設作業騒音と同様に評価書に記載しました。 

（p.6-3-59 参照） 

(4) 評価について 

ア 夜間工事等を行う場合には、予め工事区域周辺の

住民の方々に説明を行うとしているが、「説明」そのも

のは環境保全措置ではないことから、夜間工事等を行

う際の環境保全措置を検討すること。 

 

 夜間工事を行う場合は、昼間の環境保全措置に加え

て、資材輸送計画において夜間の資機材運搬にかかる

車両の通行を極力少なくする等の環境保全措置を講じ

ることについて評価書に記載しました。 

（p.6-3-82、p.7-2 参照） 
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<<個別的事項>> 
９．騒音（航空機騒音以外）について 

知事の意見 事業者の見解 

イ 資機材運搬車両等に規制速度の遵守等を促す表示

板を設置するとの環境保全措置を示しているが、規制

速度を遵守しなければ道路交通騒音が環境基準値を超

過すると予測していることから、工事を請け負う業者

との契約事項に規制速度の遵守を入れるなどの措置

や、工事の平準化等を検討すること。 

 工事を発注する際には、「規制速度を遵守すること」

等の項目を工事特記仕様書に記載することとします。

 
 

ウ 環境保全措置が速やかに講じられる監視体制を構

築するとしているが、苦情等があった場合にも、直ち

に対応できるものとすること。 

 苦情等があった場合にも、直ちに対応できる監視体

制を構築します。 

 

エ 工事の実施による建設作業騒音、道路交通騒音が

環境に及ぼす影響について、事業者の実行可能な範囲

内でできる限り回避・低減が図られていると評価して

いるが、道路交通騒音に係る評価しか記述していない

ことから、建設作業騒音に係る評価についても記述す

ること。 

 建設作業騒音に係る評価についても、評価書に記載

しました。（p.6-3-83 参照） 

 

 
 
<<個別的事項>> 
10．航空機騒音について 

知事の意見 事業者の見解 
(1) 機種の変更・追加について 

 当該事業に着手する前に予定する機種の変更・追加

が決定された場合には、航空機騒音に係る所要の環境

影響評価を実施すること。 

 また、当該事業に着手する前に予定する機種の変

更・追加が決定されない場合、将来においては、予定

する機種の老朽化に伴って機種が変更・追加されるこ

とから、予測の不確実性の程度が高いと考えられるた

め、事後調査を実施すること。 

 

平成23年 6月に米国防省からCH-46の後継機として

MV-22 の沖縄配備が発表されたことを踏まえ、対象航空

機のうち CH-46 を MV-22 に変更しました。 

 なお、航空機騒音については、供用後、環境監視調

査を実施することとしており、その旨を評価書に記載

しました。（p.8-14 参照） 

 

(2) 調査の結果について 

 第３章の対象事業が実施されるべき区域及びその周

辺の概要の「騒音に係る苦情の件数」については、沖

縄防衛局への苦情届出件数についても示すこと。 

 

 騒音に係る当局への苦情届出件数を評価書に記載し

ました。（p.3-201 参照） 

(3) 予測条件について 

ア 各予測地点における航空機の高度、フライトトラ

ックに対する水平距離及び算出したスラントディスタ

ンスを示すこと。 

 

 各予測地点における航空機の高度、フライトトラッ

クに対する水平距離及び算出したスラントディスタン

スを評価書に記載しました。（p.6-3-68 参照） 

イ 前述の予測の前提で述べたとおり、標準飛行回数

について再検討すること。 

 前記「予測の前提について」の(1)と同様の見解です。

ウ 予測条件として、風向きについても設定し、風向

きを考慮した予測をすること。 

 航空機は風向きにより着陸、離陸等の方向が異なる

ことから、北東、南西方向の標準飛行回数が異なって

おり、風向きを考慮して予測を行っています。 
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<<個別的事項>> 
10．航空機騒音について 

知事の意見 事業者の見解 

(4) 飛行経路について 

 現普天間飛行場の訓練機能が移設されることになる

が、訓練の形態等によっては住宅地上空を飛行すると

のことから、予測条件の飛行経路については、現普天

間飛行場から他の訓練施設への飛行実態を踏まえ、代

替施設から他の訓練施設への飛行経路も想定し、当該

飛行経路を飛行した場合の影響についても予測するこ

と。 

 なお、飛行パターンが特定できない場合は、最も影

響が大きくなる住宅地の直上を飛行した場合について

予測・評価し、環境保全措置を検討すること。 

 
代替施設供用後の具体的な訓練場所は米軍の運用に

関するものであること、また、緊急時の場合や訓練の

形態等によっては、例外的に集落上空を飛行すること

もあり得ると考えていますが、こうしたケースは基本

飛行パターンではないことから、具体的に飛行ルート

を示して予測することは困難であると考えています。

(5) 予測コンターについて 

 航空機騒音に係る環境基準値（WECPNL 値（以下「Ｗ

値」という。）70）以上の予測コンターしか図示してい

ないが、当該基準値以下の騒音レベルの予測コンター

も図示すること。 

 

予測精度の問題や予測結果の検証ができないことか

ら、WECPNL 値 70 以下のコンターを図示することは困難

です。 

(6) 評価について 

ア 滑走路をＶ字型にして、周辺地域上空を回避する

方向で、騒音による影響は相当程度低減できると評価

しているが、何と比較して「相当程度低減できる」と

評価したのかを示すこと。 

 
Ｌ字型とＶ字型の飛行経路と主な集落との距離を比

較すると、Ｖ字型の飛行経路の方が周辺集落から約

380m（安部集落）から約 1,200m（豊原集落）離れてい

ることから、航空機騒音による影響を相当程度低減で

きると評価しました。（p.資 6-3-1 参照） 

イ Ｗ値は、夜間も含めた航空機騒音を平均化したも

のであり、夜間においても予測コンターで示された航

空機騒音が発生する可能性があるということであるか

ら、そのことを考慮した評価を行うこと。 

 航空機騒音の予測に当たって、飛行回数については、

時間帯により、午後 7時から午後 10時までの間は 3倍

の、午後 10 時から午前 7 時までの間は 10 倍の重み付

けを行ったのち、当該飛行回数を少ない方から数えて

全体の 90％に当たる日の飛行回数を算出し、これをベ

ースとして、米側提供資料による飛行割合等を考慮し

て、一日の標準飛行回数を設定していますので、夜間

の航空機騒音の影響についても考慮した上で予測・評

価を行っています。 
ウ 評価に当たっては、代替施設周辺地域に知的障が

い児施設等が立地しているなどの土地利用状況を考慮

すること。 

 知的障がい児童施設等を児童福祉施設（児童福祉施

設：なごみ）として予測地点を追加し、予測・評価を

行い、評価書に記載しました。（p.6-3-78 参照） 
(7) 航空機騒音に係る【参考資料】について 

ア 方法書についての知事意見に基づいて、平成 25年

から施行される新たな航空機騒音の評価指標である時

間帯補正等価騒音レベル（以下「Ｌden」という。）で

の予測を行っている。しかし、評価が行われていない

ことから、当該予測結果に対する評価を行うこと。評

価に当たっては、Ｌden 値に係る環境基準値を用いるこ

と。 

 なお、Ｌden 値の予測を、Ｗ値との換算式「Ｌden ≒ 

Ｗ値－13」を用いて行っているが、当該近似式には適

用される範囲（騒音継続時間 20 秒、Ｗ値 70～80 の地

域）があることから、当該近似式が適用されない範囲

に対しては、当該近似式によらず騒音測定結果から予

測すること。 

 

 方法書に対する知事意見に基づき、時間帯補正等価

騒音レベル（以下「Lden」という。）での予測（Ｗ－13

で算定）を参考として行いましたが、Lden 値の予測手

法は、確立されていないため、換算式以外での予測を

行うことは困難です。 
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<<個別的事項>> 
10．航空機騒音について 

知事の意見 事業者の見解 

イ ピーク騒音レベルについても予測はされているが評

価がなされていないことから、評価すること。評価に当た

っての目標値は、現況の騒音状況、土地利用状況を勘案し

て設定すること。その際は、ホバリング、エンジンテスト

の発生回数、時間帯も考慮するとともに、ピーク騒音レベ

ルの目標値以下の予測コンターについても図示すること。

 また、静穏な夜間においては、ピーク騒音レベルが

大きい飛行機が１機でも飛行するだけで睡眠阻害を生

じさせることを考慮した評価を行うこと。 

 方法書に対する知事意見に基づき、ピーク騒音レベ

ルの予測を参考として行いましたが、航空機騒音にお

けるピーク騒音レベルの評価手法（基準）がありませ

んので、評価を行うことは困難です。 

ウ ピーク騒音レベルに係る評価に当たっては、平成

21年９月 10日に実施されたデモ・フライトの測定結果

や現普天間飛行場周辺地域での測定結果も勘案するこ

と。 

 方法書に対する知事意見に基づき、ピーク騒音レベ

ルの予測を参考として行いましたが、航空機騒音にお

けるピーク騒音レベルの評価手法（基準）がありませ

んので、評価を行うことは困難です。 

エ ホバリングやエンジンテストの予測に当たって

は、時間帯ごとの発生回数、騒音継続時間についても

示すこと。 

 

 ホバリングやエンジンテストのピーク騒音レベルの

予測には、一般的に航空機騒音におけるピーク騒音レ

ベルの評価手法（基準）がありませんので、評価を行

うことは困難です。また、参考として、ホバリング時、

エンジンテスト時のピーク騒音レベル（最大値）を予

測しているものであり、時間帯ごとの発生回数、騒音

継続時間などの条件設定はしていません。 

(8) 環境保全措置について 

ア 住宅地上空を飛行することについてもあり得ると

しながら、航空機騒音に係る環境保全措置として、Ｖ

字型による周辺上空回避の措置しか示しておらず、住

宅地上空を飛行した場合の環境保全措置が示されてい

ないことから、再度の予測・評価に応じて、例えば、

住宅地上空の飛行禁止や、飛行高度の制限に関する協

定締結等の環境保全措置についても検討すること。 

 

代替施設を利用する米軍機は、集落地域の飛行を基

本的に回避することになると認識しています。他方、

米軍機の飛行禁止など制限を加えることは、米軍の運

用上、困難です。 

イ Ｗ値 70以上の範囲内に集落がないことをもって、

Ｖ字型による周辺上空回避の措置しか示していない

が、航空機騒音を低減化するための更なる環境保全措

置を検討すること。 

航空機騒音については、供用後、環境監視調査とし

て騒音測定を実施することとしています。 

防音工事については、その結果を踏まえ、法令に従

い、適切に対応していきます。 

 

 
<<個別的事項>> 
11．低周波音について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 予測について 

 ホバリングやエンジンテストの予測に当たっては、

時間帯ごとの発生回数、騒音継続時間についても示す

こと。 

  

低周波音に係るホバリング時やエンジンテスト時の

予測は、常時ホバリングやエンジンテストを実施して

いるとの想定で行っていることから、時間帯ごとの発

生回数、継続時間などの条件設定はしていません。 

(2) 回避・低減に係る評価について 

ア 滑走路をＶ字型にして住宅地上空を回避すること

により、低周波音による影響は「相当程度」低減でき

るとしているが、何と比較してどの程度低減できると

評価したのかを示すこと。 

 
Ｌ字型とＶ字型の飛行経路と主な集落との距離を比

較すると、Ｖ字型の飛行経路の方が周辺集落から約380m

（安部集落）から1,200m（豊原集落）離れていることか

ら、Ｖ字型の滑走路の方が低周波音による影響を相当程

度低減できると評価しました。（p.資 6-3-1 参照） 

イ AH-1、UH-1 の場合についてのみ、一部の予測地点

において、10Hz 付近で閾値をやや上回っており、その

評価として、閾値を超えても必ずがたつくとは限らな

いとしているが、通常はがたつくことが多いはずであ

るから、がたつく場合の環境保全措置を検討すること。

 建具のがたつき等の苦情があった場合は、調査を行

い、適切に対応する旨を評価書に記載しました。 

（p.6-5-61 参照） 
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<<個別的事項>> 
11．低周波音について 

知事の意見 事業者の見解 

(3) 基準・目標との整合性に係る評価について 

ア 「低周波音問題対応の手引書」（平成 16 年２月環

境省環境管理局大気生活環境室）において、物的苦情

及び心身に係る苦情に関する「参照値」が示されてい

るが、当該参照値は、規制基準、要請限度とは異なる

もので、低周波音によると思われる苦情に対処するも

のであり、対策目標値、環境アセスメントの環境保全

目標値などとして策定したものではないとされてい

る。しかし、一方で、測定値がいずれかの周波数で当

該参照値以上であれば、その周波数が低周波音苦情の

原因である可能性が高いとされていることを考慮し

て、設定した評価基準の妥当性を示すこと。 

 

｢低周波音問題対応の手引書｣(平成 16 年 6 月環境省

環境管理局大気生活環境室)の参照値は、苦情の申し立

てが発生した際に、低周波音によるものかを判断する

目安として示されたものであり、低周波音についての

環境アセスメントの環境保全目標値として策定された

ものではないと同手引書に記載されていること、また、

移動発生源からの低周波音苦情には適用しないことと

されていることから、当該参照値は環境保全の目標値

として使用しておりません。 

今回設定した低周波音の環境保全の目標値は、環境

基準などの基準値が特に定められていないことから、

これまでに行われた種々の低周波音の影響に関する調

査研究等の閾値を一定の目安として用いました。 

イ 予測結果は、各予測地点において、心身に係る苦

情に関する参照値のＧ特性音圧レベルを超えた地点は

ないものの、周波数帯によっては、1/3 オクターブバン

ドの参照値の音圧レベルを超えており、供用後におい

て、低周波音の苦情が発生する可能性があるため、当

該参照値を用いた評価も行うとともに、環境保全措置

を講じること。 

 

 

「低周波音問題対応の手引書」に示されている参照

値は、苦情の申し立てが発生した際に、低周波音によ

るものかを判断する一定の目安として示されたもので

あり、低周波音についての環境アセスメントの環境保

全目標値として策定されたものではないことから心理

的影響の評価基準とはしていません。 

供用後において、低周波音に関する苦情があった場

合には、発生源と苦情内容の関係を調査するとともに、

その関係が確認された際には、これに応じた環境保全

措置を検討し、適切に対応します。 

(4) 評価について 

 評価に当たっては、代替施設周辺地域に知的障がい

児施設等が立地しているなどの土地利用状況を考慮す

ること。 

 

 知的障がい児童施設等を児童福祉施設（児童福祉施

設：なごみ）として、予測地点を追加し、予測・評価

を行い、評価書に記載しました。（p.6-5-38、49、59

参照） 
(5) 事後調査等について 

 工事に用いる建設機械や資機材運搬車両・船舶から

発生する低周波音については、予測条件に必要な基礎

データが得られなかったとして、予測・評価を行って

いないことから、事後調査の実施を検討すること。 

 

 工事に用いる建設機械や資機材運搬車両・船舶に関

する低周波音の環境監視調査を実施することとし、評

価書に記載しました。（p.8-15 参照） 
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<<個別的事項>> 
12．水の汚れについて 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 存在・供用時の予測について 

ア ＣＯＤ流入負荷量について（表-6.6.2.2.3） 

(ｱ) ＣＯＤ流入負荷量を現地調査結果のみから設定し

ているが、既往調査結果をどのように考慮したのかを

明らかにすること。 

 

 

 平成20年度における海域のCOD濃度の現地調査結果

を再現の対象としてモデルを構築しているため、負荷

量の設定には平成 20 年度に実施された淡水流入量と

COD 濃度の現地調査結果を用いており、既往調査結果は

考慮していません。なお、既往調査における負荷量は

参考として確認しています。 

(ｲ) 晴天時と降雨時の流入負荷量は異なるが、どの天

気のときの値で設定したのかを明らかにすること。 

 現地調査時の天候について、評価書に記載しました。

（p.6-6-192 参照） 

(ｳ) 水質（COD）や塩分濃度の変化は、影響が最も大き

くなる時期である降雨時についても予測すること。 

 また、降雨時に設定する場合、代替施設の雨水排水

溝から海域へ放流される雨水についても予測モデルに

設定すること。 

 

 降雨時の水質(COD)については、飛行場の施設の汚水

排水は汚水処理浄化槽において適切に処理し、雨水排

水とは区別して排水することから、降雨時に水質(COD)

への影響が大きくなることはないと考えており、予測

は行っていません。 

 降雨時の塩分濃度の変化については、降雨時の淡水

流入量の調査結果をもとに、降雨時の変化について予

測しました。その際、代替施設の雨水排水についても

予測モデルに設定しました。（p.6-6-196～197、

p.6-6-247～251 参照） 

(ｴ) 美謝川からの流入負荷量を現況と同じにしている

が、現況の美謝川は、平成 20 年度の現地調査結果によ

ると、上流のダムからの放流の影響を受けていると考

えられるとし、また、河口閉塞の状況も確認されてい

るが、移設後はどのような状態になると想定し、また、

それによって流入負荷量がどのように変化すると想定

しているのかを示すこと。 

 美謝川の現況及び切替え後の状態、負荷量の考え方

について評価書に記載しました。（p.6-6-191 参照） 

イ その他の計算条件について、表-6.6.2.2.7 中の計

算時間を 240 時間（10日間）とした根拠を示すこと。

 予測計算における計算時間の考え方とその設定根拠

を評価書に記載しました。（p.6-6-195 参照） 

ウ モデルの妥当性の検証について、計算値は全体と

して観測値の分布傾向を概ね再現していると考えられ

るとしているが、計算値は全体の状況を正確に再現し

ているとは言えないことから、予測の不確実性の程度

を検討すること。 

 モデルの妥当性の検証については、その考え方を具

体的に評価書に記載しました。（p.6-6-198 参照） 

なお、予測モデルの妥当性については十分に検証し、

調査で把握できた検討海域の水質特性を計算で概ね再

現していることから、予測結果の不確実性の程度は小

さいと考えています。 

(2) 評価について 

ア 工事に係る評価について 

(ｱ) 環境保全措置について、「コンクリートブロックの

養生水、コンクリートプラントからの洗浄水、飛行場

の舗装面の養生水などのアルカリ排水については、適

切に処理します」と記述しているが、具体的な処理方

法を示すこと。 

 

 

 アルカリ排水を海域に流出させない措置について、

具体的に評価書に記載しました。（p.6-6-252 参照） 

(ｲ) 水の汚れについて、環境監視調査を実施するとし

ているが、「実際の工事に用いる資材の種別によっては

予測結果を上回る可能性は否定できません」としてい

ることから、予測においては、資材の種別が考慮され

ていないということであり、予測の不確実性の程度が

高いと考えられるため、水の汚れについては、事後調

査を実施すること。 

 水の汚れ(pH)については、事後調査を実施すること

について、評価書に記載しました。（p.6-6-252、p.8-2

参照） 

(ｳ) 「事業者として実行可能なより良い技術を取り入

れている」としているが、事業者として実行可能なよ

り良い技術を取り入れているか否かの判断ができるよ

う、環境保全措置の具体的な内容を示すこと。 

 工事中の水の汚れ(pH)に係る環境保全措置の具体的

な内容について、評価書に記載しました。（p.6-6-252

参照） 
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<<個別的事項>> 
12．水の汚れについて 

知事の意見 事業者の見解 

イ 存在・供用時に係る評価について 

(ｱ) 事後調査の結果、異常が確認された場合の環境保

全措置についても検討すること。 

 

 工事に係る水の汚れ(pH)に関する事後調査の結果の

取扱いについて、検討結果を評価書に記載しました。

（p.6-6-252、p.7-4、p.8-2 参照） 

 事後調査において、明らかな異常が確認された場合

の環境保全措置として、必要に応じて専門家等の指

導・助言を受けて、必要な措置(既存の措置の見直しや

追加の措置等）を講じることを評価書に記載しました。

（p.6-6-252 参照） 

(ｲ) 環境保全目標との整合性の評価においては、増加

分だけでなく、その増加後の水質の値も示すこと。 
 環境保全目標との整合性の評価においては、水質の

変化値と変化後の値を記載し、評価を行いました。 

（p.6-6-254 参照） 

 

 

<<個別的事項>> 
13．電波障害について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 予測・評価について 

 宜野座村においては、平成 20年度から、住民向けイ

ンターネットサービスを4.9GHz無線方式にて提供開始

しているとのことから、当該周波数による電波障害の

発生についても予測・評価すること。 

 

 無線 LAN の障害の発生については、供用後に被害状

況を調査しないと対応できないことから、現時点で予

測は困難です。 

 したがって、TV 電波と同様に、環境保全措置として

供用後に通信障害が生じた場合の対応を評価書に記載

しました。（p.7-21 参照） 

(2) 環境保全措置について 

 現普天間飛行場の周辺において、現にデジタル特有

の電波障害事例が報告されていることから、テレビ電

波の受信状況にかかわらず、供用時には、電波障害が

発生することが考えられるため、環境保全措置として

示された対策については、供用前に実施することを検

討すること。 

 

 航空機が運航しない時点において電波障害の発生す

る範囲や程度が不確定であり、供用前の段階で対策を

実施することは困難です。 

 

 



4-5-19 

 
<<個別的事項>> 
14．海域生物について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 調査結果について 

ア 種の同定を正確に行うこと。また、科や属なども

含めて種に分類しているものもあるため、修正するこ

と。 

 

 種の同定及び科や属なども含めて分類した経緯等に

ついて評価書に記載しました。（p.6-13-7 参照） 

イ 種の同定をどのレベルまで行ったのか示すととも

に、同定率を考慮して、現況の把握を行うこと。 

 種の同定レベルについて評価書に記載しました。 

（p.6-13-7 参照） 

ウ 同定できなかった試料に貴重種が入っている可能

性もあるため、採取した生物の標本について、採取時

の状況が分かるよう採取した生物種が混合した状態で

保存すること。 

 試料の保存等について評価書に記載しました。 

（p.6-13-7 参照） 

(2) 供用に係る予測について 

ア 塩分変化による影響について、存在時の変化につ

いてしか予測されていないことから、供用時の塩分変

化による影響についても予測すること。 

 

 供用時の塩分変化による影響の予測について評価書

に記載しました。（p.6-13-262 参照） 

イ 騒音による影響について 

(ｱ) 航空機騒音により、ウミガメ類は飛行場周辺を忌

避する可能性があると予測し、飛行場周辺については、

沖合を遊泳することが想定され、ウミガメ類の広域的

な移動は維持されると予測しているが、忌避した移動

先における生息密度や餌場の関係、消失する辺野古海

域の餌場としての利用状況なども考慮して予測するこ

と。 

 

飛行場周辺から他の地域に逃避することが可能性と

して予測されるので、その場合の予測について評価書

に記載しました。（p.6-13-259 参照） 

 

 

(ｲ) 大浦湾西部の北側の砂浜（ポケットビーチ）、大浦

湾東部の汀間地区の砂浜及び辺野古地先の砂浜におい

てもウミガメ類の上陸・産卵が確認されていることか

ら、これらの砂浜での上陸・産卵に対する騒音による

影響についても予測すること。 

 大浦湾西部の北側の砂浜（ポケットビーチ）及び辺

野古地先の砂浜については、「飛行場周辺」の予測に含

めて評価書に記載しました。また、大浦湾東部の汀間

地区の砂浜に対する予測について評価書に記載しまし

た。（p.6-13-258 参照） 

 

(ｳ) ウミガメ類の主要な上陸箇所である嘉陽～安部地

区及び前原地区において航空機騒音のレベルが相対的

に低いと予測しているが、相対的に低いことをもって

影響が小さいとは言えないことから、現状からの航空

機騒音の増加分を示した上で、影響の程度について予

測及び評価すること。 

 飛行態様別の標準飛行回数の割合を勘案した、ウミ

ガメ類への影響の予測について評価書に記載しまし

た。（p.6-13-258～261 参照） 

 
 

ウ 飛行場施設の供用について 

(ｱ) 供用時の夜間照明による影響については、工事中

と同様、ウミガメ類以外の重要な種に対する影響につ

いても予測すること。 

 

 夜間の魚卵・稚仔魚調査で把握された種類も勘案し、

魚類における重要な種に対する影響について評価書に

記載しました。（p.6-13-262 参照） 

(ｲ) 飛行場施設からの排水による影響について、生

息・生育環境の変化はほとんどないと予測しているが、

塩分変化による海草藻場の変化に係る再予測に応じ

て、再度、予測すること。 

 供用時における塩分変化に伴う海草類の生育条件の

変化（p.6-15-182～184 参照）も考慮して予測を行いま

した。（p.6-13-262 参照） 

(ｳ) 船舶の航行よる影響について、定期的に運行する

船舶の寄港回数が示されておらず、航行船舶数の増加

の程度が小さいという予測の根拠が不明であることか

ら、寄港回数を明示すること。 

 寄港回数について評価書に記載しました。 

（p.6-13-262 参照） 

(3) 評価について 

 ナトリウムランプ等の使用を米軍に周知するとして

いるが、代替施設は事業者である沖縄防衛局が設置し

て米軍に提供することから、事業者としてナトリウム

ランプ等を設置すること。 

 

 代替施設の整備は事業者が実施しますが、施設を提

供した後の維持管理については、米軍が実施すること

から、ナトリウムランプ等の使用を米軍に周知する旨

を記載したものです。 
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<<個別的事項>> 
15．サンゴ類について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 調査結果について 

ア 今後、サンゴの被度に変化がなくとも、優占する

サンゴに変化が生じる可能性があるため、ライン調査

結果については、潜水目視観察の単位となっている 10

ｍ×10ｍの範囲内に優占するサンゴ属とその群体形を

取りまとめること。スポット調査についても、各地点

で優占するサンゴ属とその群体形を取りまとめるこ

と。 

 なお、表-6.14.1.6及び表-6.14.1.19については、「出

現種一覧」ではなく、「出現属一覧」と修正すること。

 

 優占するサンゴ属とその群体形については、群体分

布位置のスケッチも含めて、定点観察調査において取

りまとめています。 

表のタイトルについては、修正しました。 

（p.6-14-27、50 参照） 

イ ミドリイシ属の幼群体が少なかった理由として、

ミドリイシ属が到達しにくい地理的環境にあったこ

と、若しくは幼生供給量が少なかったことを挙げてい

るが、より具体的に説明すること。 

 ミドリイシ属の幼群体が少なかった理由の具体的な

説明について評価書に記載しました。（p.6-14-85 参照）

(2) 予測について 

 予測に当たっては、サンゴのみならず健全なサンゴ

礁生態系維持にとって必要不可欠な栄養塩濃度の変化

による影響についても予測すること。 

 

 水の汚れの予測結果をもとに、栄養塩濃度の変化に

よるサンゴ類への影響について評価書に記載しまし

た。（p.6-14-112 参照） 

 

 
<<個別的事項>> 
16．海藻草類について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 予測について 

 供用に係る予測結果について、海草類への予測結果

のうち、砂の移動及び飛行場施設からの排水による影

響の予測が「海藻類」に対する予測となっていること

から、海草類に対する影響の予測を行うこと。 

 

 供用時における砂の移動、飛行場施設からの排水に

よる海草類に対する影響について予測しました。 

（p.6-15-174、182～184 参照） 

(2) 評価について 

ア 生育分布状況が明らかに低下してきた場合に、必

要に応じて、専門家の指導・助言を得て、生育基盤の

環境改善による生育範囲拡大に関する方法等を検討す

るとしていることから、明らかに低下してきたと判断

される条件を具体的に示すこと。 

 

 海草類の生育分布状況の低下の判断基準について

は、専門家等による指導により具体的に検討していく

ことを評価書に記載しました。（p.6-15-188 参照） 

イ 供用に係る評価に当たり、水温・塩分の変化によ

る影響を低減するため、環境保全措置として排水量を

減らすための対策（排水の循環利用等）を検討するこ

と。 

 排水量の低減措置として、洗機排水について、可能

な限り排水量の低減（洗機排水の再利用）を図ること

を評価書に記載しました。（p.6-15-188 参照） 

(3) その他 

 準備書では、「海草類藻場」、「海草藻場」、「ホンダワ

ラ類藻場」、「ホンダワラ藻場」の用語が用いられてい

るが、「海草藻場」、「ホンダワラ藻場」に統一すること。

 

 「海草類藻場」は「海草藻場」、「ホンダワラ類藻場」

は「ホンダワラ藻場」に表現を統一し、評価書に記載

しました。（p.6-15-20～23、26～29、32～36、42～43、

46～49、151、166 等参照） 
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<<個別的事項>> 
17．ジュゴンについて 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 複数年調査について 

 ジュゴンについては、調査範囲に辺野古地先海域を

含めた複数年の調査を実施すること。 

 

 平成19年度や平成21～22年度の自主的調査も含め、

3ヶ年以上（複数年）の調査データを用いて予測・評価

を行いました。 

(2) 調査結果について 

ア ジュゴンへの影響の予測・評価に当たっては、辺

野古前面の藻場を利用していないと判断しているが、

その理由について、自然的影響や人為的影響、藻場の

経年変化、ジュゴンの生態（１カ所の藻場のみを利用

しないと言われていること等）から示すとともに、将

来にわたって辺野古海域の藻場を餌場として利用する

可能性について解析すること。 

 

 辺野古前面の藻場を利用していない理由について

は、自然的影響や人為的影響、藻場の経年変化、ジュ

ゴンの生態をもとに評価書に記載しました。また、将

来にわたって辺野古海域の藻場を餌場として利用する

可能性についても検討しました。（p.6-16-178～182 参

照） 

イ パッシブソナー調査について、咀嚼音が確認され

た月日を示し、ジュゴンの確認日、水中ビデオ撮影日、

食跡確認時期との関連について解析して、これらの関

連からジュゴンの咀嚼音と判断できるか検討するこ

と。 

 パッシブソナー調査によりジュゴンの咀嚼音が確認

された月日を示し、ジュゴンの確認日、水中ビデオ撮

影日、食跡確認時期との関連を解析し、それらの関連

からジュゴンの咀嚼音と判断できるかを検討しまし

た。（p.6-16-114～115 参照） 

ウ ジュゴンの生活史に関する考察について 

(ｱ) 追跡調査時のヘリコプター音による逃避行動は見

られなかったとのことであるが、広域調査の小型飛行

機の場合についても説明すること。 

 また、ヘリコプター及び小型飛行機の飛行高度と発

生騒音レベル、水中への音の入射角（ヘリ又は飛行機

の位置と確認されたジュゴンの位置との角度）から、

調査時のジュゴン確認位置において水中へ入射した音

圧レベルについて解析すること。その際は、ヘリコプ

ターと小型飛行機から発生する騒音の周波数域も示す

こと。 

 

 小型飛行機による生息調査においても特に逃避行動

は見られなかったことを記載しました。（p.6-16-159

参照） 

 また、海面付近での音圧レベルは、小型飛行機より

もヘリコプターの方が大きいため、ヘリコプターに関

して飛行高度を示すとともに、飛行時の地上での測定

結果をもとに推定した発生騒音レベル、それをもとに

した水中での音圧レベルを検討しました。なお、ヘリ

コプターの周波数については、既往資料をもとに評価

書に記載しました。（p.6-16-220 参照） 

(ｲ) 「沖縄島全域の沿岸海域におけるジュゴンの生息

頭数を推定するためには、調査員の見落としや海底に

潜水していたことにより発見できなかったことなどを

考慮する必要がありますが、これらの要因を踏まえて

補正を行うことは困難」として、ジュゴンの「最小発

見個体数」を推定している（p6-16-44、p6-16-103）が、

現地調査の結果から、「沖縄島沿岸に常在するジュゴン

は3頭であると推定」(p6-16-214)した根拠を示すこと。

 追跡調査により個体識別を行った結果から、3頭と推

定したことを評価書に記載しました。 

（p.6-16-163 参照） 

 

(ｳ) 嘉陽沖の個体（個体Ａ）は、ウミガメ類を執拗に

追いかけて前脚で捕まえるという雄が示すような行動

が確認されたとのことであるが、どのような調査で確

認されたのかを示すこと。その際、個体識別はできた

のかについても示すこと。 

 また、嘉陽沖の個体について、平成 21年 2月に嘉陽

地先の水中ビデオカメラで撮影された映像から雌の可

能性も考えられるとしているが、水中ビデオカメラで

撮影されたジュゴンは個体識別がなされ、ウミガメを

追いかけた個体Ａと、同一であると判断されたのかを

明示すること。 

 ウミガメ類を追いかけた行動はヘリコプターによる

追跡調査により確認されたものであり、嘉陽沖の個体

（個体Ａ）と識別できていたことを評価書に記載しま

した。（p.6-16-200 参照） 

 また、水中ビデオカメラで撮影された映像を確認し

た結果、嘉陽沖の個体Ａの特徴（尾鰭の左の切れ込み）

が確認されていることから、個体Ａと判断されること

を評価書に記載しました。（p.6-16-106、110 参照） 

 
 

(3) 予測について 

ア 航空機騒音について 

(ｱ) 航空機騒音の影響の予測においては、飛行高度を

150m まで下げたときの海水面における音圧レベルを、

用いた航空機の騒音発生レベルと高度から求め、角度

から、水中に入る音のレベルを求めた上で、どの程度

の音圧レベルで影響がなかったかを解析すること。 

 

 

 追跡調査時のヘリコプターによる騒音レベルについ

て、地上での測定結果をもとに、発生源レベルを推定

し、それに基づき水中での音圧レベルを推定しました。

（p.6-16-217～221 参照） 

 



4-5-22 

<<個別的事項>> 
17．ジュゴンについて 

知事の意見 事業者の見解 

(ｲ) 空中から水中に音が入射する場合の臨界角度が約

13°であることをもって、影響レベルを上回る範囲は

飛行コース直下の限られた範囲にとどまるとしている

が、その音圧レベルがどの程度で、水中に入射した音

がどのように広がるのかを解析した上で、影響を及ぼ

す音の範囲がジュゴンの沿岸域との往来にどのように

影響を及ぼすのかを予測すること。 

 水中に入射した音圧レベルを推定し、ジュゴンへの

影響の検討結果について評価書に記載しました。 

（p.6-16-218、222 参照） 

 

イ 低周波音の影響について、安部集落において飛行

時に最大 81.4dB 程度と予測され、海域生物全般への影

響レベル（150dB）を下回るとしているが、航空機騒音

の影響が飛行コース直下に及ぶとしており、低周波音

も飛行コース直下が最も低周波音の音圧レベルが大き

くなると考えられることから、そのことを考慮した予

測を行うこと。 

 飛行時の低周波音の測定結果をもとに、飛行コース

直下での低周波音の音圧レベルを推定し、検討結果を

評価書に記載しました。 

（p.6-16-223～224 参照） 

 

 

ウ 飛行場施設からの排水の藻場への影響について

は、辺野古地先の藻場についても予測すること。 

 飛行場施設からの排水が藻場に与える影響につい

て、辺野古地先の海草藻場も考慮して予測しました。

（p.6-16-225 参照） 

エ 船舶の航行による影響においては、航行回数と航

路を具体的に示すこと。 

 また、タンカー等のスクリュー音による影響につい

ても予測すること。 

 船舶の航行回数と航路を具体的に示すとともに、タ

ンカー等の船舶騒音による影響について予測しまし

た。（p.6-16-226～227 参照） 

オ 個体及び個体群維持に対する影響について 

(ｱ) 生息環境としての機能や価値を変化させる可能性

はないとしているが、餌場の減少に係る予測、海域へ

の構造物の出現による移動阻害、航空機騒音・低周波

音の音圧レベルの高い区域の発生等により機能・価値

がどの程度変化するのかを予測した上で、個体及び個

体群の維持に対する影響について予測すること。 

 

 個体及び個体群維持に対する影響については、各影

響要因による予測結果をもとに検討しました。 

（p.6-16-228 参照） 

 

 

(ｲ) 古宇利島沖の個体への影響を及ぼす可能性も小さ

いことから、沖縄県全体のジュゴンの個体群維持に対

して影響を及ぼす可能性はほとんどないとした根拠を

示すこと。 

 個体群を形成する各個体の生息範囲、行動生態や餌

料環境への影響に対する予測結果をもとに、事業が個

体群維持に対して影響を及ぼす可能性がほとんどない

と判断した根拠を評価書に記載しました。 

（p.6-16-228 参照） 

(4) 評価について 

ア 推定されるジュゴンの頭数からすると、仮に本事

業による影響が小さいものだとしても、その小さな影

響だけでも個体群の維持に大きな影響を及ぼすことが

考えられるため、十分な環境保全措置を検討すること。

 

 代替施設周辺におけるジュゴンの生息状況からみ

て、本事業がジュゴンに与える影響は小さいと考えま

すが、ジュゴンが現在の生息範囲から離れる可能性も

考慮した環境保全措置を評価書に記載しました。 

（p.6-16-231 参照） 

イ 環境保全措置として、ジュゴンとの衝突を回避で

きるような速度で航行するとしているが、船舶がジュ

ゴンを回避することは困難であると考えられるため、

ジュゴンが船舶を回避できる速度とし、その速度を具

体的に示すこと。また、どの範囲から速度を落とすの

かについても示すとともに、周辺を航行する船舶への

当該措置の具体的な周知の方法も示すこと。 

 

 船舶とジュゴンとの衝突を回避する速度について

は、オーストラリアで実際に導入されている船舶の速

度規制に関する事例を示し、それを参考に設定するこ

とを評価書に記載しました。また、速度低下の範囲に

ついては、ジュゴンの現在の生息範囲をもとに、おお

よその範囲を示し、航行船舶への具体的な周知の方法

については、工事中の各種保全対策を含めて、十分に

周知徹底させる方針を記載しました。 

（p.6-16-231 参照） 

ウ 米軍に実施させる対策も具体的に示すこと。 

 

 タンカー等の航行において、航行経路や航行速度の

制限についてマニュアル等を作成し、米軍に周知しま

す。 
エ ジュゴンと船舶との接触事故防止のため、沖合航

路の設定と低速度での航行以外の措置についても検討

すること。 

 ジュゴンの生息位置に係る監視結果を来遊する船舶

に伝達することにより、ジュゴンとの接触を回避する

旨の対策等を記載しました。（p.6-16-231 参照） 
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<<個別的事項>> 
17．ジュゴンについて 

知事の意見 事業者の見解 

(5) 事後調査について 

 ジュゴンに関する事後調査については、再度の予

測・評価の結果や予測の不確実性の程度及び環境保全

措置の効果の程度を勘案して、ヘリコプターを使った

追跡調査の実施についても検討すること。 

 

 ヘリコプターを使った事後調査の実施については、

米軍の運用と関連することから困難な状況です。 

 

 

<<個別的事項>> 
18．陸域動物について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 予測について 

ア 動物種への影響については、出産・育児期を考慮

した予測をすること。 

 

 動物種への影響については、繁殖時期を考慮した予

測を評価書に記載しました。（p.6-17-112 参照） 

イ タウナギは、環境省のレッドデータブックでは絶

滅危惧ＩＢ類に分類されているが、琉球列島の固有種

であることが明らかとなり、今後、分類学上の位置付

けも変わると考えられることから、タウナギへの影響

については、固有種としての貴重性を考慮した予測を

すること。 

 タウナギについて予測評価を行い、評価書に記載し

ました。（p.6-17-165、172、214 参照） 

 

(2) 供用に係る予測結果について 

ア 航空機の運航による影響について、工事中の騒音

による影響の予測と同様に、騒音レベルとの重ね合わ

せ図を示すこと。 

 

 鳥類の確認地点と航空機騒音範囲の重ね合わせ結果

を図示しました。（p.6-17-191～194 参照） 

イ バードストライクについて、陸域生態系に予測結

果を記載したとのことであるが、陸域生態系における

予測の対象種は、上位性、典型性、特殊性の観点から

選定した種であるが、その他の鳥類についても、陸域

生態系における予測対象種の予測で足りるとした根拠

を示すこと。 

 陸域生態系における予測対象種以外の鳥類のバード

ストライクについての予測結果を、評価書（陸域生態

系）に記載しました。 

（p.6-19-2-190～192 参照） 

(3) 代替施設の照明による生息状況への影響について

 ナトリウムランプ等を使用することで周辺に生息す

る陸域動物への影響を小さくするための配慮を米軍に

周知するとしているが、照明の設置などの工事を実施

するのは事業者であることから、事業者としてナトリ

ウムランプ等を設置すること。 

 

 代替施設の整備は事業者が実施しますが、施設を提

供した後の維持管理については、米軍が実施すること

から、ナトリウムランプ等の使用を米軍に周知する旨

を記載したものです。 
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<<個別的事項>> 
19．陸域植物について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 調査結果について 

ア 植生の区分について、リュウキュウマツ林を代償

植生（二次林）としているが、透水性の悪い土壌に発

達し、林床にオオマツバシバやヤンバルゴマなどを伴

うリュウキュウマツの低木林は、季節的な湿地性の低

木林であり、沖縄県の自然を代表する自然植生と見な

すべきであることから、リュウキュウマツ低木林を一

律に二次林とすることは適当でない。また、ホウライ

チクは移入種である。 

 以上のことから、植生区分を修正すること。 

 

 既存文献等により当該区域の植生及び地形情報等を

把握した上で現地調査を実施していることから、現存

植生図の植生区分については、現況の植生に沿った内

容であるものと認識しています。 

なお、ホウライチク群落については、凡例を修正し、

評価書に記載しました。（p.6-18-22～27 参照） 

 

イ 総合常在度表について、準備書に示されたものは

判読が困難であることから、見やすい表を示すこと。

また、植生図を通じて環境に関する諸情報を正確に読

み取るためには、縮尺に見合う精度をもった図が必要

であるが、広域植生図（p6-18-15）、詳細植生図

（p6-18-16）については、群落の境界等が正確に把握

できないことから、群落の境界等が正確に把握できる

図を示すこと。 

 図表を修正し、評価書に記載しました。（p.6-18-18

～19、22～27 参照） 

 

 

(2) 予測について 

 供用時の夜間照明による影響について、隊舎等にお

いて一晩中照明を付けているとは考えがたく、また、

建物の種類も変化し、建物の高さ等も変化するため、

照明が届く範囲や、照度がどの範囲でどの程度変化す

るのかについても予測した上で、植物種への影響につ

いて予測すること。 

 

 供用時の夜間照明については、代替施設に用いられ

ると想定される照明の照度データを基に予測･評価を

行い、評価書に記載しました。（p.6-18-116 参照） 

 

 

 

<<個別的事項>> 
20．生態系について 

知事の意見 事業者の見解 

 陸域生態系及び海域生態系への影響の予測のうち、

上位性、典型性、特殊性の視点から選定した地域を特

徴付ける注目種への影響の予測については、個々の種

への影響の予測となっていることから、次のことを考

慮した予測をすること。 

 ① 基盤環境の変化 

 ② 基盤環境と生物群集との関係の変化 

 ③ 注目種の種内関係、その他の種との種間関係 

 陸域生態系及び海域生態系への影響の予測のうち、

上位性、典型性、特殊性の視点から選定した地域を特

徴付ける注目種への影響の予測については、個々の種

への影響の予測となっていることから、①基盤環境の

変化、②基盤環境と生物群集との関係の変化、③注目

種の種内関係、その他の種との種間関係について検討

し、評価書に記載しました。（海域生態系 p.6-19-1-1

～153、陸域生態系 p.6-19-2-110～113、157～159、164

～165、199～200 参照） 
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<<個別的事項>> 
21．海域生態系について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 調査結果について 

 「図-6.19.1.1.8 生態系の類型区分と地形、水深、

海底基質との関係の概念図」及び「図-6.19.1.1.12 地

域ごとの類型別生態系区分」には、ジュゴン及びウミ

ガメ類を入れること。 

 

 ジュゴン、ウミガメ類も生態系の構成要因として検

討結果に図化し、評価書に記載しました。 

（p.6-19-1-111～117、126～132 参照） 

 
(2) 供用に係る予測結果について 

ア 注目すべき生物種として、ジュゴン及びウミガメ

類を追加すること。 

 また、施設等の供用時における夜間照明によるジュ

ゴン及びウミガメ類への影響について予測すること。

 

ジュゴン及びウミガメ類を注目すべき種として示し

ました。（p.6-19-1-136 参照） 

施設等の供用時における夜間照明によるジュゴン及

びウミガメ類への影響については、それぞれの項目に

おいて予測しました。 

（p.6-13-262、p.6-16-225、p.6-19-1-151～152 参照）

イ 夜間照明によって、サンゴ礁生態系では、カスミ

アジやヨコシマサワラという生態系の上位種の行動等

が変化する可能性が想定されるとしているが、上位種

の行動等が変化するのであれば、上位種による下位の

種への影響が変化することになり、また、稚仔魚は走

光性があるため夜間照明によってその分布域が変化す

ることになると考えられるため、生態系の構造も変化

すると考えられる。 

 こうしたことを考慮して予測すること。 

 夜間照明からの生態系上位種への影響が下位種に伝

達すること等の検討を加えて予測を行い、評価書に記

載しました。 

（p.6-19-1-151 参照） 

 

ウ 飛行場施設からの排水による影響について、辺野

古地先、大浦湾西部海域の生態系の生息基盤となる海

草類、サンゴ類が大きく変化しないと考えられるため、

生態系を構成する他の要素、干潟の機能も変化しない

と考えられるとしているが、海草類、サンゴ類の再予

測に応じ、再度、予測すること。また、海域生態系の

類型区分結果（図-6.19.1.1.6 他）によると、類型区分

した大浦湾西部海域に干潟生態系はないことから、修

正すること。 

 海草類、サンゴ類の再予測に伴い、全ての海域につ

いて再検討し、海域生態系の構成等を見直しました。

 

 

 



4-5-26 

 
<<個別的事項>> 
22．陸域生態系について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 予測について 

 注目すべき種の保存上重要なのは出産・育児期であ

るため、それぞれの種の出産・育児期を考慮した予測

をすること。 

 

 注目種においては、主に繁殖期を考慮した予測を行

うことについて評価書に記載しました。 

（p.6-19-2-99 参照） 

(2) 供用に係る予測結果について 

ア 航空機の騒音の影響について 

(ｱ) 鳥類への航空機騒音の影響について、低空飛行の

軍用機により孵化率が下がったとする事例と、航空機

への慣れや就航中の空港への飛来などの報告を挙げ

て、既存知見でも両論あるとしているが、騒音によっ

て生息地・繁殖地の適地環境は悪化し、騒音に慣れた

としても、繁殖に影響が生じないとは限らず、孵化率

は下がるおそれがあることから、アジサシ類、ミサゴ、

シロチドリへの航空機騒音による影響について、再度、

予測すること。 

 

 

 アジサシ類、シロチドリについては航空機の低空飛

行により孵化率が下がる可能性を加味して予測し、評

価書に記載しました。（p.6-19-2-186～189 参照） 

 なお、ミサゴについては、既存文献、現地調査結果

において繁殖が確認されていないことから、繁殖への

影響について対象としていません。 

 

(ｲ) 図-6.19.2.2.2.13 にヘリコプターを含む航空機騒

音のピーク騒音レベルを示しているが、ホバリング時

のピーク騒音レベルも含めて作成し直し、再度、予測

すること。 

 ヘリコプターのホバリング時におけるピーク騒音レ

ベルも含めたコンター図を作成した上で予測し、評価

書に記載しました。（p.6-19-2-181～189 参照） 

イ 航空機の運航に伴う鳥類の衝突（バードストライ

ク）による影響について、警戒範囲が飛行場上空又は

滑走路中央付近の上空となるとして、民間空港での主

に固定翼機によるバードストライクの事例から、バー

ドストライクの発生による変化は小さいと予測してい

るが、代替施設においては、ヘリコプターの運行割合

が９割であることを考慮して、再度、予測すること。

また、その際は、鳥類が飛行場上空や滑走路中央付近

の上空を飛行する可能性も考慮すること。 

 米軍にヘリコプターにおけるバードストライクの事

例を問い合わせましたが、事例はないとの返答を得て

います。また、民間の運航会社においても同様に事例

はないとの返答を得ています。以上のことから、回転

翼機によるバードストライクの発生確率は極めて小さ

いと予測しました。 

（p.6-19-2-190 参照）。 

 

 

ウ 生態系食物連鎖の変化の程度については、調査地

域における外来生物の分布状況を示した上で、施設の

供用に伴う航空機騒音等の影響によって、外来生物が

事業実施区域外に拡散し、生息域を拡大することの影

響について予測及び評価すること。 

 調査地域における外来生物の分布状況を評価書に記

載しました。（p.6-19-2-111 参照） 

また、施設の供用に伴う航空機騒音等の影響によって、

外来生物が事業実施区域外に拡散し、生息域を拡大す

ることの影響について予測し、評価書に記載しました。

（p.6-19-2-200 参照） 

 

 

<<個別的事項>> 
23．海域生態系と陸域生態系の関係について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 海域生態系と陸域生態系の関連に対する事業実施

の影響について、海域と陸域を往来する生物種への影

響も考慮して評価すること。 

 海域と陸域を往来する生物種として、美謝川及び辺

野古川で確認された種を選定し、これらの影響につい

て評価書に記載しました。 

（p.6-19-3-5～10 参照） 

(2) 図-6.19.3.1 及び図-6.19.3.2 については、本事業

実施後の類型区分別分布も示すとともに、図-6.19.3.3

で示した本調査地域における海域生態系と陸域生態系

の関連が、事業実施後、どのように変化するのかにつ

いても示すこと。 

 事業実施後における生態系の類型区分別分布及び生

態系の変化を評価書に記載しました。 

（p.6-19-3-5～6参照） 
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<<個別的事項>> 
24．景観について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 予測について 

ア 予測方法について、予測に用いるフォトモンター

ジュの写真については、より人間の視野に近い 50～

55mm レンズを使用し、再度、予測すること。 

 また、フォトモンタージュの写真の撮影範囲によっ

て変化の程度が変わることから、撮影範囲についても

検討すること。 

 

 

 

 

 人間が特定の対象を非検索的に眺める場合(例：展望

台から景色を眺める場合)の視野は、既往の研究の結果

によれば 60°コ－ン説が定説となっており、環境アセ

スメント技術ガイド自然とのふれあい 2002 年（(財)自

然環境研究センター）においても、35mm フィルム、28

～35mm レンズを用いて撮影した写真がこの視野に近い

とされていることから、この様な標準的な手法により

予測を行っています。 

 なお、50mm レンズ撮影相当の画角範囲の写真を用い

ることについては、評価基準が不明確となることから

採用していません。  

イ 存在に係る予測について 

(ｱ) アンケート・ヒアリング調査結果については、被

験者のプロフィール属性等を示すこと。 

 

 アンケート対象者の性別及び年齢などの属性につい

て、評価書に記載しました。（p.6-20-104 参照） 
(ｲ) 施設の存在による海上からの景観、航空機からの

景観の変化についても予測すること。 

 

 

 

 施設の存在に伴う海上からの景観については、辺野

古漁港航路からの予測結果を準備書に記載したところ

であり、評価書にも記載しました。 

 また、民間航空機の航路については、風向きにより

沖縄島東岸を通過することもありますが、特定できな

いとのことであり、常時、視認できるものではないこ

とから、予測対象としていません。 

(ｳ) 主要な眺望景観の視覚的変化を、事業計画に基づ

いてフォトモンタージュ、透視図による予測画像を作

成したとのことであるが、準備書で示された事業計画

において、予測画像の作成の基となる具体的な建物の

形状や高さ、色等を示すこと。 

 建物等の個々の施設については、現時点において詳

細な計画が未定なため、周辺の類似施設を参考に、建

築物の高さ、形状等を設定しました。なお、最も高い

構造物としては約 25m、色彩は白を基本としました。 

(ｴ) 現況における眺望状況と大きな違いはないと予測

しているカヌチャ・ベイ・ホテル、カヌチャビーチ（晴

天時）、汀間漁港、瀬嵩の浜、楚久川河口、辺野古上原

公園、平島、辺野古航路からの眺望景観の変化につい

ては、人工物の増加率等だけから予測するのではなく、

滑走路や建物、進入灯などの施設の存在が、現況のキ

ャンプシュワブよりも目立つものとなっていることも

考慮して、再度、予測すること。 

 代替施設が建設された際の滑走路や建物、進入灯な

どの施設の存在を含めてフォトモンタージュを作成

し、予測をしています。 

(ｵ) 眺望景観の価値認識の変化の程度について、ヒア

リング調査では、代替施設が建設された際の施設の様

子及びヘリコプターの飛行状況のイメージを図化した

フォトモンタージュを、現況写真と比較してもらった

とのことであるが、ヒアリングに用いたフォトモンタ

ージュを示すこと。 

 ヒアリング調査に用いた写真等を評価書の資料編に

記載しました。（p.資 6-20-1～6参照） 

 

(ｶ) 囲繞景観の状況について 

ａ）囲繞景観の景観区分について、代替施設内の芝地

等を「草地・湿地」と区分しているが、これは自然状

態における区分であり、基地内において人工的に作ら

れる芝地とは異なるものであることから、代替施設内

の芝地等については、景観区分を修正して予測するこ

と。 

 

 準備書においては、代替施設内の芝地の景観区分を、

「陸域-米軍施設内-草地・湿地」としており、「陸域-

米軍施設外-草地・湿地」とは別の区分にしていますが、

明確な表現とするため、景観区分の名称を「陸域-米軍

施設内-草地」に変更しました。（p.6-20-113～125 参照）

ｂ）景観区分のうち「海草藻場」の面積について、存

在・供用後のどの範囲の藻場の面積を示したのかを説

明すること。また、区分を「海草藻場」としているが、

海藻藻場も含んだものであるのか明示すること。 

 景観区の区分内容については準備書に記載している

ところですが、明確な表現とするため、景観区分の名

称を「藻場」に変更しました。（p.6-20-113 参照） 
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<<個別的事項>> 
24．景観について 

知事の意見 事業者の見解 

(2) 評価について 

ア 囲繞景観の状況について、供用後の航空機の運航

により価値認識が下がる傾向が示唆されており、囲繞

景観の価値に影響を及ぼすおそれがあるとして、周辺

集落内外の緑化対策等について、周辺自治体等と調整

を行い、可能な限り周辺地域の修景に努めるとしてい

るが、航空機の運航によって囲繞景観の価値に影響が

生じると予測しているにもかかわらず、周辺集落内外

の緑化対策等の周辺地域の修景が、航空機の運航によ

る囲繞景観の価値への影響をどのように低減できるの

か、その根拠を示すこと。 

 なお、例えば、集落と代替施設との間を緑化するこ

とによって航空機の運航を見えにくくするということ

であれば、その緑化する場所を具体的に示すとともに、

緑化する場所における景観、及び囲繞景観の変化につ

いても予測すること。 

 

 緑視率が高い場所ほど「安らぎがある」「さわやか

だ」「潤いがある」 と感じる人の割合が高くなること

がこれまでの知見で分かっており、集落内の緑化によ

る緑視率の向上は、心理的な快適性を高める効果が期

待できます。よって、修景により囲繞景観の持つ「価

値」を高めることにより、影響の低減が図れるものと

考えました。 

 

 

イ 環境保全措置として、代替施設に建設する建物の

形状や高さ、配置、色彩等について、景観への影響を

低減し、施設ができるだけ目立たないように検討する

こと。また、その検討は、専門家に行わせること。 

 

 代替施設の運用・機能の観点から、建設する建物の

形状や高さ、配置について、景観に配慮したものとす

ることは困難です。 

 ただし、色彩については景観への影響を更に低減す

るため、実際の設計等に当たっては目立たない配色と

するなど修景に努めます。 
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<<個別的事項>> 
25．人と自然との触れ合い活動の場について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 調査結果について 

ア 調査時期について、方法書においては、調査時期

を「評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把

握できる期間、時期及び時間帯」としているが、ゴー

ルデンウィーク期に調査を実施しなかった理由を示す

こと。 

 

 

 春季調査については、地元区長へのヒアリング結果

等から、調査地域においても利用者数が多いと推定さ

れた浜下りの時期を対象としたことを評価書に記載し

ました。（p.6-21-3、31 参照） 

イ 現地踏査で抽出した触れ合いの場と利用環境につ

いて、調査範囲にバン崎が含まれていないため、バン

崎でのパラグライダーが把握されていないが、パラグ

ライダーは上昇気流を利用して空を飛ぶスカイスポー

ツで、上昇気流をつかまえればかなりの高度まで上昇

することができるため、航空機の運航により、当該活

動が制限される可能性があることから、当該活動につ

いても把握し、当該活動への影響について予測・評価

すること。 

 人と自然との触れ合いの活動の場の調査範囲は方法

書に示すとおり、事業実施区域から半径約 5km の範囲

としており、バン崎については調査範囲外に位置する

ものと認識しています。 

  

ウ カヌチャ・ベイ・ホテルの利用者について、県外

居住者が多いとしているが、(株)カヌチャベイリゾー

トによると、同施設でのイルミネーションイベントの

利用者は、県内客用チケットの販売数から約８千名近

く、また、ゴルフ場の利用者は、年間利用者約 42,300

人のうち約 60％が県内居住者とのことから、利用者の

状況について正確に把握し直し、再度、予測すること。

 文献その他の資料調査及び現地調査において、(株)

カヌチャベイリゾートに聞き取りを実施しています

が、ご指摘の内容については、調査時には情報が得ら

れませんでした。なお、準備書に対する住民意見でも

述べられていることから、新たに得られた情報を評価

書に記載し、これらを踏まえて予測しました。 

（p.6-21-45、46、58 参照） 

(2) 予測について 

ア 供用による影響について、予測の概要において、

影響要因として「飛行場の施設の供用」を挙げている

ことから、辺野古漁港における釣りや散歩、休憩等へ

の航空機騒音による影響について予測すること。 

 

 航空機騒音の予測結果を基に辺野古漁港における予

測・評価を実施し、評価書に記載しました。（p.6-21-78、

80、87 参照） 

イ “イザリ”のような夜間の触れ合い活動や、海産

物によって採取時期・場所等が異なることを考慮した

予測を行うこと。 

 

 

 夜間における人と自然との触れ合い活動の場の有無

については、地域の漁業関係者へのヒアリング等を行

った結果、まとまった人数の利用はないとのことから、

予測の対象外としました。なお、調査結果については

評価書に記載しました。（p.6-21-21 参照） 

 

 

<<個別的事項>> 
26．歴史的・文化的環境について 

知事の意見 事業者の見解 

 供用に係る予測結果について、伝統的な行事及び祭

礼等の場等に及ぼす施設等の存在及び供用時の影響と

して、「松田の浜」、「ハーリーの場」の移動先及び原状

回復する「東松根前の浜」は、景観の予測結果から眺

めの状況が変化し、伝統行事や祭礼等の場を支える環

境も変化すると予測しているが、航空機騒音が及ぼす

影響についても予測すること。 

 

航空機騒音が及ぼす影響についても予測・評価し、

評価書に記載しました。（p.6-22-52、53、61 参照） 
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<<個別的事項>> 
27．廃棄物等について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 調査結果について 

 廃棄物の種類及び量並びに処理等について、本事業

において発生が予測されている産業廃棄物に、飛散性

アスベストが含まれていないが、飛散性アスベストに

ついては県内で処理できる業者がおらず、また、キャ

ンプ・シュワブは、飛散性の吹付けアスベストの使用

が禁止された昭和 50 年以前の昭和 31 年に使用が開始

されていることから、代替施設の建設に伴って撤去す

る建物等への飛散性アスベストの使用の有無を十分に

確認し、使用が確認された場合には、その処理につい

て予測すること。 

 

 代替施設の建設に伴って撤去する建物等において飛

散性アスベストの使用が確認された場合は、法令に基

づき適切に処置します。 

 

(2) 供用に係る予測結果について 

ア 予測の概要について、施設からの一般ごみや合併

浄化槽からの余剰汚泥の発生があるとしているが、航

空機の整備に伴って廃油、スラッジ等の発生も考えら

れるため、これらの適正処理についても予測すること。

 

 工業作業等に伴う廃油量については、米軍からの聴

取を基に予測・評価を行い、評価書に記載しました。

（p.6-23-36～37 参照） 

イ 予測結果について 

(ｱ) 一般ごみについて、近傍の廃棄物処理施設に委託

処理するとしているが、準備書で示された業者は産業

廃棄物処理業者である。また、一般廃棄物の処理は、

一般廃棄物処理計画に基づいて市町村が行うことか

ら、名護市と調整した上で、一般廃棄物処理業者に委

託処理し、再度、予測すること。その際は、委託対象

となる一般廃棄物処理業者は現在の処理量に加えて当

該施設のゴミを受け入れることから、現在の処理量を

考慮した予測を行うこと。また、名護市との調整状況

も明らかにすること。 

 

 一般ごみについては、名護市の一般廃棄物処理施設

に搬出するものとして、予測・評価を行い、評価書に

記載しました。（p.6-23-35～37 参照） 

 なお、名護市との調整については、事業の進捗を踏

まえ、適切な時期に協議することにしています。 

(ｲ) 資源ごみについては、リサイクルを行うとしてい

るが、委託によりリサイクルするのか、自ら行うのか

を明示すること。 

 資源ごみについては、現普天間飛行場の実績を勘案

し、委託業者によりリサイクルすることとして評価書

に記載しました。（p.6-23-36 参照） 

(ｳ) 余剰汚泥の処理について、汚水処理浄化槽で工業

用水（洗機排水、業務用水）も併せて処理することか

ら、表-6.23.1.12 にも記載されているとおり、当該汚

泥は産業廃棄物となり、名護市し尿処理施設では処理

できないことから、合併浄化槽からの余剰汚泥につい

ては、名護市し尿処理施設で処理するとしていること

を修正するとともに、適切な処理について再度予測を

行うこと。 

 余剰汚泥の処理について、予測の内容を修正しまし

た。（p.6-23-36 参照） 

 

 

(ｴ) 施設等の供用時に発生する廃棄物の処理方法につ

いては、現在の普天間飛行場及びキャンプ・シュワブ

の処理状況とも比較すること。 

供用時における廃棄物の処理方法等については、現

在の普天間飛行場及びキャンプ・シュワブの処理状況

を米軍から聴取し、これを基に想定しています。 

なお、施設供用後も廃棄物処理については、他の米

軍施設と同様の処理方法となることから、処理状況の

比較は行いません。 

(ｵ) 不燃ごみはその種類と排出先に応じて産業廃棄物

か一般廃棄物か判断し適正に処理する必要があるが、

表-6.23.2.2.2 の不燃ごみの備考欄に記載されている

物は全て安定型最終処分場では処理できない品目であ

るため、想定される品目毎に適切な処理方法等を予測

すること。 

 不燃ごみについては、予測の内容を修正しました。

（p.6-23-37 参照） 
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<<個別的事項>> 
27．廃棄物等について 

知事の意見 事業者の見解 

(3) 評価について 

資源ごみの分別ついては、これまでも米軍に申し入

れているものの、分別が行われていない状況があるこ

とから、米軍への周知のみでなく、分別施設の設置等

についても検討すること。 

 

 資源ごみの分別については、これまでも米軍管理の

下、外部委託等により、適正に処理されているものと

承知しています。 

 

 

<<その他>> 
28．評価書の作成について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 本準備書は、ページ数が 5,400 ページにも及ぶ膨

大なものであることから、評価書の作成に当たっては、

「調査結果の概要」に記載している調査結果そのもの

を別冊とするなどの工夫をすること。 

 

 準備書のページ数については、予測評価とは直接関

係しない調査データを割愛するなど、集約に努めた上

での結果ですが、評価書においては、さらに「本編」

と「資料編」に分け、図表の一部を資料編に収録する

などの工夫をしました。 

(2) 環境影響評価の専門的な内容が一般にも理解でき

るよう、専門用語の解説を付すなどの工夫をすること。

 最終的な評価書（補正後）の縦覧の際に専門用語を

解説した「用語集」を添付する予定です。 

(3) 知事意見及び住民等の意見に対する事業者の見解

については、その具体的な見解内容が示されているペ

ージを表示すること。 

 知事意見及び住民等の意見に対する事業者の見解に

ついては、具体的な見解の内容が示されているページ

を表示しました。 
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4.5.2 環境影響評価法に基づく知事意見及び事業者の見解 

本事業に係る環境影響評価準備書に対する環境影響評価法に基づく知事意見は、

32 項目 316 件であり、それに対する事業者の見解は、以下のとおりです。 

 

<<全体的事項>> 
１．対象事業の目的及び内容について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 対象事業の目的について 

 代替施設の建設場所を名護市辺野古沖に決定した経

緯について、環境面からどのように検討したのかにつ

いて示すこと。 

 また、普天間飛行場における現在の施設と代替施設

における施設の違い、違いが生じる理由及びそのこと

に関する環境への影響についてもどのように検討した

のかについても示すこと。 

 

普天間飛行場代替施設の建設場所に関する環境面か

らの検討経緯については、下記のとおりです。 

１ 平成 8年のＳＡＣＯ最終報告に基づく案 

平成 8年 12 月のＳＡＣＯ（沖縄に関する特別行動委

員会）最終報告の中で、普天間飛行場の全面返還が日

米両国間で合意されて以来、政府は、その前提となる

同飛行場の代替ヘリポートの沖縄県内における建設の

ため、検討作業を進めてきました。 

この施設については、必要性がなくなった際に撤去

が可能であるとともに、安全、騒音、自然環境などで

の沖縄県民の生活の質に配慮する必要があること等か

ら、沖縄本島東海岸沖の水域での海上施設の建設を追

求することとし、平成 9 年 5 月以降、キャンプ・シュ

ワブ沖水域において、①サンゴ・海藻草類分布調査、

②漁業・運航空域等調査、③地形測量・地質調査、④

現地現況調査(大気質、騒音、振動、海生・陸生生物調

査、景観等)の調査を行いました。 

その結果及び米軍の運用所要についての概略的な調

整結果を踏まえ、キャンプ・シュワブ沖水域での海上

ヘリポートの建設は技術的に可能であり(リーフ内及

びリーフ外の 2ケ所)、安全性や騒音等市民生活に与え

る影響は小さく、また、自然環境への影響についても

適切な代替措置等を執ることにより、その影響を最小

限に抑えることで地元の皆様に御理解を頂けると考え

られることから、建設適地であるとの結論を得ました。

 

２ 平成 11年の閣議決定に基づく案 

平成 11年の「普天間飛行場の移設に係る政府方針」

（平成 11 年 12 月閣議決定）に基づき、代替施設の基

本計画の策定に当たって、政府、沖縄県及び地元地方

公共団体の間で協議するための「代替施設協議会」を

設置し、代替施設の規模、工法及び具体的建設場所の

検討を行ってきました。 

この協議会における協議を通じ、代替施設の具体的

建設場所については、「航空機騒音に係る環境基準」（環

境省）のうち、最も厳しい基準値（70W）以上の騒音が

民間地域に及ばず、滑走路の延長線上の周辺に住宅地

域が存在しない位置とするとの前提の下で、 

①より沖側に位置させる場合、代替施設の沖側部分の

位置の水深が更に深くなり、より複雑な地形となるこ

と、サンゴに及ぼす影響が相当増大すること、 

②より北東側に位置させる場合、平島、長島の存在に

より、同方向に位置させることに制約があること、藻

場に及ぼす影響が増大する可能性があること、 

など、環境面や技術面等を考慮し、位置を決定したと

ころです。 
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<<全体的事項>> 
１．対象事業の目的及び内容について 

知事の意見 事業者の見解 

３ 平成18年の日米安全保障協議委員会で承認された

案 

在日米軍再編に係る日米間の協議過程で、①騒音等

周辺地域の生活環境への影響、 ②環境に対する悪影響

の極小化、③訓練等への影響を考慮した米軍の運用の

確保、④建設の確実性等を総合的に勘案し、改めて検

討を行った結果、普天間飛行場に所在する輸送用ヘリ

コプターを中心とする航空部隊については、沖縄に所

在する海兵隊の陸上部隊、後方支援部隊と相互に連携

した運用が行えるよう、これらの部隊の近くに位置す

る必要があり、普天間飛行場代替施設は、沖縄県内に

設けられなければならないとの結論に至り、キャン

プ・シュワブの区域とこれに近接する大浦湾の水域を

結ぶＬ字型に普天間飛行場代替施設を設置することと

なりました。 

その後、周辺地域上空の飛行を避けてほしいといっ

た地元名護市、宜野座村からの要請を踏まえ、上記の

案の考え方を基本として、1.周辺住民の生活の安全、

2.自然環境の保全、3.同事業の実行可能性に留意して

建設することとし、Ｖ字型の 2 本の滑走路からなる案

で合意し、その後、日米間で引き続き協議し、同案で

合意しました。 

 

４ 普天間飛行場代替施設に新たに設置する施設と環

境への影響について 

普天間飛行場にはなく、代替施設に新たに設置する

こととなる施設としては、燃料桟橋、弾薬搭載エリア、

係船機能付護岸があります。 

燃料桟橋については、普天間飛行場では陸軍貯油施

設から燃料の供給を受けていますが、代替施設で使用

する航空機の燃料補給をより効率的に行うために建設

するものです。 

弾薬搭載エリアについては、現在、嘉手納飛行場を

利用して、ヘリコプターの弾薬搭載作業を行っていま

すが、代替施設が嘉手納飛行場から遠距離にある名護

市辺野古沿岸域へ移設することにともない、同作業を

逐一嘉手納飛行場で行うとすれば、運用上の支障を来

すこととなるため、ヘリコプターに弾薬を搭載する場

所を代替施設内に建設するものです。 

係船機能付護岸については、普天間飛行場では、飛

行不可能な航空機を沖縄から補給処レベルで修理可能

な施設へ輸送する必要がある場合は、大型固定翼機で

空輸していますが、代替施設の滑走路長が 1,200ｍで

あることから、これらを輸送する目的で大型固定翼機

が離発着することは不可能であり、また、貨物の大き

さや代替施設周辺の道路状況を考慮すれば、陸路の輸

送は不可能です。このようなことから、代替施設の基

地機能を最低限維持するため、修理が必要な航空機を

代替施設から直接船舶で輸送することなどができる係

船機能付きの護岸を建設するものです。 

これら施設の整備により、環境への影響を受けるお

それがありますが、評価書に記載したように、これら

の施設の整備によって生じる特段の環境リスクはない

ものと考えています。 
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<<全体的事項>> 
１．対象事業の目的及び内容について 

知事の意見 事業者の見解 

(2) 対象事業の内容について 

ア 対象事業の内容については、環境影響評価の結果

を反映させて追加・変更・修正するものを除き、今後、

新たな内容が追加されることのないようにすること。

 

 環境影響評価書の作成段階において、対象事業の内

容に関し、新たに追加した項目はありません。 

 ただし、平成 23年 6月に米国防省から CH-46 の後継

機として MV-22 の沖縄配備が発表されたこと及び同年

6 月の「２＋２」共同発表を踏まえ、対象航空機のう

ち CH-46 を MV-22 に変更したほか、飛行経路、滑走路

長が変更となりました。 

イ 埋立区域の用地造成を全て埋立てにより実施する

のではなく、例えば、杭式桟橋方式や海上浮体施設方

式を含めたハイブリッド形式とするなどの代替案につ

いて、その検討経緯を示すこと。 

 平成 18 年のロードマップにおいて、「工法は原則と

して埋立となる」ことで合意されており、ハイブリッ

ド形式等は検討していません。 

普天間飛行場代替施設に関して、平成 8年 12 月のＳ

ＡＣＯ最終報告及び平成 11 年 12 月の閣議決定により

キャンプ・シュワブ沖を建設位置とすることが決定さ

れた際に関係省庁及び関係自治体による代替施設協議

会が設置され、本協議会において、埋立て方式の他、

杭式桟橋方式、ポンツーン方式といった工法（3工法 8

案）について協議を重ねた結果、施設の構造、維持管

理、施設の安全対策といった技術的見地からの評価に

より、リーフ上の位置における代替施設の工法につい

ては、埋立て工法にて行うとの基本計画の決定が平成

14年 7月になされたところです。これは、いわゆる従

来案（海上案）の時のことですが、現在のＶ字案にお

いても本協議会における検討結果を踏まえ、埋立て工

法によると日米間で合意したところです。 

さらに、平成 22 年 5 月 28 日の日米安全保障協議委

員会に基づく、普天間飛行場の代替の施設に係る二国

間専門家会合において、杭桟橋方式について検討を行

いましたが、部隊防護、残存性、維持管理可能性、並

びに米軍及び自衛隊の飛行場の工法として実績がない

ことに対する懸念から、同方式が適切であるとの判断

には至らず、平成 23年 6月 21 日の同委員会において、

代替の施設を海面の埋立を主要な工法とすることが確

認されました。 

(3) 代替施設の位置について 

 代替施設及び関連区域の具体的な位置の確定に当た

っては、本意見を十分に勘案し、適切に対応すること。

 

方法書に対する知事意見等を勘案し、事業計画案と

移動したケースについての環境影響を比較・検討した

結果、検討項目毎に影響の変化の程度及び優劣にばら

つきが生じたことに加え、施工性等の実行可能性を含

め総合的に勘案し、事業計画案で、準備書を作成した

ところです。 

評価書作成に当たっては、この検討結果及び県知事

意見を勘案し、事業計画による配置としたものです。

(4) 辺野古地先水面の作業ヤードの埋立について 

ア 埋立面積の縮小を念頭に検討したと記述している

が、具体的にどのような検討を行ったのかを示すこと。

 

 辺野古地先水面作業ヤードにおいては、ブロックの

製作ヤードとして計画していますが、ヤードの面積は、

キャンプ・シュワブ敷地内の作業ヤードと同時利用を

検討するなど、必要最小限として計画しました。 

イ 当該地区の具体的な埋立土量を示すとともに、全

体の埋立土量約2,100万m３に含まれているのかを明示

すること。 

 辺野古地先水面作業ヤードにおける必要な埋立土量

として約 20 万 m3を計画しており、全体の埋立土量約

2,100 万 m3に含まれることを評価書に記載しました。

（p.2-26 参照） 
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<<全体的事項>> 
１．対象事業の目的及び内容について 

知事の意見 事業者の見解 

ウ 辺野古地先水面の作業ヤードの当該事業終了後の

取り扱いについて、具体的に示すこと。 

当該事業終了後の辺野古作業ヤード跡地について

は、名護市において利用計画について検討していると

ころと聞いているところであり、現時点において、事

業後の取り扱いについて示すことは出来ません。 

(5) 埋立土砂について 

 当該事業は、土量約 2,100 万 m３の埋立を計画し、概

ね 1,700 万 m３の埋立土砂については、沖縄県内の砂材

等の購入のほか、浚渫土を含む建設残土の受け入れや、

県外からも調達等するとのことであるが、その調達計

画（調達先ごとの調達量、調達時期・期間）について

具体的に明らかにすること。 

 

 埋立土砂の調達先については、本事業に係る環境影

響評価の対象外と考えています。土砂調達については、

沖縄県はもとより県外も対象として検討しています

が、現時点において具体的に示すことは困難です。 

(6) 美謝川の切替えについて 

ア Ａ～Ｃ案の３案について比較検討を行った結果か

ら選定したＢ案について、比較検討表において、他案

に比べて生物への影響が小さいとしているが、辺野古

ダムから下流側の美謝川に生息している生物への影響

をどのように考えたのか示すこと。 

 

 美謝川の切替えに係るＡ～Ｃ案の比較については、

切替え後の河川の状況（開口、暗渠等）から、生物へ

の影響も踏まえた選定理由を評価書に記載しました。

（p.2-30、31 参照） 

 

イ 選定したＢ案は、新設水路のルートに存在する既

存の水路を最大限に活用した案とのことであるが、新

設水路のルートに存在する既存の水路部分を明示する

こと。 

 既存の水路と新設路線の位置関係を明示しました。

（p.2-31 参照） 

 

 

(7) 護岸工事について 

ア 護岸の形式としては、水深や海象条件等に応じて

ケーソン式護岸、傾斜堤護岸、二重締切矢板式護岸を

計画したとのことであるが、どのような水深や海象条

件等に応じて護岸形式を計画したのか具体的に示すこ

と。 

 

 それぞれの護岸形式に係る適用条件等について、評

価書に記載しました。（p.2-42 参照） 

イ 傾斜堤護岸工において、吸出防止工の形式を、防

砂シートと、鋼矢板で区分する理由を明示すること。

 傾斜堤護岸に係る吸出防止工の形式については、鋼

矢板打設時の騒音軽減の観点から、鋼矢板式を取り止

め、防砂シートのみの実施とすることを評価書に記載

しました。（p.2-65 参照） 

ウ 護岸の構造については、緑化しやすいあるいはサ

ンゴが着生しやすいような構造を検討すること。 

 護岸の背後地等への緑化については、樹木植栽等の

米軍の運用に障害となるものはできません。なお、サ

ンゴが着床しやすい護岸構造については、今後の実施

設計において検討することとします。 

エ 消波ブロックを設置する場合には、その範囲を明

示すること。 

 準備書において、護岸断面図及び海底改変範囲図を

示していますが、さらに、消波ブロックの設置範囲を

評価書に記載しました。（p.2-43 参照） 

(8) 埋立工事（埋立工・地盤改良工）について 

 一般的に埋立地においては、一定期間の地盤沈下が

起きることが想定されるが、どの程度の地盤沈下が、

どの程度の期間にわたって起きると想定しているかを

示すとともに、サンドコンパクションパイル工法の当

該埋立地への適用性について示すこと。 

 

 埋立工事に伴う沈下については、想定される状況を

評価書に記載しました。また、地盤改良については、

必要性及び工法の適用性について、評価書に記載しま

した。（p.2-71 参照） 

(9) 工事用仮設道路について 

 工事用仮設道路は、工事終了後、一部を除き撤去す

るとしているが、一部を残す理由、撤去する部分及び

撤去後の原状回復措置について、具体的に示すこと。

 

 工事用仮設道路の一部については、工事終了後、名

護市において活用を検討していると聞いていたことか

ら、現時点において、具体的な撤去範囲を示すことは

出来ません。 

なお、工事用仮設道路の撤去後の回復措置について、

評価書に記載しました。（p.2-117 参照） 

(10) 雨水排水工事について 

 雨水排水について、どの程度の降雨量を対象として、

どの程度の暗渠を計画しているのか示すこと。 

 

 降雨量の算定方法、雨水排水系統及び暗渠の規模を

評価書に記載しました。（p.2-140 参照） 
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<<全体的事項>> 
２．予測の前提について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 船舶・建設機械の稼働計画について 

 埋立土砂のうち約1,700万m３を購入するとしている

が、埋立土砂の運搬に用いる土運搬船の稼働隻数及び

規模（排水量）は、埋立土砂の購入状況によって変動

することが考えられることから、購入する埋立土砂の

調達計画の熟度が高まった段階の土運搬船の稼働隻数

を示すこと。 

 

 埋立土砂の調達場所によっては、各時点における土

運搬船の総稼働隻数は変動することになりますが、環

境影響の予測対象となる事業実施区域及びその周辺に

おける土運搬船の同時稼働隻数については、埋立作業

能力により決定していることから、調達場所が変わっ

た場合においても、予測に係る稼働隻数に変動がない

ことを評価書に記載しました。（p.6-1-2 参照） 

(2) 赤土等流出防止対策について 

 具体的な対策の内容（沈砂池の位置、凝集沈殿装置、

用いる凝集剤の種類、集水路の配置等）を示すこと。

 

 具体的な赤土等流出防止対策の内容について、評価

書に記載しました。（p.6-1-11～17、22～23 参照） 

(3) 海上工事中の濁り流出防止対策 

ア 辺野古側の護岸・埋立工事に関しては、濁りの発

生量が少ないことと海草藻場に損傷を与える可能性が

あるとして汚濁防止膜を設置しないとしているが、護

岸整備に係る基礎捨石工事において、当該石材が擦れ

ること、海底面からの土砂の巻き上げ等による浮遊物

質（SS）の発生が生じると考えられること、また、SS

が海藻草類に堆積することによる影響も考えられるこ

とから、全ての捨石工事において汚濁防止膜の展張を

検討すること。 

 また、汚濁防止膜の設置に際しては、海藻草類への

影響が少なくなるよう設置の方法及び汚濁防止膜の種

類について検討すること。 

 なお、汚濁防止膜を設置しない場合は、濁りの発生

量及び濁りによる海草藻場への影響と、汚濁防止膜の

設置による海草藻場に損傷を与える可能性を比較検討

し、その検証結果を記載すること。 

 

 辺野古側の護岸・埋立工事における汚濁防止膜につ

いて、濁りの発生及び海草藻場への影響を踏まえ、設

置しないこととした理由について、評価書に記載しま

した。（p.6-1-18） 

 

イ 汚濁防止膜の設置について 

(ｱ) 展張位置の検討は、作業船の航行や作業船のアン

カーなどの配置を考慮したとのことで、開放形となっ

ているが、開放部からの汚濁負荷の流出が懸念される

ことから、汚濁防止膜の展張については、施工水域が

閉鎖系となるよう変更すること。 

 

 作業船の配置計画上、汚濁防止膜の展張を閉鎖系に

することは困難です。仮に、閉鎖系にした場合、展張

範囲の拡大や新たな浚渫場所が必要になる等、海域環

境への影響が大きくなるため、採用できません。 

(ｲ) 汚濁防止膜の展張は、水の濁りによる影響を低減

するための環境保全措置としても記載されており、展

張位置が工事の施工上の理由により決定されているの

であれば、より低減する配置もあると考えられること

から、全ての汚濁防止膜の設置位置、型及び長さにつ

いて、施工上の理由と水の濁りに対する環境保全措置

の効果をどのように考慮したのかを含め、設置根拠を

詳細に示すこと。 

 汚濁防止膜の展張位置については、作業船のアンカ

ー長や施工性（作業船の操作性等）を考慮して最小限

の範囲で計画しています。 

 

  

(ｳ) 汚濁防止膜の撤去の際には、汚濁防止膜内に堆積

した赤土等を可能な限り除去すること。 

 堆積した赤土等については可能な限り除去するよう

努めます。 

 

 



4-5-37 

 
<<全体的事項>> 
３．調査結果の概要について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 環境影響評価の対象とした項目（以下「項目」と

いう。）の各調査結果については、調査を実施した文献

調査結果や既往調査結果及び現地調査結果を合わせて

総合的に解析して、調査対象地域の環境状況について、

経年変化等も分かるように的確に把握し、調査結果の

概要として取りまとめること。 

 評価対象項目ごとに、調査結果等の総合的な解析・

とりまとめを行い、評価書に記載しました。（水の汚

れ：p.6-6-140～170、地形・地質：p.6-10-184～211、

海域生物：p.6-13-125～230、サンゴ類：p.6-14-84～

92、海藻草類：p.6-15-117～140、ジュゴン：p.6-16-158

～201、陸域動物：p.6-17-85～96、陸域植物：p.6-18-39

～42 参照） 
(2) 現地調査結果や既往調査結果等の総合的な解析に

当たっては、当該地域、特に辺野古海域と大浦湾の環

境がどのような特徴、価値を有するのかを解析するこ

と。 

 その際、大浦湾は、沖縄島の東海岸側にあるにもか

かわらず、南方系の魚類が多いことも含めて解析する

こと。 

海域生物及び生態系については、現地調査結果及び

既往調査結果等の総合的な解析に当たり、対象海域を

区分してそれぞれの海域がもつ特徴や注目すべき生物

の分布状況などを解析しました。 

（p.6-13-128～149、159～163、p.6-19-1-108～132 参

照） 

また、大浦湾及び周辺海域で確認された南方系等の

種については、種の確認状況を評価書に記載しました。

（p.6-13-159 参照） 

(3) 確認された動植物種の一覧表は、文献調査と既往

調査及び現地調査の結果を総合したものを作成するこ

と。また、同定されたレベルを考慮して取りまとめる

こと。 

 動植物の一覧については、既存文献やその他の資料

調査の結果を合わせて、主に本調査範囲において確認

された種を整理し、評価書に記載しました。（海域生

物：p.6-13-125～127、164～230、陸域動物：p.資

6-17-237～318、陸域植物：p.資 6-18-51～61 参照） 

(4) 調査で得た生物種の標本や調査結果のデータ等、

あるいは、環境影響評価の結果から記録保存するとし

たデータ等については、研究等への活用や一般への閲

覧ができるような措置をとること。 

 調査に係る報告書等の成果品については、適切に保

管するとともに、研究等への活用や一般への閲覧につ

いては、法令に則り適切に対応します。 
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<<全体的事項>> 
４．予測について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 予測の再実施について 

 当該事業の実施に伴う環境への影響については、後

述の《個別的事項》に掲げる各項目ごとの意見に基づ

いて、再度、予測すること。 

 

 個別的事項に掲げる項目ごとに、意見に対する対応

を記載しました。 

(2) シミュレーションモデルの再現性の検討について

ア 埋立事業においては、水象の変化が、海域生物及

び海域生態系への影響の予測の基礎となるものである

ことから、その予測に用いるシミュレーションモデル

の再現性の検証は十分に行う必要がある。そのため、

水の汚れ、土砂による水の濁り、水象、地形・地質の

予測に用いているシミュレーションモデルの再現性の

検証に当たっては、いくつかの境界条件を設定し、当

該検証結果に応じて、再度、予測すること。 

 

 シミュレーションモデルに係る再現性の検証に際し

ては、いくつもの条件を変更し、最適と判断したもの

を準備書に示しています。このため、主な計算条件の

設定内容及び再現性の検証経緯について評価書に記載

しました。（p.6-9-41～46 参照） 

イ 再現性の検証結果については、「現象の詳細なメ

カニズム」、「計算法の詳細な計算条件と計算精度」、

「シミュレーション手法の詳細な再現性の検証」、「境

界条件の妥当性」などを具体的に示した上で、十分に

説明すること。 

 再現性の検証については、「現象の詳細なメカニズ

ム」、「計算法の詳細な計算条件と計算精度」、「シ

ミュレーション手法の詳細な再現性の検証」、「境界

条件の妥当性」等の観点からの説明を評価書に記載し

ました。（水の汚れ：p.6-6-172～173、189～190、198

～199 参照、水の濁り：p.6-7-105 参照、水象：p.6-9-24

～95 参照、地形・地質：p.6-10-221～259 参照） 

(3) 動物への影響の予測について 

ア ジュゴン、陸域動物、海域動物、生態系への影響

の予測に当たっては、それぞれの動物種の生息適地範

囲について、バッファーゾーンを考慮して検討するこ

と。 

 

 

 

 ジュゴン、陸域動物、海域動物、生態系への影響の

予測に当たっては、評価対象範囲内におけるそれぞれ

の動物種及び群集の生息適地範囲を考慮しました。特

にジュゴンについては、評価対象範囲内における生息

適地範囲を示し、その周辺に形成されている類似環

境・生息可能範囲をバッファーゾーンとして、これを

考慮した予測を行い、評価書に記載しました。 

（p.6-16-191 参照） 

イ 動植物、生態系への影響については、台風による

環境状況の変化も考慮して予測すること。 

 

 台風により生物の生息・生育環境は変化を受ける可

能性が考えられますが、そのような変化を踏まえて調

査時期や調査頻度を設定して現地調査を行い、年間を

通じたさまざまな自然条件下における生物の生息・生

育現況の把握を的確に行い、予測を行っています。 

ウ 貴重種だけでなく普通種も含めた生物多様性の維

持の観点からも予測すること。 

 調査結果において、調査地域で確認された生物相を

要約するとともに予測を行っています。 

（p.6-19-1-136～137、p.6-19-2-89 参照） 

(4) 消波ブロックの設置に伴う影響について 

 消波ブロックを設置する場合には、その設置に伴う

水象や塩害、海域生物等への影響についても予測する

こと。 

 

護岸の設置に伴う塩害については、予測内容を追加

し、評価書に記載しました。（p.6-11-53～55 参照）

また、消波ブロックの設置については、水象変化の

予測条件として考慮するとともに、海草類の生育範囲

の消失について予測しました。（p.6-15-166 参照） 

(5) 複合的・相乗的な環境影響について 

 例えば、代替施設本体の埋立工事と埋立土砂採取区

域における土砂採取については、大気環境への相乗的

な影響が、また、水の汚れや汀線の変化などについて

は、複合的な影響が懸念されることから、工事工程等

を再度検討し、必要に応じ、複合的・相乗的な環境影

響について予測・評価すること。 

 

 本事業においては、複数の工事が同時に行われてい

ることから、工事の実施に伴う大気環境（大気質、騒

音・振動）については、複合的・相乗的な影響を加味

した予測を行っており、この結果を踏まえ、動植物へ

の影響も予測しています。また、水の汚れや汀線の変

化などに関する複合的・相乗的な影響についても、各

環境要素の予測結果をもとに予測しています。 
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<<全体的事項>> 
５．評価について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 評価について 

環境影響の予測が適切になされているものについて

も、適切な評価がなされていないことから、評価につ

いては、一般に認められた根拠のある評価をすること。

 

 環境影響の評価に当たっては、根拠となる評価基準

もしくは評価の目安を示し、評価に客観性を持たせま

した。 

(2) 回避・低減に係る評価について 

 環境影響の回避・低減に係る評価が、回避措置とし

ての環境保全措置が検討されていない項目について

も、一律に、「回避・低減が図られている」と評価され

ていることから、各項目の再予測に応じて、再度、回

避・低減に係る評価をすること。その際は、次の考え

方を踏まえること。 

 

 準備書においては「回避・低減」の一括表現を用い

ましたが、評価書においては、「回避」と「低減」を区

別し、記載しました。 

 

 

ア 環境保全措置は、影響の回避措置、低減措置を検

討した上で、低減が困難な影響に対して移植等の代償

措置を検討すべきものである。 

 各項目の環境保全措置については、回避措置及び低

減措置を検討した上で、整理とりまとめました。なお、

種及び個体群の存続という観点からの環境保全措置

（低減措置）として、移植・移動を位置づけました。

イ 「事業者により実行可能な範囲内」とは、「思いつ

き」のレベルで技術的に十分な研究がなされていない

対策、環境影響の重大性や事業全体の経費と比較して

過剰な経費を要する対策、現実に機能し得ない対策等

は含まれないことを意味するものであり、環境影響を

十分に低減できない場合、事業の中止、立地地点の変

更、規模の縮小等の変更を行うことを含むものである。

 「事業者により実行可能な範囲内」とは、事業を実

施した場合の環境保全措置として、事業者としてベス

トを追求した結果としての最大限の対応であり、これ

ら環境保全措置により、環境影響を十分に低減できる

ものと考えています。 

 

(3) 環境基準等が設定されていない項目に係る評価に

ついて 

 潮流や動植物など数値による環境基準等の設定が困

難な項目に係る評価については、事業者として最善の

努力が追求されているか否かの視点からの環境保全目

標及び当該目標を達成するための判断基準等を設定

し、各項目の再予測に応じ、各項目の現象との関連性

を考慮して、再度、評価すること。また、評価結果に

ついては、その判断の考え方、根拠を具体的に示すこ

と。 

 

 

 環境基準等が設定されていない項目の評価に当たっ

ては、個々の項目ごとに評価の判断基準を設けるとと

もに、回避・低減した結果が当該判断基準に適合する

か否かについて評価しました。 

 

(4) 環境基準等が設定されている項目に係る評価につ

いて 

 大気質や騒音など環境基準等が設定されている項目

に係る評価については、地域の環境状況を勘案して、

より厳しい基準との整合性について評価すること。 

 

 

 評価に当たっては、環境基準に加え、可能な限り地

域の環境に関する計画の目標や環境調査の結果との比

較等を行い、その結果を評価書に記載しました。 

(5) 自然環境への影響の評価について 

 ジュゴン、陸域動物、海域動物、生態系への影響の

評価に当たっては、それぞれの動物種の生息適地範囲

やバッファーゾーンを考慮すること。 

 
 

 

 ジュゴン、陸域動物、海域動物、生態系への影響の

評価に当たっては、評価対象範囲内におけるそれぞれ

の動物種及び群集の生息適地範囲を考慮しました。特

にジュゴンについては、評価対象範囲内における生息

適地範囲を示し、その周辺に形成されている類似環

境・生息可能範囲をバッファーゾーンとして、これを

考慮した予測を行い、評価書に記載しました。 

（p.6-16-191 参照） 
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<<全体的事項>> 
６．環境保全措置について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 環境保全措置の検討結果の検証については、前述

の５(2)イに示した「事業者により実行可能な範囲内」

の趣旨を踏まえ、検討した環境保全措置の内容につい

て、実行可能なよりよい技術を取り入れているかどう

かが分かるように、検証の内容・過程について具体的

に示すこと。 

 また、環境保全措置の効果を検証するために事後調

査を実施するとしているものについては、「環境保全措

置の検討」において、環境保全措置の効果も踏まえた

上での検証結果を示すこと。 

 準備書に記載した内容を適宜加筆し、環境保全措置

に係る効果の検証がより適正となるように配慮しまし

た。 

 

(2) 環境保全措置の実施に伴い生じるおそれのある環

境影響はないと判断した根拠、検討内容を示すこと。

 準備書に記載した内容を適宜加筆し、環境保全措置

の実施に伴う環境影響の有無を検討し、影響がないと

判断した根拠及び検討内容を示しました。 

(3) 移植等の代償措置については、まず、影響の回避・

低減措置を検討し、その上で、低減が困難な影響に対

して代償措置を検討すること。 

 環境保全措置の検討においては、まず回避・低減措

置を検討し、その上で、低減が困難な影響が出る場合

に代償措置を検討する順序で行いました。 

(4) 緑化について、地域の植物で緑化を図るとしてい

るが、目的、内容、手法など具体的な緑化計画を示す

こと。 

 埋立土砂発生区域及び工事用道路撤去後跡地につい

ては、事業実施区域に生育している個体の移植等によ

る緑化を行うこととしており、現時点における緑化手

法案をそれぞれ検討し、評価書に記載しました。 

（p. 2-115～117 参照） 
(5) 「米軍への周知」を環境保全措置としているもの

については、他の環境保全措置を検討すること。 

 供用後の管理者である米軍における環境保全措置に

ついては、事業者として、米軍に対し本環境影響評価

の結果やマニュアル等を示すとともに、その内容が実

施されるよう要請・協議等を行います。 

(6) 工事用仮設道路Ａについては、集落入り口であり

市道と近接していることから、当該道路の設置や工事

関係車両の通行等による環境影響に対する環境保全措

置について、地元関係機関と調整し、その検討過程及

び具体的な環境保全措置の内容を示すこと。 

 工事用仮設道路Ａについては、騒音、振動に係る環

境影響や環境保全措置について準備書に記載している

ところですが、必要に応じ地元関係機関とも調整を行

う考えです。 

 

 
<<全体的事項>> 
７．事後調査について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 各項目に係る再予測に応じて、予測の不確実性の

程度及び環境保全措置の効果の程度について、十分に

再検討し、事後調査の項目・内容について再検討する

こと。 

事後調査の項目・内容について再検討し、適宜追加・

修正を行い、評価書に記載しました。（p.8-2～16 参照）

 

(2) 事後調査の調査期間については、原則として供用

後の環境状態等が定常状態で維持されることが明らか

となるまでの期間とする必要があることから、生物の

基盤環境となる水象や地形・地質等の予測結果から、

当該期間を検討すること。 

事後調査の期間について再検討し、適宜追加・修正

を行い、評価書に記載しました。なお、事後調査期間

の設定については、これまでの事例も踏まえて設定し

ています。 

(3) 同じ項目で、事後調査と環境監視調査とを分ける

理由を示すこと。 

事後調査と環境監視調査を区分する理由について

は、準備書において明記しているところであり、評価

書においてもそのことを記載しました。（p.8-1 参照）

(4) 環境影響の程度が著しいことが明らかになった場

合の対応の方針を示しているが、環境影響の程度が著

しいと判断する基準を各事後調査項目ごとに具体的に

示すこと。また、環境影響の程度が著しいことが明ら

かになった場合の対応について、現時点で検討してい

る内容を明らかにすること。 

 環境影響の程度が著しいと判断する基準及び対応に

ついて評価書に記載しました。（p.8-2～13 参照） 
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<<全体的事項>> 
７．事後調査について 

知事の意見 事業者の見解 

(5) 事後調査報告書については、沖縄県環境影響評価

条例に基づく手続が行われることになるが、当該報告

書については、インターネット等で閲覧できるよう配

慮するとともに、速報値について可能な限り速やかに

公表すること。 

事後調査に係る報告書等や速報値の公表手法につい

ては、今後、検討します。 

 

 

<<個別的事項>> 
８．大気質について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 排出係数について 

 予測に用いた走行速度は走行測定結果の平均値を用

い、当該走行速度と対応する排出係数を用いているが、

一方で、環境保全措置として、法定速度の遵守等適正

な走行を行うなどの指導、監督を行うとしている。 

 排出係数は走行速度に対応して変化することから、

当該地域における規制速度と予測に用いた走行速度と

を比較し、環境保全措置として法定速度を遵守させた

場合とを比較すること。 

 

 資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に伴う道路

交通騒音の環境保全措置として法定速度の遵守を掲げ

ています。 

大気質においては、走行速度が現況測定結果の平均

走行速度（49km/h）から法定速度（40km/h）になるこ

とで、大気汚染物質の排出係数が、二酸化窒素で約20%、

浮遊粒子状物質で約 20%、二酸化硫黄で約 10%増加し、

その結果、大気汚染物質の濃度が増加することとなり

ます。しかし、その程度は日平均値でそれぞれ約 2%、

0.1%、0.4%の増加に留まることから、大気質への影響

は極めて小さいと判断しています。 

(2) 拡散計算について 

 方法書についての知事意見に対する事業者見解にお

いて、プルーム・パフ式の適用性を確認するとともに、

当該地形に適した他の大気拡散式の適用についても検

討したとしているが、その検討結果を具体的に示すこ

と。また、プルーム・パフ式に基づく予測の不確実性

の程度を示すこと。 

 

 辺野古集落に対する大気汚染物質の拡散（高濃度時

の二酸化窒素）については、プルーム・パフモデルの

適応性を、3 次元モデル（ランダムウォークモデル）

及び 3 次元の地形を考慮したプルーム・パフ式との比

較により検証しました。 

3 次元モデルの場合、予測結果が 3.8～9.0ppb とな

り、プルーム・パフ式の予測結果（7.1～33.5ppb）の

0.3～0.5 倍程度と小さく、3 次元の地形を考慮したプ

ルーム・パフ式の場合、プルーム・パフ式に比べ予測

結果が 0.01～0.03ppm 低くなり、プルーム・パフ式が

3 つの予測モデルの中では、最も安全側の予測になる

ことを検証しました。 

また、プルーム・パフ式は、大気拡散現象を説明す

る移流拡散方程式から理論的に導かれた予測式であっ

て、その有効性は多くの実験検証により立証されてい

るものと考えています。 
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<<個別的事項>> 
９．騒音（航空機騒音以外）について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 予測対象時期における稼働台数について 

 工事計画、建設機械の月別稼働台数、建設工事の進

捗状況を基に、予測対象時期を設定しているが、その

根拠となる稼働台数が示されていないため、設定した

予測対象時期が、稼働台数が最も多い時期か判断でき

るデータを示すこと。 

 

 予測対象時期を設定した根拠となる、工事計画、建

設機械の月別稼働台数に係る資料を評価書に記載しま

した。（p.6-3-40～44 参照） 

 

(2) 遮音壁を考慮した予測について 

ア 建設機械の稼働位置図（図-6.3.2.1.5）に遮音壁

の設置位置が示されていることから、遮音壁を設置し

た状態での騒音の影響について予測したものと考えら

れるが、当該遮音壁の高さ、構造、遮音効果等につい

て示すこと。 

 

 騒音の予測計算に用いた遮音壁の高さ、遮音効果等

の条件を整理し、評価書に記載しました。（p.6-3-50

参照） 

 

イ 騒音予測地点の高さは1.2ｍと設定されているが、

当該遮音壁の高さが、資機材運搬車量等の運行に伴う

道路交通騒音の予測条件で示されているものと同じ高

さ（3.1ｍ）である場合、それ以上の高さ方向に騒音が

伝播していくことが考えられるため、当該遮音壁に隣

接する区域に、２階建て以上の建物がある場合には、

その建物の高さ地点についても予測すること。 

 当該遮音壁に隣接する区域における 2 階建て以上の

建物の影響については、建物の高さを踏まえた予測結

果を評価書に記載しました。（p.6-3-56 参照） 

 

ウ 道路交通騒音に係る予測についても、建設作業騒

音に関する前記ア、イと同様に対応すること。 

 建設作業騒音と同様に評価書に記載しました。 

（p.6-3-59 参照） 

(3) 評価について 

ア 夜間工事等を行う場合には、予め工事区域周辺の

住民の方々に説明を行うとしているが、「説明」その

ものは環境保全措置ではないことから、夜間工事等を

行う際の環境保全措置を検討すること。 

 

 夜間工事を行う場合は、昼間の環境保全措置に加え

て、資材輸送計画において夜間の資機材運搬にかかる

車両の通行を極力少なくする等の環境保全措置を講じ

ることについて評価書に記載しました。 

（p.6-3-82、p.7-2 参照） 

イ 資機材運搬車両等に規制速度の遵守等を促す表示

板を設置するとの環境保全措置を示しているが、規制

速度を遵守しなければ道路交通騒音が環境基準値を超

過すると予測していることから、工事を請け負う業者

との契約事項に規制速度の遵守を入れるなどの措置

や、工事の平準化等を検討すること。 

 工事を発注する際には、「規制速度を遵守すること」

等の項目を工事特記仕様書に記載することとします。

 
 

ウ 環境保全措置が速やかに講じられる監視体制を構

築するとしているが、苦情等があった場合にも、直ち

に対応できるものとすること。 

 苦情等があった場合にも、直ちに対応できる監視体

制を構築します。 

 

エ 工事の実施による建設作業騒音、道路交通騒音が

環境に及ぼす影響について、事業者の実行可能な範囲

内でできる限り回避・低減が図られていると評価して

いるが、道路交通騒音に係る評価しか記述していない

ことから、建設作業騒音に係る評価についても記述す

ること。 

 建設作業騒音に係る評価についても、評価書に記載

しました。（p.6-3-83 参照） 

 

 

<<個別的事項>> 
10．低周波音について 

知事の意見 事業者の見解 

 工事に用いる建設機械や資機材運搬車両・船舶から

発生する低周波音については、予測条件に必要な基礎

データが得られなかったとして、予測・評価を行って

いないことから、事後調査の実施を検討すること。 

 工事に用いる建設機械や資機材運搬車両・船舶から

発生する低周波音については、工事中に環境監視調査

を実施することとし、評価書に記載しました。（p.8-15

参照） 
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<<個別的事項>> 
11．振動について 

知事の意見 事業者の見解 

夜間等工事に係る建設作業振動の評価において、建

設作業騒音の場合と同様に、夜間工事等を行う場合に

は、予め工事区域周辺の住民の方々に説明を行うとし

ているが、「説明」そのものは環境保全措置ではない

ことから、夜間工事等を行う際の環境保全措置を検討

すること。 

 騒音と同様、夜間工事を行う場合は、昼間の環境保

全措置に加えて、夜間の資機材運搬にかかる車両の通

行を極力少なくする等の環境保全措置を講じることに

ついて評価書に記載しました。（p.7-3 参照） 

 

 

<<個別的事項>> 
12．水の汚れについて 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 工事による影響の予測について 

ア アルカリ度から pHへの換算について、コンクリー

ト打設時に出るアルカリ度を炭酸塩アルカリ度と仮定

して、pHの変化を計算で求めているが、実験結果から

得られるアルカリ度と pH の関係から求める方法によ

り、再度、予測すること。 

 

 コンクリート工事に伴う pH の変化については、アル

カリ度から pHへの換算方法を、実験結果から得られた

アルカリ度と pH の関係から求める方法に変更し、予測

しました。（p.6-6-176、p.6-6-178～186 参照） 

イ 表-6.6.2.1.4 中の計算時間について、予測の対象

としたコンクリート工事の工事期間と併せて、計算時

間を 240 時間（10日間）とした根拠を示すこと。 

 水質予測計算における計算時間の考え方とその設定

根拠を評価書に記載しました。（p.6-6-177 参照） 

ウ 予測結果について 

(ｱ) 予測結果を図示しているが、コンターが現れてい

ない図は、pHの変化が生じないということなのかを具

体的に説明すること。また、図示だけでなく、具体的

な数値を用いても説明すること。 

 

 工事中の pH分布図において、コンターが現れないも

のについては pH の変化が 0.1 未満である旨を、コンタ

ーが現れるものについては具体的な変化値を注釈に記

載しました。（p.6-6-178～186 参照） 

(ｲ) 「pH は負荷点のごく近傍で 0.1～0.2 増加する程

度」と予測しているが、何の数値を基準として、0.1

～0.2 増加すると予測したのかを具体的に説明するこ

と。 

 pH の増加については、バックグラウンドとして設定

した pH 値を基準としており、増加後の具体的な pH 値

とともに評価書に記載しました。（p.6-6-178～186 参

照） 

(2) 存在・供用時の予測について 

ア ＣＯＤ流入負荷量について（表-6.6.2.2.3） 

(ｱ) ＣＯＤ流入負荷量を現地調査結果のみから設定し

ているが、既往調査結果をどのように考慮したのかを

明らかにすること。 

 

 

 平成20年度における海域のCOD濃度の現地調査結果

を再現の対象としてモデルを構築しているため、負荷

量の設定には平成 20 年度に実施された淡水流入量と

COD 濃度の現地調査結果を用いており、既往調査結果

は考慮していません。なお、既往調査における負荷量

は参考として確認しています。 

(ｲ) 晴天時と降雨時の流入負荷量は異なるが、どの天

気のときの値で設定したのかを明らかにすること。 

 現地調査時の天候について、評価書に記載しました。

(p.6-6-192 参照) 

(ｳ) 水質（COD）や塩分濃度の変化は、影響が最も大き

くなる時期である降雨時についても予測すること。 

 また、降雨時に設定する場合、代替施設の雨水排水

溝から海域へ放流される雨水についても予測モデルに

設定すること。 

 降雨時の水質(COD)については、飛行場の施設の汚水

排水は汚水処理浄化槽において適切に処理し、雨水排

水とは区別して排水することから、降雨時に水質(COD)

への影響が大きくなることはないと考えており、予測

は行っていません。 

 降雨時の塩分濃度の変化については、降雨時の淡水

流入量の調査結果をもとに、降雨時の変化について予

測しました。その際、代替施設の雨水排水についても

予測モデルに設定しました。（p.6-6-196～197、

p.6-6-247～251 参照） 
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<<個別的事項>> 
12．水の汚れについて 

知事の意見 事業者の見解 

(ｴ) 美謝川からの流入負荷量を現況と同じにしている

が、現況の美謝川は、平成 20年度の現地調査結果によ

ると、上流のダムからの放流の影響を受けていると考

えられるとし、また、河口閉塞の状況も確認されてい

るが、移設後はどのような状態になると想定し、また、

それによって流入負荷量がどのように変化すると想定

しているのかを示すこと。 

 美謝川の現況及び切替え後の状態、負荷量の考え方

について評価書に記載しました。（p.6-6-191 参照）

イ その他の計算条件について、代替施設（埋立地）

の存在に係る予測であるにもかかわらず、表

-6.6.2.2.7 中の計算時間を 240 時間（10日間）とした

根拠を示すこと。 

 予測計算における計算時間の考え方とその設定根拠

を評価書に記載しました。（p.6-6-195 参照） 

ウ モデルの妥当性の検証について、計算値は全体と

して観測値の分布傾向を概ね再現していると考えられ

るとしているが、計算値は全体の状況を正確に再現し

ているとは言えないことから、予測の不確実性の程度

を検討すること。 

 モデルの妥当性の検証については、その考え方を具

体的に評価書に記載しました。（p.6-6-198 参照） 

なお、予測モデルの妥当性については十分に検証し、

調査で把握できた検討海域の水質特性を計算で概ね再

現していることから、予測結果の不確実性の程度は小

さいと考えています。 

エ 評価について 

(ｱ) 工事に係る評価について 

ａ）環境保全措置について、「コンクリートブロック

の養生水、コンクリートプラントからの洗浄水、飛行

場の舗装面の養生水などのアルカリ排水については、

適切に処理します」と記述しているが、具体的な処理

方法を示すこと。 

 

 

 アルカリ排水を海域に流出させない措置について、

具体的に評価書に記載しました。（p.6-6-252 参照）

ｂ）水の汚れについて、環境監視調査を実施するとし

ているが、「実際の工事に用いる資材の種別によって

は予測結果を上回る可能性は否定できません」として

いることから、予測においては、資材の種別が考慮さ

れていないということであり、予測の不確実性の程度

が高いと考えられるため、水の汚れについては、事後

調査を実施すること。 

 水の汚れ(pH)については、事後調査を実施すること

について、評価書に記載しました。（p.6-6-252、p.8-2

参照） 

ｃ）「事業者として実行可能なより良い技術を取り入

れている」としているが、事業者として実行可能なよ

り良い技術を取り入れているか否かの判断ができるよ

う、環境保全措置の具体的な内容を示すこと。 

 工事中の水の汚れ(pH)に係る環境保全措置の具体的

な内容について、評価書に記載しました。 

（p.6-6-252 参照） 

 

(ｲ) 存在・供用時に係る評価について 

ａ）事後調査の結果、異常が確認された場合の環境保

全措置についても検討すること。 

 

 工事に係る水の汚れ(pH)に関する事後調査の結果の

取扱いについて、検討結果を評価書に記載しました。

（p.6-6-252、p.7-4、p.8-2 参照） 

 事後調査において、明らかな異常が確認された場合

の環境保全措置として、必要に応じて専門家等の指

導・助言を受けて、必要な措置(既存の措置の見直しや

追加の措置等）を講じることを評価書に記載しました。

（p.6-6-252 参照） 

ｂ）環境保全目標との整合性の評価においては、増加

分だけでなく、その増加後の水質の値も示すこと。 

 環境保全目標との整合性の評価においては、水質の

変化値と変化後の値を記載し、評価を行いました。 

（p.6-6-254 参照） 
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(1) 調査結果について 

 土砂の沈降速度は初期濃度によって異なるものであ

り、また、粒度組成によっても異なるものである。そ

のため、土砂の沈降特性については、沈降試験の初期

濃度を示すとともに、「海域・河川の沈降試験試料の

粒度分布」（図-6.7.1.9～10、図-6.7.1.32～33）や「海

域・河川試料の沈降試験結果」（図-6.7.1.11～12、図

-6.7.1.34～35）をより詳細に解析すること。 

 

 土砂の沈降試験における初期濃度については、具体

的な数値を示しました。（p.6-7-25～26、72～73 参照）

土砂の沈降特性については、沈降試験試料に用いた

土砂の粒度分布を考慮して解析を行いました。 

（p.6-7-24、27～28、71、74～75 参照） 

(2) 予測の前提について 

ア 代替施設本体における造成等の施工においては、

裸地面から流出する濁水を沈砂池により SS25mg/L 以

下に処理するとしているが、沈砂池での自然沈殿方式

によって SS25mg/L 以下に処理することは困難と考え

るが、沈砂池の容量や排水構造、代替施設本体におけ

る沈砂池の位置、集水路などを具体的に示すこと。例

えば、沈砂池により SS25mg/L 以下に処理した後、海域

に排水するとしているが、表-6.7.2.1.7 では、「放流

量」や「濁水処理設備の能力」が示されており、沈砂

池で処理するとしていることが、濁水処理設備を用い

た処理なのか自然沈殿方式による処理なのか不明であ

る。また、同表の表題の「工事中における飛行場施設

からの雨水の排水条件」は、濁水処理設備からの排水

条件ということなのか不明である。なお、自然沈殿方

式の場合、沈砂池の容量は、沖縄県赤土等流出防止条

例に基づき、150m３／1000m２の容量を確保すること。 

 

 代替施設本体に係る造成工事の赤土等流出防止対策

については、沈砂池の位置や容量、濁水処理設備の位

置や処理能力、集水域等の具体的内容を示しました。

（p.6-1-22～23、p.6-7-116～117 参照） 

また、濁水処理の方法は濁水処理設備による凝集沈

殿 方 式 で あ り 、 表 -6.7.2.1.7 （ 評 価 書 で は 表

-6.7.2.2.6）の排水条件とは濁水処理設備からの排水

条件であることを評価書に記載しました。 

（p.6-7-116～117 参照） 

イ 図-6.7.2.1.3 及び図-6.7.1.4 に示している SS 発

生量の算定根拠を具体的に示すこと。 

 SS発生量の算定内訳及びその根拠を評価書に記載し

ました。（p.6-7-106～108 参照） 

ウ 陸域の造成に伴い発生する濁りについて、降雨に

よって流出する赤土等は、土壌粒子が細かいものであ

るため、そのことを考慮した予測をすること。 

 降雨によって流出する赤土等に微細粒子（シルト・

粘土分）を対象として予測していることを準備書に記

載しているところであり、評価書においても記載しま

した。（p.6-7-119 参照） 

エ 予測対象時期について 

(ｱ) 赤土等の堆積量等の算出方法を示すこと。 

 赤土等の堆積量や堆積厚の算出方法について、評価

書に記載しました。（p.6-7-106 参照） 

(ｲ) 予測においては、１年次 10ヶ月目と４年次４ヶ月

目の短期間だけに限定して１ヶ月当たりの最大堆積厚

を予測しているが、赤土等の堆積については、全工事

期間中に累積する範囲や厚さ、量を予測すること。 

 また、それによる影響の程度と、汚濁防止膜を設置

した場合の影響の程度を比較検討した上で、汚濁防止

膜の設置の有無を検討すること。 

 赤土等の堆積については、全工事期間中に累積する

範囲、厚さ、量を予測しました。 

（p.6-7-120、138～141 参照） 

また、汚濁防止膜の設置については、汚濁防止膜を

設置しない場合の予測との比較検討を行い、その結果

を評価書に記載しました。（p.6-7-202～204 参照） 

オ 降雨時の河川における SS 濃度の予測結果におい

て、埋立土砂発生区域の放流先となっている美謝川は

切替え後で上流ダム湖からの放流がないことから「流

量無し」と設定しているが、ダム湖以外に美謝川への

流入がないか、その流域を示すこと。 

 準備書においては、ダム湖以外の流域が美謝川全体

の流域に比べて小さく、河口までの流下区間が短いこ

と、安全側の予測となることから、予測条件を「流量

なし」としました。 

しかしながら、意見を踏まえ、既存の美謝川につい

て、ダム湖洪水吐き下流側の流域界を地形図に示すと

ともに、ダム湖以外の美謝川への流入を考慮した予測

を行い、評価書に記載しました。 

（p.6-7-77、98～99 参照） 
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カ 10 年確率の降雨強度式を新たに求めているが、降

雨強度式には種類があり、その式によって特徴がある

ことから、当該強度式をどのように構築したのか示す

こと。 

 降雨強度式の構築に係る検討過程について、その根

拠（降雨強度式の種類、相関係数、比較図）とともに、

評価書に記載しました。 

10 年確率の降雨強度式は、名護市の気象庁観測所に

おける 1976-2007 年（32 年間）のデータを用い、赤土

等流出防止対策技術指針に基づいた長時間降雨強度式

を設定しています。また、降雨強度式は数種類ありま

すが、その中で同指針と相関関係の最も高い君島式を

用いています。 

（p.6-7-81～82 参照） 

(3) 予測結果について 

ア 凝集沈殿による効果について、現地調査結果によ

ると、ほとんどの地点で沈降試験開始１分後に、上澄

みの SS 濃度は初期濃度の５％以下にまで低下し、ま

た、すべての試料において、24時間後までにほぼ 100％

の粒子が沈降したことを考慮すると、凝集沈殿により

濁水を SS25mg/L 以下に減少させることができるとし

ているが、沈降速度は初期濃度及び粒度組成によって

異なるものである。また、沈降試験は静水中における

ものであり、実際には降雨により貯留された濁水が撹

乱されている沈殿池の中での沈降となることも考慮す

る必要がある。 

 以上のことから、予測に当たっては、SS 発生濃度を

11,200mg/L と設定した根拠を示すとともに、粒度組成

を考慮すること。また、現場での赤土等流出防止対策

に応じた沈殿池容量や構造を見直し、ある程度、沈降

時間をおいて上澄みを凝集沈殿処理するのであれば、

その分の滞留時間を考慮して沈殿池容量を計算するこ

と。 

 

 SS 発生濃度を 11,200mg/L と設定した根拠は、準備

書にも記載したとおり、沖縄県衛生環境研究所等の事

例を参考に裸地面から発生する SS 濃度の最大値より

設定しており、評価書にも記載しています。 

（p.6-7-91～94 参照） 

沈澱池の容量計算については、赤土等流出防止施設

の計画・運用・維持管理の方針がマニュアルに基づい

たものであるとともに、沖縄県衛生環境研究所等の研

究報告や赤土等流出防止交流集会等の事例を参考とし

ていることから、赤土等の粒度組成や沈降速度等に対

する安全性は考慮されているものと考えています。ま

た、沈澱池容量については、予定されている工事期間

より数倍長い 10 年確率の降雨強度式より容量算定を

行っているほか、濁水処理プラントについても、試験

での沈殿時間よりも十分長い沈殿時間が確保されるこ

とから、水質の確保は問題ありません。 

イ 予測方法について 

(ｱ) 工事に伴い発生する水の濁り及び堆積に係る予測

と、陸域の造成に伴い発生する陸域での濁り及び堆積

に係る予測、河川からの濁水の拡散の変化及び堆積に

係る予測を、それぞれ別々に予測しているが、それぞ

れ同じ海域に放流され、拡散・堆積していくものであ

ることから、これらを合わせて予測すること。 

 

 各影響要因が複合した場合について、水の濁り及び

堆積の予測を行い、その結果を評価書に記載しました。

（p.6-7-102、124、165～195 参照） 

(ｲ) シミュレーションは、平常時と降雨時について行

っているが、どのようなときに平常時に放流するのか、

降雨時に放流するのかを示すとともに、シミュレーシ

ョンにおける平常時と降雨時の条件を示すこと。 

 水の濁り及び堆積の予測は、各影響要因による環境

影響が最大となる時期を予測時期として設定していま

す。具体的には、海上工事に伴い発生する水の濁り・

堆積については平常時を、陸上工事・陸域の造成及び

河川からの濁水に伴う水の濁り・堆積については降雨

時をそれぞれ予測時期としたことを評価書に記載しま

した。（p.6-7-102 参照） 

(ｳ) 降雨時には護岸の工事及び埋立工事を行わないこ

とを前提に予測を別々に行っている場合は、環境保全

措置として、降雨時には護岸の工事及び埋立工事を行

わない旨を記載すること。 

 降雨時における護岸及び埋立工事の作業中止は前提

としていません。ただし、施工場所周辺で警報等が発

令された場合などは、現場の状況により作業中止を判

断することになります。 

したがって、降雨時においてこれらの工事が行われ

た場合を想定した予測を行い、その結果について評価

書に記載しました。（p.6-7-102、124、165～195 参照）
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(4) 工事に係る評価 

ア 回避・低減に係る評価において、環境保全措置と

して示している「汚濁防止枠」について、設置場所や

構造等を示すこと。 

 

汚濁防止枠は、作業船と共に移動し、浚渫工事及び

基礎捨石の海上投入作業に使用する計画としているこ

ととともに、その設置及び構造を示した図を評価書に

記載しました。（p.6-7-110 参照） 

イ 埋立を終えた工区については、「埋立部」に雨水

等を浸透させ、護岸背面に防砂シートを施して、ろ過

処理を行うとしているが、「埋立部」が埋立を行って

いる又は行った場所か護岸等により閉鎖系となった水

域を示すのか明示すること。 

 また、埋立施工時、閉鎖系となった水域の埋立が完

了した後（閉鎖系となった水域での濾過が見込めない

段階）から表土の恒久対策が完了するまでの間に分け

て赤土等流出防止対策を示すこと。 

 埋立工事において、閉鎖水域になる部分及び非閉鎖

性水域となる部分を図に明示しました。 

（p.6-7-200 参照） 

最終の埋立区域は非閉鎖性水域となるため、汚濁防

止膜により濁り対策を行うほか、台風対策として埋立

部分の汀線付近にマットを施工して土砂流出防止を図

ることを評価書に記載しました。（p.6-7-199 参照）

飛行場地区における、恒久対策が完了するまでの赤

土等流出防止対策について図とともに評価書に記載し

ました。（p.6-1-22～23、p.6-7-201 参照） 

ウ 海中へ投入する石材については、投入時に発生す

る SSの発生が少ない石材（黒石等）の使用を検討する

こと。 

 海中へ投入する石材については、黒石を使用する予

定です。また、海上工事に使用する基礎捨石等につい

ては、採石場において洗浄された石材を使用する計画

であり、環境保全措置として評価書に記載しました。

（p.6-7-199､201 参照） 

 

 

<<個別的事項>> 
14．地下水について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 湧水の状況について 

 「埋立土砂発生区域周辺において湧水の存在は確認

できませんでした」とのことであるが、海岸において

は湧水・浸みだしが確認されている（p6-10-148）こと

から、この海岸における湧水・浸みだしが、埋立土砂

発生区域の地下水脈と関連するものであるか検証した

上、関連するものであれば、地下水の水質・水位の変

化が海岸の湧水・浸みだしに与える影響についても予

測・評価すること。 

 

 埋立土砂発生区域の地下水が海岸に湧出している可

能性はありますが、上流域で地下水位は変化しないこ

とから、海岸への湧水・浸みだしに与える影響は生じ

ない旨を評価書に追記しました。（p.6-8-31 参照） 

(2) 予測の概要について 

 表-6.8.2.1.1 では、予測の手法として、「地下水質・

水位に与える影響を定性的に予測」したとしているが、

方法書に係る追加・修正資料（修正版）においては、

「数値モデルによる地下の水位変化をシミュレーショ

ン解析する方法」も示されていることから、定性的に

予測することとした理由を示すこと。 

 

 ボーリング結果等から、土砂採取によっても、ほと

んどの地点で地下水位に達しないこと、また、湧出地

点についても、地下水面勾配、地層の透水係数等を用

いた計算により地下水位に変化が生じないことなどを

考慮して、定性的な予測を行っています。 

(3) 予測方法について 

 予測方法においては、地下水位の予測方法について

も記載すること。 

 

 地下水位への影響を予測するために用いた、動水勾

配、透水係数及び空隙率等から成る地下水流動量計算

式を評価書に記載しました。（p.6-8-24 参照） 
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(4) 予測結果について 

ア 地下水位について 

(ｱ) A-3、C-3、C-5、D-2、E-1 地点以外の地点につい

ては、雨水は地下浸透し地下水となる可能性があると

予測しているが、掘削することにより地層の厚さが薄

くなることに伴って雨水が地下水脈に達する時間が短

くなるなどの変化、及び当該変化に伴う地下水位の変

化についても予測すること。 

 

 

 A-5、B-2、E-5 地点については、土砂採取（掘削）

により、掘削後透水係数 10-4㎝/sec 程度の地層が露出

することから、約 1 ヶ月程度かけて地下浸透する可能

性がありますが、透水性の低い地層であることから地

下への浸透は微量であること、地下浸透した地下水は

最終的にダム湖に集水されることなどから、地下水位

までの地層の厚さが薄くなることによる地下水位の変

化は生じないものと考えます。（p.6-8-29 参照） 

(ｲ) E-3 地点については、掘削深度が地下水位に達し、

地下水の湧出が生じると予測しているが、E-3 地点は

地下水脈の上流域であることから、当該地点で地下水

の湧出が生じることによって、地下水脈の下流側の地

下水位がどのように変化するのかを予測すること。 

 地下水賦存量と湧出量の割合等より地下水位の変化

が生じないことを評価書に記載しました。なお、地下

水位の変化は生じませんが、環境保全措置として地下

水の湧出する区域へ透水管等を敷設することにより、

湧出水をダム湖等に戻すなどの配慮を行います。 

（p.6-8-31 参照） 

イ 地下水質について、「工事により地下水質に影響

を及ぼす行為は行わないことから、地下水水質は現況

と同程度と予測」しているが、E-3 地点においては、

掘削深度が地下水位に達するとしていることから、当

該地点の掘削により、発生した濁りが地下水に混入す

ることも考慮した予測をすること。 

 通常、赤土等の流出は 25 ㎝/sec 以上の流速になっ

た場合に起こる現象であり、E-3 地点の地層（シルト

質層）の浸透では赤土等が流出する流速になることは

ありません。したがって、濁り水が地下水に混入する

ことはないものと考えます。 

ウ 埋立土砂発生区域における土砂の採取に伴う影響

について 

(ｱ) 「速やかに緑化を行い地下涵養に努めること、改

変後もダムの集水域は現況と変わらないこと等から、

土砂掘削による地下涵養は現況と同程度になると予

測」しているが、緑化をしたとしても、土砂採取によ

り地層の厚さが薄くなっていることを考慮した予測を

すること。 

 

 

 地下涵養機能を有しているのは表層土、緑地であり、

その下層はほとんどが不透水層や透水性の低い地層と

なっているため、現状からして地下涵養機能地層が薄

い流域となっています。したがって、土砂採取（掘削）

により、地層の厚さが薄くなることによる地下涵養機

能への影響は極めて小さいと考えています。 

（p.6-8-29 参照） 

(ｲ) 掘削深度が地下水位に達する E-3 地点に対して、

どのような対策を講じるのか明示すること。 

 土砂採取（掘削）による地下水位の影響について予

測した結果、湧出地点は E-3 地点の１ヶ所のみで影響

は近傍域に限られ、流域全体における地下水位の変化

（低下）は生じませんが、環境保全措置として、湧出

する区域に透水管を敷設し、湧出水を下流域に戻すな

ど地下水の水収支が変化しないよう配慮することを評

価書に記載しました。（p.6-8-31 参照） 

(ｳ) 「改変直後の緑地が回復する一時期においては地

下涵養機能が約 1.5％程度低下」すると予測した根拠

を示すこと。 

 地下涵養変化量を算出した計算式を評価書に記載し

ました。（p.6-8-29 参照） 

(ｴ) 想定している緑化に用いる植物の種類等、緑化さ

れるまでの期間を示した上で、「緑地が回復する一時

期」の期間がどの程度かを明示すること。また、その

「一時期」における地下水位への影響がどの程度なの

かを示すこと。 

 埋立土砂発生区域での工事は、工区毎に段階的に施

工され、各工区の施工終了後、仮置き表土の埋戻し、

チップ材敷設、種子吹きつけ等による緑化を速やかに

実施し、表面流出抑制・地下涵養機能の回復を図りま

す。 

 改変後の各段階に応じて地下涵養機能は変化します

が、本流域の地盤は 10－４㎝/sec 以下の不透水層でほ

とんど地下浸透しないこと、現状においても地下水位

の変動は降雨量によらずほぼ一定であること、地下涵

養機能の変化量は約6％程度であることを踏まえると、

地下水位の変化は極めて少ないと考えています。 

（p.6-8-29、33 参照） 
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<<個別的事項>> 
15．水象について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 予測について 

ア 予測条件について、名護市が、辺野古漁港の移設

について検討しているとのことであるが、その移設先

が、水象に係るシミュレーション計算の範囲内で計画

される場合には、シミュレーションの地形条件に移設

される計画の辺野古漁港を入れること。 

 

名護市が検討している漁港の移設については、位置

等が決まっているものではないことから、シミュレー

ションに取り入れることは困難です。 

イ 予測結果について 

(ｱ) 再現性の検討で、「再現性は良好」と考えられる

としているが、シミュレーションモデルにおける現況

の再現性は、対象海域全域をすべて再現しているもの

ではないため、再現性の検討の結果、「再現性が良好」

であっても「予測の不確実性」が存在しているもので

ある。そのため、予測に当たっては、用いたシミュレ

ーションモデルの「予測の不確実性の程度」を考慮し

た予測を行うこと。 

 

 再現性の検証における着目点とその評価結果を示

し、計算値は観測値の傾向を良く再現していると判断

したことを評価書に記載しました。（p.6-9-45、48、

66、81、93 参照） 

 また、予測結果には予測条件の違い等に起因する「不

確実性」を理論上含むこととなりますが、予測モデル

の妥当性については十分に検証しており、調査で把握

できた検討海域の水象特性を計算で概ね再現している

ことから、予測結果の不確実性の程度は可能な限り低

減できていると考えています。 

(ｲ) 辺野古地先水面作業ヤードの埋立に係る予測結果

については、より詳細に示すとともに、地域において

現に発生している辺野古川での冠水についても考慮す

ること。 

 辺野古地先水面作業ヤード周辺の水象変化に係る予

測結果を詳細に示しました。（p.6-9-138～142 参照）

 なお、冠水等の災害については、環境影響評価の対

象ではありませんが、作業ヤードの河川側護岸等の整

備に伴い、河川の流れが現況より円滑になるものと考

えられることから、少なくとも現状より悪化すること

はないと考えています。 

(2) 評価について 

ア 施設の存在に係る評価において、護岸構造をスリ

ットケーソン護岸にする環境保全措置を講ずることか

ら、事業者の実行可能な範囲で環境影響の低減が図ら

れていると評価しているが、水象への影響を低減する

ための埋立面積の縮小、埋立地の法線の形状について、

どのような検討を行ったのか具体的に示すこと。 

 

 運用上必要な施設配置計画により、必要最小限の範

囲としており、これ以上の埋立面積の縮小や埋立法線

の大幅な変更は困難と考えています。 

イ 数値シミュレーションによる予測結果は、予測条

件によって大きく変わる可能性があることから、予測

の不確実性の程度が大きいと考えられるため、水象に

係る事後調査を実施すること。また、水象に係る事後

調査においては、台風時の調査を実施すること。 

 予測結果には予測条件の違い等に起因する「不確実

性」を理論上含むこととなりますが、予測モデルの妥

当性については十分に検証しており、調査で把握でき

た検討海域の水象特性を計算で概ね再現していること

から、予測の不確実性の程度は可能な限り低減できて

いると考えています。また、水象に関して環境影響の

程度が著しいものとなるおそれがないことから、事後

調査の必要性はないと考えています。 

ウ 環境保全措置の検討及び環境影響の回避・低減の

検討において、汚濁防止膜を浮沈式垂下型にすること

は、汚濁防止膜を海面から海底まで展張した場合と比

較して濁りの拡散防止効果は高まるが、水象への影響

が大きくなることから、水象への影響を低減するため

に配慮したとしているが、浮沈式垂下型と汚濁防止膜

を海面から海底まで展張した場合の水象に与える影響

を比較検証し、その検証結果を記載すること。 

 また、同様に水の濁りの拡散防止効果より水象への

影響を低減することにした環境影響評価の項目間での

影響の程度に係る検証結果を記載すること。 

 浮沈式垂下型の場合に加え、汚濁防止膜を海面から

海底まで展張した場合の流れの変化に対するシミュレ

ーションを行った上、すい臓に与える影響を比較検討

し、その結果を評価書に記載しました。また、水の濁

りと水象の項目間での影響の程度については、水の濁

りと水象の予測結果をもとに検討し、その結果を評価

書に記載しました。（p.6-9-184～186 参照） 
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<<個別的事項>> 
16．地形・地質について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 調査結果について 

 海岸域における重要な地形・地質の分布状況につい

て、現地調査の調査範囲外ではあるが、嘉陽集落前及

び豊原集落前の砂浜においてもカスプが存在している

ことから、予測において考慮すること。 

 

 嘉陽集落前及び豊原集落前のカスプの存在を確認し

ましたので、これを踏まえて予測を行い、その結果を

評価書に記載しました。（p.6-10-213、214 参照） 

(2) 予測について 

ア 工事に係る予測について 

(ｱ) 消失する重要な地形・地質について、「改変区域

外でも多く確認されていることから、事業実施区域及

びその周辺の海岸域における消失の程度は、比較的小

さい」と予測しているが、消失する重要な地形・地質

の当該地域における学術的価値等も考慮した上で予測

し、記録の保存等の環境保全措置を検討すること。 

 

 

 重要な地形・地質については、それぞれの学術的価

値を検討した上で、記録の保存等の方法について検討

を行うこととし、その旨を評価書に記載しました。 

（p.7-7 参照） 

(ｲ) 海岸線や成立環境の改変の程度について、海岸の

改変の程度を、沖縄島及び名護市の海岸線の延長と比

較しているが、その理由を示すこと。また、辺野古地

域においては、地域の海岸線がほとんど消失してしま

うことについて予測すること。 

 海岸の改変の程度を沖縄島及び名護市の海岸線の延

長とした理由については、全島的スケール及び代替施

設が建設される地域レベルのスケールで比較検討した

ものを参考として記載しました。また、辺野古地域で

の海岸線の消失による影響については、辺野古地域の

海岸線延長を予測し、評価書に記載しました。 

（p.6-10-214 参照） 

イ 存在に係る予測について 

(ｱ) 海岸線の変化について 

ａ）海岸線の変化に係る予測条件において、予測期間

を 10年間と設定しているが、海岸線の変化の収束期間

を検討した上で設定したものであるか、また、収束期

間の検討内容について、具体的に示すこと。 

 

 

 海岸線の変化の予測期間については、海岸線の変化

の収束期間を検討した上で設定したものであり、その

検討結果を評価書に記載しました。 

（p.6-10-268、272 参照） 

ｂ）数値シミュレーションによる予測の不確実性の程

度及び台風時の調査を実施していないことから、予測

の不確実性の程度が大きいと考えられるため、海岸線

に係る事後調査を実施すること。なお、事後調査は、

嘉陽集落から久志集落までの間の海岸線を対象とし、

また、事業着手前に、写真・ビデオ撮影や測量等によ

って海岸線の現況を記録すること。 

 予測結果には予測条件の違い等に起因する不確実性

を理論上含むこととなりますが、予測モデルの妥当性

については十分に検証しており、調査で把握できた検

討海域の地形変化特性を計算で概ね再現していること

から、予測の不確実性の程度は小さいと考えています。

また、地形・地質に関して環境影響の程度が著しいも

のとなるおそれがないことから、事後調査及びそれに

伴う着手前調査の必要はないと考えています。 

(ｲ) 海底地形の変化について 

ａ）「長期的な海底地形変化には不確定要素が多く含

まれている」ことなどから、海底地形の変化について

は、短期的な地形変化を予測の対象としているが、長

期的変化については予測の不確実性の程度が大きいと

いうことであることから、事後調査を実施すること。

 

予測結果には予測条件の違い等に起因する不確実性

を理論上含むこととなりますが、予測モデルの妥当性

については十分に検証しており、調査で把握できた検

討海域の地形変化特性を計算で概ね再現していること

から、長期的変化に関する予測の不確実性の程度は小

さいと考えています。また、地形・地質に関して環境

影響の程度が著しいものとなるおそれがないことか

ら、事後調査の必要はないと考えています。 

ｂ）美謝川の切り替えに伴い、海底地形等への影響とし

て河口部が10cm以上の堆積の増加を示しており、高波浪

時のシールズ数分布において、美謝川の河口部付近は施

設の存在等により小さな値となっていることから、河口

閉塞が発生するおそれがあるが、県内埋立地の雨水排水

路の海岸域付近で土砂の堆積により排水路の閉塞が発生

し、へい死魚の発生事例が確認されていることから、河

口閉塞が発生した場合の対応方針を検討すること。 

 切替え後の美謝川河口部には開水路が新設されるこ

とから、海域への雨水などの流出は円滑化され、現在

の河口閉塞状況は緩和されるものと考えられます。 

（p.6-10-276 参照） 

(ｳ) 底質の短期的な変化について、海底地形の変化の

予測結果から予測しているが、底質の変化と海底地形

の変化との関連性を十分に説明すること。 

 台風期前後の底質調査結果及び深浅測量結果を比較

して整理し、評価書に記載しました。（p.6-10-279 参

照）  
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<<個別的事項>> 
17．塩害について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 予測方法について 

 方法書に係る追加・修正資料（修正版）では、塩害

に係る予測地点を、辺野古、豊原、汀間、瀬嵩、大浦、

二見、安部、宜野座前原、キャンプ・シュワブ内、カ

ヌチャベイリゾート、宜野座村松田集落内としている

が、予測地点を代替施設近隣のキャンプ地区と耕作地

のある豊原区とした理由を示すこと。 

 

 予測地点については、名護市の辺野古（キャンプ・

シュワブ内）、豊原、汀間、瀬高、大浦、二見、安部、

カヌチャベイリゾート及び宜野座村の松田集落内のう

ち、代替施設に最も近いキャンプ地区及び耕作地のあ

る豊原区としたことを評価書に記載しました。 

（p.6-11-51、61 参照） 

(2) 予測について 

ア 工事に係る予測について 

(ｱ) 記述している「南東側護岸」、「北側護岸」、「東

側護岸」の位置を明確に示した上で、「南西側護岸」

（辺野古漁港側の護岸）による影響について予測しな

かった理由を明示すること。 

 

 

 「南東側護岸」「北東側護岸」「南西側護岸」の位

置を図に明記しました。 

 「南西側護岸」はリーフ内で外海に面しておらず、

波浪による影響がないことから、予測対象から除外し

たことを評価書に記載しました。（p.6-11-52 参照）

(ｲ) 北側護岸は、直接波浪を受けることが考えられる

としながら、南東向きの大浦湾であることから、北側

からの波浪による飛来塩分量は少ないと予測している

が、南東向きの大浦湾における北側からの波浪の状況

を十分に説明すること。 

 「北東側護岸」は南東側護岸と異なり、沖合に波浪

を減少させるリーフの発達がみられないことから直接

波浪を受けるものと考えられます。しかし、最も影響

を及ぼす北東からの波浪は、発生源が大浦湾内にある

ため、波浪の程度は小さく、海水の飛沫の発生も少な

いと予測したことを評価書に記載しました。 

（p.6-11-53～54 参照） 

(ｳ) 東側護岸については、外海からの波浪が直接斜め

に衝突することから、飛来塩分量が増加するとしてい

るが、500ｍ以上沖合に展開することで破砕点が遠方と

なるため、大径塩粒子は内陸部には到達しないとして

いる。しかし、飛来塩分量が増加すると予測している

ため微細塩粒子の量も増加すると考えられることか

ら、微細塩粒子による影響についても予測すること。

 北東側護岸は、台風や荒天時において、外海からの

波浪の衝突により海水の飛沫が増加すると考えられま

すが、護岸の砕波で発生する大型塩粒子は既存資料（飛

来塩分の発生メカニズム）から、内陸部へ到達しない

ものと予測しています。なお、微細塩粒子は海面での

しぶきや気泡が要因となって沖合で生成される海塩粒

子であることから、護岸が主な発生源ではないものと

予測し、評価書に記載しました。（p.6-11-55 参照）

(ｴ) 農作物、植物への塩害が生じる可能性はないと定

性的に予測しているが、予測の不確実性の程度も考慮

して予測すること。 

 代替施設の護岸は現況の破砕点より沖合に展開する

ことから、大径塩粒子は陸域まで到達しないものと予

測しました。また、微細塩粒子は海面でのしぶきや気

泡が要因となって沖合で生成されることから護岸が主

な発生源となっていません。そのことから、台風や荒

天時に沖合から内陸部に流入する微細塩粒子による飛

来塩分量は現地調査結果と同程度で変動するものと予

測しています。但し、現状においても台風や荒天時の

程度（規模、風向、風速、進路、降雨等）によって農

作物や植物への塩害は発生していることから、代替施

設の護岸の存在による新たな塩害の発生は考えられな

いものと予測し、評価書に記載しました。 

（p.6-11-55 参照） 

(ｵ) 進入灯の工事による影響について、「北側の進入

灯は直接、波浪の影響を受ける場所にありますが、そ

の先に存在する代替施設の護岸による砕波の影響が大

きいことから、進入灯の工事による飛来塩分の変化は

小さいと考えられます」と予測しているが、進入灯の

工事によって発生する飛来塩分量と、護岸によって発

生するものとが合わさった飛来塩分量が発生すること

になるため、そのことを踏まえた予測をすること。 

代替施設護岸が進入灯に比べ海水の飛沫発生量は大

きいと判断されます。そのため進入灯への衝突で発生

した飛沫は護岸で発生した飛沫に取り込まれ内陸部に

到達するまでに落下し消滅すると予測し、評価書に記

載しました。（p.6-11-58～59 参照） 
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<<個別的事項>> 
17．塩害について 

知事の意見 事業者の見解 

イ 存在に係る予測について、施設の存在による影響

の予測が工事による影響の予測と同様になっている

が、工事中と施設の存在時における護岸等の状況（護

岸の高さ、砕波ブロックの有無等）の違いを示した上

で、必要に応じ、再度、予測すること。 

工事は護岸から先行し構築するため、工事中と存在

時の護岸形状は同じになります。 

ウ 塩害により植物が影響を受けることによる動物へ

の影響についても、環境影響評価を実施すること。 

陸域植物の塩害に対する予測・評価結果を踏まえ、

陸域動物においても予測・評価を行い、評価書に記載

しました。（p.6-17-179、180 参照） 

(3) 環境保全措置について 

 航空機の運航に支障が生じない範囲内において、飛

行場周辺における植栽を検討すること。 

 

 米軍の運用上、障害となるものの設置が困難なこと

や、塩害についての予測・評価を踏まえ、保全措置と

しての樹木等の植栽は行いません。 

 

 

<<個別的事項>> 
18．海域生物について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 調査結果について 

ア 種の同定を正確に行うこと。また、科や属なども

含めて種に分類しているものもあるため、修正するこ

と。 

 

 種の同定及び科や属なども含めて分類した経緯等に

ついて評価書に記載しました。（p.6-13-7 参照） 

イ 種の同定をどのレベルまで行ったのか示すととも

に、同定率を考慮して、現況の把握を行うこと。 

 種の同定レベルについて評価書に記載しました。 

（p.6-13-7 参照） 

ウ 同定できなかった試料に貴重種が入っている可能

性もあるため、採取した生物の標本について、採取時

の状況が分かるよう採取した生物種が混合した状態で

保存すること。 

 試料の保存等について評価書に記載しました。 

（p.6-13-7 参照） 

エ ウミガメ類について、大浦湾西部の北側の砂浜（ポ

ケットビーチ）及び大浦湾東部の汀間地区の砂浜も、

上陸又は産卵が確認されている箇所であるが、上陸及

び産卵に適した海浜として挙げなかった理由を明らか

にすること。 

 また、前原地区の砂浜よりも辺野古地区の砂浜にお

ける上陸確認地点が多いことについても解析するこ

と。 

ウミガメ類の上陸及び産卵に適した海浜の選定理由

について評価書に記載しました。（p.6-13-94 参照）

前原地区の上陸確認地点数の寡少理由について評価

書に記載しました。（p.6-13-94 参照） 

(2)予測について 

ア 工事に係る予測について 

(ｱ) 赤土等の濁り又は堆積による海域生物への影響に

ついては、赤土等の濁りに係る再予測に応じて、再度、

予測すること。 

 

 

 水の濁りに係る再予測の結果をもとに、海域生物へ

の影響を再度予測して評価書に記載しました。 

（p.6-13-239～240 参照） 

(ｲ) 騒音について 

ａ）騒音による影響について、「空中音はほとんど反

射して水中には入らないと考えられる」としているが、

工事による騒音の入射角を示した上で、その根拠を明

確に示すこと。 

 

 音が海中へ入射する場合の臨界角度から、工事に伴

い発生する騒音が海中に入射する範囲が小さいことに

ついて評価書に記載しました。（p.6-13-240 参照） 

ｂ）水中音の主な発生源として、杭打ち工事、捨石投

入工事の２種を挙げているが、作業船や土運搬船のス

クリュー音による影響についても予測すること。 

 作業船や土運搬船のスクリュー音（船舶騒音）によ

る重要な海域生物種への影響について予測し、評価書

に記載しました。（p.6-13-244 参照） 
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<<個別的事項>> 
18．海域生物について 

知事の意見 事業者の見解 

ｃ）水中音によるウミガメ類、ウミヘビ類への影響に

ついては、周辺にも生息に適した環境が分布している

ことから生息環境の変化は小さいと予測しているが、

周辺環境へ移動するのは、現在の生息環境が変化する

ためであるから、水中騒音レベルの上昇による辺野古

周辺海域における生息環境の変化の程度について予測

すること。 

 また、予測に当たっては、周辺環境へ移動した場合

の周辺環境における他の種との関係や生息密度等の変

化が生じること等による影響についても考慮するこ

と。 

 水中騒音レベルの上昇に伴うウミガメ類、ウミヘビ

類の生息環境への影響について予測し、評価書に記載

しました。また、他の種との関係や生息密度等の変化

が生じること等による影響について評価書に記載しま

した。（p.6-13-241～243 参照） 

ｄ）カンムリブダイへの水中音の影響の予測について

も、ウミガメ類、ウミヘビ類と同様に、再度、予測す

ること。 

 また、カンムリブダイの幼魚への影響について、「リ

ーフ内にも水中騒音レベルの低い水域が残存すると考

えられる」としているが、その根拠と、水中騒音レベ

ルが低い水域の範囲について示すこと。 

 水中騒音レベルの上昇に伴うカンムリブダイ成魚及

び幼魚への水中音の影響について予測し、評価書に記

載しました。（p.6-13-243～244 参照） 

(ｳ) 振動による底生性の魚類及び底生動物への影響に

ついて、海底振動による影響の知見は明らかでないも

のの、杭打ち工事や捨石投入工事が実施されるのは日

中のみであり、振動の影響が想定される範囲は局所的

とされていることから、生息環境の変化は小さいと考

えられるとしている。しかし、底生性の魚類や底生動

物が日中しか活動しないということはなく、また、底

生動物は魚類と違って回遊しないため、日中でもほと

んど同じ場所で生息しており、また、影響が想定され

る範囲は、代替施設本体から約 300ｍ以内の範囲、海

上ヤード区域から約 100ｍ以内の範囲としていること

から、その範囲の底生性魚類、底生動物の生息環境は、

工事期間中に限っても変化することになる。また、振

動が底生動物の産卵等に影響を及ぼす場合には、生息

環境の変化だけでなく、生息数にも影響を及ぼすこと

になる。 

 以上のことを考慮して、再度、予測し、適切な環境

保全措置を検討すること。 

 振動による底生性の魚類及び底生動物への影響につ

いて再度検討し、工事実施箇所近傍では局所的に生息

環境の変化が生じる可能性はあるものの、そこに生息

する種の生息範囲における生息環境の変化の程度は小

さいと考えられること、生息範囲での産卵等の行動に

及ぼす影響も小さく生息数に及ぼす影響も小さいもの

と予測されることを評価書に記載しました。 

（p.6-13-246～247 参照） 

(ｴ) 夜間照明による影響について 

ａ）夜間工事が発生する舗装工事実施中は、工事区域

が大浦湾西部海域に面している範囲でありウミガメ類

の上陸が可能な海浜に接していないことから影響は生

じないとしているが、大浦湾西部域の北側においても

ウミガメ類の上陸が確認されていることから、使用す

る夜間照明の強さや設置する個数、照明の届く範囲等

について示した上で、ウミガメ類への影響について、

再度、予測すること。 

 

 舗装工事のための夜間照明の仕様について、評価書

に記載しました。（p.6-13-247 参照） 

ｂ）ウミガメ類への影響についてしか予測していない

ことから、他の重要な種及び稚仔魚に対する影響につ

いても予測すること。 

 夜間の魚卵・稚仔魚調査で把握された種類も勘案し、

魚類における重要な種及び稚仔魚に対する影響につい

て評価書に記載しました。（p.6-13-247～248 参照）

(ｵ) 作業船の航行による影響について 

ａ）資材の運搬船の北側航路と南側航路について、具

体的な航路を示すこと。 

 

 資材の運搬船に係る具体的な航路については、現段

階において確定していませんが、ジュゴンの主生息域

やウミガメ類の分布等を勘案した航路とすることとし

ています。 
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<<個別的事項>> 
18．海域生物について 

知事の意見 事業者の見解 

ｂ）作業船の航行による影響について、嘉陽～安部地

先の嘉陽沖については、ジュゴンの生息域を避け、そ

の沖合を航行する計画のため、沿岸付近を遊泳するウ

ミガメ類についても影響は回避されると予測している

が、現地調査におけるジュゴンの確認範囲とカメ類の

確認位置は同じではないことから、ウミガメ類の確認

位置を考慮して航路を設定すること。また、その際は、

航行中の作業船のスクリュー音による影響も考慮する

こと。 

 ウミガメ類が確認された範囲は調査範囲全域に拡が

っているものの、リーフの外側に集中していることか

ら、出来る限り辺野古前面や嘉陽前面のリーフに近寄

らず、沖合から最短コースで工事区域に進入する航路

を設定することとしています。 

ｃ）大浦湾口部、大浦湾西部、大浦湾奥部、辺野古地

先においては、作業船の航行が増加するため、ウミガ

メ類と航行船舶等とが衝突する可能性があると予測し

ているが、衝突だけでなく、スクリューに巻き込まれ

る事故についても考慮して予測すること。 

 ウミガメ類が衝突だけでなく、スクリューに巻き込

まれることも想定した予測について評価書に記載しま

した。（p.6-13-248 参照） 

ｄ）また、工事による影響と同様、多くの作業船の航

行により、当該海域におけるウミガメ類の生息環境が

変化することから、周辺海域へ逃避することによる影

響についても予測すること。 

 ウミガメ類が当該海域から周辺海域に逃避すること

を仮定した場合の予測について評価書に記載しまし

た。（p.6-13-248 参照） 

(ｶ) 海底地形の変化について 

ａ）海上ヤードの設置により、海底地形が改変され、

生育域の一時的な消失が生じると予測しているが、海

上ヤードの設置及びケーソンの仮置きに伴う周辺域の

潮流の変化（渦流の発生等）によって、設置位置の周

辺域の海底地形も変化することが考えられることか

ら、再度、予測し、適切な環境保全措置を検討するこ

と。 

 

 ケーソンの仮置きに伴う海底地形の変化は反射波と

背後の遮蔽域（静穏域）の影響によるものと考えられ

ることから、ケーソン仮置き時の波浪分布をもとにシ

ールズ数を予測し、これによる海底地形変化への影響

の定性的な予測について評価書に記載しました。 

（p.6-10-215～218 参照） 

ｂ）海上ヤードは埋立竣工後に撤去するとのことであ

るが、設置中に変化した海底地形が、海上ヤードの撤

去後、設置前の海底地形に戻るのかどうかについても

予測し、適切な環境保全措置を検討すること。 

 海上ヤードの撤去により地形変化外力（流れ・波浪）

が設置前の状況に戻ることから、海底地形も設置前の

状況に復元していくものと予測されます。 

 環境保全措置については、海上ヤード撤去後に実施

する事後調査の結果を踏まえ、必要に応じて対策を検

討し、措置を講ずることとします。 

イ 存在に係る予測について 

(ｱ) 代替施設本体の存在による影響について、住民へ

のヒアリングを含む現地調査結果から、消失する範囲

については、現況でもウミガメ類の上陸に適している

とは言えない状況となっているとしているが、ウミガ

メ類の上陸・産卵に適した環境状況と、消失する範囲

の環境の現況を具体的に示した上で、ウミガメ類の上

陸に適しているとは言えないとした根拠を示すこと。

 

 ウミガメ類の上陸に適しているとは言えないとした

根拠等について、評価書に記載しました。 

（p.6-13-254 参照） 

(ｲ) 水質の変化による影響について、「水の汚れ」で

の予測の結果では、辺野古前面の排水位置の周辺及び

辺野古川河口域で塩分濃度が低下すると予測している

が、辺野古前面の海域は、海草藻場の生育域となって

おり、また、塩分変化は海草の生育条件を変化させる

ものであることを考慮した予測を行うこと。 

 存在・供用時に係る塩分変化に伴う海草類の生育条

件の変化に対する予測（p.6-15-175 参照）も考慮して

予測を行いました。（p.6-13-262 参照） 
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<<個別的事項>> 
18．海域生物について 

知事の意見 事業者の見解 

(ｳ) 海岸線、海底地形、底質の変化について、辺野古

漁港から辺野古崎に至る海岸については、汀線が変化

すると予測しながら、海域動物の生息環境としての海

浜は維持されるとしているが、汀線が変化することに

より、その周辺では、水深が変化するなどの海底地形

及び底質が変化することが考えられる。また、護岸付

近においても海底地形、底質が変化することが予測さ

れているが、消波ブロックが設置される場合には、そ

の変化範囲は更に広がると考えられる。こうした基盤

環境の変化や水深の変化、水深の変化に伴う照度の変

化、水流の変化は、海草藻場の生育環境に影響を及ぼ

すものであり、また、海草藻場が変化した場合、海域

動物へも影響が生じることになる。 

 また、海底地形や底質の変化域は局所的であるとし

ているが、その局所のみしか変化しないということで

はなく、変化する局所域の周辺が緩衝域として変化す

るため、海草藻場の生育適地が狭められることになる。

 以上のことを考慮した予測を行うこと。 

 海草藻場の生育環境が変化することによる海域動物

への影響については、水深や底質の変化が海草類の生

育環境に及ぼす影響は小さいことから、海草藻場に生

息する種の生息環境の変化は小さいと予測されること

を評価書に記載しました。 

（p.6-13-257～258 参照） 

(ｴ) 辺野古地先水面作業ヤードの埋立に伴って辺野古

川河口域の水象が変化することに伴う影響について予

測すること。 

 辺野古地先水面作業ヤードの埋立に伴う辺野古川河

口域の水象の変化による影響について予測し、評価書

に記載しました。（p.6-13-257 参照） 

(3) 評価について 

ア 海上ヤード撤去後の海底面は、周辺と同等の環境

となるよう努めるとしているが、具体的にどのような

対策を講じるのか示すこと。 

 

 海上ヤードの撤去後の海底地形に関する環境保全措

置について、設置に伴う海底地形変化の状況を踏まえ

て検討することを評価書に記載しました。 

（p.6-13-326 参照） 

 具体的には、海上ヤード撤去後に実施する事後調査

の結果を踏まえ、必要に応じて対策を検討し、措置を

講ずることとします。 

イ 見張りを励行してウミガメ類との衝突が避けられ

るような速度で航行するとしているが、当該環境保全

措置の効果の程度を再度検討するとともに、他の環境

保全措置も検討すること。 

工事用船舶に対する見張りの励行については、衝突

を回避する速度での航行と合わせれば、効果は相当程

度と見込んでいます。 

また、他の環境保全措置として、安部～嘉陽地先の

嘉陽沖については沖合を航行する計画であることを評

価書に記載しました。（p.6-13-248 参照） 

 

 

<<個別的事項>> 
19．サンゴ類について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 調査結果について 

ア 今後、サンゴの被度に変化がなくとも、優占する

サンゴに変化が生じる可能性があるため、ライン調査

結果については、潜水目視観察の単位となっている 10

ｍ×10ｍの範囲内に優占するサンゴ属とその群体形を

取りまとめること。スポット調査についても、各地点

で優占するサンゴ属とその群体形を取りまとめるこ

と。 

 なお、表-6.14.1.6 及び表-6.14.1.19 については、

「出現種一覧」ではなく、「出現属一覧」と修正するこ

と。 

 

 優占するサンゴ属とその群体形については、群体分

布位置のスケッチも含めて、定点観察調査において取

りまとめています。 

 表のタイトルについては、修正しました。 

（p.6-14-27、50 参照） 
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<<個別的事項>> 
19．サンゴ類について 

知事の意見 事業者の見解 

イ ミドリイシ属の幼群体が少なかった理由として、

ミドリイシ属が到達しにくい地理的環境にあったこ

と、若しくは幼生供給量が少なかったことを挙げてい

るが、より具体的に説明すること。 

 ミドリイシ属の幼群体が少なかった理由の具体的な

説明について評価書に記載しました。（p.6-14-85参照）

(2) 予測について 

ア 予測に当たっては、サンゴのみならず健全なサン

ゴ礁生態系維持にとって必要不可欠な栄養塩濃度の変

化による影響についても予測すること。 

 

 水の汚れの予測結果をもとに、栄養塩濃度の変化に

よるサンゴ類への影響について評価書に記載しまし

た。（p.6-14-112 参照） 

イ 海上ヤードについては、塊状ハマサンゴやユビエ

ダハマサンゴへの影響を考慮して、設置位置を約 300

ｍ離しているが、海上ヤードにおいてケーソンが仮置

きされることに伴う、周辺域の潮流・底質・海底地形

の変化について予測し、これらの変化による周辺のサ

ンゴ類への影響について予測すること。 

ケーソンの仮置きに伴う流れ、底質、海底地形の変

化に関する予測結果をもとに、海上ヤード周辺のサン

ゴ類への影響について予測しました。（p.6-14-97～98

参照） 

 

ウ 存在に係る予測について 

(ｱ) 代替施設の存在によって消失する予定のサンゴ礁

は、面積は小さいとは言え比較的良好な環境のサンゴ

礁であると思われる。また、被度５～25％は、現状の

沖縄島周辺のサンゴ礁では決して低いとは言えないも

のである。図-6.14.2.1 では、代替施設の建設予定地

が小さすぎてサンゴの分布状況が判読できないため、

予定地を拡大した図を示した上で、本海域が、本来、

被度の高いサンゴ類が生息していた海域であり、白化

によって減少したものの、将来、回復する可能性もあ

る、サンゴ類の生息に適した環境であることを踏まえ、

サンゴに適した生息環境の消失の観点からも予測する

こと。 

 

代替施設の建設予定地周辺におけるサンゴ類の分布

状況の拡大図を示し、今後回復の可能性がある主要な

生息基盤の場所が消失する可能性は小さいと予測し、

評価書に記載しました。（p.6-14-100～102 参照） 

 

(ｲ) 海岸地形の変化による影響についても、本来、サ

ンゴ類の生息に適した環境であることを踏まえて予測

すること。 

海岸地形の変化による影響について、かつてサンゴ

類が高被度で生息していた範囲を踏まえて予測しまし

た。（p.6-14-110 参照） 

(3) 評価について 

ア サンゴの保全にとっては、自然にサンゴが生息す

る場とその環境の保全が基礎となる。また、サンゴ礁

環境としては良好であっても、現在、白化などによっ

てサンゴが減少している可能性もあるため、「埋立区

域内に生息するサンゴ類は比較的少ない」という評価

に基づく現行の環境保全措置は十分ではないことか

ら、海草藻場の消失のみならず、サンゴが生息できる

サンゴ礁の消失を最小限にとどめるように代替施設の

建設位置を、再度、検討すること。 

 

サンゴ類の白化現象発生前の生息状況と代替施設の

関係も踏まえ、サンゴ類が回復する生息基盤の消失の

可能性は小さいと予測しました。 

代替施設の建設位置については、方法書に対する知

事意見等を勘案し、事業計画案と移動したケースにつ

いての環境影響を比較検討した結果、検討項目毎に影

響の変化の程度及び優劣にばらつきが生じたことに加

え、施工性等の実行可能性を含め総合的に勘案し、事

業計画案で、準備書を作成したところです。 

評価書作成に当たっては、この検討結果及び県知事

意見を勘案し、事業計画による配置としたものです。

イ やむを得ず消失することになるサンゴ類について

は移植するとしているが、その具体的な内容（移植方

法、移植するサンゴ類の種類・範囲、移植先、移植先

の環境状況、移植先での配置等）を示すこと。また、

移植先のサンゴ群集に及ぼす移植による影響について

も予測すること。なお、移植先については、「大浦湾

内での波浪の影響の少ない地域」という考え方ではな

く、埋立予定地と似た環境でかつ埋立予定地と同様な

サンゴ種が生息し、かつ移植による移植先のサンゴ群

集への影響が少ないと予測される場所を選定するこ

と。 

消失するサンゴ類に係る移植の具体的な内容につい

ては、現時点で想定できることを評価書に記載しまし

た。また、移植先については、現在の生息地と似た環

境でかつ同様なサンゴ類が生息し、移植先のサンゴ群

集への影響が少ないと予測される場所を選定する方針

であることを評価書に記載しました。 

（p.6-14-116 参照） 
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<<個別的事項>> 
19．サンゴ類について 

知事の意見 事業者の見解 

(4) 事後調査について 

 サンゴ類に関する事後調査については、移植したサ

ンゴの生存と成長だけでなく、移植先に生息している

サンゴも含めて調査すること。 

 なお、幼サンゴの着生状況調査は、人工着床具を用

いる場合、サンゴの放卵・放精時期に行えばよく、３

ヶ月ごとに実施する必要はない。 

 

 移植したサンゴ類に関する事後調査については、移

植先に生息しているサンゴ類も含めて調査することを

評価書に記載しました。（p.8-6 参照） 

 なお、幼サンゴの着生状況調査の実施時期について

は、産卵時期の長い種類や着床時期の異なる種類がい

ること、サンゴ類の種類を判別するために一定の大き

さまで成長した状況を観察することを踏まえ、設定し

ているものです。 

 

 

<<個別的事項>> 
20．海藻草類について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 予測について 

ア 工事に伴う水の濁りによる影響の予測結果は、濁

り・堆積に関する予測結果が示されているだけである

ことから、予測された濁り・堆積が、当該地域の海藻

草類にどのような影響を及ぼすのかについて予測する

こと。 

 

 工事に伴う水の濁り・堆積が海藻草類に与える影響

について、影響の判断基準を示し予測しました。 

（p.6-15-142～144、p.6-15-146～148 参照） 

 

イ 存在に係る予測結果について 

(ｱ) 存在に伴う海面の消失による海藻類への影響に係

る予測は、平成 20年度の調査結果のみから行っている

が、文献調査等の結果も踏まえ、当該地域のホンダワ

ラ藻場の状況（高被度域の出現可能性域）も考慮して

予測すること。 

 

 海面の消失による影響については、平成 19年度の調

査結果も踏まえるとともに、高被度域の出現状況につ

いても考慮の上、予測しました。 

（p.6-15-151～152 参照） 

 

(ｲ) 海草類の海面の消失による影響の予測について、

海草藻場の高被度分布域は、自然変動により経年変化

している可能性が考えられるとしながら、そのことを

考慮した予測がなされていない。また、代替施設の位

置には、これまで海草藻場の高被度域が分布していた

区域が含まれ、海草藻場の生育適地であると考えられ

ることから、そのことを考慮して、再度、予測するこ

と。 

 その際には、海草藻場の高被度分布域の変化の要因

や、被度 50％未満の場所の海草藻場としての適地性に

ついても考慮するとともに、地形と底質、海草藻場と

の関係及び埋立予定地の護岸の位置を示したプロファ

イルを示すこと。 

 海面の消失による影響の予測について、海草類の高

被度分布域の変動を踏まえて予測しました。また、そ

の際は、既往の知見をもとに、高被度分布域の変化の

要因や被度50％未満の場所の海草藻場としての適地性

を考慮しました。（p.6-15-166～170 参照) 

 また、代表的な測線について、地形・底質と海草藻

場との関係、護岸位置を示したプロファイルを作成し

ました。（p.6-15-118～119、p.資 6-15-128～160 参照）

(ｳ) 流れの変化による影響の予測について、「海草類

の生育する範囲においては最大で５cm/s程度の流速が

増加又は減少する」と予測しているが、その流速が海

草藻場に与える影響について予測すること。また、そ

の際には、変化後の流速についても示すこと。 

 流れの変化による影響については、変化後の流速を

示し、海草藻場に与える影響を予測しました。 

（p.6-15-171～173 参照） 
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<<個別的事項>> 
20．海藻草類について 

知事の意見 事業者の見解 

(ｴ) 砂の移動による影響の予測について、海底地形の

変化は、代替施設本体の近傍で見られるが、海藻類（※

準備書での「海藻類」との記述は「海草類」の間違い

ではないか確認すること。）の生育範囲においては海

底地形の変化はほとんどないと予測されているとして

いるが、地形・地質の意見で述べたとおり、辺野古漁

港と代替施設本体の間の汀線が変化するということ

は、その地域周辺の水深なども変化すると考えられる。

また、辺野古側の護岸近傍（護岸から約 100m 程度の範

囲）においては、海底地形が変化すると予測されてい

る。以上のことを踏まえた予測を行うこと。 

 海底地形の変化に伴う海草類への影響については、

代替施設本体西側の汀線変化域周辺での水深変化や辺

野古側の護岸近傍での海底地形の変化の状況を考慮し

て予測しました。（p.6-15-174 参照） 

(ｵ) 辺野古地先水面作業ヤードの埋立に伴って辺野古

川河口域の水象が変化することに伴う影響について予

測すること。 

 辺野古地先水面作業ヤードの埋立てに伴う辺野古川

河口域の水象の変化による影響について予測しまし

た。（p.6-15-171 参照） 

(2) 評価について 

ア 工事に係る評価について、環境保全措置として、

代替施設の位置については、海草類の生育する藻場の

消失を少なくできるようにしていると記述している

が、海草藻場の消失面積を少なくするために行った検

討結果を具体的に示すこと。 

 

 方法書に対する知事意見等を勘案し、事業計画案と

移動したケースについての環境影響を比較検討した結

果、環境に及ぼす影響が相対的にかなり大きい検討 3

ケースを除いた事業計画案及び検討 3 ケースの中にお

いて、事業計画案が海草藻場の消失面積が最も少ない

ものとなっています。 

イ 深場における海草類調査について、曳航式水中ビ

デオでの調査と併せた潜水による目視調査を実施して

いないことによる調査結果の精度及び予測の不確実性

の程度を考慮して評価すること。 

 深場における海草類調査は、ROV により調査を行っ

ており、その調査結果の精度とともに予測結果の妥当

性を評価書に記載しました。（p.6-15-7 参照） 

ウ 存在に係る評価について 

(ｱ) 海草類の移植は容易ではないとして、生育基盤の

環境改善を図るとしているが、その範囲、及び環境改

善の具体的な方法を示すこと。 

 また、当該措置を実施した結果、生育範囲が拡大し

なければ代償措置にはなり得ないため、当該措置を「可

能な限り実施」するとしている内容を見直すとともに、

再度、評価すること。 

 なお、海草類の生育域の減少による影響を軽減させ

る方法として移植が考えられると記述しているが、移

植は、回避・低減措置が困難な場合の代償措置であり、

影響を「軽減」させる措置ではないことから修正する

こと。 

 

海草類に係る生育基盤の環境改善については、専門

家等による指導により、範囲や具体的な方法を検討し

ていく方針です。また、可能な限り生育範囲の拡大を

実施することについては、事業者として実行可能な範

囲内で最大限の回避・低減が図られているものと評価

しています。 

なお、海草類の移植に関する記述については、環境

保全措置として採用していませんので、誤解が生じな

いよう記述を削除しました。（p.6-15-188 参照） 

(ｲ) 生育分布状況が明らかに低下してきた場合に、必

要に応じて、専門家の指導・助言を得て、生育基盤の

環境改善による生育範囲拡大に関する方法等を検討す

るとしていることから、明らかに低下してきたと判断

される条件を具体的に示すこと。 

 海草類の生育分布状況の低下の判断基準について

は、専門家等による指導により具体的に検討していく

ことを評価書に記載しました。（p.6-15-188 参照） 

(ｳ) 予測のやり直しの結果から、予測の不確実性の程

度を勘案して、存在・供用時の事後調査の実施を検討

すること。 

 海藻草類に係る存在・供用時の事後調査の項目・内

容について評価書に記載しました。（p.8-6 参照） 

(3) その他 

 準備書では、「海草類藻場」、「海草藻場」、「ホ

ンダワラ類藻場」、「ホンダワラ藻場」の用語が用い

られているが、「海草藻場」、「ホンダワラ藻場」に

統一すること。 

 

 「海草類藻場」は「海草藻場」、「ホンダワラ類藻場」

は「ホンダワラ藻場」に表現を統一し、評価書に記載

しました。（p.6-15-20～23、26～29、32～36、42～43、

46～49、151、166 等参照） 
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<<個別的事項>> 
21．ジュゴンについて 

知事の意見 事業者の見解 

(1) ジュゴンについては、調査範囲に辺野古地先海域

を含めた複数年の調査を実施すること。 

 

 平成19年度や平成21～22年度の自主的調査も含め、

3 ヶ年以上（複数年）の調査データを用いて予測・評

価を行いました。 

(2) 調査結果について 

ア ジュゴンへの影響の予測・評価に当たっては、辺

野古前面の藻場を利用していないと判断しているが、

その理由について、自然的影響や人為的影響、藻場の

経年変化、ジュゴンの生態（１カ所の藻場のみを利用

しないと言われていること等）から示すとともに、将

来にわたって辺野古海域の藻場を餌場として利用する

可能性について解析すること。 

 

 辺野古前面の藻場を利用していない理由について

は、自然的影響や人為的影響、藻場の経年変化、ジュ

ゴンの生態をもとに評価書に記載しました。また、将

来にわたって辺野古海域の藻場を餌場として利用する

可能性についても検討しました。（p.6-16-178～182 参

照） 

イ パッシブソナー調査について、咀嚼音が確認され

た月日を示し、ジュゴンの確認日、水中ビデオ撮影日、

食跡確認時期との関連について解析し、これらの関連

からジュゴンの咀嚼音と判断できるか検討すること。

 パッシブソナー調査によりジュゴンの咀嚼音が確認

された月日を示し、ジュゴンの確認日、水中ビデオ撮

影日、食跡確認時期との関連を解析し、それらの関連

からジュゴンの咀嚼音と判断できるかを検討しまし

た。（p.6-16-114～115 参照） 

ウ ジュゴンの生活史に関する考察について 

(ｱ) 追跡調査時のヘリコプター音による逃避行動は見

られなかったとのことであるが、広域調査の小型飛行

機の場合についても説明すること。 

 また、ヘリコプター及び小型飛行機の飛行高度と発

生騒音レベル、水中への音の入射角（ヘリ又は飛行機

の位置と確認されたジュゴンの位置との角度）から、

調査時のジュゴン確認位置において水中へ入射した音

圧レベルについて解析すること。その際は、ヘリコプ

ターと小型飛行機から発生する騒音の周波数域も示す

こと。 

 

 小型飛行機による生息調査においても特に逃避行動

は見られなかったことを記載しました。（p.6-16-159

参照） 

 また、海面付近での音圧レベルは、小型飛行機より

もヘリコプターの方が大きいため、ヘリコプターに関

して飛行高度を示すとともに、飛行時の地上での測定

結果をもとに推定した発生騒音レベル、それをもとに

した水中での音圧レベルを検討しました。なお、ヘリ

コプターの周波数については、既往資料をもとに評価

書に記載しました。（p.6-16-220 参照） 

(ｲ) 「沖縄島全域の沿岸海域におけるジュゴンの生息

頭数を推定するためには、調査員の見落としや海底に

潜水していたことにより発見できなかったことなどを

考慮する必要がありますが、これらの要因を踏まえて

補正を行うことは困難」として、ジュゴンの「最小発

見個体数」を推定している（p6-16-44、p6-16-103）が、

現地調査の結果から、「沖縄島沿岸に常在するジュゴ

ンは３頭であると推定」（p6-16-214）した根拠を示す

こと。 

 追跡調査により個体識別を行った結果から、3 頭と

推定したことを評価書に記載しました。 

（p.6-16-163 参照） 

 

(ｳ) 嘉陽沖の個体（個体Ａ）は、ウミガメ類を執拗に

追いかけて前脚で捕まえるという雄が示すような行動

が確認されたとのことであるが、どのような調査で確

認されたのかを示すこと。その際、個体識別はできた

のかについても示すこと。 

 また、嘉陽沖の個体について、平成 21年２月に嘉陽

地先の水中ビデオカメラで撮影された映像から雌の可

能性も考えられるとしているが、水中ビデオカメラで

撮影されたジュゴンは個体識別がなされ、ウミガメを

追いかけた個体Ａと、同一であると判断されたのかを

明示すること。 

 ウミガメ類を追いかけた行動はヘリコプターによる

追跡調査により確認されたものであり、嘉陽沖の個体

（個体Ａ）と識別できていたことを評価書に記載しま

した。（p.6-16-200 参照） 

 また、水中ビデオカメラで撮影された映像を確認し

た結果、嘉陽沖の個体Ａの特徴（尾鰭の左の切れ込み）

が確認されていることから、個体Ａと判断されること

を評価書に記載しました。（p.6-16-106、110 参照） 
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(3) 予測について 

ア 工事に係る予測結果について 

(ｱ) 騒音による影響について 

ａ）水中音による予測において、ジュゴンに対する影

響レベルの目安を「鳴音をかき消すような音圧レベル」

としているが、鳴音を聞き取る側のジュゴンに達した

音圧レベルは、当然に、鳴音を発した側の音圧レベル

より低くなること、また、鳴音を聞き取れなければコ

ミュニケーションは図れないことから、水中音の影響

が及ぶ範囲の予測は、想定した平均的音圧レベル

（122dB）よりも低く想定して行う必要がある。一方、

想定した 122dB の音圧レベルでも、影響が及ぶ範囲は

工事地点から数キロメートル程度の範囲であるとのこ

とであり、また、代替施設の建設位置から最も離れた

嘉陽沖のジュゴン（個体Ａ）の確認位置は、図

-6.16.1.44(2)から、約 10km であることから、昼間、

嘉陽沖に出ているジュゴンの利用域にまで水中音が達

すると考えられる。そのため、ジュゴンが朝夕にしか

海草藻場に来ないとはいえ、昼間の工事の水中音によ

る影響で、餌場としている嘉陽地先の海草藻場の利用

に影響が出ないとも限らない。また、中干瀬が遮蔽物

となり、ジュゴンの生息域に到達する水中音は相当程

度低減すると予測しているが、水中音が遮蔽される中

干瀬の背後域は限られており、嘉陽沖のジュゴン確認

範囲の全てが中干瀬で遮蔽される範囲には入らない。

また、ジュゴンの可聴域と水中音の周波数を考慮した

予測が行われていない。 

 以上のことを考慮した予測を行うとともに、水中音

に対する環境保全措置を検討すること。 

 なお、中干瀬による水中音の遮蔽効果については、

騒音発生源の位置、水深、中干瀬の位置等を明らかに

した上で、水中騒音の騒音レベルのコンター図を作成

し、ジュゴンの確認地点や餌場としている海草藻場と

の位置関係を示すこと。 

 また、騒音発生源となる工事が同時に行われるのか、

別々に行われるのかを明らかにするとともに、同時に

行われる場合には、合成騒音レベルによる影響につい

て予測及び評価すること。 

 

 

 

 ジュゴンに対する水中音の影響レベルについては、

既往資料をもとに再度検討して評価書に記載しまし

た。（p.6-16-211～212 参照） 

 ジュゴンの可聴域の周波数については知見が得られ

ていませんが、近縁のマナティでの知見から推測する

と、工事に伴う水中音や航空機からの騒音には可聴音

が含まれると考えられます。 

中干瀬による水中音の遮音効果については、騒音発

生源の位置、水深、中干瀬及び周辺の地形条件等を踏

まえて、水中音圧レベルのコンター図を作成し検討し

ました。（p.6-16-204～207 参照） 

 複合的な騒音の影響については、複数の工事が同時

に行われる場合の影響を予測するとともに、環境保全

措置の検討を行い、評価書に記載しました。 

（p.6-16-204～207 参照） 

ｂ）コミュニケーションのための鳴音への影響だけで

はなく、ジュゴン単体に対する騒音による影響につい

ても予測すること。 

 ジュゴン単体に対する水中音の影響については、ジ

ュゴンに対する水中音の影響に関する知見を再度検討

して予測しました。（p.6-16-211～212 参照） 

ｃ）作業船のスクリュー音による影響についても予測

すること。その際は、水中音が発生すると考えられる

工事が同時に行われるのか、別々に行われるのかを明

らかにするとともに、同時に行われる場合には、合成

騒音レベルによる影響について予測及び評価するこ

と。 

 作業船の船舶騒音による影響については、これらの

稼働隻数及び同時に行われる工事の影響を踏まえて予

測しました。（p.6-16-208～210 参照） 

(ｲ) 振動による影響ついて 

ａ）騒音と同様に、工事が同時に行われるか別々に行

われるかを明らかにすること。 

 

 振動を発生する工事の実施状況について整理し、同

時に行われる工事の有無及びその状況について評価書

に記載しました。（p.6-16-212 参照） 
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ｂ）ジュゴンは哺乳類であるが、一般的な魚類に影響

を及ぼす海底振動レベルと比較することの妥当性を示

すこと。 

 また、ジュゴンは採餌活動を行う以外はほとんど海

底に接することは少ないことを海底振動がジュゴンの

行動に変化を与えることがほとんどないことの理由の

一つとして挙げているが、振動による影響については、

海底の振動が海水中を伝わっていくことによる影響に

ついて予測及び評価すること。 

 海底振動がジュゴンに及ぼす影響については、工事

に伴う振動が背景振動まで減衰する距離に関する知見

をもとに検討し、その妥当性を評価書に記載しました。

（p.6-16-212 参照） 

 海底振動が海水中を伝わることによる影響について

は、海底振動の影響範囲が工事地点から数百ｍの範囲

内と予測されていることから、その可能性は小さいと

考えられます。 

(ｳ) 工事実施時における夜間照明による影響について

ａ）夜間停泊中の船舶は法令で定められた灯火以外は

特に光を照射しないとしているが、夜間停泊する船舶

は最大何隻程度かを明らかにすること。 

 

 最大ピーク時の隻数及びその内訳を評価書に記載し

ました。（p.6-16-212 参照） 

 

ｂ）舗装工事を行う３ヶ月間は夜間作業が行われるこ

とから、３ヶ月間において使用される照明の種類や照

度、数等の他に、夜間の作業時間など舗装工事の詳細

を明らかにした上で、舗装工事時において、嘉陽への

夜間照明による光の到達が少ないとした根拠を示すこ

と。 

 ジュゴンは、夜間、嘉陽地先海域に生息している可

能性が高いところですが、嘉陽地先海域に対する舗装

工事からの照明は、地形条件を考慮すると、到達する

可能性は少ないと考えられます。 

 

(ｴ) 作業船の航行による影響について 

ａ）嘉陽沖においては、ジュゴンの生息域を避け、そ

の沖合を航行する計画であるとしているが、具体的な

航行位置を示すこと。 

 

 嘉陽沖の航行計画は、現段階において確定していま

せんが、今後、工事着手までに具体的な航行位置を検

討します。 

ｂ）ジュゴンの遊泳位置によっては、水中音及び作業

船の航行による影響があると予測しながら、生息環境

としての機能や価値を変化させる可能性はないと予測

していることから、再度、予測すること。 

 現在のジュゴンの生息範囲から判断して、水中音や

作業船の航行による影響はほとんどないと考えていま

す。また、ジュゴンが施工区域周辺にまで接近した場

合についても、環境保全措置を講ずることにより影響

を回避することは可能と予測しました。 

（p.6-16-211～212 参照） 

(ｵ) ジュゴンの個体及び個体群維持に対する影響につ

いて、古宇利島沖の個体Ｃが嘉陽沖、大浦湾内まで来

遊していることが確認されているが、嘉陽沖の食跡は、

どの個体のジュゴンのものか特定されていないため、

嘉陽沖の食跡は、個体Ｃのものである可能性もある。

個体Ｃも嘉陽沖を利用している場合、ジュゴンの個体

群維持に対して影響を及ぼす可能性はほとんどないと

は言えない。また、ジュゴンが生息範囲内にとどまる

ことを前提に、個体及び個体群維持に対する影響の予

測を行っているが、ジュゴンの移動能力を考えると、

これまでの生息範囲内にとどまるとの前提条件に基づ

く予測は不確実性の程度が高いと考えられる。さらに、

水中騒音、船舶の航行、夜間照明による影響等に関す

る予測は十分な根拠が示されていないことから、それ

らの影響が無いことを前提にした嘉陽沖に生息する個

体への影響の予測についても不確実性の程度が高いと

考えられる。 

 以上に示した各項目に係る予測について十分な根拠

を示した上で、ジュゴンの個体及び個体群維持に対す

る影響について、再度、予測すること。 

 工事の実施が、嘉陽沖及び古宇利島沖を主な生息域

とするジュゴンの各個体に対して影響を及ぼす可能性

はほとんどないと考えられることから、沖縄県全体の

ジュゴンの個体群維持に対して影響を及ぼす可能性は

ほとんどないと予測しました。 

（p.6-16-213～214 参照） 



4-5-62 

<<個別的事項>> 
21．ジュゴンについて 

知事の意見 事業者の見解 

イ 存在に係る予測結果について 

(ｱ) 事業実施区域においてはジュゴンの生息は確認さ

れていないため、施設等の存在による海面消失に伴い

ジュゴンの生息域が減少することはほとんどないと予

測しているが、平成 20年度の調査結果のみから予測す

るのではなく、過去には、辺野古地先の藻場において

も食跡などが確認されていることから、生息域である

可能性もあることを踏まえて予測すること。 

 

 代替施設の存在に伴う海面消失による影響について

は、過去に辺野古地先海域もジュゴンの生息域であっ

たことを踏まえて予測しました。（p.6-16-216 参照）

(ｲ) 餌場の減少に係る予測についても、前述と同様に、

再度、予測すること。 

 代替施設の存在に伴う海面消失による餌場の減少へ

の影響について、過去に辺野古地先海域もジュゴンの

生息域であったことを踏まえて予測しました。 

（p.6-16-216 参照） 

(ｳ) 波浪、流れ、水質の変化が海草藻場に与える影響

の再予測に応じて、再度、予測すること。 

 波浪、流れ、水質の変化が海草藻場に与える影響予

測を踏まえ、再度、予測しました。（p.6-16-216 参照）

(ｴ) 海洋構造物の出現による影響の予測については、

過去には辺野古地先でも食跡が確認されており、将来、

再度利用される可能性も考慮して予測すること。 

 海洋構造物の出現によるジュゴンへの影響につい

て、過去に辺野古地先海域もジュゴンの生息域であっ

たことを踏まえて予測しました。（p.6-16-217 参照）

(ｵ) 施設等の存在による個体及び個体群維持に対する

影響について、関係する項目の施設等の存在に係る予

測について十分な根拠を示した上で、予測すること。

 施設等の存在に係る個体及び個体群維持に対する影

響については、関係する項目の予測結果を踏まえて予

測しました。（p.6-16-228 参照） 

(4) 評価について 

ア 工事に係る評価について 

(ｱ) 工事施工区域へのジュゴンの接近が確認された場

合は、水中音を発する工事を一時的に休止するなどの

対策を講じるとしているが、ジュゴンの接近をどのよ

うにして確認するのか具体的に示すこと。 

 

 

 工事中においては、ジュゴンの生息位置を陸域高台

からの監視及び監視船による目視調査により把握する

ことを評価書に記載しました。（p.6-16-229 参照） 

(ｲ) 刺し網にかかるおそれがあると予測しているが、

当該影響に対する環境保全措置を検討すること。 

 刺し網への羅網の危険性については、工事区域周辺

にジュゴンが接近した場合には、逃避等の行動を引き

起こさない環境保全措置を講じることにより回避可能

と予測しました。（p.6-16-222～212、213、226 参照）

(ｳ) 工事については、朝夕を避けた作業時間とし、そ

のことを明示すること。 

 日の出 1 時間程度後から日没 1 時間程度前の間に作

業を行うよう努めることを評価書に記載しました。 

（p.6-16-229 参照） 

イ 存在・供用に係る評価について 

(ｱ) 推定されるジュゴンの頭数からすると、仮に本事

業による影響が小さいものだとしても、その小さな影

響だけでも個体群の維持に大きな影響を及ぼすことが

考えられるため、十分な環境保全措置を検討すること。

 

 代替施設周辺におけるジュゴンの生息状況からみ

て、本事業がジュゴンに与える影響は小さいと考えま

すが、ジュゴンが現在の生息範囲から離れる可能性も

考慮した環境保全措置を評価書に記載しました。 

（p.6-16-231 参照） 

(ｲ) 環境保全措置として、ジュゴンとの衝突を回避で

きるような速度で航行するとしているが、船舶がジュ

ゴンを回避することは困難であると考えられるため、

ジュゴンが船舶を回避できる速度とし、その速度を具

体的に示すこと。また、どの範囲から速度を落とすの

かについても示すこと。 

 船舶とジュゴンとの衝突を回避する速度について

は、オーストラリアで実際に導入されている船舶の速

度規制に関する事例を示し、それを参考に設定するこ

とを評価書に記載しました。また、速度低下の範囲に

ついては、ジュゴンの現在の生息範囲をもとに、おお

よその範囲を示し、航行船舶への具体的な周知の方法

については、工事中の各種保全対策を含めて、十分に

周知徹底させる方針を記載しました。 

（p.6-16-231 参照） 

(ｳ) ジュゴンと船舶との接触事故防止のため、沖合航

路の設定と低速度での航行以外の措置についても検討

すること。 

 ジュゴンの生息位置に係る監視結果を来遊する船舶

に伝達することにより、ジュゴンとの接触を回避する

旨の対策等を記載しました。（p.6-16-231 参照） 



4-5-63 

<<個別的事項>> 
21．ジュゴンについて 

知事の意見 事業者の見解 

(5) 事後調査について 

 ジュゴンに関する事後調査については、再度の予

測・評価の結果や予測の不確実性の程度及び環境保全

措置の効果の程度を勘案して、ヘリコプターを使った

追跡調査の実施についても検討すること。 

 

 ヘリコプターを使った事後調査の実施については、

米軍の運用と関連することから困難な状況です。 

 

 

<<個別的事項>> 
22．陸域動物について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 予測について 

ア 動物種への影響については、出産・育児期を考慮

した予測をすること。 

 

 動物種への影響については、繁殖時期を考慮した予

測を評価書に記載しました。（p.6-17-112 参照） 

イ タウナギは、環境省のレッドデータブックでは絶

滅危惧ＩＢ類に分類されているが、琉球列島の固有種

であることが明らかとなり、今後、分類学上の位置付

けも変わると考えられることから、タウナギへの影響

については、固有種としての貴重性を考慮した予測を

すること。 

 タウナギについて予測評価を行い、評価書に記載し

ました。（p.6-17-165、172、214 参照） 

 

ウ 工事に係る予測結果について 

(ｱ) 工事中の粉じんによる影響について、影響を及ぼ

す降下ばいじん量の研究例（平野高司氏の研究例）を

具体的に示すこと。 

 また、動物の生息環境となる植生状況への変化は生

じないと予測しているが、動物に対する粉じんによる

直接的な影響についても予測すること。 

 

 予測に用いた引用資料を具体的に示しました。 

（p.6-17-108 参照） 

また、対象とする動物種の粉じんによる直接的な影

響についての科学的知見がないため、予測評価するこ

とは困難です。（p.6-17-162～163 参照） 

 

(ｲ) 騒音による影響について 

ａ）各騒音レベルの到達範囲をもとに、鳥類の確認地

点を重ね合わせて影響の検討を行ったとのことである

が、重ね合わせた検討結果を示すこと。 

 

 鳥類の確認地点と工事に伴う騒音コンターとの重ね

合わせ結果を評価書に記載しました。 

（p.6-17-110～112 参照） 

ｂ）工事中の騒音による影響について、生息地の放棄

などの重大な影響を生じることはないと予測した根拠

を示すこと。 

 騒音に対する動物の影響について、予測の根拠とし

た既存知見を示しました。（p.6-17-113 参照） 

(ｳ) 水の濁りによる影響について 

ａ）工事実施時の水の濁りによる影響について、水産

用水基準の濁水に対し水生動物が忌避行動を起こす最

低値を用いて予測しているが、当該基準においては、

河川について、人為的に加えられる SS を５mg/L 以下

としていることから、予測に当たっては、当該事業に

おいては濁水の処理水を SS25mg/L 以下で放流すると

していること、及び、放流先の水域の特性を勘案する

こと。また、放流された濁水の処理水の拡散状況を示

すとともに、濁水の処理水の放流地点と水生生物の確

認地点、あるいは移動後に生息すると思われる地点と

の位置関係を示すこと。 

 

工事の実施に伴う水の濁りによる影響については、

美謝川の切替工事に係る時期的な関係を示した上で予

測し、評価書に記載しました。（p.6-17-115 参照）。

また、処理水の放流地点と水生生物の確認位置につ

いて、評価書に記載しました。（p.6-17-116 参照） 

なお、濁水処理水放流地点の下流側へは生物の移動

は予定していません。 

ｂ）辺野古ダムに生息する水生生物への影響について

も示すこと。 

 辺野古ダムに生息する水生生物への影響について予

測を追記しました。（p.6-17-115 参照） 

ｃ）工事開始時に個体の移動等の環境保全措置を行う

とのことであるが、移動等を行う時期と、美謝川の切

り替え工事、現美謝川の工事及び現況の美謝川への濁

水の処理水の放流などの時期的な関係を明示した上で

予測すること。 

 美謝川の切替工事に係る時期的な関係を評価書に記

載しました。（p.6-17-115 参照） 
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<<個別的事項>> 
22．陸域動物について 

知事の意見 事業者の見解 

(ｴ) 工事実施時における土地改変による影響につい

て、イボイモリ等に周辺個体群消失のおそれが「有る」

としながら、生息状況の変化の程度では「事業実施区

域周辺個体群の存続に与える影響を小さい」とした根

拠を詳細に示すこと。また、改変区域の個体が全確認

個体数に占める割合が 25％を越えた場合、周辺個体群

消失のおそれが有りとしているが、25％の根拠を示す

こと。 

 イボイモリについては、再検討の結果、事業実施区

域周辺個体群に影響を生じるおそれがある旨修文しま

した。また、個体群の減少率を設定した判断基準を記

載しました。（p.6-17-155、160 参照） 

エ 存在に係る予測について、二次林のイタジイ群落

等を利用する種は、周辺に二次林が広く残されている

ので生息環境の変化としては小さいとしているが、イ

タジイ群落等を利用する種の移動性や生息範囲、生息

密度等を考慮した上で、それらの種の生息環境として

の変化について予測すること。 

 イタジイ群落等を利用する種への影響については、

生息地の連続性を考慮した予測を行いました。 

（p.6-17-179、180 参照） 

(2) 評価について 

ア 工事に係る評価について 

(ｱ) 埋立土砂発生区域については、改変面積を可能な

限り抑えたとしているが、埋立土砂発生区域の面積は、

さらに縮小すること。 

 

 

 埋立土砂発生区域からは、埋立工事初期の時点で必

要となる土量を確保しなければならないことから、こ

れ以上の規模の縮小は困難です。仮に範囲を狭めた場

合、現計画よりも掘り下げなければならず、国道及び

ダム湖との関係から適切な方法ではないと考えていま

す。 

(ｲ) イボイモリ等については、周辺の生息適地に捕獲、

移動するとしているが、「周辺の生息適地」について

具体的に示すこと。また、移動先の環境状況、移動先

におけるイボイモリの生息状況・産卵状況を考慮して

予測し、必要に応じて、新たな環境影響を生じない程

度に、浅い水たまりの池などの生息状況を整備する環

境保全措置を検討して、評価すること。 

 陸生動物の捕獲移動については、生態的な知見等を

参考に現地調査結果から得られた植生環境、水系の状

況を整理・解析し、陸生動物の移動適地の検討を行い、

評価書に記載しました。（p.6-17-203～213 参照） 

 

(ｳ) 改変による影響の程度が大きいと考えられた種に

対しては、有識者等を交えた具体検討に基づき、実効

性の高い手法により個体群の保全を図るとしている

が、有識者等を交えた具体検討は工事開始前に行い、

保全策を決定すること。 

 専門家等を交えた具体検討は工事開始前に行い、保

全策を決定する旨を評価書に記載しました。 

（p.6-17-205 参照） 

(ｴ) 工事中に改変区域内への再進入を防止するために

設置する進入防止柵は、移動阻害となる可能性もある

ことから、工事後には撤去すること。 

 進入防止柵は工事完了後に撤去することを評価書に

記載しました。（p.6-17-203 参照） 

(ｵ) 工事区域内において重要な鳥類の営巣や砂浜でウ

ミガメ類の産卵が確認された場合は、稼働計画や運行

計画を調整し、繁殖期の立入制限に努めるとしている

が、既に鳥類の営巣やウミガメ類の産卵が確認されて

いることから、移動計画や運行計画は調整したものを

作成し、繁殖期の立入制限をすること。 

 現時点では、工事着手時期が未定であり、具体的な

計画を示すことは困難ですが、工事着手時期と産卵等

の繁殖時期が重なる場合については、繁殖が確認され

た区域への立ち入り禁止等に努めます。 

（p.6-17-200 参照） 

(ｶ) 営巣繁殖等が新たに確認された場合は、当該場所

周辺での工事調整等の必要な対策を講じるとしている

が、新たな営巣繁殖等の有無を確認する具体的な方法

を示すこと。 

 鳥類の繁殖時期である春季、夏季、冬季の時期にお

いて、事業実施区域及びその周辺を対象とした事後調

査により営巣確認を行うこととしています。（p.8-8

参照） 

(ｷ) 移動や保全施設を設置した場合には保全対象種に

関する事後調査を実施するとしているが、これらの種

に対する予測の不確実性の程度又は環境保全措置の効

果の程度を示すこと。 

 予測に当たっては、不確実性の程度又は環境保全措

置の効果の程度を考慮した記載を行いました。 
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<<個別的事項>> 
22．陸域動物について 

知事の意見 事業者の見解 

(ｸ) 美謝川付け替え区域及び辺野古地先作業ヤードで

確認された重要な動物種のうち河川水生生物について

は、工事直前に踏査を行い、周辺の生息適地に捕獲、

移動を行うとしているが、工事前の美謝川付け替え区

域における河川水生生物について具体的に説明すると

ともに、辺野古川の河川水生生物の周辺の生息適地及

び現在の美謝川に生息している河川水生生物に対する

環境保全措置を具体的に示すこと。 

美謝川付け替え区域及び辺野古地先水面作業ヤード

から移動する生物種と移動場所等について具体的に示

しました。また、現況の美謝川の河川水生生物への環

境保全措置を評価書に記載しました。（p.6-17-214～

216 参照）  

(ｹ) 工事中の騒音による影響について 

ａ）調査地域において繁殖やねぐらを確認した生物は、

ツミ、シロチドリ、エリグロアジサシ、ゴイサギの計

４種としているが、「予測対象種の鳥類等の営巣確認

はありませんでした」と記述していることとの整合性

を確認した上で、再度、予測すること。 

 

本項目における予測対象種は、準備書において示し

ているところであり、シロチドリ、エリグロアジサシ

については、陸域生態系の項目で予測を行っています。

また、陸域生態系の項目で取り扱うツミとゴイサギに

ついては重要な種としての指定種でないことから予測

対象種の検討から除外しました。（p.6-17-110 参照）

ｂ）工事調整等の必要な対策により営巣放棄などの影

響を低減する効果が期待できるとしているが、その具

体的な根拠を示すこと。 

工事調整により営巣地周辺の騒音源や人の出入りを

制限することで、繁殖阻害が低減される旨の考え方を

記載しました。（p.6-17-112、113、201、202 参照）

(ｺ) 工事中の水の濁りによる影響については、再予測

の結果に応じ、環境保全措置を再度検討した上で評価

すること。 

水の濁りの予測に基づき再度検討を行い、評価書に

記載しました。（p.6-17-202 参照） 

(ｻ) 工事実施時における夜間照明による影響について

は、生息環境としての植物についての評価のみを行っ

ていることから、動物への夜間照明による直接的影響

についても評価を行うこと。 

工事中の夜間照明による動物への直接的影響につい

ても評価書に記載しました。（p.6-17-202 参照） 

(ｼ) 工事中の土地改変による影響について 

ａ）類似環境へ移動するとしているが、類似環境の具

体的な場所を示すこと。 

 

類似環境について、個々の重要な種又は生息タイプ

毎に考慮すべき条件を整理し、評価書に記載しました。

（p.6-17-206～209 参照） 

ｂ）移動による撹乱などの影響については移動先を検

討する際に十分配慮することで、個体群の変化は小さ

いとしているが、具体的な移動先及び配慮の内容を示

し、その配慮で十分かどうかの検討を行うこと。 

移動先については、その検討結果を示すとともに、

生息環境に関する既往の知見との整合性について評価

書に記載しました。（p.6-17-204～213 参照） 

ｃ）移動後の個体について事後調査を行い、環境保全

措置の効果を検証し、効果が確認されない場合は、保

全措置の修正を検討するとしているが、「移動」とい

う環境保全措置の効果が確認されない場合、どのよう

な環境保全措置を検討するのかを示すこと。 

移動先環境を劣化させる要因について検討を行い、

改善策等の新たな環境保全措置の導入を検討すること

を評価書に記載しました。（p.8-9、10 参照） 

(ｽ) 主な水生動物への影響について、魚道設置による

効果の程度を、他事例における実績等を基に示すこと。

その際は、その事例の対象となる種や、魚道の構造や

規模、設置される河川の状況等について比較すること。

魚道設置による効果の程度を、他事例における実績

等を基に示しました。(p.6-17-221、222 参照） 

イ 存在に係る評価について、埋立土砂発生区域の林

縁部へのマント群落・ソデ群落の早期回復の具体的内

容について示すこと。 

林縁部へのマント群落・ソデ群落の早期回復につい

ては「6.18 陸域植物」に記載した旨を追記しました。

（p.6-17-219、220 参照） 
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<<個別的事項>> 
23．陸域植物について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 調査結果について 

ア 植生の区分について、リュウキュウマツ林を代償

植生（二次林）としているが、透水性の悪い土壌に発

達し、林床にオオマツバシバやヤンバルゴマなどを伴

うリュウキュウマツの低木林は、季節的な湿地性の低

木林であり、沖縄県の自然を代表する自然植生と見な

すべきであることから、リュウキュウマツ低木林を一

律に二次林とすることは適当でない。また、ホウライ

チクは移入種である。 

 以上のことから、植生区分を修正すること。 

 

 既存文献等により当該区域の植生及び地形情報等を

把握した上で現地調査を実施していることから、現存

植生図の植生区分については、現況の植生に沿った内

容であるものと認識しています。 

なお、ホウライチク群落については、凡例を修正し、

評価書に記載しました。（p.6-18-22～27 参照） 

 

 

イ 総合常在度表について、準備書に示されたものは

判読が困難であることから、見やすい表を示すこと。

また、植生図を通じて環境に関する諸情報を正確に読

み取るためには、縮尺に見合う精度をもった図が必要

であるが、広域植生図（p6-18-15）、詳細植生図

（p6-18-16）については、群落の境界等が正確に把握

できないことから、群落の境界等が正確に把握できる

図を示すこと。 

 図表を修正し、評価書に記載しました。（p.6-18-18

～19、22～27 参照） 

 

 

(2) 予測について 

ア 予測方法について 

(ｱ) 工事による土地の改変による影響の予測につい

て、「改変区域外で多数確認されている場合や、改変

区域内外が同程度の生息状況で改変区域外に多数の生

息が認められる場合については個体群が存続できない

おそれは小さいと判断」したとのことであるが、当該

地域において生育していることの位置付け・特殊性等

を考慮すること。 

 

 

 改変区域内において確認された重要な植物種につい

ては、各種の特殊性(国外・国内・沖縄島における生育

分布状況等)を考慮した上で、予測・評価を行い、評価

書に記載しました。（p.6-18-52～53、59～98 参照）

(ｲ) 予測の流れについて 

ａ）図-6.18.2.1.1 中に、「改変区域内において確認

されていない種及び群落については影響がないものと

判断」とあるが、改変区域外であっても、改変区域内

に近い区域においては、風象の変化等により間接的に

生育適地面積が縮小することが考えられることも考慮

して予測すること。 

 

 施設等の存在・供用時において、改変区域から周辺

100mの範囲内における重要な植物種の分布状況等を考

慮した上で、予測・評価を行い、評価書に記載しまし

た。（p.6-18-110～114 参照） 

ｂ）「事業実施区域周辺の個体群の存続に及ぼす環境

影響の程度が極めて小さいとは判断できない場合は環

境保全措置を検討」とあるが、事業実施区域内（改変

区域内）の種及び個体群に対する環境保全措置の検討

もすること。 

 事業実施区域内における重要な植物種及び個体群に

ついても、予測・評価を行った上で環境保全措置を検

討し、評価書に記載しました。（p.6-18-52～53、59

～98 参照） 

ｃ）前述の環境保全措置の検討の後に「移植先への影

響を最小限に抑えるため、移植対象種の選別」とある

が、環境保全措置は、まず、「回避」、「低減」措置

を検討し、それらの措置を十分に実施してもどうして

も残る環境影響に対して、「代償措置」としての移植

等を検討すること。 

 種及び個体群の存続という観点からの環境保全措置

（低減措置）として、移植・移動を位置づけています。

イ 工事に係る予測結果について 

(ｱ) 個体群が存続できないおそれの程度について 

ａ）「改変前に移植など何らかの保全措置を講ずるこ

とが望ましい」としているが、環境保全措置について

は、まず、「回避」、「低減」措置を検討し、それら

の措置を十分に実施してもどうしても残る環境影響に

対して、「代償措置」としての移植等を検討すること。

 種及び個体群の存続という観点からの環境保全措置

（低減措置）として、移植・移動を位置づけています。
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<<個別的事項>> 
23．陸域植物について 

知事の意見 事業者の見解 

ｂ）前述のとおり、湿地性リュウキュウマツ低木林は

沖縄県の自然を代表する自然植生と見なすべきであ

り、この植分を土取場として利用する場合、特に保全

に留意すべきである。また、埋立土砂発生区域内にお

いては、確認された陸域の植物種のうち、保全上特に

注目すべき次の種が生育している。 

 以上のことから、次の種の特殊性を考慮した予測を

するとともに、環境保全措置として埋立土砂発生区域

の改変面積を縮小すること。 

 ○ナガバアリノトウグサ 

 ○シンチクヒメハギ 

 ○オオマツバシバ 

 ○イゼナガヤ 

 ○ホタルイ 

 ○オオハリイ 

 ○マシカクイ 

 ○ミスミイ 

 ○トクサイ 

 ○アオゴウソ 

 ○ノグサ 

 ○カンダヒメラン 

 ○アオジクキヌラン 

 ○カンザシワラビ 

 ○タカウラボシ 

 ○ゴザダケシダ 

 当該事業の改変区域に生育する重要な植物種につい

ては、各種の特殊性を踏まえた上で分布及び生育状況

を把握するとともに、改変の程度について予測・評価

を行い、評価書に記載しました。（p.6-18-52～53、59

～98 参照） 

 なお、埋立土砂発生区域の面積については、埋立て

工事初期の時点で必要となる土量を確保しなければな

らないことから、これ以上の規模の縮小は困難です。

仮に範囲を狭めた場合、現計画よりも掘り下げなけれ

ばならず、国道及びダム湖との関係から適切な方法で

はないと考えています。 

(ｲ) 重要な群落への影響について 

ａ）植生自然度 10及び９に該当する重要な群落の消失

面積は、調査地全体に占める割合が約 0.3％であるこ

とから土地改変による変化は小さいとしているが、調

査範囲全体が 1,200ha と広範囲に及ぶことから、事業

実施区域や改変区域内における割合についても示した

上で、再度、予測すること。 

 

 重要な植物群落における消失率の算出方法について

の見直しを行い、評価書に記載しました。（p.6-18-100

参照） 

ｂ）表-6.18.2.1.14 で示された事業実施区域における

各群落の消失率について、計算式の分母、分子の対象

とした面積の範囲を示すこと。 

 消失率を算出する計算式の内容を評価書に記載しま

した。（p.6-18-100 参照） 

(ｳ) 工事中の水の濁りの影響について、処理水を SS濃

度 25mg/L 以下に低減した後に放流することから、河川

域に生育する重要な種の光合成及び呼吸を妨げるおそ

れはないとしているが、SS濃度と光合成又は呼吸との

関係を示した上で、そのように考えた具体的な根拠を

示すこと。 

 SS 濃度と光合成等との関係については、植物の光合

成等と関係の深い透視度の解析結果を加えて予測・評

価を行い、評価書に記載しました。 

（p.6-18-104 参照） 

(ｴ) 工事中の夜間照明による影響について、工事に伴

う夜間照明は保安灯など一部に限られることから、工

事照明による重要な植物種の生育状況への影響は生じ

ないと予測しているが、保安灯の位置・照度、及び保

安灯の周辺における重要な植物種の生育状況を示した

上で予測すること。 

 工事時に使用される夜間照明等については、照度デ

ータを用いた上で予測･評価を行い、評価書に記載しま

した。（p.6-18-106 参照） 

ウ 存在に伴う飛来塩分量の変化による影響につい

て、飛来塩分量の再予測に応じて、再度、予測するこ

と。 

 塩害の予測・評価をもとに、予測・評価を行い、評

価書に記載しました。（p.6-18-115 参照） 

(3) 評価について 

ア 工事に係る評価について 

(ｱ) 改変面積を可能な限り抑えることとしたとのこ

とであるが、改変面積の検討内容を具体的に示すこと。

 

 

 埋立土砂発生区域の検討経緯について、評価書に記

載しました。（p.2-26 参照） 
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<<個別的事項>> 
23．陸域植物について 

知事の意見 事業者の見解 

(ｲ) 重要な種のうち、個体群の存続に影響があると考

えられる植物については、類似環境への移植を行うと

しているが、代償措置である移植の前に、回避、低減

措置を検討すること。 

 種及び個体群の存続という観点からの環境保全措置

（低減措置）として、移植・移動を位置づけています。

(ｳ) 工事による土地の改変による影響について 

ａ）工事着工前に事業実施区域内の踏査を行い、類似

環境への移植を行うとしているが、事業実施区域内に

おいて、移植できる類似環境が十分になければ、移植

できないあるいは移植で保全できないことになる。そ

のため、現時点で踏査を行って、移植先を示した上で、

移植が環境保全措置として効果があるのかを示すこ

と。 

 

 重要種の移植については、植生データ及び航空写真

等を活用することにより、事前に類似環境を推測する

ことは可能と考えられるため、現時点での踏査は行い

ません。 

 また、現時点において想定される移植先及び移植手

法案については、評価書に記載しました。 

（p.6-18-118～125 参照） 

なお、工事前には移植先の生育環境等の把握を十分

に行った上で、慎重に移植を実施することとします。

ｂ）移植による撹乱などの影響については、移植先を

検討する際に十分配慮することで、影響は生じないと

しているが、これについても、前記ａ)と同様に対応す

ること。また、「影響が生じない」としているにもか

かわらず、事後調査を行い、効果が確認されない場合

は保全措置の修正を検討するとしていることから、再

度、予測すること。 

 現時点において想定される移植先及び移植手法案に

ついては、評価書に記載しました。 

（p.6-18-118～125 参照） 

なお、事後調査において環境保全措置の効果が確認

されなかった場合は、新たな環境保全措置を検討し、

実施することとします。 

イ 存在に係る評価について 

(ｱ) 埋立土砂発生区域跡、施設区域内の緑化について

は、可能な限り周辺の在来種を緑化材として用いるよ

うに「米軍に周知」するとしているが、これらの場所

の緑化は、当該事業に伴って改変した部分に対する環

境保全措置の一つであることから、事業者が行うこと。

 

 代替施設の整備は事業者が実施しますが、米軍に施

設を提供した後の維持管理については、米軍が実施す

ることから、本環境影響評価において示された環境保

全措置について周知することとしたものです。 

 

(ｲ) 埋立土砂発生区域の跡地について、樹林地を回復

するのではなく草地とする目的を明らかにすること。

また、在来種を緑化材として用いるとしているが、在

来種を植え替えるということか、在来種の播種を行う

のかを明示すること。また、緑化に当たっては、周辺

生態系の構造・機能への影響や遺伝的攪乱の影響等が

可能な限り回避・低減されるよう、改変する部分に生

育している植物や、種子が入っていると考えられる改

変区域の表土を緑化に当たっての資源として活用する

など、十分に配慮すること。 

 埋立土砂発生区域の緑化については、在来種を用い

た緑化等を行うこととしており、現時点における緑化

手法案を評価書に記載しました。 

（p.2-112～113 参照） 

(ｳ) 埋立土砂発生区域の林縁部にマント群落・ソデ群

落の形成に努めるとしているが、「努める」のでなく

「形成」し、そのための具体的な手法についても示す

こと。 

 マント群落・ソデ群落を含め、埋立土砂発生区域の

緑化については、在来種を用いた緑化を行うこととし

ており、現時点における緑化手法案を評価書に記載し

ました。（p.2-112～113 参照） 

(ｴ) 林縁部に生育する重要な植物種の生育状況、マン

ト群落・ソデ群落の形成状況について事後調査を行い、

環境保全措置の効果が確認されない場合は、保全措置

の修正を検討するとしているが、どのような修正をす

るのか示すこと。 

 環境保全措置の効果は十分にあるものと考えていま

すが、保全措置を修正する必要が生じた場合、専門家

の指導・助言を得た上で新たな環境保全措置を講じる

考えです。 
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<<個別的事項>> 
24．生態系について 

知事の意見 事業者の見解 

 陸域生態系及び海域生態系への影響の予測のうち、

上位性、典型性、特殊性の視点から選定した地域を特

徴付ける注目種への影響の予測については、個々の種

への影響の予測となっていることから、次のことを考

慮した予測をすること。 

 ① 基盤環境の変化 

 ② 基盤環境と生物群集との関係の変化 

 ③ 注目種の種内関係、その他の種との種間関係 

 陸域生態系及び海域生態系への影響の予測のうち、

上位性、典型性、特殊性の視点から選定した地域を特

徴付ける注目種への影響の予測については、個々の種

への影響の予測となっていることから、①基盤環境の

変化、②基盤環境と生物群集との関係の変化、③注目

種の種内関係、その他の種との種間関係について検討

し、評価書に記載しました。（海域生態系 p.6-19-1-1

～153、陸域生態系 p.6-19-2-110～113、157～159、164

～165、199～200 参照） 

 

 

<<個別的事項>> 
25．海域生態系について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 調査結果について 

 「図-6.19.1.1.8 生態系の類型区分と地形、水深、

海底基質との関係の概念図」及び「図-6.19.1.1.12 地

域ごとの類型別生態系区分」には、ジュゴン及びウミ

ガメ類を入れること。 

 

 ジュゴン、ウミガメ類も生態系の構成要因として検

討結果に図化し、評価書に記載しました。 

（p.6-19-1-111～117、126～132 参照） 

 
(2) 予測について 

ア 工事に係る予測について 

(ｱ) 工事の実施による影響の予測について、海域生態

系に関係する水の汚れや水象等の他の項目の再予測に

応じて、再度、予測・評価すること。 

 

 

 水の汚れ等の再予測に応じて再度検討し、予測・評

価結果を評価書に記載しました。 

（p.6-19-1-134～144 参照） 

(ｲ) 地域を特徴付ける生態系の選定結果において、特

殊性の視点から地域を特徴づける生態系の指標となる

注目種及び群集を抽出していないが、特殊性の視点か

ら、ジュゴン及びウミガメ類を抽出し、ジュゴン及び

ウミガメ類に対する予測・評価については、個別に行

った旨を説明すること。 

特殊性の視点から、ジュゴン及びウミガメ類を予測

の対象として抽出し、これらに対する予測・評価につ

いては、個別に行った旨を説明しました。 

（p.6-19-1-136 参照） 

(ｳ) 砂材等による動植物種の混入について 

ａ）砂材等に海砂を用いる場合などには他水域の動植

物種が混入する可能性があるとしているが、どのよう

に混入すると想定しているのか、具体的に説明するこ

と。 

 

埋立用土砂に海砂を用いる場合、その採取場所と移

動時間によっては植物プランクトンのシスト（休眠期

細胞）や生きた底生動物が残存する可能性が考えられ

ることを評価書に記載しました。（p.6-19-1-142～143

参照） 

ｂ）現時点で砂材等の供給元などの詳細が確定してい

ないため、影響の質や程度を予測できないとし、詳細

が決定された時点で生態系への影響を検討し、影響が

あると想定される場合には保全対策を講ずるとしてい

るが、現時点において、他地域の陸砂・海砂からの動

植物種の混入に対する環境保全措置を示すこと。 

砂材等による外来種混入に関する環境保全措置につ

いて、評価書に記載しました。（p.6-19-1-155 参照）

イ 存在に係る予測結果について 

(ｱ) 砂材等による動植物種の混入について 

ａ）海草藻場のもつ機能（物質循環、生物の共存、環

境保全）の一部が消失する可能性が考えられるとして

いるが、その機能の一部の消失が生物群集及び選定し

た注目種に及ぼす影響についても予測すること。 

 

 

海草藻場のもつ機能の消失により、そこに生息する

群集及びその場を利用する可能性のある注目種に影響

が及ぶ可能性を予測し、評価書に記載しました。 

（p.6-19-1-148～149 参照） 

ｂ）生態系の構造・機能への影響については、生物多

様性、基礎生産量、浄化量、産卵・生育場、索餌場、

栄養段階、物質循環等がどのように変化するのかにつ

いても予測すること。 

代替施設を設置する辺野古地先・大浦湾西部海域に

ついて、生態系の構造・機能への影響を検討しました。

（p.6-19-1-149～150 参照） 
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<<個別的事項>> 
25．海域生態系について 

知事の意見 事業者の見解 

(3) 評価について 

 工事の実施により海域生態系に及ぼす影響は最小限

に留めるよう十分配慮されているとしているが、その

根拠が示されておらず、また、砂材等については調達

計画が未定であり、それに伴う影響についての環境保

全措置は未定であることから、海域生物、サンゴ類、

海藻草類等関連項目の再予測の結果を踏まえて、再度、

評価すること。また、環境保全措置及び事後調査につ

いても再度検討すること。 

 

サンゴ類、海藻草類等関連項目の再予測の結果を踏

まえて、再度、評価しました。また、環境保全措置及

び事後調査についても再度検討しました。 

（p.6-19-1-154～158 参照） 

 

 

<<個別的事項>> 
26．陸域生態系について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 調査結果について 

 マングローブ林の毎木調査の結果について、立木位

置図（分散図）、樹高と胸高直径・基部直径のデータ

を、樹高の分布図及び胸高直径・基部直径の分布図で

示すこと。 

 

 マングローブの毎木調査の結果について、立木位置

図、樹高及び胸高直径・基部直径の分散図を評価書の

資料編に記載しました。（p.資 6-19-2-17～114 参照）

(2) 予測について 

ア 注目すべき種の保存上重要なのは出産・育児期で

あるため、それぞれの種の出産・育児期を考慮した予

測をすること。 

 

 注目種においては、主に繁殖期を考慮した予測を行

うことについて評価書に記載しました。 

（p.6-19-2-99 参照） 

イ 工事に係る予測結果について 

(ｱ) オリイオオコウモリへの影響について 

ａ）オリイオオコウモリの一般生態について、９～10

月を繁殖時期としているが、その時期は交尾期であり、

種の保存上重要となる出産・育児期は５～６月頃であ

ることを考慮した予測をすること。 

 

 

 オリイオオコウモリの一般生態について、交尾期(9

～10 月)及び出産・育児期(5～6月)に修正しました。

（p.6-19-2-41、137 参照） 

ｂ）オリイオオコウモリの好適な生息環境である樹林

地は 35.0ha 改変されるとしながら、改変区域周辺に樹

林地が連続して残存することから、直接改変に伴うオ

リイオオコウモリの生息に変化は生じないと予測して

いるが、生息適地が減少し、オリイオオコウモリの改

変区域周辺への移動が生じる可能性を考慮した予測を

すること。 

 改変区域においては、オリイオオコウモリの顕著な

生息は確認されていません。また、改変区域周辺には

樹林地が連続して残存すること、オリイオオコウモリ

は飛翔により周辺の生息適地に移動することが可能で

あること、最も多く確認された大浦区は改変を受けな

いことから、改変に伴うオリイオオコウモリの生息地

に変化は生じないと予測したことを評価書に記載しま

した。（p.6-19-2-137 参照） 

(ｲ) ミサゴへの影響について 

ａ）建設機械の稼働及び資機材等運搬車両の運行によ

る影響について、建設機械等の運航台数が最大となる

時期の騒音は 85dB を超えると予測されるとしている

が、その予測値を明示すること。 

 

 長島近隣工区の騒音ピーク時におけるコンターと行

動範囲との重ね合わせによる予測を行い、評価書に記

載しました。（p.6-19-2-139～140 参照） 

ｂ）餌生物への影響について、餌生物の確認地点は、

好適種２地点、可能性種３地点が消失するが、事業実

施区域周辺の環境に分散することで個体群の存続に変

化は生じないとしているが、事業実施区域周辺の海域

生態系が、工事の実施によってどのように変化するの

かの予測結果を踏まえた予測をすること。 

 「6.19 1 海域生態系」において、工事による海域生

態系に生じる変化は小さいと予測されていることか

ら、餌生物の個体群の存続に変化は生じないと予測し

たことについて評価書に記載しました。 

（p.6-19-2-149 参照） 
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<<個別的事項>> 
26．陸域生態系について 

知事の意見 事業者の見解 

(ｳ) アジサシ類への影響について 

ａ）採餌場への直接改変による影響について、同様の

環境が周辺に広範囲に存在するから活動圏に生じる変

化は小さいと予測しているが、直接改変される範囲が

どのように利用され、アジサシ類にとって重要な場所

なのかどうかを踏まえた予測をすること。 

 

 改変場所で確認されたアジサシ類の採餌場は全 67

地点中の 3地点(4.4％)と少ないことから、重要度は高

くないものと予測し、評価書に記載しました。 

（p.6-19-2-150 参照） 

ｂ）繁殖地に対する直接的影響について、調査地域に

おけるアジサシ類の繁殖地としての位置付けは、他の

地域における繁殖数との比較だけでなく、特殊性や固

有性なども検討すること。 

 また、「繁殖地」に対する直接的影響の予測にもか

かわらず、「繁殖」に生じる変化は小さいと予測して

いることから、再度、予測すること。 

既存の知見で沖縄島周辺におけるエリグロアジサシ

のほとんどの繁殖地は 10 巣以内の小規模なコロニー

であり、琉球列島における最大営巣数は 100～200 巣程

度であると報告があります。沖縄島には類似の環境が

広く存在することから、事業実施区域周辺の繁殖地に

おける特殊性、固有性は低いと予測したことを評価書

に記載しました。（p.6-19-2-122 参照） 

また、繁殖ではなく繁殖地に対する影響を予測した

ことを評価書に記載しました。 

ｃ）建設機械の稼働及び資機材等運搬車両の運行によ

る影響について、ミサゴへの影響と同様に、騒音の予

測値を明示すること。 

長島近隣工区の騒音ピーク時におけるコンターと行

動範囲との重ね合わせによる予測を行い、評価書に記

載しました。（p.6-19-2-143～144 参照） 

ｄ）餌生物への影響について、前述のミサゴの餌生物

への影響についてと同様に予測すること。 

「6.19.1 海域生態系」において、工事による海域生

態系に生じる変化は小さいと予測されていることか

ら、餌生物の個体群の存続に変化は生じないと予測し

たことについて、評価書に記載しました。 

（p.6-19-2-153 参照） 

ｅ）工事関係船舶の航行や、進入灯などの海上工事作

業による繁殖、採餌行動への影響についても予測する

こと。 

 工事関係船舶の航行や、進入灯などの海上工事作業

を考慮した繁殖、採餌行動への影響を予測し、評価書

に記載しました。（p.6-19-2-143 参照） 

(ｴ) シロチドリの生息地に対する直接的影響につい

て、「砂浜環境は地域に普遍的に分布することから当

該地域のシロチドリ個体群の生息状況に生じる変化は

小さい」と予測しているが、キャンプ地区／代替施設

本体で確認された繁殖箇所数等の繁殖関連行動は調査

地域内で最も多く、当該箇所が調査地域内で繁殖に適

している場所であると考えられることを考慮して予測

すること。また、消失する場所に生息していた個体数

が周辺の残存環境でも十分に生息が可能であることを

示すこと。 

代替施設の設置場所が、繁殖に適した場所であると

考えられること、消失する場所に生息していた個体数

が周辺の残存環境でも十分に生息が可能であることを

考慮した上で予測を行い、評価書に記載しました。 

（p.6-19-2-128～130 参照） 

 

ウ 存在に係る予測について 

(ｱ) 生態系の構造・機能に対する影響について、埋立

土砂発生区域や仮設工事道路の跡地は草地として管理

されるとのことであり、元のような樹林地として緑化

されるものではないため、樹林地を移動経路とする動

物にとっては、移動経路の遮断や狭隘化といった移動

阻害が生じることが考えられる。 

 また、速やかに緑化対策を図ることから、生態系の

機能の回復が見込まれると予測しているが、樹林地か

ら草地へと生態系の構造が変わることから、生態系の

機能も変化することになるため、生態系の機能は「回

復」されるのではなく、別の機能に変化すると考えら

れる。 

 以上のことを考慮して、再度、予測すること。 

 

埋立土砂発生区域跡地等が樹林地から草地に変わる

ことを考慮した上で予測を行い、評価書に記載しまし

た。（p.6-19-2-165 参照） 

埋立土砂発生区域等の跡地が草地として管理される

ことで、樹林地を移動経路とする動物に対して移動経

路の遮断や狭隘化といった移動阻害が生じることが考

えられることについては、現在の知見では不確実性を

伴うことから、事後調査において把握することとしま

す。 
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<<個別的事項>> 
26．陸域生態系について 

知事の意見 事業者の見解 

(ｲ) 生態系食物連鎖の変化の程度について、飛行場の

芝地は、草地を好む昆虫類やクモ類等の生息地増加に

つながり、埋立土砂発生区域の跡地としての草地によ

り、草地や林縁を好む鳥類や昆虫類等の生息地が増加

し、それを低位消費者とした生態系が構築されると、

生態系の構造そのものが変化することを予測している

にもかかわらず、「現況の生態系及びその内包される

食物連鎖は維持される」と予測していることから、再

度、予測すること。 

飛行場及び埋立土砂発生区域周辺については、その生

態系の餌資源として機能し、草地を好む昆虫類やクモ類

等を低位消費者とした生態系が新たに構築されると予

測し、評価書に記載しました。(p.6-19-2-200 参照) 

 また、大浦川をはじめとしたマングローブ林は改変

を受けず、草地となる埋立土砂発生区域跡地や飛行場

からやや離れていることから、現況のマングローブ生

態系及びそこに内包される食物連鎖は維持されると考

えます。（p.6-19-2-200 参照） 

エ マングローブ生態系への影響について 

(ｱ) マングローブ生態系への影響については、生息す

る動物との関係も考慮した予測・評価をすること。 

 マングローブ生態系への影響については、生息する

動物との関係も考慮した上で予測・評価を行い、評価

書に記載しました。（p.6-19-2-155～156、198～199、

204、209～210、213、219～220 参照） 

(ｲ) 工事及び存在により、大浦川をはじめとするマング

ローブ生態系に変化は生じないと予測しているが、水象

に係る予測の不確実性の程度が大きいと考えられること

から、マングローブ生態系に係る予測の不確実性の程度

も大きいと考えられるため、事後調査を実施すること。

 「6.9 水象」に係る予測では、大浦湾奥の波浪・流

れ等に変化はほとんど生じないと予測され、予測の不

確実性の程度は小さいと考えています。また、マング

ローブ生態系への影響の程度が著しいものとなるおそ

れがないことから、事後調査は実施しません。 

オ 生態系食物連鎖の変化の程度については、調査地

域における外来生物の分布状況を示した上で、工事の

実施に伴う騒音等の影響や施設の存在に伴う生息環境

の変化等の影響によって、外来生物が事業実施区域外

に拡散し、生息域を拡大することの影響について予測

及び評価すること。 

 調査地域における外来生物の分布状況（p.6-19-2- 

111、資 6-19-2-136 参照）や、工事の実施に伴い、改

変区域に生息する特定外来生物が周辺に移動、拡散す

る影響（p.6-19-2-158～159 参照）、及び施設の供用

に伴う航空機騒音等の影響によって、外来生物が事業

実施区域外に拡散し、生息域を拡大することの影響

（p.6-19-2-200 参照）を評価書に記載しました。 

(3) 工事に係る評価について 

 アジサシ類に対する人の存在による影響について、繁殖

時期には長島や平島へ極力人が上陸しないように配慮する

との環境保全措置を示して評価しているが、平島・長島近傍

の工事については繁殖時期を避けた工事計画とすること。 

 

 現時点では、工事着手時期が未定ですので、長島・

平島近傍の工事時期と繁殖期との関係が明確になった

段階で、繁殖に影響を及ぼさないよう工事計画を調整

します。 

(4) 存在に係る評価について 

 シロチドリ類、オカヤドカリ類、オカガニ類につい

て、面整備事業であることを考慮して、回避・低減措

置や代償措置としての新たな生息環境の創出は困難で

あることから、環境保全措置は講じないものとしてい

るが、面整備事業であるために環境保全措置が困難と

の理由は成り立たないため、環境保全措置を検討する

こと。 

 

施設等の存在及び供用時において、代替施設によっ

て一部の生息地及び繁殖地が消失すると予測しました

が、周辺には砂浜等が普遍的に存在することから、該

当地域周辺におけるシロチドリの地域個体群への変化

は小さいと予測し、環境保全措置は講じないものとし

ました。（p.6-19-2-212） 

オカヤドカリ類・オカガニ類については、工事用仮

設道路跡地に、アダン、オオハマボウ等の在来の植物

による緑化を行うことにより、生息地の復元が図られ

ることを評価書に記載しました。（p.6-19-2-218） 

 

<<個別的事項>> 
27．海域生態系と陸域生態系の関係について 

知事の意見 事業者の見解 
(1) 海域生態系と陸域生態系の関連に対する事業実施

の影響について、海域と陸域を往来する生物種への影

響も考慮して評価すること。 

 海域と陸域を往来する生物種として、美謝川及び辺

野古川で確認された種を選定し、これらの影響につい

て評価書に記載しました。（p.6-19-3-5～10 参照） 

(2) 図-6.19.3.1 及び図-6.19.3.2 については、本事業

実施後の類型区分別分布も示すとともに、図-6.19.3.3

で示した本調査地域における海域生態系と陸域生態系

の関連が、事業実施後、どのように変化するのかにつ

いても示すこと。 

 事業実施後における生態系の類型区分別分布及び生

態系の変化を評価書に記載しました。 

（p.6-19-3-5～6参照） 
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<<個別的事項>> 
28．景観について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 予測について 

ア 予測方法について、予測に用いるフォトモンター

ジュの写真については、より人間の視野に近い 50～

55mm レンズを使用し、再度、予測すること。 

 また、フォトモンタージュの写真の撮影範囲によっ

て変化の程度が変わることから、撮影範囲についても

検討すること。 

 

 人間が特定の対象を非検索的に眺める場合(例：展望

台から景色を眺める場合)の視野は、既往の研究の結果

によれば 60°コ－ン説が定説となっており、環境アセ

スメント技術ガイド自然とのふれあい 2002 年（(財)

自然環境研究センター）においても、35mm フィルム、

28～35mmレンズを用いて撮影した写真がこの視野に近

いとされていることから、この様な標準的な手法によ

り予測を行っています。 

 なお、50mm レンズ撮影相当の画角範囲の写真を用い

ることについては、評価基準が不明確となることから

採用していません。  

イ 工事に係る予測について 

(ｱ) 海上ヤードによる海中景観への影響について予測

すること。 

 大浦湾の海上ヤード部は制限水域であり、本来、米

軍の訓練状況によらず、船舶の停泊、係留、投錨及び

潜水並びにその他全ての継続的行為（漁業を除く）が

禁止されている区域です。また、海中の視程は 10～20

ｍ程度であることが知られており、制限水域外や大浦

湾東岸のリーフ近辺から海上作業ヤードは視認できな

いことから、予測評価の対象としていません。 

(ｲ) 工事中のフォトモンタージュ中の船舶数の設定根

拠を示すこと。また、カヌチャ・ベイ・ホテルからの

予測については、フォトモンタージュに工事用船舶を

入れて予測すること。 

 船舶については、固定した位置に常に存在しないこ

となどから、ケーススタディとして、カヌチャベイの

フォトモンタージュにおいても船舶を入れて予測し、

評価書に記載しました。（p.6-20-151～152 参照） 

(ｳ) 工事に伴い発生する土砂による水の濁りに予測結

果を示すこと。 

 工事に伴う水の濁りによる影響について、評価書に

記載しました。（p.6-20-147 参照） 

(2) 評価について 

ア 囲繞景観の状況について、供用後の航空機の運航

により価値認識が下がる傾向が示唆されており、囲繞

景観の価値に影響を及ぼすおそれがあるとして、周辺

集落内外の緑化対策等について、周辺自治体等と調整

を行い、可能な限り周辺地域の修景に努めるとしてい

るが、航空機の運航によって囲繞景観の価値に影響が

生じると予測しているにもかかわらず、周辺集落内外

の緑化対策等の周辺地域の修景が、航空機の運航によ

る囲繞景観の価値への影響をどのように低減できるの

か、その根拠を示すこと。 

 なお、例えば、集落と代替施設との間を緑化するこ

とによって航空機の運航を見えにくくするということ

であれば、その緑化する場所を具体的に示すとともに、

緑化する場所における景観、及び囲繞景観の変化につ

いても予測すること。 

 

 緑視率が高い場所ほど「安らぎがある」「さわやか

だ」「潤いがある」 と感じる人の割合が高くなること

がこれまでの知見で分かっており、集落内の緑化によ

る緑視率の向上は、心理的な快適性を高める効果が期

待できます。よって、修景により囲繞景観の持つ「価

値」を高めることにより、影響の低減が図れるものと

考えました。 

 

 

イ 環境保全措置として、代替施設に建設する建物の

形状や高さ、配置、色彩等について、景観への影響を

低減し、施設ができるだけ目立たないように検討する

こと。また、その検討は、専門家に行わせること。 

 

 代替施設の運用・機能の観点から、建設する建物の

形状や高さ、配置について、景観に配慮したものとす

ることは困難です。 

 ただし、色彩については景観への影響を更に低減す

るため、実際の設計等に当たっては目立たない配色と

するなど修景に努めます。 
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<<個別的事項>> 
29．人と自然との触れ合い活動の場について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 調査結果について 

ア 調査時期について、方法書においては、調査時期

を「評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把

握できる期間、時期及び時間帯」としているが、ゴー

ルデンウィーク期に調査を実施しなかった理由を示す

こと。 

 

 春季調査については、地元区長へのヒアリング結果

等から、調査地域においても利用者数が多いと推定さ

れた浜下りの時期を対象としたことを評価書に記載し

ました。（p.6-21-3、31 参照） 

イ カヌチャ・ベイ・ホテルの利用者について、県外

居住者が多いとしているが、(株)カヌチャベイリゾー

トによると、同施設でのイルミネーションイベントの

利用者は、県内客用チケットの販売数から約８千名近

く、また、ゴルフ場の利用者は、年間利用者約 42,300

人のうち約 60％が県内居住者とのことから、利用者の

状況について正確に把握し直し、再度、予測すること。

 文献その他の資料調査及び現地調査において、(株)

カヌチャベイリゾートに聞き取りを実施しています

が、ご指摘の内容については、調査時には情報が得ら

れませんでした。なお、準備書に対する住民意見でも

述べられていることから、新たに得られた情報を評価

書に記載し、これらを踏まえて予測しました。 

（p.6-21-45、46、58 参照） 

(2) 予測について 

ア 触れ合い活動の場の分布及び利用環境の改変の程

度については、事業計画による直接改変区域及び資機

材運搬船舶等の工事に関する作業船の運航による影響

について、触れ合い活動の場の分布及び利用環境の状

況とをオーバーレイすることにより予測するとしてい

ることから、オーバーレイの結果を示すこと。 

 

 触れ合い活動の場の分布及び利用環境の改変の程度

について、事業計画による直接改変区域については評

価書に記載しました。（p.6-21-67、68 参照） 

 なお、資機材運搬船舶等の運航による影響について

は、直接改変ではないことから、予測方法について見

直しを行い、評価書に記載しました。（p.6-21-66、75、

76、84 参照） 

イ “イザリ”のような夜間の触れ合い活動や、海産

物によって採取時期・場所等が異なることを考慮した

予測を行うこと。 

 

 

 夜間における人と自然との触れ合い活動の場の有無

については、地域の漁業関係者へのヒアリング等を行

った結果、まとまった人数の利用はないとのことから、

予測の対象外としました。なお、調査結果については

評価書に記載しました。（p.6-21-21 参照） 

ウ 工事に係る予測結果について 

(ｱ) 触れ合い活動の場の分布及び利用環境の改変の程

度について 

ａ）調査範囲内には浜下りの場所として利用可能な場

所が広く分布していることから利用状況の変化は小さ

いと予測しているが、地域住民の移動等を考慮し、ど

のように「広く分布」しているのかを示すこと。 

 

 

 

 地域住民の移動等を考慮し予測評価を行い、結果を

評価書に記載しました。（p.6-21-67、68、75、76、79、

83、84、87 参照） 

ｂ）辺野古漁港、辺野古上原公園の活動・利用の状況

に変化が生じるが、影響は工事期間中の一時的なもの

にとどまることから変化は小さいと予測しているが、

５年間の工事期間による影響を一時的とした根拠を示

すこと。 

予測地点の近傍における工事期間を考慮して予測・

評価を行い、結果を評価書に記載しました。 

（p.6-21-71 参照） 

(ｲ) 人々の活動・利用の変化について、海上ヤードの

工事、埋立の工事による影響については、影響要因と

して工事用船舶の運航についても掲げ、その要因によ

るマリンスポーツ等への影響についても予測するこ

と。 

(ｳ) アクセス特性の変化について、資機材運搬船舶の

航行や進入灯の工事によるアクセス特性の変化に対す

る影響についても予測すること。 

工事の実施における工事用船舶の運航によるマリン

スポーツ等への影響について予測を行い、評価書に記

載しました。また、アクセス特性の変化についても評

価書に記載しました。（p.6-21-74、83、84 参照） 

エ 存在による影響について、カヌチャベイリゾート

が、現在、マリンアクティビティーとして平島を利用

していることに対する影響について予測すること。 

 平島利用に対する施設等の存在による影響につい

て、評価書に記載しました。（p.6-21-79、87 参照）
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<<個別的事項>> 
30．歴史的・文化的環境について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 工事に係る予測結果について 

ア 埋蔵文化財包蔵地に及ぼす影響の程度について、

埋蔵文化財が確認された場合は、名護市教育委員会と

の協議結果によっては、調査による記録保存やその他

の適切な対策を実施するとしているが、埋蔵文化財が

確認された場合には、協議結果によらず、調査による

記録保存等の対策を講じること。また、記録保存等の

対策については、具体的な記録の方法を示すこと。 

 

 埋蔵文化財については、文化財保護法等に基づき、

まず名護市教育委員会とその取り扱いについて協議を

行い、その協議結果に基づく対応となることから、現

時点において、事業者として具体的な記録保存等の方

法を示すことは困難です。 

イ 伝統的行事及び祭礼等の場等に及ぼす影響の程度について

(ｱ) 「東松根前の浜」での行事への影響は、工事中の

一時的なものとしているが、５年間という工事期間に

よる影響を一時的なものと判断した根拠を示すこと。

 

 

 東松根前の浜について、予測・評価を修正し、評価

書に記載しました。（p.6-22-49、53 参照） 

(ｲ) 「松田の浜」、「ハーリーの場」については、移

動先を周辺自治体と協議するとしているが、「協議」

そのものは環境保全措置ではないことから、周辺自治

体と協議した結果としての移動先を示すこと。 

 現時点において、関係自治体と調整中であり、移動

先の協議結果を示すのは困難であることから、必要に

応じて協議結果を事後調査報告書等に記載します。 

ウ 埋蔵文化財等への影響について、改変の深さの程

度を考慮したのか明示すること。 

 事業実施区域内に存在する埋蔵文化財については、

改変の程度(切土・盛土)によらず、全て関係機関等と

その取り扱いについて協議を行い、適切に対応します。

(2) 存在に係る予測について 

 キャンプ・シュワブは、大浦崎収容所跡に建設され

たため、美謝川沿岸にある大浦崎収容所跡、集落跡等

の歴史的・文化的環境への代替施設の存在による影響

について、予測・評価すること。 

 

 大浦崎収容所跡については事業実施区域外となって

おり、調査・予測・評価の対象としていません。なお、

地点については評価書の第 3章に記載しました。 

（p.3-199、200 参照） 

 

 
<<個別的事項>> 
31．廃棄物等について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 調査結果について 

 廃棄物の種類及び量並びに処理等について、本事業に

おいて発生が予測されている産業廃棄物に、飛散性アス

ベストが含まれていないが、飛散性アスベストについて

は県内で処理できる業者がおらず、また、キャンプ・シ

ュワブは、飛散性の吹付けアスベストの使用が禁止され

た昭和50年以前の昭和31年に使用が開始されているこ

とから、代替施設の建設に伴って撤去する建物等への飛

散性アスベストの使用の有無を十分に確認し、使用が確

認された場合には、その処理について予測すること。 

 

 代替施設の建設に伴って撤去する建物等において飛

散性アスベストの使用が確認された場合は、法令に基

づき適切に処置します。 

 

(2) 予測方法について 

ア 工事中の廃棄物の発生量算出方法について、伐採

樹木（木くず等）以外の廃棄物の発生量算出方法につ

いても具体的に記載すること。 

 

伐採樹木以外の工事の実施に伴う廃棄物の発生量算

出方法については、設計又は実数量を積み上げたもの

であり、工事種ごとに月別の発生量を算定した結果を

評価書に記載しました。（p.6-23-27～29 参照） 

イ 赤土等流出防止対策、地盤改良、掘削工等により

発生する建設汚泥について、予測、評価すること。ま

た、その処理方法も具体的に記述すること。 

建設汚泥について、予測結果を評価書に記載しまし

た。（p.6-23-24、31 参照） 

(3) 予測結果について 

ア 海上ヤードの撤去に伴って発生する石材については

再利用を図る考えとのことだが、現時点において詳細が

確定していないとのことであるが、再利用などの処理方

法が確定しなければ影響の予測ができないことから、処

理方法を確定した上で、それに基づく予測を行うこと。

 

海上ヤード撤去に伴う石材の取り扱いについては、

評価書に記載しました。（p.6-23-30 参照） 
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<<個別的事項>> 
31．廃棄物等について 

知事の意見 事業者の見解 

イ 埋立の工事について 

(ｱ) チップ化しない伐採樹木について、安定型最終処

分場に搬出するとしているが、安定型最終処分場では、

木くずの埋立処分は禁止されていることから、処理方

法を修正するとともに、再度、予測すること。 

 

 伐採樹木については、再度予測を行い、評価書に記

載しました。（p.6-23-30 参照） 

(ｲ) 「汚濁防止膜の付着物を焼却処理後、管理型最終処

分場へ搬出する。」としているが、焼却処理を自ら行う

のか、中間処理業者へ搬出するのか明らかにすること。

 汚濁防止膜は化学繊維であり、裁断処理後に最終処

分場に搬入する計画として予測結果を評価書に記載し

ました。（p.6-23-31 参照） 

(ｳ) 埋立工事に伴う副産物の発生量が予測されている

が、処理業者の処理能力を上回る場合は適正に処理で

きないため、想定する処理業者の処理能力・受入れ可

能量を勘案した上で、これらの発生量を適正に処理で

きるのかについて予測すること。 

 埋立工事に伴う副産物の処理については、工事計画

から算出された廃棄物の月別発生量等をもとに予測を

行い、評価書に記載しました。 

（p.6-23-25、27～29、32～34 参照） 

(ｴ) 発生するコンクリート塊、路盤材については、場内

で再資源化する計画とのことであるが、再資源化とは、

本事業の工事で用いるということなのか明示すること。

 また、再資源化として本事業の工事で用いる場合、

工事計画の概要において、工事用仮設道路は、代替施

設本体、飛行場及びその施設の設置の工事が終了した

後に一部を除き撤去するとしていることから、場内で

全量の再資源化が可能なのか示すこと。 

 コンクリート塊については、場内にコンクリート破

砕機を設置し、本事業において路盤材として使用する

ことを評価書に記載しました。（p.6-23-24 参照） 

 なお、工事用仮設道路の一部撤去に伴うコンクリー

ト塊等についても本事業で再利用する計画です。 

(ｵ) 汚濁防止膜の繊維（カーテン）が天然繊維か化学

繊維か明らかにすること。天然繊維の場合、安定型最

終処分場で処理することはできないため、管理型最終

処分場で処理すること。 

 汚濁防止膜（カーテン）については、化学繊維を使

用する計画ですので、安定型最終処分場で処分するこ

ととしています。 

ウ 造成等の施工による一時的な影響について、非飛

散性アスベストは、安定型最終処分場での埋立処分が

認められているが、受け入れていない安定型最終処分

業者もいることから、受け入れている業者の残余容量

を考慮した上で、予測している発生量を受け入れられ

るかどうかについて予測すること。 

 非飛散性アスベストについては、近傍の処分場にお

ける残余容量を考慮した上で予測しました。 

（p.6-23-31 参照） 

(4) 事後調査について 

 廃棄物については、工事中において、廃石膏ボード

やＰＣＢ廃棄物等の発生が考えられること、また、発

生量においても不確実性を伴うことから事後調査実施

を検討すること。 

 

 廃棄物については、ご指摘の廃棄物の有無に関わら

ず、各種法令に基づき、全て適正に処理することから、

事後調査は実施しません。 

 

 
 
<<その他>> 
32．評価書の作成について 

知事の意見 事業者の見解 

(1) 本準備書は、ページ数が 5,400 ページにも及ぶ膨

大なものであることから、評価書の作成に当たっては、

「調査結果の概要」に記載している調査結果そのもの

を別冊とするなどの工夫をすること。 

 準備書のページ数については、予測評価とは直接関

係しない調査データを割愛するなど、集約に努めた上

での結果ですが、評価書においては、さらに「本編」

と「資料編」に分け、図表の一部を資料編に収録する

などの工夫をしました。 

(2) 環境影響評価の専門的な内容が一般にも理解でき

るよう、専門用語の解説を付すなどの工夫をすること。

 最終的な評価書（補正後）の縦覧の際に専門用語を

解説した「用語集」を添付する予定です。 

(3) 知事意見及び住民等の意見に対する事業者の見解

については、その具体的な見解内容が示されているペ

ージを表示すること。 

 知事意見及び住民等の意見に対する事業者の見解に

ついては、具体的な見解の内容が示されているページ

を表示しました。 
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【参考：代替施設の位置に係る検討】 

この検討は、方法書に対する知事意見を踏まえて行ったもので、準備書に掲載し

たものを参考に再掲載するものです。 

 

 (1) 検討概要 

事業実施に伴う、周辺環境への影響の変化及びその傾向を把握するため、事業

計画案と異なる位置における検討ケースを設定し、調査の結果を基に比較・検討

を行いました。 

 

 (2) 検討ケース 

事業計画案は、辺野古崎周辺のキャンプ・シュワブ周辺の海域を埋め立てる計

画ですが、この水域は、比較的浅いリーフや平島・長島等の岩礁、及び最大 40ｍ

程度の水深を有する凹部から構成され比較的変化に富んだ構造を有しています。

このため、埋立部分を移動した検討ケースについては、この海域の地形を考慮し

つつ、主に沖側（南側）及び主滑走路方向に数百ｍの範囲で設定し検討すること

としました。 

具体的には、まず、長島への影響を考え、南側への移動は 100ｍ程度とし、東、

南及び西方向へそれぞれ 100ｍ移動したケースについて検討を行い、さらに移動

による環境への影響の変化について、その傾向を確認するため、南側 50ｍ移動、

西側 200ｍ移動したケース、名護市試案と呼ばれる南西方向へ移動したケースに

ついて検討を行いました。 

 

 

【検討ケース】 

・東側 100m 移動（事業計画案を南側滑走路中心線方向東側に 100m 移動したケース） 

・南側 50m 移動 （事業計画案を南側滑走路に対して平行に南側へ 50m 移動したケース） 

・南側 100m 移動（事業計画案を南側滑走路に対して平行に南側へ 100m 移動したケース） 

・西側 100m 移動（事業計画案を北側滑走路中心線方向西側に 100m 移動したケース） 

・西側 200m 移動（事業計画案を北側滑走路中心線方向西側に 200m 移動したケース） 

・南西側移動（事業計画案を南側滑走路に対して平行に南側へ 350m 移動、かつ南側滑走路中

心線方向西側に 150m 移動したケース）※「名護市試案」とも呼ばれるケース

を基に作成したもの 

注：今回の検討は、事業実施に伴う環境影響の変化及びその傾向を把握するためのもので

あることから、各ケースは、事業計画案の形状を基本として、各方向に単純に移動す

る設定としたものです。 



4-5-78 

 

  

  

  

参考図-1 代替施設の基本ケース(事業計画案)及び比較検討6ケースの位置(地形)条件 

【南側 100m 移動】

【西側 200m 移動】

【事業計画案】

【南側 50m 移動】

【西側 100m 移動】

【東側 100m 移動】

【南西側移動】

(南 350m+西 150m)
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 (3) 検討項目 

検討方法としては、まず、生活環境や海域環境への影響を考慮する上で重要と

考えられる要素を抽出し、事業計画案及び検討ケース毎に各要素に及ぼす影響を

定量的に予測し、その結果を比較検討することにより総合的な評価を行いました。 

 

  1) 大気環境に関する事項（周辺集落における航空機騒音の低減度合い） 

周辺集落における航空機騒音のレベルは、滑走路との離隔距離によっては減衰

効果が出ることから、この要素を選定しました。 

 

  2) 消失する海域の面積（埋立面積に関する事項） 

埋立事業の場合、一般的に消失する海域の面積は出来るだけ少ない方が海域環

境への影響が少ないと言え、その観点での指標になることから、この要素を選定

しました。 

 

  3) 消失する海域の海水体積（埋立土砂量に関する事項） 

消失する海域の面積が同等でも海底の地形など水深条件によって消失する海水

の体積に差が生じ、これが周辺の海水交換機能等に影響を及ぼすことが考えられ、

その観点での指標になることから、この要素を選定しました。また、この要素は

採取・埋立てに用いる土砂量にも直接関連し、施工における調達面も含めての環

境影響を評価し得る指標です。 

 

  4) 水環境（海水の流れ）に関する事項（現況に対する流速変化域（流速が 1cm/sec

以上変化する水域）の面積） 

海水の流れは、海域生物やその生息・生育環境を含めた海域生態系の保全を検

討する上で最も基本的な要素であり、その変化が少ない方が海域生物、海域生態

系への影響が少ないと言え、その観点での指標になることから、この要素を選定

しました。なお、今回の調査の結果、当該海域の潮流の流速はかなり小さいこと、

及びその変化域も限定的であることが判明しており、結果の評価に当たっては、

これらの特性を考慮する必要があります。また、本検討においては、各案での埋

立後の海水の流れの変化の程度を比較検討する際の最も基本的な状態で、かつ水

の汚れや濁りを予測評価する場合に日平均値を使って検討することから、日平均

の状態（恒流<日平均流>）を用いることとしました。 

 

  5) 海域生物に関する事項（サンゴ類、海草類藻場、ホンダワラ類藻場の消失面積） 

サンゴ類、海草類藻場（辺野古周辺海域を特徴づけている代表的な海域生物で

あるジュゴンの餌場となる藻場）、ホンダワラ類藻場は、生態系の構成要素とし
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て重要であり、その消失面積は出来るだけ少なくすべきと言え、その観点での指

標になることから、この要素を選定しました。 

なお、各検討ケースでは干潟の消失はないので、この要素については本比較検

討に際しては除外しています。 

 

 (4) 検討結果の概要 

事業計画案と各検討ケースにおける大気環境についての比較検討結果を参考図

-2、参考表-1及び参考表-2に、水環境及び海域生物への影響についての比較検討

結果を参考表-3に、その基礎資料を参考図-3、参考図-4、参考表-4及び参考表-5

に示します。 

代替施設建設予定地周辺の環境現況からみて、代替施設の位置を東側移動（大

浦湾側へ移動）すると、大浦湾南西部海域の澪筋(深み)に張り出すことから、大

浦湾全体の海水の流れの変化が相対的により大きくなる傾向があります。 

また、南側や西側に移動する場合、移動する方向・程度によって環境影響の内

容に差異が出ますが、概ね移動距離に応じて海草類藻場の消失面積が大きくなる

傾向があります。 

これらの結果から、東側 100ｍ移動は、消失する海域の面積及び流速変化域面

積等が、西側 200ｍ移動は、海草類藻場の消失面積が、南西側移動は、海草類藻

場及びホンダワラ類藻場の消失面積が、それぞれ最も大きいか、または消失面積

が事業計画案に比べて 30％程度上回っており、環境に及ぼす影響が相対的にかな

り大きいことが分かりました。 

また、前述の 3検討ケースを除いた検討ケースと事業計画案について検討項目

（要素）毎に比較検討すれば、以下のとおりです。 

 

① 大気環境面からは、滑走路が既存陸域から沖合へ離れると住宅地への影響は

より小さくなりますが、滑走路の位置は事業計画案でも住宅地から 1km 以上離

れており、各検討ケースとも住宅地からの離隔距離の増加が 50～100ｍ程度に

留まることから、事業計画案と各検討ケースについての加重等価継続感覚騒音

レベル(WECPNL)※の差異は 1WECPNL 以内でした。 

② 消失する海域の面積（埋立面積）は、事業計画案に比べ、南側 50ｍ移動は 3％

程度、南側 100ｍ移動では 5％程度、西側 100ｍ移動は 1％程度それぞれ大きく

なっていますが、その差異はいずれも 5％程度以内でした。 

 

                         
※加重等価継続感覚騒音レベル(WECPNL)：航空機 1機ごとの騒音レベルに加え、機数や発生時間帯など

を加味した航空機騒音に係る単位です。一般に、昼と夜では、夜の方がよりうるさいと感じるので、

航空機の数に夕方は昼間の 3倍、夜間は昼間の 10倍の重みづけによって設定されたものです。 
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③ 消失する海域の体積は、事業計画案に比べ、南側 50ｍ移動は 2％程度、南側

100ｍ移動は 4％程度、西側 100ｍ移動では 18％程度それぞれ少なくなっていま

す。この中では、西側 100ｍ移動が最も少ない結果となっていますが、事業計

画案との差異は 20％程度以内でした。 

④ 水環境（海水の流れ）の変化域は、事業計画案に比べ、夏季において、南側

50ｍ移動は 4％程度、南側 100ｍ移動は 5％程度それぞれ大きくなり、また、西

側 100ｍ移動は 8％程度小さくなっており、冬季において、南側 50ｍ移動は同

程度、南側 100ｍ移動は 2％程度、西側 100ｍ移動は 5％程度それぞれ小さくな

っています。この中では、西側 100ｍ移動案が最も緩和される結果となってい

ますが、事業計画案との差異は 10％程度以内でした。 

⑤ サンゴ類の消失面積は、事業計画案に比べ、南側 50ｍ移動は 10％程度、南側

100ｍ移動は20％程度、西側100ｍ移動は1％程度それぞれ少なくなっています。

この中では、南側 100ｍ移動が最も少なくなる結果となっていますが、事業計

画案との差異は 20％程度以内でした。また、事業計画案及び各検討ケースのい

ずれについても注目すべきサンゴ群生は消失しませんでした。 

海草類藻場の消失面積は、事業計画案に比べ、南側 50ｍ移動は 5％程度、南

側 100ｍ移動は 11％程度、西側 100ｍ移動は 14％程度それぞれ大きくなってい

ます。消失面積は、事業計画案からの移動幅に応じて大きくなり、この中では、

西側 100ｍ移動が最も大きくなる結果となっていますが、事業計画案との差異

はいずれも 20％程度以内でした。 

ホンダワラ類藻場の消失面積は、事業計画案に比べ、南側 50ｍ移動は 3％程

度、南側 100ｍ移動は 5％程度、西側 100ｍ移動は 5％程度それぞれ大きくなり

ますが、事業計画案との差異はいずれも 5％程度以内でした。 

 

 

事業計画案と検討 3ケース（南側 50ｍ移動、南側 100ｍ移動、西側 100ｍ移動）

を比較してきましたが、環境面からはいずれの検討ケースについても、事業計画

案に対して、検討項目（要素）毎に影響の変化の程度及び優劣にばらつきが生じ

る結果となりました。 

このような環境面における変化予測を踏まえた検討結果に加え、事業者として

は、施工性等の実行可能性を含め、総合的に勘案して、現在の事業計画案により、

準備書を作成することとしました。 
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